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オンラインシステム形態の現況 と5年 後の予定

一次産業 二次産業 三次産業 公 務 全産業

デー タ収 集シ ステム

現 況
q e 亀 ●

5年 後

… ㌔ ムa

6も ●●
5年 後

照 会 応 答 シ ス テム

(ファイル更新なし)

現 況 σ ψ θ

5年 後

取 引処 理 シ ステ ム

(ファイル更新あり、

現 況 ψ 6 も●
5年 後

涜鷲糟 q69●
5年 後

タイムシ ェア リン グ

シ ス テム 現 況

● ももも●
5年 後

その他

現況● ● ● ● ●

5年 後
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序 文

1980年 代 は、 国益 と国際 調和 が世 界 の政 治経 済社会 を左右 す る時代 にな るで あろ う。

新 しく誕 生 した レーガ ン政権 は、 イン フレによ り景 気低迷 を続 け る超 大 国 アメ リカの建 て直 しに取 り組

み、失業 率 の高 ま って い るEC加 盟 国で は、雇 用 問題 が大 き く取 り上 げ られ 、 メキ シ コで 開催 され た南北

サ ミッ トで は、参 加各 国 の社会 的 ・経 済 的格 差 の是正 が討議 され た。

この よ うに難 問が 山積す る世 界情勢 の 中に あ って、 経済 的 に も、 コン ピュー タ利 用 の面 で も世 界第2位

の地 位 に あるわ が国 が国際 社会 経済 に果 たすべ き役割 は ます ます 大 きくなろ うと して い る。

近 年、 驚異 的 な進歩 を遂 げるわが 国の コ ン ピュータ技 術 は、 ハ ー ドウェ アの低 廉 化 を もた らし、 さらに、

超LSIの 実 用化 を 目指 し、知 識 情報 システ ム、第5世 代 コ ンビ。ユータ、 と りわけ遅 れ てい る といわ れ るソ

フ トウ ェア開発 技術 等 の研究 開発 に努 力が注 が れよ う。

一方 、 金融機 関 に頻 発す るコ ンピ ュータ犯 罪、 デ ー タの国外 流 出、 マイ ク ロコン ピ ュー タ と雇用 機会 損

失等 の情 報化 社会 の ネガ テ ィブな分野 が表面 化 して きた。

その よ うな状 況 の 中で産業 構造 審議会 ・情 報産業 部会 は 「80年代情報 化 お よび情 報産業 の 在 り方 な らび

にこれ らに対す る施 策 の在 り方」 にっ いて答 申 し、電 気 通信政 策 懇談会 は 「80年代 の電気 通信 政策 の在 り

方」 にっ いて提言 を行 い、豊 か な る情報 化社会 へ の道 標 が掲 げ られた。

わ が国 の実動 コ ン ピュー タの設 置数 は、1971年9月 末 現在11,237セ ッ トで あった が、10年 後 の1980年9

月末 現 在 で は、 約7倍 の79,281セ ッ ト、総額 に して3兆8,508億 円の コ ン ピュー タが稼 動 してい る。これ は

国民1人 当た りに して3万4,000円 弱 の コ ン ビ。ユ一 夕を利用 して い るこ とにな り、設 置数 の年 増加 率 はや

や低下 した とはい え、1979年9月 末 か ら1980年9月 末 にか けて21.7%の 増加 を示 した。

本書 で は 「新 コ ン ピュー タ技 術 開発 のた めに」 をテ ーマ と して 、その 特集 を行 った。

最後 に、 本書 が1980年 代 の発 展 を 目指 す読者 諸兄 の手 がか りとなれ ば幸 甚 で あ る。

な お、本 書の作 成 に 当た って、委 員各位 の ご尽 力 な らびに貴重 な資料 と助言 をい ただ いた 関係各 位の ご

協 力 に対 し、深 く感謝 の意 を表 す る次第 で ある。

1981年11月

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 島 田 喜 仁
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－
A政 治 ・経済の国際環境

アメ リカ合衆国では1980年11月 、共和党の レーガン候補が予想 を上回る大差でカーター候補に圧

勝 し、新大統領に選ばれた。年率12%を 上回るインフレ、8%に 迫 る失業率、異常な高金利、ぐず

っ く景気回復 といった病 めるアメリカを再生させるために、レーガン新政権は 「小 さな政府、民間

イニシアチブの重視」 という政策を看板に掲げ、大幅減税、歳出削減、各種産業統制の緩和を進め

ようとしている。

1980年 の春、戦後8回 目の リセッションを迎 えたアメリカ景気は 「驚 くほどの短期間」で終わ り、

秋以降順調に回復を続け、特に1981年 の第1四 半期の実質GNPは 前期比年8.6%と 過去3年 間の最

高 を記録 し、レーガン政権の門出に花をそえた。

しかし、米国経済のインフレ体質は容易に改善 されるものではなく、5月16日 に公定歩合を過去

最高の14%に 引 き上 げた影響 もあって、第2四 半期のGNPは 早 くもマイナス2.4%の 減少を示して

回復力の弱 さを露呈 した。

一方、ドル相場はアメリカの経常収支の黒字と高金利 に支 えられて、1980年後半から堅調を維持 して

いる。 しか し、これ も一時的な現象で、「ドルの時代」は終わりつつあるとの見方が支配的である。

西欧経済を取 り巻 く環境は、一段 と悪化 している。ポル トガル、スペイン、 フランス、イタリア

に至 る地中海沿岸諸国がかろうじてプラス成長を維持 している ものの、西 ドイツ、イギ リスの成長

率はすでに海面下に没 している。特に、欧州経済全体のけん引役 をつ とめるマルク経済圏の景気が、

停滞色を強めていることは、最近の欧州景気の将来展望 を一層暗い ものにしている。

西 ドィッでは1980年10月 、与党連合が圧勝 してシュミット政権に対する幅広い支持を確保 したものの、

輸出の不振が響いて経常収支の赤字が拡大し、マルク相場は暴落 した。1981年 の第1四 半期は前年

同期 を66%も 上回る93億 マル クの赤字にな り、政府首脳はその対応 に苦慮 している。

サ ッチャー首相の率いる英国の経済情勢 もきわめて深刻である。強引 ともいえる緊縮政策で景気

は急降下し、1930年 代の大不況以来 といわれる最悪の不景気に見舞われ、失業率は増加の一途を辿

ってきた。しか し、最近に至 り工業生産が下げ止まり、住宅建設 も動 き出 し、インフレも1ケ タ台

に鎮静化の見通 しがつ き、サッチャー首相は党内批判や野党攻勢に もめげず、「あともう一息」と手

綱を引 き締めている。

フランスでは、1981年5月 の総選挙で経済の失政 を問われたジスカールデスタン大統領が敗北し、

ミッテラン左翼政権が誕生 した。34年 ぶ りに共産党の入閣が実現 し、社共連合政権として、雇用の
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拡大、所得格差の是正、有力企業の国有化等の政策 を推進 している。しか し、フランスの経済体質

が新政権の下で急速に改善 されると予想する向 きは少 ない。

1980年 秋口まで成長軌道 を走っていたイタ リアも、っいに10月 の工業生産がマイナスとなり、1981

年のGNPは ゼロ成長 と予測され、現在、インフレと失業 と国際収支悪化の三重苦に悩まされている。

西欧経済に共通 していえることは、不況色が強 まっているに もかかわらず、 インフレの方が高水

準を持続していることである。各国 とも、できれば財政、金融の両面か ら景気浮揚策をとりたいと

ころだが、これはインフレを加速 させるうえ、財政赤字の圧縮 という課題 を解決することができな

い。その うえ、原油価格の上昇による国際収支の悪化、米国の異常高金利の余波で弾力性を失った

金融 といった制約要因 もあ り、景気回復の見通 しは必ず しも明るくない。

このよ うな背景の下 に1981年7月 、カナダでオタワ ・サ ミットが開かれた。会議ではインフレと

失業問題 を両 にらみにして、各国の財政赤字 を早急に縮小す る方策が主題 となり、保護貿易主義に

歯止 めをして、自由貿易を堅持することが決め られた。また、ココム規制強化に対す る合意 も成立

したが、一方で、アメリカの高金利政策 に対す る批判が続出した。

世界の火薬庫 といわれる中東では、依然として イラン ・イラク戦争が泥沼の様相を呈 している。

幸 いにしてイランにおけるアメリカ大使館人質問題は1981年1月 、1年2ヵ 月ぶ りに決着 をみたが、

イラン国内の内部抗争 に伴 うテロ事件の続発、イスラエル軍用機のイラク原子炉爆破 といったキナ

臭い事件が後を絶たない。

問題は、このような不安定要因を抱 える中東に多 くの先進 国や発展途上国が石油資源を依存 して

いることである。その石油の価格を決めるOPECは 、1980年12月 に開催 された総会で、またして も

原油1バ ーレルを36ド ルに値上げすることを決定 した。

しかし、このようなあいっ ぐ産油国の一方的な値上げは、消費国に対 して石油離れを促進 させる

結果 とな り、石油の過剰生産、価格の急落を招 き、1981年8月 のOPEC総 会ではついに価格の統一

が図れないとい う事態を招来 した。世界最大の産油国であるサウジアラビアは100万 バーレル減産を

決定 し、目下32ド ルの統一価格で合意 を得 るよう強硬派の説得 を続けている。

経済運営の混迷度を加 えるソ連では、1980年10月 に老齢の コスイギン首相が辞任 し、チーホノフ

首相がその後を継いだ。金融危機が最悪の事態にな り、ワレサ議長率いる連帯のス トライキがひん

発 しているポーランドで も、1981年1月 、首相が解任 され・ヤルゼルスキ国防相が格上げされた。

東欧諸国においては、今や生活向上が国民的要求 となり、民主化の波がひたひたと押 し寄せている。

中国では整風で足場を固めた郡副首席が政治の実権を握 り、経済政策の転換 と経済関係首脳の入

れ替 えを完了 した。現在、中国は 「経済の季節」から 「政治の季節」にUタ ーンす る傾向にあり、

口を開けば唱 えていた近代化路線は、 ここしばらく鳴 りをひそめる形勢がでて きている。

以上のような世界経済の不況下にあって、ひとり日本は、第2次 石油危機に伴 う国際収支の悪化
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や物価上昇 というインフレ的影響を乗 り切 った。個人消費の低迷、雇用事情の悪化という多少の「か

げり」はみられるものの、1980年 度の実質経済成長 は当初の見通 し4.8%を 上回る5%を 達成 した。

これは輸出が対前年度207%と 大幅な伸びを見せたのと、民間設備投資が高水準 を維持 したためであ

る。

このよ うな 「孤高の繁栄」を持続する日本経済に対 して、当然のことなが ら各国からの風圧が強

まり、貿易摩擦が多発 している。電電公社の資材調達問題 は1981年1月 、米国 との間でようや く妥

結 を見たが、その後自動車やカラーテレビの輸出で、米国やEC諸 国か らの苦情があいっぎ、自主規

制せざるを得ない立場に追い込まれている。

いずれにしても、世界経済の中にあって日本の比重が高 まるにつれ、「繁栄 日本」のカジ取 りは、

今後ますます困難の度 を加えていくことが予想 される。

B通 信回線の開放

本格的な情報化社会の時代が到来 しようとしているが、この社会ではコンピュータと各種事務用

機器 と通信甲線 を、それぞれ切 り離 して考 えることはできない。C&Cと か、コンピュニケーショ

ンといった標語が生 まれたの も、 このような情勢 を反映 した ものである
。

これまでのわが国の通信回線は、電話サービスのために構築 されたアナログ回線で
、データ通信

はあ くまで も余剰資源の活用に過 ぎなかった。 しかし、最近に至 り、電電公社のDDX、 国際電電の

ICASと い うデータ通信のためのディジタル回線サービスがあいついで開始 された
。

今後の社会における通信回線は道路網や鉄道網に匹敵する情報化社会のインフラス トラクチュア

として位置づけることができる。今後デ ィジタル回線網の普及 と発達は情報化社会の実現に大 きな

役割を果たすであろうし、 これをいかに使いこなすかは、企業経営の成否を大 きく左右することに

な㌘ う・

ところが、このよ うに重大な使命を担 う通信回線 を規定 している公衆電気通信法の制約が厳 し過

ぎるために、それを緩和ないしは撤廃すべ しという、いわゆる 「回線開放」に対す る提言な り、勧

告が最近急速に高まっている。

通産大臣の諮問機関である産業構造審議会の情報産業部会 は1981年6月 にまとめた答申の申で、

特に 「通信回線利用制度の見直 し」なる一項 を設 け、「オンライン情報処理のための回線利用は本来

自由であるべきものであり、電信 ・電話 と同じよ うな観点か ら種々の規制 を課することには問題が

ある。したがって、民間の創意と工夫が最大限に発揮 し得 るよ う、実態にあわなくなった通信回線の

利用制約は撤廃 し、技術的障害の除去など必要最小限の規制を除 き、原則 として自由とすべ きであ

る」 と提言 している(第8部 資料参照)。

行政管理庁においても特に電電公社の提供するデータ通信に対 して行政監察を行い、1981年7月
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に、「データ通 信 は民 間の創意 と工 夫により、技 術 革新の進 展 と多様化す る需要に対応して・一

層の発展が期待 されるものである。したがって、郵政省 は電信 ・電話的業務 を行 うなどの公衆電気

通信業務に重大な影響を及ぼすこととなる特定の場合 を除 き、通信回線の使用に関する現行の規制

を廃止する必要がある」と勧告 した(第8部 資料参照)。

さらに、経団連の情報処理懇談会、EDPユ ーザー団体連合会の回線委 員会、日本情報センター協

会のオンライン委員会、日本情報処理開発協会の汎ネットワーク推進委員会 といった民間団体から

も、それぞれ通信回線の開放に対する提言な り要望があいついで発表 された。

一方、郵政省は1・980年の10月 に、郵政大臣の諮問機関 として電気通信政策懇談会 を設置 して 「80

年代の電気通信政策のあり方」について諮問 した。同懇談会は1981年 の8月 に答申をとりまとめ発

表 したが、その中で 「データ通信回線の自由化」 を緊急課題 として取 り上 げている。

答申では 「共同使用」にっいては 「原則禁止」 を 「原則 自由」に方向転換 しているが、「他人使用」

についてはメ ッセージ交換を伴わない場合 も郵政大臣への届け出が必要なほか、メッセージ交換を

伴 う場合は、公益的側面か ら 「許可制を含む何 らかのチェックをすることが適当と認められる」 と

している。また、公衆通信回線,特 定通信回線,公 衆通信回線(い わゆる公一特一公)の 接続につ

いては、電電公社本来の電信電話的使用が行われる恐れがあるとして 「当分の間郵政大臣の個別許

可 とす る」 と述べている(第8部 資料参照)。

この答 申内容にっいて、通産省や産業界は"規 制色"が 強 く残 されてお り、行政改革に逆行する

と反発 しているために、今後の法制化に当たっては、関係方面の間でさらに突 っ込んだ論議が行わ

れるもの と予想 されている。

C第5世 代 コ ンピュー タ

コンピュータは素子によって、第1世 代(真 空管)、 第2世 代(ト ランジスター)、第3世 代(集

積回路)、 第3.5世 代(大 型集積回路)、第4世 代(超 大型集積回路)に 区別 されているが、最近 に

おける半導体技術の飛躍的な進歩、ソフトウェアの巨大化、複雑化、コンピュータを取 り巻 く社会

環境の変化等を考 える時、1990年 代には、従来の コンピュータとはまった く異なる新 しいタイプの

コンピュータ、すなわち第5世 代のコンピュータが実現す ることは必至であるとみられている。通

産省はその実現を推進す るために、1979年 度か ら1980年 度にかけて、日本情報処理開発協会に第5

世代 コンピュータの調査研究委員会 を設置 して、基礎的な調査を行 って きた。

この委員会の下には社会環境条件研究(80年 度はシステム化技術研究に変更)、 基礎理論研究、

アーキテクチ ュア研究の3分 科会が設置 されて、精力的な研究活動が行われた。参加 メンバーには

コンピュータ ・アーキテクチュアの専門家、基礎 的理論の研 究者、数学 ・言語学 ・社会学等、広

範な分野の学識経験者、および先進的なユーザーが含まれている。
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1979年 度 に は これ ま での コン ピ ュー タ技 術 の発 展 経 過 お よ び1990年 代 の望 ま し い社 会 とそ の実 現

に 向 けて の ボ トル ネ ッ クを調 査 し、現 時点 に お け る問 題 点 を検 討 した う えで 、 今 後 の技 術進 歩 の 動

向 や 、 コ ン ピ ュー タに対 す る将 来 の社 会 ニ ー ズの 動 向 を調 査 研 究 し た。

1980年 度 に は第5世 代 コ ン ビ。ユ一 夕の イ メ ー ジ を明 確 に し、 開発 目標 を設 定 す る た め 、 ハ ー ドウ

ェ アお よ び ア ー キ テ クチ ュ ア、ソ フ トウ ェ ア、 さ らに それ らの シ ス テ ム化 技 術 の 各 分野 に お け る研

究 開 発 課 題 を調 査 研 究 した(第7部 参 照)。

1981年 度 に は 国 の予 算(一 般 会 計)に お いて 確 保 され た1,500万 円 の調 査 費 に よ り、従 来 の 調査 研

究 結 果 をペ ー ス に して第5世 代 の コ ン ピ ュー タ開 発 に必 要 な 、① 重 要 技 術 開 発 課 題 、② 研 究 開発 ス

ケ ジ ュ ール 、③ 効 率 的 な研 究 開 発 体 制 の あ り方 、 な どに っ い て具 体 的 な 調 査 を実 施 して い る。

通 産 省 と して は、 第5世 代 コ ン ピ ュー タの研 究 開 発 は政 府 、 産 業 界 、 学 界 が 一 体 とな って推 進 す

る必 要 が あ る と考 え て い る が 、 さ らに 国際 的 な協 力 体 制 の 必 要 性 に つ い て も強 く意 識 して い る。 こ

の た め 、1980年 秋 に 日本 情 報 処 理 開 発 協 会 が 主 催 して 開 催 す る第5世 代 コ ン ピ ュー タ の専 門家 会

議 に は 、特 に通 産 省 か ら先 進 諸 国 に対 し、 積 極 的 に参 加 す る よ う呼 びか けが 行 わ れ た結 果 、 アメ リ

カ、 イ ギ リス、 フ ラン ス、 西 ドイ ツ の政 府 代 表(推 薦 者)が 参 加 を 申 し出 て い る 。

そ の ほ か 、民 間 企 業 と して ア メ リカ か らはIBM、 ユ ニパ ッ ク、 ハ ネ ウ ェ ル 、DEC、 バ ロー ス 等 の

大 手 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー と半 導 体 メ ー カ ーの テ キ サ ス ・イ ンス ツ ル メ ンツ等 、 計9社 、 ヨー ロ

ッパ か らは 、 フ ラ ン スの ハ ネ ウェ ルCII、 西 ドイ ツ の シ ー メ ン ス、 ニ クス ドル フ、 イ タ リアの オ リ

ベ ッテ ィの4社 が 、 それ ぞ れ 参 加 を 申 し出 て い る。

この 申 で特 に注 目 され る の は、 こ れ ま で第5世 代 コ ン ピ ュー タを 独 自 で開 発 して きたIBMが この

会 議 へ の参 加 を決 め た こ とで 、 この 点 につ い て通 産 省 で は 「共 同開 発 の 方 向 を探 ろ う とす る専 門家

会 議 にIBMが 参 加 す る こ とは 、同社 がす で に第5世 代 を構 成 す る重 要 な 技 術 開 発 を して い るだ け に

意 義 が大 きい 」 と評 価 して い る。

2わ が国 に お け る コ ン ピュー タの実動状 況

Aコ ンピュータの実動状況

わ が 国 の コ ン ピ ュー タ需 要 の 動 向 に 関 す る通 商 産 業 省 「電 子計 算 機 納 入 下 取 調 査 」に よ って 、1980

年9月 末 現 在 の わ が 国 の コ ン ピ ュー タの 動 向 を概 観 す れ ば次 の よ うに な る であ ろ う。

1980年9月 末 現 在 で 実 動 して い る汎 用 コ ン ビ。ユー タ ・シス テ ムの セ ッ ト数 は 、79,281セ ッ ト(前

年 比21.7%増)、 買 価 換算 金 額3兆8,507億6,300万 円(同12.4%増)で あ り、 年 間14,153セ ッ ト、

金 額4,248億5,500万 円 の 純 増 とな り、 純 増 分 の 平 均1セ ッ ト当 た りの シ ス テ ム規 模 は3,001万 円 で
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あ っ た。

実 動 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム を型 別 に見 る と、大 型 機 は3,060セ ッ ト(前年2,825セ ッ ト)2兆2,803

億 円(同2兆616億 円)で1セ ッ ト当 た り シス テ ム規 模 は7億4,520万 円(同7億2,980万 円)で4年

来 大 型 化 の傾 向 を た ど り、 中型 機 は8,697セ ッ ト(同7,698セ ッ ト)、8,812億5,200万 円(同8,052億

7,800万 円)、 小 型 機 は23,045セ ッ ト(同18,398セ ッ ト)、4,270億8,100万 円(同3,432億5,700万 円)

超 小 型 機 は44,479セ ッ ト(同36,207セ ッ ト)、2,621億1,600万 円(同2,156億7,700万 円)で あ る。

セ ッ ト数 の伸 びで は 小 型 機25.2%(同19.2%)、 超 小 型 機22.8%(前 年28.8%)、 中型 機12.9%、

大 型eC8.30/・ 、金 額 の 伸 び率 は 小 型 機24.4%(同18.3%)、 超 小 型 機21.5%(前 年26.4%)、 大型 機

10.6%、 中型 機9.4%の 順 で 、 大 型 機 の全 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ に 占 め るセ ッ ト数 の割 合 は わ ず か3.8

%で あ るに もか か わ らず 、 金額 比 で は59.2%で あ り、 逆 に 超 小 型 の セ ッ ト数 の 割 合 は 、56.1%、 金

額 比 は6.8%に す ぎず 、 分 極 化 の 傾 向 が さ らに強 ま っ て い る。

B産 業別設置金額

産 業 別 に 設置 金額 を見 れ ば、 第1位 の 金融 業 は6,426億 円(前 年6,045億 円)で 全 産 業 の16.6%(同

17.6%)、 第2位 の 卸 ・小 売 ・商 事 は5,341億 円(同4,439億 円)で 全 産 業 の13.8%(同12.9%)、 第

3位 の 電 気 機 械 は4,034億 円(同3,724億 円)で10.4%(同10.8%)、 第4位 の 政 府 関係 機 関 は3,127

億 円(同2,935億 円)8.1%(同8.5%)、 第5位 の サ ー ビス業 は3,006億 円(同2,584億 円)7.8%(同

7.5%)で あ って 、2,000億 円 以 上 の 上 位5産 業 だ け で全 産 業 の56.9%(同57.5%)を 占 め て い る。

第6位 以 下10位 ま で は 輸 送 用 機 械 製 造1,574億 円(前 年1,403億 円)、7位 化 学 ・石 油1,398億 円(同

1,020億 円)、8位 鉄 鋼1,381億 円(同1,079億 円)、9位 政 府1,310億 円 、10位 保 険1,193億 円 で あ り、

これ ら上 位10業 種 で 、・全 産 業 の74.7%を 占 め て い る。 ・

C産 業別設置台数

産 業 別 に セ ッ ト数 を見 れ ば 、 第1位 は卸 ・小 売 ・商 事 の32,500セ ッ ト(前 年25,404セ ッ ト)で 全

産 業 の40.9%(同39.0%)、 第2位 は サ ー ビス 業 の6,301セ ッ ト(同5,183セ ッ ト)で7.9%(同7.9

%)、 第3位 は 金 融 の5,714セ ッ ト(同5,291セ ッ ト)で7.2%(同8.1%)、 第4位 電 気 機 械3,557セ ッ

ト(同2,986セ ッ ト)の4.4%(同4.5%)、 第5位 法 人 団 体 ・農 協3,491セ ッ ト(同3,129セ ッ ト)で 、

4.4%(同4.8%)の 順 で あ る。

1シ ス テ ム規 模 に つ い て は保 険 業 の3億8,200万 円 を最 大 に 、政 府 関 係 機 関(3億4,500万 円)、 政

府(2億1,100万 円)、 証 券(2億800万 円)、 電 気 ・ガ ス(1億8,800万 円)、 輸 送 用機 械 製 造(1億

2,900万 円)、 大 学(1億1,600万 円)、 電 気機 械(1億1,300万 円)、 金 融(1億1,200万 円)、 鉄 鋼(1

億900万 円)が 上 位10部 門 で あ っ て 、1979年9月 末 調 査 と大 きな変 化 は な い。
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D地 域別実動状況

1980年9月 末 現 在 の地 域 別 実 動 状 況 に よれ ば、 東 京 都 が25,123セ ッ ト、1兆5,641億 円(全 国 比

31.6%)で 第1位 で あ り、 次 い で大 阪 府(12,181セ ッ ト、5,000億 円)、 ,愛知(5,056セ ッ ト、2,217

億 円)、 神 奈 川(3,067セ ッ ト、3,030億 円)、 福 岡(2,828セ ッ ト、969億 円)、 北 海 道(2,803セ ッ ト、

836億 円)、 広 島(2,192セ ッ ト、799億 円)、 兵 庫(1,974セ ッ ト、1,037億 円)、 静 岡(1 ,672セ ッ ト、

680億 円)、 京都(1,610セ ッ ト、613億 円)、 埼 玉(1,543セ ッ ト、647億 円)、 宮城(1,296セ ッ ト、

430億 円)、 千葉(1,241セ ッ ト、529億 円)、 新 潟(1,073セ ッ ト、329億 円)が1,000セ ッ ト以 上 を設

置 して い る都 道 府県 で あ り、1シ ス テ ム規 模 で は茨 城(1億2,680万 円)、 神 奈川(9,882万 円)、 東

京(6,226万 円)、 兵 庫(5,254万 円)、 滋 賀(4,937万 円)、 愛 知(4,386万 円)、千 葉(4,268万 円)、埼

玉(4,195万 円)、 三 重(4,129万 円)、 静 岡(4,068万 円)の 順 で あ って 、東 京 、大 阪 隣接 県 の シ ス テ ム

規 模 が依 然 と して高 い。

3諸 外 国 に お け る コ ン ピ ュー タ産業 の動 向

Aア メリカ合衆国

ア メ リカ で は1980年11月 、 共 和 党 の レー ガ ン候補 が予 想 を上 回 る大 差 で カ ー タ ー候 補 に圧 勝 し、

新 大 統 領 に選 ば れ た 。

年 率12%を 上 回 る イ ン フ レ、8%に 迫 る失 業 率 、異 常 な 高 金 利 、 ぐず つ く景 気 回 復 とい った病 め

る大 国 ア メ リカ を再 生 させ る た め に 、 レー ガ ン新 政 権 は 、 大 幅 減 税 、歳 出 削 減 、 各 種 産 業 統 制 の緩

和 を進 め て い る。

しか し、 ア メ リカ経 済 の イ ン フ レ体 質 は容 易 に改 善 され る もの で は な く、5月16日 に公 定 歩 合 を

史 上 最 高 の14%に 引 き上 げ た影 響 もあ っ て 、第2四 半 期 のGNPは マ イ ナ ス2.4%の 減 少 を示 し、回

復 力 の 弱 さを露 呈 した 。

この よ うな経 済 環 境 に あ っ て 、 ア メ リカ の情 報 産 業 は 順 調 な 伸 び を示 し た。

1980年 度 の汎 用 コ ン ピ ュー タ 出荷 額 は 、170億6,000万 ドル(前 年152億7,500万 ドル、対 前年 比11.7

%増)・ を示 した 。 そ の う ちIBMは106億5,000万 ドル(前 年95億5,000万 ドル 、 対 前 年 比11.5%増)

で 全 出 荷 額 の62.4%(前 年 比62.5%)を 占 め て い る。次 い でHISは15億5,000万 ドル(前 年15億5,000

万 ドル)と 前 年 同額 で あ っ た 。第3位 のSperryUnivacは14億1,000万 ドル(前 年13億 で8.5

%の 増 加 、Burroughsは10億 ドル(前 年8億5,000万 ドル)で17.6%の 増 加 を し示 した 。

ドル、Amdahl3億8,000万 ドル 、DEC2億500万 ドル で あ っ た。
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ま た、 ミニ コ ン ビ。ユ一 夕 の 出荷 額 は150,822台(前 年122,000台 、対 前 年 比23.6%増)で 、 ソ フ ト

ウ ェ アの 費 用 も含 め た金 額 は 、64億3,000万 ドル(前 年49億8,000万 ドル、 対 前 年 比29.1%増)と な

って い る。

な お、IDC調 査 に よ る汎 用 コ ン ピ ュー タ 出荷 状 況 の予 測 で は 、1981年26,500台 で184億 ドル 、1982

年24,600台 で197億 ドル 、1983年21,800台 で207億 ドル と推 定 して い る。

ア メ リカ系 主 要 コン ピ ュー タ本 体 メ ーカー各 社 の1980年 決 算 は、Burroughsを 除 け ば 各 社 と も1頂調

な 伸 び を み せ 、純 益 で もNCR以 外 は10%以 上 とな って い る。 その 中 で、1980年 の動 きの 中 で大 きな

もの と して 、待 ち望 ま れ て い たIBMの"H"シ リー ズ の 登 場 が あ る。"E"シ リー ズ が4300シ リー ズ の 名

で登 場 して か ら1年10ヵ 月 、 次 期 大 型 シ リー ズ"H"が 発 表 され た の は1980年11月12日 、日本 で は10

日後 の11月21日 で あ っ た 。 しか し、 この"H"シ リー ズ は 業 界 筋 が予 想 し、 内心 恐 れ て い た ほ どの 衝

撃 とは な らな か っ た。3081と い うモ デ ル ・ナ ン バ ー をつ け 、「最 高 の パ フ ォー マ ンス を持 つ シス テ ム
'

370プ ロセ ッサ ー」 と して語 られ たの で あ る。つ ま り、 技 術 的 に は370、303Xの 延長 線 上 に あ り、 価

格 の 設 定 も、4300の 時 の よ うな 攻 勢 的 な もの で は な か っ た。

3081の 技 術 的 特 徴 は 、新 し い高 密 度 論 理 回 路 の 採 用 、 双 頭(ダ イ ア デ ィ ッ ク:「2つ の 部 分 か ら

成 る」 の意)プ ロ セ ッサ ー ・ア ー キ テ クチ ュ ア、そ して1/Oお よ び メ モ リー機 能 の 拡 充 で あ る。その

パ フ ォー マ ン スは3033ユ ニ フ。ロセ ッサ ー の 約2倍 と され て い る。

しか し、競 合 す る各 社 は 、IBM3081の 登 場 を み て 、「画 期 的 ・革新 的 とい え るほ ど で は な い 」 と受

け取 り、PCMV(プ ラグ ・コ ンパ テ ィブル ・メ イ ン フ レ ー ム ・ベ ンダ ー)は 、た だ ちに 対 抗 機 を打 ち

出 した 。

1980年9月3日 のNAS(NationalAdvancedSystems)社 のAS/9000(日 立 製M-200HのI

BMコ ンパ テ ィ ブル 単一 フ。ロセ ッサ ー ・バ ー ジ ョン)、 そ して1980年11月18日Amdahl社 の580シ リ

ー ズ の5860
、5880で あ る。

Bイ ギ リス

1930年 代 の 大 不 況 以 来 の 不 景 気 に見 舞 わ れ た サ ッチ ャー首 相 の率 い る イ ギ リス の経 済 情 勢 もま た 、

深 刻 で あ る。

そ の 中 で 、 政 府 補 助 金 な し(1976年 で打 切 り)、 企 業 庁 の 株 式 放 出(1979年12月)と 、 厳 しい状

態 のICLで あ っ た が、1980年 代 に 入 って か ら業 績 は急 速 に悪 化 した 。1980年 度 総 収 入 は7億1,580

万 ポ ン ド(約3,580億 円;1ポ ン ド=500円 と し て概 算)で 、 総 売 上 高 は 前 年 比15%増 で 、 過 去2年

間 と もに22%増 よ りは下 降 した もの の そ れ ほ どの 不 調 で は な い が 、 問 題 は 収 益 で 、1980年 度 税 引前

利 益 が2,510万 ポ ン ド、 税 引 後 利 益1,770万 ポ ン ド、 これ は 各 々46%、50%の マ イ ナ ス とな っ た 。

この経 営 不 振 の 理 由 に つ い てICLで は 、 ポ ン ド高 と イ ン フ レ と して い るが 、 や は り、IBMの プ ラ
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イ ス ・パ フ ォー マ ン スに す ぐれ た コ ン ビ。ユ一 夕の攻 勢 に押 され た の が 大 きな理 由 とみ られ る。1981

年 に入 る と、経 営 状 況 は ます ま す 悪 化 し、上 半 期 で約4,500万 ポ ン ド(240億 円)と 、 創 業 以 来 の 大

幅 な 赤 字 計 上 とな っ た。1981年 適 期 で は約9,000万 ポ ン ド(約400億 円)の 累 積 赤 字 が 予 想 され て い

る。

ICLと イ ギ リス 政 府 は 事 態 打 開 の た め に い ろ い ろ な策 を打 ち出 し た。 まず 、工 場 閉 鎖 お よ び大規

模 な 人 員 削減 で 、1980年11月 に は 、 総 従 業 員 の8%に の ぼ る2,500人 の 人 員 カ ッ トを行 っ た 。

産 業 省 は、 元 来 、ICLが 国 策 メ ー カ ー と して発 足 し た こ と もあ り、 打 開 策 に乗 り出 し、Shellお

よ びBP(BritishPetroleum)と い う巨大 石 油 資 本 に接 近 、 イギ リス の コ ン ピ ュー タ産 業 へ の投

資 を誘 っ た が 、両 社 と も否 定 的 で この 再 建 策 は実 らな か っ た 。

1981年 に入 っ て 、ICLは ア メ リカのUnivacに 接 近 した が 、 これ も物 別 れ とな っ た。 日本 の コ ン ビ。

ユ ー タ ・メ ー カ ー へ の 接 近 はICL、 産 業 省 の両 方 か らあ っ た と言 わ れ て お り、 非 公 式 な打 診 を行 っ

た結 果 、1981年10月 に 富 士 通 と提 携 す る こ とで基 本 的 合 意 に至 った 。 今後 、 この 提 携 が具 体 的 に ど

の よ うに 進 展 す るか 、各 方 面 か ら注 目 を浴 び て い る。

Cフ ランス

CII-HBは ヨー ロ ッパ 随一 の メ イ ン フ レ ー ム ・メ ー カ ー で あ るが 、 この背 後 に フ ラ ンス 屈 指 の多

国籍 企 業SGPM(Saint-Gobain-Pont-6-Mousson)の 動 きが 注 目 され て い る。

SGPMは 、1970年 にCompagniedeSaint-GobainとCompagniedePont-6-Moussonの 両

社 が 合 併 し て発 足 した 。 主 力 事 業 は建 設 資 材 で あ るが 、 コ ン ピ ュー タ関連 ビジ ネ スへ の参 入 は 、 同

社 の 長 期 的 戦 略 の一 環 と して 、 コ ン ピ ュー タ/エ レ ク トロ ニ ク ス に絞 られ た もの で あ る。

SGPMの コ ン ピ ュー タ 関連 事 業 進 出 は 、1979年 か ら1980年 に か け て 、最 初 に ア メ リカの半 導 体 メ

ー カ ーNationalSemiconductorと の 合弁 会 社 設 立 、第2に メ イ ン フ レー ム ・メー カ ーCII-HBへ

の 投 資 、 第3に イ タ リアOlivettiの 株 式 買 収 で あ る。 これ ら新 規 分 野 へ の 投 資 額 は3億 ドル に達 し

て い る。

1981年5月 の 大統 領 選 で ジス カ ー ル デ ス タ ン を破 り ミッテ ラ ン左 翼 政権 が ス タ ー トし、 国 内 の重

要 企 業 の 国有 化 策 を打 ち出 し、SGPMも そ の対 象 とな った た め 、SGPM、CII-HBの 戦 略 も思 惑 ど

お りと は い か な い よ うで あ る。

フ ラ ンス の コ ン ビ。ユー タ設 置 台 数 は 、SFIB(SyndicateNationaledesFalricantsd'Ens-

embleInformatique)の 統 計 に よれ ば、1978年 末 で23,487台 、1979年 末30,400台 に達 した 。 た だ、

こ れ は 、25万 フ ラン(約1,250万 円)以 下 の 超 小 型 コ ン ピ ュー タが 含 まれ て い る。超 小 型 コ ン ピ ュ

ー タの 台 数 は 、1978年 末10 ,886台 、1979年 末15,237台 と総 設 置 ベ ー ス に対 し て46%、50%と 半 数 を

占 め て い る こ とに な る。 この 分 を差 し引 い た もの が い わ ゆ る汎 用 コ ン ピ ュー タの 台 数 と考 え られ る。
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ま た 、 ア メ リ カ の 調 査 会 社IDC(lnternationalDataCorp.)の デ ー タ に よ る と 、1978年 末 の 汎 用

コ ン ピ ュ ー タ(ス モ ー ル ・ ビ ジ ネ ス ・ コ ン ピ ュ ー タ を 除 く)の 設 置 台 数 は10,195台 、金 額 に し て65億

3,200万 ドル で あ る と い う。

C西 ドイツ

西 ドイ ツの コ ン ピ ュー タ市場 は、 日本 に 次 い で世 界 第3位 を誇 って い る。DieboldDeutschland

の調 査 に よ る と、1980年1月 現 在 の設 置 台 数 は 、汎 用 コ ン ピ ュ 三 夕24,000台 、 プ ロセ ス ・コ ン ピ ュ

ー タ お よ び ミニ コ ン30 ,000台 、 ス モ ー ル ・ビジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タ お よ び イ ンテ リジ ェ ン ト ・ター

ミナ ル155,000台 に達 す る。設 置 金 額 に す る と400億 マ ル ク にな る。

Siemensの1980年 度 の コ ン ピ ュ ー タ事 業 は 、受 注 が 前 年 度 比 で16%増 の23億 マ ル ク、 売 上 げ は 同

じ く9%増 えて18億 マ ル クに 達 した 。 この 業 績 を支 え た最 大 の もの は小 型 コ ン ピ ュー タ事 業 で 、次

い で 大 型 機 、 ビジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タが好 調 で あ っ た。

西 ドィ ッ では 、 伝 統 的 に 大型 ・超 大 型 機 の 利 用 が 少 な く、Siemensの 戦 略 もこれ に沿 っ た形 で進

め られ て きた。と こ ろが 、IBMの303X登 場 後 は大 型 ・超 大 型 の導 入 が 急 速 に増 え、SiemensはIBM

と激 し く競 争 せ ざ るを得 な くな っ た 。 しか し、 自社 開 発 は思 う よ うに 行 かず 、1978年 に 富 士 通 と提

携 、 大 型 ・超 大 型 と と もにIBMのMVSと'=ン パ テ ィブ ル なOSIV/F4オ ペ レー テ ィ ン グ ・シ ス テ

ム を輸 入 販 売 す る こ とに な っ た。

Siemensの 次 の ス テ ップ。と して 、7.500、7.700、7.800を リプ レー スす る独 自の コモ ン ・シ リー

ズ の 開 発 が必 要 と され て い る こ とは確 か で あ る。 しか し 、 ア ー キ テ ク チ ュア上 の 問 題 か ら、 経 済 的

コ ス トで この コ モ ン ・シ リーズ の 開発 は 困 難 とみ られ て い る。 む し ろ、 富 士 通 シス テ ム を今 後 長 期

に わ た り販 売 す る こ と も考 え られ る。 しか し、 富士 通 は 今 の と こ ろSiemensに 生 産 ラ イセ ン ス を与

え よ う とは して い な い ため 、 ま す ま す 輸 入 依 存 が強 ま る こ とに な る。

Siemensは 国 産 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ー とな る前 は ヨー ロ ッパ 最 大 の 通 信 機 器 メー カ ー だ っ た 。

1976年 に西 ドイ ツ の 自動 タ イ フ。ラ イ タ ー ・メ ー カーForsterを 吸 収 して ワー ド ・プ ロ セ ッ シ ン グ市

場 に進 出 した。1980年 に は 、Bundespostの 新 テ レ テ ッ クス網 の た め に 、ニ ュー ・レイ ン ジの 通 信 ワ

ー ド ・プ ロセ ッサ ー を発 表 して い る。

Siemensの ほか にBASFが あ るが 、同 社 は1980年7月 に 日立 と提 携 して大 型 ・超 大 型 機 の 販 売 に

乗 り出 して い る。

AEG-Telefunken、Nixdorfも オ フ ィス市 場 に狙 い を合 わ せ て い る。Nixdorfは ス モ ー ル ・ビ ジ

ネ ス ・コ ン ピ ュー タ(SBC)に 加 えて 、1977年 以 降 は ワー ド ・プ ロ セ ッ シ ン グ ・シ ス テ ム や8811

"D
ataTelephone"も 販 売 し て い る。



20第1部 総 論

4わ が 国の コ ン ピ ュー タ政 策

情報産業の振興育成の将来における重要性 をきわめて初期か ら認識 していたわが国政府は、1956

年に始まる 「機械工業振興臨時措置法」(機 振法)お よび1957年 に始まる 「電子工業振興臨時措置

法」(電 振法)を 施行し、電子産業政策を打出したのである。当時、わが国ではほんのわずかのコン

ピュータが稼動 していたに過 ぎない。人力以外に資源の乏しいわが国が将来の経済的波及効果の大

きい電子産業の育成に乗 り出 したのは当然のことであった。このよ うな政府の努力、および1960年

代の高度経済成長政策 と相まって、コンピュータ産業は技術力 ・生産力を高めていった。

その後、「機械工業振興臨時措置法」および 「電子工業振興臨時措置法」の両法は、1970年 代の

資本 自由化その他の内外経済情勢の変化に対応す るため、1971年 より統合されて 「特定電子工業お

よび特定機械工業振興臨時措置法」(機電法)と なった。 この機電法によって振興対象 とされた機

種は、電子工業で37種 、機械工業 で58種、合わせて95種 に及んでお り、それぞれの高度化計画が策

定された。 しかし、技術先端機器の向上、経営基盤の充実、発展途上国の追い上げに対処する品質

・性能の向上、ハー ドウェアおよびソフトウェアを高度に組み合わせたシステムの開発促進等、機

械情報産業は種々の課題をかかえている。以上のような課題に応えようと制定されたのが 「特定機

械情報産業振興臨時措置法」(機情法)で 、高度化計画の策定、所要資金の確保、税制上の措置、規

格の制限など共同行為の指示等、情報産業の振興 および高度利用の推進にきめ細かい各種の対策を

講ず ることになった。

1976年 、わが国政府は第4世 代機 を前提に、高密度 ・高速度化 された集積回路が、電子計算機に

とどまらず、わが国の産業の発展に大 きな影響を与えるとい う認識の もとに、「次世代電子計算機

用大規模集積回路開発促進費補助金」 を創設し、国産メーカー5社 か らなる技術研究組合に対 して、

開発費用の50%の 補助 を行い、1976年 度か ら1979年度までの4カ 年計画に総額290億9,800万 円を補

助 し、研究開発の成果 をあげた。

さらに第4世 代機のソフトウェアの上で、ネットワーク管理技術、超高級言語処理技術等の基本

ソフ トウェア技術 を早急に開発す る必要を認め、日本語による入出力可能の高性能新周辺端末装置

技術の開発 ともあわせて、1979年 度から1983年度までの5カ 年計画で総額470億 円の研究開発資金

を投 じ、電子計算機基本技術研究組合に対 してSOo/.の補助 を決定している。1979年度は17億 円、1980

年度は57億8,500万 円、1981年 度は62億 円である。

また、近年、わが国内外の社会 ・経済情勢の急速な変化に対応して、わが国の情報化および情報

産業にかかる諸問題を総合的に検討 し、さらに1980年 代における将来の展望 を得 るために、1980年

6月 に通商産業大臣は、産業構造審議会 ・情報産業部会に対 し、「80年代の情報化および情報産業
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の在 り方な らびにこれらに対する施策の在 り方」について諮問が行われた。 この諮問に対して、産

構審 ・情報産業部会は1980年12月 の中間答申に続 き、1981年6月 に答申を行った。1974年 以来6年

ぶ りのことであった(第8部 資料参照)。

ソフ トウェア振興策 として〔「情報処理振興事業協会等に関する法律」(情振法)に 基づいて、特定

プログラムの委託開発、 ソフトウェア生産技術開発計画、ソフトウェア保守技術開発計画、汎用プ

ログラムの登録、複合的情報処理技術の開発業務等が実施 されているが、情報処理振興事業協会に

対す る補助金は、1980年 度は27億8,100万 円、1981年 度は26億5,800万 円で、 ソフ トウェア生産技術

開発計画が9億7,000万 円(1980年 度16億7,200万 円)で 、本計画の最終年度 として、事業の完成を

予定 している。わが国の コンビ。ユ一夕産業の長期発展の基盤 を確保するための共同 レンタル会社で

ある日本電子計算機(株)に 対 して、1972年 か ら続いている開発銀行の融資は、電子計算機振興の

ための開発銀行融資その他 と統合され、1981年 度460億 円(同480億 円)が 計上され、情報処理振興

金融措置の資金50億 円(同50億 円)で あった。

通商産業省では、技術開発の促進、社会 システムの開発、情報化の基盤整備のために研究 ・開発

を助成 しているが、技術開発の大型プロジェク トとして1979年 度か ら1986年度まで総額200億 円を

予定 している光応用計測制御 システムの開発に、1981年 度は24億1,800万 円(同9億2,700万 円)の

予算を計上 した。

情報 システムの開発としては、1978年 度か,ら5カ 年計画でヘルスケア ・ネ ットワーク ・システム

の開発が行われてお り、1981年 度2億2,.200万 円(同2億2,200万 円)を 計上 し、代替エネルギー利

用型コ ミュニテ ィ・エネルギー ・システム開発計画調査に4,500万 円(同4,200万 円)、その他情報処

理サービス業安全対策等情報化の基盤整備に4億3,700万 円を計上 し、その うち商工会議所等への

コンビ。ユ一夕導入の促進への補助が3億4,700万 円(同1億9,900万 円)で ある。

なお、新規 として3項 目あ り、電子計算機基礎技術開発に関する調査研究(第5世 代コンビ。ユー

タの研究開発に関する調査)1,500万 円、大型プロジェクトでは、科学技術用高速計算 システムの研

究開発費3,000万 円、次世代産業基盤技術の研究開発費27億1,400万 円が計上 されている。

わが国の情報産業政策の うち、税制について付言すれば、生産性の高い汎用ソフ トウェアの開発

を促進するため、1979年 度の税制改制において、汎用ソフ トウェア取 り引 きにかかわる収入金額の

50%を 限度 として、無税による準備金の積み立てを認め(4年 据 え置 き、4年 均等取 り崩 し)、 さら

に機情法に基づ く特別措置 として、工業化促進機種 に指定 されている重要複合機で、特に普及 を促

進すべきものについて、設置者に初年度100分 の13の 特別償却を認めているが、1979年 度の税制改

正によ り、高性能電子情報遠隔処理装置特別償却制度 を設けた。その他、 日本電子計算機(株)を

通 じてレンタルされたコンピュータが レンタル ・バ ックされた場合、コンピュータ ・メーカーの損

失を補 うために電子計算機買戻損失準備金制度があるが、同制度が延長 された。
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わ が国 で デ ー タ通 信 が始 ま っ たの は1964年 で あ る が 、 その 後 回 線 利 用 制 限 の緩 和 、加 入 電 話 網 や

加 入 電 信 網 へ の コ ン ピ ュー タの 接続 の 要 望 が強 ま り、1971年 に 公衆 電 気 通 信 法 が改 正 され て 、 デ ー

タ通 信 回線 と して 特 定 通 信 回線 と公 衆 通 信 回 線 が 法 定 され た。 デ ー タ通 信 は 、 この公 衆 電 気 通 信 法

の 改 正 を契 機 と して 、 シス テ ム数 が 急 激 に増 加 し、 社 会 の 各 分 野 に お い て利 用 され るに 至 っ た 。

1979年12月 に は 、 新 しい デ ィジ タ ル交 換 網 と し て回 線交 換 サ ー ビス が 、1980年7月 か らは パ ケ ッ

ト交 換 サ ー ビスが 開 始 され た。 デ ー タ通 信 は 、 今 後 に お いて は ネ ッ トワー ク化 が進 展 し、 ハ ー ドウ

ェア 、 ソ フ トウ ェ ア、 デ ー タ等 の 効 率 的利 用 が 行 われ て い く と考 え られ るが 、 郵政 省 で は 、 デ ー タ

通 信 高 度 化 の た め の 開 発 調 査 を進 め て い る。

1977年 度 か ら1979年 度 に おい て、標 準 プ ロ トコ ル(CCNP)の 設 定 を行 った が 、1979年 度 か らは

ユ ー ザ ー の 作成 し た プ ロ グ ラ ム が 、 この標 準 プ ロ トコ ル に 適 合 して い るか ど うか を検証 す る シ ス テ

ム の 開発 に 着 手 し、1981年 度 に は9,239万 円 の 予 算(前 年 度9,806万 円)を 計 上 した。

ま た 、 複 数 の デ ー タベ ー ス を ネ ッ トワ ー ク に よ り接 続 し、 相 互 に利 用可 能 とす る技 術 を開 発 す る

た め に 「デ ー タ ベ ー ス 利 用 技 術 の 開発 調 査 」 と して 、1981年 度3,800万 円(前 年 度4,931万 円)を 、

共 通 的 な ア ク セ ス言 語(ア ク セ ス ・コ マ ン ド)の 開発 の た め に 「デ ー タ通 信 向 き言 語 の 開 発 調 査 」

と して1981年 度4,806万 円(前 年 度3,079万 円)を 、デ ー タ通 信 シ ステ ムに お け る デ ー タ保 護 手 法(暗

号 化)の 研 究 開 発 を行 うた め に 「ネ ッ トワ ー ク化 に 伴 う諸 問 題 の調 査 」 と して1981年 度2,654万 円

(前年度2,966万 円)を 予 算 に計 上 して い る。 さ らに 、 デ ー タ通 信 シ ス テ ムの 国 際 化 に伴 う国 際 間 デ

ー タ流 通 に関 す る調 査 研 究 を行 うた め に、1981年 度 に お い て501万 円 を予 定 して い る。

5わ が国政府関係機 関および地方公共団体 における

コンピュータ利用状況

1980年9月 末 現 在 の わ が 国 に お け る汎 用 コ ン ピ ュー タの 実 動 状 況 に よれ ば 、 わ が 国 の 政 府 、特 殊

法 人 、 お よ び地 方 公 共 団 体 の コ ン ピ ュ ー タ設 置 総 数 は2,766セ ッ ト(前 年2,492セ ッ トで全 産 業 総 セ

ッ ト数7万9,281セ ッ トの わ ず か3.40/o(同3.8%)で あ るが 、 金 額 は大 き く、政 府 は1,310億 円(同

1,272億 円)、 特 殊 法 人3,127億 円(同2,935億 円)、 地 方 公 共 団 体861億 円(同774億 円)、 総 額5,298

億 円(同4,981億 円)で 全 実 動 コ ン ピ ュ ー タの13.7%(同14.5%)に 相 当 す る。

これ ら行 政 機 関 等 に お け る情 報 処 理 量 、蓄 積量 お よ び伝 達 量 は 年 々大 き くな り、 ま た 公共 情 報 シ

ス テ ムの必 要 性 か ら、 コ ン ビ。ユー タ の シス テ ム規 模 は大 型 化 お よ び オ ン ラ イ ン化 の傾 向 を た ど り、

産 業 別 に 見 て も1セ ッ ト平 均 シ ス テ ム規 模 は 、 前 年 に引 き続 いて 保 険 業 の3億8,200万 円(前 年 は4

億4,500万 円)に 次 い で 、特 殊 法 人3億4,500万 円(同3億5,900万 円)、 政 府2億1,100万 円(同2億

2,600万 円)が 続 い て お り、 大 型 シ ス テ ム を利 用 す る部 門 とい う こ とが で きるで あ ろ う。
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わが国の行政機関は、1969年8月30日 「政府における電子計算機利用の今後の方策について」閣

議決定後、コンピュータ利用に積極的であり、政府各省庁の行政事務処理は もちろんの こと、デー

タ伝送網の利用による適用部門の全国的拡大、新規業務の開発、各省庁間のデータベースの共用等

等、コンピュータ化 を深め国民生活にその利便をますます与 えて きているが、その反面、公共情報

の公開、フ。ライバシーの保護な ど、市民生活にかかわって解決すべ き問題が議論され るよ うになっ

てきた。

A行 政機関

1980年 度 末 現 在 、 わ が 国 の行 政 機 関 に お い て利 用 され て い る コ ン ピ ュー タの 総 数 は2,068セ ッ ト

(前年1,799セ ッ ト)で 、 各 省 庁309セ ッ ト(同307セ ッ ト)、 特 殊 法 人680セ ッ ト(同603セ ッ ト)、 地

方 公共 団 体1,079セ ッ ト(同889セ ッ ト)で あ る。.1,000万 円 以下 の 超 小 型 機 に つ いて は各 省 庁419セ

ッ ト、 特 殊 法 人127セ ッ ト、地 方 公 共 団 体237セ ッ ト、合 計783セ ッ トで あ って 、超 小 型 機 の 利 用 が急

速 に増 加 して い る。

1980年 度 の 各 省 庁 別 コ ン ピ ュー タ利 用 セ ッ ト数 をみ る と、 郵政 省72セ ッ ト(前 年 度63セ ッ ト)、運

輸省51セ ッ ト(同51セ ッ ト)、 防 衛 庁50セ ッ ト(同49セ ッ ト)、通 産 省18セ ッ ト(同29セ ッ ト)、建 設

省18セ ッ ト(同20セ ッ ト)の 順 で あ り、 機 種 更 新 は39セ ラ ト(同55セ ッ ト)、 新規 増 設18セ ッ ト(同

12セ ッ ト)で あ って 、 大 型 機 等 へ の 切 替 え が多 くな って きた 。

政 府 各 省 庁 に お け る1980年 度 末 現 在 、 大 型 機 の セ ッ ト数 は186セ ッ ト(前 年 度166セ ッ ト)で 総 数

の60.6%(同54.4%)、 オ ン ラ イ ン処 理 機205セ ッ ト(同187セ ッ ト)で 全 体 の66.8%(同61.3%)、

オ ン ラ イ ン端 末 機16,178セ ッ トとな り、 ま す ま す 高 度 化 ・大 型 化 の 傾 向 を示 して い る。

1980年7月 現 在 、各 省 庁 で デ ー タ ベ ー ス を運 用 して い る もの は39シ ス テ ム(29部 門 ・19.5%)、 開

発 ・計 画 ・検 討 中 の もの は55シ ス テ ム(49部 門 ・32.9%)に 達 し、 合 わ せ て52.4%が デ ー タ ベ ー ス

に関 係 して い る。

各 省 庁 の コ ン ビ。ユー タ利 用 は高 度 化 に 伴 い、 そ の運 用 経 費 は大 幅 に 増 加 し 、1,209億 円(対 前年 比

20.9%増)と な っ て お り、 この 内訳 は 、 機器 調 達 費799億 円(全 体 の66.1%)、 消 耗 品 費 ・備 品 費116

億 円(同9.6%)、 通 信 回 線 使 用 料99億 円(同8.2%)、 外 注 費92億 円(同7.6%)と な って い る。

B特 殊法人(政 府関係機関)

総 数109機 関(前 年 度111機 関)の 特 殊 法 人 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の現 状 は 、1980年 度 末 現

在 の 法 人 数 は59機 関(53.2%)と 前 年 と同 じで 、1シ ス テ ム1,000万 円 以 上 の汎 用 コ ン ピ ュ ー タ の

セ ッ ト数 は680セ ッ ト(対 前 年 比12.8%増)、 運 用 経 費1,656億 円(対 前 年 比12.3%増)、 要 員 数7,169

人(対 前 年 比4.7%増)と 増 加 の 傾 向 を示 して い る。
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この ほ か 、超 小 型 機 の み を設 置 して い るの は3機 関 、 外 部 の コ ン ピ ュー タ を利 用 し て い るの は27

機 関 、 な ん らか の 方 法 で コ ン ピュ ー タ を利 用 して い る機 関 は93機 関(全 体 の85.3%)に の ぼ る。

C地 方公共団体

1980年4月 現 在 の 地 方 公 共 団 体 の コ ン ビ。ユ ー タ利 用 に つ い ては 、1,000万 円 以上 の 汎 用 コ ン ピ ュ

ー タの 導 入 セ ッ ト数1 ,013セ ッ ト(前 年889セ ッ ト)で 前 年 よ り124セ ッ ト増 加 した 。

実 動 セ ッ ト数 の 内訳 は 、都 道 府 県47団 体 に お い て401セ ッ ト、市 区 町村612セ ッ トで 、 超 小 型 機 は

都 道 府 県129セ ッ ト、市 区町 村237セ ッ トで 、超 小 型 機 ま で含 め て都 道 府 県530セ ッ ト、市 区町 村849

セ ッ トとな り、前 年 に 比 べ て前 者 は73セ ッ ト、 後 者 は128セ ッ ト、合 計201セ ッ トの 増 加 とな って い

る。

コ ン ピ ュー タの 利 用 団 体 数 に つ いて は 、都 道 府 県 は47の 全 団 体 、市 町 村 につ い て は単 独 利 用 が491

団 体 、共 同 利 用290団 体 で あ り、委 託 団 体2,159団 体 で 市 区 町 村 全 団体 の89.7%(2,940団 体)が コン

ピ ュー タ を利 用 して い る。

都 道 府 県 、 市 区 町 村 と もオ ン ラ イ ン処 理 が増 加 して お り、 都道 府 県 で は オ ン ラ イ ン利 用 団 体45団

体(95.7%)、 市 区 町 村 で は138団 体(4.7%)と な っ て い る。都 道 府 県 の オ ン ライ ン ・シ ス テ ム と し

て は 、公 害 ・税 務 ・財 務 ・医療 ・土 木 行 政 等 が 主 要 で あ り、 市 区 町 村 も同様 な 傾 向 が み られ る。

6コ ン ピュー タ利 用状 況調 査

日本 情 報 処 理 開 発 協 会 は 、1981年 版 コ ン ピ ュー タ 白書 の た め 、1980年9月 末 現 在 で、 わ が 国 に お

け る コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査 お よ び オ ン ラ イ ン化 調 査 を実 施 した が 、主 要 項 目 は次 の とお りで あ

る。

Aコ ンピュー タの規模

5年 後 に 自社 の コ ン ヒ。ユ一 夕 ・シ ス テ ム を拡 大 す る と予 想 す る企業 は 、 回 答 事 業 体1,277企 業 の

う ち62.6%(前 年59.5%)で あ り、5年 後 の規 模 拡 大 率 は1.9倍(前 年L8倍)を 予 想 し、 前 年 よ り

わ ず か ば か り増 加 して い る が 、 ほ とん ど変 わ らな い とい っ て よい で あ ろ う。

5年 後 の平 均 予 想 拡 大 率 の 高 い 業 種 は 、損 害 保 険 業 の2.8倍 、 その 他 の 教 育 機 関2.6倍 に さ らに印

刷 業 ・同 関連 業 が2.3倍 、電 気 機 械 器 具 製 造 業 が2.2倍 、小 売 業2.2倍 で あ り、予 想 拡 大 率 の 低 い業 種

の 政 府 、 窯 業 ・土 木 製 品 製 造 業 で さえ1.4倍 を予 想 して い る。
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BEDPS運 用経費

1980年9月 末 現 在 の 月 間EDPS運 用経 費 は 、全 産 業1事 業 体 当 た り、業 種 別 月商 比 の 集 計 対 象 企

業(895事 業 体)の 平 均 で は 、3,274万 円(前 回 調 査3,138万 円)で あ り、経 費 細 目 に記 入 回 答 事 業

体(1,135事 業 体)の 平 均 で は3,664万 円(同3,780万 円)で あ って 、人 件 費 は こ の全 体 の27.5%(同

25.70/o)、 機 械 設 備 関 係 経 費 の うち機 械 レ ンタ ル 料26.6%(同27.9%)、 機 械 償 却 費10.0%(同12.1%)

で 、人 件 費 が1.8%の 上 昇 を示 し た 。保 守 費 ・保 険 費8.1%(同7.7%)、 電 力 費4.3%(同2.8%)と

1.5%上 昇 し、 外 注 費13.3%(同12.8%)、 そ の他 連 絡 費0.9%(同1.9%)と な って い る。

機 械 設 備 費 の う ちCPU11.7%(同15.5%)、 周 辺 装 置5.3%(同5.9%)、 周 辺記 憶 装 置4.80/o(同

5.3%)、 端 末 装 置14.6%(同13.1%)で あ るが 、CPU対 周 辺端 末 装 置 の割 合 は32.2:67.8(同38.9:

61.1)で 過 去5年 連 続 してCPUの 割 合 が 減 少 し、レ ン タ ル料 対 償 却 費 の割 合 は72.7:27.3(同69.8

:30.2)で あ っ て増 加 傾 向 に あ った 買 い取 りが若 干 低 下 した 。

1社 当 た り月 間経 費 対 月 商 費 の 全 国 平 均 は0.0029(同0.0036)で や や下 降 し、公 務 を除 く全 産 業

の1社 当 た り1従 業 員 当 た り月 間 経 費 は15,400円(79年 度16,800円 、78年 度16,800円 、77年 度15,600

円)で 経 費 的 に は ほ とん ど変 化 が な い。

Cコ ンピュータ要員の待遇および問題点

1980年9月 に お け る コ ン ピ ュー タ要 員 の平 均 給 与 額 は 、 パ ンチ ャー11万4,100円(対 前 年 比7,000

円増)、 オペ レー タ ー13万9,300円(同4,900円 増)、 プ ロ グ ラ マ ー16万6,800円(同8,200円 増)、SE

21万800円(同1万400円 増)で 、 オ ペ レー タ ーの 対 前 年 比 は3.6%増 に とどま り、 他 の職 種 は5.2・-

6.5%増 と な っ て い る。

賃 金 を産 業 別 ・職 種 別 に見 る と、 パ ン チ ャー は 、 広 告 ・調 査 ・情 報 提 供 サ ー ビス業 の14万 円 が最

も高 く、 次 い で電 気 機 械 器 具 製造 業 の11万7,800円 、 さ らに 生 命 保 険 業 が11万7,500円 で あ るが 、 そ

の他 の 業 種 は全 産 業 平 均11万4,100円 ±1万 円 に集 中 して い る。

オ ペ レー タ ー に つ い て は 、、広 告 ・調 査 ・情 報提 供 サ ー ビス業19万 円 が最 高 で 、損 害 保 険 業16万

9,000円 、鉄 鋼 業16万2,000円 の順 で あ り、 フ。ロ グ ラ マ ー は 広 告 ・調 査 ・情 報 提 供 サ 」一ビス業19万

5,000円 、鉄 鋼 業17万3,600円 、金 融 業17万3,200円 、SEに つ い て は 、石 油 製 品製 造 業24万1,300円 、

金 融 業23万1,900円 な どが高 い 。

コ ン ピ ュ ー タ部 門 の勤 務 制 度 に つ い て は 、全 産 業 で 一 直 制 が70.3%、 二 百 制 、 三面 制 、 時 差 出勤

制 は そ れ ぞれ9.5%、9.0%、11.2%で あ る が 、 オ ン ラ イ ン ・ユ ーザ ー の一 直 制 は56.8%、 二 直 制 、

三 直 制 、 時 差 出勤 は それ ぞ れ 、13.8%、14.9%、14.6%、 バ ッチ ・ユ ーザ ー の 一 直 制 は87.5%で 、

オ ン ラ イ ン処 理 とバ ッチ処 理 の 勤 務 制 度 に は大 きな 差 が あ る。
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社 内 要 員 に関 す る問題 点 は 、第1に 職 種 に か か わ りな く、他 部 門 か らの 配 置 転 換 が 困難 で あ る こ

とで あ る。 の べ 回 答 数 の52.8e/,(1979年 度53.3%、1978年 度53 .8%)、 職 種 別 に は 、プ ロ グ ラ マ ー に

つ い て60・2%(1979年 度61・20/o)・SEに つ い て54 .4%(同54.7%)が 配 置 転 換 の 困難 であ る こ とをあ

げ て い る。

第2の 問 題 点 は ・ 依 然 と して 教 育 に手 間 が か か る こ とで あ り、 の べ 回 答 数 の46 .3%(1979年 度

44・9%)・ 離 別 に は と りわ けSEに つ い て59・6%(同54 .7%)、 プ ・ グ ラ マ ー に つ い て49 .9%(同

51.7%)が この 問 題 を訴 え、 第3の 問 題 は ス ペ シ ャ リス トと して の地 位 が 確立 し て い な い こ と で あ

る。 この 問題 に つ い て は の べ 回 答 数 の34.2%、 と くにSEに つ い て は47 .2%(前 年50.9%)、 プ ログ

ラ マ ー に つ い て35・0%(同37・2%)が 確 立 して い な い と回 答 して い る。

絶 対 数 に つ い て は 、SEの 不 足 を46.1%(ff43.Ie/o) .、プ ロ グ ラ マ ー の不 足 を37.0%(同34.2%)

が 訴 え、 残 業 時 間 が長 い とい う設 問 に対 して は 、SEに つ い て17.2%(同18.2%)、 プ ロ グ ラ マ ー に

つ い て22.1%(同20.6%)の 企 業 が 残 業 が長 い と答 え
、 コ ン ピ ュー タ化 の深 化 は 、SE、 プ ロ グ ラ

マ ー に ま す ま す 負 担 を大 き く して い る こ と を うか が わ せ
、 パ ンチ ャー は残 業 時 間 が長 い とす るの が

10.0%で あ るが 、 定 着 率 は 依 然 と して低 く、25.1%(同20.7%)で あ る。 この よ うな 結 果 か らす る

と、SEお よ び プ ロ グ ラ マ ー の教 育 、要 員 の確 保 、 地 位 の確 立 が な お 切 実 な 課 題 で あ る
。

D情 報サービス機関の利用

1980年9月 末 現 在 で 、 諸 派 遣 要 員 お よ び外 注 パ ン チ単 価 に 関 す る調 査 結 果 は
、 次 のとお りで あ る。

ア ンケ ー ト回収 事 業 体 総 数1,230事 業 体 の う ち429事 業 体34.9%(前 年34 .6%)が 外部 か ら派 遣 要

員 を受 け入 れ 、年 々受 け入 れ事 業 数 の割 合 は 増 加 して い るが 、全 産 業 平 均1社 当 た りの 被 派 遣 要 員

の 受 け入 れ数 は 、 パ ン チ ャー5.0人(1979年 度5.7人)、 オ ペ レ ー タ ー5.9人(同6.3人)、 プ ロ グ ラ マ ー

3.4人(同3.0人)と な っ て お り、 総 数 と して は18 .1人(同17.5人)で ほ とん ど変 化 は な い。 派 遣 元

へ の 支 払 い は ・1日 当 た り・パ ンチ ャー1万1,800円(同1万1,500円)、 オペ レー タ ー1万5,000円(同

1万5,800円)、 プ ロ グ ラ マ ー1万8,700円(同1万7,300円)、SE2万4 ,300円(同2万4,500円)で

あ っ た。 外 注 パ ンチ1字 当 た り平 均 単 価 は、 全 産 業 で数 字31.0銭(前 年30 .8銭)、 英 字41.0銭(同

40.6銭)、 カ ナ文 字53.9銭(同52.9銭)で 大 きな変 化 は な い
。

Eコ ンピュータ教育費用

コ ン ピ ュー タ教 育 に 対 す る企 業 の 費 用 負担 につ い て は
、1企 業 当 た り平 均 年 間教 育 費 は、 コ ン ピ

ュ ー タ部 門 の要 員 に 対 して 、95万9,700円(前 年107万8 ,600円)、 一 般 社 員 に対 して 、148万1,000円

(同124万9,100円)で 年 々 上 昇 して い るが 、 これ を1人 当 た りに直 す と、 コ ン ビ。ユ 一 夕部 門 要 員 に

対 し て は2万4,900円(同2万4,900円)、 一 般 社 員 は600円(同300円)に す ぎな い 。
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Fシ ステム監査実施状況

本 白書 は1979年 に続 い て、1980年9月 末 現 在 に お け る シス テ ム監 査 に 関 す る ア ン ケ ー ト調 査 を実

施 した 。 回答 事 業 体1,231件 の うち シス テ ム監 査 を行 って い る事 業 体 は226事 業 体 で あ っ て 、 全 体 の

18.4%(1979年 は17.7%)で あ り、 これ を コ ン ビ。ユー タ ・シ ス テ ム規 模 で見 る と、超 大 型 シ ス テ ム

で は44.4%(同54.3%)、 大 型 シス テ ム では27.2%(同25.8%)、 中 型 シ ス テ ム で は15.7%(同13.7

%)、 小 型 シ ス テ ム7.4%(同8.3%)で あ っ て 、 中型 シ ス テ ム以 上 の シス テ ム監 査 は 、徐 々 に普 及 し

つ つ あ る。 産 業 別 で は金 融 業 の36事 業 体32.1%(前 年32.5%)が 最 も多 く、 次 い で卸 業 ・商 社 の19

事 業 体15.1%(同15.7%)で 、 公 認 会 計 士 に よ る監 査 は 金 融 業 に お い て24企 業(前 年23企 業)、 卸 業

・商 社 に お い て14企 業(同13企 業)が 実 施 して い る。

全 産 業 で 見 る と、 シ ス テ ム監 査 の 主 力 は公 認 会 計 士 に よ る もの54.6%(同51.3%)、 内部 監 査 人 に

よ る.もの41.0%(同42.0%)、 監 査 役 に よ る もの17.2%(同11.1%)で あ り、コ ン ビ。ユ ー タ ・セ キ ュ

リテ ィの一 貫 と して 、 シス テ ム監 査 に対 す る認 識 が次 第 に 高 ま りつ つ あ る。
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第1章 わが国の コンピュー タ産業

1情 報産業の構 成

通商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会の情報産業部会は、1981年6月15日 に答申を発表

したが、その中で、「情報化」を次のように定義 している。

「情報化 とは、情報 を物質、エネルギーに次ぐ第三の要素として認識 し、その生成、加工、伝達、

蓄積、利用 を意識的に行お うとする活動の総体である」

情報産業 とは、情報化 を供給面から支 える産業の総称であり、広義には、放送、出版、新聞、教

2-一 ・1-1図
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10,000億 円 一9
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一1膠 情報処理産業
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〉
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∨
笏
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彫〉
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影
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＼
9,339

"
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7
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iiiiiiiiiii

:

iil…iiil":'.・ ・,念.・ エ.‥ ■

1974 1975 1976

(注)1980年 情 報処理産 業の生産 高は未 公表

1977197819791980

(出所ツ 通産 省「特定 サ ービス業実態調査」

通産 省「生産 動態統計」
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0

育 、 調 査 研 究 な どの 産 業 を 含 む が 、 そ の 中核 は、 コ ン ピ ュ ー タ機 器 ・シ ス テ ム を提 供 す る コ ン ピ

ュ ー タ産 業 と、 コ ン ピ ュ ー タ を活 用 して 各 種 サ ー ビ ス を提 供 す る 情 報 処 理 産 業 の2っ で あ り、

この2つ だ け を指 して 情 報 産 業 と称 す るこ と も多 い。 以 下 に お いて は 、情 報 産 業 を コ ンピ ュ ー タ産

業 と情 報 処 理 産 業 に絞 っ て 論 議 を進 め て ゆ く。

一∵ 熱 激 欝
__

わ が国 の情 報 産 業 の 生 産 高 は 、2-1-1図 に示 す と お りで 、 ハ ー ドウ ェ アの 生 産 高 が大 半 を 占

2-1-2図

コ ン ピュ ー タ設置 状

況 の推 移

設置台数

(千台)

(72.1)
x
'

1980年3月 末現 在

設置 金 額3,623,896百 万 円

設置 台 数72,108セ ッ ト
(58・9)〈

(48'1×

設置金額

(千億円)

(40.7)/

〈台 数 〉 メ32
.2

(35・3W28・2

(30・1)X'

夕

'65'66'67'68'69'70'71'72'73'74'75'76'77'78'79年 度 末

出 所:通 商 産 業 省 「納 入 下 取 調 査 」
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o

め て い る。

2コ ンピュー タ産 業 の現状

(1)コ ン ピ ュ ー タ実 動 状 況 ・納 入 状 況

わ が国 に お け る コ ン ピ ュー タの 導 入 は着 実 に進 ん で きて い る。 設 置 金 額 ベ ー ス(ス トッ ク)で 見

る と、1960年 代 半 ば は年 率30～40%、1970年 代 前 半 に お い て も年 率20%内 外 の 高 い伸 び率 を記 録 し

た 。975年 以 降 も、 そ の速 度 は若 干 鈍 化 した もの の 、 な お年 率10%以 上 の伸 び を示 して い る(2-

1-2図 参 照)。

これ を受 け て 、 わ が国 の コ ン ピ ュ ー タ納 入 台 数(フ ロー)も 着 実 に伸 び て い る(2-1-3図 参

2-1-3図

コ ン ピ ュー タ納 入状

況 の推 移

納入台数

(千台)

14

12

10

8

6

4

2

15.3

ア
'

/

1979年 度

納 入 金額834,346百 万 円

納 入 台 数15,294台

9・5〆

納入金額

(千億円)

4.2'
(4.2)(3

.3)/
(3.5)

ノ(…)(、.。)

'65'66・67・68・69・70・71・72・73・74・75'76'77'78'79年 度

出 所:通 商 産 業 省 「納 入 下 取 調 査 」
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照)。 また 最 近 、納 入 金 額 に比 べ 、納 入 台 数 の 伸 び が 著 しい こ と か ら、 小 型 ・超 小 型機 種 の 納 入 台

数 が著 し く伸 び て い る こ と が わ か り、 その 原 因 と して 、 オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タの 急 速 な普 及 が 考

え られ る。

(2)生 産 状 況

外 資 系 を含 む コ ン ピュ ー タ ・メ ー カー に よ る コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム の 国 内 生 産状 況 は、2-1

-1表 の と お りで あ る
。 生 産 高 は 、1980年 で1兆2,745億 円 とな って お り、規 模 か らす れ ば 、 さ ほ

ど大 き な産 業 とは い え な い が、 年 率15～25%程 度 の 高 い 成 長 を示 して お り、 メ ニ カー の 投 資 意 欲 も

高 く、 き わ め て成 長 性 の 高 い産 業 で あ る。

(3)輸 出 入 状況

1980年 の コ ンピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 輸 出 は 、 前 年 比50.4%の 大幅 な伸 び率 を示 した が、 輸 入 の 伸

び も大 き く、 依 然 と して 大 幅 な輸 入 超 過 で あ り、 そ の 差 額 は む し ろ拡 大 して い る(2.-1-4図 参

照)。 な お、輸 入 額 の 中 で は 、 日本IBMが ウ ェ ー トを 占め て い る。 こ れ らは 、 コ ン ピ ュ ー タ産 業 が、

拡 大 す る世 界 市 場 の 中 で 激 しい競 争 を して い る こ との 現 れ で あ り、 ア メ リカ系 メ ー カ ー の 日本 へ の

投 資意 欲 や 日本 メ ー カ ーの 海 外 進 出意 欲 を も考 え合 わせ る と、 今 後 も、 こ の業 界 で は 、世 界 的 規 模

で ダ イ ナ ミッ クな 活 動 が 続 く もの と思 わ れ る。

2-1-1表 電子計算機 システム生産実績年別推移 (単位:百 万 円)

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置
アナロ

総 計

暦年
計 算 機 本 体 付 属 装 置 電子計

補 助
グ型電

r

(イ)+(d 伸び率

一般用 制御用 計 ω
伸び率 外部記

憶装置

データ

装 置

入出力

端末装置
計 回

計

〔イけ 回
伸び率

算機応

用装置

レ↓

装 置

{⇒

子計算

機'休}
+の+

口+㈱

1965 16,595 944 17,539 20.4 6,240 6,991 766 13,997 31,536 116.5 1,425 3,396 1,142 37,499 47.4

1966 26,880 1,105 27,985 59.5 9,725 10,189 724 20,638 48,623 54.2 1,743 14,566 1,014 65,946 75.9

1967 43,437 1,453 44,890 60.4 16,068 24,306 1,539 41,913 86,803 78.5 2,883 15,619 1,049 106,354 61.3

1968 62,426 4,387 66,813 48.8 36,396 33,590 4,564 74,550 141,363 62.9 4,486 16,791 1,147 163,787 54.0

1969 76,242 6,109 82,351 23.3 46,373 38,093 3,798 88,264 170,615 20.7 5,953 17β42 1,534 195,944 19.6

1970 ll5,932 9,511 125,443 52.3 78,276 48,143 17,913 144,332 269,775 58.1 13,532 25,309 1,847 310,463 58.4

1971 141,860 8,410 150,270 19.8 86,450 51,427 23,077 160,954 311,224 15.4 10,217 22,815 2,093 346,349 11.6

1972 184,004 7,818 191,822 27.7 81,771 82,499 26,106 190,376 382,198 22.8 12,644 23,941 1,905 420,688 21.5

1973 203,062 11,888 214,950 12.1 99,440 78,226 35,433 213,099 428,049 12.0 18,181 25,609 557 472,396 12.3

1974 283,164 11,349 299,513 39.3 123,378 57,939 55,579 236,896 536,409 25.3 23,145 28,459 1,021 589,034 24.7

1975 246,303 12,817 259,120 △13.5 106,772 56,648 74,855 238,255 497,375 △7.3 19,679 23,521 671 541,246 △8.1

1976 229,669 10,936 240,605 △7.1 147,659 60,233 126,332 334,224 574,829 15.6 21,123 22,512 433 618,897 14.3

1977 278,664 15,912 294,516 22.4 139,919 70,756 153,396 364,071 658,587 14.6 35,250 25,012 435 719,284 16.2

1978 366,684 13,170 379,854 29.0 174,621 88,152 177,069 439β42 819,696 24.5 52,504 38,048 *一 910,248 26.5

1979 447,033 11,447 458,480 20.7 195,800 100,763 235,338 531,901 990,381 20.8 73,702 45,236 一 1,109,319 21.9

1980 461,548 27,536 489,084 6.7 230,881 120,121 279,209 630,211 1,119,295 13.0 114,799 40,357 一 1,274,451 14.9

*1978年 の アナログ型電子 計算機の実績 は、計算機本体の「一般用」に含めてある。 資料:通 産 省調査統計部調べ
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(4)日 本 電 子 計 算 機 株 式 会 社(JECC)の 活 動 状 況

コ ン ピ ュ ー タ販 売 の主 流 で あ る レ ンタ ル制 度 に伴 う販 売 資 金 の 負 担 を緩 和 し、 国産 メ ー カー の販

売 体 質 を強 化 す る た め に 、 日本 電 子 計 算 機 株 式 会 社(JECC)が 、1961年8月 に 国産 メ ー カー7社

の共 同 出 資 に よ り設 立 さ れ、 株 主 で あ る国 産 メ ー カ ー に代 わ っ て レ ン タ ル資 金 の 調達 を行 うこ と と

な った 。 以 後 、JECCの コ ン ピ ュ ー タ購 入 状 況 は2-1-5図 の と お りで あ る。 設 立後18年 の 累 計

額 は1兆5,964億 円 に達 し、 わ が 国 コ ン ピュ ー タ産 業 発 展 の 大 きな 支柱 と な っ て い る。

3コ ンピ ュー タ産 業 の課 題

1975年12月 、 コ ン ピ ュ ー タ につ い て の 資 本 ・輸 入 の 完 全 自 由化 が 完 了 し、1976年4月 に は情 報 処

理 産 業 につ い て の 資 本 の100%自 由 化 も完 了 した 。

この よ う な 自由 化 措 置 に も か か わ らず 、 わ が国 の コ ン ピュ ー タ産 業 は 、新 機 種 の 開発 の 成 功 等 に

よ り、'前節 に お い て概 観 した よ うに よ うや く産 業 と して 自 立 しつ つ あ る。現 在 で は わ が国 は 、 ア メ

2,144p

/
1

2-1-4図

コ ン ピュ ー タ輸 出 入2,000億 円

動 向
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リ カ に次 ぐ コ ン ピ ュー タ保 有 国 と な って お り、 か つ ア メ リカ を除 き、 そ の過 半 数 が 国産 機 で 占め ら

れ て い る唯 一 の 国 で あ る と い わ れ て い る。

しか しな が ら、 コ ン ピ ュ ー タ産 業 には 依 然 次 の よ うな 問題 が あ る。 す な わ ち、 この 産 業 は技 術 集

2-1-5図
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約 度 が 高 く、 巨 大 な 資本 調 達 力 を要 す るた め 市 場 へ の 参 入 障 壁 は きわ め て 高 い 。 この た め 、 世 界 市

場 の 約60%をIBM1社 が 占 め 、 か つ アメ リカ系 メ ー カ ー で80%強 の シ ェア を有 す る典 型 的 な 寡 占体

制 が 成 立 して お り、 この 中 で 国 産 メ ー カ ー は世 界 市 場 の6～7%を 占 め て い る にす ぎな い(2-1

-6図 参 照) 。

コ ン ピ ュ ー タ産 業 は ス ケ ー ル ・メ リ ッ トが きわ め て 大 き く作 用 す る とい う特 徴 を有 して い るた め 、

わ が 国 企 業 と外 国企 業 との 間 に は 、 依 然 と して技 術 開発 力 、 資 金 調 達 力 、市 場 開 拓 力等 の 点 で 大 き

な格 差 が存 在 す る。

こ う した 中 で 、IBMは わ が国 に お い て1979年3月 に 、 現 行 主 力機 種370シ リー ズ に比 べ コ ス ト ・

パ フ ォー マ ン ス を飛 躍 的 に 向 上 させ た 中型 新 機 種4300シ リー ズ(Eシ リー ズ)2機 種(4331お よ び

4341)発 表 した。 さ らに 、1980年12月 に は 、 第4世 代 コ ンピ ュ ー タの は し りで あ る3081を 発 表 し、

コ ン ピ ュー タ は、 第3.5世 代(LSIを 用 い た コ ン ピュ'一夕タ)か ら第4世 代(超LSIを 用 い た コ ン ピ

ュ ー タ)へ の 世 代 交 代 の 時期 を迎 えて お り、 わ が国 に おLける第4世 代 シス テ ム 開 発 の 緊 急 性 が一 段

と 高 ま って きて い る。

ま た 、 コ ン ピュ ー タ関税 は 、1979年7月27日 東 京 ラ ウ ン ド関 税 交 渉 に よ り、前 倒 しに税 率 を引 き

下 げ 、1987年 に は 、本 体4.9%、 周 辺 端 末6.0%と す る こ と に な っ て お』り、1981年4月 現 在 、 本 体9.1

2-1-6図

世 界 の メー カ ー別 コ

ン ピ ュー タ設 置状 況

(金額 ベ ー ス)

米
国
外
設
置
額

(50.5%)

他 の米系

メ ー カー

(14.3%)

IBMシ ェ ア

(21.9%-35.2%57.1%)

米
国
内
設
置
額

(49.5%)

(設 置金 額98,313百 万 ドル、1978年12月 末 現 在)

IDC調 査等 に基 づ き試 算

(注)そ の他 は 、 ソ連 ・東 欧 及 び オー ス トラ リア に設置 され てい るコ ン ピ ュー タで あ るが、

その メ ー カー 別 シェ アは 不 明 で あ る。
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%、 周 辺 端 末14.6%と な っ て い る。 半 導 体 につ い て も、87年 ま で にIC関 税 を4.2%と す る東 京 ラウ

ン ドの 決 定 を繰 り上 げ て、82年4月 か ら44.2%と す る こ とが 決 定 され た 。

この よ うに 、 内外 の環 境 に は厳 し い もの が あ るが 、 わ が国 の コ ン ピ ュー タ産 業 は、 今 後 、次 の よ

うな課 題 を克 服 して ゆ か ね ば な ら な い。

第1に 、 第5世 代 コ ン ピュ ー タの よ うな独 創 的 、 先 進 的 技 術 の 研 究 開発 に積 極 的 に取 り組 まね ば

な ら な い こ とで あ る。 今 ま で、 わ が国 は、 欧 米 先 進 国 で 開発 さ れ た技 術 の導 入 に頼 って きた が 、 開

発 の 手 本 が な く な りつ つ あ る現 在 、 未 踏 分 野 の技 術 開 発 に着 手 す る こ とが要 請 さ れ る。

第2に 、 情 報 化 の 広 が りに伴 うコ ンピ ュ ー タ ・ニ ー ズ に 対 応 して ゆ く こ とで あ る。 単 に汎 用機 の

み な らず 、 科 学技 術 計 算 用 の ス ー パ ー ・コ ン ピ ュー タ か ら、 家 庭 や 個 人 で 使 われ るパ ー ソ ナ ル ・コ

ン ピ ュ ー タ に 至 る まで の 用 途 ・機 能 に あ わせ た専 用 機 を多 く供 給 して ゆ かね ば な らな い。

第3に 、 円滑 な国 際 的 展 開 をは か る こ と で あ る。 現 在 、 わが 国 の コ ン ピ ュー タ産 業 は世 界 か ら注

'

目 され て お り、 半 導 体 や パ ー ソナ ル ・コ ン ピュ ー タで は貿 易 摩擦 の 可 能 性 も出 は じめ て い る。 この

な か で、 国 際 的 ニ ー ズ の 的確 な把 握 、 技 術 開発 の 強 化 をは か る と と もに 、相 手国 の 国 情 を踏 ま え、

現 地 生 産 や 技 術 協 力 も含 め 、 多 面 的 な国 際 的 展 開 が 必 要 で あ る。
κ
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第2章 わが国の情報処理産業

1情 報処理産業の意義と役割

コンピュータとこれに伴 う情報処理は、いわば経済社会の神経系 として、拡大 を続け複雑化 を増

そうとするわが国経済社会の効率を高め、その機能 を円滑にし、調和ある発展を助けるものである。

しかしながら、このような情報化の進展は、誰 もがコンピュータを利用し、その恩典に浴 しうる

ような情報処理が安価なコス トで、かつ安定的に行われることが前提 となる。

情報処理に対するニーズは、1980年 代における情報化の新 しい展開にともない、飛躍的に増大す

るもの と考え られ る。 、 、

情報処理産業は、このような情報処理 ニーズにこたえ、情報処理技術の提供によって産業全体お

よび社会全体の情報化を促進 し、効率の高い活動 を保証 しようとするものであり、 この産業 に対す

る期待は、ますます大 きなもの となっている。

このよ うに、1980年 代におけるわが国情報化社会の実現のために大 きな意義 をもつ情報処理産業

には、

① 経済活動の広範かつ高度 に専門化 された分野に情報処理技術をサービスするスペ シャリス ト

としての役割

② す ぐれた技術 と生産性向上の努力によって、ユーザーの情報処理 コス トの低減をはかる役割

③ 情報処理技術をてこに、異企業間、異業種間の情報処理 システムのコーデ ィネーターとして、

わが国経済社会のシステム化を促進 していく役割

等が強 く望まれている。

わが国の情報処理産業は、2-2-1図 のように、

① コンピュータ ・プログラムの作成 を行 うソフ トウェア業

② コンピュータを利用 して種々の計算を行 う情報処理サービス業(計 算センター等)

③ コンピュータを利用 して情報 を検索、提供す る情報提供サービス業(デ ータベース ・サービ

ス等)

とに大別 され、技術開発の推進、通信回線の開放等を契機 として、今後飛躍的な発展が期待 されて

いる。
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2-2-1図

情報処理産業の位置

づけ

情 報 産 業

コ ン ヒ。ユ ー タ 産 業 一 一'一

・ ≡ ・会

甲,]一

,一,・

情報処理産業

ソ フ トウ ェ ア業

情報処理サ ービス業

情報提供 サービス業

(業 務 内 容)

… ・コン ピュータ ・半 導体 ・集 積 回路 の製造 ・販 売

''"ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス

一… 計 算 セ ンタ ー等

等… デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス 等

2情 報処理産業の現状

1979年 におけるわが国情報処理産業全体の売上高は5,966億 円、事業所総数は1,761事 業所、企業

数は1,390社 を数 え、ここ5年 間、年率平均20%程 度の高成長を遂げている。

しかし、1970年 以降に設立された企業が半数以上 を占めるなど産業としての歴史が新しいことや、

通信回線の利用制度、ソフ トウェアの法的位置付け、ソフ トウェア流通の遅れ、その他諸々の本産

業をとりま く環境条件の不備のために、売上高上位企業で もいまだに年間売上高100億 円程度、約

半数の事業所が年間売上高1億 円以下 と、まだまだ未成熟な発展段階にある。

さらに細か く見てみると、一概に情報処理産業 といって も、ソフトウェアの開発 および販売、計

算その他の情報処理サービス、データベース ・サービス(情 報提供サー ビス)な ど多岐にわたって

おり、この うちで最 も大 きいのは、情報処理サービスの うちの計算業務 であ り(約32%)、 最近で

は、ソフ トウェア開発、プログラム作成のウェイ トがかな り高 ま りつつあ る(約22%)。 また、デ

ータベース ・サービスの割合は、わが国ではかな り低 く(約5%)、 先進諸外国 に比べ著し く遅れ

ている分野 といえよう。

ソフトウェアの開発、および販売を主 とするソフ トウェア業においては、市場で販売 される既製

品のソフ トウェアであるソフ トウェア ・プロダク トの割合は極端に少な く、ほとんどが個別の注文

による委託生産であ り、ソフ トウェア ・プロダク トの割合が全ソフトウェアの半額 を超 えた といわ

れ る米国 とは好対照をなしている。

計算 その他の情報処理サービスを中心 とする情報処理サービス業においては、オンライン情報処

理の割合は、わが国独特の通信回線の厳 しい利用制約の影響により諸外国に比べ著 しく小 さく、ほ
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とん どの 企 業 が バ ッ チ処 理 を主 力 と して い る。

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス業 は、 一 部 の 株 価 情 報 な ど を提 供 して い る先 発 企 業 を 除 くと、 よ うや く

こ れ か らサ ー ビス を開 始 し、 拡 大 して い こ う とす る企 業 が多 い。 米 国 な どの デ ー タベ ース をユ ーザ

ー が利 用 す るよ う取 り次 ぎ型 の サ ー ビ ス を行 っ て い る企 業 も多 く
、未 発 達 の 度 合 が強 い 。

ま た 、 最 近 で は 、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 、 ミニ コ ン ピュ ー タ な どハ ー ドウ ェア の低 廉 化 と小 型 化

を反 映 し て 、 ハ ー ドウ ェ ア と ソ フ トウ ェ ア を組 み合 わ せ 、 コ ン ピ ュー タ応 用 の 制 御 シス テ ム を作 っ

た り、機 能 を特 定 した シ ステ ム機 器 を 製 作 し、販 売 し た りす る シ ス テ ム ハ ウ スの 成 長 も目 ざま しい

もの が あ る。

(1)売 上 高 の 推 移

情 報 処 理 産 業 の1979年 度 の売 上 高 は 、 特 定 サ ー ビス業 実 態 調 査(通 産 省)に よ れ ば 、5,966億 円

で あ り、 そ の 最 近5カ 年 間 の 売上 高 成 長 状 況 は2-2-1表 の とお りで あ り、年 平 均 の成 長 率 は20

%で あ る 。

従 業 員 規模 別 売 上 高 を見 る と、2-2-2表 の とお り、従 業 員50人 以 上 の事 業 所 の 売 上 高 が全 体

の76%を 占 め て い る。

② 企 業 数

特 定 サ ー ビス業 実 態 調 査 に よれ ば 、 情 報 処 理 企 業 数 は1,390社 、事 業 所 数 は1,761と な っ て い る。

2-2-1表

最近5カ 年の売上高

成長状況

項 目 売 上 高 対前年伸び率 1企 業 当た り 1企 業当 たり

企 業 数 の年間売上高 対前年伸び率
年度 (億円) (%) (百万円) (%)

1975 1,015 2,971 21.2 293 26.3

1976 1,010 3,070 3.3 304 3.8

1977 1,309 4,126 34.4 315 3.6

1978 1,336 4,602 11.6 344 9.2

1979 1,390 5,966 29.6 429 28.4

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書

2-2-2表

従業員規模別売上高

(単 位:百 万 円 ・%),

項 目

従業員規模(人)

年 間 売 上 高 1事 業所 当た りの売上高

1974年 度(構 成 比) 1979年 度(構 成 比) 1974年 度 1979年 度

1～4

5～9

10～29

30～49

50以 上

2,097

5,699

28,768

36,997

171,701

0.9

2.3

11.7

15.1

70.0

4,859

11,898

53,690

64,837

455,328

0.8

2.0

10.0

10.9

76.3

13

26

69

162

589

27

47

113

227

885

計 245,264 100% 596,613 100% 275 339

資料:特 定サ ービス業実態調査報告書
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(3)企 業 規 模

資 本 金 規 模 別 で み る と1979年 度 で1,761事 業 所 の う ち資 本 金1,000万 円 未 満 が781事 業 所 あ り、全 体

の44.3%を 占 め て い る。1,000万 円以 上1億 円 未 満 の 事 業 所 が39.9%、1億 円以 上 の 事 業 所 は わ ず か

13.6%で あ る(2-2-3表 参 照)。

さ らに1979年 度 に お け る状 況 を1974年 度 と比 較 す る と、 資 本 金500万 円 未 満 が3事 業 所 減 、資 本 金

500万 円以 上1,000万 円未 満 が106事 業 所 増 、 資 本 金1,000万 円 以 上1億 円 未 満 が270事 業 所 増 、資 本 金

1億 円 以上10億 円 未 満 が76事 業 所 増 、資 本 金10億 円 以 上 が7事 業 所 増 とな っ て い る。

従 業 員 規 模 別 従 業 員 数 を1974年 度 お よ び1979年 度 で 比 較 す る と、50人 未 満 の 事 業 所 に従 事 す る従

業 員 数 は 、1979年 度 に あ っ て は全 体 の24.8%の32,495人 、1974年 度 に あ って は 全 体 の31%の18,108

2-2-3表

資本金規模別事業所

数

年 度
資本金

1974年 度 1979年 度 1979年 度構成比
6年 間 伸 び率

('79/'74)

500万円未満 488 485 27.5% △1.0%

500万 円 ～1000万 円未 満 190 296 16.9 55.6

1000万 円～1億 円 未 満 432 702 31.9 62.5

1億 円～10億 円未満 129 205 11.6 58.9

10億 円以上 27 34 1.9 25.6

資本 金なし 56 39 2.1 △ 一

計 1,322 1,761 100 33.2

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書

2-2-4表

従業員規模別従 業者

数

(単位:人 ・・%)

年 度

従業員
規模(人)

従 業 者 数 6年 間

伸 び 率

('79/'74)

%

1事 業所当た りの

従 業 員 数

1974年 度(構 成比) 1979年 度(構 成比) 1974年 度 1979年 度

1～4 484 0.8 545 0.6 12.6 3 29

5～9 1,473 2.5 1,704 1.9 15.7 7 6

10～29 7,253 12.4 9,239 10.2 27.4 17 17

30～40 8,898 15.2 10,953 12.1 23.1 39 38

50以 上 40,615 69.2 68,237 75.2 68.0 134 132

計 58,723 100% 90,732 100% 54.5% 平均44 平均51

資料:特 定 サービス業実態調査報告書

2-2-5表

情報処理産業の売上

高畔 鞄 ・百万円)
ぽ 事業所数 売 上 高 1事 業所当た り売上高 1人 当た りの売上高

1979 1,761 596,613 339 6.6

資料:特 定け 一ビス業実態調査報告書
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'2 -2-6表

1979年 度 損 益状 況

(単 位:百 万 円、%)

一種

項 目 項 目

情報処理産業 ソ フ トウ ェ ア業 情報処理 サー ビス業

金 額 対 売 上
高 比 率 金 額 対 売 上

高 比 率
金 額 対 売 上

高 比 率

売 上 高
営 業 費 用
営 業 利 益
経 常 利 益

366,280

345,928

20,352

16,929

100.0

94.4

5.6

4.6

125β29

118,636

6,693

5,472

100.0

94.7

5.3

4.4

240,951

227,292

13,659

11,457

100.0

94.3

5.7

4.8

資料:IPA「 情報処理産業経営実態調査」

2-2-'7表1979年 度にお ける都道府県別事業所数、従業者数、年間売上高、1事 業所当 たり従 業者数 ・年間売上
高、従業者1人 当 たり年間売上高

1事 業 所 当 た り 従業者1人 当 た
都道府県別 事 業 所 数 従 業 者 数

(人)
年 間売上高

(百万円)
従 業 者 数

(人)
年間売上高

(万円)

り年間売上高

(万円)

計 1,761 90,732 596,613 51 33,879 657

北 海 道 53 1,493 8,876 28 16,746 594
青 森 4 138 706 34 17,638 511
岩 手 6 313 1,901 52 31,690 607
宮 城 23 946 6,159 41 26,776 651
秋 田 7 201 1,409 28 20,127 700
山 形 7 232 1,107 33

'15
,813 477

福 島 15 421 2,019 28 13,458 479
茨 城 10 325 2,293 32 22,927 705
栃 木 10 372 1,673 37 16,733 449
群 馬 12 819 3,589 68 29,905 438

埼 玉 36 1,078 4,603 29 12,784 426

千 葉
東 京

27

786

791

50,743
3,475

356,036

29

64

12,870

45,297

439

701

神 奈 川 91 6,426 47,899 70 52,636 745
新 潟 31 934 5,272 30 17,004 564
富 山 11 513 2,601 46 23,642 506
石 川 13 602 2,407 46 18,517 399
福 井 9 386 1,965 42 21,838 509
山 梨 6 240 862 40 14,370 359

長 野 23 870 5,056 37 21,980 581

岐 阜 14 274 1,330 19 9,498 485
静 岡 24 737 3,019 30 12,578 409
愛 知 101 3,742 24,023 37 23,785 641
三 重 4 185 1,016 46 25,394 549
滋 賀
京 都

11

18

346

385

1,111

4,239
31

49

10,095

23,547

320

478
大 阪 180 8,840 58,965 49 32,758 667
兵 庫 23 1,229 7,542 53 32,792 613
奈 良 1 π ズ 工 工 工

和 歌 山 2 x x ズ 工 工

鳥 取 6 220 674 36 11,230 306
島 根 7 98 647 14 9,247 660
岡 山 15 787 4,418 52 29,450 561
広 島 42 1,432 7,396 34 17,608 516
山 口 13 335 1,998 25 15,368 596
徳 島 4 97 569 24 14,217 586

香 川 8 257 1,394 32 17,428 542
愛 媛 9 288 1,467 32 16,297 509
高 知 13 244 1,036 18 7,968 424
福 岡 47 1,538 9,172 32 19,514 596

佐 賀 4 114 372 28 9,312 326
長 崎 5 184 689 36 13,781 374
熊 本 13 327 1,581 25 12,159 483
人 分 5 168 898 33 17,955 534
宮 崎 5 225 1,199 45 23,971 532

鹿 児 島 4 189 849 47 21,235 449
沖 縄 3 113 891 37 29,693 788

資料:特 定サービス業実態調査報告書
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人 で あ り、従 業 員 数 で14,387人 の増 とな っ て い る(2-2-4表 参 照)。

ま た、1979年 度 に お け る1事 業 所 当 た りの 売上 高 は3億3,900万 円 、1人 当 た りの 売 上 高 は660万

円 とな っ て い る(2-2-5表 参 照)。

(4)収 益 状 況

比 較 的業 界 の 上 位 企 業 を対 象 と して 行 って い る情 報 処 理 振 興 事 業 協 会 の 「情 報 処 理 産 業 経 営 実 態

調 査 報 告 書 」 に よ る と1979年 度 に お い て ソ フ トウ ェ ア業 では 、 全 体 の 売 上 高 は 、166社 全 体 で1,253

億 円(1社 当 た りの 売 上 高7億5,480万 円)に 対 し、 経 常 利 益54億7,200万 円(1社 当 た り3,291万

円)、 経 常 利 益 率 に して4.4%と な っ て お り、1社 当 た りの対 前 年 度 の伸 び率 で は 、 売 上 高21.8%、

経 常 利 益12.3%と な って い る 。

情 報 処 理 サ ー ビス業 で は 、 全 体 の 売 上 高 は186社 で2,410億 円(1社 当 た り12億9,600万 円)に 対 し、

経 常 利 益114億5,700万 円(1社 当 た り6,160万 円)、 経 常 利 益 率 に して4.8%で あ り、1社 当 た りの対

前 年 度 比 の 伸 び率 で は 、 売 上 高 で は13.4%の 伸 び 、 経 常 利 益19.4%の 伸 び で あ っ た(2-2-6表

参照)。

(5)地 域 分 布

都 道 府 県 別 事 業所 数 を見 る と、 圧 倒 的 に京 浜 ・阪 神 地 区 が 多 く、 東 京 、 大 阪 、神 奈 川 、 愛 知 、 広

2-2-2図 情報 サー ビス業従 業者数の職種別割合

研 究 員

そ の 他

管 理 部 門

オ ペ レー タ ー

シス テム

エ ン ジニア

プ ロ グラマ ー

キ ー パ ン チ ャ ー

30%
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島 、 福 岡 の順 で あ り、 特 に東 京 都 へ の 集 中 が 激 し く、東 京 都 だ け で 全 事 業 所 数 の44.6% 、全 売 上 高

の59・7%を 占1めて い る(2-2-7表 参 照)。

2-2-8表 情報サー ビス業の職種別、男女別従業者数および構成比(年 次別)

区 分
実 数(人) 構 成 比(%)

1978年 1979年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年

情 ピ部

報 ス

サ業

1務 門

計

個人事業主家族従業者または有給行員

常 時 雇 用 従 事 者

77,087

4,711

72,376

90,732

4,715

86,017

100.0

5.1

94.9

100.0

4.8

95.2

100.0

5.6

94.4

100.0

6.1

93.9

100.0

5.2

94.8

計 77,087 90,732 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

職 管 理 部 門 9,723 11,678 12.5 12.7 13.2 12.6 12.9

研 究 員 2,176 2,558 3.2 3.2 2.8 2.8 2.8

種
シ ス テ ム ・ エ ン ジ ニ ア 10,359 12,451 11.5 11.9 13.1 13.4 13.7

プ ・ロ グ ラ マ_ 15,003 18,389
s

19.0 19.5 19.4 19.5 20.2

別
オ ペ レ ー タ ー 9,820 10,862 12.9 13.3 13.0 12.7 11:9

キ ー パ ン チ ャ ー 20,341 21,587 27.6 27.6 26.0 26.4 23.8

そ の 他 9,665 13,207 13.3 11.8 12.5 12.6 14.5

男
計 77,087 90,732 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

女 男 47,374 58,264 60.8 60.9 62.1 61.5 64.2

別 女 29,713 32,468 39.2 39.1 37.9 38.5 35.8

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書

2-2-9表 情報 サービス業務の種類別年間売上高および構成比(年 次別)

年 次 事務所数 計 事務計算
その他の

、

ソ フ トウ ェア

開 発 ・プ ロ

カ ー ド マ シン タ

要員派遣
情報提供

各種調査 その他
計 算 グ ラム作 成 パ ンチ イム販売 サ ー ビス

年
1973 1,105 167,163 61,161 9,261 21,647 22,348 11,803 12,081 7,620 13,761 7,480

( 1974 1,322 245,264 88,191 11,623 35,168 33,537 14,137 18,569 13,046 23,542 7,451
間 百 1975 1,276 275,090 88,936 14,629 42,082 41,214 13,790 24,457 14,376 22,237 13,371

売 万 1976 1,276 306,969 105,704 12,678 46,990 42,589 16,317 32,469 12,057 25,123 13,042

上 円 1977 1,640 412,581 123,927 14,650 77,307 55,410 17,348 52,564 23β11 31,148 16,415
)

高
1978 1,672 460,242 135,311 19,330 88,826

、
61,212 11,966 66,735 27,154 31,296 18,410

1979 1,761 596,613 168,676 22,172 128,945 69,986 14,911
,90,616 31,604 39,319 30,384

1973 一 100.0 36.6 5.5 12.9 13.4 7.1 7.2 4.6 8.2 4.5
構 1974 一 100.0 36.0 4.7 14.3 13.7 5.8 7.6 5.3 9.6 3.0

成 1975 一
100.0 32.3 5.3 15.3 15.0 5.0 8.9 5.2 8.1 4.9

比
1976 一 100.0 34.5 4.1 15.3 13.9 5.3 10.6 3.9 8.2 4.2

1977 一 100.0 30.0 3.6 18.7 13.4 4.2 12.7 5.8 7.6 4.0

㊧
)

1978 一
100.0 29.4 4.2 19.3 13.3 2.6 14.5 5.9 6.8 4.0

1979 一 100.0 28.3 3.7 21.6 11.7 2.5 152 5.3 6.6 5.1

資料 特定サー ビス業実態調査報告書
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(6)技 術 者 の状 況

情 報 サ ー ビ ス業 の従 業 者 数 は 、1979年 度 で 、9万732人 で あ り、 その 職 種 別 構 成 比 を 見 る と、 キ ー

パ ン チ ャ ー23.8%、 プ ロ グ ラ マ ー20.2%、 シス テ ム ・エ ン ジ ニ ア13.7%、 管 理 部 問2299%で あ る。

職 種 別 構 成 比 の 推 移 を見 る と、 シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア が急 増 して お り、 ま た オペ レーノタ ーの 減 少 が

目立 つ(2-2-2図 、2-2-8表 参 照)。

(7)業 務 内 容

業 務 内 容 は 、 事 務 計 算 が28.3%、 ソ フ トウ ェ ア開 発 ・プ ロ グ ラ ム作 成 が21.6%、 カ ー ドパ ンチ が

11.7%を 占 め て い る。 業 務 全 体 に 占 め る構 成 比 の 年 次 別 推 移 をみ る と事 務 計 算 、 カ ー ドパ ン チ 、 マ

シ ン タ イ ム販 売 の 占 め る比 率 が 減 少 して お り、 ソ フ トウ ェ ア開 発 ・プ ロ グ ラ ム作 成 の 占 め る比 率 が

上 昇 して い る(2-2-9表 参 照)。
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第3章 諸外国 の動向

1ア メ リカの情 報 産業

A1980年 における主要本体 メーカーの実績

ア メ リ カ 系 主 要 コ ン ピ ュ ー タ本 体 メ ー カ ー各 社 の1980年 決 算 は2-3-1表 の とお りで あ る。

Burroughsを 除 け ば 、各 社 と も順 調 な 推 移 を示 して い る。全 収 入 、情 報 処 理 関連 事 業 収 入 は そ れ ぞ れ

2ケ タ の伸 び を み せ 、純 益 で もNCR以 外 は10%以 上 の 伸 び とな っ て い る。 中 で もCDCの コ ン ピ

ュー タ部 門 は 前 年 に 引 き続 き好 調 で 、最 終 四半 期 で は 前 年 同期 比17 .8%の 増 収 、110.7%の 増 益 とな

って お り、年 間 で も22.8%の 増 収 、30.6%の 増益 とな っ た 。 この 結 果 コ ン ビ。ユ ー タ事 業 部 のCDC

全 体 に 占 め る利 益 貢 献 率 は 、前 年 の57%か ら61.4%へ と高 ま った 。

Burroughsは 、主 要 各 社 中 屈 指 の成 長 率 を誇 って きた が 、第4四 半 期 で は この20数 年 来初 めて と

い う赤 字 決 算 に 陥 り、年 間 決 算 で は、2.5%と わ ず か な が ら増 収 と な っ た もの の 、73%と い う大 幅 な

減 益 と な っ た 。

2-3-1表

ア メ リカ系 主 要 本 体

メ ー カー の1980年 決

算 状 況

メ ー カ ー 収入(百 万 ドル)
情報処理関連収入

(推定含X百万ドル)
純益(百万 ドル)

1株 当た り純益

(ドル)

Burroughs 2,902 2,413 82 1.99

CDC 3,809 2,791 151 8.45

Honeywell 4,925 1,634 293
. 13.

IBM 26,213 21,367 3,562 6.10

NCR 3,322, 2,951 255 9.51

Sperry(Univac) 5,266 2,707 307 7.43

注:Sperryは3月 決 算のため、暦年80年 の累 積
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1981年 に入 る と、 ドル 高 と高 金 利 が 各 社 の 業 績 に影 を落 と し始 め、 上 半 期 で は減 益 や不 振 を報 告

す る と こ ろ が相 次 ぎ、下 半 期 も不 透 明感 が 強 く漂 って い る。

2-3-2表 、2-3-3表 、2-3-4表 は 、 ア メ リカ系 メ ー カ ーに よ る汎 用 コ ン ピ ュ ー タ な

らび にSBC(ス モ ー ル ・ビジ ネ ス ・コ ン ピ ュ ー タ)の 出荷 状 況 を ま とめ た もの で あ る。 いず れ も

順 調 な伸 びを示 して い るが 、SBCが よ り大 きな 伸 び を み せ て い る。

ま た 、2-3-5表 は 、 ア メ リカ系 メ ー カー に よ る ミニ コ ン ピ ュ ー タの 事 業 状 況 を ま とめ た もの

で あ る。 シ

BIBMの 動向

1980年 のIBMの 動 きで 最 大 の もの は 、 そ の登 場 が 待 ち望 ま れ て い た"H"シ リーズ の 発 表 であ る。

"E"シ リー ズ が4300シ リー ズ の 名 で 登 場 して か ら約1年10ヵ 月 、 当 時 か ら噂 の高 か った 次期 大 型

機 シ リー ズ 、"H"が つ い に発 表 され た の は11月12日(米 国)、 日本 で は10日 遅 れ の11月21日 で あ っ た 。

しか し このHシ リー ズ は 、業 界 筋 が 予 想 し 、 そ して 内心 恐 れ て い た ほ どの 衝 撃 とは な らな か っ た。

3081と い うモ デ ル ・ナ ンバ ー が つ け られ 、 「最 高 の パ フ ォー マ ンス を持 つ システ ム370プ ロセ ッサ ー」

とい う表 現 で 語 られ た の で あ る。 す な わ ち、技 術 的 に は370、303Xの 延 長 に 位 置 づ け られ る、 とい

うこ とで あ る。 そ し て価 格 設 定 も、4300の 時 の よ うな ア グ レ ッ シブ な もの で は な か っ た。 価 格 設 定

は 、従 来 のIBMの 伝 統 的 な 「性 能 を2倍 に し て、 価 格 は20～30%ア ップ」 とい う方 式 を3081プ ロ

セ ッサ ー では 採 っ た の で あ る。 同 じ大 型 機 の3033プ ロセ ッサ ー(1977年3月 発表)で は 「性 能 を1.6

～1 .8倍 に して 、価 格 を40%安 く設 定」 した の と比 べ て も、 保 守 的 に な っ た と い え よ う。

3081の 技 術 的 な特 徴 は 、 新 し い高 密 度 論 理 回 路 の採 用 、双 頭(ダ イ ア デ ィック:2つ の部 分 か ら

成 る、 の 意)プ ロセ ッサ ー ・ア ー キ テ クチ ュア 、 そ して1/Oお よ び メ モ リー機 能 の拡 充 で あ る 。 パ

フ ォ ー マ ン ス は 、3033ユ ニ プ ロセ ッサ ーの 約2倍 と され て い る。

1980年11月12日 付 のIBMの 発 表 内 容 は 、次 の8項 目 に わ た って い た 。IBM3081の 発 売 は他 の

IBM製 品 ラ イ ン(303Xプ ロ セ ッサ ー)に も影 響 を与 え る た め、 そ の再 調 整 を同 時 に図 っ た の で あ

る。

①IBM3081プ ロセ ッサ ー発 表:Hシ リー ズ の 第1弾 ・3033の 約2倍 の 性 能 で 約9MIPS

②IBM3033Sプ ロセ ッサ ーの 発 表:3031の2倍 以 上 の 性 能(2.1～2.4倍)

③IBM3033UPお よ びAPの 主 記 憶 容 量 の拡 大

④IBM3033Nの5～14%性 能 改 善 の無 料 実 施

⑤3033シ リー ズ 買 取 価 格 の引 き下 げ

⑥MVS/SPリ リー ス1の 強 化 と3081プ ロセ ッサ;の サ ポ ー ト、MVS/SPリ リー ス3の 新 規 発 表 、

VM/SPリ リー ス1の 機 能 拡 張
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2-3-2表 アメ リカ系 メーカーの汎用コンピュータ出荷状況(世 界市場)

メ ー カ ー
1979年 出荷 1980年 出荷

金額(百 万 ドル) 比 率(%)
・

金額(百 万 ドル) 比 率(%)

IBM 9,550 62.5 10,650 62.4
Amdah1 365 2.4 380 2.2

NAS 180 」1.1 190 1.1

Ite1 一 一 一 －

Magnuson 15 一 35 0.2
IPL 一 一 10 0.1

PC周 辺機器 640 4.1 700 4.1

小 計 10,750 70.1 11,965 70.1

HIS(+Xerox) 1,550 10.2 1,550 9.1

SperryUnivac 1,300 8.5 1,410 8.3

Burroughs 850 5.6 1,000 5.9

NCR 390 2.6 480 2.8

CDC 240 1.6 400 2.3

DEC 150 1.1 205 1.2

Cray 一 一 50 0.3

その他 45 0.3 一 一

小 計 4,525 29.9 5,095 29.9

合 計 15,275 100.0 17,060 100.0

IDC調 べ

2-3-3表 ア メ リ カ系 メ ー カrに よ る汎 用 コン ピュ ー タ出荷 状 況 推 移(予 測)(単
位:百 万 ドル)

1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984

出 荷 台 数

国 内 7,200 8,900 4,500 5,000 11,800 12,800 11,600 10,300 -13
,200

海 外 7,600 8,900 6,600 5,600 11,600 13,700 13,000 11,500 14,200

合 計 14,800 17,800 11,100 10,600 23,400 26,500 24,600 21,800 27,400

出 荷 金 額

国 内 5,530 6,600 7,500 7,670 9,170 9,500 10,300 10,500 10,900

海 外 5,300 5,900 7,090 7,600 7,890 8,900 9,400 10,200 10,600

合 計 10,830 12,500 14,590 15,270 17,060 18,400 19,700 20,700 21,500

IDC調 べ

2-3-4表 ア メ リカ系 メ ー カー に よ るSBC出 荷 状 況推 移((予 測)

(単位:百 万 ドル)

19761 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984

出 荷 」台 数

国1内 14,700 21,700 26,500 34,200 38,700 46,100 53,500 63,100 73,800

海 外 7,600 11,400 15,800 24,200 28,300 34,000 41,000 50,100 60,100

合 計 22,300 33,100 42,300 58,400 67,000 80,100 94,600 113,200 133,900

出 荷 金.額

国 レ内 570 830 1,150 1,720 1,930 2,340{ 2,750 3,260 3,890

海 外 300 450 650 1,110 1,310
11

;'600' 1,940 2,400 2,940

合 計 b870 1,280 1,800 2,830 3,240 3,940 4,690 5,660 6,830

IDC調 べ
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2-3-5表 ア メ リカ系 メー カ ーに よ る ミニ コ ン ピュ ー タ事業 状 況(全 世 界)

ミ ニ コ ン 収 入 (百万 ドル) 出 荷 台 数 (台)
メ 一 カ ー

1979年 1980年 1979年 1980年

Digita1 Equipment 1,850 2, 447 55,000 73, 800

Hewlett一 Packard 750 1,010 9,300 9, 295

Data General 540. 672 15,750 19, 850

HIS 290 425 3,125 4, 900

IBM 240 350 7,000 8, 600

Prime 153 268 1,028 2, 000

Texas InStrUmentS 200 243 7,380 8, 450

Perkin Elmer 134 186 1,768 2, 021

General Automation 125 155 4,319 4, 573

Tandem 66 129 465 748

SEL 71 89 450 410

Sperry Univac 68 84 1,224 1, 117

ModComp 72 81 501 410

Computer Automation 68 81 6,547 6, 464

Harris 53 76 244 500

その他 300 134 7,899 7, 684

ムロ 計 4,980 6, 430 122,000 150, 822

IDC調 べ

⑦IBMサ ポ ー トセ ン タ ー に よ るMVS/SPの 無 料 電 話 応 答 サ ー ビス開 始

⑧MVS関 連PP(プ ロ グ ラ ム ・プ ロ グ ク ト)に 対 す るDLSO(分 散 シス テ ム ・ライ セ ンス)方 式

の適 用

と ころで 、3081が303Xの 延 長 と しか み られ な い諸 技 術 を採 用 し、 パ フ ォー マ ンス の 向上 もさ ほ ど

で は な い こ と、 そ し て何 より も 「3081」とい う製 品 ナ ンバ ーか ら して 、「3081は 本 当 にHシ リー ズ な

の か」 とい う疑 問 が 残 され た 。 この疑 問 へ の 回答 は 、 あ くま'で も推 測 の域 を 出 る もの では な い が 、

業 界 観 測 筋 の話 を総 合 す る と、「3081は 、370シ リー ズ の 先 駆 け とな っ た370/155、165と 同 様 の位 置

づ け に あ る」 と い う こ とに な ろ う。つ ま りリアル370と 言 わ れ た 仮 想 記 憶 の158、168に 相 当 す る新 モ

デル が背 後 に ひか えて い る と い う見 方 で あ る。 「3081」とい うナ ンバ ー に つい ては 、303Xシ リー ズへ

の 影 響 を 考 え た政 策 的 な もの とい う、 うが った 見 解 を示 す 者 もい る。

.競合 す る各 社 は 、IBM3081の 登 場 を み て 「画 期 的 、革 新 的 とい え る もの で は な い」 と受 け取 った 。

ま た ア メ リカのPCMV(プ ラ グ ・コ ンパ テ ィブ ル ・メ イ ン フ レー ム ・ベ ンダ ー)は 、Hシ リー ズ の

発 表 を待 ち構 え て い た こ と もあ り、 た だ ち に対 抗 機 を打 ち 出 した 。1980年9月3日 のNAS、(Nation-.

alAdvancedSystems)社 のAS/9000(日 立 製M-200HのIBMコ ンパ テ ィブル ・単 一 プ ロセ ッサ

ー ・バ ー ジ ョ ン)、 そ して1980年11月18日 付 のAmdahl社 の580シ リー ズ(5860、5880)で あ る。

ま た 、 日本 の メ ー カ ー で は 、 日本 電 気 が1980年9月9日 に3081に 先 立 ってACOSシ ス テ ム1000を 、
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2-3-6表 lBM新 旧 プ ロセ ッサ ー の比 較

3031 4341-H 3033S 3032 3033N 3033U 3033MP 3081

比 較 パ フ ォー マ ン ス 100 122 222 230 389 439 750 861

メ イ ン ・ メ モ リ ー

(バ イ ト)
2～8M 2～8M 4,8M 2～8M 4,16M 4～24M 4～32M 16～32M

マシ ン ・サ イクノレ・タイ ム

(ナ ノ 秒)
115 120～240 57 80 57 57 57 26

チ ャ ネ ル 数 6 6 6 6二12 6～16 12～16 24～32 16～24

メモ リー1MB当 た り価格 $
50,000

$
15,000

$
35,000

$
50,000

$
35,000

$
35,000

$
35,000

$
25,000

買 取 り 価 格
(最 小 メ モ リ ー)

$
518,000

$
385,000

$
990,000

$
990,000

$
1,695,000

$
2,225,000

$
4;751,000

$
3,720,000

リ ー ス 料 金 月 額

(4年 リ ー ス)(注)

$
25,130

$
10,100

$
51,065

$
43,630

$
66,420

$
75,070

$
175,720

$
93,000

買 取 り/リ ー ス比 率 20.6 38.1 19.4 22.7 25.5 29.6 27.0 40.0

(注)4341-llは2年 契 約 リー ス

日立 製 作 所 は1981年2月18日 付 でHITACM-280Hを 発 表 し た。富士 通 はFACOMM-200で の64M

Bの メ モ リー ・サ ポ ー トを発 表 す る と と もに 、4CPUサ ポ ー トの 再PRを 展 開 して い る
。

Cそ の他主要メーカーの動向

そ の 他 主 要 メー カ ーの 動 向 の 中 で 、 ま ず 触 れ な けれ ば な らな い の は 、Burroughsの 不 振 で あ ろ う
。

か つ て はIBMに 次 ぐ利 益 を あ げ 、低 迷 す る 自動 車 産 業 の メ ッカ、 デ トロ イ トに あ っ て止 ま る こ との

な い成 長 を続 け て い たBurroughsだ っ た が 、1980年 決 算 で は17年 ぶ りの 、 しか も対 前 年 比73%と い

う大 減 益 とな っ た の で あ る。 この 原 因 は 、成 長 を生 ん だ もの の 後継 者 は生 ま な か った(旧)マ グ ドナ

ル ド体 制 に あ っ た とい わ れ て い る。1970年 代 半 ば 以 降 は 、 ター ミナ ル や ス モ ー ル ・ビジ ネ ス.コ ン

ピ ュ ー タの分 野 な どで徐 々 に そ の 地 盤 を失 い 、 ま た オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン分 野 で は
、 買 収 し

た有 力 企 業 の 資 産 を生 か す こ とが で きな か っ た 。 そ し て1980年 に は 、 す で に受 注 も得 て い た ス ーパ

ー ・コン ピュー タBSPの 開 発 中止 を も発 表 した の で あ る
。 ブ ル メ ン ソ ー ル 新 会 長 の下 でBurroughs

が再 生 の 道 を歩 め るか ど うか 、各 界 の 注 目が 集 ま って い る。

.Burroughsの そ の他 の動 きで は 、大 手 ソ フ トウ ェ ア会 社 で、 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス業 者 と して

も名 高 いSDC(SystemsDevelopmentCorp.)を 買収 し た こ とが あ げ られ る。

CDCは 昨 年 に 引 き続 き、 コ ン ピ ュー タ関連 事 業 が順 調 に推 移 し た。 ま だ利 益 を計 上 す るに は至

って い な い もの の、 将 来 の 中心 事 業 の'1つ と 目 され るPlato(コ ン ピ ュ ー タ ・ベ ー ス の教 育 シス テ

ム)事 業 へ の積 極 的 な取 り組 み も注 目 され た 。 経 営 体 制 で は 、社 長 に ロバ ー トM・ プ ライ ス 、会

長 代 理 に ノ ル ベ ル トR.ベ ル グ を選 任 、 ノ リス 会 長 を加 えたCEO(コ ー ポ レ ー ト ・エ グゼ ク テ
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イ ブ ・オ フ ィス)を 創設(7月)し た の が特 筆 され よ う。

HIS(HoneywellInformationSystems)の 大 き な 動 きは 、 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア

DSA(DistributedSystemArchitecture)の 発 表 で あ る 。DSAは 、1977年 に発 表 され たHISの

分 散 処 理 構 想DSE(DistributedSystemEnvironment)の 段 階 的 フ ェー ズ と され て い る。DSE

は、HISの 構 想 す る分 散 処 理 環 境 を定 義 す る基 本 的 な概 念 で あ り、IBMのSNAや 他 の ネ ッ トワー ク

・ア ー キ テ クチ ュア の よ うに具 体 的 な ア ー キ テ クチ ュ アや フ。ロ ダ ク トを定 義 す る もの で は なか っ た 。

DSAは これ を具体 化 した もの とい え る。

HISに よれ ば、DSAはIBMのSNAと 直接 コ ンパ テ ィブ ル で は な い が 、2次 ネ ッ トワー ク

で はBSCを サ ポ ー トして お り、 これ を通 じてIBMコ ンパ テ ィブ ル 装 置 を扱 え る よ うにな っ て い

る と い う。 ま た 国 際 的 に は 、ISOの オ ー プ ン ・シ ス テ ム接 続 モ デ ル に 準 拠 す る もの で 、X.25パ

ケ ッ ト交 換 イ ン タ フ ェー ス 、X.21回 線 交 換 イ ン タ フ ェー ス 、 ハ イ レベ ル ・デ ー タ ・リン ク ・プ ロ

トコル(HDLC)を と もに サ ポ ー トす る もの に な って い る。 これ は 各 国 の 公 衆 パ ケ ッ ト交 換 網 、 そ

の他 の 付 加 価 値 ネ ッ トワ ー ク との接 続 を重 視 した もの とい え る。

NCRは 、第1・ 第2四 半 期 で減 益 とな っ た もの の 、 第4四 半 期 で は初 め て 収 入10億 ドル を達 成 、

利 益 も大 幅 な伸 び とな り、 年 間 決 算 で は8.6%の 増 益 とな っ た 。NCRの アキ レ ス腱 は 半 導 体 製 造 能

力 で あ る とい わ れ て きた が 、NCRは1980年 に こ の分 野 の 強 化 に乗 り出 した 。 まず7月 に 、 今 後4

年 間 に わ た り約1億5,500万 ドルを半 導 体 製 造 施 設 の 増 強 に投 じる意 向 で あ る こ と を明 らか に し、続

い て8月 末 にはMotorolaと 広 汎 な 製 品 購 入 お よ び技 術 導 入 契 約 を締 結 し た。 期 間 は5年 間 、契 約規

模 は 明 らか で は な い が 、 か な りの 規 模 に な る とみ られ て い る。 契 約 の 中 心 はMotorolaの16ビ ッ ト・

マ イ ク ロ プ ロセ ッサ ー 、68000の 購 入 およ び技 術導 入 を 含 む ラ イ セ ンス 生 産 、 そ して 周 辺 回路 の購

入 な どで あ る。 これ らの コ ン ポ ー ネ ン トは 、1981年 以 降 のNCR製 品 に 組 み 込 ま れ る こ とに な ろ う。

Univacは 、 前 年 に発 表 し た1100/60の 受 注 が好 調 に推 移 し、 業 績 を支 え た 。注 目す べ きこ とは 、

1981年 度(1980年4月 ～1981年3月 期)に お け る受 注 の70%が 、Univacに と って初 め ての 顧 客 で あ

った とい う点 で あ る。他 社 機 の リプ レー ス と新 規導 入 ユ ー ザ ー の開 拓 が 半 々 で は あ っ た が 、1100/60

の競 争 力 の強 さが 示 され た とい え よ う。

プ ラ グ ・コ ンパ テ ィブ ルCPUベ ン ダ ー(PCMV)の 動 きは 相 変 わ らず 活 発 で あ っ た。 た だ 、 こ の

分野 は大 型 機 領 域(303X、Hシ リーズ)と 中型 機 領 域(4300シ リー ズ)で は 異 な った 様 相 を呈 して

い る。 まず 大 型 機 分 野 で は 、PCMVの 草 分 けAmdahlと 、NASが 中 心 とな'ってIBMの 市 場 を蚕 食 し

て お り、 す で に ブ ラ コ ンCPUの シ ェ・アは12--15%に ま で な って い る とい わ れ て い る。IBMの 大

型 機 分 野 で の動 きは 、 こ うし たPCMVを 強 く意 識 して い る。 しか し な が ら、 す で に述 べ た よ うに、

3081が 技 術 的 に も価 格 戦 略 的 に も漸 進 的 な もの で あ っ た た め 、PCMVは 十 分 対 応 可 能 と して 積 極 策

に 出 て い る。
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中型 機 分 野 で は 、4300シ リー ズ の 登場 に よ り市 場 そ の もの が 急 速 に拡 大 して い るた め 、PCMVが

きわ め て順 調 に 業 績 を伸 ば して い る とは い え、市 場 全 体 に与 え る イ ンパ ク トは さほ ど大 き くな い。

つ ま り、IBMが 供 給 し切 れ な い 部 分 をPCMVが カバ ー して い る形 な の で あ る。 ま た、 この ク ラス

の コ ン パ テ ィ ブ ルCPUは 、 大 型 機 の よ うにIBMの リプ レ ー ス とい っ た面 だ け で な く、完 全互 換

性 を持 った ス ー パ ー ・ミニ コ ン と してOEMセ ール ス もか な り行 われ て い る とい う事 情 が 、 これ に加

わ っ て い る。

Dコ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス 産 業 の 動 向

1970年 か ら1980年 の10年 間 で ア メ リカの コン ピュー タ ・サ ー ビス産 業 は30億 ドル か ら140億 ドルへ

2-3-7表 モー ド/タ イプ別にみたコンピュータ ・サービス市場(1979～1985年)

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス ユ ー ちザ ー 支 出 額

モ ー ド タ イ プ

1979
($M)

1980
($M)

伸 び率

1979-

1980

(%)

1981
($M)

1982
($M)

1983
($M)

1984
($M)

1985
($M)

年 間

平 均

伸び率

1980-

1985

(%)

リ モ ー ト ・コ ン ピ

ュ ー テ ィ ン グ ・サ
ー ビ ス(RCS)

機 能 専 用 $790 $940 19% $1,120 $1,340 $1,580 $1,890 $2,270 19%

業 界 専 用 1,870 2,310 24 2,840 3,530 4,350 5,360 6,640 23

ユ ー テ ィ リ テ ィ 870 1,020 18 1,220 1,460 1,760 2,100 2,540 20

小 計 $3,530 $4,270 21% $5,180 $6,330 $7,690 $9,350 $11,450 22%

プ ロ セ ッ シ ン グ ・

フ τ シ リ テ ィ'

マ 不 ジ メ ン ト

機 能 専 用 50 50 8 60 60 70 70 80 8

業 界 専 用 1,040 1,180 14 1,360 1,560 1,790 2,060 2,380 15

ユ ー テ ィ リテ ィ 140 160 13 180 210 230 270 320 15

小 計 $1,230 $1,390 14% $1,600 $1,830 $2,090 $2,400 $2,780 15%

パ ッ チ

機 能 専 用 810 890 10 990 1,110 1,230 1,400 1,530 11

業 界 専 用 1,240 1,350 9 1,480 1,620 1,800 1,930 2,140 10

ユ ー テ ィ リテ ィ 430 440 2 450 470 480 490 510 3

小 計 $2,480 $2,680 8% $2,920 $3,200 $3,510 $3,820 $4,180 9%

プ ロセッシング合 計

機 能 専 用 1,650 1,880 14 2,170 2,510 2,880 3,360 3β80 15

業 界 専 用 4,150 4,840 17 5,680 6,710 7,930 9,350 11,160 18

ユ ー テ ィ リ テ ィ 1,440 1,620 13 1,850 2,140 2,470 2,860 3,370 16%

プ ロセ ッシ ン グ合 計 $7,240 $8,340 15% $9,700 $11,360 $13,280 $15,570 $18,410 17%

ソ フ ト ウ ェ ア ・

プ ロ ダ ク ツ

シ ス テ ム 1,150 1,520 33 1,890 2,590 3,390 4,430 5,740 32

ア プ リケ ー シ ョ ン 720 880 23 1,090 L370 1,700 2,120 2,650 25

小 計 $1,870
テ$

2,400 29% $3,080 $3,960 $5,090 $6,550 $8,390 29%

プ ロ フ ェ ッ シ ョ

ナ ル ・ サ ー ビ ス

サ ー ビ ス 2,570 3,030 18 3,570 4,230 5,010 5,950 7,130 19

FM 370 400 7 440 480 530 580 640 10

小 計 $2,940 $3,430 16% $4,010 $4,710 $5,540 $6,530 $7,770 17%

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス 総 計 $12,050 $14,170 18% $16,790 $20,030 $23,910 $28,650 $34,570 20%

出所:Input
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と成 長 した 。 この 間 の 年 間平 均 成 長 率 は16%に 達 す る。 今 後 は さ らに大 きな 伸 び が予 想 され 、1985

年 の サ ー ビス市 場 は350億 ドル にの ぼ る と見 られ て い る。

1980年 の市 場 の 内 訳 をみ る と、情 報 処理 サ ー ビス が84億 ドル 、 ソ フ トウ ェ ア ・プ ロダ ク ツが24億

ドル 、 そ してEDPコ ン サ ル テ ィ ン グや 受 託 プ ロ グ ラ ミン グな どの 専 門 サ ー ビス が34億 ドル とな っ

て い る 。処 理 サ ー ビス は 、・提 供 モ ー ドに よ り リモ ー ト ・コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ・サ ー ビス(TSS、

リモ ー ト ・バ ッチ 、 デ ー タ ベ ース ・サ ー ビス)、 バ ッチ 処 理 サ ー ビス 、 そ して フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ

メ ン トに分 け られ 、 さ らに サ ー ビ ス内 容 に よ り、 一 般 事 務 計 算 と科 学 技 術 計 算 の機 能 専 用 、 各 業 界

特 有 の ニ ー ズ に特 化 した サ ー ビス を行 う業 界 専 用 、 そ して コ ン ピ ュー タや ネ ッ トワ ー ク に ア ク セ ス

す るツ ール を提 供 す るユ ー テ ィ リテ ィの3つ に 大 別 され る。 な お処 理 サ ー ビス に お け る フ ァシ リテ

ィ ・マ ネ ジ メ ン トとは 、顧 客 の 処 理 サ ー ビス に 関 し、1年 以 上 の長 期 契 約 の も とに ベ ン ダ ー の コ ン

ピ ュー タで提 供 す るサ ー ビ ス を い い 、 日本 で 一般 的 に い わ れ て い る要 員 派 遣 を内 容 とす る フ ァシ リ

テ ィ ・マ ネ ジ メ ン トは 、 専 門 サ ー ビス に 含 ま れ る。

2-3-7表 は 、 モ ー ド/タ イ プ別 に み た ア メ リカの コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス市 場 で あ る。

ま た 、2-3-8表 は 、 産 業 別 に!コン.ピ ュー タ ・サ ー ビス市 場 をみ た もの で あ る 。

な お 、2-3-9表 には 、 ア メ リカ国 内事 業 収 入 額 で み た上 位10社 を掲 げ た 。

2-3-8表 産 業別 にみ た コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス市 場(1979～1985年)

年間平均

業 種 1979 1980

伸 び 率

1979-1980 1981 1982 1983 1984 1985
伸 び 率
1980-1985

($M) ($M) (%) ($M) ($M) ($M) ($M) ($M) (%)

個別製品製造 $1,710 $2,080 22%、, $2,530 $3,120 $3,850 $4,770 $5,920 24%

プ ロセ ス製 造 1,010 1,250 24 1,530 1,900 2,370 2,980 3,680 25

輸 送 290 350 22 430 540 670 840 1,070 25

公 益 事 業 530 610 17 730 860 1,030 1,220 1,470 19

銀 行 、金 融 2,010 2,330 16 2,720 3,190 3,730 4,370 5,200 18

保 険 1,130 1,290 15 1,480 1,710 1,970 2,280 2,660 16

医 療 630 720 15 840 990 1,170 1,380 1,640 18

教 育 250 280 12 300 340 380 420 480 12

小 売 690 810 19 970 1,170 1,410 1,700 2,070 21

卸 売 620 720 15 840 990 1,160 1,390 1,670 18

連 邦 政 府 1,280 1,480 11 1,740 2,040 2,390 2,790 3,300 15

州、地方政府 590 680 16 790 930 1,090 1,270 1,490 17

サ ー ビ ス 700 830 19 990 1,190 1,430 1,710 2,080 20

そ の 他 620 740 20 880 1,060 1,260 1,530 1,840 21

合 計 $12,060 $14,170 18% $16,770 $20,030 $23,910 $28,650 $34,570 20%

注:個 別 製 品 製 造 と は 、SICコ ー ド23、25、27、31、34、35、36、37、38、39の 各 産 業 、 プ ロ セ ス 製 造 と は 、SICコ

ー ド10、11 、12、13、20、21、22、24、26、28、29、30、32、33の 各 産 業 を さす 。

出 所:Input
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2-3-9表 国 内 事業 収 入 で み たサ ー ビ ス企業 トップ10

総売上高 内 訳

ラン ク 会 社 名 1979年

(百万 ドル)
処 理 サ ー ビス

ソ フ トウ ェ ア ・

プ ロ ダ ク ツ

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・

サ ー ビ ス

1 IBM $525 一 $425 $100

2 CDC 470 350 70 50

3 CSC 320 90 一 230

4 ADP 260 255 一 5

5 EDS 235 170 5 60

6 GEISCO 195 190 一 5

7 SDC 159 14 一 145

8 TYMSHARE 157 149 4 4

9 MCAUTO 125 105 4 16

9 NCR 125 80 35 10

引 き続 くイ ン フ レ ー シ ョンの 中 で 、 サ ー ビス会 社 各 社 は よ り一 層 の 成 長 を 目 ざ し、既 存 市 場 の拡

大 ば か りで な く、 新 市 場 の開 拓 に も目 を向 けて い る 。今 後 予 想 され る大 きな流 れ と して は 、 ハ ー ド

ウ ェ アの 提 供 サ ー ビスの 進 展 が考 え られ る。 どの コ ン ピ ュ ー テ ィン グ ・サ ー ビス会 社 も、今 後 の景

気 の動 向 と は無 関 係 に、 サ ー ビス だ け で な くシ ス テ ム ・メ ー カ ー提 供 の ハ ー ドウ ェア ・プ ロダ ク ト

の販 売 に も力 を 入 れ て い く考 え を明 らか に して い る。 これ に よ って 、 コ ン ピ ュー テ ィング ・サ ー ビ

ス の新 し い サ ー ビス形 態 、 つ ま りコ ン ピ ュー テ ィ ン グ ・セ ン タ ー の提 供 す るサ ー ビス を ユ ー ザ ー ・

サ イ ドで 処 理 す る内 容 の 切 り分 け が 、 徐 々 に明 確 化 して い くこ とに な る だ ろ う。

言 い換 えれ ば 、 今 後 は 専 用 ター ミナ ル 、MPUベ ー ス ・ワ ー クス テ ー シ ョン、 お よ びデ ー タ 処理

ミニ コ ン を利 用 す る ユ ー ザ ー が ま す ま す 増 え、 サ ー ビス 会 社 は 、 従来 の コ ン ピ ュー テ ィング ・サ ー

ビス だ け で は な く、 これ らの ユ ー ザ ー に対 して 、 プ ロダ ク トに関 す る専 門 的 な コ ンサ ル テ ィン グ ・

サ ー ビ ス も提 供 して い く こ とに な る とみ られ る の で あ る。 ま た 、 これ らの ユ ーザ ー が手 もとで 利 用

す る ソ フ トウ ェ ア ・プ ロダ ク トや その 他 の周 辺 装 置 プ ロ ダ ク トの 供 給 も予 想 され 、 しか もこ う し た

動 きは予 想 外 に 急 速 に進 展 し、 これ ま で問 題 に され て きた分 散 処 理 の 機 能 分 担 の 問題 、 す な わ ち、

中央 で は どの よ うな 処 理 を行 い 、 ロ ー カ ル で は どの よ うな処 理 を行 うの が 適 切 か とい う問題 に 対 し

て 、 明 確 な答 を出 す こ とに な る だ ろ う。

当 初 は リモ ー ト ・コ ン ピ ュ ー テ ィン グ ・サ ー ビス に対 す る脅 威 と いわ れ た安 価 な プ ロセ ッサ ーは 、

今 や こ の サ ー ビス の新 た な 展 開 と発 展 を促 す原 動 力 と さえ な って い るの で あ る。

E電 気 通 信 分 野 の 動 向

1980年 のアメ リカの電気通信分野で最大の話題 となったのは、何 といって もFCC(連 邦通信委

員会)の 第2次 コンピュータ調査の裁定であろ う。そしてこの余波は、全世界の電気通信分野 に、
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2-3-1図

FCCの 第2次 コ ン

ピ ュ ータ調 査

コ ン ピ ュ ー タ

自由競争

直 接 的 あ る い は 間接 的 に影 響 を及 ぼ して い る 。

1980年4月7日 、FCC(ア メ リカ連 邦 通 信 委 員 会)は 、賛 成5、 不 賛 成2と い う形 で注 目の 第2

次 コ ン ピ ュ ー タ調 査 の 最 終 決 定 を行 っ た。 「本 日 わ れ わ れ は 、情 報 時 代 の入 口 か らバ リケ ー ドを取

り除 い た。 通 信 の サ ー ビス や設 備 の 供 給 の制 限 は ビ ジ ネ ス マ ンや 科 学 者 の 英 知 に よ って の み 行 わ れ

るべ き もの で あ る。 政 府 は 、 もは や技 術 革 新 の導 入 を妨 げ た り、 遅 らせ る障 害 に は な らな い で あ ろ

う」 と、FCC委 員 長 の チ ャー ル ズD.フ ェ リス氏 が 、 そ の ス テ ー トメ ン トの 冒頭 で述 べ た とお

り、FCCは 各 界 か ら寄 せ られ て い た意 見 を もと に 、 「電 気 通 信 」 と 「デ ー タ処 理 」 の境 界 に つ い て

画 期 的 な決 定 を行 っ た の で あ っ た 。 そ の概 要 は 次 の よ うな もの で あ る。

① ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス を 「基 本 伝 送 サ ー ビス(BasicTransmiss・nService)」 と 「高 度 サ

ー ビス(EnhancedService)」 と!C分 類 し、 「基 本 伝 送 サ ー ビス」に 対 し て は 、通 信 法 に基 づ く公

衆 電 気 通 信 と して の規 制 を行 う

② 公 衆 通 信 事 業 者 が提 供 す る 「ユ ーザ ー宅 内 設 備 」 は基 本 サ ー ビス か ら切 り離 し てす べ て公 益 規

制 か ら外 す

③AT&Tお よ びGT&E以 外 の公 衆 通 信 業 者 は 、 「基 本 伝 送 サ ー ビ ス」 「高 度 サ ー ビス」 お よ び

「ユ ー ザ ー宅 内 設 備 」 をす べ て提 供 で き る

④AT&Tお よ びGT&Eは 「基 本伝 送 サ ー ビス」 以外 の サ ー ビ ス を分 離 子 会 社 を通 して提 供 で

き る

⑤AT&Tは1956年 の 同意 審 決 に よ って 、 「高 度 サ ー ビ ス」ま た は 「高 度 宅 内設 備 」の提 供 が 禁 じ

られ る こ とは な い と解 釈 す る

⑥ 新 制 度 へ の移 行 は1982年3月1日 とす る
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"最終裁定"の 最大の特徴は
、非規制の範囲を拡大 したことである。規制の対象である 「基本伝送

サービス」は公衆通信業者が情報(音 声、データ、画像等)の 伝送能力を提供するサービスで、ア

ナログまた14デ ジタル伝送のための、いわゆるパイプラインに限定 した。そして、その他の伝送サ

ービスはすべて 「高度サービス」 として規制の対象から外し
、従来の 「通信」か 「データ処理」か

のあいまいな概念による分類 をやめることにしている。また、宅 内機器 をすべて規制の対象外とし、

基本サービスのコス トか ら切 り離 したことも特筆に価す る。これによってユーザーは電話機 も含め、

すべての宅内機器の提供業者 を自由に選ぶことがで きるようにな るか らである。

FCCの この裁定に対 し、AT&TやGT&Eの 取扱いや実施時間な どについて再考を求める声

が、当のAT&TやGT&Eは もちろん、関連機器メーカー、司法省』、さらにはFCC内 部からも

わき上 り、FCCは 「最終裁定」の変更および再確認を内容 とする 『最終』テキス トの発表にせま

られた。その概要は次のとお りである。

●非規制サー ビスを提供す るために分離子会社を設立しなければな らないのはAT&Tだ けとする

●AT&Tの 分離子会社 による伝送施設の所有は認めない

●開放の対象 とする端末設備は1982年3月1日 以降新設 され るものに限定

●ネッ トワークに蓄積転送機能 を含めたサービスは、高度サービスであるとの再確認

●親会社 と子会社によるソフトウェアの共同開発 を認めないとの再確認

●AT&Tは 一定の条件の下 では高度サービスを行 うことがで きるとい う特認措置の認定

●FCCは 、1956年 の同意審決の解釈権限を有することの再確認

●FCCの 管轄権は、コモン ・キャリアによって提供 される高度サービスまでとの確認

しかしながらこの裁定は、その内容の重大性、各方面への広汎な影響力、司法省対AT&Tの 独

禁法係争 との係わり、そして1934年 通信法改正論議 との係わ りか らして、今後 もさまざまな論議を

巻 き起 こすことは必至であろう。FCCが 再度 「最終裁定」 を.「最終的に」に修正せざるを得な く

なることも考 えられな くはない。

さて、AT&Tは 、最終決定に対し異議を申し立てる一方で、最終決定の線に沿った新 しい子会

社を新設す る方針 を固め、最終決定の出たわずか4ヵ 月後の8月 には、早 くも次のような構想を発

表 した。

① 公益的規制を受けない次のよ うな業務を取 り扱 う分離子会社を1982年3月 までに新設する

●エン ド・ユーザー用の端末設備の販売 とリース

●処理能力を持 った高度通信サー ビスの運用

●端末 とサービスの海外販売

② この子会社 を運営するため、トップの大幅な異動を行 う

③ 新会社設立 と関連 して、21のベル系電話会社の株をすべて100%取 得することとし、その手始め
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に次 の4つ の 電 話 会 社 の 少 数 株 を 、10億 ドル で買 い 占 め る

●MountainStateBell

●NewEnglandBell

●PacificNorthwestBell

●PacificTelephone

④ 新 会 社 に はAT&T102万 従 業 員 の15%に あ た る15万 人 を送 り込 む 。 これ らの異 動 を容 易 にす る

た め 、280億 ドル に及 ぶ年 金 資 金 を確 保 す る

す で に"BabyBell"と い う愛 称 の つ け られ て い る この 新 会 社 は 、発 足 と同 時 に 巨人 企 業 とな る

こ とは間 違 い な い。現 在 、住 宅 と事 務 所 に リー ス され て い る1億4,000万 個 に近 い 電 話 機 とPBXや

テ レタ イプ が す べ て新 会 社 の 所 有 とな り、その 資 産 は トー タ ル で120億 ドル と評 価 され て い る。新 会

社 に移 管 され る業 務 はAT&Tの 全 収 入460.億 ドル の お よ そ15%、 す な わ ち70億 ドル と推 定 され 、 さ

らに 、近 く稼 動 が予 定 され る高 度 通 信 サ ー ビス を含 め る と、1985年 ま で に は このBadyBellは ゆ う

に100億 ドル の 収 入 をあ げ る だ ろ う、 と ア ナ リス トは予 測 し て い る。

この よ うなAT&Tの 機 敏 な行 動 は 、1980年 代 に予 想 され る通 信 の 競 争 市 場 の 中 で 、積 極 的 な イ ニ

シ アチ ブ を取 り続 け よ う とす る 、AT&Tの 決 意 を示 した もの で あ る。AT&Tが 過 去 何 十 年 もの

間 、 自 ら進 ん で競 争 市 場 の 中 に足 を 踏 み 入 れ よ う と し な か った こ とに比 べ て 、 ま っ た く対 照 的 な 変

身 とい え る。"ひ とつ の ポ リ シー 、 ひ とつ の シス テ ム、 普 遍 的 な サ ー ビス"と い う70年 に及 ぶAT&

Tの 古 い時 代 は 、 い ま ま さ に終 わ ろ う と して い るの で あ る。

1934年 通 信 法 の改 正 法 案 は 、1980年 もい くつ か の 法 案 が 上 、 下 院 の 関連 委 員 会 で 審 議 され た が 、

い ず れ も審 議 未 了 、 あ る い は廃 案 で 本 会 議 へ の上 程 に至 っ た もの は な い 。

2.ヨ ー ロ ッパ 主 要3カ 国 の コ ン ピ ュー タ産 業 の 動 向

Aイ ギ リス 危機 を迎 えたlCL

政 府 補 助 金 な し(1976年 で打 ち切 り)、企 業 庁 の 株 式 放 出(1979年12月)と 、 名 実 と もに独 立 路 線

を歩 み 始 め たICLだ った が 、1980年 に入 って業 績 は急 速 に悪 化 した 。
　

コ

1980年 度 の総 収 入 は7億1,580万 ポ ン ド(約3,580億 円;1ポ ン ド=500円 と して概 算)で 、 し

か もそ の約 半 分 は 海 外 市 場 で の 収 入 で あ り、 多 国 籍 メ ー カ ー と して の地 位 を確 保 して い る。 総 売 上

高 自体 は 前 年比15%増 で 、過 去2年 間 の各22%増 よ りは ペ ー ス ・ダ ウ ン し た もの の 、 そ れ ほ どの不

調 で は な い。 問 題 は収 益 で 、1980年 度 の場 合 、 税 引 前 利 益2,510万 ポ ン ド、 税 引 後 利 益1,770万 ポ

ン ド、 これ は 各 々46%、50%の マ イ ナ ス とな っ た 。ICL史 上 、 収 益 の マ イ ナ ス は1972年 度 に1度
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あ った き りで あ る。

この経 営 不 振 の 理 由 に つ い て 、ICLで は 「ポ ン ド高 と国 内 イ ン フ レな どが原 因」 と して い るが
、

単 に そ れ だ け の 理 由 とは い え まい 。 や は り、IBMの 小 型 コ ン ピ ュー タIBMシ ス テ ム38、 同3081

超 大 型 コ ン ピ ュー タ、 中 型 コ ン ピ ュ ー タ同4300シ リー ズ な どの 、 プ ラ イ ス ・パ フ ォー マ ン ス に優 れ

た コ ン ピ ュ ー タの 攻 勢 に押 され た とい うの が 、大 きな理 由 とみ られ る。

1981年 に入 る と、経 営状 況 は一 段 と悪 化 し、1981年 上 期 で 約4 ,500万 ポ ン ド(240億 円)と い う創

業 以 来 初 め て の大 幅 赤 字 の 計 上 、1981年 適 期 で は約9,000万 ポ ン ド(400億 円)の 累 積 赤 字 が 予 想

され て い る。

ICLと イ ギ リス政 府 は 、 事 態 の打 開 の た め 、 さ ま ざ ま な手 を 次 々 と打 ち出 し た。

ま ずICLは 工 場 閉 鎖 お よ び大 規 模 な要 員 削 減 を打 ち出 した 。1980月11月 に は2,500人(総 従業

員 の8%)に の ぼ る人 員 カ ッ トを発 表 、 この う ち1,500人 は ウ ィ ンズ フ ォー ド工場 の 要 員 が対 象 と

な っ た。

産 業 省 は 、 もと も とICLが 国 策 メ ー カ ー と し て発 足 し た こ と もあ り、打 開 策 に乗 り出 した 。具

体 的 に はSheHお よ びBP(BritishPetroleum)と い う巨大 石 油 資 本 に接 近 、英 国 コ ン ヒ。ユ一

夕産 業 へ の投 資 を呼 び か け た もの(こ の 中 で産 業 省 はICLの 名 前 は 出 さな か っ た と もい われ て い

る)。 しか しShellお よびBP両 社 は否 定 的 反 応 を示 し、産 業 省 の 石 油 資 本導 入 に よ る再 建 策 は実 ら

な か っ た 。政 府 は こ うし た動 き と と もに 、2億 ポ ン ド(約900億 円)に の ぼ る債 務 保 証 も行 い 、再

建 に 力 を入 れ て い る。

1981年 に入 って か らは 、ICLは 米Univacに 接 近 、 話 し合 い が 進 め られ た が、 結 局 両 者 の 思 惑

が 食 い違 い 、物 別 れ に終 わ っ た 。 そ の後ICLは 、 新 会 長 にBPの レ イ ドロ ウ副 会 長 を迎 え、 さ らに

社 長 に は イギ リスTI(TexasInstrument)の ロバ ー トW.ウ ィル モ ッ ト社 長 を招 い て 、再 建 の

局 面 打 開 を策 した 。

日本 の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーへ の接 近 は 、ICL、 産 業 省 の両 方 か ら あ っ た とい わ れ て お り、

非 公 式 打 診 を含 め 、3社 と話 し合 っ た と伝 え られ て い る。結 局1981年10月 に入 って 、富 士 通 と提 携

す る こ とで基 本 的 合 意 に至 っ た こ とが 明 らか に され た 。 今 後 この提 携 が具 体 的 に どの よ うに進 展 し

て ゆ くか 各 方 面 か ら注 目 され て い る。

2-3-10表 はICLの 財 務 状 況 を ま とめ た もの で あ る。 ま た 、2-3-11表 は 発 足 以 来 の主 な

で き ご と をみ た もの で あ る。

イ ギ リスの 汎 用 コ ン ピ ュー タ設置 状 況 は 、IDC(lnternationalDataCorp.)の 調 査 に よ れ ば 、

1978年 末 現 在 で8,018台 、 金 額 に して57億7,600万 ドル で あ る。 メ ー カ ー別 に み る と、 台 数 比 で は

ICLの シ ェ アが37.4%で トッ プ、IBMは35.6%と これ に 肉 迫 して い る。 そ の他 主 要 メ ー カ ー の

シ ェ アは 、CII-HB10.2%、Burroughs3.9%、Univac3.7%、 そ してNCR3.3%の 順 で
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2-3-10表lCLの 業績

収 入
(百万ポ ンド)

収 入
前年比増減

(%)
税引前利益
(百万ポ ンド)

純 益
(百万 ポン ド)

純 益

前年比増減
(%)

海 外 市 場
売 上 高

(百万ポ ンド)

従 業 員 数

(人)

従 業 員
1人 当売上

(ポン ド)

1968 92.2 一 3.7 2.8 一 NA 34,058 2,700

1969 115.4 25.2 5.5 3.4 21.4 32.4 34,001 3,400

1970 130.9 13.4 7.7 4.7 38.2 45.5 36,369 3,600

1971 150.9 15.3 8.6 5.3 12.8 49.6 32,669 4,600

1972 154.3 2.3 3.3 1.0 △18.9 51.5 27,701 5,600

1973 168.6 9.3 10.9 6.8 80.0
鳥

59.6 28,798 5,900

1974 200.5 18.9 13.4 7.0 2.9 74.5 29,178 6,900

1975 239.8 19.6 16.2 9.4 34.3 93.3 28,069 8,500

1976 288.3 20.2 23.1 12.5 33.0 114.9 27,317 10,600

1977 418.7 45.2 30.3 18.6 48.8 212.1 32,156 13,000

1978 509.4 21.7 37.5 26.8 44.1 259.2 33,978 15,000

1979 624.1 22.5 46.5 35.3 31.7 295.4 34,401 18,100

1980 715.8 14.7 25.1 17.7 △50.1 311.8 33,087 21,600

あ る。

金 額 比 で は 、IBMが46.2%でICLの30.5%を 大 き く上 回 っ て い る。CII-HBは6.8%、

Univacは5.3%、Burroughsは4.5%の シ ェア とな っ て い る。

コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス市 場 の概 要 は 、2-3-12表 の と お りで あ る。

イギ リス に は 会 員177社 を擁 す る コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス会 社 の 業 界 団 体 、ComputingService

Ass。ciationが あ り、 同 国 内 の サ ー ビス市 場 の80%以 上 は この 会 員 会 社 が 扱 っ て い る と いわ れ て い

る。 同 協 会 が1981年6月 に ま とめ た イ ギ リス ・コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス産 業 の 概 況 は 、 次 の とお り

で あ る。

① 会 員 会 社 の主 な業 務 に よ る分 類

コ ン ピ ュ ー タ ・ ビ ュ ー ロ ー

ソ フ ト ウ ェ ア ・ハ ウ ス

コ ン サ ル タ ン ト

ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク ヅ

タ ー ン キ ー 会 社

そ の 他

43%

23%

10%

9%

7%

8%

その他の業種には、データ作成、教育、 リクルー トなどが含まれる。2つ 以上のサービスに従

事 している会社 も少なくないので、上記の数字はあくまで、各社の主要業務である。専業度の高
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2-3-ll表ICL年 表

年 で き ご と ニ ュー ・モ デ ル の発表

1968 IC(U設 立(EnglishElectricとInternational

Computers&Tabulators両 社 が 合 併)
、

1970 ICLと 仏CII提 携 流 れ る

ICL/CII/CDC3社 、 ベ ル ギ ー にMultinationa1

Data設 立

1971 01900Sシ リー ズ

1972 トップ異 動 、新 会 長 に ハ ドソ ン(IBMUK)、 社 長 にG.

ク ロ ス 層(Univac)

1,420万 ポ ン ドの政 府 助成 決 定(新 シ リー ズのR&Dに)

1973 2,580万 ポン ドの政府助成 追加決定 oモ デ ル2903(ハ ノ ー バ ー ・フ ェ ア)

(大陸 でUnidata発 足)

1974 NCR/CDCの 合弁会社CPLに 参加表明 oニ ュ ー ・ レ イ ン ジ2970、2980

1975 ICL/CDC/Plessey/Nixdorf4社 合 弁 でStak(フ ラ

ン クフル ト)設 立

CPLに 正式参加

(大陸 のUnidata崩 壊)

(CII/HB両 社合併調印)

1976, SingerBMD海 外 部 門 買収 。2903/20

ICL/CDC両 社合 弁 でControlDatasetLtd.設 立 02960

Singer子 会 社Cogar買 収 02904

最後の政府助成金を受領 02976

1977 米国子会社再編成ICLInc.に 02950

ミニコン戦略 として米社合併 が うわ さに

1982年 売 上 目標7億2,400万 ポ ン ドを見 込 む計画 発 表

α..ク ロス社長 辞 任 、後 任 に ウ ィル ソ ン

政府 は マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス分野 の強 化 に移 行

1978 Siemensの レーザ ー ・プ リンタ ー をOEM購 入契 約 ODAP(ス ー パ ー ・コ ン ピ ュ ー タ)

日立 と技術交 流で提携 02972

産業 省 、MISP/MAP発 表 02976

09500(POSタ ー ミナ ル)

'

1979. Plessey、ICL持 株(24.4%)を す べ て売 却 02905

サ ッチ ャー保 守党 政 権 ス ター ト 02950/10.2956/10

ブル レCII-HB社 長 、ICL、Siemensに 結 束 呼 びか け 。2982.2960/10

NEB、ICL持 株(25%)を 売 却 oシ ス テ ム10/120(SBC)

1980 新会 長 にE.P.Chappell氏 就任 OME29(モ デ ル35 、45)

ポ ス=ト2900と して コ ー ドネー ムSLシ リーズ 開発 を計画 Oネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア

(S互L－ は現行 最 上 位機2982の5倍) IPA(InformationProcessing

米市場で全機種販売体制を打 ち出す(5カ 年でME29を Architecture)
258台販売見込む) 02966 .2955

9月30日 締年度決算 で大幅減益(△46%)

歳入局のPAYEシ ステム受注
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2]3-12表 イ ギ リスの コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス市 場

1976(百 万 ドル) 1977(百 万 ドル) 1976-1977の 成長 率 1978(百 万 ドル)

***
1982(百 万 ドル)

*RCS

イ ン タ

ラ クテ ィブ
41.0 53.0 29% 68- 166

リ モ ー ト ・

バ ッ チ
71.0 75.0 6% 80 113

バ ッ チ 170 190 12% 213 323

そ の ㎡* 115 150 30% 195 476

合 計 397 468 18% 556 1,078

*RCS:リ モ ー ト ・コ ン ピ ューテ ィング ・サ ー ビス

**そ の 他:ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ツお よ び プ ロフ ェ ッシ ョナ ル ・サ ー ビス

***:1982年 は予 測(イ ン フ レ ・フ ァク ター は考 慮 に入 れ て い な い)

出所:Input

いの は ビ ュ ー ロ ー だ が 、 最 近 で は ビ ュー ロー が 、 他 の コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス業 務 に手 を ひ ろ げ

る傾 向 が強 い。

② 業 務 別 年 間売 上 げ(対 象103社 の合 計)

コ ン ピ ュ ー タ ・ ビ ュ ー ロ ー

ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス

コ ン サ ル タ ン ト

ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ツ

タ ー ンキ ー会 社

191.7百 万 ポ ン ド

73.2

26.6

16.6

31.6

1社 あ た りの 売 上 げ は10万 ポ ン ドか ら3,000万 ポ ン ドま で格 差 が あ る。 コ ン ピ ュー タ ・サ ー

ビス会 社 の 約 半 数 は ハ ー ドウ ェ ア会 社 や企 業 グ ル ー プ に 属 して い るの で、 と くに ビ ュー ロ ー の場

合 、親 会 社 か らの 受 注 比 率 が 高 い。

輸 出 売 上 げ は、 ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ツ会 社38%、 コ ンサ ル タ ン ト26%、 ソ フ トウ ェ ア ・ハ

ウ ス13%と な っ て お り、 ビ ュー ロー の場 合 は 一 部 大 手 を 除 い て 、 外 国 か らの 受 注 は な い。

Bフ ラ ン ス 注 目 さ れ るSGPMの 動 き

CII-HBは 、 ヨ ー ロ ッパ随 一 の メ イ ン フ レ ー ム ・メ ー カ ー の地 位 を保 つ た め 、 積 極 的 な戦 略

を展 開 して い る が 、 この 背 後 に あ って フ ラ ン ス屈 指 の 多 国 籍 企 業SGPM(Saint-Gobain-Pont-S-

Mousson)の 動 きが注 目 され て い る。

SGPMは 、1970年 にCompagniedeSaint-GobainとCompagniedePont-A-Mousson両 社 が

合 併 して 発 足 し た 。主 力 事 業 は ガ ラ ス 、絶 縁 体 、 パ イ プな どの 建 設 資 材 、 と くに 、 ガ ラ ス お よ び絶

縁 体 で は世 界 市 場 の17%を 占有 す る。 コ ン ピ ュー タ 関 連 ビ ジ ネ スへ の参 入 は 、 同 社 の長 期 戦 略 の一
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2-3-2図SGPMの コ ン ピ ュー タ関 連 事 業参 入状 況(1980年12月 末 現 在)
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環 で あ り、 伝 統 的事 業 部 門 の 成 長 が頭 打 ち に な る との予 測 が背 景 に あ る。1970年 代 中 期 以 降 、化 学

分 野 を は じめ 、各 種 の新 規 事 業 を模 索 し、 最 終 的 に コ ン ピ ュー タ/エ レ ク トロ ニ ク ス に 白羽 の矢 を

立 て た。

SGPMの コ ン ピ ュー タ関 連 事 業 進 出 は 、1979年 か ら1980年 に か け て3通 りの 方 法 で 行 わ れ た 。第

1は ア メ リカ有 数 の半 導 体 メ ー カ ーNationalSemiconductorと の合 弁 会社 設 立 、.第2は メ イン フ

レ ー ム ・メ ー カ ーCII-HBへ の投 資 、 第3は イタ リアOlivettiの 株 式 買 収 で あ る。1979年10月

の 時 点 で、 これ ら新 規 分 野 へ の投 資 額 は3億 ドル に達 して い る。 これ は フ ラ ン ス政 府 が 、1975年 以

降4年 間 に わ た っ てCII-HBに 投 資 した助 成 金 総 額(12億 フ ラ ン、1979年3月 終 了)と ほ ぼ 同

一 規 模 で あ りミSGPMの 意 欲 の ほ どが うか が え る
。

第1弾 とな っ たNationalSemiconductorと の 合 弁 会 社 は 、 フ ラ ンス政 府 のVLSI開 発 プ ロ ジ

ェ ク ト(PlandesComposant)の 一 環 に位 置 づ け られ る もの で、1979年6月 にEurotechnique社

と して 発 足 した。 同 社 は5年 間 で2億 フ ラ ンの 政 府 助 成 を取 りつ け て い る。 第2弾 のCII-HB

へ の 参 画 は 、CII-HBの 筆頭 株 主CGEの 持 株20%を そ っ く り肩 代 りす る とい う形 で 行 わ れ た
。

第3弾 は1980年 に 、 イ タ リアOlivettiの20%買 収 とい う形 で表 面 化 した 。SGPMは この 持 ち分

をCMBに 移 管 し、CMBの 持 株 シ ェ ア を51%に ま で高 め た(な お 、CMBはCII-HBの53%

を所 有 して い る)。SGPMは 将 来 、Eurotechnique(半 導 体)、CII-HB(メ イ ン フ レ ー ム、 ミ

ニ コ ン)、01ivetti(ス モ ー ル ・ビジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タ)の リソ ー ス を統 合 し
、 オ フ ィス ・オ ー ト

メ ー シ ョンな ど総 合 的 プ ロダ クツ を展 開 して くる もの と思 わ れ る。

しか しな が ら1981年 の 大 統 領 選 と そ れ に 続 く総 選 挙 の結 果 誕 生 した左 翼 政 権 は 、 国 内 の重 要 企 業

の 国 有 化 策 を打 出 し、SGPMも そ の対 象 と され た た め 、SGPMそ してCII-HBの 戦 略 もシナ リオ ど

お りと は い か な くな りそ うで あ る。CII-HBは 国 有 化 に反 対 の 意 向 を表 明 して お り、 同 社 の 一 方 の

親 会 社 で あ る ア メ リカのHoneywellInformationSystemsも 本 腰 を入 れ て 対 応 策 の検 討 に入 って
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2-3-13表 フ ラ ンスの コ ン ピュ ータ ・サ ー ビス 市場

1976(百 万 ドル) 1977(百 万 ドル)
1976～

1977の 成 長率
1978(百 万 ドル)

***

1982(百 万 ドル)

RCS*

イ ン タ

ラク テ ィブ
38.0 48.0 26% 60 142

リモ ー ト ・

バ ッ チ
116.0 125.0 8% 135 170

バ ッ チ 206 227 10% 250 366

そ の 他** 156 198 27% 251 613

合 計 516 598 16% 696 1,291

*RCS:リ モ ー ト ・コ ン ピュ ーテ ィン グ ・サ ー ビス

**そ の 他:ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ツ お よび プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル ・サー ビス

***:1982年 は予 測(イ ンフ レ ・フ ァク ター は考 慮 に入 れ て い な い)

出所:Input

い る と伝 え られ る 。

フ ラ ンス の コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 は、SFIB(SyndicateNationaledesFalticantsd'En-

sembleInformatique)の 統 計 に よ れ ば 、1978年 末 で2万3,487台 、1979年 末 で3万400台 に達 した 。

た だ し、 この設 置 ベ ー ス に は25万 フ ラ ン(約1,250万 円)以 下 の 超 小 型 コ ン ピ ュー タ も含 ま れ て い る 。

超 小 型 コ ン ピ ュー タの 台数 は 、1978年1万886台 、1979年1万5,237台 、 っ ま り総 設 置 ベ ー ス に対

して46%、50%と 半 数 を占 めて い る こ と に な る。 この 分 を差 引 いた もの を い わ ゆ る汎 用 コ ン ピュ ー

タの 設置 ベ ー ス と考 え る こ とが で き る。 こ れ で い くと、 汎 用 コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 は 、1978年 末1

万2,601台 、1979年 末1万5,163台 とな る。

ま た ア メ リカ の調 査 会 社IDC(InternationalDataCorp.)の デ ー タに よれ ば、1978年 末 に

お け る汎 用 コ ン ピ ュー タ(ス モ ー ル ・ビ ジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タ を除 く)の 設 置 台 数 は 、1万195台 、

金 額 に して65億3,200万 ドルで あ る とい う。 メー カー別 に み る と台 数 、 金 額 比 と もIBMが 市場 の過 半

を押 さ え て お り、 台 数 比 で は52.2%、 金 額 比 で は 実 に61.6%に 達 して い る 。CII-HBの シ ェ アは 台

数 で は32.1%と 市 場 の3分 の1弱 に な っ て い るが 、 金 額 ベ ース で は22%に す ぎな い 。

そ の 他 の 主 な メ ー カ ー の シ ェ ア を み る と、 台 数 比 で はICL(4.9%)、Burroughs(3 .5%)、

U・i…(2・5%)・NCR(1・7%)・Si・m・n・(1.5%)の 順 、 金 額 比 で は 、Burr。ugh,(3.7%)、

Univac(3.5%)、CDC(2.9%)、ICL(2.8%)、Siemens(1 .7%)の 順 とな る 。

フ ラ ンス の コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス市 場 の 概 要 は 、2-3-13表 に示 した とお りで あ る。

C西 ドイツ 激しさ増す企業間競争

Siemensの1980年 度 の コ ン ピ ュー タ事 業 は、 受 注 が 前 年 度 比 で16%増 えて23億 マ ル ク、 売 上 げ

は同 じ く9%増 えて18億 マル クに達 した 。 この ほか 、 内部 組 織 へ の 売 上 げ分 が3億 マ ル ク あ る。 こ
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の 業 績 を支 え た最 大 の もの は小 型 コ ン ピ ュ ー タ事 業 で あ るが 、 大 型 機 、 ビ ジ ネ ス ・コ ン ピ ュ ー タ、

そ して テ キ ス ト ・シ ス テ ム も好 調 で あ つた と い う。

西 ドィッ で は、 伝 統 的 に大 型 ・超 大 型 機 の 利 用 が少 な く、Siemensの 戦 略 も これ に 沿 っ た形 で

進 め られ て きた 。 しか し303X登 場 後 は 、西 ドイツで も大 型 ・超 大 型 の 導 入 が急 速 に 増 え、Siemens

は ト ッ プ ・エ ン ドの モ デ ル で もIBMと 競 争 せ ざ る を 得 な い と の 判 断 を下 す よ うに な った 。 し

か し自社 開 発 は 思 うよ うな成 果 を生 まず 、1978年 に富 士 通 と提 携 、 大型 ・ 超 大 型(M-18011、

M-200お よ び これ らのMPシ ス テ ム)と と もに 、IBMのMVSと コ ンパ テ ィプル なOSIV/F4オ

ペ レー テ ィン グ ・シ ス テ ム を輸 入販 売 す る こ と に な った 。1980年 度 末 ま で に7.800シ リーズ と して 出

さ れ た これ らの シス テ ム受 注 は20台 に達 し、 うち15シ ス テ ムが 納 入 され て い る。

Siemensの こ の や り方 が成 功 か ど うか 結 論 を出 す の は 早 す ぎ るが 、次 の ス テ ップ つ ま り7.500、

7.700そ して7.800を リプ レ ー スす る独 自の コモ ン ・シ リー ズ の開 発 が 必 要 と され て い る こ と は た し
ら

か で あ る。 しか し アー キ テ クチ ュア上 の 問題 か ら、経 済 的 コ ス トで この コ モ ン ・シ リー ズ を開発 す

る の は 難 し い とみ られ て い る。 逆 に 、富 士 通 シス テ ム を今 後 長 期 に わ た って 販 売 して ゆ くとい う道

も考 え られ る 。 しか し富 士 通 は今 の と こ ろSiemensに 生 産 ラ イ セ ン ス を与 え よ う と は して いな い

た め 、輸 入 依 存 が高 ま るだ け と い う結 果 に な る。

大 型 機 分 野 で は 、IBMコ ンパ テ ィプ ル周 辺 機 器 や メ デ ィア ・サ プ ラ イ ズ市 場 で 実績 を持 つBASF

が 、 日立 と提 携 して大 型 ・超 大 型 機 の販 売 に乗 り出 して い る(1980年7月)。 期 せ ず し て 日 本 の 有

力 企 業 が 西 ドイ ツ市 場 で 競 合 す る こ とに な っ た わ けだ 。BASFは 、 コン ピュー タ本 体 事 業 は初 め て

だ が 、IBMコ ンパ テ ィブル のデ ィス クお よ びチー フ。・ドライブで 大量 の ユ ー ザ ー ・ベ ースを持 って い る

た め 、 その 販 売 力 は あ な どれ な い もの が あ る。

ヨー ロ ッパ で最 も競争 が 激 し い とい わ れ て きた西 ドイ ツの 中 で 、 これ まで 比 較 的 穏 や か だ った 大 .

型 機 市 場 は 、 競 争 の度 合 い を 日増 しに増 大 させ て い るの で あ る 。

オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン関 連 機 器 市 場 と して も西 ドイ ツ は ヨー ロ ッパ 随 一 の規 模 を持 って い

る 。 コ ピ ヤ ー 、ワ ー ド ・プ ロセ ッサ ー 、オ フ ィス ・シス テ ムの 市 場 は 、 今 後3年 間 で50%以 上 の 伸 び

が 見 込 まれ て い る。 メ ー カ ー各 社 は形 成 され っ っ あ る 巨大 な市 場 に対 し、 積 極 的 な取 り組 み をみ せ

て い る。

Siemensは 、 国 産 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ー とな る以 前 か ら ヨー ロ ッパ最 大 の 電 話/テ レ ック ス交

換 機 、 モ デ ム 、 テ レ プ リン タ ー、 フ ァク シ ミリな どの通 信 機 器 メ ー カ ーだ っ た。 ま た 、1976年 に は 、

2-3-14表

Siemensの 業 績

1979/80 1978/79 1980/79増 減(減 少)

収 入(百 万 マル ク) 31,960 28,022 14%

純益(百 万 マルク) 633 682 (7%)

1株 当りの純益(マルク) 16.10 18.60 (13%)
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西 ドイ ツの 代 表 的 自動 タ イ プ ラ イ タ ー ・メ ー カ ーForsterを 吸 収 して ワー ド・プ ロセ ッシ ン グ市 場

に進 出 した 。 さ らに1980年 に は 、Bundespostの 新 テ レテ ッ クス網 の た め に、 ニ ュ ー ・レイ ンジ の

通 信 ワ ー ド ・プ ロセ ッサ ー を発 表 して い る。

AEG-Telefunkenも オ フ ィス市 場 に狙 い を定 めて い る。 同 社 は 、1974年 に メイ ン フ レー ム ・コ

ン ピ ュー タ事 業 子 会 社 を売 却 し た が 、最 近 に な って 、ModComp吸 収 に よ っ て ミニ コ ン事 業 の勢 力

を強 化 し て い る。 同 社 は この ほ か に、 国 内 最 大 の タ イ プ ラ イ タ ー お よ び オ フ ィス機 器 メ ー カ ーの

OlympiaWerkeを 所有 し て い る。 さ らに 、 国 内 第2位 の 電 話 交 換 機 メ ー カー 、TelefonbauU.

Normalzeit(T&N)も 傘 下 に 持 っ て い る。

「小 さい 巨人 」Nixdorfも 、将 来 の オ フ ィ ス 市 場 制 覇 に関 して 好 位 置 をキ ー プ して い る。 得 意 と

す る分 散 処 理 、 あ る い は ス モ ー ル ・ビジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タ(SBC)に 加 えて、1977年 以 降 は ワ ー

ド ・プ ロセ ッ シ ン グ ・シ ス テ ム や8811"DataTelephone"も 販 売 して い る 。8811は マ イ ク ロプ ロ

セ ッサ ー制 御 の イ ンテ リジ ェ ン ト電 話 ハ ン ドセ ッ トで 、 コ ン ピ ュ ー タ制 御 のPABXで の み可 能 に な

る高 度 な機 能 を備 えて い る。

西 ドィ ッ の連 邦 政 府 も、産 業 と して の オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの 重 要 性 を指 摘 して お り、 デ

ー タ処 理 以 上 の 関心 を寄 せ て い る。

西 ドイ ツ の コ ン ピュ ー タ市 場 は 、 そ の 規 模 に お い て ア メ リカ、 日本 に っ い で世 界 第3位 を誇 る。

Dieb・ldDeutschlandの 調 査 に よ れ ば 、1980年1月 現 在 の 設 置 ベ ー ス は 、 ① 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ

2-3-15表 西 ドイ ツの コ ン ピ ュー タ設置 状 況

(1)設 置 台 数

汎 用

コ ン ピ ュー タ

①

伸 び 率

(%)

プ ロセ ス

お よ び

ミニ コ ン

②

伸 び 率

(%)

オ フ コ ン/

SBC/イ ン

テ リジ ェ ン ト ・

タ ー ミナ ル ③

伸 び 率

(%)
合 計

伸 び 率

(%)

1979年1月 20,576

15

21,811

35

128,669

21
171,056

22
1980年1月 23,712 29,551 155,487 208,750

(2)設 置金 額(百 万 ドイ ツ ・マ ル ク)

①
伸 び 率

(%)
②

伸 び 率

(%)
③

伸 び 率

(%)
合 計

伸 び 率

(%)

1979年1月 25,386.3
10

3,613.8
17

6,783.6
15

35,786
12

1980年1月 27,988.1 4,212.8 7,777.5 39,978

(注)

① 価 格 幅5万DM-一 ・800DM以 上

② 価 格 幅2万5,000DM・-200万DM

③ 価 格 幅2万5,000DM・-50万DM

出 所:DieboldDeutschland
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2万4,000台 、② プ ・セ ス ・コ ン ピ ュー タお よ び ミニ コ ン3万 台 、③ スモ ール ・ビジネ ス ・コ ン ピ ュ

ー タ(SBC)お よ び イ ン テ リジ
ェ ン ト ・ター ミナ ル15万5,000台 に達 す る。 これ らの総 設 置 金 額 は 、

400億 ドイ ツ ・マル ク に もな る。

2-3-15表 は西 ドィ ッの コ ン ピ ュー タ設 置 状 況 を み た もの 、 ま た 、2-3-16表 は 市 場 を メー

カ ー別 に み た もの で あ る。

西 ドィ ッ の コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス 市 場 の概 要 は 、2-3-17表 に示 した とお りで あ る。 西 ドイ

ツ の ソ フ トウ ェ アや情 報 処 理 サ ー ビス は質 の点 で は か な り高 い が 、人 件 費 が 高 い た め 、労 働 集 約 的

な ソ フ トウ ェ ア開 発 な どで は 、 国 際 競 争 力 が劣 る と い うハ ンデ を持 って い る。西 ドイ ツ の ソ フ トウ

ェ ア 会 社 で 世 界 的 に 成 功 して い るの は 、DBMSパ ッケ ー ジ、ADABASを 販 売 して い るSoftware

A.G.(本 社=ダ ル ム ス タ ッ ト)の み とい うの は 、 この ため とい って もい い だ ろ う。

2-3-16表 西 ドイツ の主 要 コ ン ピュ ー タ ・メ ー カー の設 置 状 況

1979年 西 独 内 設 置 ベ ー ス(台 数)

メ ー カ ー 名
DP売 上

(百 万 ドイ ツ

・マ ル ク)

汎 用

コ ンピ ュー タ

プ ロ セ ス/

ミ ニ コ ン

SBC/イ ン

テ リ ジ ェ ン ト

・ タ ー ミ ナ ル

合 計

設 置 金 額

(百 万 ド イ ツ

・マ ル ク)

IBM 4,420 8,145 770 3,420 12,335 15,299.8

Siemens 1,420 1,489 4,329 1,110 6,928 6,915.4

SperryUnWac 280 815 790 132 1,737 2,374.5

CII-HB 298 1,621 481 一 2,102 2,043.7

CDC 248 117 37
・一 155 455.1

NCR 388 746 一 5,705 6,451 428.3

ICL 140 544 一 2,130 2,674 362.5

Burroughs 70 84 一 1,050 1,134 199.4

出所:DieboldDeutschland

2-3-17表 西 ドイ ツの コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス

1976(百 万 ドル) 1977(百 万 ドル) 1976～1977の 成 長 率 1978(百 万 ドル)
***

1982(百 万 ドル)

*

RCS

イ ン タ

ラ クテ ィブ
15.0 16.7 11% 19 33

リモ ー ト ・

バ ッ チ
70.0 81.3 16% 94 159

バ ッ チ 242 270 12% 302 475

そ の 他⇔ 128 167 30% 217 287

合 計 455 535 18% 6321 954

*RCS:リ モ ー ト ・コ ン ピュ ーテ ィン グ ・サ ー ビス

**そ の他:ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ツお よ び プ ロフ ェ ッ シ ョナル ・サー ビス

***:1982年 は予 測(イ ン フ レ ・フ ァ ク ターは考 慮 に入 れ て いな い)

出 所:Input
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第1章 わが国のコンピュータ産業政策

および情報処理産業政策

1法 律

わが国における情報産業の振興 を図 る法制は、3-1-1図 のよ うな変遷 を経 ている。

(1)特 定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)

1956年 に制定 された 「機械工業振興臨時措置法」(機根法)お よび1957年 に制定された 「電子工業

振興臨時措置法」は、1950年 代半 ばからのわが国電子機械工業の発展の大 きな支柱であったという

ことができる。この両法は、1970年 代の資本自由化その他の内外経済情勢の変化 に対応するため、

1971年 より一本化 されて 「特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法」(機電法)と なった。

3-i-1図 情 報産 業 振興 法 の系 譜

機械工業振興臨時措置法

(横 張 法)
特定電子工業 および

特定機械工業

振興臨時措置法

(機電法)

特定機械情報

産業振興臨時

措置法

(機情法)

[=====コ[======]

(一 次)

(二 次)

電子工業振興臨時措置法

(電 振 法)

〔特定機械工業振興〕

〔特定電子工業振興〕

〔特定機械 工業振興〕

〔特定電子工業振興〕

〔ソフトウェア業振興〕

情報処理振興事業協会等 に関する法律

1
〔ソフ トウェア開発促進〕

〔情報処理サー ビス業等育成〕

'55 '60 '65 '70 ,75 '80 '85
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機電法によって振興対象とされた機種は、電子工業で37種 、機械工業で58種 、合計95種 におよんで

お り、それぞれの高度化計画が策定 され、高度化資金の確保等により、その目標 を達成するよう努

力が払われてきた。これ らの努力もあって、機械情報産業全体 としての技術 レベルは向上 し、多く

の分野で電子技術の機械への応用(機 電一体化)な ど高度化が図 られた。

しかし、

① 技術先端機器分野における技術水準はなお十分ではなく、また総 じて経営力も脆弱 な状況 に

あり、 これらの克服が肝要となっていること

② 一部の電子部品等の分野では近隣発展途上国の追い上 げを受けつつあり、 これ1こ対応 して、

品質、性能の向上等の合理化努力をいっそう図 らなければな らなくなっていること

③ わが国機械情報産業においては、ソフトウェア面での技術の遅 れが特に大 きく、今後、広範

な分野で複合化 ・システム化された機器の供給が求められていくことを考慮す ると、ソフ ト機能

の中核的担 い手である産業の育成が急務 となっていること

等、機械情報産業は依然 として種々の課題 をかかえている。

1978年 に、機電法の期限切れを受けて判定された 「特定機械情報産業振興臨時措置法」(機 情法)

は、・以上のような課題 に応 えようとするものである。

機情法は生産技術の向上、生産の合理化などを促進するため、基本的には機電法の体系 ・措置 を

引 き継いでおり、特定の業種について

① 高度化計画を策定 し

② その目標実現のために所要資金の確保、税制上の措置 を講ずる ほか

③ 規格の制限など共同行為の指示をし

④ 大規模 な事業の開始 などに対す る勧告を行 う

としている。

一方、機雪濠 とは次のような相違点がある。

① 振興の対象 としてソフ トウェア業を加えるとともに、電子工業、機械工業、ソフ トウェア業

相互の依存関係 を強調 したこと

② 機械 にかかわる指定要件 を一部変更 したこと

③ 合併促進税制に代 えて、新たに複合機械器具 に関する普及促進のための税制措置 を講ずるよ

う努める旨の規定を定めたこと

なお、特定機械産業ごとに定める高度化計画は、1978年12月 に89業種について、ソフ トウェア業

を含む62本 が定められ、告示 された。

(2)情 報処理振興事業協会等に関する法律(情 振法)

コンピュータのハー ドウェアと並 んで、わが国の情報化の進展 を進めてい く上で、ソフトウェア
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面での振興 を図 ることが急務であることが認識 され、ソフ トウェアの開発、流通の促進および情報

処理サービス業等の育成のため、特に資金面での特別措置が要求されたことを受けて、1970年に「情

報処理振興事業協会等 に関する法律」(情張法)が 制定 されている。

同法においては、汎用プログラムの委託開発、買い取 りおよび貸 し付 け、情報処理サービス業(情

報提供サービス菜箸 を含む)の 業務の高度化 に必要な資金等 にかかる債務保証等 を業務とする 「情

報処理振興事業協会」 を設立す るとともに、コンピュータの利用促進および汎用プログラムの開発

促進 に関する 「電子計算機利用高度化計画」の策定、「プログラム調査簿」の作成、「情報処理技術者

試験」の実施等 にっ き規定 している。

なお、第3次 の電子計算機利用高度化計画は、1981年6月 、1985年 度末 を目標に情報処理振興審

議会の了承 を得て告示 されている。

2審 議 会 にお け る方 向づ け(ビ ジ ョン)

わが国の情報化促進および情報産業の振興 を図るため、政府のとるべ き施策の方向については、

電子工業審議会、産業構造審議会情報産業部会によって、次のよ うな諸答申が行われている(3-

1-1表 参照)。

3-1-1表

審 議 会 に お ける方 向

づ け

○電子工業審議会

1966年3月 「電子計算機工業の国際競争力強化のための施策 に関 する諮 問に対 す

る答申」

O産 業構造審議会情報産業部会
「情報処理および情報処理産業の発展 のための施策に関する中間答申

」
一 コンピュータ リゼー ションを中核 として情報化の推進

「情報処理および情報処理産業の発展 のための施策に関する答申
」

情報化社会 の扉 を叩こ う
「産業の情報化 に関す る中間答申

」

企業行動 における情報処理 の高度化 を通 じて知識集約化の推進 を

「情報産業部会 中間答申
」

一 産業分野の情報化により社会 ・生活分野の情報化へ

「昭和60年 度 におけるわが国の情報化及び情報産業の計量予測
」

-1974年9月 中間答申を うけた情報化及び情報産業の定量的把握

「情報産業部会 中間答申」

-80年 代の情報化及 び情報産業の在 り方並 びにこれ らに対する施策

の在 り方

「情報産業部会 答申」

-80年 代の情報化 及び情報産業の在 り方並 びにこれ らに対す る施策

の在 り方
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これらの答申の中で基本的なものは、電子計算機産業につき根幹的な路線 を引いた1960年 答申、

情報処理振興事業協会の設立をターゲットとし、情報処理および情報処理産業の強化 をうたった19

69年 答申、自由化後の新たな情報化 ・情報産業の展望 を示 した1974年 答申、そして1980年 代の新た

な情報化 ・情報産業の展望を示 した1981年 答申である。

3コ ンピュータ産業および情報処理産業の振興

A予 算

(1)次 世 代 電 子 計 算 機 用 基 本 技 術 の 開発 促 進(予 算)

コ ンピュー タ業 界 の リー ダー で あ るIBMは 、1979年 初 頭 、 次期 シ ス テ ム(FutureSystem:FS)

の は し り とい わ れ る4300プ ロ セ ッサ ー(Eシ リー ズ)を 発 表 し、 す で に 出荷 も行 っ て い る。

また 、1980年 秋 に は本 格 的 なFSと い わ れ、 従 来 機 種 に比 べ コ ス ト ・パ フ ォー マ ンス が格 段 に向

上 した 大 型 新 機 種3081(Hシ リー ズ)が 発 表 され 、 電 子 計 算 機 も い よ い よ 、 現在 の 第3.5世 代 か ら

第4世 代 へ と突 入 した'。

こ の よ うな情 勢 に あ っ て、 わ が 国 に お』い て も 、第4世 代 電 子 計 算 機 シ ス テ ム の 開発 の 緊 急性 が 一

段 と高 ま っ て い る。

第4世 代 機 のハ ー ドウ ェ ア 面 で の技 術 的 中核 とな るの は、 現 在 のLSI(大 規 模 集 積 回 路)を さ

らに 高密 度 ・高速 度 化 した超LSIで あ る が、 これ は ソ フ トウ ェ ア技 術 よ り も先 行 して開 発 す る必

要 が あ る た め 、 す で に1976年 度 よ り4カ 年 計 画 で 開発 を行 っ て い る。 な お、 研 究 開発 は順 調 に進 ん

で お り、1979年 度 を も っ て 当初 予 定 ど お り終 了 した 。

し か し、第4世 代 機 で はハ ー ドウ ェ ア面 の み な らず 、ソフ トウ ェ ア面 で も従 来 に な い きわめ て 画期

的 な 薪機 能 が要 求 さ れ る もの とみ られ る が、 従 来 か ら わ が国 の ソ フ トウ ェ ア技 術 は ハ ー ドウ ェ ア以

上 に外 国 と の格 差 が大 きい とい わ れて お り、 ネ ッ トワ ー ク管 理 技 術 、超 高 級 言 語 処 理 技 術 等 の基 本

ソ フ トウ ェ ア(オ ペ レー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム:OS)技 術 を緊 急 に 開 発 す る 必要 が あ る。

さ らに 、 次 世 代 に お い ては マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェ ー ス が 改 善 され た、 使 いや す い コ ン ピ ュ ー

タ ・シ ス テ・ム が必 要 と さ れ る が、 この た め には 日本 語 によ る入 出 力 等 を可 能 とす る高性 能 新周 辺 端

末 装 置 技 術 も併 せ て 開発 す る こ とが 必要 で あ る。

こ の た め 、1979年 度 か ら1983年 度 まで の5カ 年 計 画 で 総額470億 円 の 研 究 開発 資 金 を投 じ、一 本 化

した研 究 組 合 体 制(電 子 計 算 機 基 本 技 術 研 究 組 合)の 下 で 、 基 本 ソ フ トウ ェ ア(OS)技 術 お よ び

新周 辺 端 末 装 置 技 術 を開発 す る こ と と し、 こ れ に対 し50%の 補 助 を行 う。 な お 、 計 画3年 目 に当 た

る1981年 度 は 、 引 き続 き開発 をい っ そ う強 力 に推 進 す る(3-1-2表 参 照)。
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3-1-2表' (単位:百 万円)

年度
項 目

1976 1977 1978 1979 1980 1981

電子計算機開発促進費補助金

①次世代電子計算機用大規模集
積回路開発促進費補助金

②次世代電子計算機用基本技術
の開発促進

{
基本 ソフ トウェア(OS)

新周辺端末装置

3,500

3,500

一

8,640

8,640

一

10,052

10,052

一

8,606

6,906

1,700

(1,450)

(250)

5,785

-

5,785

(4,910)

(875)

6,200

-

6,200

(5,150)

(LO50)

(2)情 報処理振興事業協会運営費補助

情報処理振興事業協会(以 下IPAと いう)は 、電子計算機利用の高度化など情報処理の振興を

図るため、プログラムの開発および利用の促進、情報処理サービス企業等の助成を行 う機関として、

「情報処理振興事業協会等に関する法律」 に基づ き1970年10月1日 に設立 された、情報処理の振興

という分野における唯一の国家機関である。

IPAの 事業運営の基盤は、政府および民間の出資金、民間の出損金、政府補助金 および自己収

入から構成 されており(3-1-2図 参照)、 主な事業内容は以下のとおりである。

① プログラムの開発事業 ・

わが国の情報化は、近年急速 に発展 しっっあるが、ハー ドウェア面での著 しい技術革新に比 し、

ソフ トウェアの面では、いまだに欧米諸国に大 きく立ち遅れているのが現状である。

そこでIPAは 、このような情勢に対処 し、わが国の健全な情報化を図るため、

(イ開 発を特 に促進する必要があり(先 進的)

(ロ)開発の成果が事業活動に広 く用いられると認め られ(汎 用的)

い)企業等が自ら開発することが困難(非 採算的)

なプログラムを公募 し、民間企業等 に委託開発 している。

この事業は、わが国のプログラム開発の技術水準を向上 させ るとともに、開 発 されたこれらの

プログラムを普及 させることにより、電子計算機の利用水準の向上およびソフ トウェアの高度化と

流通市場の形成を図るという重要な役割をもつもので、1980年 度末までに110テ ーマのプログラ

ムを完成 している。

② プログラムの普及事業

IPAが 委託開発 したプログラムの権利は、原則 としてIPAに 帰属するが、本事業の目的は、

IPAが 保有するこれらのプログラムを積極的に有料で貸 し付 け、または販売することによって

重複投資を避け、プログラムの利用を促進することである。

従来、わが国では、ソフ トウェアのよ うに目に見 えない無形財産に対す る価値 が確立されてお

らず、ソフ トウェアはハー ドウェアに付属 してメーカーが無償でサービスを行 うべ きものである
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3-1-2図 情報処理振興事業協 会の事業運営の しくみ(1981年 度)

出 資金 及び出指金

10.3億 円

↓ /

国

出 資金

10、5億 円 補 助 金

26.58億 円(27.81億 円)

↓

資金 運 用部

(金融債 引受)

50億 円(50億 円)

＼,

情 報 処 理 振 興 協 会 自 己 収 入7.15億 円

(IPA)(5.95億 円)

長 期 信 用 銀 行(3

Ψ

プ ロ グ ラム 開 発 費

融 資50億 円

13.51億 円(12.01億 円)

9.70億 円(1672億 円)

1.40億 円(0)

3.95億 円(0)

5.17億 円(5.03億 円)
＼

(5

/

信 用 基 金

20.8億 円

開 発 振 興 事 業

33.73億 円(33.76億 円)

＼

v

債 務 保 証(1)特 定 プ ログ ラム開発

枠208億 円(2)ソ フ トウェア生 産技術 開発

(残高 ベ ース)(3)ソ フ トウ
ェ ア保 守技術 開発

(4)先 進 的情報 処理 技術 開発促 進

(5)そ の他(プ ログ ラム普及 、調査 等)

/

/＼
情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 、 ソ フ トウ ェ ア 業 、 一 般 企 業

(3行)

(50億 円)

とい うユ ーザ ー の感 覚 や 、 コ ンサ ル テ ィ ン グの よ う な無形 の 技 術 提 供 に は 金 を出 し惜 しむ傾 向 が

あ る。

この よ うな傾 向 は 、IBMの よ う に、 ハ ー ドウェ ア とソ フ トウェ ア を分 離 し、 それ ぞ れ に対 価

を設 定 す る どし"・うア ンバ ン ドリン グ の 推 進 に よ り、 徐 々 に変 わ って きて い るが 、 い まだ ソ フ トウ

ェ ア に正 当 な評価 が な さ れて い な い き らい が あ る。

そ こ で 、 この 事 業 で は プ ロ グ ラム の 流 通 を促 進 す る こ と によ り、 プ ロ グ ラ ム に対 す る一 般 的 な

評 価 が 行 われ る体 制 を確 立 す る と と も に,そ の 売 買 を通 じて の 対 価 支 払 の慣 習 をつ く り、 さ ら に

健 全 な流 通 市 場 を形 成 す るこ と を 目的 と して い る 。
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③ 信用保証事業

コンピュータの普及とその利用分野の拡大 に伴 い、情報処理専門企業はもちろん一般企業にお

いても、各種のソフ トウェアが開発 され、 また、情報処理業務の高度化のための多くのプロジェ

ク トが企画され、実施 されてきてお り、それらの開発資金等、運転資金の需要が増加 している。

一方、これらの資金の調達については、当該企業が一般に担保力に乏 しいため、通常の市中金

融 を通 じての調達 が必ず しも十分に行われているといえないのが実情である。

このtgめ 、通商産業省において、1970年 度から 「情報処理振興金融措置」により、長期信用銀

行3行 を窓口金融機関 として、長期 、低利の金融のための措置が講 じられているが、IPAは 、

この制度に基づ き通商産業省が推せんをしたプロジェク ト資金の借入れにっいて、その企業に対

する信用保証を行っている。

IPAの 行 う債務保証の対象 となる借入れは、おおむね次のとおりである。

(イ)情 報処理サービス業者またはソフ トウェア業者が電子計算機の導入、プログラムの開発、

その他業務または技術の改善および向上のために行 う金融機関か らの資金借入れ

(ロ)一 般ユーザー等が事業活動の効率化に寄与するプログラムの開発のために行 う金融機関か

らの資金借入れ

④ 汎用プログラムの登録事業

プログラムの流通促進および汎用プログラム開発準備金制度の円滑化に資するための汎用プロ

グラムの登録であり、1980年 度末現在で、1,243本 のプログラムおよび220本 のサブプログラムが

登録 され、汎用プログラム登録簿 により広 く閲覧 に供 されている。

⑤ 特別開発事業

近年、情報処理コス トに占めるソフ トウェア関連費用の割合が著 しく上昇 してきてお り、期待

される電子計算機利用による情報処理の高度化、多様化を進める上で大 きな制約条件となってい

る。そこで、このような事態に対処するため、1976年 度から、6カ 年計画で 「ソフ トウェア生産

技術開発計画」の委託開発を推進 して きた。

この事業は、電子計算機によるソフ トウェアの自動的な編集、作成システムを開発しようとす

るもので、これによりソフ トウェアの生産方法を近代化、合理化し、国産ソフ トウェアの生産性

と信頼性を飛躍的に向上 させることを目的 としている。

また、1981年 度より、5カ 年計画の大規模 プロジェク トとして、新たに 「ソフ トウェア保守技

術開発計画」に着手 し、増大す るソフ トウェアの保寺 コス ト(現 在ソフ トウェア ・コス、トの うち

約7割 が保守コス トといわれている)の 低減 を目指 して、ソフ トウェア保守作業の合理化、自動

化を目的とする総合的システムの開発を、情報処理企業の総力を挙げて行 うものである。本 プロ

ジェク トによ り、現在飛躍的に増大 しつつある保守コス トの大幅な低減が可能 となり、現存する
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膨大なソフ トウェア資産の有効利用および長寿命化が期待 される。

⑥ 先進的情報処理技術の開発促進事業

1981年 度 より、IPAの 中に技術センターを設置 し、研究機関等における基礎的 ・先進的情報

処理技術の研究開発の成果 を、具体的分野に応用するための複合的研究開発を実施することとし、

情報処理企業、コンピュータ ・メーカー、コンピュータ ・ユーザー、研究機関等、さまざまな組

織か らなるア ドホックなプロジェク ト・チームによって研究開発 を推進する。

本プロジェクトにより、パター ン情報処理技術等の先進的情報処理技術が、具体的分野に応用

され、当該分野 における情報処理の飛躍的向上が期待 される。

⑦ 調査事業

特定 プログラムの開発および普及の促進に資するためのプログラム需要動向、ソフ トウェア開

発、流通等に関する調査分析 を行 う需要動向調査、電子計算機の運用技術の向上を図るための電

子計算機利用技術の高度化調査、さらに情報処理産業 における資金需要、経営実態を把握するた

めの調査 ・分析等を行っている。

B財 政投融資

(1)電 子計算機振興のための開銀融資(財 投)

① 日本電子計算機㈱ に対する開銀融資

IBMの 新機種発表等 を契機 としていよいよ電子計算機 も新 しい世代(第4世 代)へ 移行 しっ

っあるが、この第4世 代においては、ハー ドウェアの性能価格比が著 しく向上するため、従来に

も増 して厳 しい販売競争 が展開されることが不可避である。

このような状況下で、国産電算機メーカーの販売力を強化 し、わが国電算機産業の長期的発展

基盤を確保するため、共同 レンタル会社である日本電子計算機㈱(JECC)に 対 し特利による

開銀融資を継続する。

② 電算機産業構造改善のための開銀融資

国産電算機メーカーの設備投資に対 し安定 した資金 を供給することにより、設備の増強、近代

化等を進め生産能力を高めるとともに、その体制整備 を促進するため開銀融資を行 う。

(2)情 報処理振興対策

① ソフ トウェア開発、情報処理技術者育成のための開銀融資

わが国のソフ トウェア開発の強化 および情報処理技術者の育成 を図 るため、ソフ トウェア開発

に資する設備および情報処理技術者の教育研修設備 に対 し、開銀融資を行 う。

② 情報処理 システム化促進のための開銀融資

今後とも、いっそう充実が望まれるオンライン利用システムおよび医療、交通、防災、生活、



76第3部 情報産業政策

3-1-3表
(単位:億 円)

年 度項 目 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

日本電子計算機㈱ の レンタル

資金確保のための開銀融資
325 460 470

520 560 500 480 460

電 振 の
子 興 開
計 の 銀
算 た融
機 め資

電子計算機産業の構造改善の
ための開銀融金

そ の 他

枠 のうち
同左 同左

情
報処

理
振
興
対
策

ソフ トウェア開発 ・情報処理

技術者育成 のための開銀融資
そ の 他

枠の うち
同左 同左

情報処理 システ ム化促進等 の
ための開銀融資

そ の 他

枠の うち
同左 同左 同左

電子計算機 システム安全対策
促進のための貸付制度

(中小公庫) 25 30 30

情 報 処 理 振 興 金 融 措 置 90 120 130 110 80 70 50 50

労働、環境等の諸問題の解決 に資する社会性の高いシステムの導入等に必要 な設備資金につき開

銀融資を行 う。

(3)情 報処理金融措置

情報処理金融措置は、資金運用部の金融債引き受 けを見返 りとして、長期信用銀行3行 が通産省

の推薦に基づ き、プログラムの開発に必要 な資金および情報処理サービス業等の業務の高度化に必

要 な資金の融資を行 うものである。

4技 術 開発の促進

(1)科 学 技 術 用 高 速計 算 シス テ ム の 開 発(大 型 プ ロ ジ ェ ク ト)

科 学 技 術 の 面 で は 、 人 工 衛 星 か ら送 られ る画 像 の 高 速 処 理 、核 融 合 炉 の シ ミュ レー シ ョ ン、 気 象

解 析 等 で 、超 高 速 計 算 が 強 く望 ま れ て い る。 現 行 の 電 子 計 算機 で は 処 理 で きな い これ らの科 学 技 術

計 算 を 、現 実 的 に意 味 の あ る時 間 内 で処 理 す るた め に は 、 現 在 の汎 用 電 子 計 算 機 に比 べ 千倍 以 上 高

速 の100億FLOPS(FloatingOperationPerSecond)以 上 の 性 能 を持 つ計 算 機 が 必 要 で あ り、

これ に よ つ て 産 業 技 術 お よ び 諸科 学 の 地 平 を広 げ る こ とが 可能 に な る。

しか し、 現 在 の 技 術 で は 素 子 お よ び処 理 方 式 に限 界 が あ り、 こ う した 高 速 計 算 シス テ ム を実 現 す

る こ と が で き な い。 こ れ を打 破 す る た め に は 、

(1)素 子 と して は 従 来 の シ リ コ ン素 子 に か わ る ジ ョセ ブ ソ ン接 合 素子(JJ素 子)、高 電 子 移 動 トラ ンジ

ス タ(HEMT)、 ガ リ ウ ム砒 素 電 界効 果 トラ ンジ ス タ(GaAaFET)

(2)処理 方 式 と し て は従 来 の逐 次処 理 方 式 に か わ り、基 本 プ ロ セ ッサ ー を多数 配 置 し、 そ れ ら を同 時

に動 作 させ る並 列 処 理 方 式

が特 に重 要 と考 え られ、 本 プ ロ ジェ ク トで は上 記 項 目 につ い て研 究 開発 を実施 し、科 学 技 術 用 高 速
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3-1-4表 (単位:百 万 円)

年 度

項 目
1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981

科学技 術 用高速 計算 システム
(開発研究費)

1,627 2,184 3,370 3,390 2,916 2,514 2,803 1,846 30

3-1-5表 (単位:百 万円)

年 度

項 目
1979 1980 1981

光応用計測制御 システム開発研究費(大 型 プロジェク ト)
51 927 2,418

計算 システムを実施する(1981年 ～1988年 度、230億 円予定)。

(2)光 応用計測制御システムの開発(大 型プロジェク ト)

産業プラントにおける情報の計測、制御は現在電気信号 を用いて行われているが、これをより安

全かつ高品質で、 しかも現在のシステムでは困難な画像情報の処理が可能な光伝送路、光センサー

等 を用いて行 うシステムを開発する(1979年 一一1986年度、200億 円予定)。

5社 会 システムの開発

(1)ヘ ル スケ ア`ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム の 開 発

わ が 国 の医 療 分 野 で は診 療 体 制 の 不備 、医 療 の 地 域 格 差 、 救 急 医 療 体 制 の 不 備 、 総 医 療 費 の増 大

等 多 くの 問 題 を生 じて い る。 こ れ らの 問 題 を解 決 す るた め には 、 コ ン ピ ュ ー タ技 術 と医 用 機 器 技 術

を活 用 した 医療 情 報 シ ス テ ム の 開発 が有効 で あ る。

こ の た め 、1978年 度 か ら6カ 年 計 画 で病 院 、診 療 所 、健 診 ・検 査 セ ンタ ー等 の医 療 機 関 を結 び、

高 度医 療 情 報 の共 同 利 用 、 健 康 管 理 デ ー タ の一 元 的利 用 、 高 度 医 療 資 源 の 共 同 利 用 等 を図 り、 地 域

'全 体 の 医 療 の 高 度 化
、 合 理 化 を実 現 す るた め の 「ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワ ー ク ・.シス テ ム」 の 開 発 に

取 り組 ん で い る。

1981年 度 に お い て も 、前 年 度 に 引 き続 き、基 本 ネ ッ トワー クの 開 発 お よ び臨 床 検 査 シ ス テ ム等 の

ア プ リケ ー シ ョ ンの 開発 を進 め る。

(2)代 替 エ ネ ル ギ ー利 用 型 コ ミュ ニ テ ィ ・エ ネル ギ ー ・シ ス テ ム の 調 査 研 究

現 下 の エ ネ ル ギ ー需 給 動 向 に か ん がみ 、 都 市 に お い て も省 エ ネ ル ギ ー を推 進 し な け れ ば な ら な い

が 、 その ため に は 、 エ ネ ル ギ ー の 生 産 か ら消 費 に 至 る ま で を一 貫 した シ ス テ ム と して と ら え、 トー

タル と して省 エ ネ ルギ ー化 を図 る必 要 が あ る。

こ う した観 点 か ら、 本 事 業 は 、1978、79年 度 に お い て 、 「地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン ター(CEC)」

「都 市 シス テ ム集 積 回 路(IUC)」 「家 庭 端 末 」の3つ の主 なサ ブ シ ス テ ム か ら構 成 され る「省 エ ネ ル ギ
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3-1-6表

3-1-7表

(単位:百 万円)

年 度
項 目

1978 1979 1980 1981

ヘ ル ス ケ ァ ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの開 発 費 192 191 222 222

(単位:百 万円)

年 度項 目 1978 1979 1980 1981

省 エ ネ ル ギ ー都 市機械 システ ム開発 調査 費 9 9 一 一

代替 エ ネル ギ ー利用 型 コ ミュニテ ィ ・エ ネ ルギ
ー ・シ ステ ム開 発計 画 調査 委 託 費 一 一 42 45

一都 市 機 械 シ ス テ ム」 に つ い て
、 そ の フ ィー ジ ビ リテ ィ等 につ き調 査 研 究 を行 っ た 。

1980、81年 度 に お い て は 、上 記 の 成 果 を踏 ま えて 、さ らに代 替 エ ネ ル ギ ー 移 行 の観 点 か ら、石 炭 を一

次 エ ネ ル ギ ー 源 とす る 「代 替 エ ネ ルギ ー利 用 型 コ ミュニ テ ィ ・エ ネ ル ギ ー ・シ ス テ ム」 に関 す る調

査 研 究 を行 う。

1978、79年 度:一 般 会 計 「省 エ ネ ルギ ー 都 市 機 械 シス テ ム の た め の 調 査 研 究 」

1980、81年 度:石 炭 な ら び に石 油 お よび 石 油 代 替 エ ネ ル ギ ー対 策 特 別 会 計

6情 報化の基盤整備

(1)電 子計算機 システム安全対策の推進

電子計算機による情報処理が高度化 し、企業活動、社会活動等の高度化に大 きな効果を生んでい

るが、一方では、データ漏洩 ・火災 ・地震等 によるデータの破損等による経済社会活動の停滞、プ

ライバシーの侵害等、社会に悪影響 を及ぼす危険性 も増大する傾向にある。

このため、すでに1974年9月 の産業構造審議会情報産業部会中間答申において、情報化に伴 う副

次的マイナス効果の除去 とい う観点からマニュアルの作成等の安全対策面での施策の充実の必要性

が指摘された。また1976年2月 には、自治省から地方公共団体に対 し、地方公共団体がデータ処理

を外部 に委託する場合には、機密保護対策を行わせること等を指示内容 とする通達が出 されるなど、

わが国においても情報処理 における安全対策の充実を求める気運が高まってきた。

そこで通商産業省としても、今後の情報処理の健全な発展 を図るために、以下のような施策を講

じている。

① 安全対策基準の策定

前述の産業構造審議会情報産業部会中間答 申の指摘 を受 けて、省内にコンピュータ ・システム安

全対策委員会を設置 し、1975年 度 および1976年 度の2年 度 にわたって安全対策基準の検討を進めて

きたが、1977年4月 に 「電子計算機 システム安全対策基準」 を策定 し公表 した。
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本基準は、電子計算機利用者に対するわが国初の安全基準に係わる指針であり、電子計算機利用

者 が安全対策を講ずるに当たってのチェ ック基準 となるものである。

② 情報処理サービス業電子計算機 システム安全対策実施事業所認定制度

情報処理サービス企業は、他人のデー タを預 り、電子計算機処理するという機能 を特っているの

で、電子計算機が事故で停止 したり、機密データが漏洩 した りす ると、他人の財産の喪失や他人の

経済活動の停滞をもたらす とともに電子計算機利用への信頼を損 なう結果になる。

このため、情報処理サービス企業の安全対策水準の向上を図ることにより、わが国情報化および

情報処理サービス業の健全な発展 を図 ることを目的として、電子計算機システムに関 して一定の安

全対策を実施 している事業所 を通商産業大臣が認定する 「情報処理サービス業電子計算機システム

安全対策実施事業所認定制度」を1981年7月20日 に創設 した。

本制度は、情報処理サービス事業者が、まず、指定検査機関(財 騰械電子検査検定協会)に よる

設備に関連する検査 を受け、その検査結果に基づき交付 される検査書を添付 して通商産業局に申請

する。通商産業局は、運用に関する事項 にっいて書面審査ならびに必要に応 じて実地調査を行 う。

通商産業大臣は、この申請に基づ き通商産業省に設けられる情報処理サービス業電子計算機 シス

テム安全対策認定委員会の意見を聞いて認定を行い、認定証 を交付す るとともに公表する。

認定の有効期間は3年 間 としているが、その間、毎年6月 末 までに通商産業大臣に安全対策に関

する報告書を提出することになっている。

なお、本制度による申請の受付は、1981年11月 からになるもの と思 われる。

(2)情 報処理実態調査

わが国の情報処理の実態 を継続的かつ体系的に把握 し、情報処理振興対策の前提 となる基礎資料

の整備を行 うため本調査 を実施する。

3-1-8表 (単位:百 万 円)

項 目 1979年 度 1980年 度 1981年 度

(1)情 報処理サー ビス業安全対策 0 2 2

② 情報処理実態調査 16 16 14

(3)電 子計算機納入下取調査 5 5 5

(4)業 種別 システ ム化調査 2 2 2

㈲ 情報処理技術者試験 62 68 84

⑥ 情報処理技術者の総合調査 2 2 2

(7}情 報処理サ ービス企業等台帳 1 1 1

(8}情 報化週間の実施 0.4 0.4 0.4

(9)ソ フ トウ ェ アの安 全 対 策 0.7 0.7 0.7

(10ソ フ トウェ アの法 的 保護 6 6 5

(11)プ ログ ラム調査 簿 の 作成 2 2 2

(1力 商工会議所等への電子計算機導入への補助 127 190
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(3)電 子計算機納入下取調査

わが国電算機産業の振興 を図 るため、個別システムごとに機種 ・金額等を調査 し、わが国におけ

る電算機市場の動向 およびその市場構造の変化等 を把握する。

(4)業 種別システム化調査

コンピュータリゼーションの進行 に伴 い、産業の システム化が浸透 しつつあるが、このよ うな情

報化 における総合的かつ的確 な行政施策等を見出すため、「産業活動の システム化」の実態 とその動

向を調査する。

(5)情 報処理技術者試験

わが国情報化の担い手である情報処理技術者の養成、確保 を目的に、1969年 度より実施 されてい

るものである。試験は、第1種 、第2種 、特種の3種 類により成っており、1980年 度末 における合

格者数は、のべ4万8,000人 に達 している。

(6)情 報処理技術者問題総合調査

1978年 度より、情報処理技術者 にかかわる諸問題について総合的な調査 を実施 し、今後の施策へ

の結びつけを目的として広範な検討 を行っている。

(7)情 報処理サービス企業等台帳制度

わが国の情報化のいっそうの発展 と情報処理サービス企業等の健全な発展 を図 るためには、ユー

ザーが安心 して情報処理サービス企業等に発注で きる体制 を作る必要があるが、このため、1972年

度 から、情報処理サービス企業等の申告制度を設け、申告等 によって 「情報処理サービス企業尊台

3-1-9表

情報処理技術者試験

実施状況一覧表

年 度 応 募 者 受 験 者 受 験 率 合 格 者 合 格 率

1969 42,022 32,584 77.5% 2,643 8.1%

1970 34,479 23,428 67.9 2,626 11.2

1971 29,325 21,294 72.6 2,091 9.8

1972 22,961 15,793 68.8 2,922 18.5

1973 25,892 17,256 66.6 3,192 18.5

1974 27,128 18,063 66.6 2,783 15.4

1975 29,272 20,811 71.1 3,320 16.0

1976 35,061 24,682 70.4 4,195 17.0

1977 39,699 28,082 70.7 4,527 16.4

1978 47,826 33,722 70.5 5,406 16.0

1979 58,070 40,755 70.2 6,858 16.8

1980 68,777 47,774 69.5 7,427 15.5

計 460,512 324,244 70.4 47,990 14.8
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帳総覧」 を作成 し、ユーザーの発注の際の選択の便に供することとしている。

(8)情 報化週間の実施

情報化の進展 とともに、今後市民が1青報化の利便 を受ける機会はますます多 くなることが予想 さ

れ、社会の情報化はその対象地域 を問わず、さらに急速 に進展 していくことが予想 される。このよ

うな状況の中で、健全 な情報化 を進めていくためには、一般市民の段階か ら情報化 に対する正 しい

認識 と理解を養成 していくことが必要 となって きている。

このため、1972年 度から、毎年10月 の第1週 を 「情報化週間」 とし、情報化に関する各種行事 を

この期間中に全国的かつ集中的に実施 し、前記の目的 を達成することとしている。

(9)ソ フ トウェアの安全対策

ソフ トウェアやコンピュータ・システムの安全対策の充実に資す るため、コンピュータ・ユーザーの

安全対策の実施状況 を調査するとともに、1977年 度に公表 した「電子計算機システム安全対策基準」

の見直 し等の検討 を行 う。

㈹ ソフ トウェアの法的保護

ソフ トウェアの流通対策として、 ソフ トウェアの法的保護の方法につ き調査研究 を行 うとともに、

.システムの信頼性 、安全性、効率性 を合理的にチェックし健全な情報化社会 を実現するためのシス

テム監査に関 し調査研究 を行 う。

㈲ プログラム調査簿の作成

プログラムに対する重複投資 をできるだけ避 け、プログラムの円滑 な流通 を促進するため、コン

ピュータ ・ユーザー等が保有 しているプログラムの うち特に円滑 な流通 を図 る必要があると認めら

れるものを収録 したプログラム調査簿 を作成 し、これを一般の閲覧 に供する。

(吻 商工会議所等への電子計算機導入の補助

中小企業の記帳機械化を促進するため、都道府県商工会連合会および商工会議所に対 して、電算

・ 機 レンタル料の一部 を補助する。

7行 政情報処理の推進

(1)省 内情報処理の推進

省内の電子計算機 による各種業務の情報処理の推進 およびタイム ・シェアリング ・システムの拡

充、政策情報 システムの開発等を行 う。

(2)政 府共通の電子計算機利用技術の開発

リソース・シェアリング ・システム、文字情報 システム等各省庁 に共通する電子計算機利用技術 の

調査研究お』よびシステム開発を推進する。
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(単位:百 万円)

3-1-10表 年 度
項 目

1979 1980

省内情報処理の推進 4,139 4,278

政府共通の電子計算機利用技術の開発 64 62

特許情報 の機械 システムの開発 13 11

特許業務 の機械 システム化促進 8 8

/

(3)特 許情報の機械検索システムの開発

(財)日本特許情報セ ンターは、内外の特許情報 をあらかじめ電算機にインプットしておき、要求

に応 じて迅速 かつ的確 に特許情報 を検索 し、提供することを主たる業務 とするものである。

(4)特 許業務の機械システム化促進

出願事務処理、審査事務処理、公報発行事務処理等の特許業務 を円滑 に進めるため、総合的な電

算機 システムの構築を目指 し、特許業務の システム化を促進する。

8税 制

(1)電 子計算機買戻損失準備金制度の延長

日本電子計算機㈱ 等を通 じてレンタルされたコンピュータがレンタルバックされた場合、電算機

メーカーに多額の買戻損失が生 じることになるが、この損失に備 え企業経理の適正化 を図るため、

1968年 に当該売上高の一定割合を準備金 として積み立てることとする本制度が創設 された。本準備

金 が実質的 には負債性の引当金的性格 を有することから、1978年 以降は過去の実績 を勘案 した額で

の積み立てが認 められるている。本制度は1981年 税制改正 において2年 間延長 された。

(2)汎 用ソフ トウェア開発準備金制度

第4世 代 システムにおける特徴は、ハー ドウェア技術の大幅革新に伴 うハー ドウェア・コス トの大

幅 ダウンと、ソフ トウェアのウエー ト急増である。

優秀なソフ トウェア技術 を有 し、市場 において優位性 を持つ企業は、ソフ トウェアの商品化によ

って来たるべ き第4世 代の時代に対応することができるものの、わが国 コンピュータ・メーカー、情

報処理企業は、技術的遅 れと"ソ フ トウェアはおまけ"と いう販売方針 により、ソフ トウェアの市

場商品化(有 償 化)を 円滑 に進ませ えない状況 にある。

このような状況 を打開し、ソフ トウェアの市場商品化慣行の確立 を図 るには、より良質のソフ ト

ウェアの開発、特に生産性の高い汎用ソフトウェアの開発 を促進することが必要である。 このため

1979年 度税制改正 において、汎用ソフ トウェア取 り引きにかかわる収入金額の40%を 限度 として無
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3-1-11表1981年 度情 報 産 業振 興 税制 改 正 一 覧

項 目 改IEの 内 容

1.電 子計算機買戻損失準備金制度

2.プ ログラム準備金制度

・2年 延長

・汎用ソフ トウェア開発 準備金 につ いて

2年 延長 積 み立て率(50%→40%)

税による準備金の積み立てを認めることとした(4年 据 え置 き、4年 均等取 り崩 し)。

なお・、1981年 度税制改正 におLいて、本制度は積み立て率 を40%に 変更して2年 間延長された。

(3)プ ログラム保証準備金制度の充実 ・

本制度は、ソフ トウェア企業の経理の健全化 を通 して経営の安定化 を図 るもので、プログラム補

修費用の事前積み立てを認めるものである。1980年度以降は補ll多賀の0 .25%を 積み立て限度とし、4

年据 え置 き、4年 均等取 り崩 しとす る。

(4)高 性能電子情報遠隔処理装置特別償却制度

特定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)に 基づく税制面での特別措置 として、工業化促進機

種に指定 されている重 要複合機械で、特 に普及を促進すべ きものについて、その設置者に初年度100

分の13の 特別償却 を認めることとしているが、1979年 度税制改正により高度な性能、機能 を有 した

オンライン電算機 システムがその対象に加 えられている。

9ソ フ トウェア振興施策 に基 づ くソフ トウェアの開発 と流通促進

わが国におけるソフ トウェア振興のための施策は、1970年 に制定された 「情報処理振興事業協会

等 に関する法律」 によってスター トしたといえる。この法律は 「電子計算機 の利用およびプログラ

ムの開発を促進 し、プログラムの流通を円滑にし、ならびに情報処理サービス業等の育成のための

措置を講ずること等によって、情報化社会の要請にこたえ、もって国民生活の向上および国民経済

の健全な発展に寄与することを目的とす る」 とい う趣旨の とおり、プログラムの開発 など流通の促

進 を含めて、情報処理振興のための施策 を体系的 に講ずるために制定されたものである。

この法律に基づいて、1970年10月1日 に設立 された情報処理振興事業協会は、特定プログラムの

委託開発、特別開発委託(ソ フ トウェア生産技術開発計画およびソフ トウェア保守技術開発計画)、

情報処理関係企業等に対する債務保証を実施す るとともに、1979年 度から汎用プログラムの登録業

務 を実施 している。

(1)特 定プログラムの委託開発

わが国の情報化はコンピュータ ・テクノロジーの活用 により急速に進展 しっっあるが、ソフ トウ

ェアについて見ると・いまだ企業内の事後処理的単純業務のソフ トウェアが中心であり、計画 ・予
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測等高度な情報処理への展開が望まれている。今後、高度福祉社会実現のため、社会や生活面に情

報処理 システムを積極的に組み込んでい くことが必要であるが、これ らの分野のソフトウェアは経

済的 ・技術的 リスクが大 きいため民間企業が独自に開発することの困難な ものが多い。

このようなソフ トウェアの開発を促進 し、わが国のプログラム開発の技術水準を向上 させること

を目的 として、情報処理振興事業協会では、

① 開発を特に促進する必要がある(先 進的)

② 開発の成果が事業活動に広 く用いられると認められる(汎 用的)

③ 企業等が自ら開発す ることが困難(非 採算的)

の3要 件を満たすプログラムであって、高度化計画に即 した開発対象テーマに属するプログラムを

広 く一般から公募 し、民間企業等 に委託 して開発 を行 っている。この特定プログラムの開発は、

1980年 末 までに110本 に達 し、各年度の開発本数および累積本数は3-1-3図 のとお りである。ま

た、特定 プログラムとして開発 された うち普及本数の多い上位10件 は3-1-12表 のとお りである・。

(2)特 別開発委託

① ソフ トウェア生産技術開発計画

近年、情報処理コス トに占めるソフ トウェア関係費用の割合が著 しく上昇 しており、コンビュー

3-1-3図

特定プログラムの完 本

成状況100

50

一ー一〇一ーー プ ロ グ ラム完 成 本 数累 計

一 一 〇一 一 プ ロ グ ラム完 成 本数

1971197219731974197519761977197819791980年 度
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(1980年3月 現在)

プ ロ グ ラ ム 名 略 称 概 要

小型機用FORTRAN FORTRAN-H
JIS水 準5,000に 準拠 した言 語仕 様 を も った小 型機 用のFORTRA

Nコ ンパ イ ラー

COBOL

フ ロ ー チ ャ ー タ ー

COBOL

FLOWCHARTER

COBOL言 語 で書 かれ た ソー ス プ ロ グラ ムか ら標 準 的 な フロ ー チ

ャー トを作 成 す るプ ロ グ ラム

会話型有限要素法

デー タ生成 システム
FEMIS

構造解析 プログラム用の入力データを自動作 成 し、特に研究 ・設

計業務の中で構 造解析 作業の効率化 を図るグラフィックデ ィスプ

レイを使 用す るオンライン会話型 システム

卸商業団地総合

情報 システム
WINGS

卸商業団地の組 合員企業 と事務局の営業、管理事務及び財務管理

事務の処理に必要なプログラムをパ ラメーター方式に よりジェネ

レー トす るプログラム

トー タル ・エ ネ ルギ ー

管 理 シス テ ム
TEMSYS

自家発電 の効率 的運用、プロセス蒸気 の節減 、排熱回路再利用等

用役エネルギーの発生、供給の合理化 を図 るコンピュータによる

運転管理 システム

ショー トハ ン ド

COBOL

SHORTHAND

COBOL

COBOLの 持 つ ドキ ュ メ ン トと しての 有 用性 を生 か しっ っ 、 コー

デ ィ ングや パ ンチ等 の作 業の 省 力化 を 目指 す もの で、 略 記法 や 省

略 法 に よ り短 縮 化 して 記述 され た ソ ー スプ ロ グ ラム を入 力 と して

通 常 のCOBOLソ ー ス プ ロ グ ラム を生 成 す るCOBOLプ リプ ロセ

ッサ ー

FORTRAN用

機 能 拡 張パ ッケ ー ジ
BFORTRAN

FORTRANに 事務処理 に必要 な機 能を付加 し、適用分野の拡大

及びプログラミングの能率向上 を図るプログラム

ダ イ ナ ミ ッ ク ・プ ロ セ

ス シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
DPS 化 学 プ ロセ ス の変 化 を動 的 に シ ミュ レー トす る プロ グ ラム

住民生活情報 システム COMPACT
地方公共団体 の住民記録 、住 民税、国民年金、国民健康保険等の

業務を処理するプログラム

FORTRAN

フ ローチ ャー ター

FORTRAN

FLOWCHARTER

FORTRAN言 語 で書 かれ た ソー スプ ログラ ム か ら標 準 的 な フ ロー
し

チ ャー トを作 成 す る プロ グ ラム

タ利用による情報処理の高度化、多様化を進めるうえで大きな制約条件 として表面化 しっっある。

特 に、ソフ トウェアの開発 にっ いては、受託のたびに、そのつど手作業方式で開発が行われるため、

⑧開発、生産の効率がきわめて低い、⑤保守 が困難、◎類似のプログラムを機種 ごとに開発 しなけ

ればならない、等の問題が生 じている。

このような現状 を打開 し、ソフ トウェアの生産性 と信頼性 を大幅に向上 させるため、情報処理振

興事業協会は、1976年 度から6カ 年計画でソフ トウェア生産技術開発計画の委託開発を実施 してい

る。

これらの計画は1976年4月 に設立 された協同 システム開発㈱ を中核 として、同社へ出資 している

ソフ トウェア企業17社 の全面的な協力のもとに行われている。

本計画で開発 されているシステムは、ソフ トウェアの設計および作成をより正確かっ効果的に行
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え る よ う支 援 す る 「CPL-A言 語 系 」、 プ ロ グ ラム ・モ ジ ュ ー ル を管 理 す る 「プ ロ グ ラム ・モ ジ ュ ー

ル ・デー タベ ー ス系 」、 「CPL-B言 語 系 」 な らび に 「周 辺 関 連 ツ ー ル」 の4っ の柱 か ら構 成 さ れ て

お り、 そ の 全体 体 系 は 、3-1-4図 の とお』りで あ る。 こ の 図 に お いて 、 横 方 向 は適 用 分 野 を、 縦

方 向 は生 産 工 程 を示 し、 各 サ ブ シス テ ムの 記 入 位 置 が 、 そ の サ ブ シ ス テ ム の利 用 範 囲 を示 して い る。

② ソ フ トウ ェア保 守技 術 開 発 の推 進

(イ)開 発 の 必 要 性

ソ フ トウ ェ ア は 、 ハ ー ドウ ェ アやOS等 の 処 理 環 境 の変 化 や 多 様 な ユ ー ザ ー ・ニ ー ズ に対 応 した

機 能 追 加 等 の 保 守 作 業 を本 質 的 に必 要 と して い るが 、 保 守 作 業 は頻 繁 に行 わ れ る こ とが多 く、 ユ ー

ザ ー の保 守 ニ ー ズ が 多 岐 に わ た る等 の理 由か ら、 ソ フ トウ ェ ア の 開 発 段 階 以上 に 手 作 業 で行 わ れ て

い るた め 、 生 産 性 ・信 頼 性 が上 が らず 、 作 業 量 は膨 大 な もの とな って い る 。

この た め 、 情 報 処 理 コ ス ト全 体 の うち、 保 守 コ ス トは7割 程 度 を占 め て お り、 ソ フ トウ ェ ア ・コ

ス ト上 昇 の 主 要 因 とな って お り、 わ が 国 の 情 報 化 の進 展 の 大 きな ネ ック とな って い る(3-1-5図)。

この よ うな 状 況 を克 服 し 、 わ が 国 の情 報 化 の い っ そ うの 進 展 を 図 る た め の総 合 シ ス テ ムの 開発 を、

1981年 度 か ら5カ 年 計 面(総 額50億 円程 度)で 情 報 処 理 業 界 の 総 意 を結 集 して 、 計 画 的 に推 進 して

い る。

(ロ)開 発 内容

本 計 画 で は 、保 守 対 象 ソ フ トウ ェアの 応 用 分 野 、 保 守 対 象 ソ フ トウ ェア の 開 発 時 に適 用 され た 技

術 お よ び環 境(コ ン ビ1一 タの 種 類 等)を 考 慮 して 、 大 別 して 以 下 の2通 りの ア プ ロー チ を採 用 す

る。

(D今 後 の情 報 処 理 の ニ ーズ と技 術 の発 展 お よ び ミニ コ ン、 マ イ コ ン等 の 普 及 を踏 ま え、 新 し い

3-1-5図

ハ ー ドウ ェア ・ソ フ

トウ ェア の開発 ・保

守 の費 用比 率

出所:TRW社 のB.W.

ベー ム に よ る

費

用

比

率

1955 1970 1985
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保 守 支 援 環 境(ハ ー ドウ ェ ア、制 御 シ ス テ ム、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タベ ー ス 、 保 守 用 ツ ール等

を備 え た ス タ ン ドア ロ ー ン型 の保 守 用 ワ ー クス テ ー シ ・ ン)を 開 発 す る(3-1-6図 ①)。

(ii)旧 来 の環 境 一 す な わ ち、保 守 対象 ソ フ トウ ェ ア が稼 動 して い る 目的 コ ン ピ ュ ー タ(タ ー ゲ

ッ ト ・コ ン ピ ュー タ)の 現 在 の環 境(汎 用OS上)一 で の種 々の 保 守 支 援 ツ ー ル群 を開 発 す

る(3-1-6図 ②)。

た だ し、両 者 は独 立 に 開 発 を進 め るの で は な く、 互 い の開 発 成 果 を十 分 反 映 で き る よ う調 整 され

る。

以 上 の 開 発 に あ た っ て は 、 開 発 成 果 の有 用性 を確 保 ・立 証 し、 関 連 す る諸 技 術 、諸 環 境 の変 化 に

3-1-6図 ソ フ トウ ェア の保 守技 術 ①
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柔軟に対処するため、毎年キチンと成果物 を提出 し、評価 ・取捨選択する段階的開発方法を採用す

る。

(3)債 務保証業務

コンピュータの普及とその利用分野の拡大に伴 って、情報処理関係企業はもちろんのこと、一般

企業においてもあらゆる分野のソフ トウェアが開発され、また、情報処理業務の高度化のためのプ

ロジェクトが企画、実施 されている。 このため運転資金の需要がますます増加 しつつあるが、これ

らの企業は一般 に担保力に乏 しく、 この資金を通常の市中金融 によって十分 に調達す ることは容易

でないのが実情である。

そこで、通産省では1970年 から 「情報処理振興金融措置」 により、長期信用銀行3行 を窓口金融

機関 とした、長期、低利の金融のための措置 を講 じている。この制度はソフ トウェア企業、情報処

理サービス企業の業務高度化資金や一般企業のプログラム開発資金の円滑 な供給 を行 うことによっ

て、ソフ トウェア企業の発展 とプログラム開発の促進 を図ることを目的とするものである。

情報処理振興事業協会はこの制度 に基づいて、通産省の推薦 したプロジェク ト資金 を企業が借 り

入れるに当たり、その債務保証 を行 っている(3-1-8図 参照)。

債務保証の対象となる借 り入れば、ソフ トウェア企業およびr青報処理サー ビス業については以下

にあげる資金にっいて、また一般企業に対 しては事業活動の効率化 に寄与するプログラム開発資金

に限定 している。

① 事業活動の効率化に寄与するコンピュータの本体および付属機器の導入 に必要な資金

② 情報処理サービスに関する業務の改善 もし引まその技術の向上に必要なプログラム、汎用的

または先進的なプログラムの開発または購入に必要な資金

③ 情報処理技術者の教育、研修に必要 な資金

④ その他 オンライン情報処理サービスの開始に必要な資金等

これまでの保証実行実績は1980年 度末現在 で1,025件 、457億 円にのぼる。3-1-13表 は、保証

状況 を債務保証状況推移表 としてまとめたものである。

(4)汎 用プログラムの登録

汎用プログラムの開発お』よび流通の促進 を図る観点 から、汎用プログラムの開発 にかかる準備金

制度(租 税特別措置法第20条 の2お よび第56条 の9)が1979年 度の税制改正において創設された。

本制度は汎用プログラムとして情報処理振興事業協会 に登録 されたプログラムにかかる取引収入金

額の最高40%ま でをプログラム準備金として積み立てることを認めるものである。

準備金積み立ての対象となる収入金額は、

① 情報処理振興事業協会に登録 されたプログラムの譲渡または提供にかかる当該事業年度の収

入金額
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3-1-7図 借 用保 証 の しくみ
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② 当該プログラムの譲渡 または提供に付帯 して行 う情報処理に関する専門的な知識および技能

を必要 とする役務の提供に係わる当該事業の収入金額

である。

当該準備金はその積み立てをした事業年度終 了の 日の翌 日から4年 間を限度 として積み立てるこ

とができ、また、積み立てをした事業年度終 了の日の翌 日から4年 を経過 した準備金は、その後4

年間 を限度 として均等に取 り崩すことができる。

プログラムを登録 できる者はソフ トウェア業を営 む個人または法人であって、

① 登録 しようとするフ.ログラムを、自らの負担1こおいて開発 供 同開発 を含む)し 、かつ当該

プログラムを保有 している者

または、

② 登録 しようとするプログラムを、情報処理振興事業協会の委託 を受けて開発 し、かつ普及の
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3-1-13表 債務保証状況推移表 1981年3月31日 現 在(単 位:百 万 円)

推 せ ん 状 況 実 行 状 況

申請時期

(年度)

申 請 状 況 情報処理サー
ビス業者等 そ の 他 計

情報処理サー
ビス業者等

そ の 他 計
債務保証残高

件 数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 社数 金 額

1970 107 5,642 53 2,129 10 234 63 2363 36 1,282 15 910 51 2192 45 2083

1971 103 6,969 78 3,914 9 524 87 4 438 89 2,486 21 1,383 110 3 869 76 4 839

1972 91 3,140 77 2,255 3 237 80 2 492 78 2,169 6 808 84 2 977 98 5 309

1973 130 6,627 94 4β05 11 538 105 4 843 93 3 735 6 461 99 4 196 116 6 099

1974 151 8,311 116 4,345 17 1,993 133 6 338 118 4 224 18 1,974 136 6 203 129 8 409

1975 168 8,903 129 5,ユ92 23 3,090 152 8,282 130 4 890 22 3,012 152 7 902 149 11,500

1976 148 8,157 113 5,084 12 2,061 125 7,145 122 5 125 11 1,942 133 7 067 155 12,093

1977 78 3,993 58 2,895 2 150 60 3,045 63 3 042 6 269 69 3 311 131 8,266

1978 82 2,974 68- 2,466 1 23 69 2,489 64 2 528 3 83 67 2 611 101 5,369

1979 81 3,527 67 2,949 2 77 69 3,026 66 2 821 2 77 68 2 898 84 4,639

1980 66 3,089 47 2,339 一 一 47 2,339 56 2 474 一 一 56 2 474 72 4,251

合 計 1,205 61,332 900 37,873 90 8,927 990 46,800 915 34,781 110 10,919 1,鵬 45,700 /

(注)1.本 表 記載 の 金額(債 務 保証 残 高 を 除 く)は いず れ も融 資 ベ ー スの 金額 で あ り、 この95%相 当額 を保 証 して い る。

2.「 情 報処 理 サ ー ビ ス業者 等 」とは、情 報 処理 サ ー ビス業 ま たは ソ フ トウ ェア業 を営 む会 社 また は個 人 を い う。

(法第28条 第1項 第4号)

3.「 その 他 」とは 、情 報 処 理 サ ー ビス業 者 等 以外 の者 をい う。(法第28条 第1項 第5号)

・.・働 ・つ・・{囎 獺1麗 慧 綴 ㌶ 量㌶ 撒}・ す・・

義務を負っている者

である。

また、登録できるプログラムの内容は、

① 「情報処理振興事業協会等 に関する法律」第3条 第1項 の規定に基づいて定められたプログラ

ムの開発にかかる電子計算機利用高度化計画に列記された種類のものであって、高度なものであ

ること

② 基本的改変 を行わずに複数の顧客に譲渡 また(よ提供で きるほか、広 く利用される可能性があ

るものであること

③ わが国の国内で開発 されたものであること

の3要 件を満たしているものである。

1980年 度末においては、累計1,243本 のプログラムおよび220本 のサブ ・プログラムが登録 されて

おり、分野別一覧表は3-1-8図 のとおりで ある。

(5)先 進的情報処理技術開発

① 開発の必要性

情報化の一定の進展を背景にして、研究機関等においては、基礎的先進的情報処理技術の研究が

進展しつつあるが、1980年 代におけるわが国情報化のいっそうの推進のためには このような研究成
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3-1-8図

登 録 プ ロ グ ラム分 野

別 一 覧

(本)
600

500

400

300

200

100

1243

一

387

廻9
一

一

856

墾1
一

一

1旦
129 巴123
一 一

一

. 47 36

呂[ [召
システ ム ・プ ロ グラム ア プ リケー シ ョ ン ・プロ グ ラム

制
御

通
信 曇

曇日

ソ管
フ理 葉

云

特赦
殊索

経管
営理

流
通

生
産 登

子 合
プ 制 プ ト支 開 情 用 計用 ・ 用 技
ロ

グ

ラ
ム

御
プ
ロ

グ

ラ
ム

ロ

セ
ツ

サ
|

ウ援
エプ

ア ロ

開 グ

発 ラ
・ム

計 罷
ロ

グ

ラ
ム

報 プ
処 ロ
理 グ

ラ
ム

画 プ
ロ

グ

ラ

ム

サ ブ

1ロ
ビグ

ス ラ

用 ム

プ
ロ

グ

ラ
ム

術
計 プ
算 ロ
用グ

ラ
ム

計

計

(注)プ ログラムの分類 は、電子計算機利用高度化計画に基づ くプログラム分類表

による。

果を技術シーズとして、これを経済社会のさまざまな具体的分野に応用してい くことが必要不可欠

である。

しかしながら、研究機関等における基礎的 ・先進的情報処理技術の研究の高度な進展 と具体的応

用分野でのアプ リケーション技術の高度化により、既存の開発主体ではこのよ うな開発を行 うこと

が困難な状況 となっている。

このような複合的な先進的情報処理技術の開発をこのまま放置 した場合には、今後のわが国の情

情処理技術の向上に重大な影響 を及ぼし、わが国の情報化の進展を遅 らせるおそれがある。

複合的な先進的情報処理技術の開発には、多様な要素技術を集大成することが必要であるが、そ

れぞれの要素技術に精通 している技術者は、異種の機関、組織 に属 してい るので、このような技術

開発は情報処理企業、コンピュター ・メーカー、研究機関等、 さまざまな組織から最 もす ぐれた技
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術 者 を集 め 、 ア ドホ ッ クな プ ロ ジ ェク ト ・チ ー ム を結 成 し、 実 施 す る こ とが 最 適 で あ る。

この場 合 、 プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ム に参 加 す る技 術 者 は 、 それ ぞ れ の 社 会 的 基 盤 を異 に して い るた

め 、 プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ムの運 営 に 対 して は 、公 的機 関 に よ る調 整 お よ び指 導 が必 要 で あ る。 この

た め 、1981年 度 よ り情 報 処 理 の振 興 に関 す る唯 一 の 公 的 機 関 で あ る情 報 処 理 振 興 事 業 協 会 に 、 プ ロ

ジ ェ ク トの活 動 の 場 と して 「技 術 セ ンタ ー」 を設 け、 先 進 的 情 報 処 理 技 術 の 開 発 を 促 進 し て い る

(3-1-9図)。

② 具 体 的 内 容

技 術 セ ン タ ー で 行 うテ ー マ は 、研 究 開 発 テ ー マ と調 査 テ ー マ に大 別 され る。 そ して 、 各 テ ー マ ご

とに技 術者 を集 め 、 プ ロ ジ ェ ク ト ・リー ダ ー を置 き、 そ の下 に さま ざま の 分 野 の専 門 家 で 構 成 され

る委 員 会 を組 織 す る。 予 算 規 模 と して は 、 研 究 開 発 テ ー マ が1テ ー マ ・毎 年 数 億 円程 度 、 調 査 テ ー

マ が 、1,000万 円程 度 で あ る。

具 体 的 テ ー マは 以 下 の とお りで あ る。

(D研 究 開 発 テ ー マ

● ソ フ トウ ェ ア機 能 設計 技 術(ソ フ トウ ェア ・エ ン ジニ ア リン グ)

● コ ン ピ ュ ー タ設 計 支援 技 術(CAD)

● コ ン ピ ュ ー タ に よ る教 育 支 援 技 術(CAI)

㈲ 調 査 テ ー マ

●新 言 語 に 関 す る調 査

3-1-9図
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●分散処理に関す る調査

●コンピュータ ・システム運用調査

以上のように、技術セ ンターにより実施 され る各種の業務、プロジェク トの調査 ・研究 ・開発は、

その成果が公開 され、広 く一般 に利用 されるのはもちろんであるが、同時に人材の育成、産業間 ・

企業間の技術交流、ソフ トウェア環境の整備等 が期待 される。

なお、技術センターは、外国技術の照会やソフ トウェア技術情報の体系的整備を通 じて、技術情

報センターとしての役割 も果たすことが予想 される。
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第2章 行政 にお ける コンピュータ利用 と政策

1行 政 にお け るコ ン ピュー タ利 用 の現状

わ が 国 の 行 政 機 関 に お け る コ ン ピュ ー タの 利 用 台 数 は 、1980年 度 末 現 在 、 総 計2,068セ ッ トで あ

る。 その 内 訳 は 、 各 省 庁309セ ッ ト、 特 殊 法 人680セ ッ ト、 地 方 公共 団 体1,079セ ッ トで あ る。 ま

た 、 最 近 、.超小 型 コ ン ピ ュ ー タの利 用 が進 ん で お り、 各 省 庁419セ ッ ト、 特 殊 法 人127セ ッ ト、地

3-2-1表1980年 度 コ ン ピ ュー タの 導 入状 況

区 分
1979年 度

1980年 度 導 入 台 数
1980年 度

1980年 度

省庁名
設置台数 新規増設 切替 に伴 う

増 減
利用廃止

そ の 他
設置台数

における

切替台数

総 理 府 本 府 2 2 1

警 察 庁 6 6 1

行 政 管 理 庁 1 1

北海道開発庁 2 2

防 衛 庁
.

49 1 50 7

経 済 企 画 庁 1 1

科 学 技 術 庁 11 11 2

環 境 庁 1 1

沖 縄 開 発 庁 1 1

法 務 省 6 1 7

外 務 省 6 6

大 蔵 省 14 1 2 17 3

文 部 省 11 △2 9

厚 生 省 10 2 12 3

農 林 水 産 省 16 16 5

通 商 産 業 省 29 1 △9 △3 18 2

運 輸 省 51 51 10

郵 政 省 63 15 △6 72

労 働 省 7 7 3

建 設 省 20 △2 18 2

自 治 省 1 1

計 307 18 △17 1 309 39

(注)1.「 切替に伴 う増減」 は、たとえば2台 を1台 に変更す る場 合、またはその逆 をい う。

2.「 その他」は、1980年 度以前 に導入済の もので、従来の調査で調査対象外等 として報告 がなかったものが、

今回新た に報告のあった ものなどである。 資料:行 政管理庁 「電子計算機利用基本調査 報告書」
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方 公共 団体237セ ッ ト、 計783セ ッ トに 達 して い る。

A各 省庁におけるコンピュータ利用の現状

各 省 庁 の コ ン ピ ュー タ利 用 台 数 は 、 前 年 度 に比 べ2セ ッ ト増 で309セ ッ トと な っ て い る
。 こ れ を

省 庁 別 にみ る と3-2-1表 の と お り、 郵 政 省72セ ッ ト、運 輸 省51セ ッ ト、 防 衛 庁50セ ッ トの 順 と

な っ て い る。

各 省庁 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 の推 移 をみ る と、3-2-1図 の とお りで あ る
。

最 近 に お け る コ ン ピュ ー タ利 用 の 傾 向 をみ る と、 次 の よ うな特 色 が あ げ られ る
。

(1)デ ー タベ ー ス の 開 発 と運 用

1980年7月 現 在 、 各 省 庁 で デ ー タベ ー ス を運 用 して い る もの は39シ ス テ ム(29部 門)
、開発 ・計画

中等 の もの は55シ ス テ ム(49部 門)に 達 し、 調 査 対 象 部 門 の52 .3%が デ ー タベ ー ス に関 係 して い る

(3-2-2表 参 照)。

デ ー タベ ー ス 開 発 の 目的 は 、① 事 務 処 理 等 の 合理 化 、 効 率 化34件(60.7%)、 ② 省庁 内 で の デ ー タ

の 有 効 利 用 、 高度 利 用25件(44 .6%)、 ③ ア プ リケ ー シ ョン ・シ ス テ ム 開 発 の 効 率 化(経 費
、要 員 、

期 間 等)21件(37.5%)、 ④ 運 用 の効 率 化(プ ロ グ ラム ・メ ン テ ナ ンス、 パ フ ォー マ ンス 向上 等)19

件(33.9%)、 と な っ て お り、⑤ 他 省 庁 、 民 間 等 へ の デ ー タ提 供 を 目的 と した もの は
、10件(17.8%)

に す ぎな い。

ア プ リケ ー シ ョ ン ・シス テ ムの 処 理 方式 をみ る と、 オ ンラ イ ン ・シ ス テ ム34(40.1%)、 バ ッチ ・

シ ス テ ム27(32.1%)、 バ ッチ/オ ンラ イ ン併 用 シス テ ム23(27 .4%)と な っ て い る。

利 用 頻 度 は 、① 非 常 に頻 繁 に 使 用 さ れ て い る42件(48 .3%)、 ② 日 に10回 ～20回 程 度21件(24.1%)

とか な り利 用 され て い る。

し か し、 プ ロ グ ラ ムの 変 更 頻 度 は 、① ほ とん ど な い もの30件(47 .7%)、 ② 年 に数 回 程 度29件(46

%)で あ 吹 デ ー タ構 造 の変 更 頻 度 は 、① ほ とん どない もの47件(78 .3%)、 ② 年 に数 回 程 度10件(16.7

%)、 と か な り固 定 的 で あ る。

3-2-2表

デ ー タベ ー スの 開発 ・

・運 用状 況

開 発 段 階 部 門 数 % シス テ ム数

運 用 中

開 発 中

計 画 中

検 討 中

考 えて い な い

29

14

14

21

71

19.5

9.4

9.4

14.1

47.7

39

19

16

20

　

計 149 1〔}0.0 94

行政管理庁調査
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デ ー タベ ー スの 規 模 は、デ ー タ件 数 で み る と、①1万 一・10万件21件(32.3%)、 ②10万 一一50万 件14件

(21.5%)、 デ ー タ量 で み る と、①50MBま で24件(36.9%)、 ②51MB--100MB14件(21.5%)と 、 半

数 が 比較 的 小 規 模 な も の と な っ て い る。

し か し、 中 に は デ ー タ件 数5,000万 件 以 上 、 デ ー タ量1,000MB以 上 とい うもの もみ られ る。

3-2-1図
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1.運 用経 費 は、 レンタル費、通信 回線 費、消耗 品費 、外注 費等の

経 費 であ り、人件 費、設 備費等 の経費 は含 まない。

2.1976年 度の 要員数 の減 少は 、郵政 省(地 方貯 金局)の 電 算処理

方式 の変更(カ ー ドパ ンチ方式 か らOCR方 式 への変 更)に 伴 うも

ので あ る。

3.設 置金 額は 、電子 計算機 買取金 額(レ ン タル ・リー ス契約 によ

る もの は、買取 換算 額)で あ る。

要員数

年
度

資料:行 政管理庁「電子計算機利用基本調査報告書」
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一 般 に デ ー タ が外 部 へ 提 供 され る こ とが な い もの が31件(79
.5%)と 圧 倒 的 に 多 く、 今 後 も提 供

の 予 定 が な い とす る もの16件(38.1%)と 、 い わ ゆ る閉 じ られ た シ ス テ ム が 多 い こ と が指摘 で き る
。

各 省 庁 の 主 要 なデ ー タ ベ ー スは 、 次 の と お りで あ る。

統 計 時 系 列 デ ー タベ ー ス(総 理 府 統 計 局)

法 令検 索 シス テ ム(行 政 管 理 庁)

人 事 デ ー タ ベ ー ス(防 衛 庁)

補 給 デ ー タ ベ ー ス(防 衛 庁)

貿 易統 計 情 報 検 索 シス テ ム(大 蔵 省)

農 林 水 産 統 計 デ ー タベ ー ス(農 林 水 産 省)

政 策 情 報 シ ス テ ム(通 商 産 業 省)

自動 車 登 録 フ ァ イ ル 用 デ ー タベ ー ス(運 輸 省)

労 災 行 政 情 報 管 理 シス テ ム(労 働 省)

雇 用 保 険 適 用 給 付 関 係 業 務 デー タベ ー ス(労 働 省)

測 量 成 果 管 理 提 供 用 デ ー タベ ー ス(建 設 省国 土 地 理 院)

(2)利 用 規 模 、範 囲 、 方 式 の 拡 大

各 省 庁 の コ ン ピ ュー タ利 用 は 、 年 々 高 度 化 の 傾 向 に あ り、 大 型 化(大 型 機186セ ッ ト60.6%)、 オ

ン ラ イ ン化(オ ン ラ イ ン処 理 の もの205セ ッ ト66 .8%、 オ ンラ イ ン端 末 機16,178台)、 漢 字処 理(12

省 庁21部 門)、ア プ リケ ー シ ョ ンの拡 大(フ ァ イ ル蓄 積 管 理 、 情 報 検 索 、 情 報 加 工提 供 サ ー ビス 、 集

計 ・製 表 等 業 務 処 理 の 増 大28.1%)が み ら れ る(3-2-2図 、3-2-3図 、3-2-3表 、3

-2-4表 参照)
。

(3)運 用 経 費 ・外 部 要 員 の 増 大

コ ン ピ ュー タ利 用 の高 度 化 に伴 い 、 その 運 用 経 費 は大 幅 に増 加 し、1 ,209億 円(対 前 年 比20.9%

増)と な っ て お り、 この 内 訳 をみ る と、機 器 調 達 費(レ ン タ ル料 、 買取 費 、 デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビ

ス使 用 料)799億 円(66.1%)、 庁 費 等(消 耗 品 費 、 備 品 費)116億 円(9.6%)、 通 信 回 線 使 用 料99億 円

(8.2%)、 外 注 費92億 円(7.6%)と な っ て い る。

と く に外 注 費 は 前 年 の72億 円 に 比 し、27.8%増 を示 し、 この 内 訳 をみ る と 、 パ ン チ 委 託44億 円

(48.3%)、 外 部 要 員派 遣25億 円(26.7%)、 ソ フ トウ ェ ア委託14億 円(14.9%)等 が主 な も の とな っ

て お り、 最 近 の 内部 要 員 数 の 伸 び(5,132人 、 対 前 年 比4.9%増)が 低 く、 外 部 要 員 の 利 活 用 、外 部

委託 の 増 加 が 目立 っ て い る。

B特 殊法人におけるコンピュータ利用の現状

特 殊 法 人 に お け る コ ンピ ュ ー タの 利 用状 況 をみ る と、3-2-4図 の と お り、1980年 度 末 現 在 、
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3-2-2図

規模別設置台数の推

移1975

大型 中型 小型

131(53
.2)

102(41
.5)

13

(5.31
、'/⊥

246セ ッ ト

1976
149

(55.8) 99(37 .1)
19

(7.1)
267セ ッ ト

1977

1978

1979

、 '

165(57
.5)

21101(35
.2)(7

.3)

'

171(57 .2) 101(33
・・)1(よ る)

/'
167(54

.4) 107(34
.9)

33

(10.7)
『、

、 ＼
、

287セ ッ ト

299セ ッ ト

307セ ッ ト

1980 186 (60.6)
97(31

.6) t
24

(7.8)
307セ ッ ト

㈲1.1980年 度中 に導入予 定 であ るが規模 未定 の もの2セ ッ トを除 く

2.各 年度 とも年度 末現 在の 設置台数 で あ る

3-2-3図 オンライン処理機設置台数の推移

240

200

160

120

80

40

事項
年度

全設置 台数(A

(A)に 占めるオンラ

イン機の割合(%)

(台数)

18台

187台

205台

159台152台

1968

122

14.8

1969

148

17.6

1970

171

19.3

1971

182

22.5

1972

205

24.4

1973

222

23.8

1974

230

41.7

1975

246

42.3

1976

263

47.5

1977

280

54.3

1978

291

54.6

1979

305

61.3

1980

307

66.8

`主)1.各 年度末現在 の導入機種未 定分 を除 く

2.オ ンライン処理機 台数 には、バ ッチ併 用、 リモー ト/バ ッチ併 用分 を含 む

法 人 数 は59機 関(53.2%)と 、前 年 と同 じで あ る が 、 セ ッ ト数 で は680セ ッ ト(対 前年 比12.8%増)、

運 用 経 費1,656億 円(対 前 年 比12.3%増)、 要 員 数7,169人(対 前 年 比4.7%増)と 増 加 を示 して い

る。
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3-2-3表 漢字情報処理主要適用業務

省 庁 名 設 置 部 門 名 漢字情報処理主要適用業務

総 理 府 統計局製表部電子計算課
.

国 勢 調 査

行 政 管 理 庁 情報 システム担当管理宮室 法令検索、国会会議録検索

北海道開発庁 北海道開発局長官房電子計算室 人事 ・給与計算業務、土木工 事積算業務

防 衛 庁

(陸自)中 央資料隊 資 料 検 索

(海自)需 給統制隊 人 事 統 計

技 術 研 究 本 部 統 計 ・ 製 表

法 務 省 成田入国管理事務所 入 国 審 査

外 務 省

大臣官房文書課CPセ ンター 文 書 写 植

大臣官房電子計算機室 人事情報検索、国会会議録検索、経理

大 臣 官 房 電 信 課 電 信 メ ッセ ー ジ交換

大 蔵 省 主計局総務課予算会計事務管理室 計数管理業務、計算支援業務 、国会会議録検索

文 部 省

(文 化.庁)

大臣官房情報処理課 人事 ・給与計算業務、物品管理

国立特殊教育総合研究所 図 書 目 録 検 索

国立国語研究所 高等学校の教科書の用字用語調査

厚 生 省
(社 会 保 険 庁) 年金保険部計画課 オンライン業務室 社 会 保 険 、年 金

農 林 水 産 省 統計情報部管理課電子計算室 統 計 業 務、種 苗 検 索

通 商 産 業 省

(工 業 技 術 院)

(特 許 庁)

大臣官房情報処理課 法 令 検 索

総務部筑波管理事務所 研究論文作成管理、研究活動の情報検索

審査 第一部出願 第二課 特 許 出願 登 録 事 務

建 設 省
国土地理院企画部 地図の生産管理、測量成果

四国地方建設局四国技術事務所 土 木 工 事 積 算 業 務

この ほ か109法 人 の う ち、 超 小 型 機 の み を設 置 して い る もの3法 人 、端 末機 の み を設 置 して コ ン

ピ ュ ー タ を利 用 して い る もの1法 人 、 外 部 委 託 に よ りコ ン ピュ ー タ を利 用 して い る もの27法 人 、 端

末 機 を設 置 す る と と も に外 部 委託 に よ っ て コ ンピ ュ ー タ を利 用 して い る もの3法 人 が あ り、 こ れ ら

を合 わ せ る と、 全 法 人 の85.3%(93法 人)が 何 らかの 形 で コ ン ピ ュー タ を利 用 して い る。

特 殊 法 人 に お け るコ ン ピ ュー タ利 用 の傾 向 をみ る と、次 の よ う な特 色 が あ げ られ る。

(1)デ ー タベ ー スの 開 発 と運 用

1980年7月 現 在 、 特殊 法 人 で デ ー タベ ー ス を運 用 して い る もの は 、25シ ス テ ム(14部 門)、 開発 ・

計 画 中 等 の も の は24シ ステ ム(18部 門)で 、 調 査 対 象部 門 の54.6%が デ ー タベ ー ス に関 係 して い る

(3-2-5表 参 照)。

デ ー タベ ー ス 開発 の 目的 は、 ほ ぼ 各 省 庁 と同 じで 、① 事 務 処 理 等 の合 理 化 、 効 率 化21件(51.2%)、
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3-2-4表 業務 内 容 の推 移

年 度

業務内容
1977 1978 1979 1980

対前年伸び率

(%)

集 計 ・ 製 表
261

(27。2)

268

(24.6)

293
(28.0)

430

(32.1)
46.8

フ ァ イ ル 蓄 積 管 理
134
(14.0)

145

(14.3)

163

(15.6)

248

(18.5)
52.1

情 報 検 索
81

(8。5)

93

(9.2)

96

(9.2)

ll8

(8.8)
22.9

情 報 加 工提供 サー ビス
57

(5.9)

60
(5.9)

57
(5.4)

91
(6.8)

59.6

分 析 ・ 予 測
140

(14.6)

134

(13.2)

122

(11.7)

124

(9.3)
1.6

技 術 ・数 理 計 算
142
(14.8)

142
(14.0)

143
(13.7)

152
(11.4)

6.3

通信制御メ ッセー ジ交換
46

(4.8)

52

(5.1)

54

(5.2)

54
(4.0)

0.0

各 種 制 御
43
(4.5)

56
(5.6)

49
(4.7)

48

(3.6)
△2.0

そ'の 他
55

(5.7)

64

(6.3)

68

(6.5)

74

(5.5)
8.8

計
959

(100.0)

1,014

(100.0)

1,045

(100.0)

1,339

(100.0)
28.1

(注)カ ッ コ内 は構 成 比

3-2-4図

政府関係機 関のコン

ピュータ利用状況の

推移

設置金額

設置数 運用経費

(台700

600

500

400

300

200

100

行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」

1,000

724億F

設置法人数 要員数

1,656

億 円

7,169人

}

(法 人)(人)

1408,000

19731974197519761977197819791980年 度

tiO1.1976年 度 、1977年 度の 設置金 額 、要員 数及 び1975年 度 、1976年 度 の運用経 費

につ いては 、調査 を行 って いない ため不 明 であ る

2.運 用経 費は 、決算額 であ る

資料:行 政 管理庁 「特 殊法 人 におけ る電子 計算機 利用基本 調査報 告書」
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3-2-5表

デ ー タベ ー ス の開 発

・運 用 状 況

開 発 段 階 部 門 数 % シス テ ム数

運 用 中

開 発 中

計 画 中

検 討 中

考 え て い な い

14

9

2

7

26

25.0

16.1

3.6

12.5

46.4

25

15

2

7

計 56 100.0 49

資 料:行 政 管理 庁 「特殊 法 人 に お け るデ ー タベ ー ス ・シス テ ムの現状 」

② 運 用 の効 率 化19件(46.3%)、 ③ ア プ リケ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム 開発 の 効 率 化15件(36.6%)で あ る

が 、研 究 用 、 デ ー タの 共 有 化 、 サ ー ビス の 充 実 、 情 報 検 索 等 と い っ た 目 的 が み ら れ、 各 省 庁 と ちが

い 法 人 内 で の デ ー タの 有 効 利 用 、 高 度 利 用 を図 る もの が6件(14.6%)と 少 な く な っ て い る。

ア プ リケ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム の 処 理 方 式 は 、 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム30(42.2%)、 バ ッチ29(41%)、

バ ッチ/オ ン ラ イ ン併 用 シ ス テ ム12(16.9%)と な っ て い る。

利 用 頻 度 は 、① 非 常 に頻 繁 に使 用 され て い る25件(40.3%)、 ② 日 に10・-20回 程 度8件(12.9%)

と各 省 庁 に比 べ ると 少 な くな っ て い る。

プ ロ グ ラ ムの 変 更 とデ ー タ構 造 の変 更 の頻 度 も各 省庁 と同 じ傾 向 に あ る。

デ ー タベ ー ス の規 模 は 、デ ー タ件 数 で み る と、①1万 ・-10万件21件(39.6%)、 ②10万 一一・50万 件8件

(15.1%)、 デ ー タ量 で み る と、①50MBま で31件(58.5%)、 ②51MB～100MB8件(15.1%)と 、

圧 倒 的 に小 規 模 の もの が 多 い 。

デ ー タの 外 部 提 供 は 、30件(81.1%)が その 実 績 が な く、 今後 も提 供 の予 定 は な い もの が15件

(38.5%)を 占 め 、特 殊 法 人 の 場 合 も、 閉 じ られ た デー タベ ー ス ・シ ス テ ム と い うこ と がで き る。

特 殊 法 人 の デ ー タ ベ ー ス は 、 各 省庁 と比 較 し、 大 型 の もの が少 な い が、 そ の主 要 な もの を あげ る

と次 の と お りで あ る。

SEMBAIDATABASE(日 本 専 売 公 社)

新 幹 線 車 両 管 理(日 本 国 有 鉄 道)

空 屋情 報 デ ー タベ ー ス(日 本 住 宅 公 団)

貸 付 マ ス タ ー ・デ ー タベ ー ス(中 小 企業 金融 公 庫)

電 発 オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー ス(電 源 開発 株 式 会 社)

設 備 生 産 管 理 デ ー タベ ー ス(日 本 航 空 株 式 会 社)

JICST理 工 学 文 献 デ ー タベ ー ス(日 本科 学 技 術 情 報 セ ン ター)

導 入 デ ー タベ ー ス(日 本 科 学 技 術 情 報 セ ン タ ー)
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MARCH(ア ジ ア経 済 研 究 所)

個 人 デ ー タベ ー ス(私 立 学 校 職 員 共 済組 合 、 農 村 漁 業 団体 職 員 共 済 組 合)

(2)少 数 法 人 へ の集 中傾 向

日本 中央 競 馬 会167セ ッ ト、 日本 国 有 鉄 道131セ ッ ト、 日本電 信 電 話 公 社84セ ッ ト、 国 際 電 信 電 話

株 式 会 社78セ ッ ト、 日本 放 送 協 会49セ ッ トと、 この5法 人 で 全 体 の74.9%を 占 め 、運 用経 費 、 要 員

数 と もそ れ ぞれ55.6%、70.0%を 占 め る に到 って い る。

(3)そ の 他 の特 色

① 中 ・小 型 機 が 多 い(中 型 機251セ ッ ト37%、 小 型 機244セ ッ ト35.9%)、 ② 買 取 り機 が 多い(487セ

ッ ト71・7%)、 ③ オ ン ラ イ ンの 比 率 が 高 い(468セ ッ ト68.9%)、 ④ 運 用 経 費 の 伸 びが 著 しい(1979年 度

657億 円 、対 前 年 比44.4%増)、 ⑤ 外 注 費 の伸 びが 急 増 して い る(1979年 度163億 円 、対 前 年 比112%増)、

⑥ 要 員数 は横 バ イで あ る(7,169人 、対 前 年 比4.7%増)。

C地 方公共団体におけるコンピュータ利用 の現状

1980年4月 現 在 、 地 方 公共 団 体 の コ ン ピ ュー タ導 入 セ ッ ト数 は 、 都 道府 県401セ ッ ト、 市 区 町 村

612セ ッ ト、計1,013セ ッ トで あ る。 また 、超 小 型 機 は 、 都 道 府 県129セ ッ ト、 市 区町 村237セ ッ ト、

計366セ ッ トが導 入 され て お り、 こ れ を加 え る と都 道 府 県530セ ッ ト、市 区町 村849セ ット、計1,379

セ ッ トと な り、 前 年 度 に 比べ201セ ッ トの 増 と な って い る。

自治 省 で は、 超 小 型 機(機 器 購 入 費1,000万 円 未満 、 年 間 レ ン タ ル料270万 円未 満)を 含 め統 計

資 料 を作 成 して い るの で 、 以 下 これ に よ る。

利 用 団 体 数 をみ る と、3-2-6表 の とお り、都 道 府 県 で は す で に全 団 体 が導 入 団 体 とな っ て お

り、 市 区 町 村 で は 全 団 体 の89.7%(2,940団 体)が 利 用 団体 で 、26.6%(781団 体)が 単 独 また は

共 同 導 入 団体 で あ る。

3-2-6表

地方公共団体におけ

るコンピュータ利用

団体数

年月日

団体区分 砺 熟

1980年4月1日 現在 対 前 年 比(%)

導入団体 委託団体 計 導入団体 委託団体 計

都 道 府 県 47 一 47 100 100 100

市

区

町

村

特 別 区 19 4 23 100 100 100

市区町村 472 2,024 2,496 109.8 102.0 103.4

共同利用 290 131 421 99.3 107.4 101.7

小 計 781 2,159 2,940 105.4 102.3 103.1

合 計 828 2,159 2,987 105.1 102.3 103.1

資 料:自 治 省 「地 方 自治 コ ンピ ュー タ総 覧 」
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地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピ ュー タ処 理 業 務 をみ る と、 都 道 府 県 で は 給 与 、 自動 車 税 、指 定 統 計 、

自治 省統 計 業 務 が 全 団 体 で 処 理 され て お り、 森 林 計 画(95.7%)、 起 債 管理(91.5%)、 人事 管 理(95.7

%)、 各 種 補 助 金 事 務(91.5%)等 が、 多 くの 団 体 で 処理 さ れ て い る。

市 区町 村 で は 、 住 民 税(94.4%)、 固 定 資 産 税(89%)、 国 民 健 康 保 険税(81.4%)、 軽 自動 車 税(64 .8

%)等 が広 く処理 さ れ て い る。

最 近 、 地 方 公共 団 体 に お い て も デ ー タベ ー ス の 開 発 が進 あ ら れ て お り、 都 道 府 県 で は 、13団 体

(27.7%)が 、① 総 合 統 計 、② 税 務 関 係 、③ 病 院 、④ 福 祉 等 の デ ー タベ ー ス を運 用 して い る。

また 、 市 区町 村 で は 、71団 体(9.1%)が 、① 住 民 情 報 、② 税 務 、③ 医 療 、④ 上 下 水 道 等 の デ ー

タベ ー ス を運 用 して お り、 と くに住 民 情 報 に関 して は42団 体(実 施 団 体 の59 .2%)の 多 くに達 して

い る。

地 方 公 共 団体 に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の傾 向 の 主要 な も の をみ る と 、次 の とお りで あ る。

(1)こ の5年 間 で都 道 府 県 で は ニ コ ン ピュ 一 夕の セ ッ ト数 は 、289セ ッ トか ら530セ ッ トへ1.8倍 、

運 用 経 費 は228億 円 か ら404億 円 へ1.8倍 、 要 員 数 は2,182人 か ら2,710人 へ1 .2倍 の 伸 び を示 し、

市 区 町 村 で は 、 セ ッ ト数 は471セ ッ トか ら849セ ッ トへ1.8倍 、 運 用 経 費 は473億 円 か ら800億 円

へ1 .7倍 、 要 員 数 は4,477人 か ら5,262人 へ1.2倍 と伸 び て きて い る。 こ れ を各 省 庁 、 特殊 法 人 の

伸 び と比 較 す る と 、各 省 庁 で は それ ぞ れ1.2倍 、2.5倍 、1.1倍 、 特 殊 法 人 で は セ ッ ト数1.8倍 、 要

員 数1.2倍 と な っ て お り、 特 殊 法 人 と同 様 の 傾 向 を示 して い る。

(2)都 道 府 県 、 市 区町 村 と も オ ン ラ イ ン処 理 が 増加 して お り、 都 道 府 県 で は オ ン ライ ン利 用 団 体 は

45団 体(95.7%)、 市 区 町 村 で は138団 体(4.7%)と な っ て い る。

都 道 府 県 の オ ン ライ ン ・シ ス テ ム と して は、 公害 関係 、税 務 関 係 、財 務 関 係 、 医 療 関 係 、 土 木 行

政 関 係 、 救 急 医 療 関 係 が 主 要 な もの で あ り、 市 区町 村 で も同 様 に、 公 害 、 税 務 、病 院 ・医療 、財 務

関 係 の ほ か に、 住 民 記 録 、 年 金 ・福 祉 、 水 道 関 係 の オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム がみ られ る。

(3)漢 字 情 報 処 理 が 最 近 進 展 して お り、 都 道 府 県 で は 、17団 体(36.2%)、 市 区 町 村 で は743団 体

(25.3%)が 利 用 して い る。

対 象 業 務 は 、 都 道 府 県 で は人 事 ・給 与 、 税 務 、土 木 、 公害 、 病 院 等 の 事 務 が 中心 で あ り、市 区 町

村 で は 、住 民 記 録 、 税 務 、 上 下 水道 、 人 事 ・給 与 、医 療 等 が 主 要 な も の で あ る。

(4)住 民情 報 の コ ン ピ ュー タ化 が進 む に伴 い、 個 人情 報 の保 護 等 に関 す る条 例 の 制 定 が 行 わ れ て お

り、 ㈱ 地 方 自治 情 報 セ ン ター の 調 査 で は 、1980年3月 現 在 、9特 別 区 、38市 、20町 、1共 同 利 用 団

体 の 計68団 体 が 条 例 を制 定 して い る。

(5)都 道 府 県 では 大 型 機 の 比 率 が 高 く な りつ つ あ り(11.9%、 前 年10.9%)、 ま た、 各 省 庁 に比 べ 、

外 国 機 の 比 率 が高 い(都 道 府 県68セ ッ ト12.8%、 市 区町 村82セ ッ ト9.7%)。

(6)買 取 り機 が 多 く、 都道 府 県 で は353セ ッ ト(66.6%)、 市 区町 村381セ ッ ト(44.9%)で 、前 年
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に 比 べ 、 都 道府 県 で62セ ッ ト、 市 区 町 村 で53セ ッ トが 買取 りで あ り、 都 道 府 県 の 増 分73セ ッ トの う

ち、84.9%が 新 規 に 買取 られ た こ と に な る。

D情 報処理関係予算の概況

1981年 度 の国 の情 報 処 理 関 係 予 算 の概 要 は 、3-2-7表 の と お り、 総 額2,039億1,132万 円 で、

前 年 に比べ11.7%の 伸 び に と ど まっ て い る(1980年 度 の伸 び は対 前 年 度 比14.9%)。

1981年 度 の 予 算 の 特 色 と して は、 次 の 点 が あ げ られ る。

(1)全 体 に緊縮 財 政 の 影 響 を受 け て 、 対 前 年 の伸 び率 が 鈍 化 して い る 。

一 般 会 計104 .6(前 年109.5)特 別 会 計116.3(前 年118.7)

(2)経 費 区 分 で み る と、 コ ンピ ュ ー タ運 用 等 経 費 は11.8%増 で こ の う ち特 別 会 計(D .伸び が15.6%と

一 般 会 計 よ り圧 倒 的 に 多 く な っ て い る。

特 別 会 計 で 運 用 等 経 費 が 伸 び て い るの は 、 郵 政 省貯 金 局 の 事 務 セ ン タ ー の新 規 導 入(8セ ン タ ー)、

増 設(1セ ン ター)、 労 働 省 職 業 安 定 局 労 働 市 場 セ ン タ ー業 務 室 の切 替2セ ッ ト等 に よ る も の で あ る。

(3)情 報 シス テ ム の 開 発 経 費 は 、11.7%増 で あ る が、 一 般 会 計 の 方 が 若 干 伸 び て い る。

情 報 シス テ ムの 開 発 で大 型 の もの は 、 次 の と お りで あ る。

運 転 者 管 理 セ ンタ ー用 シ ス テ ム(警 察 庁)

医 療 情 報 シ ス テ ム(厚 生 省)

農 林 水 産 統 計 情 報 ネ ッ トワ ー ク(農 林 水 産 省)

研 究 情 報 シス テ ム(通 商 産 業 省 工 業 技 術 院)

為 替貯 金 業 務 の 総 合 機械 化(郵 政 省)

簡 易 生 命保 険 業 務 総 合 機 械 化(郵 政 省)

デ ー タ通信 の 高 度 化 開発 調 査(郵 政 省)

労 災保 険 業 務 処 理 シス テ ム(労 働 省)

3-2-7表1981年 度 情報 処 理 関係 予 算 (単位:千 円)

会計区分

経費区分

一 般 会 計 特別会計 計
対 前年 度 当初 予算比(%)

一般会計 特別会計 計

コ ン ピュー タ運 用等 経 費 40,992,722 106,344,023 147,336,745 103 115.6 111.8

情報 システ ム開発 経 費 2,912,057 2,745,322 5,655,379 113.7 109.5 111.7

情報処理振興等経費 32,142,334 18,774,866 50,917,200 105.9 121.9 111.3

計 76,047,113 127,864,211 203,911,324 104.6 116.3 111.7

資料:行 政管理庁調べ
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労働保険機械処理 システム(労 働省)

(4)情 報処理振興等経費は、大学関係のコンピュータ関係施設の整備、研究施設の整備等が前年度

に比 し予算化が進んでいる。

E行 政情報処理の推進方策

現在、政府は最重要課題の1つ として行政改革にとりくんでお り、第2次 臨時行政調査会の答申

(7月10日)を 受けて、1982年 度の予算編成に向かって一括法案の提出をは じめ、積極的な姿勢 を

みせている。

こ うした背景のもとに、行政情報 システムが行政の簡素化 ・合理化、 さらには行政水準の向上に

寄与すべ き役割 も、ますます重要となってきている。

また、行政情報システムは、その進展 に伴 って国民の社会経済活動とのかかわりを拡大しており、

プライバシーの保護、行政情報の総合的活用等について積極的な対応が必要となっている。

そこで、行政管理庁では、上記の観点に基づいて1981年 度の行政情報処理の施策 を、次の事項 を

重点として実施 することとしている。

(1)行 政情報システムの高度化に関する基本計画の作成

行政機関におけるコンピュータ利用に関 しては、これまで 「政府 における電子計算機利用の今後

の方策について」(1968年8月30日 閣議決定)お よび 「行政改革(第2次)に ついて」(1969年7月11

日閣議決定)に 基づ き、各種の施策 を講 じて きているが、行政 を取 りまく経済社会環境の変化に伴

い、利用のあり方に関 し有効で適切な方策が必要 となっている。

そこで行政機関におけるコンピュータ利用上の課題、社会的需要、技術動向等 を踏まえ、政府全

体 としての見地から総合的な資源の有効利用 を図るため、各省庁の参加、協力を得て、各省庁情報

処理担当課長会議の下に、① 総合部会、②効率化部会、③ データベース部会、④要員部会、を開催

し、行政情報の総合的利用の推進、要員の養成等の諸問題 について、行政情報システムの高度化に

関する基本計画 の作成を行 う。

(2)行 政機関におけるコンピュータの効率的利用の推進

コンピュータ利用の効率化に関 しては、これまで、①各 省庁共同研究会 を開催 し、その成果をと

りまとめ、費用対効果の分析方法、稼動分析方法、ソフ トウェアの開発 ・保守のための標準 ドキュ

メ ント、システムの選定方法、ソフ トウェア開発技法の適用方策に関 しガイ ドラインを作成 し、②

各省庁の情報システムに対し、ハー ドウェア ・モニター、 ソフ トウェア ・モニター等 により稼動状

況 を測定 し、運用効率の改善を実施す るとともに、③各省庁が他機関に提供できる汎用的なプログ

ラムの台帳 を整備する等の施策を講 じてきている。

本年度は引き続 き、データベースの開発 ・管理、システムの総合評価等各省庁に共通する課題の
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改善方策について共同研究会を開催 し、その成果に基づきガイ ドラインの作成を行 うとともに、一

部 について試行的に実施する。

(3)行 政情報の総合的利用の推進

行政機関が保有する情報の相互利用に関しては、各省庁 が保有す る磁気テープの うち、他機関へ

提 供可能なものの台帳 を作成 してきているが、本年度は相互利用、社会的活用 を促進するため、デ

ータベース等の計画的整備および各種情報の所在案内機能の整備等についての基本的な方策の確立

を図る。

(4)行 政機関におけるコンピュータの共同利用

電子計算機共同利用施設において、引き続 き、法令検索等の共通利用システムの拡充およびコン

ピュータ未設置の省庁に対する業務支援の強化 を図 るとともに、各省庁との間におけるオンライン

化の計画 を進める。

また、同施設における合同研修については、研修体系の再編成を行い、研修内容の高度化を図る。

(5)行 政情報通信の合理化

行政機関における情報通信の増大 に対処 し、その効率化を図るため、各行政機関が共同 して利用

する行政電話網 を札幌、高松および福岡に拡張するとともに、その機能の充実拡大のための調査検

討 を行 う。

(6)プ ライバシー保護対策の推進

プライバシー保護対策については、行政情報 システムの進展に即応 し、動向 をも踏 まえて、その

推進 を図るため、学識経験者による研究会(座 長:加 藤一郎東大教授)を 開催するとともに、関係

行政機関等 との協議 ・連携 を強化する。

(7)行 政情報 システム要員対策の推進

行政情報システムの進展には、委員の資質を高めることが不可欠であるので、引き続 き要員の養

成 ・確保に関する問題点の把握を行い、今後の要員計画のあり方およびその推進方策を検討す る。

(8)調 査研究等

行政情報システムに関す る調査研究は、引 き続 き行政の合理化に資する具体的かつ、波及効果の

高いものに重点を置いて推進するとともに、その成果について発表会 を開催す る等、いっそ うの普

及を図 る。

また、行政機関相互の連携 を強め、一般への周知にも寄与す るため、行政情報 システムに関す る

研究会議の開催等を行 う。

1981年 度において、行政情報処理調査研究費により調査研究 を実施するテーマは、次のとおりで

ある。

① データベース設計 ・管理指針の作成に関する調査研究(行 政管理庁)
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② 行政機関におけるシステム ・コン トロール1こ関する調査研究(行 政管理庁)

③ 標本調査設計システムに関する調査研究(行 政管理庁)

④ 行政機関における文書処理伝送 システムに関する調査研究(行 政管理庁、郵政省)

⑤ 保管ファイル管理 システムとリンクした応答式プロセ ッサーの調査研究(農 林水産省)

⑥ 気象データベースの形成に関する調査研究(気 象庁)

⑦ 都市情報の体系的処理 に関する調査研究 健 設省)

2大 学等における電子計算機の利用状況,基本施策と
情報処理教育の状況

Aは じめに

近年における学術の進展は著しいものがあるが、この急速な発展を可能にした大 きな原因の1っ

・にコンピュータの開発 と普及があることはいうまで もない。大学において も、工学、理学をはじめ

とし、医学、薬学、農学等の自然科学の分野においては もちろんのこと、経済学、経営学等の社会

科学、人文科学の分野においても、コンピュータの利用は欠かす ことので きないものとなっている。

このため、国立大学等 については全国共同利用の大型計算機センターをはじめ、各大学の規模等に

応 じ、総合情報処理センター、情報処理センター等を設置 し,科 学技術計算 とデータ処理等の業務

を実施している。 さらに、大学図書館や大学付属病院の業務処理、事務局の人事、給与、学務関係

の事務処理に もコンピュータが逐次導入 され、次第に本格的な利用が進みはじめている。今後は、

大学図書館や大型計算機センター、情報処理センター等をオンライン ・ネットワークで結び、研究

者等に迅速かつ的確に学術情報を提供す る学術情報センター(仮 称)を 中心 とした学術情報システ

ム構想の実現や、各大学のコンピュータをネットワークで結び、情報処理に関 してコンピュータ資

源を共有する分散処理ネットワーク構想が重要な課題 となっている。

B大 学等における電子計算機利用状況と基本施策

(1)現 在までの整備状況および整備方針

文部省では、国立大学等に設置す る電子計算機 については、これまで次のような方針で整備を進

めてきた。

① 大型計算機センターについて

大型計算機センターは、全国の大学教員、その他の者に共同利用 させるための施設 として、1965

年度に東京大学に設置 されたのをは じめとして、現在では、・北海道、東北、東京、名古屋、京都、
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大阪、九州の7大 学に設置 されている。大型計算機セ ンターは、高性能のハー ドウェアと比較的整

ったソフ トウェアを備 え、研究者の要望に応 えて、科学技術計算、データ処理や学術情報サービス

を行 うとともに新 しいソフ トウェアの開発や情報検索 システムの開発を行 うほか、 さらに教育や事

務処理のための計算需要にも応 えてきた。1981年 度末 には大型計算機センター間の コンピュータ・

ネットワークの運用が開始 される予定であり、これにより情報処理システムに関す るコンピュータ

資源の共有はいっそう進むと思われる。

なお、1980年 度における大型計算機センターの稼動状況は、3-2-8表 の とお りである。

② 研究、教育共用電子計算機にっいて

年々増大 している科学技術計算やデータ処理に対処するだけでなく、近年急速 に需要が増大して

いる学術情報サービスを行 うなど研究 ・教育に利用す るとともに、一般学生を対象 として行 う情報

処理教育や教務関係事務処理等を行 うため、各大学の学部数、その種類、研究者数、過去の利用実

績、運営体制を考慮しつつ、学内共同利用の施設 として総合情報処理センター、学術情報処理セン

ター、情報処理センター、データステーションを設置 し、研究 ・教育等のための電子計算機を導入

している。 さらに、これ らの施設と大型計算機センターを専用回線で結び、大型計算機センターの

コンピュータ資源を利用できるよ うにしている。

これまで、 このような考 え方に立って東京工業大学 に総合情報処理センターを、筑波大学に学術

情報処理センターを設置 してきたほか、1981年 度には広島大学に総合情報処理センターを設置 した。

情報処理センターとしてはこれまで千葉大学ほか7大 学に設置 してきたが、1981年 度には新潟大学

3-2-8表1980年 度大型計算機センター稼動状況

内部記憶 年間稼動 1日 当た り平均 年間処理 年間運転
大 学 機 種

容 量 時 間 稼 動 時 間 件 数 日 数

MB H H 件 日

北海道 HITACM-200H(2台) {』 4,671 14.1 586,666 315

HITACM-180 6

東 北 ACOS9001(2台) |

}8
5,249 14.4 282,898 330

ACOS9001

東 京 HITACM-200H(8台) 64 5,504 15.5 987,612 324

名古屋 FACOMM-200(3台) 16 3,608 11.3 427,397 289

京 都 FACOMM-200(4台) 32 3,680 11.9 805,694 298

大 阪 Acosgoon(3台) 16 4,733 14.2 394,328 318

九 州 FACOMM-200(3台) 16 3,751 11.2 512,222 302
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ほか3大 学に設置 した。データステーションとしては、これまで50大 学に設置 している。

③ 研究用電子計算機について

大学ではロケッ トの飛 しょう実験や人工衛星の追跡、加速機等の精密機器を使用し、各種の研究、

実験が行われてお り、機器制御やデータ処理のための専用計算機を設置する必要がある場合 も少な

くないので、このよ うな場合には、個々の状況を検討 した うえで、専用の電子計算機 を設置 して き

た。

④ 教育用電子計算機にっいて

大学 における情報処理教育の重要性については、改めてここで述べるまで もな くこ社会的要請の

強い情報処理技術者および研究者の養成は もちろんのこと、情報処理を専攻 としない学生に対する

一般的な情報処理教育 も、これか らの時代には欠かせないものとなっている。現在大学には、情報

処理 を専攻す る学生のために、学部には 「情報工学科」等、大学院には 「情報工学専攻」等が設置

されてお り、専用の中型電子計算機を設置 し、専用教育が行われている。

また、大学 ・高等専門学校の一般の学生に対す る情報処理教育について も、1972年 度に東京大学

に教育用計算機センターが設けられたのをはじめ、以後、情報処理教育センターが室蘭工業大学、

九州工業大学、名古屋工業大学、群馬工業高等専門学校、沼津工業高等専門学校、九州大学、京都

大学、北海道大学、名古屋大学に順次設置 された。1981年 度には、東北大学、大阪大学に設置 され

た。本センターは、学内共同利用の形で設置 されてお り、情報処理教育に効果をあげている。

⑤ その他の電子計算機にっいて

大学図書館については、図書の受け入れ、貸 し出 し、目録の作成等業務の電算化を進めるととも

に、情報処理センター等とともに学術情報 システムを構成する機関の1つ として、これまで3大 学

に電子計算機を設置 して きた。 さらに、大学の事務局等における人事、給与、,学務関係事務の電算

、化や大学病院における診療や検査 、あるいは薬剤使用管理等に関する業務やその他会計事務を電算

化するため、逐次電子計算機を導入 してきた。

(2)今 後の整備計画

総合情報処理センター、学術情報処理センター、情報処理センター、データステーションの設置

については、それぞれの大学の学部数、その種類、研究者数、過去の利用実績を勘案 しつっ、適切

な施設 を設置 し、電子計算機 を導入することとしている。なお、これ らの施設が学術情報システム

を構成することや情報処理 システムに関す るコンピュータ ・ネットワークを形成す ることを考慮 し

て、設置 ・整備を行 う。7大 学 に設置 されている大型計算機センターにっいては、 これ らの大型計

算機センターが、学術情報 システムや情報処理システムに関するコンピュータ ・ネットワークにお

いて重要な役割を果たす ことを考慮 しつつ、整備す る。

教育用電子計算機の設置 ・整備については、① 一般の学生に行 う一般情報処理教育用 として情報



第2章 行 故 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 と政 策111

処理教育センターを設置 ・整備する場合は、大型計算機センターと専用回線で接続することを今後

検討する、②情報処理を専攻する情報関係学科および大学院の情報工学専攻等に設置す る教育用電

子計算機については、学生に対 して、電子計算機のハー ドウェア、ソフトウェアの両面にわたる基

本的操作 と、高度な研究開発に関連 した教育 を行 う必要があるので専用電子計算機を設置す ること

にしている。

C学 術情報センター ・システムの開発 について

(1)学 術情報 システムの基本的考 え方

文部省では、今後における学術情報流通体制の在 り方についての基本施策を確立す るため、1978

年11月 に学術審議会に対し 「今後における学術情報 システムの在 り方 について」諮問を行い、1980

年1月 に答申が行われた。

この答申においては、多量かつ多種多様な学術情報 を研究者が迅速かつ的確に把握 し、 もって優

れた独創的かっ先駆的な研究の展開を図る学術情報 システムの確立のため、次の施策を提案 してい

る。

① 一次情報(図 書、学術雑誌等)の 目録 ・所在情報データベースの形成および原論文等の提供 ←

次情報提供機能の充実)

② 国際的な研究成果の情報の流通(情 報検索 システムの確立)

③ 国内研究成果のデータベースの作成および国際データベースへの入力による国内外への普及(デ

ータベース形成の促進)

④ 上記の①、②、③の活動を行い、国公私立大学(図 書館)、大型計算機センター等の情報処理セ

ンター、国立大学共同利用機関で構成される学術情報 システムを円滑かつ効率的に運営するため、

中枢 となる学術情報センター(仮 称)の 必要性

② 学術情報センターシステムの開発状況

文部省では、上記の答申を受 けて、学術情報センター(仮 称)を 中心 とし、国立私立大学(図 書

館)、大型計算機セ ンター、国立大学共同利用機関等で構成 され、 これらをデータ通信網で結合す

る 「学術情報システム」を早期に稼動 させるため、学術情報センターの創設計画を推進 しているが、

情報処理に関するシステムの開発 を1980年 度か ら開始 した。

1980年 度においては、学術情報センター ・システム開発調査費907万3,000円 により学術情報セン

ター ・システム開発調査協力者会議を設け、学術情報センターのコンピュータ ・システムや学術情

報ネットワーク ・システムな どについて検討 と開発を行った。

1981年度においては、学術情報センターシステム開発調査費など2,650万5,000円 により、引 き続

き学術情報センター・システム開発調査協力者会議 を設けるなどして、学術情報センター ・システム
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に お け る ハ ー ドウ ェ ア、DBMS目 録 ・所 在 情 報 処理 シス テ ムな ど に つ い て 検 討 と開 発 を行 っ てい る 。

D大 学の情報関係学科の状況等

情報化社会の進展に対処 し、情報科学 ・情報処理教育の振興を図るため、文部省では、逐年、国

立大学 における大学院の情報関係専攻、学部の情報関係学科の設置等、各種の施策を講 じてきてい

る。

(1)大 学院情報関係専攻の状況

大学院情報関係専攻(数 理工学、管理工学専攻等を含む)は 、1981年5月 現在、修士課程45専 攻

(国立35、 公立1、 私立9)、 入学定員691人(国 立550、 公立12、 私立129)、:博士課程26専 攻(国 立17、

公立1、 私立8)、 入学定員216人(国 立174、公立6、 私立36)で ある。

なお、1981年 度には、国立大学 においてく次の専攻を設置 した。

●新潟大学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員8人 ●筑波大学(工)電 子 ・情報工学専攻

(博士課程)入 学定員8人 ●東京大学(理 系)情 報科学専攻(博 士課程)入 学定員4人

(2)情 報関係学科の状況

情報関係学科(数 理工学科、管理工学科等を含む)は 、1981年5月 現在、大学 については、64学

科(国 立38、 公立2、 私立24)、 入学定員3,690人(国 立1,655、 公立85、 私立1,950)、短期大学にっ

いては、10学 科(国 立5、 公立1、 私立4)、 入学定員505人(国 立230、 公立40、 私立235)、高等専

門学校については、5学 科(国 立のみ)、入学定員200人(国 立のみ)で ある。'

(3)教 員の資質向上

国立大学等の情報処理教育体制の充実、担当教員の資質向上を図るため、1981年 度においても情

報処理関係内地研究員制度による研究機会の提供を行 うほか、高等専門学校の教員を対象 とする情

報処理教育講習会を開催することとしている。

3通 商産業省 における電子計算機利用 の現状

Aは じめに

通 商 産 業 省 は 、1961年 にMARK-A電 子 計 算 機 を導 入 して以 来 、 省 内 の 行 政 事 務 処 理 の 機 械 化を

手始 め と して 、行 政 事 務 の 高 度 化 ・効 率 化 を図 るた め に行 政 情 報 処理 の推 進 を行 っ て きて い る。

現 在 で は 、 コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン タ ー に次 の よ うな電 子 計 算 機 シス テ ム が設 置 され て お り、 幅 広 い

分 野 の 業 務 で 利 用 さ れ て い る。

①ACOS77/90011&ll(官 房 情 報 管 理 課)
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②ACOS77/800田(貿 易 局 輸 出保 険 課)

③HITACM-170、M-180(特 許 庁 出願 第2課)

特 に① に は 、 省 内 各 課 、各 地 方 通 商 産 業 局 等 の端 末 機 が接 続 さ れ、 利 用 され て い る 。

B通 産行政情報処理 システムについて

通 商 産 業 省 に お け る 行 政 情 報 処 理 シス テ ム は 、情 報 の発 生 、 流 通 、 蓄 積 、 利 用 と い う観 点 か らみ

.ると 、3-2-5図 に示 す よ うに4種 の シ ステ ム か ら構 成 さ れて い る。

情 報 の発 生領 域 に位 置 す る シス テ ム と して は 、各 種 の統 計 調 査 の集 計 や 行 政 部 門 内 の各 種 事 務 処

理 の よ うな、 定 型 反 復 的 な大 量 事 務 処 理 の合 理 化 ・簡 素 化 の た め の事 務 処 理 シ ス テ ム が あ る。

他 方 、 情 報 の利 用 領 域 に位 置 す る シス テ ム と して は 、 省 内 に お け る政 策 の 企 画 、立 案 過 程 を支 援

す る た め に各 種 情 報 検 索 、 各 種 分 析 計 算 を行 う政 策 情 報 シ ス テ ム が あ る。

情 報 の 発 生 領 域 と利 用 領 域 の 中 間で あ る蓄積 、 流 通 領 域 に位 置 す る もの と して 、 デ ー タバ ン ク ・

シス テ ム と ネ ッ トワー ク ・シス テ ム が あ る。 デ ー タバ ン ク ・シ ス テ ム は 内 部 事 務 の機 械 化 の結 果 と

して発 生 す る各 種 デ ー タや 、 各 種 ネ ッ トワ ー ク を通 じて 入 手 した 外部 デ ー タ を 、 多 角 的 な利 用 が 可

能 な形 で 体 系 的 に蓄 積 して お くた め の シ ズ テ ムで あ る。 ま た ミ ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム は 、 当 省 内

部 で発 生 す る デ ー タ を必 要 に応 じて 政 府 関 係 機 関 に提 供 す る と と も に、 必 要 に応 じて これ らの 外 部

機 関 か らデ ー タ を入 手 す る た め の デ ー タ交 換(磁 気 テ ー プ あ る いは オ ン ラ イ ン に よ る)シ ステ ムで

あ る。

3-2-5図

通産行政情報処理 シ

ステムの概念構成

⇒ 禦

榊副 ㌘ ク

⇒ 一

ネ ッ トワー ク

:シス テ ム

　 　　 　 　 　

弛 機 関1
______」
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C電 子計算機の利用

電子計算機の利用形態の観点からは、センター処理 と省内各部局に設置 されている端末機 を利用

するTSS処 理の2種 類がある。

セ ンター処理 は、取 り扱 いデータ量 が非常に多い、処理するためのプログラムが複雑または大量

である、処理工程が複雑多岐であるなどの性格 を持つ業務に適用 されており、主要な業務は以下の

とおりである。

(1)各 種の分析計算

計量経済モデル分析、地域経済分析 、業種別動向分析、通商問題関連分析、企業行動分析、産業

立地分析、エネルギー消費実態分析、中小企業問題関連分析など

(2)各 種統計調査 の集計

商業動態統計、エネルギー消費動態統計、工業統計、鉱工業生産等指数、生産動態統計、各種需

給流通統計、貿易業態統計、輸入報告統計、設備投資調査、外資系企業動向調査、工場立地動向調

査、情報処理実態調査、電気ガス調査統計など

(3)各 種事務処理

輸出保険事務、機械類信用保険事務、鉱業権出願事務、JIS管 理事務、消費生活用製品事故情 報

収集事務、適地紹介事務、公害防止管理者試験、輸出検査事務、会計事務など

TSS処 理 については、端末利用者 が独自にプログラムを作成 して処理を行 うほか、後述の コンピ

ュータ ・センターがサービスしている政策情報 システムを利用 して処理 を行 うことがで きる。

D政 策情報 システムについて

政 策 情 報 シス テ ム は、 政 策 の 企 画 ・立 案 お よ び意 思 決 定 業 務 の 高 度 化 を支援 す る た め に、 重 要 な

政 策 分 野 ご とに 関 係 デ ー タを体 系 的 に 収 集 し、整 理 し、こ れ を基礎 に種 々 の デ ー タベ ー ス 、検 索 技 術 、

分析 手 法 、表 現 手 法 等 を組 み合 わ せ 、適 時 適 切 な検 索 、 加 工 お』よ び分 析 を可能 とす る シス テ ム で あ

る。 この シ ス テ ム は 、 利 用 者 か ら見 る と、3-2-6図 に示 す よ うに きわ め て膨 大 な デ ー タベ ー ス

群 と これ を利 用 す るた め の加 工 、分 析 プ ロ グ ラ ム群 が ら構 成 され て い る。 利 用 者 は プ ロ グ ラ ミン グ

に関 す る知識 が な くて も、 端 末 機 か ら簡単 に必 要 な情 報 の 入 手 や 分析 計 算 な ど が行 え る。

省 内各 部 局 等 に設 置 さ れ て い る通 常 の端 末機(キ ャ ラ ク ター ・デ ィス プ レイ端 末 機 や グ ラフ ィ ッ

ク端 末 機)か らは 、会 話 型 の 汎 用 検 索 言 語 で あ るMEU(MITIENDUSERLANGUAGE)を 用

い て各 種 デ ー タベ ー ス の デ ー タを検 索 、 加 工 す る こ とが で きる。主 な もの を次 に示 す 。

(1)経 済 統計 デ ー タベ ー ス

国 民 所 得 、 生産 指 数 、 消 費 、賃 金 、物 価 、設 備 投 資財 政 、 金 融 、輸 出入 、 国 際収 支 、雇 用 な どの
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3-2-6図 通商産業省 における政策情報システムのサー ビス体系

ユ ーザ ー ⑯麹

専用検索システム 汎用検索システム グラフィック・シ
ステム

汎用集計 ・編集
システム 経済分析システム

MITI-IR

シス テ ム

貿易情報

技術情報
産業連関表
ほか

MEU(MITI
ENDUSER
LANGUAGE)

1

グラフ作成

集計

作表

編集

時系列分析

計量経済モデル
マトリックス演算

産業関連分析
線型計画

法令検索

新聞情報検索
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))

マクロ経済指標、約2万2,000系 列 を収録

② 貿易情報 システム

わが国通関統計の時系列データを収録

(3)資 源情報 システム

世界各国の鉱物資源の生産、消費、埋蔵量、市況等のデータを収録

(4)鉄 鋼情報 システム

主要国の鉄鋼の生産、原材料、輸出入に関するデー タを収録

(5)エ ネルギー情報 システム

わが国のエネルギー需給をエネルギー ・バ ランス表形式で収録

(6)技 術情報 システム

特許 ・実用新案の公告 ・公開件数の時系列データを収録。

このほかにも数多 くのデータベース ・システムがあり、省内各課室等からの利用に供 している。

また、漢字端末機 から利用で きるシステムとして、通産六法検索システムと新聞情報検索 システ

ムがある。 この うち通産六法検索システムは、利用の歴史 も古 く、法令等の制定、改正作業 におけ

る引用 ・準用関係の調査や法令用語としての妥当性のチェックには必要不可欠なものとなっており、

現在、TSS検 索 システムを開発中である。
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E通 商産業省 一 経済企画庁 オンライン ・ネ ッ トワークについて

わ が 国 経 済 の運 営 に あ た っ て は 、経 済 諸 官 庁 間 で の 情 報 の総 合 的 利 用 の拡 大 を図 り、 同 時 に共 通

の情 報基 盤 を確 立 す る必 要 が ある。

この た め 、 前述 の よ うに、 現 在 で は 、 デ ー タ交換 ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム に よ り、 政 府 関 係 機 関

等 が保 有 して い る情 報 を相 互 に利 用 して い る。

し か し、磁 気 テ ー プ に よ る デ ー タ交 換 で は最 近 の 内 外 経 済 情 勢 の 急 速 な変 化 に対 して 不 十 分 な面

が あ る。 そ こ で 、 特 に経 済 官 庁 と して密 接 な関 係 に あ る通 商 産 業 省 と経 済 企 画 庁 は 、 双 方 の 電 子 計

算 機 シス テ ム を3-2-7図 に示 す よ うに通 信 回線 で 結 合 す る こと に よ り、 両 省 庁 で 保 有 して い る.

デ ー タや ソ フ トウェ ア を相 互 に利 用 す る こ との で き る オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム を1978

年 度 か ら開 発 して きた 。

この シ ス テ ム は 、

① オ ン ライ ン相 互 利 用

② デ ー タお よ び プ ロ グ ラ ムの 組 合 わ せ 利 用(フ ァ イル転 送)

の2段 階 に分 け て 開発 され 、 前 者 は1980年7月 よ り、後 者 は 同 年11月 よ り、 サ ー ビ ス を開始 した 。

これ は 、 中 央 省庁 間 で の 初 めて の 試 み で あ る と と も に、 デ ィ ジ タ ル ・デ ー タ交換 網(DDX)の パ

3-2-7図 通 商産 業 省 一 経 済 企 画庁 オ ン ラ イン ・ネ ッ トワー ク構 成 図

通商産 業省 経済企画庁

(コ ンピュー タ ・セ ン ター)(コ ンピュータ ・セ ンター)

経 済統 計デー タベ ース
・シス テム

各種政策情 報 システム

経済分析 システ ム

(各通商産業局)

ACOS900

11&n

(本省内各課室)

ディジタル・データ

交換網(DDX)
パケ ッ ト交換網

FACOM

M-200

(庁内各課室)

竃隠:;;「

イ
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ケ ッ ト交 換 網 利 用 の 日本 に お け る 第1号 シ ス テ ムで あ る。

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー クの形 式 は 、 次 の よ うな意 義 が あ る た め 、 政 府 関 係 機 関 に とど ま らず 民

間企 業 に お い て も利 用 が拡 大 され る もの と考 え られ る。

(1)共 通 の情 報 基 盤 の確 立

両 省 庁 の 電子 計 算 機 シス テ ム が保 有 す る デ ー タや プ ロ グ ラム の 相 互 利 用 に よ り共 通 の情 報基 盤 を

確 立 す る こ とが で き る。

② デ ー タ の 迅 速性 の 確 保

磁 気 テ ー プ に よ るデ ー タ交 換 よ りも迅 速 にデ ー タ を入 手 し うる。

(3)デ ー タ の信 頼 性 の 向 上

磁 気 テ ー プ交 換 に お け る原 デ ー タの格 納 まで に要 す る プ ロセ ス が 不要 と な る た め 、 デ ー タの信 頼

性 が 向 上 す る。

(4)シ ス テ ム 開 発 、運 用 の 効 率化

電 子 計 算 機 の リ ソ ー ス ・シ ェ ア リ ング(デ ー タ、 ソ フ トウ ェ アの 共 用)の 観 点 か ら、 ソ フ トウ ェ ア

アの 二 重 開発 や デ ー タ の 重複 維 持 が 不 要 とな り、 シス テ ム 開発 、運 用 の 効 率 化 が期 待 され る。

Fお わ りに

わが国経済を取 り巻 く内外情勢の複雑多様化に伴 い、通産行政の高度化、効率化 を実現するもの

として情報処理に対するニーズは質、量の両面にわたり、ますます高まっている。

今後 とも、こうした要請に応 え、行政情報処理を推進 してゆくには、

① 企画立案のための政策情報のシステム化推進

② オンライン ・ネッ トワークの拡充等、行政情報収集、提供体制の整備拡充

③ コンピュータ ・セ ンターの運営管理の効率化、高度化 および安全対策

等の課題があげられる。

4電 子計算機利用 に関する技術研究会 の活動

Aは じめに

電子計算機利用 に関する技術研究会(略 称:利 用研)は 、行政機関における電子計算機利用の技

術基盤の整備を図って応用技術 を発展 させることを目的とし、電子計算機利用上の技術的側面から

みた諸問題につ いて多角的かつ専門的な調査研究を行 っている。

各省庁の電子計算機利用の専門家とユーザーが共同で利用技術の研究を行 う組織 としては、 「利
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用 研 」 が わ が国 唯 一 の もの で あ り、ユ ー ザ ー の 立 場 か ら、 ソ フ トウ ェ ア 、ハ ー ドウェ ア お よび周 辺

技 術 に つ い ての 調 査 研 究 と各 省 庁 で 共 通 に利 用 で き る技 術 の 開 発 を行 っ て い るほ か 、 研究 会 の 成 果

と あ わ せ て 各 省 庁 で 開発 され た シス テ ム を紹 介 す る共 同 発 表 会 の 開 催 等 、 多角 的 な活 動 を行 っ て い

る。

B電 子計算機利用 に関する技術研究会の概要

(1)設 立の背景

工業技術院では、各省庁の意向を受 けて、1968年5月 通商産業省省議決定に基づ き 「電子計算機

利用に関する技術研究会(利 用研)」を設置 し、下記の目的で研究活動 を行 うこととした。

① 各省庁の電子計算機利用技術の交流を図 り水準 を高める

② 新 しい技術進歩への即応体制の整備を図 る

③ 利用技術の開発の重複 を排 し効率白勺に行 う

④ 標準化 によりデータおよびプログラムの互換性 を確保する

⑤ 各省庁で共通に使 える高度 な電子計算機矛1」用技術を開発する

(2)組 織

「利用研」は工業技術院長を会長とし、1980年6月 第1回 の研究会総会 をもって2分 科会、8研 究

班で発足 したが、各省庁で共通 に使 えるソフ トウェア開発の実施体制を整 えるため、1970'年に新た

に開発研究分科会を設けたのをは じめ、1972年 、1974年 および1975年 に一部編成替えを行 ったほか、

1979年6月 には最近の利用技術の発展に対応 して組織の再編成を行い、現在に至 っている(3-2一

3-2-8図

電子計算機利用に関

す る技術研究会の構

成図

(1981年8月 現 在)

斗 ソフ ・ウ・ア研究班1

ヨ 利用技術分科会1
1
1

・・テ・ ・アーキテ・チ・ア研究・1

ヨ デー ・ベース研究班1

ヨ 周辺問題研究班1

1研 究 司 1周 辺問題分科司
l
l 鯛 技術研蜘1

(会長:

1

工業技術院長)

ヰ リ・一ス… アリ・グ … テ・研究班1

1幹 事 会1
→ ・プリケー ・・ン … テ・研究班1

1
1事

務 局 一 己 発研究分科会1 l
l 躰 語情報処理シ・テ・研究班1

(欝繍 麟灘 室) ヨ 新技術応用シ・テム研蜘1
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3-2-9表

研 究 会参 加 省庁

(1981年8月 現 在) ,

会 計 検 査 院

人 事 院

総 理 府

警 察 庁

行 政 管 理 庁

防 衛 庁

経 済 企 画 庁

科 学 技 術 庁

法 務 省

〈オブザーバー参加〉

国 立 国 会 図 書 館

日本 電 信 電 話公 社

外 務 省

大 蔵 省

国 税 庁

文 部 省

厚 生 省

社 会 保 険 庁

農 林 水 産 省

食 糧 庁,

通 商 産 業 省

日本科学技術情報セ ンター

工

特

運

海

気

郵

労

建

自

業

上

枝

許

輸

保

象

政

働

設

治

術

安

院

庁

省

庁

庁

省

省

省

省

以上27省 庁

8図 参 照)。

この 間 、研 究 会 参 加 者 は 、 当初27省 庁 、 委 員48名 、 研 究 員119名 で あ っ た も の が ・ 現 在 で は27省 庁 、

委 員63名 、 研 究 員337名 に至 っ て い る(3-2-9表 参 照)。

C最 近の研究活動

(1)利 用 技 術 分 科 会

当 分 科 会 は 、電 子 計 算 機 シ ス テ ム の 利 用 技 術 に関 す る諸 問題 の審 議 を行 っ て い る。

① ソ フ トウェ ア研 究 班

ソ フ トウ ェ ア の 設 計 、 開発 、保 守 、評 価 の 方 法 、 プ ロ グ ラ ミ ン グ言 語 、 既 存 ソ フ トウ ェ アの 流 通

に関 す る調 査 研 究 を行 う こ と を目 的 と して い る 。

当 面 の 課 題 と して 、 ソ フ トウ ェ アの 設 計 ・開 発 ・保 守 に お け る生 産 性 ・信 頼 性 向 上 の た め の 諸 技

術 に関 す る調 査 研 究 を行 い 、今 年度 は、 ソ フ トウ ェ ア開 発 の 最初 の 工 程 で あ る要 求 定 義 段 階 の作 業

を支 援 す る技 術 の 調 査 研 究 を行 って い る。

② シス テ ム ・アー キ テ クチ ュ.ア研 究 班

電 子 計 算 機 シ ス テ ムの 最適 な利 用 形 態 を明 ら か にす る た め 、 各 種 処 理 装 置 、周 辺 ・端 末 装 置 お よ

び これ らを 有 機 的 に結 合 す る通信 技 術 、 オペ レー テ ィ ング ・シ ステ ム等 につ いて 調 査 研 究 を行 う こ

と を目的 と して い る。

当 面 の課 題 と して 、分 散処 理 シ ス テ ム構 築 の ため の各 種 ハ ー ドウ ェ ア およ び ソ フ トウ ェ アの 技 術

動 向 の調 査 研 究 を行 い 、 今 年 度 は比 較 的 限定 され た 地 域 で の 分 散 処 理 に適 した ロ ー カ ル ・ネ ッ トワ

ー ク技 術 の 調 査 研 究 を行 って い る。

③ デ ー タベ ー ス研 究 班
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行 政 情 報 の 多 角 的 かつ 高度 な利 用 を図 るた め 、 デLタ ベ ー ス の 利 用 技 術 の 向上 、 デ ー タの利 用 ・

流 通 の促 進 お よ び、 これ に と も な う諸 問題 に つ いて 調 査 研 究 す る こ と を 目的 と して い る。

当 面 の 課 題 と して 、官 庁 業 務 に最 適 な デ ー タベ ー ス ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シス テ ム(DBMS)に 必

要 と され る機 能 の 調 査 研 究 を行 い 、今 年 度 は 、機 能 面 お よ び利 用 形 態 か らみ た既 存DBMSの 適 用限

界 、 問 題 点 の検 討 を行 うと と も に 、 デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ム に関 連 す る ソ フ トウ ェ ア お よ びハ ー ド

ウ ェ アの 最 新技 術 の 調 査 研 究 を行 っ て い る。

(2)周 辺問 題 分 科会

当 分 科 会 は電 子 計 算 機 シス テ ム を と りま く諸 問題 の審 議 を行 っ て い る。 ・

① 周 辺 問 題 研 究 班

行 政 体 で 高度 な情 報 処 理 機 能 を活 用 す る た め の組 織 問 題 、 情 報 の 流 通 問題 等 電 子 計 算 機 を と り ま

く周 辺 問 題 の把 握 と その 解 決 の た め の 調 査 研 究 を行 うこ と を 目的 と して い る。

当 面 の 課 題 と して 、 最 適 な行 政情 報 シ ス テ ム の あ り方 、 実 現 方 法 に関 す る行 政 ニ ー ズ お よび情 報

処 理 技 術 の 両 面 か らの 総 合 的 な調 査 研 究 を行 い 、今 年度 は 事 務 処 理 フ ロ ー の 分析 、組 織 の デ ザ イ ン、

情 報 シ ス テ ム の デ ザ イ ンに関 す る種 々 の 技 術 につ い て調 査 研 究 を行 っ て い る。

② 運 用 技 術 研 究 班

シス テ ム の安 全性 、 効 率 性 、 デ ー タ保 護 、 デ ー タの 互換 性 の確 保 等 電 子 計 算 機 の 運 用 管 理 に関 す

る 問 題 につ いて 、技 術 的 な観 点 か ら調 査 研 究 を行 う こ と を 目的 と して い る。

当 面 の 課 題 と して 、 情 報 処 理 シス テ ムの 客 観 的 信 頼 性 向 上 を図 る もの と して 社 会 的 に注 目 され て

い る シ ス テ ム監 査 の 考 え方 を発 展 させ 、 シ ス テ ム の ラ イフ サ イ ク ル を キ ー と した監 査 クロ ス 表 の作

成 と その 効 果 的 な利 用 方 法 に 関 す る検 討 を行 い 、今 年度 は 、監 査 ク ロ ス 表 の監 査 項 目 とそ の技 術 的

手 段 お よ び利 用 体 系 か ら み た役 割 につ い て調 査 研 究 を行 っ て い る。

③ リ ソ ー ス ・シェ ア リ ング ・シ ステ ム研 究 班

政 府 省 庁 の もつ各 種 リ ソー ス(デ ー タ、 ソ フ トウ ェ ア、 ハ ー ドウ ェ ア等)の 相 互 有 効 利 用 を可能

とす る リソ ー ス ・シ ェア リン グ ・シ ス テ ム(RSS)の 実 現 をめ ざ し、異 機 種 分 散 型 コ ン ピュ ータ ・

ネ ッ トワ ー クの構 成 技 術(プ ロ トコ ル 、 デ ー タ通 信 網 等)を は じめ と して 、 運 用 管 理 な ど を含 め た

総 合 的 な研 究 を行 う こ と を 目的 と して い る。

当 面 の 課 題 と して 、 リソ ー ス の 中 で も特 に重 要 で あ る、 デ ー タの 相 互 有 効 利 用 を図 る うえで の各

種 プ ロ トコル の整 備 を行 い、今 年度 は、NAC(ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・コマ ン ド)の 実 験 分析 を

行 うと と も に、 「デ ー タ ・シ ェ アリ ング ・サ ー ビ ス機 能 」の 論 理 設 計 お よ び 「デ ー タ利 用 情 報提 供 機

能」 の シス テ ム 開 発 な らび に これ に伴 う調 査 研 究 を行 って い る。

(3)開 発 研 究分 科 会

当 分 科 会 は 、 各 省 庁 に共 通 な業 務 処 理 シ ステ ムの 開 発 お よ び開 発 に と も な う技 術 的 諸 問 題 の審 議
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を行 っ て い る。

① アプ リケ ー シ ョ ン ・シ ステ ム研 究 班

効 率 的 な行 政 デ ー タの 作 成 お よ び 利 用 を促 進 す る た め に、 汎 用 的 な ア プ リケ ー シ ョ ン ・シス テ ム

の 開 発 お よ び 、 それ に と も な う諸 問 題 につ い て調 査 研 究 を行 うこ と を 目 的 と して い る。

当 面 の 課 題 と して 、 電 算 機 の 出 力 結 果 の活 用性 の 向 上 を図 るた め に 、漢 字 、 グ ラフ お よび 図 形 等

を用 い て 出 力 表 示 す る シス テ ム の 調 査 研 究 を行 い、 今 年 度 は 、統 計 業 務 等 の 官 庁 業 務 に適 用 可 能 な

グ ラフ処 理 シ ス テ ムの 論 理 設 計 お よ び小 型 コ ン ピ ュ ー タ を利 用 した ア プ リケ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム に

関 す る調 査 研 究 を行 っ て い る。

② 日本 語 情 報 処 理 シ ステ ム研 究 班

日本 語 情 報 を 自然 語 の ま ま電 子 計 算 機 に よ っ て処 理 す るた め の 日本 語 情 報 処 理 シ ス テ ム の 開発 お

よ び 、 そ れ に と も な う諸 問題 につ い て 調査 研 究 を行 う こ と を 目的 と して い る。

当 面 の課 題 と して 、 情 報 検 索 機 能 を 高度 化 し、人 間 と計 算 機 の 間 の 自 然 な イ ン タ フ ェ ー スの 実

現 を図 る ため に必 要 な 「自然 語 に よ る情 報 検 索 シス テ ム 」 の 開発 を 行 い、 今 年 度 は 、 自然 言 語 処 理

技 術 を応 用 した 「文章 情 報 処 理 シス テ ム」 の 論 理 設 計 を行 うと とも に、 そ れ に関 連 して 「カ ナ漢 字

変 換 」、「機 械 翻 訳 」、 「人 工 知 能 」 等 に関 す る最 新 の 動 向 につ い て 調 査 研 究 を行 っ て い る。

③ 新 技 術 応 用 シス テ ム研 究 班

パ タ ー ン認 識 技 術 等 に み られ る よ うに 、 最近 著 し く進 歩 して い る新 しい情 報 処 理 技 術 を 行 政 に応

用 す る た め 、 新 技 術 の 動 向 、運 用 の た め の フ ィー ジ ビ リテ ィ調査 お よ び シス テ ム 開 発 と そ れ に伴 う

諸 問題 につ いて の 調 査 研 究 を行 う こ と を 目的 と して い る。

当 面 の課 題 と して 、音 声認 識 、 画 像 処 理 等 の パ ター ン情 報 処 理 を行 政 の場 で 実 用 化 す る た めの 調

査 研 究 を行 い、 今 年 度 は 、 音 声認 識 に よ る デ ー タ入 力 お よ びデ ー タベ ー ス問 合 せ の コマ ン ド入 力 シ

ステ ムの 応 用 実 験 分 析 を行 う と と も に、 新 しい情 報 処 理 技 術 の 動 向 につ いて 調 査 研 究 を行 っ て い る。

な お、 過 去3年 間 の 各 研 究 班 の 活 動 内 容 は3-2-10表 の と お りで あ る。

Dお わりに

電 子 計 算 機 に よ る情 報 シ ス テ ム化 の 普 及 、 そ れ に伴 う機 器 の低 廉 化 な らび に漢 字 処 理 技 術 、 音 声

認 識 技 術 等 の 新 しい情 報 処 理 技 術 の進 展 に よ り、電 子 計 算 機 は 単 独 で 「計 算 」 「定 型 的 な事 務 処理 」

等 に利 用 され る だ けで な く、 フ ァ ク シ ミ リ等 の事 務 機 器 と結 合 して 利 用 され る こ と に よ り、 情 報 の

蓄 積 ・加 工 ・流 通 を効 率 化 す る手 段 と して適 用 分 野 が 大 幅 に拡 大 さ れつ つ あ る。

一 方 で は
、 この よ うな増 大 す るニ ー ズ に対 応 す べ く、 ソ フ トウ ェ ア生 産 性 向上 技 術 、 デ ー タベ ー

ス技 術 、 日本 語 情 報 処 理 技 術 、 パ タ ー ン情 報 処 理 技 術 等 の新 しい技 術 が実 用 化 され つ っ あ る。

この よ うな状 況 を踏 ま え、 当 研 究 会 で は 、 従 来 よ り行 っ て きた官 庁 に お け る リ ソ ー ス の 共 同 利 用
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3-2-10表 過 去3年 間 の 研 究活 動

ぷ 1978 1979 1980

・ソフ トウェア開 発支援 システ ムに ・ドキ ュメン ト作成支援 ツー ルに関 ・ソフ トウェア設計技法に関す る調

利 関する調査研究 る調査研究 査研究
用
技
術

・オペ レーテ ィング ・システムの将

来動向調査

・複合計算機の技術 動向調査

・デー タベース ・マネジメ ン ト・シ

・構 造化設計技法の応用実験分析

・高位 ミニ コンピュー タの技術 動向

分 ・ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア ステムの機 能調査 調査
科会 の研究 ・デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ

ス テ ム の事 例 研 究

・官庁 におけるDBMSの 利用 に関

す る調査研究

・デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ

ステム応用実験分析

・行政部 門と情報 処理 部門の インタ ・官庁 における情報 システ ムの技術 ・官 庁 にお け るオ フ ィス ・オ ー トメ

フェース機能の あ り方に関す る調 的展開に関する研究 一 ションの課題 に関す る研究

周
辺
問
題

査研究

・官庁における電子計算機運用管理

の現状に関する調査

・システ ム監査の基本 的な考 え方の

調査研究

・デー タベース ・アクセス ・プロ ト

・官庁 におけ るシステム監査 と運用

管理 の方 向性 に関する研究

・ネ ッ トワーク ・ア クセス ・コマ ン

分
科
会

・政府 省庁 におけ るデータ流 通につ

いての調査

・EndtoEndの プロ トコ ル作成

コル の プ ロ グ ラム作 成

・ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・コマ ン

ドの 論理 設 計

ドの プ ロ グ ラム 作 成

・デ ー タ ・シ ェ ア リ ング ・シス テ ム

の 論 理 設 計

・デ ー タベ ー ス ・ア クセ ス ・プ ロ ト

コル等の論理 設計

・業務特性 からみ た最適 入出力機器 ・統計調査 における諸問題の検討 と ・漢字 および グラフ処理 システムに

開
発
研

の選定に関する調査研究

・自然言語処理の動向に関する調査
入出 力システ ムの研究'

・官庁 にお ける日本語情 報処理の研

ついての研究

・漢 字 を利用 した統 計デー タ出 カシ

究 究 ステムの論理 設計

分
科

・行政情報処理 とパ ター ン情 報処理 ・自然 語による情 報検索システ ムの

会 の調査研究 調査研究

・パ ター ン情報処理 の応 用

を 目的 と した 「リソ ー ス ・シ ェ ア リン グ ・シ ス テ ム」 の研 究 開発 を さ ら に進 展 させ る と とも に 、新

しい技 術 の 行 政 情 報 処 理 シ ス テ ムへ の適 用 の 可 能性 を検 討 す るた め 、 行 政 ニ ー ズ に即 した実験 シ ス

テ ムの 開発 等 を行 い 、各 省 庁 で の実 用 化 に役 立 て た い。

あ わ せ て 、情 報 処 理 部 門 と一 般 行 政 部 門 が調 和 を保 ちつ っ 各 々 の役 割 を果 た す こ と がで きる よ う

な情 報 処 理 技 術 の 利 用 の あ り方 を検 討 し、将 来 の 行 政 情 報 処 理 シス テ ム の あ るべ き姿 につ いて 技 術

的側 面 か ら調査 研 究 を推 進 して ゆ きた い 。
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5郵 政省 におけ る電子計算機利 用

Aは じめに

郵政省においては、郵便、郵便貯金、簡易生命保険、郵便年金等の各事業および電気通信 に関する

事務等の行政事務を一体的 に遂行 しているが、これら各部門において各種の情報 システムが利用 さ

れている。これを電子計算機の設置台数でみると、1980年 度末における総設置台数は、72台 となっ

ている。なかでも為替貯金事業、簡易生命保険、郵便年金事業および電波監理事務については、それ

ぞれオンライン・システムを導入 し、システムの拡充に向けて推進中であり、また、郵便事業につ

いては本年7月 から電子計算実験サービスが開始 されている。以下 これらのシステムにっいての概

要 を説明する。

B為 替貯金事業の総合機械化

為替貯金事業においては、業務能率の向上に資するため、1970年 度か ら地方貯金局の原簿事務の

うち、その大宗 を占める通 常郵 便貯 金 につ いて、電子計算機による処理を実施 して きた。また・

郵 便振替口座事務にっいて も、1975年 から電子計算機処理 を行って きたが、金融サービスに対する

国民のニーズの多様化、高度化に伴 う利用者サービスの向上、事務処理の効率化および経営管理の

近代化を図るため、 これまでのオフライン方式に代え、オンライン・システムを導入す ることとし、

1978年8月 か ら神奈川県下の郵便局においてオンラインによる業務の取扱いを開始 している。

このオンライン ・システムは、東京、大阪、名古屋等全国で9ヵ 所の地方貯金局 に計算セ ンターを

置 き、超大型電子計算機(DIPS-11)を 設置 して、全国約2万 の郵便局の窓口端末機 との間 をデ

ー タ通信回線で接続 し、貯金口座の受払計算等 をオンライン処理するものであ り、その概要は次の

とおりである。また、その概要図は3-2-9図 のとお りである。

① 各計算センターはデータ通信回線および東京計算 センターに設置 された交換 システムにより

相互に接続 され、全国網を構成する。

② 計算センターで集中的な機械処理 を行 うほか、全国所要の地方貯金局 において証拠書等の検

査整理保管、入力データの作成、通帳 ・証書の再発行等の後方事務処理 を行 う。

③ 郵便局に窓口端末機 を設置 し、データ通信回線で計算セ ンターと接続す る。

オンラインによる取扱対象業務は、現在、通常郵便貯金、定額 ・定期郵便貯金、年金 ・恩給の振替

預入、現金 自動預払機 による払戻 し・預入れ、給与預入れ等であるが、このほかに郵便為替 について

1981年 度か ら取扱いを開始 し、郵便振替については1982年 度から取扱い開始 を予定している。さらに・
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3-2-9図 為替貯金業務総合機械化 システム概念図
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3-2-10図 簡易保険業務総合機械化 システム構成概念図
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3-2-11琴i為 替 貯 金 業務 オ ン ライ ン計 画 の導 入 開始(予 定)ス ケ ジ ュール

大型の電子計

算機 を設置す

る地方貯金局

受 持 区 域
実施率

計算 センター別

取 扱 開 始

(予定)年 度

都道府県別取扱
開 始 年 月

東 京 南関東醸 眠 ㌶都)
%

100 昭和53年8月

神 奈 川53.8

千 葉55.7

東 京54.7

宇 都 宮 北関東腐 熟 ㌶) 100 昭和54年4月

埼 玉54.4

群 馬55.5

栃 木54.10

茨 城55.8

大 阪 近畿全県 69 昭和54年7月

大 阪54.7

誌 器:;

名 古 屋 東海全県 51 昭和55年3月
愛 知55.3

静 岡56.2

広 島 中国 および四国全県 一 5 昭和56年2月
広 島56.2

愛 媛56.3

長 野 信越および北陸全県
一 昭和56年4月

一

仙 台 東北全県 一 昭和56年8月
一

熊 本 九州全県および沖縄県
一 昭和57年 度 一

小 樽 北海道 一 昭和57年 度
一

㈱1.各 受持区域内の導入 開始後 、各郵便局 に窓 口端末機 の配備 を完 了す るには、 おおむね2年 間程度 を要する。

2.実 施率は1981年3月 末現在である(全 国実施率38%)。

総 合 通 帳 サ ー ビス を1981年 度 か ら開 始 して い る。

な お、この 導 入 計 画 は3-2-11表 の と お りで あ る。

C簡 易生命保険業務の総合機械化

簡易生命保険事業においては、事務能率の向上等に資す るため、1967年 か ら地方簡易保険局にお

ける業務の電子計算機処理 を推進 してきたが、加入者サービスの向上、事務処理の効率化および経

営管理の近代化を図 るため、最新のデータ通信技術を取 り入れて、郵便局、地方簡易保険局、地方

郵政局等および本省をも包含 した、オンライン ・システムによる統合機械化にっいて検討を行い、

1977年2月 か ら首都圏の郵便局においてオンラインによる業務の取扱いを開始 した。

この総合機械化 システムでは、センターと他の事業所との間 を通信回線等で接続 し、事務の性質

や事務量 に応 じて、オンライン・リアルタイム処理、オンライン ・バ ッチ処理、インハウス ・オン

ライン処理およびオフライン ・バ ッチ処理のいずれかの方式により処理するシステムである。

各事業所の機能の概要は次のとおりであり、その概 念図は3-2-10図 のとおりである。
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① 東京および京都地方簡易保険局にセ ンターを置 き、超大型電子計算機(NEAC-9200)を 導入

して、全国の端末とデータ通信回線で接続 し、オンライン処理 を含む保険金支払いおよび保険料

の収納、監査事務等の集中処理 を行 う。

② 全国の集配普通郵便局に端末機 を設置 し、センターとの間でオンラインにより入出力処理 を

行 う。

③ 全地方簡易保険局 をサブセンターとし、端末機 を設置 して、それぞれ所掌地域内の(端 末機

を設置 していない郵便局の)事 務等 についてセンターとの間でオンラインにより入出力処理 を行

う。 このほか、中型電子計算機により所掌地域内の全郵便局 を対象として、オンライン処理にな

じまない事務の一括処理 を行 う。

④ 本省 ・郵政局に端末機 を設置 し、経営管理資料の収集等 を行 う。

このオンライン・システムの導入に伴い、保険金、貸付金等の即時払の処理が速 くなったこと、従

来郵便局で即時処理できなかった失効還付金等の請求も即時払が可能 となるなど、加入者サービス

の向上に大 きな効果をあげることができるよ うになった。

このシステムは1980年 度末に、当面の計画である全国の集配普通郵便局(約1,100局)を 結ぶオン

ライン ・ネットワークとして完成 している。

D電 波監理事務の機械化

電波監理事務の機械化にっいては、1969年 に本省に電子計算機を導入 して、本省事務に限って処

理を行 って きたが、最近における無線局の増加等に伴 う事務量の増大に対処 し、きめの細かい、 し

か も密度の高い電波監理行政を遂行するため、地方電波監理局の事務処理 をも含めたオンライン ・

システムを導入することとし、1980年4月 か ら一部運用を開始 した。

このシステムは、本省に大型計算機(ACOSシ リーズ77NEAC700)を 設置 し、地方電波監理局

の端末機(N6300モ デル50L)と の間をデータ通信回線で結ぶシステムであり、その概念図は3-2-

11図 の とおりである。

この システムの対象業務には、現在次のものがある。

① 無線局(ア マチュア局および市民 ラジオ局)の 許認可関係事務

② 無線従事者関係事務

③ 無線局等許認可状況の管理

④ 各種統計資料の作成

これ ら業務のオンライン化により、無線 局に関する事務の能率化、行政サー ビスの向上が期待さ

れているところである。
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3-2-11図 電波監理情報 システム概念図

専用回線

セ ンター(本 省)

Aブ ロック3地 方局

関東,東 海及び近畿

Bブ ロック4地 方局

中国,九 州,

東北及び北海道

55年 度運用開始

56年 度運 用開始

Cブ ロック2地 方局
57年 度運用開始予定

信越,北 陸

(四国及び沖縄58年 度以降運用開始予定)

E電 子 郵 便 シ ス テ ム

電 子 郵 便 は 、物 理 的 な輸 送 手 段 に よ る伝 送 を電 気 通 信 手段 に代 替 させ る もの で 、具 体 的 に は受付

3-2-12図 電子郵便実験 システムの構成概要図

〈大阪市内〉

厄 前≡釘チー一一ーー一一「

三鷹 熟_

縛ン灘騨響
自動車f/灘 鋤L ______壁 望 二連遡 幽

〆⑧ ・⑧ 名古屋中郷 局
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けた通信内容を電気通信手段を用いて伝送 した後、これを配達用紙に表示 し、郵便により名宛人 に

配達す るサービスであり、これまでの郵便 にない迅速性が期待 される。1981年7月 には、電子郵便実

験サービスが開始 されている。

電子郵便実験 システムでは、東京一大阪、名古屋各中央郵便局 に送信、受信兼用型のファクシミ

リ装置がそれぞれ2台 設置 されている。これらの装置は、データ通信回線 を介 して、東京中央郵便

局 に設置 されたコンピュータに接続 される。 このコンピュー タは、通信文の内容に対応 した電気的

な画信号 を蓄積 し、中継する機能を有 している。

実験 システムでは、電子郵便の受付けは前述3局 の中央郵便局の窓口で行われ、配達は、東京都

区内、大阪、名古屋各市内のエリアを対象 としている。取扱種別 としては、一般通信用のほか、慶

祝または弔慰の取扱 いも用意 されており、これらの各取扱いに応 じて、それぞれ特別の封筒が使用さ

れる。電子郵便実験 システムの構成概要図は3-2-12図 のとおりである。

6運 輸省 にお・ける情報化施策

運輸は、旅客または貨物を安全、迅速かっ正確に輸送するという社会的 ・公共的使命 を担 ってい

るが、その任務を的確 かつ効率的に遂行するために、運輸の各分野において、コンピュータを利用

した情報 システム化を促進することが重要な課題となっている。

このよ うな点を踏 まえ、運輸省は、情報管理部を中心として運輸行政事務へのコンピュータの導

入を促進するとともに、公共性の高い運輸情報システムの開発等、運輸 における情報処理振興施策

を推進 している。

A運 輸行政における情報システム

運 輸 省 は 、 運 輸 行 政 に関 す る事 務 の 合 理 化 、行 政 サ ー ビス の 向 上 等 を 図 るた め 、1958年 気 象庁 に

最 初 に コ ン ピ ュ ー タ を導 入 して以 来 、 気 象 業 務 、 自動 車 登 録 検 査 業 務 、航 空 交 通 管 制 業 務 、 海 技 従

事 者 免許 登 録 事 務 等 の 各 種 の行 政 事 務 に コ ンピ ュ ー タ を導 入 して 、 そ の情 報 シス テ ム 化 を促 進 して

お り、1980年 度 末 に お け る コ ン ピュ ー タの 設 置 台 数 は51台 と な っ て い る。

(1)運 輸 省 汎 用 コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ム

運 輸 行 政 に お け る一 般 事 務 処 理 の 合 理 化 、 高度 化 を図 る た め 、1969年 に汎 用 コ ン ピュ ー タ を運 輸

本 省 に導 入 し、 さ ら に1974年 か らは 、TSS(TimeSharingSystem)機 能 を追 加 し、省 内 各 局

に お い て 端 末 機 に よ り汎 用 コ ン ピュ ー タ を利 用 した 事 務 処 理 がで き る よ う に な っ た。

そ の後 、 事 務 処 理量 の 増 大 に対応 して 機 器 の更 新 、 増 強 等 を行 い 、 シス テ ム の 拡 充 を図 って きて

い る が 、1979年 には 、 地 方 海運 局 との オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム が 完 成 し、 海 技 従 事 者
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免許登録事務の処理 が行われるようになった。

(2)気 象関係 システム

① 気象資料 自動編集中継 システム(ADESS)

このシステムは、 日本全国および世界各地の気象官署から送信 されてくる気象情報の収集・編集

等を行い、その気象情報を各地へ向けて送信 、中継するものである。

② 地域気象観測 システム(AMeDAS)

このシステムは、集中豪雨等の局地的異常気象を把握するため、全国約1,300ヵ 所に設置 した 自

動観測装置からのデー タを集計 し、各地の気象官署 に配信するものである。

③ 静止気象衛星システム

このシステムは、静止気象衛星 「ひまわ り」から送信 される雲の分布、前線等の活動状況を常時

把握するものである。

④ 予報解析中枢 システム

このジステムは、国内および国外から得た気象データを収集、解析 し、予想天気図、長期予報資

料等を作成するものである。

(3)自 動車登録検査事務電子情報処理システム

陸運事務所における自動車登録検査業務を迅速かつ正確 に処理するために、全国81カ 所の陸運事

務所に端末機 を設置 し、従来、各陸運事務所で個別 に管理 していたすべての登録原簿を東京の自動

車登録管理室 に設置 した大型コンピュータのファイルに格納 して一括集中管理するとともに、謄本、

車検証の発行業務等をオンライン ・リアルタイム方式により処理 している。

(4)航 空交通管制情報処理システム

航空交通量の増大 に対処 し、運航の安全の確保 を図るため、航空交通管制に関する情報処理 シス

テムが開発され、以下のサブシステムから構成 されている。

① 航空路管制情報 システム

a.飛 行計画情報処理システム(FDP)… …わが国 が管轄する空域を飛行するすべての航空機

の飛行計画を、テ レタイプ通信網 により受信 し、コンピュータで一括処理 し、便名、経路等の運

航情報を全国の管制官に提供する。

b.航 空路 レーダー情報処理 システム(RDP)… …航空路監視 レーダーにより得 られた航空機

の実際の運航情報 を各管制部のコンピュータによって処理 し、 レーダー表示面 に便名、高度等運

航情報 を表示する。

② ター ミナル ・レーダー情報処理システム(ARTS-J)

空港周辺に設置 したレーダーによって得 られた運航情報をコンピュータで処理 し、管制卓のレー

ダー表示面に、管制に必要な情報 を見やすい形で表現する。
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(5)海 上保安関係システム

① 水路部電子計算機システム

このシステムは、海図作成、海象観測、天文観測 、天体暦の換算 ・編集、海洋情報資料の収集

解析等 に関する業務の処理を行 うものである。

② 東京湾海上交通情報処理システム

このシステムは、東京湾 における船舶交通の安全を確保するため、船舶航行状況の レーダー映像

をは じめとする船舶交通 に関する情報 を解析、処理 し、運用管制官および情報官に提供するもので

ある。

(6)港 湾情報処理システム

港湾技術研究所 に設置 した大型 コンピュータと地方港湾建設局の各端末機とを専用回線で結んで、

港湾の計画、調査、設計、工事積算等の業務 を迅速に処理す るとともに、港湾技術 に関する試験研

究の効率的な処理 を行っている。

B公 共的な運輸情報システムの開発

運輸省においては、運輸情報システムの重要性 に鑑み、特に開発を推進する必要のある先進的情

報システムや中小事業者の共同利用 システム等公共性の高い情報システムの開発を推進 しているが、

その主なものは次のとおりである。

(1)国 際貨物輸送情報システム

運輸省では、流通ネックの打開、輸送サービスの向上、国際貿易の発展等を図るため、国際貨物

輸送情報 システムの開発を推進 している。

特に、わが国の国際航空貨物輸送は、近年伸長の一途をたどってお り、今後 とも引き続 き大幅に

増大 してい くことが予想される。一方 、その輸送手続は依然として煩雑であり、合理化が緊要の課

題 となっている。

このため、運輸省は、国際航空貨物輸送手続の簡素化、事務処理の迅速化、正確化を図るため、

航空会社、代理店、混載業者等を取 り込んだ国際航空貨物輸送情報 システムの開発に係わる調査 を

実施 しており、民間組織 として航空会社、代理店、混載業者等からなる 「国際航空貨物輸送情報 シ

ステム開発協議会(JACIS)」 が設立 されている。

(2)ト ラック輸送情報ネッ トワーク ・システム

中小企業者の多い トラック事業の近代化、荷主へのサービスの向上等を図 るとともに、省資源、

省エネルギー等の社会的要請に対応 した効率的な トラック輸送体系を確立するため、区域 トラック

事業における帰 り荷の斡旋 を中心とした トラック輸送情報ネットワーク ・システムの形成が進めら

れている。
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C運 輸 業 界 にお ける情 報化

運輸業においては、単に輸送需要が量的に増大 しているばかりではなく、その質的な多様化、高

度化が著 しくなっている。このため、旅客お』よび貨物 を迅速かっ確実 に輸送するとい うことはもと

より、快適 さ、便利 さなど各交通機関 に対す る質的に高度な要請に対応できる輸送体系 が必要 とな

っている。

運輸関係事業においては、現在すで に多 くの情報システムが稼動 しているが、これらのシステム

は、①運航㈲ ・生産管理関係、② 施設 ・資材管理関係、③営業 ・販売管理関係、に大別 される(3

-2-12表 参照) 。

また、近年の通信技術の進展によりオンライン ・システム化が促進 されている。特に、国鉄の座

席予約 システム 「マルス」と大手旅行会社3社 のコンピュータ ・システムを相互結合 したネ ットワ

ーク ・システムは、全国的なオンライン・システム同士 を結合 したものであり、これまで国鉄の指

定券はマルスの端末から、旅行会社の宿泊券は旅行会社の端末 からしか販売で きなかったものが、

それぞれ自社の端末からお互いに相手方の商品を販売できるよ うになった。

D貿 易 関係 手続 の標 準化 ・簡素化

各国の貿易関係手続が煩雑すぎた り、国ごとに相違 していては国際貿易の拡大 に伴って関連企業

3-2-12表 運輸業界における情報 システム化の現況

業種

運輸関係事業 コンピ
ュータ設置台数(台)

情 報 シ ス テ ム の 代 表 例

1970 1978 1979 1980

鉄 道 110 185 190 229 座席予約 システム、新幹線運転管理 システム、操作場総合 自
動化 システム、列車運行制御 システム

自動 車 運 送 59 237 242 272 トラ ッ ク輸送 貨物 管 理 シス テ ム、 タク シー配 車 シス テ ム

海運・港湾運送 34 117 130 152
コ ンテナ ヤ ー ド情報 シス テ ム、 超 自動 化 船 システ ム 、船 積 書

類 作 成 シス テ ム

航 空 22 65 66 67 座席予約 システム、運航管理 システム

倉 庫 31 134 150 191 在庫管理 システム、省力自動化倉庫 システム

観 光 10 209 229 243 宿泊 予 約 システ ム、 ホ テ ル管 理 シス テ ム

造 船 48 116 117 106 造船設計 システム

鉄道車両製造 4 20 19 17 車両設計 システム、車両工程 システム

自動 車 販 売 64 243 250 288 自動車販 売管理 システム

計 382 1,326 1,393 1,565

(注)コ ン ピュー タ設置 台数 は、(社精 報 処理 学会 「電 子 計算 機 ユ ーザ ー 調査 年 報」 よ り作成 。
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の業務量 および経費が増大 し、業務の遂行上大 きな障害 となり、国際貿易が著 しく阻害されること

になる。このため、各国で貿易関係手続を簡素化、標準化す る努力が続けられており、国連経済社

会理事会の下部機関の一つである欧州経済委員会(ECE)貿 易拡大委員会 ・国際貿易手続簡素化

作業部会 を中心 として、貿易関連書式 および手続の標準化 ・簡素化に努めるとともに、コンピュー

タによるデータの自動処理化に向けて、データ ・エレメン ト、コー ド等の統一化を推進 している。

わが国 においても、このよ うな国際的動向に対処するため、運輸省は関係省庁 と協 力して1974年

に財)日本貿易関係手続簡素化協会(JASTPRO)を 設立 した。同協会は、PAD(手 続 と書類)専

門委員会 とADP(自 動データ処理)専 門委員会 を設 け、海外と連絡 をとりつつ簡素化作業に取 り

組んでおり、これまでに標準貨物送 り状、標準荷印等を発表し、また、コンピュータ利用による貿

易業務のADP化 の研究を行っている。

Eそ の他

運輸省は、運輸行政部門および運輸関係事業 における情報化の促進 およびこれに関連す る諸問題

にっいて協議することを目的とした運輸情報 システム連絡懇談会を毎月1回 開催 している。

また、あらゆる分野における情報量の急速 な増大と情報処理技術の高度化に対応 して、国民生活

における健全な情報化を推進す るため、「・1青報化週間(毎 年10月1日 ～7日)」 において、関係省庁お

よび関係団体 と協力 して、情報化促進 に多大の貢献をなした個人や企業等を表彰す るほか、各種行

事 を実施 している。

このほか、1980年 度には、運輸省の指導 により、酎運 輸経済研究セ ンターにおいて、運輸関連の

中小企業がコンピュータを利用する際のガイ ドブックをまとめた。
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第3章 諸 外国の動 向

1ア メ リカ の コ ン ビS－ タ政 策

Aア メリカ連邦政府の調達政策 とVHSIC計 画

連 邦 政 府 は コ ン ピ ュ ー タ産 業 に対 す る特 別 な振 興 策 を持 っ て い るわ け で は な い 。 しか し国 防 や 宇

宙 開 発 計 画 の 巨 大 な プ ロ ジ ェ ク トが コ ン ピ ュ ー タの 開 発 と利 用 を促 し、 この産 業 を育 て る上 での 大

きな推 進 力 とな って きた の は 事 実 で あ る。 ま た連 邦 政 府 は全 ア メ リカ の コ ン ピ ュー タ設 置 金 額 の 約

1割 を保 有 す る世 界 最 大 の ユ ーザ ー で あ り、1979年 度 末 に お け る連 邦 政 府 の コ ン ピ ュー タ設 置 台 数

は1万4,333台 、 設 置 金 額 は54億 ドル 、1979年 度 の連 邦 政 府 の情 報 処 理 費 用 は48億 ドル 、1980年 度

は53億 ドル 、1981年 度 は57.6億 ドル とみ られ る。

な お 、連 邦 政 府 に お け る コ ン ピ ュ ー タの 調 達 、 管 理 、運 用 は 、 一 般 調 達 庁(GeneralServices

Administration)、 商 務 省 標 準 局(NationalBureauofStandars)、 行 政 管 理 予 算 局(Office

ofManagementandBudget)が そ れ ぞ れ 分担 して い る。

1975年 度 か らは大 手 メ ー カー との 間 の 連 邦 政 府 調 達 計 画 契 約 を廃 止 し、 リー ス会 社 や プ ラグ ・コ

ンパ ティブル ・メー カ ーか らの調 達 を図 るな ど調 達 政 策 の 多 様 化 を推 進 して い る。 し か しGSAお よ

び州 政 府 の調 達 は 、BuyAmerlcanAct(1933)に よ り、① 当該 最 終 製 品 が アメ リカ 国 内 で 製 造

され る こ と、② 最 終 製 品 の コ ン ポ ー ネ ン ト ・コス トの50%以 上 が ア メ リカ製 品 で あ る こ と、 と規 定

され て い る。 例 外 とし て ア メ リカ製 品 で は コス トが か か りす ぎ る場 合 、 ア メ リカ国 内 で は 当 該 製 品

が量 ・質 と もに不 十 分 な場 合 、 公 益 に反 す る場 合 に は 、 外 国 製 品 が調 達 され る と い う こ とは あ る も

の の 、 ア メ リカ国 外 コ ン ピ ュ ー タ ・メー カ ーの ア メ リカ政 府 機 関 へ の 販 売 は か な り困難 視 され て い

る 。

ま た 、最 近 の 大 きな プ ロ ジ ェク トと して は 、1978年10月 に 国 防 総 省 が発 表 し たVHSIC(Very

HighSpeedIntegratedCircuit)研 究 開 発 計 画 が あ げ られ る 。 こ れ は6カ 年 計 画 で 総 額2億 ド

ル を投 入 し、 現 在 の100倍 の速 度 、 能 力 を持 つ 軍 用 の半 導 体 技 術 の確 立 を 目標 に 、 ア メ リカの 世 界

に お け る マ イ ク ロ ・エ レ ク トロニ ク ス技 術 の 優 位 を確 保 し よ うと し た もの で、 や が て そ の 成 果 が商

用 に ス ピ ン ・オ フ され る こ とは 明 らか で あ る。1981年 度(1980年10月 ～1981年9月)国 防 予 算 に お
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い て 、初 年 度3,400万 ドル の予 算 要 求 が全 額 承 認 され て い る。計 画 は フ ェ ー ズ0～3の4段 階 に 分

け られ て お り、0(9ヵ 月 間)、 第1(3年 間)、 第2(2～3年 間)と 第3段 階 が0～2段 階 と並 行

して 流 れ 、1980年 代 中 期 以 降 の生 産 開始 を 目指 して い る 。

B輸 出促進プログラムと輸入増加抑制への動き

ア メ リカ商 務 省 は国 際貿 易 収 支 バ ラ ンス を改 善 す る た め、 国 務 省 と共 同 で グ ロー バ ル ・マ ー ケ ッ

ト ・プ ロ グ ラ ム を作 成 して 輸 出 の拡 大 を図 って きて お り、 コ ン ピ ュ ー タ は 有 力 な 輸 出商 品 と して 、

この プ ロ グ ラ ムの 対 象 に入 れ られ て い る。

な お、 商 務 省 発 表 の 輸 出統 計 に よ る と、 ア メ リカか らの コ ン ピ ュー タ輸 出 実 績(部 品 を含 む)は

毎 年 順 調 に増 加 して お り、1979年 度 に お け るそ れ は29.6%増 の54億5,290万 ドル で あ っ た。 一 方 輸

入 は64.5%増 の3億3,670万 ドル で あ った た め 、 コ ン ピ ュー タ と し て の 出 超 は51億1,620万 ドル を

記 録 、 ア メ リカ貿 易 収 支(246億 ドル の赤 字)に 対 す る コ ン ピ ュー タ輸 出 の貢 献 度 は 多大 で あ る。

C対 共産圏輸出規制

1976年 に は 商 務 省 と コ コ ムが大 手9メ ー カ ー(IBM、 ユ ニパ ッ ク、 バ ロ ー ス 、 ハ ネ ウ エ ル 、CD

C、DEC、DG、HP、 バ リァ ン)に 対 し、輸 出 規 制 を緩 和 した ガ イ ド・ラ イ ン を文 書 で通 告 した。 内

容 と して は 、ハ ー ドウェ ア の性 能 を3ラ ン クに分 け、第1基 準 の もの は国 防 総 省 の 同 意 が な く と も商

務 省 の認 可 だ け で輸 出可 能 、第2基 準 の もの は 国 防総 省 お よ び他 の 官 公 庁 の 同 意 が 求 め られ 、そ れ以

外 の第3基 準 の もの は 以 前 の よ うに 個 別 審 査 の対 象 とな る。 た と えば 、CPUのPDR(Processing

DataRate)に 関 し て は 、13メ ガ ・ピ ッ ト/秒 以下 の もの は第1基 準 、32メ ガ ・ビ ッ ト/秒 以下 の

もの が 第2基 準 、 それ 以 上 は第3基 準 と定 め られ て い る。 これ と同 時 に 、 セ ー フ ・ ガ ー ドとして

の オ ンサ イ ト検 査 も義 務 づ けて い る。 ま た、1977年 に商 務 省 輸 出管 理 局 は 輸 出規 制 チ ャネ ルでの再

審 査 を迅 速 に す る た め に 、 先 の ガ イ ドラ イ ン に準 じて 、コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの パ ラ メ ー タ ー を

PDR、1/O.,B.sRate、 内 ・外 部 メモ リー容 量 、 周 辺 装 置 の 実 効 ビ ッ ト転 送 速 度 に4分 類 した。

しか し、対 共 産 圏 輸 出規 制 に 不 満 を もつ 業 界 は 、アメリカ政 府 に対 し、 輸 出 可 能 ラ イ ン を32メ ガ ・

ビ ッ ト/秒 か ら72メ ガ ・ビ ッ ト/秒 に 引 き上 げ る よ う要 求(IBM370/158、Univac1100、Cyber74

な どが輸 出可 能)、 こ れ に対 して 、 ア メ リカ政 府 は 輸 出 可 能 ラ イ ン を50メ ガ ・ビッ ト/秒 に引 き上 げ

る よ うコ コ ムに 提 案 した が(IBM3031、Univac1108、Cyber173な どが輸 出 可 能)、 そ の 後 、ア メ リ

カ政 府 は輸 出可 能 ラ イ ン を42～48メ ガ ・ビ ッ ト/秒 に す る よ うコ コ ム と交 渉 中 で あ り、 業 界 要 求 は

実 質 的 に却 下 され る模 様 で あ る。

コ ン ピ ュー タ の 輸 出 に関 して は 、従 来 か ら、共 産 圏諸 国 だ けで な く 自由 圏 諸 国 に対 して も商 務省

の承 認 が必 要 で あ っ た 。 そ の繁 雑 な手 続 きは 輸 出認 可 業務 の …著 し い停 滞 を招 き、 そ れ が 企 業 の 輸 出
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戦 略 に甚 大 な マ イナ ス要 因 とな って い る こ とが 業 界 、 議 会 か ら指 摘 され て い た。 そ の結 果 、1979年

5月 に 商 務 省 はNATO加 盟 諸 国 と 日本 に対 して はPDR225メ ガ ・ビ ッ ト/秒 、CPUBusRate

500メ ガ ・ビ ッ ト/秒 ま で の コ ン ピ ュー タ(IBM3032ク ラス)を 、 そ れ 以 外 の 自由 圏 諸 国 に対 し て

はPDR60メ ガ ・ビ ッ ト/秒 、CPUBusRate200メ ガ ・ビ ッ ト/秒 ま で の コ ン ビ。ユ」 タ(IBM

370/158ク ラ ス)を 自 由 に輸 出 で き るよ う規 制 緩 和 措 置 を講 じた 。

ま た、1978年12月 の 米 中 国 交 樹 立 発 表 を契 機 と して 、 中 国 との 商 談 が 活 発 化 して お り、1979年 に

入 って か らはCDC、IBM、 ユ ニ パ ック、 バ ロー ス と たて 続 け に大 型 商 談 を成 立 させ て い る。 コ コ

ム も対 中輸 出規 制 緩 和 に 合意 し た と伝 え られ 、 中 国 市 場 へ の進 出 が 今 後 と も増 加 す る もの とみ られ

て い る。他 方 、 ソ連 に 関 して は 、 ユ ニ パ ッ ク が モ ス ク ワ ・オ リン ピ ッ ク報 道 用 に タ ス通 信 か ら受 注

し た1100/10Cの 輸 出 を カ ー タ ー大 統 領 が ソ連 の 反 体 制 派 弾 圧 の 報 復 と して 拒 否 す る とい う こ とが

あ り、1978年 に お け る ソ連 か らの受 注 は 実 質 的 に空 白 とな った 。

ま た1978年10月 の ソ連 軍 キ ュー バ駐 留 事 件 や1980年1月 の ア フ ガ ニ ス タ ン侵 攻 で 、 態 度 を硬 化 さ

せ た ア メ リカ 政 府 は 、 ソ連 へ の コ ン ピ ュ ー タ を 含 む 先 進 技 術 、 製 品 の輸 出 を無 期 限 に全 面 停 止 す る

こ とを発 表 した 。 これ に よ り最終 認 可 を待 つ ば か りとな って い たCDCの ソ連 に対 す るCyber73グ

レー ドア ップ 輸 出 申 請 の認 可 が 延 期 され た ほ か 、8品 目、 総 額10億 ドル を上 回 る 申請 を却 下 し て い

る。1980年3月 に は 製 品 に伴 う技 術 ノ ウハ ウ ・ソ フ トウ ェアの 禁 輸 を定 め た新 基 準 を 発 表 し た 。

D情 報通信サービス関連政策

1971年 にFCC(FederalCommunicationsCommission、 連 邦 通 信 委 員 会)のComputer

Inquiryの 裁 定 により、 情 報 処 理 と通 信 サ ー ビス との 間 に 境 界 線 が引 か れ た もの の 、最 近 の情 勢 か ら

この 境 界 の 見 直 しが 必 要 と され 、1976年8月 か らComputerInquiryllが 行 わ れ て い た が 、1980年

4月 ・この 最 終 裁 定 が発 表 され た。 これ に よ れ ば 、① 通 信 サ ー ビス を基 本 通 信 サ ー ビス と高度 通 信

サ ー ビス に分 け 、 高 度 通 信 サ ー ビス を規 制 対 象 外 とす る、② す べ て の 宅 内機 器 を規 制 対 象 外 と し、

基 本 通 信 サ ー ビ スか ら分 離iす る、③ 高 度 通 信 サ ー ビス お よ び宅 内機 器 の 提 供 はAT&TとGTE

(GeneralTeleph・ne&Electr・nicsC・rp・)の み分 離 子 会 社 に よ っ て提 供 す る、④1956年 のAT

&Tと の 同意 審 決 は 同社 が非 規 制 の分 野 で サ ー ビスす るこ とを禁 止 す る もの で は な い 、 とい う もの

で あ っ た 。 この 結 果AT&TのACSサ ー ビス やIBMのSBS、XeroxのXTENな どが 非 規 制 の下 で

競 争 市 場 に現 れ る こ と とな っ た 。基 本 通 信 サ ー ビス とは 、 アナ ロ グ/デ ジ タ ル両 回 線 に よ る単 な る

情 報 サ ー ビス で あ り、高 度 通 信 サ ー ビス は 基 本 通 信 サ ー ビス と コ ン ピ ュ ー タ に よ る情 報 処 理 サ ー ビ

ス が結 びつ い た もの で あ る。 基 本 通 信 サ ー ビス の 中 に は パ ケ ッ ト通 信 な ど伝 送 効 率 を上 げ るた め の

技 術 を付加 で きる もの で あ る。

SBS(SatelliteBusinessSystem)は1975年 に 、IBM、 エ トナ保 険 会 社 、 コ ム サ ッ ト ・ゼ
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ネ ラル(コ ム サ ッ ト通 信 機 構 を管 理 す る ほ か 、 同社 所 有 の衛 星 をAT&TとGTEサ テ ラ イ ト社 に賃

貸 して い る)が 、 そ れ ぞれ15%、42%、42.5%出 資 の合 弁 会 社 で あ り、1980年 を 目標 に衛 星 とユ ー

ザ ー の所 有 地 に設 置 した ア ンテ ナ で 、 コ ン ビ。ユ一 夕 間通 信 を行 う計 画 で あ っ た。1975年12月FCC

へ 認 可 を 申請 し た後 、1977年1月IBMが 自社 ユ ー ザ ー へ直 接 販 売 活 動 を禁 ず る な ど、条 件 付 きで認

可 され た 。 しか し1977年3月 、司 法 省 やAT&Tが 独 禁 法 違 反 や手 続 き不 備 を理 由 に、FCCへ の再

審 を要 求 す る訴 え を裁 判 所 に起 こ した 。 こ の判 決 は1978年8月 い っ たん 認 め られ た が 、結 局FCC

の逆 提 訴 の末1980年2月 、SBSの 申請 は認 可 され て い る。一 方SBSは 、1977年11月 か らRCAア メ リ

コ ム社 の コ ムサ ッ ト衛 星 を借 りも、 テ ス トを開 始 し て い る 。 そ して1980年6月 にSBSの サ ー ビスの種

類 と料 金 を発 表 、1981年 上 期 に サ ー ビス 開 始 を 目指 して い る。 サ ー ビスの 種 類 は 発 表 当時 の もの と

比 べ 、AT&Tそ の他 公 衆 通 信 業 者 と正 面 か ら競 合 す る基 本 通 信 サ ー ビス ま で 、 拡 大 され て い る。

SBSの サ ー ビス と競 合 す る もの にXerox社 のXTEN(XeroxTelecommunicationNetwork)、

AT&T社 のACS(AdvancedCommunicationsService)が あ る。XTENは 長 距 離(州)間 通

信 に 衛 星 を利 用 、 中 距 離(都 市 間)に マ イ ク ロ ウ ェ ー ブ を使 うサ ー ビス で あ る。ACSは パ ケ ッ ト交

換 サ ー ビス で 、 これ で先 行 す るTELENETやTYMNETの ネ ッ トワ ー クを上 回 る全 米 規 模 の 異 機

種 間 通 信 を計 画 して い る もの で あ る。ACSは1978年7月 、XTENは1978年11月 にFCCへ 認 可 申 請

して い る が 、現 在FCCが この 調 査 を行 って い る段 階 で あ る。

1978年4月 、商 務 省 にNTIA(NationalTelecommunicationsandInformationAdministrati・-

on、 通 信 情 報 庁)が 創 設 され た が 、 これ は従 来 大 統 領 府 に あ っ た通 信 政 策 局 が廃 止 され る と と もに

商 務 省 の通 信 局 に統 合 し、 情 報 通 信 担 当 商 務 次 官 を新 た に設 け た もの で あ る 。 これ に よ りNTIAが

コ ン ピ ュー タ、通 信 に 対 す る総 合 的 な 政 策 を立 案 し大統 領 に ア ドバ イス す る こ とに な り、 大統 領 の

情 報 通 信 政 策 に あた っ て のNTIAの 動 向 が大 きな意 味 を持 つ もの と考 え られ る。 そ の活 動 の第1歩

と してNTIAは1979年 初 め に 「情 報 施 策7原 則 」 を ま とめ た 。 そ の 骨 子 は 、① 政 府 が保 有 す る情 報

へ の オ ー プ ンな ア クセ ス の保 証 、② 情 報 の 流通 に公 正 を期 す る こ と、③ 情 報 の効 率 的 な 管 理 、 運 用

の奨 励 、④ 情 報 関 連 市 場 に お け る競 争 関 係 の予 測 、⑤ 個 人 の 同 意 な しに い か な る個 人 情 報 も記 録 さ

れ て は な らな い 。 ま た記 録 され た情 報 は不 公正 に使 用 、 公 開 され な い こ と(プ ラ イ バ シ ー保 護)、

⑥ 商 品 や サ ー ビス に 関 す る情 報 の 充 実 を図 る、⑦ 諸 外 国 と情 報 の 管 理 、運 用 面 で協 調 す る こ と、 と

な って お り、情 報 関 連 政 策 に 対 す る国 の基 本姿 勢 を明示 す るの が狙 い とな っ て い る。

一 以 上JECCコ ン ピ ュ ー タ ・ノ ー ト1981年 版 よ り抜 粋 一
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2ヨ ー ロ ッパ 主 要3カ 国 の コ ン ピ ュー タ政 策

Aイ ギリスICL政 策は見直 されるか

1968年 のICLの 設立以来、イギ リス政府は10年 以上にわたって一貫 したコンピュー タ産業政策 を

実施 して きた。その中心は、資金援助、優先購入等 を通 じてのICLの 育成であった。そしてこの成

果は、7億 ポンドを売り上げる多国籍企業ICLと して開花 した。

1979年 に誕生 したサ ッチャー保守党政権は、コンピュータ産業政策の見直 しを行い、マイクロプ

ロセ ッサーやオフィス ・オー トメーシ ョンといった高度技術の育成や海外販売については前政権の

施策を踏襲 したが、企業の保護 ・育成の中心 となってきた企業庁の活動には規制の網 をかぶせ、産

業発展は基本的に民間の活力に委ねるとい う方針を貫いた。

この結果ICLは 、企業庁の手 を名実 ともに離れたのであるが、その途端、業績は急速に悪化した。

ICL誕 生後13年 目のことであった。1981年 に入 ると、ICLの 経営はさらに悪化、危機的状況に陥っ

た。 このため政府は3月 に2億 ポンドにのぼる債務保証 を行い、ICL救 済に乗 り出 した。ICLは そ

の後富士通 との提携 を発表 したが、提携には、富士通 による財政的援助は含まれておらず、ICLの

財務状況の見通 しが明る くなった とはいえない。政府が再びICLの 支援に乗 り出さざるを得なくな

るような事態に至ることも考 えられ るのである。

3-3-1表 は、イギ リスのコンピュータ関連施策をまとめた ものである。

Bフ ランスー どうなる新政権の情報産業政策

ナ シ ョナル テ ィ よ り も生存 力 の あ る 自国 コ ン ピ ュー タ産業 を確 立 、雇 用 と貿 易 収 支 の改 善 を 目 ざ

す とい う現 実 的政 策 に よ り誕 生 したCII-HBは 、1979年 で政 府 の 助 成 金 が 終 了 しだ こ と もあ り、 自

立 の道 を着 実 に歩 ん で い るが 、 ミ ッテ ラ ン政 権 が 登 場 し た こ とに よ り、 そ の行 方 は混 とん とし た も

の に な っ て き た。

これ は 、新 政 権 が重 要 産 業 の 国 有 化 策 を掲 げ て い るた め で あ る 。す で にCII-HBの フ ラ ン ス側 の

株 主CMB(C。mp。g・i・D・ ・M・ ・hinesB・ll)の51%を 持 つSGPM(S・i・t-G・b・i・-P・nt-・-

Mou、,on)は 国 有 化 の対 象 とされ て お り(ち な み に政 府 はCMBの 株 式 の10%を 以 前 か ら保 有 して い

る)、 これ が実 施 され れ ば 当然CII-HBに も大 きな影 響 が あ る こ とは明 らか で あ る 。CII-HBは 民

間 の 自 由 な 創 意 や活 力 が 失 わ れ る と して 、 自 らの国 有 化 に は 反 対 の 意 向 をみ せ て い る。 ま たHIS

(HoneywellInformationSystems)は 、CII-HBを 失 っ た と して もベ ル ギ ーの 子 会 社 を通 じて

ヨー ロ ッパ に製 品供 給 が で き る体 制 に あ る が 、 国有 化 は誤 っ た道 で あ る との 見 解 を明 らか に す る と
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3-3-|表 イ ギ リスの コ ンピ ュー タ関 連 サ ポ ー ト施 策 の概 要

イ ギ リ ス

主要政策の経緯 *ICL助 成(1968～1972年950万 ポ ン ド、1973～1976年4,000万 ポ ン ド)

*SPS(SoftwareProductsScheme-1973年 開 始)

*マ イ ク ロエ レ ク トロ ニ クス ・サ ポ ー ト(1978年 開 始)

・INMOS

・MAP

・MISP

*オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン(1979年 開 始)

・NEBのNexos

国 産 メ ー カ ー

援 助

(メ イ ン フ レ ー
ム)

*ICL援 助 は1976年 を もって終 了

(燃211年 購 で純益が前年比50%の大賊 政府助成の復活はないと伝)

半導体分野強化 *マ イ クロエ レク トニ クス ・サ ポー ト施 策
・INMOS設 立(1978年7月)助 成5

,000万 ポ ン ド、NEBの 傘下 で64K・RAM、 マイ ク
ロプ ロセ ッサ ーの開 発生産 がね らい

・MISP(1978年7月) 、助成予 算 、当初7,500ポ ン ド/5年 、 保 守 党 政 権 によ って

5,500万 ポ ン ドに修正 。 国内業 界の強 化 がね らい
・MAP(1978年7月) 、助成 予算 は当初5,500万 ポ ン ド、保 守党 に よって2,500万 ポ ン

ド① 追加 検討 に修正 。 マ イク ロプ ロセ ッサ ーの応用技 術普 及 がね らい

ミニ コ ン/SBS

オ フ ィ ス ・オ ー

トメ等

*NEXOS設 立(1979年2月)

・NEBが4 ,000万 ポ ン ドを 出 資 し た オ'フ ィス ・オ ー トメ企 業 。 第1号 メ ンバ ー は

LogicaVTSで 当 面 ワ ー ド ・プ ロセ ッサ ー の 販 売 をね ら う

・将 来 は 、 フ ァ ク シ ミ リ、 音 声 、 グ ラ フ ィ ック 出 力 、 検 索 ソ フ ト開 発 も手 が け る予

定

コ ン ピ ュ ー タ ・

サ ー ビ ス

分 野 強 化

*ソ フ トウ ェ ア

・SPS(SoftwareProductScheme-73年 ～)ノ フ ト ・パ ッケ ー ジの 開発

販 売 の助 成 ・
・PPDS(Product&ProcessDevelopmentScheme)

{ ・DCS(DevelopmentContractScheme)ノ フ トウ ェ ア のR&D助 成

・INSAC設 立(1977年9月)… … …NEBが2
,000万 ポ ン ド出 資 し た 。 ソ フ ト ・パ ッケ

ー ジ の 海 外 市 場 で の 販 売 促 進 が ね ら い

*デ ー タ ベ ー ス

・英 国 図 書 館 のBLAISE開 始(1977年)

主 管 庁 *産 業 省(DepartmentofIndustry)

騰 繍 鷲 ㌣ 恥'1
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ともに本格的な対応策の検討に入 っている。

ミッテラン政権は、選挙期間中か ら、前政権の情報化施策を急進的す ぎ、かつ多額の金 を使いすぎ

るとして批判していたが、1981年 半ばになって情報化施策の大幅見直 しの意向 を明 らかにした。これ

によ り、いわゆるプラン・テレマティクと呼ばれる情報化都市構想は大 きな影響を受けるとみ られ

る。

3-3-2表 は、(旧政権による)コンピュータ関連施策をまとめたものであるが・1981年 末ごろ

か遅くとも1982年 初めまでには、新しい施策の概要が明らかとなろう。

C西 ドイツ 遅れる新施策

西 ドイ ツ政 府 は12年 間 にわ た っ て 、 デ ー タ処 理 分 野 に 多 大 の 資 金 援 助 を行 っ て き た。 ちな み に 、

1968年 一一1979年 の助 成 総 額 は20億 ドル に達 す る。1980年 に して も、助 成 金 削 減 が 取 沙 汰 され て い た

もの の 、結 局2億 ドル 前 後 は確 保 され た 。

政 府 は 引 き続 き、 予 算 の引 き締 め を行 って い るが 、 デ ー タ処 理 全 体 の 助 成 に は そ う大 幅 な影 響 は

な い と見 られ る。

コ ン ピ ュー タ産 業 施 策 を管 轄 す る研 究 技 術 省(BMFT)は 、過 去10年 余 の サ ポ ー ト策 を見直 し、

新 しい プ ロ グ ラ ムの 策 定 に意 欲 を もや して い るが 、 政 治 的 な情 勢 に よ っ て い くつ か の 障 害 も出 て い

る。

1つ は 、 イギ リス がECへ の 支 出 削減 に成 功 し た こ とに よ って 、 西 ドイ ツ に そ の しわ 寄 せ が来 た

こ と。BMFTに して も、デ ー タ処 理 援 助 に当 初2億2,200万 ドル の予 算 を見 込 ん で い た が 、政 府 全

体 の 予 算 削 減 の あ お りで 、 結 果 的 に は 、10・-15%削 られ る こ と に な っ た 。

第2は 、 選 挙 が行 わ れ た こ とに よ って 、BMFTの 新 規4カ 年 計 画 開 始 が 遅 れ て い る点 で あ る。

今 後 の 西 ドイ ツ の コ ン ピ ュー タ施 策 は 、 全 体 的 な もの で は な く重 要 な 分 野 を ピ ック ア ップ した も

の に な る とみ られ る。 選 挙 前 に策 定 され た計 画 で は 、 重 点 サ ・so-一一ト部 門 は 、VLSI、 光 通 信 、 デ ー

タ通 信 、 分 散 シス テ ム、 ネ ッ トワ ー ク標 準 化 。 この ほ か 、 パ タ ー ン認 識 、 オ フ ィス ・オ ー トメー シ

ョン、 広 帯 域 通 信 、 情 報 シ ス テ ム等 に関 す る基 礎 研 究 も重 点 項 目 と して 採 択 され て い る。 た だ し、

新 し いBMFT大 臣 の動 きい か ん で は 、計 画 の一 部 が 変 更 され る可 能 性 が 残 って い る 。

新 施 策 の 中 で も、 デ ー タ通 信 部 門 は特 に重 視 され て い る。1982年 以 降 の デ ィ ジ タ ル通 信 に 対 す る

需 要 増 に対 処 す る た め 、 テ レ コ ミュニ ケ ー シ ョン ・イ ン フ ラス トラ ク チ ュ アの 改 善 が重 点 項 目 に な

って い る。 ま た、 社 会 的側 面 と して 、 中小 企 業 の コ ン ピ ュー タ利 用 促 進 や オ ー トメ(自 動 化)に 伴

う多 様 な文 化 的 問 題 の解 決 も優 先 的 に取 りあ げ られ て い る。

3-3-3表 は 、 西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ関 連 サ ポ ー ト施 策 を ま とめ た もの で あ る。
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3-3-2表 フラ ン スの コ ン ピュ ー タ関連 サ ポ ー ト施 策 の概 要

フ ラ ン ス

主要政策の経緯 *第1次 プ ラ ン ・カ ル キ ュル(1966～1970年 、CII設 立)

*第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュル(1971～1975年)

*CII-HBサ ポ ー ト(1976～1980年 、 助 成 金12億 フ ラ ン 、 買 付 保 障40億5,000万 ワ

ラン… …… いずれ も当初 予定)

*プ ラ ン ・ペ リ(1976年 開始 、周辺 、端 末 ・SBC分 野強化 策)

*PlandesComposant(IC,VLSIサ ポ ー ト、1978年 開 始)

*新5ヵ 年 政 策(1979～1983年 、 予 算22億5,000万 フ ラ ン)

i言鷲 ㍊ ㍗年まで㌦ 総合
・ア プ リケ ー シ ョ ン ・サ ポ ー ト

*プ ラ ン ・ ビ ュ ロ テ ィ ック(1981年 開 始 、 オ フ ィス ・オ ー トメ分 野 強 化)

*プ ラン ・テ レマテ ィク(1979年 ～ ビデオテ ックス等 に よ る有線 都 市構想)

国 産 メ ー カ ー *CII-HBに 対 して は、 プラ ン ・カルキュルおよび新5カ 年 政策 を通 じて助成 したが、
援助 1980年 を もっ て終 了 。1981年 以 降 は オ フ ィ ス ・オー トメ分 野 強 化 の た め 、プラ ン ・ビ

(メ イ ン フ レ ユ ロ テ ィ ッ ク に

一 ム)

半導体分野強化 *PlandesComposant(ICPIan)
・期 間 は1978～1982年 の5カ 年

・助成 予算6億 フラ ン

SGPM/NationalSemiconduct。rの 合 弁 会 社(Eurotechnique)に 助 成 金2億 フ ラ ン1

ThomsonCSFに1億 フ ラ ン等

.

ミニ コ ン/SBC *プ ラ ン ・ペ リ(1976年 ～)

オ フ ィ ス ・ オ ー ・ ミニ コ ン、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ 、SBC、 タ ー ミナ ル 、1/O機 器 分 野(ペ リア ン

トメ等 フ ォル マテ ィク)の 統 合策
・統合1番 手 はSEMS(1976年7月)で 政 府援助 額 は1

,000万 ドル/5年 …… 旧CII
ミニ コ ン部 門/Thomson/Telemecaniqueが 統 合 合 併 し た もの

*プ ラ ン ・ ビ ュ ロ テ ィ ッ ク(PlanBureautique-1981年 ～)

・オ フ ィス ・オ ー トメ分 野 強 化 策

・助 成予 算10億 ドル/5年

・ThomsonCSF 、CITAIcatcl(CGE系)、Matraの ほ かCII-HBに も援 助 、 ア メ

リカ企 業吸収 もね らう

コ ン ピ ュ ー タ ・ *ソ フ トウ ェ ア

サ ー ビ ス ・新5カ 年 政 策(1979～1983年)の 柱 の ひ と つ に ア プ リケ ー シ ョ ン開 発 が あ るが
、

分野強化 詳細は不明
*デ ー タ ベ ー ス

・新5カ 年政策 の重 点項 目と して と りあげ られ て い る

・BNIST設 立(1973年 、1979年MIDISTへ 名 称 変 更)
・プ ラ ン ・テ レマテ ィクで有線 都市 構想 を推進

主 管 庁 *産 業 省(Ministredel'Industly)

コ ン ピ ュ ー タ ・電 子 局(DIELI)
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、t3-3-3表 西 ドイ ツの コ ン ピュ ー タ関連 サポ ー ト施 策 の 概要

西 ド イ ツ

主要政策の経緯 *第1次 情 報 処 理 振 興 政 策(1967～1970年 、3億5,300万 マ ル ク)

*第2次 情 報 処 理 振 興 政 策(1971～1975年 、18億1,100万 マ ル ク)

*第3次 情 報 処 理 振 興 政 策(1976～1979年 、15億7,500万 マ ル ク)

*新 サ ポ ー ト策(1980～1983年 、10億 マ ル ク)

*VLSI総 合 サ ポー ト策(1980年 開始)

響 ㌶ 繁 蹴2蹴 籍腰 当 ・統合強化

国 産 メ ー カ ー *Siemensに 対 して 、第1次 ～3次 の コ ン ピュータ産業R&D助 成 を通 じて援 助 。新サ

援助 ポ ー ト策 に よる具 体 的援助 につ いて は不 明。最近 では、Nixdorfな ど、 ミニ コ ン/S

(メ イ ン フ レ BCメ ー カ ーへ の援助 を強化 の傾 向
一 ム)

半導体分野強化 *VLSI総 合 サ ポ ー ト策(1980～)

・年 間助成 額 は5,300万 ドル相 当 といわれ る

・新 サ ポー ト策(1980～1983年)の 中 に組 み込 まれ て い る可 能性 もあ る

.ミニ コ ン/SBC *具 体 的 サ ポ ー ト名 は 不 明 だ が 、 傾 向 と して 、Siemensよ り もNixdorfな ど の ミニコン、・

オ フ ィ ス ・オ ー SBC企 業へ の助 成比率 が増大 して い る。新 サ ポー ト策(1980～1983年)の 中で の具 体

トメ等 的助成については不明

コ ン ピ ュ ー タ ・ *ソ フ トウ ェ ア

サ ー ビ ス ・第1次 ～3次 政 策 の アプ リケー シ ョンR&Dで 助成 、新 サ ポ ー ト策 の中 の具 体 的助

分野強化 成は不明
*デ ー タ ベ ー ス

・IUD計 画(1974～1977年)

・GID設 立(1978年)

主 管 庁 *研 究 技 術 省(Bundesministeriumf亘ForshungundTechnologie)

デ パ ー トメ ン ト4(デ ー タ処 理 、 通 信 エ ン ジ ニ ア リン グ担 当)
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第1章 わが国の情報通信事業

1概 説

電子計算機等を電気通信回線に接続 して、データの伝送と処理 とを一体的に行 うデータ通信は、

昨今の厳しい経済情勢に もかかわらず、ここ数年来順調な発展を遂げてきている。

他人の震要に応 じて、データ通信により情報処理、情報提供を行 う情報通信事業 も、総体 として

はll頂調に発展 してお り、その売上高は、1980年 末現在で約2,200億 円(推 定)に 達 し、アメリカに

次 ぐ市場規模を持つに至 っている。 しかしながら、その市場構造、事業基盤等に立 ち入ってみると、

4-1-1表 対象業務別システム表 (1981年3月 末 現 在)

対 象 業 務 シス テ ム数 備 考

電

電

公

社

公 衆 デ ー タ

通 信 サ ー ビス

販 売 ・在 庫 管理 シス テ ム ・サ ー ビス

(DRESS) 11

サ ブ ・セ ンタ ー56

ユー ザ ー数1,458

端}末 数5,679

科 学技 術 計 算 シス テ ム ・サ ー ビス

(DEMOS,DEMOS-E) 6

サ ブ ・セ ンタ ー62

ユ_ザ_数1,794

端 末 数2,107

各 種 デー タ

通 信 サ ー ビス

金融業務
自動車検査登録業務
座席予約業務
税務関係業務
信用・購買 ・販売業務
気象観測情報業務
環境情報業務
生鮮食料品流通情報業務
救急医療情報業務
官庁会計業務
保険業務

29

1

1

2

2

1

1

1

15

1

1

総 端末 数11,328

1シ ス テ ムあ た り

平 均端 末 数206.0

小 計 72

国 際 電 電 国際 オー トメ ックス ・サー ビス

個 別 シス テ ム

1

5

オ ー トメ ックス ・ユ ーザ ー数25

同端 末数246

1小 計 6

民間情報通信事

業者(124社)

販売 ・在庫管理業務
証券取引業務
銀行業務
その他の特殊業務
多目的

19

3

7

51

118

総端 末数24,857

1シ ステ ム あた り

平均 端 末数149.3

1小 計 198

合 計 276

(注)公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビスの シス テ ム数 は 、 セ ンタ ー数 と同一 で あ る 資料:通 信白書
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多 くの問題をかか えてお り、アメ リカに比 し、未成熟な段階にある。

すなわち、①事業規模 が小 さく、経営基盤 も脆弱であ り、新規サー ビスの開発費等の負担が困難

であること、②一般企業には自社でシステムを構築す る傾向があ り、また、全般的にサー ビス ・レ

ベルが低いことか ら、潜在市場の開拓 も不+分 な こと、③ アメリカ系企業は、ネットワークを全世

界的規模に拡大 し、高度なソフ トウェア、豊富なデータベースを有 し、終 日サー ビス体制を作って

いるが、わが国の情報通信事業者は、資金面、技術面で立ち遅れているのみな らず、技術の進歩等

に即応した諸制度の整備が十分でないため、事業活動が萎縮す るおそれがあること等が、主要な問

題点 として指摘できる。

しか し、最近、一般企業が情報処理コス トの増加や保守 ・要員管理の困難 さに対す る認識か ら情

報通信事業者のシステムを利用する意向を示 しつつあること、また、事業者自身 もソフトウェアの

充実などサービス拡充に努めていること等から、将来、アメリカのNIS業 と同じく、ネッ トワーク

機能を活用 したユーティリテ ィの提供へ向か うものと期待 されている。

情報通信事業は、単独には電子計算機 を持つ ことの困難な企業や個人に、データ通信サービスを

提供することにより、情報の格差を解消し、データ通信の大衆化 を促進す るものであるとともに、

情報通信事業それ自体が知識集約的な戦略産業 として、その発展が期待 されているものであり、上

に述べたような問題点、発展動向を踏まえ、中 ・長期的視野に立 った施策 を講 じていく必要がある。

2情 報通信事業のサー ビス概況

わが国において、情報通信事業を営んでいるのは、電電公社、国際電電の公衆電気通信事業者お

よび民間企業120数 社(1980年 末、郵政省実施の 「情報通信業実態調査」において回答のあったも

の)で ある。このように、情報通信事業が競争分野 とされたのは、データ通信が情報化社会の中で

中核的な役割を担 うζとが予想 され、多種多様な需要に対応するためには、公衆通信事業者のみな

らず民間企業の創意工夫 をも活用するのが望ましいとの、政策判断によるものである。

これ ら情報通信事業が提供 しているサービスの対象業務、システム数等は、4-1-1表 のとお

りである(1980年 末現在)。

A電 電公社

電電公社の行 う情報通信事業は、公衆電気通信法上 「データ通信設備サー ビス」とされ、電信 ・

電話のサービスと同様に公衆電気通信業務の一環 として行われている(国 際電電の場合 も同様であ

る)。したがって、サー ビスの提供開始 に先立って、公衆電気通信法の規定に基づ き、料金 その他の

提供条件について郵政大臣の認可 が必要であるとされている。
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/

電 電 公 社 の デ ー タ通信 設 備 サ ー ビス は 「公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビ ス」と 「各種 デ ー タ通 信 サ ー ビス」

に 大 別 され る。「公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス」は 、 さ らに 、 事 務 計 算 用 の販 売 在 庫 管 理 シス テ ム ・サ ー

ビス(DRESS)と 科 学 技 術 計 算 シ ス テ ム ・サ ー ビス(DEMOS 、DEMOS-E)と に 分 け られ る

が 、 これ らは、 電 電 公 社 が あ らか じめ 用 意 した シス テ ム を共 同 利 用 す る、 い わ ば レデ ィメ ー ド型 の

サ ー ビ スで あ る。

販 売 在 庫 管理 シ ス テ ム ・サ;ビ ス は 、1970年9月 か ら、科 学 技 術 計 算 シ ス テ ム ・サ ー ビス は1971

,

4-1`1図

DRESSの 推移 6,000

5,500

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000
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2・68～/

3・19ン

4・16ン
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資 料:通 信 白 書
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年3月 か ら、 そ れ ぞ れ 開始 され 、 以 後1頂調 な伸 び を示 し て い る(4-1-1図 お よ び4-1-2図

参 照)。

「各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス」 は 、 電 電 公 社 が ユ ー ザ ー の求 め に応 じて シ ス テ ム を設 置 し、 サ ー ビ

ス を提 供 す る、 い わ ば オ ー ダ ー メ ー ド型 の サ ー ビ スで あ る。

各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス の対 象 業 務 は 、従 来 か ら預 金 、貸 付 、 為 替 等 の 金 融 業 務 に か か わ る もの

が 中心 で あ り、1980年 度 末 に お い て も過 半 を占 め て い るが 、 そ の全 体 の 中 で 占 め る比 率 は年 々低 下

して お り、代 わ って 救 急 医療 情 報 等 の公 共 サ ー ビス部 門 の 業 務 が増 加 して い る。

各 種 デ ー タ通 信 シ ス テ ムの 推移 は 、4-1-3図 の とお りで あ る。

4-1-2図

DEMOS,DEMOS-E

の推 移
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資 料:通 信 白 書
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4-1-3図

各種 デ ー タ通信 シス

テ ム の推 移
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資 料:通 信 白 書

B国 際電電

国 際 電 電 は、 国 際 電 電 が あ らか じめ 用 意 した シス テ ム をユ ーザ ー が共 同 利 用 す る、 い わ ば レデ ィ

メ ー ド型 の サ ー ビス と して 、1973年3月 か ら 「国際 オ ー トメ ック ス ・サ ー ビス」 を提 供 し て い る。

この サ ー ビス は、 同一 ユ ーザ ー 内 の メ ッセ ー ジ交 換 を行 うサ ー ビス で あ っ て、 サ ー ビス 内容 と して

は 、 メ ッセ ー ジの 中継 、 通 信 文 の再 送 、 伝 送 速 度 の変 換 等 の 機 能 を持 ち、 端 末 制 御 につ い て は ポ ー

リン グ方 式 も可 能 で あ る。 国 際 オ ー トメ ック ス ・サ ー ビ スの 推 移 は 、4-1-4図 の とお りで あ る。
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4-1-4図250

国際 オー トメ ックス ・

サ ー ビス の推 移

200

150

100

50

1231!

r

1333xg

メ'

184〆

215

〆

225!

ノ

246

,

19731974197519761977197819791980年 度

資 料:通 信 白 書

ま た 、 ユ ーザ ーの 求 め に応 じて シ ス テ ム を設 置 し、 サ ー ビス を提 供 す る、 い わ ば オ ー ダ ー メ ー ド型

の シス テ ム ・サ ー ビス を1976年9月 か ら提 供 して い る。 この サ ー ビス の 対 象 業 務 は 、 ユ ー ザ ーの 国

内本 支 店 と海 外 支 店 間 の メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グ と、 国 内 取 引 先 へ の メ ッセ ー ジ配 信 で あ って 、

1980年 度 末 現 在 の シ ス テ ム数 は5で あ る。

この ほか 、 わ が国 の 利 用 者 が 外 国 の デ ー タベ ー ス に オ ン ラ イ ン で ア クセ ス し 、情 報 検 索 等 を行 う

た め に 用 い られ る新 し い 国際 ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス で あ る国 際 コ ン ピ ュ ー タ ・ア クセ ス ・サ ー ビ
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ス(ICAS)の 提 供 を1980年9月 に 開 始 した 。

C民 間情報通信事業者

電電公社、国際電電の提供す るデータ通信回線に電子計算機等 を接続 して、データ通信サー ビス

を提供する民間情報通信事業者は、郵政省が毎年実施 している 「情報通信業実態調査」によれば、

1980年末現在で、124社、198シ ステムに達 している。

業者数、 システム数の推移は4-1-5図 の とおりである。

1980年 末現在、情報通信事業者のシステムのサービス種類別分類は、4-1-2表 の とお りであ

4-1-5図

情報通信 事業者の推200
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資料:通 信 白 書

4-1-2表 サー ビス種類 別分 類

サ ー ビス種 類
販売 ・在庫

管 理 業 務

証券 取引

業 務
銀 行業務

そ の 他 の

特 殊 業 務
多 目 的 計

シ ス テ ム 数 19 3 7 51 118 198

資料:通 信 白書
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るが 、 この う ち複 数 の ユ ーザ ー を対 象 と して サ ー ビス提 供 を行 っ て い る シ ス テ ム は120シ ス テ ム で

あ り、 残 り78シ ス テ ムは 特 定 の1ユ ーザ ーの み に対 し て サ ー ビス提 供 を 行 う専 用 シス テ ムで あ る。

ま た 、 サ ー ビス提 供 地 域 につ い て は 、 東 京 地 区 、 大 阪地 区 、 名 古 屋 地 区 等 の 地 域 的 な もの が129

シ ス テ ムで あ り、全 国 的 規 模 の もの は69シ ス テ ム とな っ て い る が、 全 国 的規 模 の もの が年 々 増 え る

傾 向 が 見 られ る。

3デ ー タ通信回線利用の現状

データ通信回線には 「特定通信回線」 と 「公衆通信回線」の2種 類があ り、公衆電気通信法の改

正に伴い、1971年9月 に特定通信回線、1972年11月 に公衆通信回線が、それぞれサービスを開始 し

た。1980年3月 末現在、特定通信回線は8万3,515回 線、公衆通信回線は2万3,571回 線、合計10万

7,086回 線が利用されている。

なお、公衆通信網 をデータ通信に利用する方法 としては、公衆通信回線を利用するほかに も、加

入電話網利用の場合は、加入電話に転換機によりデータ通信端末装置 を接続 して利用する方法、プ

ッシュホンその ものをデータ通信端末装置 として利用する方法 と加入電話等の送受話器に音響カプ

ラーによりデータ通信端末装置 を結合 して利用す る方法がある。また、加入電信網利用の場合は、

加入電信に接続装置によりデータ通信端末装置を接続 して利用する方法 と、加入電信機 その もの を

データ通信端末装置 として利用する方法がある。

Aデ ータ通信回線 サー ビスの概要

(1)特 定通信回線サービス

特定通信回線サービスは、民間企業等が設置す る電子計算機 と遠隔地の入出力装置 を直結する専

用線タイプの電気通信回線 を電電公社が提供するサー ビスである。したがって、電子計算機 と入出

力装置 との間においては、常に回線設定がな されている。このため特定通信回線は、入出力装置 を

常時電子計算機に接続 して使用する場合に適 した回線であり、各銀行の預金オンライン ・システム、

製造業者、販売業者相互間の販売在庫管理システム、情報処理業者のTSSシ ステム等において数

多 く使用 されている。

特定通信回線の種類は、4-1-3表 の とおりであ り、近時における電子計算機の利用技術の高

度化、今後のデータ通信の普及発展等を展望 して、1978年4月1日 より、データ伝送のみに利用す

る電気通信回線については、割安で利用で きることとし、従来の周波数帯域により分類 した品 目(帯

域品目)の ほかに、符号伝送速度によ り分類す る品目(符 号品目)を 設 けた。 さらに、高速のデー

タ伝送に利用でぎる電気通信回線 として、D-1S規 格(帯 域品目)、D-13規 格(帯 域品目)、9600ビ
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ッ ト/秒(bps)(符 号 品 目)が そ れ ぞ れ 新 た に提 供 され る こ と とな っ た 。帯 域 回線 は 、 周 波 数 の分

割 使 用 が で き、J-1規 格(240キ ロヘ ル ツ帯 域)は5つ の1-1回 線(48キ ロヘ ル ツ帯 域)に 、1-1

規 格 は12のD-1回 線(3.4キ ロヘ ル ツ帯 域)に 分 割 す る こ とが で きる。 ま た 、1つ のD-1回 線 は

通 常24の50bps回 線 、12の100bps回 線 、 ま たは6つ の200bps回 線 な どに分 割 す る こ とが で き る。

4-1-3表 特定通信回線サービスの品 目

区

分

品 名
内 容

規 格 種 別

D規 格

(3.4キ ロヘル ツ)

D-1

(帯域 使 用)

通常0.3キ ロヘ ル ツ か ら3.4キ ロヘル ツ まで の周 波数 帯 域

を伝送 す る こ とが可 能 な もの

D-1S

(帯域 使 用 ・特)

通常0.3キ ロヘ ル ツ か ら3.4キ ロヘ ル ツま で の周 波数 帯 域

を伝送 す る こ とが可能 な もの で あっ て、 伝送 特 性 に関 す

る補正 を した もの

D-5

(1200bps符 号 伝 送)
1200bps以 下 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-7

(2400bps符 号 伝 送)
2400bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-9

(4800bps符 号 伝 送)
4800bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

.

D-13

(9600bps符 号 伝 送)
9600bpsの デー タ伝 送 が可 能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯域使 用)

通常60キ ロヘルツか ら108キ ロヘルツまでの周波数帯域

を伝送す るこ とが可能な もの

1-3

(48Kbps符 号 伝 送)
48Kbpsの デ ー タ伝送 が可能 な もの

J規 格

(240キ ロ ヘル ツ)

J-1

(帯域使刷

通常312キ ロヘ ル ツか ら552キ ロヘ ル ツま での 周波 数 帯域

を伝 送 す る こ とが可 能 な もの

符

号

品

目

50bps 50bps以 下 の伝送が可能な もの

100bps 100bps以 下 の デ ー タ伝送 が可能 な もの

200bps 200bps以 下 の デ ー タ伝送 が 可能 な もの

300bps 300bps以 下 の デ ー タ伝送 が 可能 な もの

1200bps 1200bps以 下 の デー タ伝 送 が可 能 な もの

2400bps 2400bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

4800bps 4800bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

9600bps・ 9600bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

48Kbps 48Kbpsの デ ー タ伝 送 が 可能 な もの

(注)1.D-1S規 格は、直営 の変復調 装置 と同等の変復調装置を用 いた場合、おおむね9600bps以 下の符号伝送

が可能な もので ある

2.符 号品目は、専 ら符号伝送 に使用す る場合に限 り提供 され、したがって混合使用は認め られない
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なお、1980年1月18日 より符号品 目に300bpsが 新 たに提供 されることとなった。

(2)公 衆通信回線サービス

公衆通信回線サー ビスは、民間企業等が設置す る電子計算機 と遠隔地の入出力装置を、加入電話

または加入電信の回線および交換設備を介 して結ぶ、交換回線タイプの電気通信回線を電電公社が

提供す るサービスである。 したがって、電子計算機 と入出力装置 との間においては、常に回線設定

がな されているわけではな く、通常の加入電話または加入電信利用の場合 と同様、必要のつ ど、ダ

イヤルによって回線設定を行 う形態 となる。

公衆通信回線の利用は、特定通信回線のように常時回線設定 をするまでもない比較的データ量の

少ない区間に適 している。また、既成の全国的交換網 を利用することができるので、広範囲にわた

ってデータ通信を経済的に行 うことがで きる利点があるが、反面、通信速度、信頼性、接続時間な

どの面で、特定通信回線に比べて種々の技術的制約が見 られる。

公衆通信回線サービスには、加入電話網を利用する電話型公衆通信回線 と加入電信網を利用する

電信型公衆通信回線の2つ の品目が設けられている。

電話型公衆通信回線は、交流符号伝送用でおおむね1200bPs程 度のデータ伝送が可能である。 な

お規定周波数帯域 はO.3キ ロヘルツか ら3.4キ ロヘルツとなっている。電信型公衆通信回線は、直流

符号伝送用で、50bps以 下のデータ伝送 が可能 である。加入電信サー ビスにおいては、使用コー ド

はJIS6単 位に限定 されているが、電信型公衆通信回線サービスにおいては、使用 コー ドは利用者

が自由に選定でき、6単 位以外の符号伝送 も可能である。

Bデ ータ通信回線の利用状況

(1)特 定通信回線

年間30%前 後の増加率で成長を続 ける自営 システムの伸 びとあいまって、特定通信回線の利用 も

過去3年 間を通じ10%以 上の順調な伸びを示 している。

利用状況の全般的な傾向としては、通信速度の速い ものの占める割合が年々多 くなってきている。

また、自営モデムを接続 して利用できるD-1回 線(帯 域品目)の 増加が目立っている(4-1-

4表 参照)。

規格別に見 ると、低速回線の うち100bps,1200bpsの 全回線に占める比率は年々低下の傾向をた ど

っている(1977年 度10.9%、1978年 度9.5%、1979年 度7.80/o)。1200bps以 上の中高速回線の年々の

伸び率は高いが、全回線に占める比率は年々ほぼ一定である。こうした中で、D-1回 線(帯 域品

目)の 伸びにはめざましいものがあり、1980年3月 末の全回線に占める比率は47.0%に 達 している。

特定通信回線の利用状況 を適用業務にようて見ると、ここ数年来、各製造業者、販売業者による

販売在庫管理システムによる利用が優位 を占めている。また、1シ ステム当たりの回線数は、公衆
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通信回線 を含めて1980年3月 末で23.3回 線 となっているが、年々減少の傾向にある。これは、小規

模 システムの増加が要因 と考 えられる。

(2)公 衆通信回線

公衆通信回線の利用は、広域時分制への移行が完了して全国的に利用が可能になるとともに、以

後、その数の増加は著 しい ものがあ り、需要の旺盛 さが うかがわれる。

利用状況の全般的な傾向としては、電信型公衆通信回線の利用において、公衆網の開放(1972年

11月)以 前にオフラインの形で加入電信 を利用 していた大手企業のシステムのほとん どが、オンラ

イン化 を終 えたこともあ り、ほぼ一巡 した感じとな っている。1973年 度末時点(電 話型255回 線、

電信型547回 線)で は電信型公衆通信回線の利用が多 くなっていたが、1974年 度末時点(電 話型

4-1-4表 デー タ通信回線の利用状況

年 度 別 1977 1978 1979 1980

区 別 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比

D-1(帯 域使剛 25,658 125.1% 31,392 122.3% 39,236 125.0% 48,930 124.7%

D-IS(帯 域使用 ・㈲ 一 一 2 一
49 2450.0 169 344.9

特 帯 D-5(1200bps) 10,027 91.6 294 一 114 38.8 71 62.3

域
D-7(2400bps) 4,607 174.6 95 一 99 104.2 115 1162

口
D-9(4800bps) 439 156.2 25 一 27 108.0 26 96.3

定 口口
D-13(9600bps) 一 一 0 一 一 一 3 一

目 1-1(帯 域使用) 64 278.3 95 148.4 140 147.4 165 117.9

通 1-3(48Kbps) 82 143.9 1 一
・F

一 一 1 一

J-1(帯 域使用) 4 一 4 一 7 175.0 10 142.9

信
50bps '111

,653 105.0 12,055 103.4 17,873 148.3 22,768 127.4

100bps .2482
87.6 423 87.8 413 97.6 373 90.3

符 200bps .35
,961 9L4 5,963 100.0 6,124 102.7 6,540 106.8

回 号 1200bps 一 一
10,584 一 11,353 107.3 ll,803 104.0

品 2400bps 一 一
5,788 一 7,039 121.6 7,890 112.1

線 目
4800bps 一 一 592 一

888 150.0 1,206 135.8

9600bps 一 一 17 一
49 288.2 98 200.0

48Kbps 一 一 92 一 104 ,113.0 101 97.1

計 58,977 ll2.1 67,422 ll4.3 83,515 123.9 100,269 120.1

公信 電話型(お おむね1200bps) 8,306 152.4 12,606 15L8 19,738 156.6 30,671 155.4

衆回 電話型(50bps) 3,811 122.3 3,611 94.8 3,833 106.1 3,763 98.2

通線 計 12,ll7 14L5 }6,217 133.8 23,571 145.3 24,434 146.1

合計
回 線 数 71,094 116.2 83,639 117.6 107,086 128.0 134,703 125.8

伝 送 可 能bps 73,112,400 128.0 91,235,800 124.8 116,445,000 127.6 146,683,850 126.1

惨 考)専 用回線数 279,876 103.8 289,204 103.3 297,824 103.0 301,861 10L4

'1=旧A -1規 格*2=旧B-1規 格'3=旧C-2規 格 資料:通 信 白書

(注)1.特 定通 信 回線 の帯域 品 目お よ び 公衆 通 信 回線 の 伝送 可 能bpsの 算 出 に際 して は、次 の とお り推計 した。

D-1お よびD-1.S・=1200bps、1-1=14400bps、J-1=72000bps、 その他=区 別 欄O内

2.専 用 線 の1978年 度 末 回線 数 に は 、高 速複 写 伝 送 サ ー ビス か らG規 格 へ の移 行分 を含 む 。

3.1977年 度 以前 は試行 サ ー ビス の高 速複 写 伝 送 サ ー ビス を含 む 。
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1,319回 線、電信型1,307回 線)で は、逆転 して電話型公衆通信回線の利用が多 くなっており、その

後、電話型公衆通信回線は著 しい伸 びを示 している(1977年 度152.4%、1978年 度151.8%、1979年

度156.6%)。 今後は、中速度のデータ通信への移行、音響カプラー利用の増加傾向 とあわせて、電

話型公衆通信回線の利用が さらに増す もの と思われる。

(3)デ ータ通信回線の共同使用、他人使用、相互接続

1971年 の公衆電気通信法の改正により、データ通信回線の利用上、電気通信回線を2人 以上の利

用者が共同で契約 して使用する 「共同使用」 と、電電公社か ら提供 された電気通信回線 を他人に使

用 させる 「他人使用」についての制限が大幅に緩和 された。

この結果、特定通信回線の共同使用は、製造業 と卸売業等による販売在庫管理システム、銀行等

の各種金融機関の業務提携 によるバンキング ・システム、運輸業 と旅行業の業務提携による座席予

約 システム等において数多 く実現 しており、年々増加の傾向を見せている。関連企業における電子

計算機の共同使用 を可能 とする特定通信回線の共同使用は、その利便性、有用性か ら、今後ますま

す多方面に増加 していくものと推測され る。

また、特定通信回線の他人使用は、民間計算センター等が顧客に計算サービスや情報検索サービ

スをオンラインで提供す ることを可能にしたものであ り、科学技術計算、情報検索、事務計算等、

幅広 く利用されている。

特定通信回線 と公衆通信回線の相互接続 は郵政大臣の個別認可 を必要 とす るが、特定通信回線 シ

ステムに公衆通信回線 を接続 して、これまで電話や加入電信によってオフラインで連結 していた各

種の業務をオンライン化す るケース等数多 く実現 してお り、その利便性から今後増加 してい くもの

と推測 される。
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第2章 わが国の情報通信政策

1わ が 国 の 電 気 通 信 政 策

A電 気通 信法 制 の概 要 とデ ー タ通 信

わが国の電気通信法制の概要は、4-2-1図 に示す とおりであ り、基本法としての有線電気通信

法(1953年7月)、 電波法(1950年5月)、 公衆電気通信サー ビスの利用条件等を規定する公衆電気通

4-2-1図

閨
法

劃

国 際 電 信 電 話 株 式 会 社 法

(日召27.8)

公 衆 電 気 通 信 法

(日召28.7)

有 線 テ レ ビ ジ ョ ン放 送 法

(日召47.7)

規

律

関

係

法

有線 ラ ジ オ放 送 業 務 の運 用

の規 正 に関 す る 法 律

(日召26.4)

有 線 放 送 電 話 に関 す る法 律

(日召38.6)

有 線 電 気 通 信 法

(日召28.7)

放 送 法

電 波 法

(日召25.5)

(H召25.5)
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信法(1953年7月)、 この公衆電気通信サービスの提供主体に関す る規定を行 っている組織関係法 と

しての日本電信電話公社法(1952年7月)、 国際電信電話株式会社法(1952年8月)が ある。その他、

電気通信に関する業務および設備等の規律 を規定す る規律関係法 として、有線放送電話に関す る法

律(1957年6月)、 有線 ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律(1951年4月)、 有線テレビジ ョン

放送法(1972年7月)が あり、放送関係の法律 として、放送法(1950年5月)が ある。

このよ うに、わが国の電気通信法制の仕組みの骨格は、1950年 一一1953年 、特に、1952年 、1953年

にかけて形づ くられた もとであるといえる。

この段階におけるわが国の電気通信政策の主要な目標 は、第二次世界大戦において壊滅的打撃を

受けた国内、国際電気通信の復興整備にあったともいえる。このための政策 と制度が一体 として形づ

くられきた。

電報、電話等のような他人の通信 を媒介す る公衆電気通信に関しては、有線電気通信法により、

電気通信設備の設置は何人 も自由に行えるが、これを用いて業 として他人の通信を媒介するのは、

電電公社 および国際電電の独占とされてい る。

従来、この公衆電気通信は、電信電話サービスが中心であったが、現在、電電公社 ・国際電電が

提供する公衆電気通信 サービスは、「第1章 わが国の情報通信事業」の中で触れ られているように、

単なる電信電話サービス以外に、データ通信回線サービス、ディジタル ・データ交換網サービス、

データ通信設備サービス等が登場するなど、その内容は著 しく多様化 して きている。

特 に、1971年 公衆電気通信法が改正 されデータ通信が法定化 され、データ通信回線サービスが創

設された結果、一定の制約の下ではあるが、民間において もデータ通信回線を用いて電電公社の提

供す るデータ通信設備サービスを提供する情報通信業 を生むこととな り、すでに多 くの民間企業の

参入がみ られ る。その結果、民間情報通信業の行 うこのような業務 と電電公社が独占的に行 ってい

る公衆電気通信業務 との境界が、次第に不明確な もの となって きている。

今後、データ通信回線利用の自由化が一層進め られ ることとなれば、この分野における境界の不

明確 さが さらに増す結果を招来することが考 えられ る。

B電 気通信政策の見直しとデータ通信回線利用の自由化

1980年10月 、郵政大臣の私的懇談会 として、電気通信政策懇談会が設けられ、1980年 代の課題 と

展望を明らかにするとい うことで検討が進め られて きたが、1981年8月24日 電気通信政策懇談会提

言 として 「80年代の電気通信政策のあ り方」が郵政大臣に提出された。

「エレク トロニクス技術、電気通信およびその関連技術の著 しい発展は、データ通信、画像通信、

CATV等 多様なメディアの出現をもたらした。また、これらのメディアは、互いに技術的に融合化

してきている。すなわち、電気通信 と情報処理の融合化、CATVと データ通信の結合、衛星通信 ・
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光通信の導入により、電話 ・画像通信 ・データ通信等の総合的サービスの実現の可能性が増 した。

その結果、放送 と電気通信、郵便 と電気通信等の境界の入 り込み現象、無線通信 と有線通信の統一

的規律の必要性、公衆電気通信の概念 および公衆電気通信業務の範囲の再検討、電電公社 ・国際電

電が提供すべ き分野 とその他の分野の調整 の必要性等、多 くの問題が生 じている。

このような状況に対 し、電気通信に対す る現在の行政の基本的枠組(法 制)は 、歴史的経緯 もあ

り、いわゆる有線 ・無線 とい う伝送手段の差異に着 目し、それぞれ別個に切 り離 されて存在してい

る。 さらに仔細にみると、固定通信、移動通信、放送、公衆通信、自営通信等、形態別 ・方式別 ・

用途別によっても多かれ少なかれ別個の行政が行われており、総合性 ・統一性に欠けるところが見

られ る」 と指適されてお り、電気通信における新秩序の確立についての提言が行われている。

具体的には、①総合的電気通信政策の推進、② データ通信分野等における積極的な競争原理の導

入、③市場原理の導入が不適当な分野 一 電信 ・電話のような国の基本的電気通信サービスとして

位置づけられる必要のある分野 一 における料金 ・利用制度等の改善、③ 当面の緊急課題 としてデ

ータ通信回線利用の自由化 、が掲げられている。

このように、わが国の電気通信の基本的枠組(法 制)の 見直 しが求め られ る状況となってきてお

り、わが国の電気通信政策は、1980年 代 とい う大 きな転換期にさしかか っており、今後の政策展開

が注 目され るところである。

データ通信回線利用の自由化は、この大 きな流れの先がけとして位置づけられるものであり、緊

急課題 として取 り上げ られている内容は以下のとお りである。

「データ通信を中心 とす る新 しい電気通信分野は、電電公社 ・国際電電の もつ高い技術力に支え

られた電話網等の基幹的ネットワークを利用す る形態において著 しい発展 を遂げてきた。……しか

しなが ら、新 しい分野 において利用者か ら求め られる種々のサービスに対応するためには、電電公

社 ・国際電電の努力 も必要であるが、電電公社 ・国際電電がこのすべてを提供することは可能では

な く、民間能力が活用 され、民間企業の参入による創意工夫によって多様なサービスへの対応が実

現 されることが必要 となる。このためには、電電公社 ・国際電電の提供す るデータ通信回線の利用

制度は、民間企業の創意工夫が十分に生か され るよう、より自由なものとなっていなければな らな

い」 とい う基本的立場に立 ちつつ、共同使用については、

(1)「 一定の業務上の関係」の範囲 を拡大 して、業務上の関係を有す る企業間等 については、ほと

ん どの企業等 がデータ通信回線の共同使用が自由にできるよ うにする

(2)さ らに、ある特定の業務上の関係を有する企業間等の場合には、そのデータ通信回線の共同使

用に当たり、メッセージ ・スイッチング も行えるようにする

とい う内容が適当であるとしている。

他人については、
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(1)情 報処理 と結合 した多彩な電気通信サービスの提供が可能 となるようにするため、メッセージ・

スイッチングを含む使用の態様を次により自由に行えることとする

① 民間企業の創意工夫が生かされ、顧客の多様なニーズに適合する高度で多彩なデータ通信サ

ービスの提供ができるよう、回線利用の制度はで きるだけ自由であることが必要である

② 民間の情報通信業 としては、加入電信電話等 メッセージ ・スイッチングのみを行 うような使

用態様 および電気通信に関す る国家的インフラス トラクチュアとして位置づけられ るよ うな もの

を除 き、電気通信回線の自由な使用態様が認められる ものでなければならない

③ この場合、通信の秘密の確保、最終需要者 を含むユーザーの保護、技術的不具合の排除等、情

報通信業が有する 「公衆電気通信事業」 としての公益的側面か ら何 らかの措置が必要 となる

④ このため、許可制 を含む何 らかのチェックを行 うことは適当 と認められる。 しかしなが らチ

ェックに当たっては、その基準が限定的かつ明確に定められねばな らない

(2)メ ッセージ ・スイッチングを含まない場合の使用については、届出のみにより自由に行 えるこ

ととする

という内容が適当であるとしている。

相互接続については、

(1)公 衆通信回線 と特定通信回線の接続 は原則 として自由とする

(2)た だし、公衆通信回線一 特定通信回線一 公衆通信回線の接続、いわゆる公一特一公接続に

ついては、当分の間個別認可によりチェックを行 う

という内容が適当であるとしている。

このような内容の提言を受けて、郵政大臣は、この提言の趣旨を十分尊重 し、法改正 を含む必要

な法的措置について、早急に検討 を進 めるとしており、今後の立法化が見込まれている。

この提言で特筆すべ きことは、特 に他人使用において、米国における高度通信サービスとして位

置づけられるVAN(バ リュー ・アッデ ィド・ネッ トワーク)サ ービス等の実現が 可能 とな ること

であり、この提言が実現 されたあかつ きには、新 しい種々の高度通信サー ビスが花開 くものと期待

され る。

2デ ータ通信高度化 の課題 と施策

Aデ ータ通信の供給構造

データ通信は、わが国の社会、経済の効率化に大 きく貢献するものであ り、その健全な発展を図

ることはきわめて重要な課題であるが、 このデータ通信 自体が知識集約度の高い、大 きく産業にか
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かわるものである。データ通信の供給構造は、

側面に対する配慮が求め られ るものである。

4-2-2図 に示 す とお りで あ り、 これ らの あ らゆ る

Bデ ータ通信高度化の課題と施策

デ ー タ通 信 高 度 化 の 課 題 と施 策 を図示 す る と 、4-2-3図 の よ うに な る。

(1)デ ー タ通 信 高 度 化 プ ロ ジ ェ ク ト推 進

郵 政 省 に お い て は 、 デ ー タ通 信 高 度 化 プ ロジ ェ ク トと し て 、4-2-1表 に 示 す 内容 の プ ロジ ェ ク

トを推 進 し て い る。

① 標 準 プ ・ トコル(CCNP)の 開 発 等

近 年 の 電 気 通 信 技 術 、 電 子 計 算 機 技 術 、 ソ フ トウ ェ ア技 術 等 の発 達 に 伴 い 、 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ

4-2-2図

データ通信の供給構

造
コン ピュー タ

通 信機 器

端 末

メー カー

l

il イ
η ヂ

罐'

ノ)X

ら＼文魔
＼

民間情報通信

(データ通信)業者

デー タ通信 システ ム

設 置 者

(自営 ユ ーザ ー)
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4-2-3図

データ通信高度化の

課題 と施策

郵
政
省
の
施
策

デー タ通信の 高度化

/＼

(1)デ ー タ通信 高度化
プ ロジェ ク トの推進

① 標準 プロ トコルの
開発 等

② デー タベ ース利用
技術 の開発調査

③ デー タ通信 向け言
語 の 開発調査

④ デー タ保護 手法の
研 究 開発

関
係
分
野
の
協
力

デー タ通信 高度化
にお ける課 題

▲/、

高度 化推 進の ための
課題

1.ネ ッ トワー ク形成

のため の各種技術

開発

2.標 準の確 立

3.デ ー タ通 信回線 利

用制度 の整 備

4.情 報通 信業の振興

〔2)デー タ保護対策 の策

定

・コ ンピュ

ー タ ・メ

ー カー

・公衆 通信

事業 者

・情報 通信

業者

・学識 経験

者

・ユーザ ー

・関係省庁

・そ の 他

情報通信業の振興

高度化 に伴 う問題点
電電 公社 ・国際電電 の

指 導監督 1.デ ー タ保護 ・プ ラ

イバ シー 保護

2.国 際 デ ー タ流 通 問

題

3.デ ー タ通 信 社 会 の

脆 弱 性

デー タ通 信制度の検討

電気通信の長期展望の
策定

「

デ ー タ通 信 高 度 化 ニ ー ス

4-2-1表 デ ー タ通信 高 度 化 プ ロ ジ ェク ト (単 位1千 円)

年 度

項 目
1977 1978 1979 1980 1981

①標準プ・ トコルの開発等 5,934 11,661 143,149 98,064 92,398

② データベース利用技術の開発調査 (0) 20,040 49,316 38,009

③ データ通信向 き言語 の開発調査 (0) 6,105 30,797 48,064

④ ネ ットワーク化 に伴 う諸問題の調査

(データ保護手法の研究開発)
(0) 21,891 29,661 26,547
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トワ ー ク は 、従 来 の ホ ス ト集 中型 か ら分 散 型 ネ ッ トワ ー クへ と発 展 しつ つ あ る。 この よ うな 分 散 型

ネ ッ トワ ー クに お い て は 、異 機 種 マ シ ン間 の 通 信 を容 易 に す る た め の通 信 規 約(プ ロ トコル)の 標

準 化 が必 要 で あ る。

この ため 、1977年 度 よ り標 準 プ ロ トコル(CCNP=コ ン ピ ュ ー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョ ン ・ネ ッ ト

ワ ー ク ・プ ロ トコル)の 開 発 、総 合 評 価 等 を行 い 、 そ の下 位 プ ロ トコ ル に つ い て は、1980年11月 郵

政 省 に よ り告 示 され て い る。

さ らに 、1979年 度 か らは 、 標 準 プ ロ トコル の 普 及 を図 るた め 、 ユ ーザ ー の プ ロ グ ラ ム が標 準 プ ロ

トコ ル に適 合 す る か ど うか を検 討 す る シス テ ムの 開 発 を行 っ て お り、1981年 度 は 前 年 に引 き続 き、

プ ログ ラ ム設 計 お よ び試 験 評 価 を行 う。

② デ ー タ ベ ー ス利 用 技 術 の 開発 調 査

デ ー タベ ー ス の構 築 が 各 方 面 で重 要 な課 題 とな っ て い るが 、 デ ー タ ベ ー ス は 、 デ ー タ通 信 シス テ

ム に よ って オ ン ライ ン化 、 ネ ッ トワー ク化 され る こ とに よ って 、 そ の利 用 価 値 が 飛 躍 的 に高 め られ

る もの で あ る。

わ が 国 の現 状 は、 デ ー タベ ー ス構 築 の緒 に つ い た ば か りで あ り、 その 利 用 形態 も、 個 別 の シ ス テ

ム で あ って 閉 鎖 的 な もの で あ る。しか し、今 後 多 くの 分 野 で デ ー タベ ー ス の構 築 お よ び利 用 が 効 率 的

・経 済 的 に行 わ れ て い くた め には
、 デ ー タ ベ ース ・シ ス テ ム の ネ ッ トワ ー ク化 が 不 可 欠 で あ る こ と

か ら、 複 数 の デ ー タ ベ ー ス が 容 易 に利 用 で き る よ うにす る た め 、 各種 デ ー タ ベ ー ス ・シ ステ ム に共

通 な 接 続 利 用 技 術 の 開 発 を進 め て お り、1981年 度 は 、 こ の た め の 開発 に 並 行 して 、 分 散 処理 型 デ ー

タベ ー ス の実 験 を行 う こ と と して い る。

③ デ ー タ通 信 向 け言 語 の 開発 調 査

デ ー タ通 信 シス テ ム に お い て 、各 端 末 か ら電 子 計 算 機 に対 し 、処 理 実 行 の 指 示 を与 え る ア クセ ス ・

コ マ ン ドに つ い て は 、 デ ー タ通 信 の 高 度 化 に伴 って 、 ま す ます そ の共 通 化 、 一 元 化 が必 要 に な って

い る。

現 在 わ が国 の デ ー タ通 信 で利 用 され て い るア ク セ ス言 語 は 同 じ方 式(た と え ばTSS)の シス テ ム

で あ って も、 そ の 組 み 立 て方 や入 力 手 順 が 各 シス テ ム ご とに 異 な っ て い る状 況 に あ る。今 後 シス テ

ム相 互 の 結 合 に よ って ネ ッ トワー ク化 を促 進 し、 デ ー タ通 信 の 発 展 を 図 るた め、 各 シ ス テ ム に共 通

的 に 適 用 可 能 な ア クセ ス言 語 の 開 発 調 査 を進 め て お り、1981年 度 は 、ア クセ ス 言 語 の体 系 化 、 言 語 仕

様 の作 成 を行 う と と もに 、その 言 語 を用 い て の実 験 を行 うこ と とな って い る。

④ ネ ッ トワー ク化 に 伴 う諸 問 題 の調 査(デ ー タ保 護 手 法 の研 究 開 発)

デ ー タ通 信 の ネ ッ トワ ー ク化 の進 展 は 、 わ が国 経 済 社 会 の 効 率 化 、 国民 生 活 の 利 便 の向 上 に 大 き

く寄 与 す る反 面 、 ひ とた び障 害 や犯 罪 、 エ ラ ー等 が発 生 した場 合 に は 、 そ の 影 響 は きわ めて 重 大 な

もの とな る恐 れ が あ る。
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このような状況から、データ通信 システムにおけるデータの漏洩、改 ざん、 き損などの防止に有

効なデータ保護手法について、早急な検討が必要 となっている。そこでネッ トワーク上のデータ保

護に最 も有効な手法 として暗号化手法をとりあげ、その標準的利用方法の研究開発を実施 している。

同プロジェクトは、1979年 度か ら開始 したものであるが、暗号化に関す る標準的技術仕様 の策定

および実験を1981年 度に行い終了す ることとなっている。

(2)デ ータ保護対策

データ通信の利用分野が、社会経済、国民生活のすみずみまで行 きわたるに伴い、広範かつ重要

な情報がデータ通信により提供 され、あるいは蓄積 される結果、事故や犯罪による情報の漏洩等は、

個人のフ。ライバシー、企業秘密に重大な影響を与えるほか、外国企業等による国家的に重要な情報

の管理は、国家主権に も深 くかかわる問題になっている。

技術面における対応 としては、前項で触れた施策 を実施 しているところであるが、制度面か らの

的確な対応が最 も求め られているところである。

郵政省においては、プライバ シー保護 に関するOECD勧 告等世界の動向に留意 しつつも、通信の

保護等伝統的政策課題 を踏まえた、現実的なデータ保護のあ り方 について検討 を進めているところ

である。

(3)そ の他の施策

4-2-3図 に示すデータ通信高度化施策については、電気政策懇談会の提言 を尊重 しつつ、その

推進を図 ることとしている。

3そ の他の情報通信関連施策

前節で解説 したデータ通信高度化施策のほか、郵政省では、次のような情報通信政策関連施策が

実施 されている(主 要な もののみ示す)。

Aキ ャプテン ・システム

キ ャプ テ ン ・シス テ ム(CharacterAndPatternTelephoneAccessInfomationNet_

workSystem)は 、テ レ ビ受 像 機 と電 話 網 を使 って 、 利 用 者 の リク エ ス トに 応 じ 多 様 な 情 報 を文 字

と図形 で テ レ ビに映 し出 す もの で 、 郵政 省 と電 電 公 社 が 協 力 して 、1979年12月 か ら第1期 実 験 を行

っ た 。1971年8月 か らは 、東 京23区 約2,000(第1期 実 験 は1,000)を モ ニ タ ー と して 、 第ll期 実

験 は第1期 実験 の 成 果 を踏 ま えて 、 情 報 量 を倍 増(20万 画 面)し 、情 報 検 索 サ ー ビス を充 実 させ る

ほ か 、新 しい サ ー ビス を盛 り込 むな ど、1983年 度 の実 用 化 を期 し て 、 よ り実 用 化 に近 づ け た形 で実

施 して い る。 。
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4-2-4図 キャプテン第ll期 実験 システムの構成
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第n期 実 験 シ ス テ4の 構 成 は 、4-2-4図 に示 す とお りで あ る。

B高 度総合情報通信システム

新しい情報通信政策の確立に資す ることを目的 として、筑波研究学園都市に高度総合情報通信 シ

ステムを構築することとし、1981年 度から5カ 年計画で開発調査が開始 された。

高度総合情報通信 システムとは、郵政省が関係省庁等 と協力 して筑波研究学園都市内において、

多摩CCIS実 験の成果を生かすとともに、最新の電気通信技術 を駆使して、CATV施 設の高度利用

と公衆電気通信施設の活用を図 り、有線 ネッ トワークとコンピュータ、テレビ等 を結合した高度な

情報通信 システムを構築 し、テレビ再送信、生活情報、研究情報、教育情報など研究学園都市 とし

ての都市機能発揮のための多様なサービスを提供 しようとするものである。

なお、このシステムは、1985年 に開催が予定 されている国際科学技術博覧会においても活用 され
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4-2-5図 高度総合情報通信 システム概念図

(筑 波側)r

消 防署,警 察署,電

気,水 道,ガ ス会社

(東京側)

科技博会場情報

團
コンピ ュー タ・セ ン

ター ・デ ー タバ ン ク

る こ と とな っ て い る。

シス テ ム の概 要 は4-2-5図 に示 す とお りで あ る。

C総 合 テレメータ ー ・システムの実用化のための開発調査

現在、電気、ガス、水道等の公益事業の検針員が各戸訪 問して行 っているメーターの検針作業を

電気通信手段に切 り替 え、検針センターか ら直接、電話回線を通 じ、いつでも、 どのメーターで も

瞬間的に検針できるシステムの標準方式 を確立しようとするものである。

(1)総 合テレメータ ー ・システム構成の基本的考え方

① 既設の加入電話回線 を利用することか ら電話通話に支障を及ぼさない

② 現在の人手検針 と比較 してより経済性があり、よ り信頼性が高い

(2)開 発調査の実施機関および全体計画

① 総合テレメーター ・システム開発調査会議

郵政、通産、電電公社、公益事業 および関連機器製造業界の代表者等で構成

②1978年 度か ら1982年度までの4年 計画

議1錫麟 二::繍鷲 還;蔓纏 灘 藩㌫

標準機器の試作、設置、運用
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(3)シ ステムの効用

① 検針情報等の自動収集……検針時間、設置場所等による困難性の解消

② 事業運営の合理化、近代化……人件費高騰、労働力確保難の解消、料金認定業務 との連係デー

タの多 目的活用

(4)シ ステムの開発上解決 を要する検討課題

① 電気通信制度 と公益事業関係制度(各 事業法および計量法)と の整合性

② システムの経済性 を高めるため、システムの共同使用、端末装置および施工方法の標準化、漏水

やガス洩れ検知等の機能付加等

③ システムの信頼性 を高めるため、データ伝送の信頼性向上、秘密保護対策、安全対策、責任分

界の明確化等

4デ ィジ タル通 信 の動 向

国民生活の高度化、社会活動の広域化とともに、電気通信網 と電子計算機を結合 して高度の情報

処理 を行 うデータ通信や、手書 きの資料や図面等 を遠隔地にわずかの時間で送 り届けるファクシミ

リ通信等が急速に普及 してきてお り、これに伴 って、データ通信回線に対する要望 も多様化してい

る。

今まで、データ通信やファクシミリ通信に利用されている通信方法には、公衆通信回線 を用いる

方法と特定通信回線、または専用線を用いる方法があったが、公衆通信回線を用いる方法は、設備

が もともと電話や加入電信のために作 られた もので、高速のデータ通信に向かない、ダイヤル して

か ら相手につながるまでの時間が長い、伝送品質 にも限界がある等の問題があった。

また、特定通信回線や専用線を用いる方法は、不特定多数の相手と任意に通信がで きない、定額

料金制 となっているため通信量が少ない利用者に とって使いづ らい、な ど、いずれ も一長一短があ

った。

このため、従量制料金で多数の相手 と高速 ・高品質の通信ができる交換網サービスに対する要望

が高まってお り、 このよ うな要望 に応 えるため、電電公社では、デ ィジタル伝送設備 、時分割交換

機、パケッ ト交換機等を用いて、電子計算機で使われるデ ィジタル信号のままでデータを伝送する

ことを可能にした、新データ網サービス(DDX)を 提供 している。

また、国際電電では、国際コンピュータ ・アクセス ・サービス(ICAS)を 開始 したのに引 き続

き、国際加入データ伝送サービス(VENUS)と 呼ばれ るサービスの開発 も進め られている。

このようなデ ィジタル通信の動向は、データ通信等の普及発展、ひいては、情報化社会の進展に

大 きく寄与するものと考 えられる。
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A電 電公社のサービスの概要

電 電 公 社 の 新 デ ー タ網 サ ー ビス は 、最 新 の デ ィジ タル技 術 を駆 使 し た、 高 速 ・高 品 質 の 従 量 制 料

金 に よ る交 換 網 サ ー ビ スで 、回 線 交 換 サ ー ビス とパ ケL」・ト交 換 サ ー ビスの2種 類 が あ る。 回線 交 換

サ ー ビス は 、1979年12月 か ら、 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス は 、1980年7月 か らサ ー ビス を開 始 した 。

新 デ ー タ網 サ ー ビ ス で は 、端 末 の伝 送 速 度 に応 じて 、200ビ ッ ト/秒(bps)程 度 の低 速 か ら48キ

ロbpsの 高 速 ま で の サ ー ビス 品 目が あ り、 伝 送 品 質 に つ い て は 、 ビ ッ ト誤 り率 で現 在 の特 定 通 信 回

線 と同 等 以 上 の 品 質 が 確 保 され 、 ま た 、 接 続 時 間 に つ い て も、公 衆 通 信 回 線 が 数秒 か ら10数 秒 か か

るの に 比 べ 、平 均1秒 程 度 に短 縮 され る。

(1)回 線 交 換 サ ー ビ ス

回 線 交 換 サ ー ビスは 、 デ ー タ通 信 、 デ ー タ伝 送 、 フ ァク シ ミ リ伝 送 等 の 用 に供 す る た め 、時 分 割

4-2-2表

回線 交 換 サ ー ビ スの

サ ー ビス品 目

サ ー ビス品 目 内 容

200bps 200bps以 下 の符 号 伝送 が可 能 な もの

300bps 300bps以 下 の符 号 伝送 が可 能 な もの

1200bps 1200bps以 下 の 符号 伝 送 が可 能 な もの

2400bps 2400bpsの 符 号 伝送 が可 能 な もの

4800bps 4800bpsの 符 号 伝 送 が可 能 な もの

9600bps 9600bpsの 符 号 伝 送 が可 能 な もの

48Kbps 48Kbpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの

4-2-3表 回線 交 換 サ ー ビ スの主 な料 金等 (1回 線 ごとの料金等)

区

サ
ー

ビ
ス 分

品目

新 設 時 毎 月
1

加

入

料

設

備

料

債

券

基

本

料

通 信 料

単
位
料
金

課 金 秒 数

同－
MA内

隣接MA
～30㎞

～60㎞ ～120㎞ ～240㎞ ～420㎞ ～750㎞ 750㎞ を
こえるもの

200bps

1
円

300

千円

140

千円

650

千円

18

10円

秒

120

秒

90

秒

65

⇔

40

秒

25

秒

17

秒

13

秒

11

300bps 300 140 650 18 100 80 55 35 22 14 11 9

1200bps

1

300 140 650 20 60 45 30 18 11 7.5 6 5

2400bps 300 140 650 22 55 40 27 17 10 7 5.5 4.5

4800bps

1

300 140 750 24 50 35 25 15 9 6.5 5 4

9600bpξ

`

300 140 900 26 45 30 20 14 8 6 4.5 3.5

48Kbps

1

300 140 2,200 30 20円 12 8 5.5 4.5 3.5 2.5 1.5 1
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交換技術 とデ ィジタル伝送技術を用いて、高速、高品質の符号伝送 を行 うサービスであり、本サー

ビスに加入 した任意の加入者相互間で従量制料金による通信ができる公衆 ネットワーク ・サービス

である。

本サービスでは、通信のつ ど回線が設定 され、通信中の伝送制御手順について特に規定 されない

ので、比較的多量の情報 を短時間で送 るデータ通信やファクシ ミリ通信に適 している。

回線交換サービスのサービス品目は4-2-2表 の とお りであり、また、主要な料金等は4-2-3

表の とお りである。

(2)パ ケ ッ ト交換サービス

パケット交換サービスは、主 としてデータ通信のための公衆 ネッ トワーク ・サービスであり、こ

れに加入すると任意の相手加入者 との間で、高速 ・高品質の符号の伝送を行 うことができる。

本サービスは、発信側から送 られたデータをいったん交換機に蓄積 し、パケ ットと呼ばれる一定

の長 さの電文に分割して伝送す る方法(蓄 積交換方式)を 用いてお り、伝送路の使用効率が高まり、

通信の品質が向上するとともに、異速度端末間で も通信ができ、また、1本 の加入回線で複数の通

4-2-4表 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スの品 目

サ ー ビス品 目 内 容 端 末 機 器 区 分
一 般 端 末 パ ケ ッ ト形 態 端 末

200bps 200bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ 一

300bps 300bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ 一

1200bps 1200bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ 一

2400bps 2400bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○

4800bps 4800bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○

9600bps 9600bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○

48Kbps 48Kbpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの 一 ○

4-2-5表 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スの主 な料 金 表
(1回 線C"と の 料 金等)

サ_区
ヒ
ス 分

品 目

新 設 時 毎 月

加 入 料 設 備 料 債 券

1

基 本 料
通信 料(128オ クテ ッ トご とに)

～100㎞ ～500㎞ 500kmを

こ え ろ も の

200bps 300円 110千 円 900千 円

I

l6千 円

0.4円 0.5円

・

0.6円

300bps 300 110 900 16

1200bps 300 140 1,000

1

22

2400bps 300 140 1,100 26

4800bps 300 140 1,100 28

9600bps 300 140 1,100

1

30

48Kbps 300 140 2,200 75
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信 相 手 と同 時 に通 信 が で きる。

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スは 、 一 度 に送 る情 報 量 が比 較 的 少 な く散 発 的 な デ ー タ通 信 に適 し て い る。

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビスの サ ー ビス 品 目 は4-2-4表 の とお りで あ り、 ま た主 要 な 料 金 等 は 、4-

2-5表 の とお りで あ る。

(3)付 加 サ ー ビス

新 デ ー タ網 サ ー ビス は 、 デ ー タ交 換 とい う基 本 的 な機 能 の ほ か 、 サ ー ビスの 効 用 を高 め る た め 、

短 縮 ダ イ ヤ ル な ど7つ の付 加 サ ー ビス を提 供 して い る。

付 加 サ ー ビス の機 能 ・料 金 等 は 、4-2-6表 の とお りで あ る 。

(4)新 デ ー タ網 サ ー ビ スの 適 用 領 域

新 デ ー タ網 サ ー ビス を利 用 す る場 合 は、 デ ー タ通 信 シ ス テ ムが デ ー タ交 換網 に 対 し て どの よ うな

サ ー ビス機 能 や 品 質 を要 求 して い るか を明 確 に す る と と もに 、 通 信 の トラ フ ィ ック特 性 を分折 し、

これ らを総 合 して 利 用 す るサ ー ビス種 別 を選 択 す る必 要 が あ る 。

そ こで 、 回 線 交 換 サ ー ビス 、 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス 、 加 入 電 話 、特 定 通 信 回線 に つ いて 一 般 的 な

適 用 領 域 を示 す と4-2-6図 の とお りで あ り、 回 線 交 換 サ ー ビス で は 、 「高 速 で通 信 密 度 が高 く、

1日 当 た りの通 信 時 間 が あ ま り長 くな い中 距 離 の通 信 」、 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス は 「通 信 密 度 が 低 く

4-2-6表 付 加 サ ー ビ スの機 能 ・料金 等 (単位 円)

区 分 新 設 時 毎 月

サ ー ビス 名
サ ー ビ ス 機 能 取 付 料 債 券 付加使用料

閉 域 接 続 機 能 交換機 が、あ らかじめ登録 してあ る端末間の通信のみ
に制限 して接続 し、悪意呼や誤 ダイヤル等による防害 500 20,000 550

を防 ぐた め の サ ー ビス。

ダ イ レ ク ト ・コ ー ル機 能 通信相手が一つに固定 されている場合、その相手番号

を1度 交 換機 に登録 してお け ば 、あ とは ダ イヤ ル操 作 500

な しで発 信 で きる機 能 であ る。

相 手 通 知 機 能 通信 開始に先立 ち、 この機能 を利用す る加入回線に、

局交換設備か ら通信相手の加入回線番号を通知す る機 500

能 で あ る。

短 縮 ダ イ ヤ ル 機 能 通信相手の番号を2桁 の番号 に短縮 して登録 しておけ

ば、あ とはこの短縮番号を使 って通信 できる機能であ 500 15,000 450

る 。

通 信 料 一 括課 金 機能 ある特定の端末(た とえば本店に置かれたオンライン
・シス テ ムの セ ンタ ー等)に 着 信 す るすべ て の呼 の 料 500

金 が 、 その端 末 側 の支 払 い とな る機 能 で あ る。

パケ ッ ト多 重 化 機能 端末機器が電子計算機 などの場合、1の 加入回線 で複

数の相手 と同時に通信するために、複数の論理チ ャネ 500 10,000 300

※ ル を設 定 す る機 能 で あ る。

相手固定接続機 能 常に通信相手が特定の1の 加入回線 または論理 チャネ
ルに固定 され、発呼、切断の操作な しで 接続 で きる機能 500

※ で あ る 。

※ パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス に限 り提 供 す る。
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4-2-6図

適用領域の一般的傾

向

1日当た り
通 信 時 間

通信密度小低
速

驚通信回線 ＼

回線交換網
有利

バケ ット交換

網 有利

熱 露濠 大⇒欝
有利

距 離

中距離以上の通信」に適 しているといえる。

B国 際電電のサLビ スの概要

国 際 電 電 で は 、 デ ー タ通 信 需 要 に対 し、 デ ー タベ ー ス 用 コ ン ピュ ー タへ の ア クセ ス を主 た る 目的

とす る 「国 際 コ ン ビ。ユ 一 夕 ・ア ク セ ス ・サ ー ビ ス(ICAS)」 を1980年9月 に開 始 す る と と もに
、

国 際 間 の パ ケ ッ ト交 換 に よ る新 国 際 デ ー タ伝 送 サ ー ビス と して 「国 際 公衆 デ ー タ伝 送 サ ー ビス(V

ENUS-P)」 の 提 供 を計 画 中 で あ る。

(1)国 際 コ ン ピ ュ ー タ ・ア ク セ ス ・サ ー ビ ス(ICAS)の 概 要

ICASサ ー ビス は主 と して 情 報 検 索 の た め 、 日本 国 内 の入 出力 装 置(音 響 結 合 装 置 に よ り接 続

す る もの を含 む)と 外 国 に あ る コ ン ピ ュー タ本 体 との 間 に行 われ る デ ー タ通 信 の 用 に 供 す る た め 、

パ ケ ッ ト交 換 方 式 に よ り符 号 の 伝 送 を行 うサ ー ビス で あ り
、 加 入 契 約 も し くは 利 用 契 約(加 入 電 話

に よ る契 約)を 締 結 す る こ とに よ り、 時 分 料 、 通 信 料 に よ る通 信 が で きる。 取 扱 対 地 は 当 面 米 国

(TYMNETま た はTELENETに 接 続 され る もの等)で あ るが 、米 国 中継 に よ る他 の 対 地 へ

の 拡 張 を検 討 中 で あ る。

ICASサ ー ビ スの 料 金 等 は4-2-7表 の と お りで あ る。

(2)国 際 公衆 デ ー タ伝 送 サ ー ビ ス(VENUS-P)

VENUS-Pサ ーービ ス は、 主 と して デ ー タ通 信 の た め の公 衆 ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス で あ り
、

国 際 間 に パ ケ ッ ト交 換 技 術 に よ る デ ィ ジ タル ・デ ー タ網 を建 設 し、 国 際 間 の 各 種 コ ン ピ ュー タ 、 高

速 端 末 装 置 を結 ぶ通 信 を提 供 し よ う とす る もの で あ る。
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4-2-7表ICASの 料 金 (1981.10.1現 在)

料 金 種 別 単 位
加 入 契 約

利 用 契 約
300bps 1200bps

契

約

時

料

金

契 約 料 1契 約 300円 300円 300円

設 備 料 加入者線1回 線 80,000 110,000
一

変復調装置取付料 直営 モデ ム1装 置 実 費 実 費 一

回線保護装置取付料 加入者線1回 線 6,000 6,000 一

線'路 設 置 費
加入 区域 外線 路

100mま で ご と
9,000 18,000 一

使

用

料

基 本 料 1加 入契約/月 19,200 24,500 一

通 信 料
1分

1000字

55

165

55

165

55

165

変復調装置使用料 1装 置/月 5,700 6,000 一

こ のサ ー ビス の概 要 は 、 次 の と お り予 定 して い る 。

① 加 入 契 約(ま た は 電 電 公 社 の パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス加 入 者 の 利 用 契 約)に よ り、 デ ー タ お よ び

フ ァ ク シ ミ リ等 の 伝 送 が可 能 とな る。

② 各種 コ ン ピ ュー タ、 各 種 端 末機 器 の 接 続 が可 能 で あ る。 端 末 との基 本 的 な イ ン タ フ ェー ス は 、

CCITT勧 告X.25、ISO標 準HDLCお よ びBSCに よ る。 ま た 、 ハ ー ド的 な イ ンタ フ ェ

ー スはCCITT勧 告V .24(物 理 的 条 件)、V.28(電 気 的条 件)で あ る。

③ サ ー ビス品 質 は 、 見逃 し ビ ッ ト誤 り率10-7程 度 以下 ・パ ケ ッ ト紛 失 率10-8以 下 ・局 内転 送 時 間

平 均100ミ リ秒 以 下 で あ る。

④ 端 末 速 度 は 、 当 面2400bps・4800bpsお よ び9600bpsと す る が ・将 来 は48Kbpsも 可 能 と な る 。

⑤ 取 扱 対 地 は 、 当 面 ア メ リカ 、 イギ リス、 フ ラ ン ス お よ び西 ドイ ツ を予 定 し、協 定 が整 い次 第 実

施 して い くほ か 、 その 後 の需 要 の動 向 、 相 手 国 の 準 備 状 況 等 を勘 案 しな が ら順 次拡 張 され る。

⑥ 加 入 区域 は 、 当面 東 京 都23区 お よ び大 阪市 内 と し、 一 定 の 条 件 に よ り区 域 外 加 入 も認 め る。 電

電 公 社 の パ ケ ッ ト交 換 網 経 由 の 場 合 は 、 そ の サ ー ビ スが 提 供 され て い る地 域 か ら利 用 で き る こ と

とな る。

⑦ 付 加 サ ー ビス と して は 、 当面 パ ケ ッ ト多 重 化 、短 縮 ダ イヤ ル お よ び ダ イ レ ク ト ・コ ール を予 定

して い る。 そ の 他 の 付 加 サ ー ビス に つ いて は 、 各 国 の提 供状 況 を み て 、別 途 提 供 時 期 を検 討 す る。

⑧ 料 金 に つ い て は 、現 在 の と ころ 未 定 で あ るが 、 料 金 体 系 と して は 、 固 定 部 分(基 本 料)、 従 量 部

分(時 分 料 、 通 信 料)お よ び付 加 サ ー ビス 料 を予 定 して い る。

⑨ メ ッセ ー ジ蓄 積 交 換 サ ー ビス、 低 速 度 端 末 お よ び電 電 公 社 の 公衆 電 話 網 経 由の 接 続 に つ いて は 、

別 途 検 討 中 で あ る。
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C欧 米諸 国 にお け るデ ィジ タル ・デ ー タ網 の動 向

欧米諸国においては、国際電信電話諮問委員会(CCITT)の 勧告 を受けて、デ ィジタル ・デー

タ網の開発の動 きはさらに活発化 している。

主要国における導入状況等は、4-2-8表 の とお りである。

4-2-8表 主 要 国 に お け る導 入状 況

に)回 線 交 換 サ ー ビス

国 名 サ ー ビ ス 名 サ ー ビス提 供 会 社 サ ー ビス開 始時 期 備 考

ア メ リ カ DSDS AT&T 未 定
●空 間 分 割 回 線 交 換

(DataphoneSwichedDigitalSer

カ ナ ダ イ ンフ ォス イ ッチ CNCP 1978 ●ハイプIJッ ド交換(回 線交換/パ ケット交換)

イ ギ'リ ス PSDDS 郵電公社 未 定
●実 験 網

(PublicSwitchedDigitalDataService)

西 ド イ ツ DATEX-L 郵 電 省 1975

北 欧

/ス ウェーデン、

/
ノ ル ウ ェ ー

フィンラン ド

デ ン マ ー クノ

ノ ルデ ィック

公 衆 デ ータ網

(NPDN)

[

各郵電省 1980

各 国 国内 網
1981

各 国 間相互 接 続

② パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス

国 名 サ ー ビ ス 名 サ ー ビス提 供会 社 サ ー ビス開始 時 期 備 考

ア メ リ カ

ACS AT&T 未 定 ・AdvancedCommunicationsService

テ レ ネ ッ ト
GTE・

テ レネ ッ ト社 1975

タ イ ム ネ ッ ト タイ ム ネ ッ ト社 1977

グ ラ フ ネ ッ ト グ ラフ ネ ッ ト社 1975

1977(国 際) フ ァ ク シ ミ リ ・サ ー ビ ス8

COM-PAC
(FAX-PAC)

ITT-DTS社 1979 フ ァ ク シ ミ リ ・サ ー ビス

カ ナ ダ

デ ー タ パ ッ ク TCTS 1977

イ ン フ ォグ ラ ム
・イ ン フ ォコ ー ル CNCP 1978

イ ギ リ ス
PSS 郵電公社 1980

●PaketSwitchedService

●EPSS(1977～1979)が 発 展 した もの

IPSS 郵電公社 1978

フ ラ ン ス ト ラ ン ス パ ッ ク 郵 電 庁 1978

EC9カ 国
、

ユ ー ロ 不 ッ ト 各郵電省 1980

西 ド ィ ッ

DATEX-P

(パケ ット交換用

ダーテ ックス細

郵 電 省 1980

ス ペ イ ン RETD CTNE 1971 ●RedEspecialdeTrananisaionde

Datas

オ ース トラ リア 未 定 テ レ コ ム ・

オ ー ス トラ リ ア 1982予 定
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第3章 諸外 国の動向

情 報通 信 を め ぐる諸 外 国 の 主 な 動 向 と して は 、次 の 諸 点 が あ げ られ る。

(1)米 国 の 付 加 価 値 通 信 事 業 は 、 そ の扱 う トラ フ ィ ッ ク は通 信 業 全 体 の トラ フ ィ ック に比 べ て微 々

た る もの で あ る が 、急 速 に 成 長 して お り、 デ ー タ通 信 に最 適 な サ ー ビス と して 今 後 と も急 成 長 が 見

込 まれ る 。

(2)情 報 通 信 事 業(デ ー タ通 信 に よ る情 報 処 理 お よ び情 報提 供 を行 う事 業)は 、 そ の サー ビ ス内 容

を多 様 化 しな が ら、 順 調 な成 長 を遂 げ て い る。 サ ー ビス 内 容 で は 、特 に リモ ー ト ・デ ー タベ ー ス ・

サ ー ビス が 関 心 を集 めて い る。

(3)電 気 通 信 と情 報 処 理 の結 合 が 進 展 す る中 で 、電 気 通 信 を従 来 とは 異 な る新 た な枠 組 み に基 づ い

て規 律 して 行 こ う とす る試 み がな され て い る。

(4)プ ラ イバ シ ー ・デ ー タ保 護 等 、 デ ー タ通 信 に伴 う種 々 の 問 題 に 関 す る検 討 が 進 め られ て お り、

OECDで もプ ラ イバ シ ー保 護 と個 人 デ ー タ の越 境 流 通 に つ い て の ガ イ ドラ イ ン が ま とめ られ た 。

1諸 外国の情報通信事業

A付 加価値通信事業者(VAC) .の動向

付加価値通信事業者(VAC)は 、1976年 のFCC(連 邦通信委員会)の 裁定により、再販売構

造下の公衆通信事業者 として、米国において登場 した。付加価値通信事業者 とは、伝送設備 を所有

す る通信事業者か ら専用線を賃貸 して回線網 を構築し、その接点に自営の ミニコンピュータを設置

して蓄積交換 を行い、高能率 ・高品質 ・低 コス トの多彩なサービスを提供する業者であ り、1970年

代のデータ通信需要の急増に支えられて発展を遂げてきたものである(4-3-1表 参照)。現在の

ところ、付加価値通信事業者の集めた話題の多 さに比べて、業者全体が扱 うデータ通信 トラフィッ

クおよびその売上高は、いずれをとって も通信業全体に比 して微々たるものである(4-3-2表

参照)。 しか しなが ら、付加価値通信はデータ通信に最適なサービスであ り、またAT&TやIB

Mと いった通信および情報処理の巨大企業が付加価値通信事業に参入 して くることから、付加価値

通信事業は今後とも急成長することが見込まれる。

既存の付加価値通信事業者には、GTE－ テレネッ ト社、タイムネット社、グラフネット社、1
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4-3-1表 付加価値通信事業者(VAC)の 売上高の推移
(単位:百 万 ドル)

VAC 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 年平均増加率

タ イ ム ネ ッ ト 1.0 5.0 10.0 16.5

P

24.0

P

35.0
41.2%

(1975～80)

テ レ ネ ッ ト 『 一 4.1 8.9 16.0 一 98.5%

(1977～79)

グラ フ ネ ッ ト 一 一 一
E

3.5

E

4.0 一
14.3%

(1978～79)

(注)P:計 画 値,E推 定 値 資料:FROST&SULLIVAN資 料 か ら作成

4-3-2表

付加価値通信事業者

のシェア

項 目 年 1979

売

上

高

(百万.ド ル)

全 キ ャ リ ア 売 上 げ 58,000

付加価値通信事業者売上げ 44

付 加 価 値 通 信

事 業 者 の シ ェ ア
0,076%

ト

;

ニ
ク

(ビ ッ ト/年)

全 キ ャ リ ア

デ ー タ ト ラ フ ィ ッ ク
1,409×10ロ

付 加 価 値 通 信

事 業 者 トラ フ ィ ッ ク
2.64×10⑫

付 加 価 値 通 信

事 業 者 の シ ェ ア
0,187%

資 料:FROST&SULLIVAN"THEVALUEADDED(INTELLIGENT)NETWORK

MARKETINNORTHAMERICA"(1980年3月)か ら作 成

TT-DTS社 寺 が あ る(こ れ らの 現 状 に つ い て は4-3-3表 参 照)
。 計 画 中 の付 加 価 値通 信 サ ー

ビス と して は 、AT&Tに よ るACS 、IBM等 に よ るSBSサ ー ビ ス、 ゼ ロ ッ ク ス 社 に よ るX

TEN等 が あ っ た(3者 の シス テ ム比 較 に つ いて は4-3-4表 参 照)が 、SBSは1981年1月 に

サ ー ビス を開始 し、 ゼ ロ ッ クス 社 は1981年6月 に 財 政 事 情 か らXTEN計 画 を破棄 し た た め
、 計 画

中 の サ ー ビス はACSだ け に な って い る 。

テ レネ ッ ト社 は 、ARPANETに よ り開 発 され た パ ケ ッ ト交 換 技 術 を基 礎 と して付 加 価 値 通 信

サ ー ビス を提 供 す るた め 、1972年 に 設 立 され 、1973年 にFCCの 認 可 を受 け
、1975年 よ り付 加 価 値

通 信 事 業 者 と して営 業 を開 始 し た 。 そ の 後1979年 に独 立系 で最 大 の電 話 会 社 で あ るGTEと の合 併

がFCCか ら承 認 され 、GTE－ テ レ ネ ッ ト社 と して再 ス タ ー トを切 って い る
。 これ は 、GTEの

巨大 な 資 金 力 を背 景 に 、 パ ケ ッ ト交 換 デ ー タ通 信 サ ー ビス を大 々的 に拡 張 し、AT&Tが 計 画 中 の
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ACSに 対 抗 す る こ とを ね ら った もの で あ る。 合併 に 際 して 、 分 離 子 会 社 条 件 等 の条 件 がGTEに

課 され た が 、1980年12月 に告 示 され た第2次 コ ン ピ ュー タ調 査 の 最終 修 正 で分 離 子 会 社 条 件 はGT

Eに 適 用 され な い こ と とな った ため 、 この合 併 条 件 は現 在FCCに お いて 再 検 討 され て い る。 な お 、

GTE－ テ レネ ッ ト社 は 、 全 国170都 市 で パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス を提 供 して い るほ か 、 カ ナ ダ 、 欧

4-3-3表 付加価値通信事業者の現状

会社名

項 目
GTEテ レネ ット社 タ イ ム ネ ッ ト 社 グラフネ ッ ト社 1・TT-DTS社

サービス開始時期 1975年 1977年 1975年 1979年

サ ー ビ ス デー タ伝送サ ー ビス デ ー タ伝送 サ ー ビス ファク シ ミリ ・サ ー ビス フ ァ ク シ ミ リ ・サ ー ビ ス

非 同期50～1800bps 非 同期110-1200bps

同 期2400～56000bps 同 期2400-4800bps

テ レメイル オ ン タイムn

タイ ムグ ラム

交 換 局 等 ア クセスポ イン ト109 アクセ スポ イン ト169 4 6

提 供 地 域

国 内 170(市 内料 金 でア クセス可能) 250(市 内 料金 でア クセス可能) 49(人 手による配達
地域)

64(市 内料 金 で アクセ ス
可 能)

国 際 29 29

ユ ー ザ ー 等
'

ホ ス ト:400 ホ ス ト:360 不 明 400ユ ー ザ ー

端 末:25000 ユ ーザ ー:50000 2000端 末

1980-81年 版 の デ ィレク トリー 1979年6月 販 デ ィレ ク トリー

によ ると によ ると

デ ー タ ベ ー ス:305 デ ー タ ベ ー ス:203

コン ピュータ ・サ ー ビス会社等 コ ンピ ュータ ・サ ー ビス会社 等

118 73

資料 電気通信総合研究所「欧米諸国におけるデータ通信の動向」

4-3-4表ACS,XTENお よびSBSの シス テ ム比 較

システム名

比較項 目
ACS XTEN SBS

'

ネ ッ トワー ク ・タイプ 企業内および企業 間通信 企業内および企業間通信 企業内通信

接 続 技 術 公衆網部分以外は地上回線 マ イ ク ロ ウ ェー ブお よ び衛星
衛星(必 要に応 じて市内回線

を使用)

伝 送 ア ナ ログ お よび デ ィジ タル デ ィジ タル デ ィジ タル

最 大 伝送 速度 56kbps 256Kbps 6.3Mbps

対 象 ユ ー ザ ー

(企業規模)
小 ・中 ・大 中 ・大 大

機 能
蓄 積 ・転 送,蓄 積 デ ー タの ユ

ー ザ ー ・ア クセ ス ,放 送 機 能

蓄 積 ・転 送,蓄 積 デー タの ユ

ーザ ー ・ア クセ ス,放 送 機 能

ダイ ナ ミック ・ア ロケ ー シ ョ

ン,放 送機 能

用 途 デ ー タ,メ ッセ ー ジ

メ ッ セ ー ジ,デ ー タ,フ ァ ッ

ク ス,ビ デ オ

音 声,デ ー タ,ビ デ オ,フ ァ

ッ ク ス,メ ッセ ー ジ

資料:電 気通信総合研究所資料か ら作成
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州 をは じめ多 数 の 国 々 と国 際 接 続 を行 って い る。

タ イ ム ネ ッ ト社 は 、情 報 処 理業 者 で あ る タ イ ム シ ェ ア社 の完 全 子 会 社 で あ り、1977年 にFCCか

ら付 加 価 値 通 信 事 業 者 と して の認 可 を得 て 、 全 国 的 規 模 の メ ッセ ー ジ交 換 サ ー ビス を開 始 した 。現

在 同 社 の サ ー ビスは 、全 国250都 市 を カ バ ー して お り、GTE－ テ レネ ッ ト社 と同 様 に多 数 の 国 際

接 続 も行 って い る。

グ ラ フ ネ ッ ト社 は 、 特 殊 通 信 シス テ ムの 設 計 ・製 造 を業 とす る グ ラ フ ィ ッ ク ・スキ ャニ ン グ社 の

100%所 有 の 子 会 社 で あ り、1975年 か ら付 加 価 値 通 信 事 業 者 と して 主 に 蓄 積 交 換 網 を利 用 し た デ ィ

ジ タル ・フ ァク シ ミ リ通 信 サ ー ビス を提 供 し て い る。ITTの 完 全 所 有 子 会 社 で あ るITT-DT

S社 は 、1979年 か らFAX-PAKと 呼 ば れ る蓄 積 交 換 方 式 を用 い た フ ァク シ ミ リ ・サ ー ビス を提

供 して い る 。両 社 と も現 在 大 規 模 な網 拡 大 を計 画 して い る。

AT&Tは 、1978年 に 公衆 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス で あ るACS計 画 を発 表 し、FCCにACSの

認 可 申 請 を提 出 した 。AT&Tに よ るACSの 提 供 は 、AT&Tが デ ー タ処 理 分 野 に参 入 す る こ と

を禁 じ た1956年 同意 審決 に 反 す る等 の論 争 が 、IBM、CCIA(コ ン ピ ュ ー タ通 信 産 業 協 会)、A

DAPSO(米 国 情 報 処 理 サ ー ビス業 者 協 会)等 か ら起 こ され た が 、AT&Tは ソ フ トウ ェ ア開

発 の予 期 せ ぬ遅 れ か ら1979年 にFCCへ の認 可 申請 を取 り下 げ て お り、1980年3月 にFCCも これ

を 承 認 した 。 した が って 、ACSbサ ー ビス 開 始 の 見 通 しは 立 っ て い な い が 、第2次 コ ン ピ ュ_タ

調 査 の結 果 、AT&Tは 分 離 子 会 社 に よ る高 度 通 信 サ ー ビス(基 本 的 な情 報 伝 送 と コ ン ビ。ユ一 夕 に

よ る情 報 処 理 とが結 合 した サ ー ビス)の 提 供 も可 能 と な っ た こ とか ら、AT&Tは 依 然 と してAC

Sの 開 発 を急 ピ ッチ で進 めて い る模 様 で あ る。

ACSは 、 デ ィジ タル 専 用 線 サ ー ビス で あ るDDS(デ ー タ ホ ン ・デ ィジ タル ・サ ー ビス)お よ

び 回 線 交 換 サ ー ビス で あ るDSDS(デ ー タ ホ ン ・デ ィジ タ ル交 換 サ ー ビス)と 設 備 共 用 す る方 向

と伝 え られ る。ACSの 特 徴 と して は 、 メ ー カ ー約100社 、450種 類 に 及 ぶ 端 末 との 接 続 が可 能 で 、

既 存 端 末 の65%以 上 が 収 容 で きる と して い る広 範 な端 末 サ ポ ー トが あ げ られ る。 ま た、 ユ ー ザ ー に

ネ ッ トワ ー ク言 語 を開 放 し、 ユ ー ザ ー 自身 が 独 自の プ ロ グ ラ ム を 登録 す る こ とに よ り仮 想 ネ ッ トワ

ー ク を構 築 す る こ と も可 能 と して い る
。

SBS社 は 、IBM、 コ ムサ ッ ト ・ゼ ネ ラル 社 お よ び エ トナ生 命損 害 保 険会 社3社 の合 弁 に よる子

会 社 で あ り、1981年1月 か ら自社 所 有 の衛 星 を介 し て音 声 、 デ ー タ 、 フ ァ ク シ ミ リお よ び画 像 の通

信 を総 合 的 に行 うサ ービ ス(こ れ をCNSと 呼 ん で い る)を 開 始 した 。SBSはIBMの 通 信 業 界

へ の参 入 と して注 目 を浴 びた 。FCCは1977年 に これ に認 可 を与 え た が
、AT&T、ASC(ア メ

リカ ン ・サ テ ラ イ ト ・コ ーポ レ ー シ ョ ン)、WU(ウ エ ス タ ン ・ユ ニ オ ン)等 の反 対(公 聴 会 を開

催 しな か っ た手 続 不 備 、 独 占 禁 止 を 目 的 とす る ク レイ トン法 違 反 等 が理 由)に よ り法 廷 論 争 へ 持 ち

込 ま れ た が 、1980年2月 に 連 邦 高 等 裁 判 所 大 法 廷 はFCCの 認 可 を支 持 す る結 論 を 出 した 。
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BNlS(ネ ッ トワーク ・イ ンフ ォメー シ ョン ・サ ー ビス)の 動 向

欧 米 に お い て は 、 わ が 国 に お け る情 報 通 信 事 業 と同様 の サ ー ビ ス を 提 供 す る 業 者 は 、NIS業

者 あ る い はNISベ ンダ ー と呼 ば れ て い る。NISは 、 電 気 通 信 が コ ン ピ ュ ー タ と結 合す る こ とに

よ り誕 生 し た 、従 来 の 通 信 サ ー ビス とは異 な る高 度 通 信 サ ー ビ ス と位 置 づ け られ る もの で あ る。N

IS業 者 は、 ユ ー ザ ー 側 に あ る端 末 機 器 を デ ー タ 伝 送 網 を 通 じて 自己 の 中 央 コ ン ピ ュー タ と接 続

し、 情 報 処 理 お よ び情 報提 供 を行 って い る。NISは 、 コ ン ピ ュー タ 関 連 サ ー ビス の 中 で も最 も成

長 の 著 しい分 野 で あ り、 今 後 と も通 信 技 術 、情 報 処 理 技 術 等 の 進 歩 発 達 と相 ま っ て順 調 な 発 展 を遂

げて い く もの と予 想 され て い る。

NISは 、特 に 米 国 で 著 し く発 展 して お り、1979年 に お け る米 国 のNIS業 界 の売 上 高 は 、35億

5,500万 ドル に 達 し 、 前 年 に比 べ て 約24%の 伸 び を示 した 。NISの 市 場 規 模 は 、 コ ン ピ ュ ー タ ・

サ ー ビス業 界 で は 最 大 とな っ て お り、 そ の売 上 高 は 、処 理 サ ー ビス 全 体 の 売 上 高 の約53・%、 コ ン ピ

ュー タ ・サ ー ビ ス全 体 の 売 上 高 の 約38%に 達 して い る(4-3-5表 参 照)。

1979年 に お け る米 国 のNIS市 場 の リー ダ ー は、 依 然 と してCDC社 で あ り、 約9%の シ ェア を

占 め て い る。 次 いで 、EDS社 、GE社 と続 い て お り、 これ ら上 位3社 でNIS市 場 全 体 の売 上 高

の約25%(9億 ドル)を 占 め て い る。 ま た 、NISの 売 上 高 が1億 ドル を越 えた 企業 は 、8社 に達

した(4-3-6表 参 照)。

米 国 のNIS業 界 の動 向 と して は 、1979年 も多 くの 吸 収 ・合 併 が 繰 り返 さ れ た こ と(1979年 に

は20件 以 上 の買 収 が あ っ た)、公 衆 向 けの リモ ー ト ・デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス が関 心 を集 め て い る こ

と等 が あ げ られ る。 リモ ー ト ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の 売上 高 は 、現 在6億 ドル程 度 で あ るが 、

中 ・長 期 的 に は か な りの 市 場 規 模 に な る と期 待 され て い る。 ま た 、 イ ン フ レ、熟 練 要 員 の 不 足 、 景

気 後 退 、 ミニ コ ン との 激 しい競 争 等 が 、 中小 のNIS業 者 に 厳 しい影 響 を与 え て お り、 特 定 の 市 場

4-3-5表

米 国 にお け るNlS

の 売上 高

(単位:百 万 ドル)

年

項 目
1978 1979

1979/1978

伸 び率(%)

①NIS 2,870 3,555 23.9

②処 理 サ ー ビ ス 5,580 6,700 20.1

③ コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス 7,750 9,460 22.1

①/②(%) 51.4 53.1

① ン③(%) 37.0 37.6

資 料:ADAPSO"ComputerServicesIndustry1980"お よ びIDC社"Processing

ServicesStatisticalReferenceBook1980"か ら作 成



178第4部 データ通信 の現況 と情報通信政策

4-3-6表1979年

にお け る米 国主 要N

lS企 業25社 売上 高

(単位:百 万 ドル)

企 業 名 NIS パ ッ チ 合 計

ControlDataCorporation 315 105 420

AutomaticDataProcessing 104
3
305 409

ElectronicDataSystems 297 16 313

GeneralElectric 290 一 290

Tymshare 113 47 160

UnitedInformationSystems 138 一 ≡ 138

McDonnellDouglasAutomation 135 一 135

ComputerSciencesCorporation/DataServices 104 25 129

Reynolds&Reynolds 90 23 113

NCR 46 47 93

BradfordNationalCorporation 18 71 89

SharedMedicalSystems 83 一 83

NationalCSS 72 5 77

Comshare 67 一 67

XeroxComputerServices 60 一 60

UniversityComputingCompany 60 一 60

TRW 50 5 55

NationalDataCorporation 49 5 54

FirstDataResources 50 一 50

BunkerRamo 50 一 50

TransUnionSystemsCorporation' 40 10 50

BoeingComputerServices 47 2 49

Computax 5 43 48

ManufacturingDataSystems 46 一 46

StatisticalTabulatingCompany 5 40 45

資 料:IDC社"ProcessingServicesStatisticalReferenceBook1980"か ら作 成

に特 化 した 専 門 サ ー ビス を提 供 す る業 者 も増 えて い る 。

一 方 、 ヨ ー ロ ッパ に お い て は 、 米 国 に比 してNISは 立 ち遅 れ て お り、15カ 国 の 売上 高 の 合 計 で

も15億1,250万 ドル で あ り、米 国 の 半 分 以下 で あ る。 しか し、NISは 、処 理 サ ー ビス お よ び コ ン

ピ ュー タ ・サ ー ビス に 占 め る割 合 を着 実 に増 や して お り、 今 後 と も順 調 に伸 びて い く もの と想 定 さ

れ る(4-3-7表 参 照)。

ヨー ロ ッパ のNIS市 場 に お いて は 、IBM、GEISCO(GE)
、CDC等 の米 国 系 企 業 の 優

位 は依 然 と して 続 い て い るが 、 ヨー ロ ッパ系 企業 も力 を つ けて 来 て お り、米 国系 企業 の 進 出 に対 す

る脅 威 は 、 徐 々 に 薄 れ て来 て い る。
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4-3-7表 ヨ ー ロ ッパ にお けるNISの 売 上高 (単位:百 万 ドル)

年

項 目
1978 1979 1979/1978伸 び率(%)

① ネ ッ ト ワ ー ク ・イ ン フ ォ メ ー シ ・ ン ・サ ー ビ ス 1,167.4 1,512.5 29.6

② 処理サー ビス 3,523.5 4,271.1 21.2

③ コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス合 計 5,708.8

・

7,216.2 26.4

①/②(%) 33.1 35.4 ㈱ 本 妻 の数 値 は

ヨー ロッパ15カ

国 の合 計 で あ る。

)

①/③(%) 20.4 21.0

資 料:ECSA"FourthAnnualSurveyoftheComputerServicesIndustry,inEurope1980"等 か ら作 成

4-3-8表 ヨー ロ ッパ各 国 に お け るNlSの 売 上 高の 推移 (単位:百 万 ドル)

年

国 名

1978 1979
1979/1978

伸 び率(%)

コ ン ピ ュー タ ・サ ー

ビス全 体の売上高 に占

め るNISの 比 率(%)

フ ラ ン ス 274.4 344.8 25.7 20.7

イ ギ リ ス 199.6 265.5 33.0 23.9

西 ド イ ツ 184.8 217.0 17.4 20.0

オ ラ ン ダ 86.6 139.8 61.4 26.2

ス ウ ェ ー デ ン 86.7 101.9 17.5 22.2

イ タ リ ア 69.4 92.3 33.0 12.9

ス イ ス 71.0 89.3 25.8 31.9

ベ ル ギ ー 50.6 72.1 42.5' 22.7

デ ン マ ー ク 56.1 65.2 16.2 23.9

ノ ル ウ ェ ー 26.1 45.5 74.3 25.4

ス ペ イ ン 24.6 31.1 26.4 14.7

フ ィ ン ラ ン ド 19.3 25.0 29.5 12.5

オ ー ス ト リ ア 11.8 14.9 26.3 12.2

ア イ ル ラ ン ド 4.7 6.5 38.3 13.1

ポ ル ト ガ ル 1.7 1.6 一6 .0 10.4

合 計 1,167.4 1,512.5 29.6 21.0

資 料:ECSA"FourthAnnualSurveyoftheComputerServicesIndustryinEurope1980"か ら作 成

ヨー ロ ッパ でNISが 最 も発 展 して い る国 は 、売 上 高 か ら見 れ ば 、 フ ラ ンス(3億4,480万 ドル)

で あ り、次 い で イ ギ リス(2億6,550万 ドル)、 西 ドイ ツ(2億1,700万 ドル)、 オ ラ ン ダ(1億3,980

万 ド ル)、 ス ウ ェ ーデ ン(1億190万 ドル)と 続 い て い る 。他 方 、 コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビスの 売 上

高 全 体 に 占 め るNISの 割 合 で 見 る と、 ス イ ス(31.9%)、 オ ラ ン ダ(26.2%)、 ノル ウ ェ ー(25.4%)、
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イ ギ リ ス(23.9%)、 デ ン マ ー ク

る(4-3-8表 参 照)。

(23.9%)の 順 と な っ て お り、15カ 国 全 体 で は 、21.0%と な っ て い

2諸 外国の情報通信政策

Aア メリカにおける情報通信政策の動向

アメリカにおいては・1934年 に制定された通信法は・目覚ましい技術革新による通信利用の多様

化等に伴い・次第に実情にそ ぐわない ものとなって きている。 こうしたなかで、アメ リカ議会にお

ける通信法改正の動 きは・1976年 の 「消費者通信法案」 を契機 として、近年急速な高まりを見せ、

改正案がこれまでに上院・下院合わせて6回 提出 されているが、いずれ も審議未了により廃案 とな

っている。

1980年11月 の総選挙の結果、共和党のレーガン政権が誕生するとともに、上院では共和党が多数

党 とな り、上 ・下院の各種委員会委員長 も大幅に入れ替 った。1981年3月 に、下院通信小委員会 ワ

Tス 新委員長は、80年 通信法案を基盤 とした新 しい法案作成 の準備を進めている旨を明らかにして

おり、近 く議会に上程 されるもの と見 られる。一方、上院では、1981年4月 に上院商工委員会パッ

クウッド委員長 らが中心 とな り、81年 通信法案が議会に提出され、同年7月 に上院商工委員会で可

決 された。同法案は、国内通信事業者の競争促進 と規制緩和を目的としており、AT&Tが 子会社

を通 じて高度 通信 サー ビス等の提供がで きるように1956年 の同意審決を修正す ること、FCCに

対 してAT&Tの 機構改革に関す る権限を与えないこと等の規定を含んでいる。今後 とも、これら

の法案の動向が注目される。

FCCは 、1980年5月 に 第2次 コ ン ピュータ調査に関する最終決定の告示 を行った(FCCの

コンピュータ調査の概要については4・-3-9表 参照)。その後、最終決定に対して、AT&Tを ばじめと

する多 くの関係者から多数の再審査請求 およびコメントが出され、またこれに並行して裁判所に対し

て も再審査請求の提訴が行われ、い くつかの問題点が明 らかになった。このため、FCCは 内部検

討 を行い、1980年12月 に、第2次 コンピュータ調査の最終修正の告示を行 った。この最終修正の最

大のポイントは、GTEに 対 しては、高度サービスおよび宅内機器の提供に当たって分離子会社に

よることを要求 しないことが示 されたことである。ただし、GTEと テレネット社の合併条件に関

する問題、プロトコル変換 とコー ド変換のサービス分類に関す る問題等、今回の最終修正において

も未解決の問題があ り、これらについてFCCは 引 き続 き調査検討することとしている。また、F

CCは 最終修正に対する再々審査のコメン トを関係者に求めてお り、これをめぐってかなりの論議

を呼ぶ もの と見 られ、今後の動向が注目される。



4-3-9表FCCの コ ン ピュ ー タ調査 の 概 要

区 別 第1次 調査(ド ケ ット第16979号) 第2次 調査(ド ケ ッ ト第20828号).

経 過 1966.11.10調 査 告 示 1976.8,9調 査 告 示

1967.3.2追 加 告 示 1977.3.8追 加 告 示

1970.4.3仮 決 定 告 示 1979.7.2仮 決定 および追加告示

1971.3.18最 終 決定 告 示 1980,5.2最 終 決 定 告 示

1973.3.最 終 決定 の一部修正告 示

最終決定(一 部修正後) 仮 決 定 最 終 決 定

サー ビスの分類

とFCCの 規制

メ㍍ ∴1騨1念 …
規制講 元㌫ 一。。}規 制

高度非音声サ ービス………一部規制

基本通信サービス 規 制

高度通信サービス 非規制

` …ii遼i三 ㌫ ㍑理サ　 }非規制
決

通信事業者が非 完全分離 の子会社に よらなけれ ばな らない。 ただ し、AT& 通信事業者は、分離会社を介 した再販売べ AT&Tお よびGTEに つ いては、最大限

規制サ ービスを Tは1956年 の同意審決 によ り、 いかな る形式 にせ よ非規 制サ 一スでのみ、「高度 非音声サ ービス」を提供 分離 された子会社 によ り、非規制 サ ービス

定 行うための条件 一 ビスを行 うことがで きない。 す ることがで きる。 しか し、分離 の程度 に を行 うことが で きる。

ついては未定。
AT&Tが 非規制 サー ビスを行 うことは、

の
また、AT&Tも 同 じ条件 でこのサー ビス 1956年 同意審決 に反 しな い と解 釈。

を提供す ることがで きる(1956年 同意 審決 規制サ ービスと非規 制サ ー ビス との間 で厳
の合 目的解釈 による)。 しいセ ーフガー ド条件(R&Dコ ス トの分

概 担、高度通信 サー ビス にか か る基本通信料

の規定の料金に基づく支払い等)を 守 らな

要

けれ ばならない。

通信事業者によ

る宅内機器の提

供 灘 ・・ア変魔 羅禦

すべての宅 内機 器 を無規制 とし、通信 サー

ビスか ら分離 す る。

○難1`＼ 籠㌫ ㌶

資料 通信白書

ね

岡

田
θ

品
目
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B総 合的通信政策の動向

欧米諸国においては、電気通信、電子工学、情報処理等の分野での著 しい技術革新が経済 ・社会

に もた らす影響を重視しており、このため技術革新が切 り開 く新しい時代に即応 し、かつ長期的に

一貫 した総合的通信政策の研究を積極的に推進 してお り、各種の報告が相次いでなされている(4

-3-10表 参照)
。

1978年1月 にフランスで発表 された報告書 「社会の情報化」の申で 使用 された造語 「テレマティ

ーク」は、電気通信 と情報処理 とが融合一体化した状況を示す概念 として、フランスで電気通信政

策を論ずる時に広 く用い られ るようになっている。

Cプ ライバシー ・データ保護等の動向

情 報 通 信 の 発 展 に 伴 う問 題 点 と して 、 プ ラ イバ シー の 侵 害 、 デ ー タの 漏 洩 等 が あ り、 プ ラ イバ シ

ー ・デ ー タ保 護 に 関 して は 各 国 に お い て 法 制 化 に 向 かってい る
。 これ ら各 国 の 規 制 の調 和 を図 り、 健

全 な デ ー タ流 通 の実 現 を図 る た め 、OECDに お い て検 討 が進 め られ て い た 「プ ライ バ シー の 保護

と個 人 デ ー タの 越 境 流 通 につ い て の ガ イ ドラ イ ン」 が 、1980年9月 に理 事 会 の勧 告 と して 出 され た。

ガ イ ド ラ イ ン全 体 と して の基 本 的事 項 に つ い て の主 要 な 結 論 は 、 次 の とお りで あ る。

(1)プ ラ イバ シー概 念 の と ら え方 に つ いて は、 各 国 の 相 違 を踏 ま えて 、 広 く と ら え る方 向 で検 討 さ

れ た結 果 、 「プ ラ イバ .シーの 保 護 と 自由 」とい うと らえ方 に な っ て い る。

② 非 個 人 デ ー タ、 す な わ ち、 自然 人 以外 の 各 種 の 社 会 集 団 に 関 す る情 報 を含 む デ ー タ を保 護 対 象

とす る か に つ い て は 、激 し く論 議 され た が 、結 局 厳 格 に個 人 デ ー タ に 限 定 され て い る。

(3)「 プ ラ イバ シ ー の保 護 と個 人 の 自 由」 と と もに 「自由 な 流 通 」 を基 本 概 念 と して い る。

(4)デ ー タ ・ヘ イ ブ ン(プ ラ イバ シ ー ・デ ー タ保 護 法 が制 定 され た場 合 、 規 制 の 煩 わ し さを避 け る

た め 、 あ る いは 保 護 に伴 うコ ス トの 問題 か ら、 保 護 法 の な い 国 な い しは 規 制 の 緩 やか な国 に 、 コ ン

ピ ュー タ ・セ ン タ ー を移 して デ ー タ処 理 を行 う者 が 出 て くる こ と)の 危 険 につ い ては 、勧 告 に 含 め

る ほ ど さ し迫 っ た もの で は な い と され 、 最 終 文 書 の第17パ ラ グ ラ フに 触 れ られ て い る だ け で あ る。

(5)保 護 法 の 実 施 手 段 に つ い て は 、 行 政 的 監 督 と司 法 的救 済 とが対 立 す る が 、 ガ イ ドラ イ ンは 双方

を認 め 、 第4部 国 内 履 行 で は 、「法 的 、 行 政 的 ま た は そ の 他 の 手 続 きま た は制 度 」 と広 く表 現 して い

る。

(6)ガ イ ドラ イ ンの 適 用 範 囲 は 、 自動 処 理 デ ー タ に限 定 され て い な い 。

(7}ガ イ ドラ イ ンは 、 公 私 両 分 野 に 適 用 され る。

OECDガ イ ドラ イ ン が 出 され た こ とに よ り、 プ ラ イバ シー ・デ ー タ保 護 の初 め て の 国 際 的 枠 組

が で きあ が った とい え る 。



4-3-10表 諸外国 における最近の総合的通信政策の研究

区 別 イ ギ リ ス 西 ド イ ツ フ ラ ン ス カ ナ ダ オ ー ス トラ リア

報 告 書 名 郵電公社調査委員会報告書 電気通信報告書 社会の情報化 電気通信とカナダ 西歴2000年 の電気通 信

(テ レコム2000)

発 表 時 期 1977年7月 1976年1月 1978年1月 1979年3月 1976年3月

報告書作成者 産業大臣により設置 された郵電公

社調査委員会

(委員長:カ ーター教授)

郵電大臣によ り設置 された電気通
信システム開発委員会(KtK)

大統領の諮問を受けたノラ
氏(大 蔵省監督官)
マンク氏(同)が 協力

通信大臣により設置 された
「カナダの主権に対する電

気通信の意義に関する諮問
委員会」

オース トラ リア電気通 信委

員会

目 的 郵電公社の経営体制および経営原
則に関する提案

西独の社会にとって望ましく、経

済的に実現可能な将来の電気通信
システムの開発の提案

コンピュータによる情報処

理の発達による経済組織、

社会組織および生活様式の
変化に対する政府の対応策
の提言

カナダの電気通信 システ ム

を再編 成 し、カナ ダ主権の

擁護 のため、よ り効果的 に

貢献 させるための戦略に関

す る勧告

2000年 までの オース トラ リ

アの電 気通信 の将来 の展望

および今後採 るべ き戦略の

提言

主要な提言お
よび勧告

●郵電公社の郵便部門と電気通信

部門とを分離すること
●管理機関は理事会とし、理事会

の構成メンバーに従業員代表を

加えること
●郵便、電気通信の両分野につい

て、大臣に助言する単一の協議

会を設けること。
●システムX(新 型電子交換機)

の導入を促進すること
●郵電公社は機器の製造に関与す
べきでないこと

●電話網 の発展 を優先 的に行 うこ

と

●公衆 テ レックス ・デー タ通信網

を需 要 に対応 して遅滞な く拡張

す ること
●公衆 陸上移動体無 線サ ービスに

関す る全 ヨー ロッパの標準化 を

推 進す るこ と
●当面 の措置 として広帯 域ケー ブ

ル ・システ ムを用いたパ イロッ

ト・プロジェク トを行 うこと
●広帯域信号の伝送お よび交換の

ための新技術の研究、開発、試

験 を強力に推進す ること

●権限の地方分散 を促進 す

る公衆デ ータ網の ための

標準化 を早急 に推進す る

必要が あること

●高度情報化施策 によって

地方分権 を も積極的 に促

進すべ きであるこ と
○汎 ヨーロッパの電気通 信

網 と各種 の機構 を早 急に

設立 し、また、大 陸間の

衛星通信 の インタ フェー

スを欧州 各国政府 の手に

確保 す る必要が ある こと
●通信政 策の一元 的立 案 ・

実施 のため、通信省 を設

置 す るとともに、郵便 と

電気通 信両部門 を分離 し

て運営 すべ きで あ ること

●トランスパ ックを成功 さ

せ る ことが急務 であ るこ

と

●カナ ダ放送電 気通信委 員

会 が、CATV会 社 を、

放送 受信事業 と電気通信

事業 の両面 にっいて規制

で きるよ う措置が とられ

るべ きであ ること
●関係政府機関が協力 して

長 距離料金 を再検討 し、

全国およ び地方の利益 を

反映 させ得 る機構 をつ く

り出す こと
●衛星政策は、 カナダの社

会、経済 、文化の 目標 を

支援 し、強化す る もの で

な ければな らないこと

●連邦政府 は、精力 的に、

テ リドン情報 システム と

付 属機器の製造 ・マーケ

テ ィング計画の展 開を促

進すべ きであること

●新 サ ービス開発計画の決

定 に地域社会 が参加で き

るよ うにす ること(公 開

計画の策定)
●電 気通信部 門 とコン ピュ
ー タ部門 の調 和 ある発展

を図 るための政策 を検討

す る適切 な機構の設立 を

検討す る こと

●電気通信 の特定分野 に対

す る競争導 入の可能性 に

ついて 、特 にデ ータ通信

およ び付加 価値サ ー ビス

につ いて さらに研究 す る

こ と
●電話網 にデ ィジタル交 換

・伝送統 合 シス テムを適

用す る網計 画の研究 を再

開 ・推進 す ること

資料 通信白書
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第1章 わ が国 の コ ン ピュー タ実動状 況

通商産業省調査より

1は じめ に

通商産業省では1973年 度か ら電子計算機納入下取調査 を実施 している。 これは電子計算機の納入

および下取 りの実態を調査 し、市場動向、市場構造の変化等を把握 し、電子計算機産業の振興およ

び健全な情報化 を図るための基礎統計 とすることを目的 として、電子計算機の製造業者、輸入業者

等 を対象として行 ってい るものである。

A本 調査の概要

(1)調 査の範囲

この調査では電子計算機 とは次の基準 に該当する汎用電子計算機をいう。ただし、展示用の もの、

製造計画のためのサンプル、プロトタイプの ものおよびプロセス制御用等の専用機 として設計 され

たものは対象 としない。

① ディジタル型であること

② プログラムの蓄積方式で重要な命令を内部記憶装置に記憶 しているか、または相当性能を有す

ること

③ 内部記憶容量が2,000ビ ット以上であること。ただし、サイン、パ リティ ・チェックのために有

するビッ トは含まない

④ 電子論理演算機構 を有すること

(2)電 子計算機型別分類基準

電子計算機(本 体+周 辺装置)設 置規模の分類は、金額(レ ンタルの ものは、売価に換算)に よ

り次のように行った。なお、本統計の金額はすべて売価換算金額である。

大型A5億 円以上

大型B2億5,000万 円以上5億 円未満

中型A1億 円以上2億5,000万 円未満

中型B4,000万 円以上1億 円未満

小 型1,000万 円以上4,000万 円未満



第1章 わ が国 の コ ン ピ ュー タ実 動 状 況187

超小型1,000万 円未満

現在の電子計算機は、システム規模の上限と下限の間がかな り広いため、同一モデルで もユーザ

ーの使用態様次第でシステム規模が異なる。したがって同一 モデルで分類す ると、あるシステムは

大型に属 し、あるシステムほ中型に属するとい うことになる。また、ここでいう型別 とは、物理的

な大 きさとい うよりも、むしろユーザーの投資(レ ンタル料支出または買取 り)と ニーズの水準を

表わ している。電子計算機のシステム規模は、自ずからユーザーのニーズと投資力によって決 まる

か らである。

(3)シ ステム増設による型別移動の考慮

ユーザーにおける現実の電子計算機の使用形態 をみると、アプリケーションの適用段階に合わせ

て、適当なシステム規模を選択し、後 日、経験を積むに従 ってメモ リー増設や周辺機器の増設 をす

るこ.とが多い。その場合は、以前には小型 もしくは中型 であった ものが、増設の結果中型 もしくは

大型 に昇格 しているわけである。本統計中、実動状況に関する ものは、この型別移動 を考慮に入れ

て集計 してある。

(4)調 査の時点

ハー ドウェアをユーザーへ納入した時点で集計してある。

B1980年9月 末現在における汎用電子計算機実動状況および1980年 度第2四 半期(80

年7月 ～9月)に お ける納入状況

5-1-1表 は 、 「1980年9月 末 現 在 汎 用 電 子 計 算 機 実 動 状 況 お よ び1980年 度 第2四 半 期 納 入 状

況 」 で あ る。

5-1-1表 に よれ ば 、1980年9月 末 現 在 、 わ が 国 に お い て 実動 して い る汎 用 電 子 計 算機 は 、 総

数 が79、281セ ッ ト、 金 額 で は3兆8,508億 円 とな つて い る。1980年6月 末 に対 す る実 動状 況 を みる

と、 総 実 動 金額 で3.6%、 総 セ ッ ト数 で5.6%増 加 し て い る。 ま た 、実 動 状 況 の型 別 シ ェア を み る

と金 額 ベ ー ス で は 、大 型 機 が59.2%、 中 型機 が22.9%、 小 型 機 が11.1%、 超 小 型 機 が6.8%と な っ.

て い るが 、 台 数 ベ ー ス で は超 小 型 機 が56.1%と 最 木 の シ ェ ア を有 して お り、前 期 に 比 較 して 、 シ ェ

ア は増 加 し て い る。

さ らに、1980年 度 第2四 半 期 の 納 入 状 況 をみ る と、総 数 で4,796セ ッ ト、 金 額 に して2,564億 円 と

な って お り、型 別 シ ェ ア をみ る と、 金 額 ベ ー ス で は大 型 機 が43.1%と 最 も大 き く台 数 ベ ー ス で は超

小 型 機 が49.4%と 最 も大 きな シ ェア を占 めて い る。
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5-1-1表

1980年9月 末現在汎

用電子計算機実動状

況および1980年 度第

2四 半期納入状況

(上列:セ ッ ト数 、下列:金 額 ・百 万 円)

1980年9月 末実動状 況 1980年 度 第2四 半期 納入状 況

規 模 別 実動台数および金額 型別 シ ェア 納入台数および金額 型 別 シェア

大.型A
1,649

1,752,763

2.1

45.5

82

89,109

1.7

34.8

大 型B
1,411

527,552

1.8

13.7

61

21,518

1.3

8.4

合 計(計)
3,060

2,280,315

3.9

59.2

143

110,627

3.0

43.1

中 型A
3,137

520,406

4.0

13.5

211

33,810

4.4

13.2

中 型B
5,560

360,846

7.0

9.4

378

24,245

7.9

9.5

合 計(計)
8,697

881,252

11.0

22.9

589

58,056

12.3

22.6

小 型
23,045

427,081

29.1

11.1

1,694

31,943

35.3

12.5

超 小 型
44,479

262,116

56.1

6.8

2,370

12,964

49.4

5.1

増 設 = :
一

42,835

一

16.7

合 計
79,281

3,850,763

100.0

100.0

4,796

256,426

100.0

100.0

2産 業別汎用電子計算機実動状況

5-1-2表 は、1980年9月 末現在における産業別汎用電子計算機実動状況である。

(1)設 置台数での上位業種

1業 種で1,000セ ッ ト以上の設置規模 を持つ業種 は次の15業種である。

卸 ・小売 ・商事

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

金 融

電気機械

法人団体農協

32,500セ ッ ト

6,301セ ッ ト

3,408セ ッ ト

2,893セ ッ ト

5,714セ ッ ト

3,557セ ッ ト

3,491セ ッ ト

(40.9%)

(7.9%)

(4.3%)

(3.6%)

(7.2%)

(4.4%)

(4.4%)
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産業別汎用電子計算

機実動状況(1980年

9月 末現在)
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(単 位:金 額 ・百 万 円)

コー ド番号 産 業 別 台 数 金 額 1セ ッ ト平 均

01 農 業 67 1,291 19.3

02 林 ・ 狩 猟 業 30 324 10.8

03 漁 ・水産 ・養 殖 148 2,658 18.0

04 鉱 業 126 4,260 33.8

05 建 設 業 1,539 42,669 27.7

06 食 品 2,709 63,208 23.3

07 繊 維 1,674 35,691 21.3

08 紙 ・ パ ル プ .649 13,757 21.2

09 出 版 ・ 印 刷 700 31,231 44.6

10 化 学 ・ 石 油 2,762 139,883 50.6

12 ガ ラス ・セ メン ト 633 21,893 34.6

13 鉄 鋼 1,264 138,131 109.3

15 金属 製品製造 851 24,015 28.2

16 機 械 1,542 66,977 43.4

17 電 気 機 械 3,557 403,485 113.4

18 輸送用機械製造 1,220 157,457 129.1

20 精 密 機 械 630 33,444 53.1

21 そ の 他 製 造 2,786 61,620 22.1

22 卸 ・小 売 ・商 事 32,500 534,188 16.4

24 金 融 5,714 642,679 112.5

25 証 券 258 53,715 208.2

26 保 険 312 119,330 382.5

27 不 動 産 189 3,803 20.1

28 運 輸 ・通 信 ・報道 2,423 104,251 43.0

30 電 気 ・ ガ ス 314 59,124 188.3

一 サ ー ビ ス 業 6,301 300,621 47.7

32 (一般サ ー ビス) 3,408 81,208 23.8

33 情 報サ ー ビス) 2,893 219,413 75.8

34 病 院 459 17,599 38こ3

35 大 学 948 110,726 116.8

36 高 校 382 8,170 21.4

37 そ の 他 学 校 200 7,275 36.4

38 地 方 公 共 体 1,243 86,182 69.3

39 政 府 619 131,051 211.7

40 政府関係機関 904 312,729 345.9

41 法 人団体農協 3,491 109,006 31.2

42 宗 教 法 人 26 968 37.2

43 分 類 不 能 111 7,353 66.2

合 計 79,281 3,850,763 48.6

その他製造

化学 ・石油

食 品

運輸 ・通信 ・報道

繊 維

2,786セ ッ ト

2,762セ ッ ト

2,709セ ッ ト

2,423セ ッ ト

1,674セ ッ ト

(3.5%)

(3.4%)

(3.4%)

(3.0%)

(2.1%)
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機 械

建設業

鉄 鋼

地方公共体

輸送用機械製造

1,542セ ッ ト(1.9%)

1,539セ ッ ト(1.9%)

1,264セ ッ ト(1.5%)

1,243セ ッ ト(1.5%)

1,220セ ッ ト(1.5%)

(2)設 置金額での上位業種

①1業 種で1,000億 円以上の設置規模 をもつ業種は次の13業 種である。

金 融

卸 ・小売 ・商事

電気機械

政府関係機関

サービス業

(一般 サービス)

(情報サービス)

輸送用機械製造

化学 ・石油

鉄 鋼

政 府

保 険

大 学

法人団体農協

運輸 ・通信 ・報道

6,426億 円

5,341億 円

4,034億 円

3,127億 円

3,006億 円

812億 円

2,194億 円

1,574億 円

1,398億 円

1,381億 円

1,310億 円

1,193億 円

1,107億 円

1,090億 円

1,042億 円

(16.6%)

(13.8%)

(10.4%)

(8.1%)

(7.8%)

(2.1%)

(5.7%)

(4.0%)

(3.6%)

(3.5%)

(3.4%)

(3.0%)

(2.8%)

(2.8%)

(2.7%)

②1業 種で500億 円以上1,000億 円未満の規模 をもつ業種は次の6業 種である。

地方公共体

機 械

食 品

その他製造

電気 ・ガス

証 券

861億 円

669億 円

632億 円

616億 円

591億 円

537億 円

(2.2%)

(1.7%)

(1.6%)

(1.5%)

(1.5%)

(1.3%)

③1業 種で1セ ッ ト平均1億 円以上の設置規模 をもつ業種は次の10業種 である。

保 険3億8,250万 円

政府関係機関3億4,590万 円



政 府

証 券

電気 ・ガス

輸送用機械製造

大 学

電気機械

金 融

鉄 鋼

2億1,170万 円

2億820万 円

1億8,830万 円

1億2,910万 円

1億1,680万 円

1億1,340万 円

1億1,250万 円

1億930万 円
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3地 域別実動状況

5-1-3表 は 、都 道 府 県 別 の 実動 状 況 を示 し た もの で あ る。

(1)設 置 台 数 で の上 位 地 域

1地 域 で1,000セ ッ ト以 上 の設 置 規模 を もつ と こ ろ は 、 次 の14地 域 で あ る。

(2)

①

②

東 京

大 阪

愛 知

神奈川

福 岡

北海道

広 島

25,123セ ッ ト(31.6%)

12,181セ ッ ト(15.3%)

5,056セ ッ ト(6.3%)

3,067セ ッ ト(3.8%)

2,828セ ッ ト(3.5%)

2,803セ ッ ト(3.5%)

2,192セ ッ ト'(2.7%)

兵 庫

静 岡

京 都

埼 玉

宮 城

千 葉

新 潟

1,974セ ッ ト(2.4%)

1,672セ ッ ト(2.1%)

1,610セ ッ ト(2.0%)

1,543セ ッ ト(1.9%)

1,296セ ッ ト(1.6%)

1,241セ ッ ト(1.5%)

1,073セ ッ ト(1.3%)

設 置 金 額 での 上 位 地域

1地 域 で1,000億 円 以 上 の 設 置 規 模 を もつ と こ ろ は 、 次 の5地 域 で あ る。

東 京1兆5,641億 円(40.6%)愛 知2,217億 円(5.7%)

大 阪5,000億 円(12.9%)兵 庫1,037億 円(2.6%)

神 奈 川3,030億 円(7.8%)

1地 域 で500億 円 以 上 、1,000億 円未 満 の 設置 規 模 を もつ地 域 は、 次 の8地 域 で あ る。

福 岡

茨 城

北海道

広 島

静 岡

969億 円

864億 円

836億 円

799億 円

680億 円

埼 玉

京 都

千 葉

647億 円

613億 円

529億 円
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5-1-3表

地域別汎用電子計算

機 実動状況(1980年

9月 末現在)

(単位 金額 ・百万 円)

コ ー ド

番 号

項 目地 域 別 セ ッ ト 数 金 額

01 北 海 道 2,803 83,628
02 青 森 486 12,121
03 岩 手 401 13,704
04 宮 城 1,296 43,029
05 秋 田 312 11,313

06 山 形 359 9,630
07 福 島 464 14,078

08 茨 城 682 86,482

09 栃 木 610 26,013

10 群 馬 661 23,094

11 埼 玉 1,543 64,729

12 千 葉 1,241 52,975

13 東 京 25,123 1,564,177

14 神 奈 川 3,067 303,082
15 新 潟 1,073 32,980

16 富 山 562 22,492

17 石 川 574 16,832
18 福 井 321 7,546

19 山 梨 274 7,757

20 長 野 882 33,277

21 岐 阜 820 25,575

22 静 岡 1,672 68,028
23 愛 知 5,056 221,792

24 三 重 483 19,944
25 滋 賀 470 23,208

26 京 都 1,610 61,318
27 大 阪 12,181 500,009
28 兵 庫 1,974 103,723
29 奈 良 255 4,833
30 和 歌 山 378 18,048

31 鳥 取 169 3,630
32 島 根 199 7,893

33 岡 山 774 30,436

34 広 島 2,192 79,976

35 山 口 562 22,156

36 徳 島 227 6,998

37 香 川 757 18,256
38 愛 媛 602 17,510

39 高 知 214 7,290

40 福 岡 2,828 96,907

41 佐 賀 266 7,186

42 長 崎 458 11,496

43 熊 本 458 14,948

44 大 分 508 14,744

45 宮 崎 278 6,695

46 鹿 児 島 483 12,612

47 沖 縄 384 7,693

48 不 明 289 8,924

合 計 79,281 3,850,763
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第2章 コン ピュ ータ利 用 状況 調 査

第9部 集計表参照

今回の調査においては、第15回 目の"コ ンヒ。ユ一夕利用状況調査"と して従来か らの基本的調査

項 目を踏襲 し本章に掲げるとともに、通信回線開放の実現に対処 して、1973年 版 より継続 して"オ

ンライン化調査"を 実施 し、その第9回 の調査結果を、次の第3章 に掲げる。

〔調査項目〕

調査項目は次のとお りである。

① ハードウエア関係

5年 後の予想規模、グレー ド・アップの予定、使用時間、入力 システム、周辺記憶装置台数

② コンピュータ部門の月間運用経費

③ コンピュータ要員および教育問題

勤務制度、要員数、平均残業時間、平均年齢、平均給与、職務手当額、要員教育上 の問題点

④ 被派遣要 員数 ・費用、外注パンチ単価

⑤ 業務部門別 コンピュータ化状況および予定

⑥ 平均 ジ・プ数

⑦ 使用言語

⑧ システム監査実施状況

〔調査時点、対象〕

本調査は、1980年9月30日 現在を調査時点とし、調査票 を同年11月20日 発送、81年1月20日 に回

収を締め切った。

発送数 回収数 回収率
コンピュータ利用状況調査

4,2141,27730.3%

なお、発送対象は、1980年 版 「ユーザー調査年報」(情報処理学会編)に よった。

〔回答事業体の規模〕

資本金平均70億8,790万 円

年商平均1,416億7,030万 円

従業員数平均2,483.5人
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〔集 計 表 〕

巻 末(9-1-1'一 一9-1-25表)に 掲 げ る 。

A自 社 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の5年 後 の 予 想 規 模 分 布(巻 末9-1-1表)

5年 後 に 自社 の コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ムは規 模 を拡 大 す る と予 想 す る企 業 の比 率 は漸 落 して きた

が 、1977年 度 以 降60%前 後 で 保 合 気 味 とな って い る。

拡 大 を予 想 す る事 業 体

1980年 度 調 査62.6%

1979年 度 調 査59.5%

lg78年 度 調 査60.6%

1977年 度 調 査59.6%

1976年 度 調 査66.7%

拡 大 を予 想 す る各 社 の拡 大 率 につ い て 、「わ か らな い」 と い う回 答 を除 き、 「減 少 」を 「マ イ ナ ス1

倍 」、 「5倍 以 上 」 を 「6倍 」 と して平 均 を と る と、 全 産 業 平 均 で5年 後 に、 現 シ ス テ ム規 模 の1.9

倍 に な る と予 想 され る。

5年 でL9倍 とは 、 平 均 年 率12.5%増 の割 合 で あ る。

5年 後 の 規 模

1980年 度 調 査1.9倍

1979年 度 調 査1.8倍

1978年 度 調 査1.g倍

1977年 度 調 査1.9倍

1976年 度 調 査1.9倍

また、予想拡大率を業種別に見 ると、業種によって大 きな差がある。

拡大率の高い業種

損 害 保 険 業

その他の教育機関

印刷業 ・同関連業

電気機械器具製造業

小 売 業

拡大率の低い業種

5年 後 の平 均 予 想 拡 大 率

2.8倍

2.6倍

2.3倍

2.2倍

2.2倍
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政 府

窯業・土木製品製造業

1.4倍

1.4倍

5年 後の予想規模 (%)

5年 後 回 減 変 2 3 4 5 5 わ

規模

調査

答
合

わ
ら
な

倍
以

か
ら
な

年度 計 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い

1980 1,258(100.0%) 0.7 22.6 50.7 9.1 1.4 0.5 0.9 14.1

1979 1,258(100.0%) 1.0 26.8 49.0 8.7 0.2 0.5 1.0 12.7

1978 1,344(100.0%) 0.4 24.0 48.0 9.6 0.9 0.9 1.1 15.0

1977 1,368(100.0%) 1.1 24.2 47.7 8.6 1.1 1.0 1.2 15.1

1976 1,116(100.0%) 0.3 15.5 52.4 11.5 1.4 1.2 1.1 17.4

Bコ ン ピュー タ ・セ ッ ト保有 状 況(巻 末9-1-2～9-1-4表)

1社 当 りの 保 有 セ ッ ト数 は 、全 産業 平 均4.0セ ッ ト(ミ ニ コ ン、オ フ ィス ・コ ン ピ ュ ー タ等 を 含 む)

で 、 ミニ コ ン ピ ュ ー タ お よ び オ フ ィ ス ・コ ン ピ ュー タ等 を除 い た汎 用 機 の 保 有 セ ッ ト 数 平 均 は

3.0セ ッ トとな って い る。保 有 セ ット数 は 調 査 年 に よ るサ ン プル 構 成 に よ り必 ず し も連 続 した傾 向 を

示 さな い点 に 注 意 され た い。

調査年度 回 答 数 平均保有セ ット数

1980 1,266 3.0

1979 1,258 2.8

1978 1,344 3.2

1977 1,370 2.0

1976 1,189 2.4

C入 カ システムの現状 と将来(巻 末9-1-5～9-1-6表)

インプット方式について現状 と将来計画を比較すると、明 らかにパンチ方式が減 りキーイン方式

とOCR方 式が増 える傾向がうかがえる。
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多重回答

回

答

実

数

パ

ン

チ

方

式

†

膓
方
式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

¥

R
方
式

そ

の

他

1980年

度 現 在

社 数

%

1,259

100.0

1,006

79.9

822

65.3

256

20.3
1

278

22.1

53

4.2

61

4.8

5年 後
社 数

%

1,229

100.0

617

50.2

1,046

85.1

576

46.9

224

182

84

6.8

114

9.3

Dコ ン ピュー タ使 用時 間(巻 末9-1-7表)

調査年度別のラン時間を下表に掲 げる。

調

査
年

度

回

答
社

数

総
平
均
時
間

1980 1,206 202.3

1979 1,271 196.4

1978 1,350 203.2

1977 1,336 198.6

1976 1,094 210.1

Eコ ン ピュー タ部 門の 運用 経 費(巻 末9-1-8～9-1-9表)

◇ 業 種 別 集 計

周 辺 記 憶 装 置 あ る い は端 末 機 器 の 増 加 傾 向 に 対 し1そ の 実 態 を把 握 す るた め 、73年 度 調 査 か ら機

械 設 備 関 係 費 を レ ン タ ル使 用 、 買 取 使 用 の 各 々 につ き、CPU費 、周 辺装 置 費(除 記 憶 装 置)、 周 辺

記 憶 装置 費 、 端 末 装置 費 の4項 目 に細 分 して 調 査 して い る。

運 用 経 費 中 、機 械 設 備 費合 計 は 全 経 費 に対 し全 産 業 平 均44.7%(1979年 度 調 査 で は47.7%)で 、

これ に人 件 費27.5%(1979年 度 調 査 で は25.7%)を 加 え る と72.2%に 達 し、 全 経 費 の 大 半 を 占 め る 。

機 械 設 備 費 を100と す る と き、CPU費 は 全 産 業 平 均 で26.2%で あ り、 周 辺 装 置 、 周 辺 記 憶 装 置 、

オ ン ラ イ ン端 末 装 置 は各 々11.7%、10.8%、32.6%を 占 め る。
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月 間 経 費 対 月 商 比 率 は 全 産 業 平 均1,000分 の2.99(1979年 度 調 査 で1,000分 の3.66)で 、1976年 度 で

は低 下 した が 、 再 び増 加 の 気 味 が あ る。

従 業 員1人 当 た りの月 間 コ ン ピ ュー タ経 費 は 、公 務 を除 く全 産 業 平 均17,100円 で1979年 度 調 査 と

比 べ 微 増 気 味 で あ る 。

◇ 調査年別集計

各年の金額値その ものは、サンプルの構成差のため、単純に比較することはできない点に注意 さ

れ た い 。

(月額 、 千 円)

調査年度 回答数 人 件 費 機械設備費 消耗品費 外 注 費 そ の 他 総 計

1980 1,135
10,093.8

(27.5%)

16,375.1

(44.7%)

3,430.9

(9.4%)

4,882.7

(13.3%)

1,860.2

(5、1%)

36,642.6

(100%)

1979 1,150
9,631.5

(25.7%)

17,899.7

(47.7%)

2,884.1

(7.7%)

4,790.2

(12.8%)

2,295.0

(6.1%)

37,500.5

(100%)

1978 1,240
9,592.8

(27.5%)

17,036.7

(48.8%)

2,580.4

(7.4%)

3,805.5

(10.9%)

1,866.4

(5.4%)

34,881.8

(100%)

1977 1,252
9,104.8

(27.1%)

16,429.4

(48.9%)

2,734.8

(8.1%)

3,796.9

(11.3%)

1,515.6

(4.5%)

33,581.5

(100%)

1976 698
7,605.3

(28.0%)

14,073.7

(51,7%)

2,097.8

(7.7%)

2,525.2

(9.3%)

1,110.7

(4.1%)

27,205.2

(100%)

Fコ ンピュータ運用経費指標の企業規模別水準

◇ 月間経費対月商の比(A指 数 ということにす る)が 、企業の年商規模の大小によ りどのよ うに

変化 しているかを示 したのが後出のA指 数表である。年商50億 円未満の例 は、情報処理サービス業

が多 く、一般企業の経費水準の参考 とはならない。A指 数 は、年商規模が大 きい企業ほ ど低 くなっ

ている。

◇ 次に、従業員1人 当た り月間コンピュータ経費(B指 数 ということにする)が 、企業の従業 員

数規模 の大小によ りどのように変化 しているかを示 したのが次のB指 数表である。

従業員数300人 未満の例は、情報処理サービス業、ソフトウェア業が多く、一般企業の経費水準の

参考とはならない。

ここでも規模の利益はほぼ明 らかで、B指数 は、従業員規模が大 きい企業ほど低 くなる傾向が見ら

れる。
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A指 数表 年商規模別 ・コンピュータ経費

年商規模 一 一 三 五 一 三 五 一 三 五
(億円) ○

億
円
未

○

～

三

○

～

五

○

～

;

○
○
～

三
〇

○
○
～

五
〇

○

○-

1'
○

○

、

〇 三

〇'

○O

lO

、

〇 五

〇'

○O

lO

、

○
○
○ 以
億

総

平

均
満 ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ 円 上

し月間経費対月商比〕

バ ッ チ ・ 社 数 33 37 36 82 135 29 21 13 2 1 389

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 533.35 70.10 6.22 6.26 3.73 2.03 1.73 1.07 1.84 3.26 3.63

オンライン ・ 社 数 20 20 12 38 97 50 76 77 19 36 445

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 695.21 491.20 177.96 82.24 6.43 4.31 4.36 3.67 2.72 1.87 2.89

彬

全 ユ ー ザ ー
社 数

平均比 1/1000

56

634.16

59

195.66

52

4326

129

29.58

248

4.87

94

3.34

105

3.66

93

3.49

22

2.64

37

1.88

895

2.99

*全 ユ ー ザ ーに は 、 バ ッチ ・ユ ー ザ ー、オ ン ライ ン ・ユ ーザ ーのほ か に オ フ ラ イ ン ・ユ ー ザ ーを含 む(オ フラ イ ン ・

ユ ーザ ーの み の 集計 は繁 を さけ る ため表 示 して いな い)

B指 数 表 従 業 員 数規 模 別 ・コ ン ピュ ータ経 費

従業員数規模 一 一 三 五 一 三 五 一

(人) ○

○

人

○

○

～
三

○

○

～
五

○

○-

1'

○

、

〇 三

〇'
○ ○

、

○'五
〇'

○ ○

、 一

〇 〇

〇'
○ ○

、

○
○
○ 以

総

平

未 ○ ○ ○ 10 10 10 ○ 均
満 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 人 上

〔従業員1人 当たり月間経費〕

パ ッチ ・ユ ーザ ー
社 数
平 均 千 円

88

187.6

98

31.6

74

9.4

125

8.8

63

6.2

17

6.7

12

2.3

6

5.2

483

8.5

オ ン ラ イ ン ・ 社 数 38 66 55 106 162 58 68 31 584

ユ ーザ ー 平 均 千 円 548.0 155.5 57.6 44.8 23.1 19.5 12.9 11.3 16.9

*

全 ユ ー ザ ー
社 数
平 均 千 円

132

300.1

175

90.8

138

28.9

252

23.9

240

18.0

78

16.4

81

11.2

37

10.8

1,133

15.4

*全 ユ ー ザー に は 、バ ッチ ・ユ ーザ ー 、オ ンラ イ ン ・ユ ー ザ ーの ほ か に オ フラ イ ン ・ユ ーザ ー を含 む(オ フ ライ ン ・

ユ ー ザ ーの み の集 計 は繁 を さけ るた め表 示 してい な い)

◇ バ ッ チ ・シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー と オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー と を 比 較 す る と 、 従 業 員1人

当 た り の 経 費 は 両 シ ス テ ム で 大 差 が あ り、 オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム の ほ う が 単 位 経 費 は 高 く(全 産 業 総

平 均 で バ ッ チ ・ユ ー ザ ー8,500円/1人 、オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー16,900円/1人)、 月 間 経 費 対 月 商 比

で もバ ッチ ・ユ ー ザ ー とオ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー の 差 は 相 当 開 い て い る(バ ッ チ ・ユ ー ザ ー3 .63/1,000、

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー2.89/1,000)。

Gコ ン ピュ ータ運 用 経費 指標 の年 次変化(巻 末9-1-10～9-1-11表)

◇ 参 考 の た め 、 全 ユ ー ザ ー につ い て の経 費 指標 が 最 近9年 間 で 、 どの よ うに推 移 して い るか を示

した の が 下 表 で あ る。

従 業 員1人 当 た りの経 費 は1974・-1975年 、1976～1977年 で 急 上 昇 して い る。
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コンピュータ部門運用経費月額の月商に対する比率

調

査

年
・-"度 度

回

答

社

数

1月
社
当 間

至経舌
均 費)

1月
社_

撒 §
平 円
均 商)

月
間(
経1
費
/1000
月)
商

1980
〉

. -895
、

32,742 10,946 2.99

1979 892 31,382 8,565 3.66

1978 994 29,676 9,884 3,00ρ

1977 988 26,535 8,895 2.98

1976 878 26,208 10,057 2.60

1975 951 22,677 6,549 3.46

1974 825 17,355 5,516 3.14

1973 806 17,526 8,386 2.08

1972 845 18,469 7,047 2.62

(注)コ ン ピ ュー タ経 費合 計 と月 商 の 双方 と も記 入 の あ った回答 につ い て の集 計 で あ る。

従業員1人 当たりのコンピュータ部門運用経費月額(公 務 を除 く全産業平均)

調

査

年

度

回

答

社

数

1月
社
当 間

至経蕾
均 費)

1従
社当 業

た

♀ 員天
均 数)

§
経

ξ;
人)

1980 1,133 36,692 2β78 17.1

1979 1,073 38,499 2,286 16.8

1978 1,171 36,027 2,145 16.8

1977 1,178 34,654 2,215 15.6

1976 1,036 31,272 2,694 11.6

1975 1,165 26,421 2,477 10.6

1974 1,029 20,899 2,679 7.7

1973 974 20,164 2,596 7.7

1972 1,048 20,104 2,886 6.9

(注)コ ンピュータ経費合計 と従業員の双方 とも記入のあった回答につ いての集計であ る。

Hコ ン ピ ュ ■ タ 要 員 と 待 遇(巻 末9-1-12～9-1-16表)

要 員 数 は1事 業 体 当 た り総 平均34.6人 で 、 管 理 職1人 当 た りの人 員構 成 は、 庶 務 その 他1.3人 、パ

ンチ ャー1.4人 、オ ペ レ ー ター1.3人 、 プ ロ グ ラマ ー3.0人 、SE1.9人 とな って い る。

◇ili査 年 度 別1社 当 た りコ ン ビa'一 夕社 内 要 員 数
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職種

調査
年度

庶'務

そ
の

他

パ

ン

チ

ャ

|

オ
ペ

レ

|タ

|

プ
ロ
グ
ラ
マ

1

S

E

管

理

職

合
計
人

数

回
答

社

数

1980
4.6

(1.3)

4.8

(1.4)

4.5

(1.3)

10.6

(3.0)

6.5

(1.9)

3.5

(1.0)

34.6 1,223

1979●
5.0

(1.4)

5.9

(1.6)

4.2

(1.2)

11.4

(3.1)

6.9

(L9)

'3.6

(1.0)

37.1 1,221

1978
5.0

(L5)

5.7

(1.6)

4.5

(1.3)

13.1

(3.8)

5.3

(1.5)

3.4

(1.0)

37.1 1,319

1977
5.2

(1.5)

6.3

(1.8)

5.0

(1.4)

10.6

(3.0)

6.8

(1.9)

3.5

(LO)

37.5 1,330`

1976
5.8

(1.7)

7.1

(2.1)

5.3

(L6)

1.8

(3.2)

6.5

(1.9)

3.4

(1、0)

39.2 1,187

◇ 全産業平均の給与年度別推移は下表の とおりである。

(単位:千 円)

職種

調査年

パ ン チ ャ ー オ ペ レ ー タ ー プ ロ グ ラ マ ー SE

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

1980
114.1 十7.0

(+6.5%)

139.3 十4.9

(+3.6%)

166.8 十8.2

(+5.2%)

210.8 十10.'4

(+5.2%)

1979
107.1 十5.8

(+5.7%)

134.4 十9。0

(+7.2%)

158.6 十8.7

(+5.8%)

200.4 十10.9

(+5.8%)

1978
101.3 十3.8

(+3.9%)

125.4 十7.8

(+6.6%)

149.9 十10.9

(+7.8%)

189.5 十12.9

(+7.3%)

1977
97.5 十3.0

(+3.2%)

117.6 一1 .0

(-0.8%)

139.0 十9.7

(+7.5%)

・

176.6 十6.1

(+3.6%)

1976
94.5 十7.9

(+9.1%)

118.6 十13.9

(+13,3%)

129.3 十10.5

(+8.8%)

170.5 十20.3

(+13.5%)

職務手当の平均 (千円)

調査年度 回 答 社 職務手当記入数 パ ン チ ャ ー オ ペ レー タ ー プログラマー SE

1980 1276 255(20.0%) 4.6 11.5 9.1 12.4

1979 1 271 260(20.5%) 3.8 12.9 7.7 152

1978 1 350 304(22.5%) 4.4 11.4 9.1 16.2

1977 1 375 315(22.9%) 4.2 10.0 9.3 15.8

1976 1 197 323(27.0%) 6.7 152 16.3 32.4
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月残業時間の平均 (時間)

調査年度
庶務その他 パ ン チ ャ ー オ ペ レー タ ー プログラマ ー SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

1980

1979

1978

1977

1976

14

13

14

12

12

4

9

5

7

0

6

6

5

6

3

4

0

9

1

7

14

22

16

15

8

6

3

7

8

5

6

6

6

6

4

8

6

3

8

5

18

18

19

18

14

8

5

4

3

5

8

8

8

8

4

0

1

4

1

6

21

20

21

19

19

5

8

2

4

5

10

8

9

8

5

0

1

1

8

5

23

22

22

19

19

0

8

1

8

1

17

12

10

11

5

3

0

3

8

3

20

21

21

20

6

9

3

8

4

7

8

22

17

9

3

9

1

4

3

5

1被 派遣要員 と費用、外注パ ンチ単価(巻 末9-1-17k9-1-20表)

◇ ア ンケ ー ト回 収 総 数1,230社 中429社 が 、外 部 か らの 派 遣 要 員 を うけ入 れ て い る。全 産 業 平 均

で 被 派 遣 要 員 の1社 当 た り平 均 人 数 は パ ンチ ャー5.0人 、オ ペ レ ー タ ー5.9人 、プ ロ グ ラ マ ー3.4人 、

そ の他 で あ って1社 当 た り平 均 の 被 派 遣 要 員 総数 は18.1人 とな る。

派 遣 元 へ の 支払 い は1日 当 た り、 パ ンチ ャー1万1,800円 、 オペ レー タ ー1万5,000円 、 プ ログ ラ

マ ー1万8,700円 、SE2万4,300円 とな っ て い る。

◇ 外 注 パ ンチ の1字 当 た り単 価 平 均 は、全 産 業 平 均 で数 字 が31.0銭(1979年 度30.8銭)、 英 字 が41.0

銭(前 年40.6銭)、 カ ナ が53.9銭(前 年52.9銭)と な って い る。

(銭)

調

査

年

度

数

字

(A)

英

字
(B)

カ

さ)

算
術平

均

rA+B+C、

人3ノ

平
均
単 外
価 注
で の

と
き

1980 31.0 4LO 53.9 42.0 34.8

1979 30.8 40.6 、 52.9 4L4 36.0

|1978
30.0 40.1 52.7 40.9 33.9

1977 30.1 39.7
、.

53.1 41.0 33.0

1976 28.4 37.7 51.0 34.7 33.4

Jコ ンピュータ教育費用(巻 末gL1-21表)

◇ コ ン ピ ュ ー タ要 員 の教 育 費 用 は 、 全 産 業 平 均 で年 間95万9,700円(前 年107万8,600円)、 要 員1

人 当 た りに引 き直 す と2万4,900円(前 年2万4,900円)と な る 。

一 般 社 員の コ ン ピ ュ ー タ教 育 費 用 は 、全 産 業 平 均 で 年 間148万1,100円(前 年124万9,100円)、 従 業

員1人 当 た りに引 き直 す と600円 程 度 にす ぎ な い。
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コンピュータ関連教育 費用

対象

調査年度

コ ン ピュ ー タ部 門 要 員 一 般 社 員

要

員

教

育

費

記

入

数

暮
当
た

り
平
均

墾
千
旦

教
育

費

要
員
数
双
記
入
数

大
当
た

り
平
均

璽
千
里

社
員

教

育

費

記

入

数

豆
当
た

り平

均

墾
千旦

数数
育

費

従
業
員
数
双
記
入

天
当
た
り
教
育

費
千
旦

1980 564 959.7 561 24.9 275 1,481.1 275 0.6

1979 543 1,078.6 537 24.9 258 1,249.1 257 0.3

1978 570 922.0 569 20.1 266 1,175.2 266 0.3

1977 585 928.6 581 18.1 299 1,056.1 297 0.3

K適 用業務(巻 末9-1-22表)

適 用 業 務 の 各 分 野 に つ い て 、1980年 まで に そ れ らの業 務 を コ ン ピ ュー タ化 し た企 業 の総 数 を100

とす る と き、 計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピ ュー タ化 した社 数 は79 .1%で 、解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 を コ ン

ピ ュー タ化 した社数 は20 .9%と な って い る。

これ に対 し、 今 後3年 間 に計 画 中 の 業 務 に つ いて は、 計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピ ュ ー タ化 しよ う と

す る回 答 は全 計 画 回 答 社 の30.7%、 解 析 ・予 測 ・計 画業 務 の コ ン ピ ュー タ化 計 画 社 数 は69 .3%で 、

適 用 業 務 の高 度 化 を示 唆 して い る。

適用業務項 目の傾向

調査年度
現 在 まで に コ ン ピ ュー タ化 した業 務 項 目 今後3年 間に計画 中の業務項 目

計算 ・集計 解 析 ・予測 ・計画 合 計 計算 ・集計 解析 ・予 測 ・計 画 合 計

1980

1979

1978

1977

1976

79.1

78.5

79.1

78.7

72.9

20.9

21.5

20.9

21.3

27.1

100%

100%

100%

100%

100%

30.7

42.9

46.4

54.4

50.4

69.3

57.1

53.6

45.6

49.6

100%

100%

100%

100%

100%

Lス ル ー プ ッ ト ・タ イム と平 均 ジ ョブ数(巻 末9-1-23表)

全産 業 平 均 で は 、1社1日 の 平 均 ジ ョ ブ数 は149 .8(1980年 度 調 査 で125 .3)で 、 ス ル ー プ ッ ト.

タ イ ムは1分 以 内 、3分 以 内 、5分 以 内 、30分 以 内 の5段 階 に ほぼ 集 中 して い る
。

1日 平 均 ジ ョブ数 の 多 い 業 務 と して は 、生 命 保 険 業(848 .0)、損 害 保 険 業(505.6)、 電 力 ・ガ ス事 業

(482.3)、 情 報 処 理 サ ー ビス 業 ・ソ フ トウ ェ ア業(230.1)、 な ど を あ げ る こ と が で き る。
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ス ル ー プ ッ ト ・タイ ム別 、1日1社 当 た り ジ ョブ数 平 均

調査年度 1分 以 内 3分 以内 5分 以内 10分 以内 30分 以内 1時 間以内 3時間以内 5時 間以内 5時 間以上 合 計

1980

%

1979

%

1978

%

1977

%・

1976

%

44
(29
36

(29
30

(26
28
(26
24

(24

4
6)
7
3)
5
6)
4
8)
2
3)

30
(20
24

(19
23
(20
20

(19
19

(20

7
5)
0
2)
1
2)
9
8)
9
0)

22

(14
18
(14
18

(16
16
(15
14

(14

2
8)
4
7)
4
0)
1
2)
2
3)

22
(15
19

(15
17
(15
16
(15
16

(16

4
0)
5
5)
6
3)
2
3)
8
9)

20

(13
17

(14
16
(14
15

(14
15
(15

4
6)
8
2)
7
6)
7
8)
4
5)

5
(3
5

(4
4

(4
4

(4
5

(5

6
7)
5
4)
6
1)
9
6)
0
0)

2

(1
2

(1
2

(2
2

(2
2

(2

4
6)
4
9)
2
0)
3
2)
5
5)

0

(0
0

(0
0

(0
0

(0
0

(0

6
4)
5
4)
7
6)
8
5)
4
4)

1

(0
0

(0
0

(0
0

(0
0

(0

0
6)
5
4)
7
6)
7
7)
6
6)

149.8

(100.0)
125.3

(100.0)
114.5

(100,0)
105.8

(100.0)
99.4

(100.0)

M使 用言 語

アセンブリー言語使用比率が漸減 し、COBOL、 機械語および特殊言語の使用割合が漸増 してい

る。

使用言語

調査年度

シ ンボ リッ ク言 語

(%)
コンパ イ ラー言語(%)

機
械
語
お
よ
び

特
殊_
言%
語)

回

答

客
社一

〇
〇
%

数)

ζ

チ

～

曇
口口

ジ

エ

ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R
A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1980 12.7 1.9 0.3 7.3 61.9 4.0 8.7 3.2 1,229

1979 15.6 2.1 1.1 7.2 59.9 4.3 8.1 2.7 1,222

1978 16.6 2.2 0.1 7.4 59.4 3.4 8.2 2.7 1,306

1977 19.6 2.3 0.3 7.3 55.3 3.1 9.3 2.9 1,338

1976 21.7 2.8 0.1 8.2 53.7 3.9 6.7 2.4 1,179

オ ン ラ イ ン ・ユ ーザ ー とバ ッチ ・ユ ー ザ ー を 比 較 す る と次 の とお りで 、アセ ン ブ リー言 語 とPL/

1の 使 い 方 に大 差 が あ る 。

[

使用言語

1980年 度

シンボ リック言 語(%) コ ンパ イ ラ言語(%) 機
械
語
お
よ
び

特
殊_
言%
語)

ア

セ

ン

ブ

リ

↓詰

ジ

ご
不

レ

|

タ

1

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー 16.4 1.6 0.3 6.7 39.7 6.1 6.9 2.3

バ ッ チ ・ ユ ー ザ ー 8.5 2.0 0.3 8.6 64.3 1.6 10.7 3.9

(1980年 度 調 査)
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Nシ ス テ ム 監 査 実 施 状 況(巻 末9-1-一 一24・-9,-1 -25表)

◇ 実 施 状 況

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム の規 模 別 に シ ス テ ム監 査 の実 施 状 況 をみ る と
、 超 大 型 シス テ ムで は44.4

%、 大 型 シkテ ムで は27.2%、 中 型 シス テ ム15 .7%、 小 型 シス テ ム7.4%と な って い る。

ま た ・ コ ン ピ ー タ ・シ ス テ ムの モ ー ド別 にみ る と
、 シ ス テ 鑑 査 を実 施 して い る の は 、 オ ン ラ

イ ン'シ ス テ ムが171事 業 体 ・パ ・チ'シ ス テ ・が44媒 体
・ オ ・ ラ ・ ン ・シス テ ・カi・1事業 体 とな

って い る 。

◇ シ ス テ ム.監査 の実 施 主 体

シ ス テ ム監 査 を誰 が 行 った か に つ い て は 、 公 認 会 計 士 に よ る シ ス テ ム監 査 の み を受 け た の が54 .6

%、 内部 監 査 人 に よ る シス テ ム監 査 の み を実 施 して い るの が41 .0%で 、 この両 者 で 過 半 数 を超 えて

い る。

シ ス テ ム監 査 人 を置 い て シ ス テ ム監 査 を実 施 し'てい るの は
、27事 業 体 で11.9%と ま ナ沙 な い。

システム規模別 ・システム監査経験

主力機械

t

あ

る

な

い

合

計

超 大 型 社 数
%

24

44.4
30

55.6
54

100.0

大 型 社 数
%

89
27.2

238

72.8
327

100.0

中 型
社 数

%
97

15.7
519

84.3
616

100.0

小 型 社 数
%

14

7.4

174

92.6
188

100.0

超 小 型 社
%

数 ご'0・

0.0

27
100.0

27

100.0

オ フ ィス ・ コ ン ピ ュ ー タ
社 数

%
0

0.0
2

100.0
2

100.0

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ 社 数
%

2

13.3
13

86.7
15

100.0

そ の 他 社 数
%

0

0.0

2

100.0
2

100.0

総 計 社 数
%

226

18.4
1,005

8L6

1,231

100.0

監査担当者
(多重 回答

業 種

実

回

答

数

内

部

監

査

人

;

z
監
査
人

監

査

役

公

認

会

計

士

そ

の

他

の

べ

合

計

全 産 業 計 社
%数

227

100.0

93

41.0
27

1ユ.9

39

17.2

124

54・6

23

10.1
306

134.8
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第3章 オンライン化調査

第9部 集計表参照

1973年 版より新設 したオンライン化調査 においては、

① センターCPUが 自社内に所在するのか、あるいは他の事業体に所在するCPUに 自己の端

末機 を接続するのか、CPUと 端末機の所在、接続関係を調査 して興味ある結果を得た。

② 諸種の端末機使用の現況 と将来の使用予定を調査して、端末機の利用傾向を明 らかにした。

③ 各種通信回線使用の現況 と将来の使用予定 を調査 して、オンライン化動向の基礎資料 を得た。

④ データ伝送方式、回線制御方式等を調査 して、オンライン化の技術的側面を観察した。

また1980年 度調査よ り、

⑤ オンライン ・システムの形態、ネットワークの在 り方の現況 と将来。

⑥ データベース ・与一 ビスの利用状況、参入動向の現況と将来

を調査 し新しい情報ネットワーク化の大勢を知 る手掛 りとした。

〔調査項目〕

オンライン化調査における調査項目は次のとお りである。

① オンライン ・システムの形態の現況 と予定

② コンピュータ/コ ンピュータ ・ネットワークの現況 と予定

③ 使用通信回線数の現況 と予定

④ 特定通信回線利用の態様

⑤ 各種端末機利用の現況と予定

⑥ 速度別音響カプラー使用現況 と予定

⑦ オンライン方式CPU構 成、ファイル構成、データ方式 、通信制御方式

⑧ トランザクション量の現状と将来の増加予想

⑨ 記録通信設備利用の現況と予定

⑩ データベース ・サービス利用の現状と予定

⑪ データベース提供可能性の現状 と予定

〔調査対象〕

当協会調査による、1980年9月 現在で外部通信回線(日 本電信電話公社の回線または私設回線を

いう。構内回線を除く)を 利用 し、かつ自己のコンピュータを保有 してオンライン・システムを実

施 している事業体のみを調査対象 とす る。
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対 象 数2,144社 、 回 収数663社 、 回 収 率30.9%で あ っ た。

〔調 査 時 点 ユ

本 調 査 は、1980年 の9月30日 を調 査 時 点 と し、 調 査票 を同 年i1月20日 発 送 、1981年1月20日 に 回

収 を締 め 切 っ た。

〔回 答 事 業 体 の規 模 〕

資 本 金 平 均114億4,410万 円/年 商 平 均2,525億8,920万 円/従 業 員 数 平 均3 ,812.O人

〔集 計 表 〕

巻 末9-2-1～9-2-45表 に掲 げ る。

A'オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の 形 態 の 現 況 と 予 定(新)(巻 末9-2-1～9-2-2表)

どの よ うな形 態 の オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムが 採 用 され て い るか の 問 い に 対 す る答 の 総 括 で あ る。

形 態 の 分 類 は、 通 常 行 わ れ て い る分 類 に従 って い て 厳密 に論 理 的 な もの で は な い 。

特 徴 と して は、 メ ッセ ー ジ交 換 シ ス テ ム 、取 引 処 理 シス テ ム、 リモ ー ト ・バ ッチ ・シス テ ム、T

SSシ ス テ ムが 将 来 増 え る で あ ろ う と予 定 され て い る 。

全産 業 ・オンライン ・システム形態 の現況 と5年 後の予定(多 重 回答)

システ ム形態 実

回

答

書

数

デ

|

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ

ッ

セ

|

ジ

交

換

シ

ス

テ

ム

照

合

応_

欠フ

ニ7
ンル

ス更新

テな

ム∪

取

引

処_

フ理
ア

%
ス更新

テ あ

ム旦

』■

{1

峯
7ξ

き
1三

2

ごζ

7

膓
シ

:
ム

そ

の

他

の

べ

回

答

者

数

現 在

社数 627 405 185 397 406 216 180 8 1,797

% 100.0 64.6 29.5 63.3 64.8 34.4 28.7 1.3 286.6

5年 後

社数 549 320 256 375 404 317 298 8 1ダ978

% 100.0 58.3 46.6 68.3 73.6 57.7 54.3 1.5 360.3
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Bコ ン ピュー タ/コ ン ピュ ータ ・ネ ッ トワー クの 現況 と将 来(巻 末9-2-3表)

現 在 、他 社 を も含 む コ ン ピ ュ ー タ/コ ン ビ 且一 タ ・ネ ッ トワ ー クは制 度 的 に諸 種 の制 限 を伴 う。

自社 内 コ ン ピ ュー タ/コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク の み な らず 、他 社 の コ ン ピ ュ ー タ/コ ン ピ ュ

ー タ ・ネ ッ トワ ー クを 持 と う とす る予 定 は相 当 高 くな って い る。

業 種 別 ・コ ン ピュ ー タ/コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 現 況 と5年 後 の予 定

C/Cネ ッ トワー クの有無

業 種

現 在 5年 後

も
つ

て

い

る

～

日

日

計

も

つ

予

定

も

た

な

い

未

定

計

自社 の み の

コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワ ー ク を

社 数 169 384 553 205 67 189 461

% 30.6 69.4
100・0

44.5 14.5 41.0 100.0

他 社 も含 む

コ ン ピ ュ ー タ ・

ネ ッ トワ ー ク を

社 数 90 313 403 146 67 202 415

% 22.2 77.7 100.0 35.2 16.1 48.7 100.0

計

社 数 259 697 956 351 134 391 876

% 27.1 72.9 100.0 40.1 15.3 44.6 100

実社数 231 441 672 281 111 276 668

C保 有回線の現況 と5年 後の予定(全 面改訂)(巻 末9-2-4～9-2-12表)

DDXの 出現によって、回線調査 を全面改訂 し、すべてのサービス ・メニューについての細表を掲 げ

るとともに、冒頭 に、全総括表、公衆回線 ・私設回線総合表、特定回線総合表、DDX総 合表 を掲 げ、

いずれ も現状(55年9月)と5年 後計画 を対比 してわが国回線利用動向を、大観するための便を図

った。

現伏 と5年 後の全回線数でみ るとき、特定回線帯域品目は全体として保合か微減、符号品 目はや

や減、公衆回線電話型はまだ相当伸 びてゆき、DDXは 全回線数の少な くとも10%以 上を占めると思

われ る。
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全産業 ・全回線の使 用現況 と5年 後予定全総括表

回線種別 実

回

答

社

数

特定回線 公衆回線 DDX 合

計

私

設

回

線

総

計

帯

域

品

目

符

号

品

目

電

話

型

電

信

型

回

線

交

換

2

《
交
換

現 在

各 回 答 実 数 625 447 233 282 48 35 5 140

合 計 回 線 数 10,013 6,872 4,918 943 99 6 22,851 5,175 28,026

同 上 百 分 比 43.8 30.1 21.5 4.1 0.4 0.0 100.0

1社当たり回線数平均 22.4 29.5 17.4 19.6 2.8 1.2 36.6 37.0 44.8

5年 後

各 回 答 実 数 457 328 145 189 35 75 57 90

合 計 回線 数 10,454 5,031 6,415 639 2,044 1,510 26,093 6,459 32,552

同 上 百 分 比 40.1 19.3 24.6 2.4 7.8 5.8 100.0

1社当たり回線数平均 31.9 34.7 33.9 18.3 27.3 26.5 57.1 71.8 71.2

全産業 ・特定通信回線帯域品 目の使用状況 と5年 後予定

回線種別 特 定 ・ 通 信 回 線

欝

欝
馨

帯 域 品 目

鯖

醸
亨 P

S
2 9 号 ; 1 1 1

計

現 在

各 記 入 社 数 534 447 334 7 68 85 45 9 21 5 3

合 計 回 線 数 6,446 34 1,468 1,759 208 42 39 11 6 10,013

1社当たり回線数平均 19.3 4.9 21.6 20.7 4.6 4.7 1.9 2.2 2.0 22.4

5年 後

各 記 入 社 数 388 328 239 8 28 52 35 19 24 5 5

合 計 回 線 数 7,897 93 665 1,189 386 153 49 9 13 10,454

1社当たり回線数平均 33.0 11.6 23.8 22.9 11.0 8.1 2.0 1.8 2.6 31.9
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全産業 ・特定通信回線符号品 目の使 用状況 と5年 後予定

回線種別 特 定 通 信 回 線

符 号 品 目 特定

通
信
回
線
合
計

鰭

醸

吾

b/s

6
0

b/s

言
O

b/s

三

〇
〇

b/s

二

言
O
b/s

「
四
〇
〇
b/s

四
八
〇
〇
b/s

九

♂
O
b/s

四

2

b/s

計

現 在

各 記 入 社 数 233 15 7 66 3 103 116 57 19 8 534

合 計 回 線 数 210 244i1,285 46 2,521 2,202 250 100 14 6,872 16,885

1社当たり回線数平均 14.0 34.9 19.5 15.3 24.5 19.0 4.4 5.3 1.8 29.5 31.6

5年 後

各 記 入 社 数 145 2 1 16 2 51 73 51 31 5 388

合 計 回 線 数 45 4 299 8 1,676 2,252 575 161 11 5,031 15,485

1社当たり回線数平均 22.5 4.0 18.7 4.0 32.9 30.8 11.3 5.2 2.2 34.7 39.9

全産業 ・公衆通信回線 および私設回線使用現況 と5年 後予定

回線種別
公 衆 通 信 回 線 私

設

回

線

公
衆
通 実
信 回
回 答
線 社
の 数

電

話

型
・

電

信

型

計.

現 在

記 入 社 数 307 282 48 140

合 計 回 線 数 4,918 943 5,861 5,175

1社当たり回線数平均 17.4 19.6 19.1 37.0

5年 後

記 入 社 数 210 189 35 90

合 計 回 線 数 6,415 639 7,054 6,459

1社当たり回線数平均 33.9 18.3 33.6 71.8
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D特 定通信回線の利用態様(巻 末9-2-13--9-2-16表)

全 産 業 平 均 で 自己単 独 使 用 は現 在90.3%(前 回 調 査89,8%)で あ る が、5年 後 に は87 .2%(前 回

89.6%)と 保 合 、共 同使 用 は現 在 の18.5%(前 回18.9%)か ら5年 後 に29 .6%(前 回29.2%)に 上

昇 す る と予 想 され て い る。

他 人 使 用 の 主 で あ る場 合 は 現 在10.8%、 将 来15.3%で 、他 人 使 用 の客 で あ る場 合 は現 在4 .2%、 将

来7.1%と な って い る。

特定通信回線利用態様(社 数比)

調

査.

年

度

自
己
単
独
使
用

共

同

使

用

他
人
使
用
の
主

他
人
使
用
の
客

の

べ

合

計

回

答

実

一数

1980 現 在
5年 後

%
%

90.3

87.2
18.5
29.6

10.8

15.3 1:i
123.9
139.2 翻88:8勢

1979 現 在
5年 後

%
%

89.8

89.6

18.9

29.2
9.3

13.7 1:;
122.8

136.8 綱}⑪8:8%1

1978 現 在
5年 後

%
%

87.3
83.0

20.0
28.8

12.4

16.1 1:;
124.6
134.6 劉88:8勢

1977 現 在
5年 後

%
%

88.1

85.6

13.7

20.7

11.4

14.7 i:1
117.0

125.4 翻88:8り

1976 現 在
5年 後

%
%

86.7

81.3

14.9

24.4

11.4

10.6 ;:1
114.9

119.9 ;ll{}8;:8㌘

(注)1976年 度 とそれ 以前 では、 百分比 の算 出基 礎 が ちが うので、直接 比較 で きな い。

Eセ ンターCPUと 端末機の設置 ・接続関係(巻 末9-2-17～9-2-20表)

わが国のオンライン化方式を、機器の設置 ・接続関係によって分類すれば、次の3方 式に分かれ

る。

(1)自 社設置のCPUと 自社設置の端末機を回線 で接続 してオンライン処理を行 う場合

(2)他 社(親 会社、子会社、共同センター、民間計算センターを含む)設 置のCPUと 自社設置の端

末機を回線で接続 してオンライン処理を行 う場合

(3)電 電公社設置のCPUと 自社設置の端末機を回線 で接続 してオンライン処理を行 う場合

(注:設 置には、買い取 り、レンタルまたは リース使用 を含む)

なお(1)、(2)、(3)の各ケースはある1事 業体で重複 して採用されることがあるか ら、オンライン化

方式の可能な組み合わせば7種 類 となる。
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基 本 的 な3方 式(他 の 方 式 の重 複 使 用 の 有 無 を問 わ な い と き)の 採 用状 態 を見 る と、全 産 業 平 均

で 上 記(1)方 式 が97.1%(前 年97.2%)、(2)方 式 がIO.40/o(前 年10.7%)、(3)方 式 が6.5%(前 年3.9%)と

な っ て い る。

これ に対 し、(1)方 式 の み を採 用 す る割 合 は 同 じ く全 産 業 平 均 で84.3%(前 年86.0%)、(2)方 式 の み

の 採 用 は1.6%(前 年1.8%)、(3)方 式 の み の採 用 は1.3%(前 年O.70/o)で あ っ て 、 ま だ 単独 方 式 が圧

倒 的 に多 い 。

センターCPUの 所在(現 在)(%)

調 回 オ ン ラ イ ン 化 社

査 答
端Cる
末Pシ

端Cる
末Pシ

端 社続
末 のす

の

機Uス 機Uス 機Cる べ

年 実 が に テ

自 接 ム

が に テ

他 接 ム

がPシ

電Uス 合
社続 社続 電 に テ

度 数 のす の す 公 接 ム 計

1980 617(100.0%) 97.1 10.4 6.5 113.9

1979 541(100.0%) 97.2 10.7 3.9 111.8

1978 434(100.0%) 95.2 10.4 8.1 113.6

1977 429(100.0%) 94.9 10.3 5.4 110.5

1976 333(100.0%) 92.8 10.4 11.4 115.6

接続す る他のセンター(自 社、公社以外)の 細分類 (多重回答)

調査年度

親

会

社

子

会

社

系
列
典

型

多
|

同
業
共

璽

多
|

独
立
営

き

`
|

そ

の

他

の

べ

合

計

回

答

実

数

1980
現 在%

5年後%

15.7

12.4

30.4

40.1

10.3

14.0

14.7

19.0

16.2

14.9

27.9

22.3

115.2

122.7

204(100.0%)

242(100.0%)

1979
現 在%
5年後%

13.9

13.3

33.7

44.9

8.0

13.3

15.0

21.4

15.5

11.2

32.1

29.6

118.2

133.7

187(100.0%)
196(100.0%)

1978
現 在%
5年後%

11.7

11.4

32.7

40.5

6.2

10.8

16.7

19.0

20.4

17.1

25.9

24.7

113.6

123.4

162(100.0%)
158(100.0%)

1977
現 在%
5年後%

17.4

15.9

29.0

36.6

10.0

8.3

13.5

17.2

16.8

15.9

21.3

22.8

108.4

116.6

155(100.0%)
145(100.0%)

1976
現 在%
5年後%

18.1

17.3

35.3

44.5

9.5

11.8

16.3

20.9

11.2

8.9

26.7

21.8

117.2

124.5

116(100.0%)

110(100.0%)

(注)1976年 度 以 降 とそれ以前 では、百 分比 の算 出基礎 が ちが うので 、直 接比 較 はで きない 。
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接 続 す る他 の セ ン タ ー(自 社 、 公社 以 外)の 種 別

全 産 業 平 均 で 自社 の 端 末 を接 続 す るセ ン タ ー種 別 は 、1980年 で は 子 会 社(30.4%)、 独 立 営 業 セ ン

タ ー(16.2%)、 親 会 社(15.7%)、 同 業 共 同 セ ン タ ー(15.0%)の 順 で あ る が、5年 後 に は子 会 社

(40.1%)、 同 業 共 同 セ ン タ ー(19.0%)、 独 立 営 業 セ ン タ ー(14.9%)、 系 列 共 同 セ ン タ ー(14.0%)

に な る と予想 され て い る。

本 調 査 は コ ン ピ ュー タ保 有 事 業 体 を対 象 とす る もの で あ るか ら、 独 立 営 業 セ ン タ ー に関 して は こ

の 項 目 の 調査 結 果 は そ の一 般 的 な 注 置 づ け を示 す もの で は な い が、 独 立 営 業 セ ン タ ーが この 調 査 で

3位 以 内 に進 出 して きた の は1978年 度 調 査 以来 で あ る。

F端 末機の利用状況 と5年 後の利用予定(巻 末9-2-21～9-2-26表)

各 種 の端 末 機 を、 自社 のCPUに 接 続 す る もの 、他 社 のCPUに 接 続 す る もの 、電 電 公 社 のCPUに

接続 す る もの 、 その 合 計(全CPU)と に分 類 し、1980年 の 利 用 台 数 と5年 後 の利 用予 定 台 数 を調 査

し た。 な お イ ン テ リジ ェ ン ト端末 と ノ ン ・イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 に分 け て調 査 して い る。

端末機のイ ンテリジェン ト化(平 均台数は個 別平均、分母は各機種 ごとの記入数)

実

回

答

社

数

Kン

B↑
P/
(
キ タ
1イ
ポ プ
1ラ
ドイ
・タ

ブ1
リ)

Cプ

R

T

そ

の

他 レ

の

7
ス イ

金

融

機

関

用

端

末

紙 パ

テ

1

プ

リ ン

1

ダ

1

/チ

キ ス

!ク(
ツ カ
1セ

:ッ

Tトプ
も∠含

弛

〔出
フ

カ ゴ

専 ラ
用 リ
プ ン

リ タ

ン1

タ も

1含

む

P

O

S

端

末

予

約

用

特

殊

端

末

漢

字

端

末

F

A

X

端

末

複

合

端

末

制

御

装

置

そ

の

他

合

計
)

ノ ン エ 記 入 社 数 491 217 350 62 76 40 231 10 8 15 1 42 71

ン テ ン

・ リ ト

イ ジ

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

5,655

26.1

13,221

37.8

23,674

381.8

824

10.8

583

14.6

5,176

22.4

411

41.1

2,993

374.1

91

6.1

2

2.0

779

18.5

1,620

22.8

55,029 65.6

%ll2.1
.

現

イ ジ 記 入 社 数 335 91 131 78 20 15 32 7 1 8 0 75 35

ン エ

テ ン
業種 毎合 計 台数 2,500 3,114 16,719 194 105 879 434 4 134 0 2,338 2,466 28,887 34.4

リ ト 機種毎1社 当平均台数 27.5 23.8 214.3 9.7 7.0 27.5 62.0 4.0 16.8 0.0 31.2 70.5 86.2
%

在
記 入 社 数 617 284 436 lll 94 53 257 16 9 21 1 109 102

計 業種 毎合 計 台数 8,155 16,335 40,393 1,018 688 6,055 845 2,997 225 2 3,117 4,086 83,916 100.0

機種毎1社 当平均台数 28.7 37.5 363.9 10.8 13.0 23.6 52.8 333.0 10.7 2.0 28.6 40.1 136.0
%

ノ ン エ 記 入 社 数 346 119 257 29 33 27 169 12 6 52 2 21 44

ン テ ン

・ リ ト 業種 毎合 計台 数 5,346 17,472 7,403 359 382 6,024 2,394 3,988 784 3 432 1,412 45,999 52.6

5

イ ジ 機種毎1社 当平均台数 44.9 68.0 255.3 10.9 14.1 35.6 199.5 664.7 15.1 1.5 20.6 32.1 132.9
%

イ ジ 記 入 社 数 326 78 156 68 11 18 42 17 0 37 1 81 36

年
ン エ

テ ン
業種 毎合 計 台数 2,613 7,255 20,674 59 251 1,887 2,866 0 853 1 3,528 1,422 41,409 47.4

リ ト 機種毎1社 当平均台数 33.5 46.5 304.0 5.4 13.9 44.9 168.6 0.0 23.1 1.0 43.6 39.5 127.0
%

後
記 入 社 数 471 169 342 84 43 42 200 27 6 84 3 96 76

計 業種 毎合 計台 数 7,959 24,727 28,077 418 633 7,911 5,260 3,988 1,637 4 3,960 2,834 87,408 100.0

機種毎1社 当平均台数 47.1 72.3 334.3 9.7 15.1 39.6 194.8 664.7 19.5 1.3 4L3 37.3 185.6
%



第3章 オンライン化調査213

全 産 業 の全CPUに 対 す る全 端 末 機 利 用 状 況 の現 在 と5年 後 の利 用 予 定 を比 較 す る と、総 台 数 に お

い て1社 当 た り136.0台 か ら185.6台 と増 加 す る。 そ の質 が 向上 す る こ と もい うま で もな い 。

端 末 合 計 台 数 で み て 、 ノ ン ・イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 とイ ンテ リジ ェン ト端 末 の 比 は 、現 在66:34

で あ るが 、5年 後 に この 比 は53:47に な る もの と予 想 され て い る。

G音 響カプラーの使用現況 と将来(新 設調査)(巻 末9-2-27～9-2-30表)

わが国における音響カプラーの使用現況については、他に資料がないので、今回の本調査がたぶん

初めての調査であろうと思われる。

626社 のオンライン回答社中、現在では137社がカプラーを使用中であり、8割 弱(76.4%)の 社は

10台未満を使用するにす ぎない。5年 後には回答社が147社 と増 し(将来に関する予想を尋ねるアン

ケー ト回答数の方が現状回答社 よりも多いのは珍 しい例で、カプラーに対する回答者の真剣な注目

度がうかがわれる)、10台 未満の社数は半数近 くにまで減 り、多台数使用へ とシフ トしている。

全産業・速度別・音響カプラー使用現況と5年後の予定

使用台数範囲

伝

度別

一

〇

台

未

満

;
1

三

〇

台

三

〇

1

五

〇

台

五
〇

⊥
○
○
台

一

〇

〇
台
以
上

計

使

用

現

況

300b/s以 下
社 数 62 11 3 4 3 83

% 74.7 13.3 3.6 4.8 3.6 100.0

300-1,200b/s
社 数

%

30

75.0

2

5.0

3

7.5

2

5.0

3

7.5

40

100.0

1,200b/s超
社 数

%

28

82.4

3

8.8

0

0.0

1

2.9

2

5.9

34

100.0

計

社 数

%

実 社 数

120

76.4

100

16

10.2

16

6

3.8

6

7

4.5

7

8

5.8

8

157

100.0

13.7

5

年

後

予

定

300b/s以 下
社 数

%

32

52.5

13

2L3

9

14.8

2

3.3

5

8.2

61

100.0

300-1,200b/s
社 数

%

32

56.1

18

31.6

3

5.3

3

5.3

1

1.8

57

100.0

1,200b/s超
社 数

%

28

60.9

11

23.9

1

2.2

1

2.2

5

10.9

46

100.0

計

社 数

%

全 社 数

92

56.1

77

42

25.6

40

13

7.9

13

6

3.7

6

11

6.7

11

164

100.0

147
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現 状 回 答137社 の保 有 カ プ ラ ー は合 計3,285台 で300bps以 下 が多 い が 、5年 後 に は147回 答 社 、 合

計4,470台 と増 し、 しか も1200bps超 へ と高 速 度 機 の方 へ と シ フ トして い る。

全産 業 ・速度別音響カプラー現有台数および5年 後保有台数各推定

速 度 別
三

〇

〇

b/s

以

下

三

〇 一

〇'

1二

〇

〇

b/s

=

二

〇

〇
b/s

超

合

計

実

社

数

≡

き

♀

菖
数

現 有 台 数 推 定
台 数

%

1,550

47.2

1,060

32.3

675

20.5

3,285

100.0

137 24.0

5年 後保有台数推定
台 数

%

1,930

43.2

1,065

23.8

1,475

33.0

4,470

100.0

147 30.4

HCPUと フ ァ イ ル の 構 成 方 式 、 伝 送 方 式(巻 末9-2-31～9-2-34表)

CPU構 成 は74.7%がSimplex方 式 で あ り、 マ ス タ ー・フ ァイ ルの ア ク セ ス方 式 としてはRandom方

式 が 、68.0%で 最 も多 い(多 重 回 答)。

ま た 、伝 送 方 式 と して は 半 二 重 式 が73.3%と 多 く、通 信 制 御 方 式 は78.1%が ポ ー リン グ方 式 で あ

る。

1ト ラ ン ザ ク シ ョ ン 量(巻 末9-2-35～9-2-39表)

◇ 全 産 業 平 均 で トラ ンザ ク シ ョ ンの 平 均 字 数 は358.1字 で あ り、平 均1日 の トラ ンザ ク シ ョン数 は

4万4,000、 ヒ。一 ク時 の1日 トラ ンザ ク シ ョ ン数 は8万 で あ る 。

5年 後 の 平 均 トラ ンザ ク シ ョンの 増 大 予 想 に つ い て は 、不 明 回答 を除 き 「5倍 以 上 」 を6倍 と し

トランザ クシ ョン平均手長、平均および最繁忙 時の1日 トランザ クション量

調

査

年

度

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 与

均 チ

_ク

ζ
日 ン

記

入

数

ピ ト

弓
ク ザ

時 ク

ー ζ

日 ン

1980 514 358.1 537 44,246.5 533 80,064.6

1979 451 330.6 472 40,844.3 468 67,405.3

1978 371 327.7 384 65,593.8 376 79,928.8

1977 371 287.1 381 53,267.7 374 90,489.2

1976 293 275.1 300 42,097.6 297 70,149.2
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て平 均 を と る と、 全 産 業 平 均 で は2.60倍 にな る と予 想 され て い る。

◇76年 度 調 査 か ら、字 長 、 トラ ンザ ク シ ョン数 、両 者 の 積 の トラ ンザ ク シ ョ ン量 に 関 し、各 々分

布 状 態 も算 出 し た。

字 長 で は 、64字 未 満13.6%、64--128字21.6%、128--256字26.7%と な っ て い て 、 比 較 的 短 い字 長

の この3種 だ け で合 計61.9%と な る。

1日 の トラ ン ザ ク シ ョン数 で は 、1日3,000ト ラ ンザ ク シ ョン未 満 が37.1%と3分 の1を 占 め る。

1日 の トラ ンザ ク シ ョン量 で は 、1日50万 字 未 満 が37.4%を 占 め る。

Jフ ァク シ ミリ(巻 末9-2-40表)

フ ァ ク シ ミ リは、 現 在 最 も高 い増 加 率 を示 す コ ミュ ニ ケ ー シ ョン手 段 で あ る。 国 内 用 で は 、全 産

業 平 均 で現 在 、1社 平 均 公 衆 回 線 利 用11.4台 、 専 用 線 利 用14.4台 を使 用 して い るが 、5年 後 に は 、

全産 業 平 均 で1社 平 均 公 衆 回 線 利 用17.4台 、 専 用 線 利 用18.5台 の使 用 の ほか デ ィ ジ タル 網 に よ る使

用 が19.4台 と予 想 さ れ て い る。

国 際 間 フ ァク シ ミリに つ い て は 、5年 後 に 公 衆 回線 利 用1社 平 均6.5台 、専 用 線 利 用6.3台 の ほ か

デ ィジ タ ル 回線 利 用 で3.4台 が予 想 され て い る。

k電 信設備(巻 末9-2-41表)

コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ー に お い て も電 信 設 備 の 使 用 率 は 高 い。 国 内用 で は 、 全 産 業 平 均 で 現 在 、

1社 平 均 加 入 網 利 用10.6台 、専 用 線 利 用24.8台 を使 用 して い る が 、5年 後 に は 、 全 産 業 平 均 で1社

平 均 加 入 網 利 用11.9台 、専 用 線 利 用33.6台 の 使 用 の ほか、デ ィジ タ ル網 利 用 で14台 が予 想 され て い る。

ま た 、国際 電 信 設 備 につ い て は 、全 産 業 平 均 で現 在 、1社 平 均 加 入 網 利 用2.7台 、専 用 線 利 用33.9台

を使 用 して い るが 、5年 後 に は 、 全産 業 平 均 で1社 平 均 加 入 網 利 用2.4台 、専 用 線 利 用42.9台 の ほ

か、 デ ィジ タル 網 利 用 で24.7台 の使 用 が 予 想 され て い る。

L外 部データベース ・サー ビスの利用現状 と将来(新 設調査)

(巻末9-2-42～9-2-43表)

今回答1,277社 の うち現在171社 がバッチ方式またはオンライン方式で、なん らかの外部データベ

ース ・サービスを利用 している。科学技術分野特設分野での文献情報 と、産業 ・経済 ・社会その他

分野での数値情報の利用率が高い。

また、この調査の回答社 グループでは、すでにオンラインでのデータベース ・サービス利用の多

いことが注目され る。

5年 後の見込みでは、いずれの分野において も利用予定数、割合が増えている。音響カプラーにお
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ける回答 と同じく、現状に対する回答者数 よりも、5年 後予定eF対 する回答者数の方が多いという

のは珍 しい現象で、カプラーやデータベース ・サービスがいかに注 目され関心 を持たれているかが

わかる。

全産業 ・データベース利用の現状 と5年 後の利用予定

利 用 情 報

利

用

業 方

程 式

実

回

答

社

数

文
献
情
報

数
値
情
報

画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延

べ

回

答

社

数

科

㌘
技
術
分
野

特

許

分

野

産そ
業の
・他

経分
済野

庭
会

科

㌘
技
術
分
野

産そ
業の
・他

経分
済野

庭
会

現

在

の

利

用
'状

況

バ ッ チ
社 数 82 24 22 14 14 37 3 0 0 114

'%
100 29.3 26.8 17.1 17.1 45.1 3.7 0.0 0.0 139.0

オ ン ラ イ ン
社 数 116 50 33 15 21 48 11 0 1 179

% 100 43.1 28.4 12.9 18.1 41.4 9.5 0.0 0.9 154.3

実 計
社 数 171 64 53 26 34 73 13 0 1 264

% 100 37.4 31.0 15.2 19.9 42.7 7.6 0.0 0.6 154.4

5
年後

の
利
用
予
定

バ ッ チ
社 数 90 33 22 28 24 52 13 3 2 177

% 100 36.7 24.4 31.1 26.7 57.8 14.4 3.3 2.2 196.7

オ ン ラ イ ン
社 数 157 70 50 56 52 76 25 11 19 359

% 100 44.6 31.8 35.7 33.1 48.4 15.9 7.0 12.1 228.7

実 計
社 数 205 90 67 77 70 109 33 12 20 478

% 100 43.9 32.7 37.6 34.1 53.2 16.1 5.9 9.8 233.2

Aバ ッチ方式 の行 で どれか ひ とつ で も回答 の あっ た社 の計

Bオ ン ライ ン方式 の行 につ き同上

Cバ ッチ方式 で もオン ライ ン方式 で もど ちらか ひ とつで も回答 の あ った社 の計 、単純 にA+Bで はない。

M自 社 データによる、外部へのデータベース提供の可能性(新 設調査)

(巻末9-2-44～9-2-45表)

数こそ少ないが、自社蓄積 データを、外部にデータベースとして提供する可能性 を積極 的に回答

された社が、これまた現状 より5年 後予定について回答者が増えている。

自社データのデータベース化提供であるか ら、数値情報に重点があることが明瞭に読み取れ、論

理的に も、実態からして も首肯できるところであろ う。
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全産業 ・データベース提供可能性の現状と5年 後見込み

提 供 情 報

提

供
業 方

程 式

実

回

答

社

数

文
献
情
報

数
値
情
報

画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延

べ

回

答

者

数

科

㌘
技
術
分

野

特

許

分

野

産そ
業の
・他

経分
済野

庭
会

科

㌘
技
術
分

野

産そ
業の
・他

経分
済野

在
会

現
在
で
の
提
供
可
能
性

バ ッ チ
社 数 19 5 1 4 3 10 0 0 0 23

% 100 26.3 5.3 21.1 15.8 52.6 0.0 0.0 0.0 121.1

オ ン ラ イ ン
社 数 19 9 1 1 5 11 1 0 0 28

% 100 47.4 5.3 5.3 26.3 57.9 5.3 0.0 0.0 147.4

実 証
社 数 30 11 2 5 7 16 1 0 0 42

% 100 36.7 6.7 16.7 23.3 53.3 3.3 0.0 0.0 140.0

5
年提
後供
の可
能
性
見

誇

バ ッ チ
社 数 34 8 1 7 14 15 2 1 0 。48

% 100 23.5 2.9 20.6 41.2 44.1 5.9 2.9 0.0 141.2

オ ン ラ イ ン
社 数 44 13 2 15 14 22 7 2 2 77

% 100 29.5 4.5 34.1 31.8 50.0 15.9 4.5 4.5 175.0

実 計
社 数 63 17 3 18 23 31 7 2 2 103

% 100 27.0 4.8 28.6 36.5 49.2 11.1 3.2 3.2 163.5

A:バ ッチ方 式の 行 で どれ か ひ とつ で も回答 のあ った社 の計

B:オ ンラ イン方 式 の行 につ き同上

C:バ ッチ方式 で もオ ン ライ ン方式 で もど ちらか ひ とつ で も回答 の あ った社 の計 、単純 にA+Bで はな い。
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第4章 諸外国の コン ピュータ設置状況

1メ ーカー別 にみた欧米主 要国 の汎 用 コ ンピュー タ設置状 況

〔1978年12月 末現在IDC調 べ〕

(1)ア メ リ カ

ア メ リ カ ・その他

Burroughs
4,260
(7.4%)

1,406

(2.4%)

〈台 数 比 〉

その他

2,092(3、6%)

NC
3,309
(5.8

%)

Univac
3,846(6.6%)

HIS4.233
(7.3%)

IBM

38,808

(66.9%)

設 置台 数57,954台

NCR
l,040
(2.1%

1,614(3.3%)

Burroughs

3,078
(6.3%)

IBM

34,597

(71.1%)

設置 金額486億6,200万 ドル

(2)西 ドイ ツ

ICL
335

(3.0%)

〈台数 比〉

CII・HB

l,389

(12.4%)

NCR
270

(2.4%)

Univac
577

(5.2%)

IBM
6,571

(58.8%)

設 置台 数11,182台

CDC
186

(2.3%)

その他 〈金 額 比>

419

(5.3%)

Siemens

1,386

(17.1%)

CII・HB

471(5・8%

Univac
402

(4.5%)

IBM

5,228
(65.0%)

設 置 金 額80億9,200万 ドル
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(3)フ ラ ン ス

〈台数比〉

Siemens
l60

(1.5%)

CII・HB

3,268

(32.1%)

NCR
l76(1.7%)

Burroughs
354(3.5%)

ICL
503
(4.9
%)

その他

162

(1.6%)

IBM
5,319

(52.2%)

Univac253(2.5%)

設 置 台 数.10,195台

CDC
l90

(2.9%)

Burroughs
243

(3.7%)

〈金額比〉

Siemens
109

1CL(L7%)
185

(2.8%)

CII・HB

1,440

(22.0%)

Univac
230

(3.5%)

その他
112

(1.8%)

IBM

4,023

(61.6%)

設 置金額65億3,200万 ドル

(4)イ ギ リス

〈台数 比〉 〈金額比〉

ICL

3,000

CII・HB

820

(10.2%)

IBM
2,849
(35.6%)

Univac
295(3.7%)

Burroughs311(3.9%)
NCR268(3.3%)

設 置台数8,018台

ICL
l,764

(30.5%)

CII・HB

392

(6.8%)

IBM
2,666.
(46.2%)

CDC

85(1.5%)U
nivac305(5.3%)

Burroughs259(4.5%)

設 置 金 額57億7,600万 ド)?一
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(5)イ タ リア

Siemens
ll4

(2.3%)

〈台数比〉

CII・HB

1,280

(27.4%)

Univac
307

(6.6%)

その他

128

(2.9%)

IBM
2,836
(60.8%)

設置 台数4,665台

CDC
58

(2.0%)

〈金額比〉

Siemens
80

(2.8%)

CII・HB

469

(16.2%)

Univac
211

(7.3%)

その他

47

(1.6%)

IBM
2,025
(70.1%)

設 置 金 額'28億9,000万 ドル

(6)ベ ネ ル ッ ク ス

〈台数 比〉 〈金額比〉

CII・HB

608

(17.0%)

NCR
93

(2.6%)
Burroughs

146
(4.1%)

Univac
271

(7.6%)

IBM

l,814

(50.8%)

.設 置 台 数3,568台

ICL
50

(2.1%)

CDC91(3・8%)

IBM

1,379

(58.0%)

設 置金額23億7,900万 ドル
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(7)ス カ ンジ ナ ビ ア

〈台数比〉 〈金額比〉

Siemens
67

(2.3%

NCR

68
(2.4%)

Burroughs
102

(3.5%)

その他

279

(9.8%)

Univac
233

(8.1%)

IBM

1,508
(52.6%)

設置 台数2,868台

Siemens

49

(2.0%)

ICLそ の 他

101169

(4.0%)(6.8

%)

CDCCII・HB

(712.8%)179(7・2%)

Burroughs

87

(3.5%)Univac

293

(11.7%)

IBM
l,550

(62.0%)

ぐ設置金 額24億9
,900万 ドル

(8)ス イ ス/オ ー ス トリア

CDC
38

(1.5%)

Burroughs
49

(1.9%)

〈台 数 比>

Siemensそ の他

11137

(4.3%)(1.4%)

Univac
300

(11.6%)

IBM

l,438
(55.6%)

NCR
60

(3.2%)

Burroughs
41

(2.2%)

〈金額比〉

その他

is6・竃(・!9%)

(1.6%)

Univac
241

(12.9%)

IBM

1,169

(62.4%)

設 置台数2,584台 設 置 金 額18億7,300万 ドル
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(9)ス ペ イ ン/ポ ル トガ ル

〈台 数 比 〉

そ の 他

35

Siemens(1 .9%)

56

(2.9%)

CII・HB

215

(IL2%)

NCR

l42

(7.4%)

Univac

l98

(10.3%)

IBM

1,271

(66:3%)

設置 台数1,917台

(ゆ その 他 西欧 諸 国

〈台 数 比 〉

そ の 他

2

(0.5%)

ICL

61

(15.0%)

CII・HB

72

(17.8%)

NCR

29

(7.1%)DEC

(1.5%)

CDC

7Burroughs

(1.7%)19(4.6%)

IBM

192

(47.4%)

CDC
17

(1.5%)

DEC

(1.6%)

Univac

l8(4.4%).

設置台薮406台

〈金 額 比 〉

そ の他Si
emens20

晶)(1・ ・%)

CII・HB

84NCR

(7.2%

53(4.

6%

Univac

166

(14.3%)

IBM

773

(66.6%)

設置金額11億6,iOO万 ドル

〈金 額 比 〉

その 他

1

(0.4%)

CDC

(3.2%)

IBM

143

(57.4%)

設 置金額2億4,900万 ドル
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(11)西 欧 合 計

〈台数比〉 〈金額比〉

NCR

l,262

そ の 他

1,991
Siemens(4

.4%)2
,013

(4.4%)

ICL
4,545
(10.0%)

CII・HB

8,301

(18.3%)

IBM
23,798

(52.4%)

(2.3%) 設 置 台 数45
,403台

(吻 ソ 連

CDC
815

(2.6%)

そ の他

1,203

(3.8%)

CII・HB

3,375

(10.7%)

865
(2.8%)

Univac
2,017

IBM
18,956
(60.3%)

設置金 額314億5,100万 ドル

〈台数比〉 〈金額比〉

その他

238

(1.7%)

ソ連 ・東 欧製

13,451

(98.3%)

その他

131

(2.2%)

ソ連 ・東欧 製

5,769

(97.8%)

設置台 数13,689台 設置金 額59億 ドル
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(川 米国を除く世界全体

日電
135(3.2%)

日本 〔 その他

4,687

(4.8%)

〈台数比〉

16,302
(16.8%)

富士 通

5,672

5.8%)
ICL

e,X,・(、1鍔
(2.7%)

Siemens
2,071(2.1%)

設置台数

(川 全世界

(2'.6%)

CII・HB

9,721

(10.0%)

97,249台

IBM
35,143
(36,1%)

〈台 数 比 〉

日立2,626(1.7%)

日電3、135(2.0%)

日本 ・その他4.687(3.0%)

日本 ・その 他

1,404

富 士 通

2,069

(3.5%)

Siemens

1,991

(3.3%)

ICL

2,828

〈金 額 比 〉

その 他1,096

(1.9%)

ソ連 ・東 欧製

7,070

(11.9%)

IBM
28,647

(48.1%)

CII・HB

4,144

U.ivac(4.8%)7・0%)

竃 讐 謄 写1;;漂動 熾
設 置 金 額:595億1,400万 ドル

(3.8%):躍 吉%)

IBM
73,951

(47.6%) NCR
1,927
(1.8%)

CDC
2,888
(2.7%)

Univac7,813(5.0%)

設 置 台 数.155,203台

〈金 額 比>

Siemens1,991(1.8%)

富 士 通2,069(1.9%)

日立1,560(1.4%)

そ の 他

ソ 連 ・5,762

東 欧 製5.4%)

7,070

6.5%

6,598
6.1%)

IBM

63,244

(58.5%)

Burroughs4,999(4.6%)

設 置 金 額:1,081億7,600万 ド ル
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2そ の他 各 国 の コ ンピュー タ設置 状 況

国 名 台 数 金額(単 価:万 ドル) 備 考

韓 国 370 9,000 1979年 現在

中華人民共和国 2,651 1979年 現 在

台 湾 101 640

香 港 337 563 1975年 現 在,ミ ニ コ ン含 む

フ ィ リ ピ ン 286
1979年 現 在,AsianComputer

Yearbook調 べ

イ ン ド ネ シ ア 約200 1979年5月 現在,発 注 中含 む

タ イ 197 1978年 現在

マ レ ー シ ア 167 1978年8月 現在

シ ン ガ ポ ー ル 198 1978年 現 在

イ ン ド 448 1978半 ば現在
、

ア イ ル ラ ン ド 197 11,800 1978年 末現 在

ノ ル ウ ェ ー 541 43,400 1978年 末現 在

ス ウ ェ ー デ ン 1,054 102,600 1978年 末現 在

フ ィ ン ラ ン ド 442 32,500 1978年 末現 在

デ ン マ ー ク 831 71,400 1978年 末現 在

オ ラ ン ダ 2,445 151,000 1978年 末現 在

ベ ル ギ ー 1,123 86,900 1978年 末 現在

ス イ ス 1,813 133.00 1978年 末 現 在

オ ー ス ト リ ア 771 54,300 1978年 末 現 在

ポ ル ト ガ ル 157 8,500 1978年 末 現 在

ス ペ イ ン 1,760 107,600 1978年 末現 在

ギ リ シ ャ 124 7,000 1978年 末現 在

カ ナ ダ 8,251 1978年 現 在,月 間 レ ン タ ル

1,000ド ル 以 上

メ キ シ コ 1,140 33,790 1978年 現 在

ブ ラ ジ ル 7,488 1979年7月 現 在,ミ ニ コ ン含 む

ソ 連 13,689 590,000 1978年 末 現在

東 ド イ ツ 2,300～2,500 1977年 現 在

イ ス ラ エ ル 670 1978年 現 在

南アフリカ共和国 4億4,118万 ポ ン ド 1979年6月 末 現 在
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1朝 日新 聞 社 の トー タル ・ネ ッ トワー ク ・システ ム

Aは じめに

朝 日新聞社は、100年来の鉛活字を完全に追放 し、新聞製作の全工程をコンピュータ化す ることに

成功 した。開発に着手 して約20年 の時を刻んだ ことになる。

CTS化 の成功は、新聞製作本来の目標である「よ り正確に、よ り早 く、よ り美 しい」紙面を読者

に届 けるという使命達成への大 きな前進 を約束することはもちろん、未来技術(ニ ュー ・メディア、

バ イブロダク トなど)へ の迅速な対応を可能にす るものである。

現時点で評価を固めるには性急すぎるが、考えられる直接的な効果を拾 ってみると、

●処理の自動化 と工程の合理化で作業能率 が向上 し、速報性が増 した

●文字やカットの種類が増え紙面構成の自由度が高まった

●紙面の拡大(県 版の分版、増ページ)に 迅速に対応できる

●高品質、均質紙面が遠隔地へ同時送出で きる

●作業環境が大幅に改善 された

な どをあげることができる。

以下では、コンヒ。ユ一夕化 された新聞製作工程の全容 を概観す る。

BNELSONの 製作工程

新 聞 製 作 工 程 は、 上 流 工 程 と下 流 工 程 に 分 け る こ とが で き る。

上 流 工 程 と は、 記 事 や 写 真 、 線 画 な どの紙 面 要 素 の入 力 か ら、 そ れ らを加 工 し大 組 み紙 面 にペ ー

ジ ア ッ プ して ネ ガ フ ィル ム に出 力 す る ま で の工 程 を指 す 。 これ をNELSON(NewEditingand

LayoutSystemOfNewspapers)シ ス テ ム と呼 ん で い る。

NELSONシ ステムは、開発当初からしばらくの間は、組み版システムの開発が中心であった。そのため、これをNELSON

と呼ぶ期間が相当続いた。,しかし現在では上流工程全体をNELSONシ ステムと呼ぶことにしている。

一 方 、 下 流 工 程 は、1枚 の ネ ガ フ ィル ムか ら複 数 枚 の 刷 版 を作 り、 こ れ を輪 転 に か けて 印 刷 を し、

販 売 店別 に梱 包 して発 送 トラ ッ クに積 み 込 む ま で を い う。 本 稿 は上 流 工 程 、 す な わ ちNELSONシ

ス テ ム を紹 介 す る もの で あ る 。

NELSONシ ス テ ムは 、入 力 シス テ ム、 組 み 版 シス テ ム、 出力 シ ス テ ムか ら構 成 され て い る。6

-1-1図 はNELSONシ ス テ ムの全 体 構 成 を示 した もの で あ る。
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(1)入 力 シス テ ム

① 記 事 の 入 力 処 理

新 聞記 者 の 書 い た原 稿 、読 者 の投 稿 、 あ る い は 、社 外 有 識 者 に依 頼 した原 稿 な どは 、 す べ て 漢 字

キ ー ボ ー ドを た た い て コ ー ド化 し、 「集 配 信 校 正 シ ス テ ム」(通 称 「新 第 四 シ ス テ ム」)に読 み込 ませ

る。 これ は富 士 通 のPFU-1500ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ4台 を マ ト リ ッ クス構 成 に した シ ス テ ム で 、 そ の

うち各1台 ご と に、 集 配 信 機 能 、 校 正 機 能 、 出力 機 能 を受 け持 ち、 残 る1台 は予 備 機 とな って い る。

平 常 時 に は 、 この 予 備 機 は集 配 信 の バ ッ ク ア ッ プ機 と して 働 く。 も し運 用 中 どれ か の コ ン ピ ュ ー タ

に障 害 が起 こ っ た と きは 、 この予 備 機 の運 転 を 自動 的 に 停 止 させ 、 障 害 コ ン ピ ュ ー タ の代 替 機 と し

て立 ち上 げ る こ とが で き る。

集 配 信 機 で 受 け た原 稿 は い った ん原 始 フ ァイ ル に蓄 え られ 、 同 時 に 出 力 機 か らモ ニ ター が 出 力 さ

れ る。 これ を一 次 モ ニ タ ー と呼 ん で い る。 一 次 モ ニ タ ー に は 、 パ ン チ ャー の パ ン チ ミズ や 漢字 キ ー

・ボ ー ドに な い文 字 は ゲ タ字 の ま ま にな って い る た め 、 漢 字 表 示 装 置(KDP-KanjiDisPlay)で

訂 正 が な され る。

こ のKDPは 校 正 機 に接 続 され て お り、現 在16台 が 稼 動 して い る。 漢 字 キ ー ボ ー ドで は 、あ る程 度

の パ ンチ ス ピー ド(分 速80～100文 字)が 要 求 され る た め、盤 面 に は 約2,500文 字 しか 収 容 さ れ て い

な い が 、KDPの キ ー ボ ー ドに は約7,000文 字 が収 容 され て い る。

パ ンチ ミスや ゲ タ字 が訂 正 され る と校 正 済 み フ ァ イル へ 蓄 え られ 、 同 時 に 、二 次 モ ニ ター と して

出稿 部 別 に設 置 され た漢 字 プ リン ター(KPR=KanjiPRinter)に 分 散 出力 され る 。 この二 次 モ

ニ タ ーが 出 稿 部 、整 理 部 、校 閲部 に対 して正 原 稿 とな る。校 正 済 みフ ァイルへ 蓄 え られ た記 事 は4800

6-1-1図NELSONシ ステ ム関 連 図

組み版用テ レビ
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ボ ー2回 線 で 組 み 版 シ ス テ ムへ送 られ る。

記 事 入 力 に は もう1っ の ル ー トが あ る。 これ をNEPTUNE(NEtworkdataProcessing&

TransmittingsystemUnitedwithNELSON)シ ス テ ム と名 付 けて い る 。

東 京 ニ ュー ス通 信 社 か ら配 信 され る ラ ジ オ ・テ レ ビ番 組 とそ の 解 説 記 事 、 お よ び 、Quick社 か ら

受 け る市 況 デ ー タは、 このNEPTUNEシ ス テ ム で電 文 の 自 動 編 集 を行 い 、 組 み版 シ ス テ ムへ 転 送

す る 。東 京 ニ ュー ス社 とは200ボ ー1回 線 で 、Quick社 と は1200ボ ー2回 線 で 結 ば れ て お り、 組 み

版 シ ス テ ム と は4800ボ ー1回 線 で接 続 され て い る。NEPTUNEシ ス テ ムは この ほ か に 、選 挙 シ ステ

ム(ARTS)と 新 第 四 シ ス テ ム との デ ー タ交 信 も行 う。

② 画 像 の入 力 処 理

写 真 、 見 出 し カ ッ ト、 白黒 原 稿(地 図 、 マ ン ガ、 線 画 、 広 告)で そ れ ぞ れ 入 力 ル ー トが異 な る。

(i)写 真 原 稿 の入 力 処 理

写 真 原 稿 は 、朝 日 とIBMで 共 同開 発 した ス キ ャナ ー/プ ロ ッタ ー(IBM5981-DO1)で ス キ ャ ン

し、 組 み版 シス テ ムの画 像 イ メー ジ ・フ ァイル に直 接 入 力 され る。ス キ ャ ンの 際 に 、拡 大 ・縮 小(2

倍 か ら5分 の1縮 小 ま で)、 階 調 補 正 、マ ス キ ン グ指 定 な ど を走 査 パ ラ メ ー ター入 力 装 置 か ら指 示

す る こ と が で きる。

(ii)見 出 しカ ッ トの入 力 処 理

見 出 し カ ッ トの作 成 は 、HCS(HeadingCutSystem)が 受 け もつ 。

HCSで は 、① 見 出 し本 文 をテ レ ビ カ メ ラつ き写 植 機 で 一字 一 字 揺 字 し、 これ を い っ たん 磁 気

デ ィス ク に格 納 す る、 ② つ ぎに、 デ ィス プ レ イ ・ター ミナ ル を使 っ て、 見 出 しの寸 法 、 品 種 、 地

紋 の種 類 、 さ らに必 要 に応 じて、 窓 、 斜 体 、 影 、 枠 な ど画 像 合 成 に必 要 な す べ て の 指 示 を入 力 す

る 、③ 組 み 指 示 が 正 し くな され た か ど うか は 略 図 画 面 で 確 認 す る こ とが で き る。 略 図 画 面 で は文

章 そ の もの は読 めな いが 、 タ テ ・ヨ コ寸 法 の 間 違 い や文 字 サ イ ズ の 間 違 い な どが チ ェ ッ クで きる、

④ 完 成 され た画 像 デ ー タ はGSS(後 述)へ 送 られ 、 同 時 に モ ニ タ ー ど り され る。

(iii)白 黒 原 稿 の 入力 処 理

地 図 、 マ ン ガ、線 画 、 お よ び広 告原 稿 はGSS(GraphicServiceSystem)か ら入 力 され る。

入 力 装 置 は 、平 面 走 査 型 の レ ーザ ー ・ス キ ャ ナ ー を採 用 し た。 走 査 線 密 度 は454LPI/602LPIの

選 択 が で き るた め 、 多種 多様 な 広 告原 稿 に対 処 で きる よ うに な って い る。

入 力 され た デ ー タ は圧縮 装 置 で 約7分 の1に 圧 縮 され 、 大 量 磁 気 デ ィス ク(200メ ガ バ イ ト)に

蓄 え られ る。

GSSに はNELSON全 シス テ ムで入 力 され る画 像 イメ ー ジの モ ニ タ ー ・コ ヒ。一 を打 ち出 す 機能

を持 っ て お り、大 幅 ・小 幅 の2種 類 の モ ニ タ ー ・プ リ ン タ ーが 計5台 接 続 され て い る。

GSSに 入 力 され た デ ー タの うち記 事 下 広 告 原 稿 以 外 は組 み 版 シ ス テ ム に 自動 送 出 され 、 記 事
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下 広 告 原 稿 は 直 接 、 出 力 シス テ ム で あ るNFシ ス テ ムへ 送 られ る。

② 組 み版 シス テ ム

組 み 版 シ ス テ ム は、NELSONシ ス テ ム の 中核 をな す もの でIBM3033コ ン ピ ュ ー タ(各12メ ガバ

イ ト)2台 をMP(MultiProcessor)結 合 し、 オ ペ レ ー テ ィン グ ・シ ス テ ムはMVSを 使 ってい る 。

組 み 版作 業 には グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イ ・ター ミナ ル が約60台 と、作 業 進 行 管理 用 の キ ャ ラ

ク タ ー ・デ ィス プ レ イ ・タ ー ミナ ル お よ び プ リ ン タ ー が使 わ れ て い る。 グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ レ

イ ・タ ー ミナ ル はIBMのLDT(LayoutDisplayTerminal)と 、 富 士 通 と共 同 開 発 したATM

(AsahiTerminalforMultipurpose=富 士 通 型 式 番 号 はF6593A)が あ り、組 み版 上 の 機 能

に合 わ せ て 使 い 分 けて い る。

デ ー タの主 記憶 媒 体 で あ る磁 気 デ ィス クは 両 コ ン ピ ュー タ と複 数 の パ ス で接 続 され て お り、 さ ら

に 、 デ ィス ク系 列 内 で も二重 化 して 障害 時 に備 えて い る 。現 在 オ ン ラ イ ン運 用 の 磁 気 デ ィス ク と し

て 、200メ ガバ イ トと300メ ガバ イ ト用10ス ピ ン ドル を19ス ピ ン ドル 使 っ て い る。

紙 面 の組 み 上 が り結 果 、 あ る い は、 組 み途 中 で の 確 認 用 モ ニ タ ー ど りに は 、 日本 電 気 と共 同開 発

した大 刷 りシ ス テ ムが あ る 。

最 大 の特 徴 は、 紙 面 要 素(各 種 サ イズ の文 字 や 写 真 な ど)が す べ て原 寸 大 で 出 力 され る点 に あ る。

大 刷 りプ リ ン ター が8台 、小 刷 り用 プ リン タ ー が2台 あ り、 これ を2台 の ミニ コ ン ピ ュー タ(日 本

電 気MS-50)で 制 御 して い る。 この 大 刷 りシ ス テ ムで もデ ー タ圧 縮 ・伸 張 装 置 が使 わ れ て い る。

(3)出 力 シ ス テ ム

出 力 シス テ ム と して は、NF結 合 シス テ ムが 開 発 され た。

組 み版 シ ス テ ム で作 られ た大 組 み紙 面 と欄 外 デ ー タはNF結 合 シ ス テ ムへ 送 信 され 、GSSか ら別

に送 られ て い る記 事 下 広 告 部 分 とが結 合 され て1ペ ー ジ の紙 面 が 完 成 す る。 どの ペ ー ジ に どの 広告

が つ くか は、 事 前 に入 力 され て い る管理 情 報 で 制 御 して い る。

1ペ ー ジ紙 面 が完 成 す る と宛先 指 示 に従 って 各 受 信 地 へ 自動 送 出 され る。 送 信 出力 チ ャネル は最

大16あ り、 同 時送 出 は12チ ャネル まで 可 能 で あ る。

NF結 合 シ ス テ ム で も高 能 率 デ ー タ圧 縮 技 術 が 大 き く貢 献 して い る。 す な わ ち、組 み版 シス テ ム

か ら受 信 した 時点 で 、 約10メ ガバ イ トの1ペ ー ジ情 報 量 を平 均7分 の 」に デ ー タ圧 縮 して 蓄 積 す る

た め 、20～30個 面 の 紙 面 蓄 積 が可 能 に な っ た こ と。 さ ら に、 各 受 信 地 へ は 、 この 圧縮 され た状 態 で

128キ ロ ビ ッ ト/秒 の 高 速 デ ジ タル伝 送 を行 い 、 受信 側 で 伸 ば して 復 元 して記 録 す るた め、 伝 送 時間

が大 幅 に 短 縮 され た。

Cお わ りに

以上がNELSONシ ステムの概要である。全面CTS化 へ移行 して約1年 の間に大 きな成果 をあ
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げた顕著な例を、2～3紹 介 して結 びたい。

1つ は、商況データの処理は、受信後数分で紙面が組み上がるため、4月1日 からは夕刊1版 に

東証前場終わ り値を掲載で きるようになった。

第2に 、6月 の都議選では、開票台作業が著 しく短縮 され活版時代にくらべ10～30分 遅い票を入

れることができた。

そ レて第3点 は、文字の修正やサイズの変更がプログラムで可能なため、多年の懸案であった用

字の拡大が7月20日 の紙面から実現で きたことである。

2読 売新聞社 における新 聞発送 用宛名札印刷 システ ム

A開 発の背景

宛名札の作成を中心 とした従来の発送業務の問題点 として以下の点があげられる。

(1)宛 名札の管理一 大量の宛名札を印刷するため固定パターン(原 画)の 在庫管理 と広い保管場

所が必要。

(2)当 日使用す る宛名札の完成一一発送部数、個口数、日付などの日々変化情報 を記入 し別の大 き

な紙 にはり付 けるが、人手作業のため ミスがある。

(3)部 数の計数仕分け、新聞紙束の荷分け一一部数仕分け、発送先別 トラックへの積み込みを人手

によ り短時間に行 っているため、ミスが起 きることがあり、また肉体的な負担 も大 きい。

以上のように従来は人手に依存す る面が多 く、また新聞発送の主要時間帯が深夜よ り早朝にかけ

て集中しているため、労務管理の面でも機械化が望まれていた。読売新聞東京本社宛名札印刷 シス

テムはこうした背景のもとで発送業務機械化の第一歩 として開発 された新聞発送用宛名札 を印刷す

るシステムで、従来人手により宛名札の管理 ・作成を行 っていたのを電算化 し、高速プ リンターを

用いることにより業務効率の向上 と省力化を意図 したものである。

'

Bシ ステムの機能

発 送 業 務 全 体 に お け る当 シス テ ムの位 置 を6-2-1図 に示 す 。

当 シ ス テ ム は以 下 の機 能 か らな る。 ま た これ らの 関 連 図 を6'-2-2図 に示 す 。

(1)宛 名 札 印 刷

当 シ ス テ ムの 中心 とな る機 能 で 、上 位 シス テ ム(HITACM-150H)に よ り増 減処 理 され た結果

の 宛 名 札 印 刷 用 引 き継 ぎMTを 入 力 と して、宛 名 札1枚 分 の情 報 を も とに 日 々変 化 情 報 を作 成 す る。



6-2-1図

宛名札印刷システム

の発送業務に占める

位置

○ ○ ○ 販売店

区 区 区

＼1/
HITACM-150H

上位 シ ステ ム(増 減 処 理)

引継 ぎ
MT

////"//////∠

/OKITAC-50/40/
//

/宛 名札印刷システム ジ
//
//////■///////ノ

宛 名札
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新聞紙面製作工程

輪 転 機

新 聞 キ ャリア

カウ ン タス タ ッカ

ス タ ッ ク コ ン ベ ア

包 装 機

結 束 機

発 送 コ ンベ ア

//

○ ⑳
/1＼

＼＼

○ ○
○ ○ ○ 販売店

さ らに キ ー番 号 に よ りそ の宛 名 札 に対 応 す る固 定 パ タ ー ンを デ ィス ク よ り取 り出 し、変 化 情 報 と合

成 してELP(エ レ ク トロ ・プ リン タ ー)へ 出 力 す る。 この 際 同 時 にCP&D(カ ラ ー ・プ リン ター

&デ ィタ ッチ ャー)で 色刷 りを行 うた め の識 別 コ ー ドも印 刷 す る。

ま た若 干 の部 数 修正 を行 っ た り、 指 定 の輸 送 単 位 にMTの 印 刷 範 囲 を 限定 した り、 印 刷 デ ー タを

すべ て手 作 業 にて 入 力 して 印刷 す る こ とな ど も可 能 で あ る。

(2)固 定 パ タ ー ン ・メ ンテ ナ ン ス

デ ィス クに収 容 され て い る固定 パ タ ー ンの フ ァイ ル を保 守 す る機 能 で 、 追 加 ・削 除 ・変 更 の機 能

か らな る。 固 定 パ ター ンの種 類 と して は、

川 降 ろ し駅 ・場 所 名
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㈹ 店名

㈹ 中継 と線名

があ り、パターンはIE(イ メージ ・エントリー)を 介 してデ ィスクに格納 される。固定パターンに

対応する漢字 コー ド列 も保守で きるようになっている。

さらにメンテナンス時に修正情報のみをMTに 格納 しておくことによ り、 ファイル障害時に迅速

な復元 を可能としている。

(3)色 刷 りとディタッチ

CPUと 切離されたオフライン装置CP&Dに よ り、ELPに 出力 された宛名札連続用紙を入力し

て各宛名札に国鉄指定の色帯や トラック輸送用の色図形を印刷 し、続いて連続用紙の両端のスプロ

ケット穴部分を切 り落し、 ミシン目よ り一枚 ごとに切 り離 して新聞紙束に添付可能な宛名札を仕上

げる。

(4)発 送台帳出力

発送業務に必要な発送台帳を出力する機能で、宛名札印刷で用 いるMTを 入力 として各販売店 ご

とに発駅(場 所)・ 積載車名 ・発時刻 ・着駅(場 所)・ 店名 ・部数 ・増減 ・合送情報 などをELP

6-2-2図 宛名札印刷 システムg)機能関連図
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]
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に 出力 す る。見 やす い よ うに フ ォー ム付 きの漢 字 主 体 で 印 刷 して い る。

(5)マ ス タ ー ・ファ イ ル復 元

固定 パ ター ンの フ ァイル が 破 損 され た場 合 に 利 用 され る障 害 対 策 用 の機 能 で 、 あ る所 定 期 間 ご と

にMTに 退 避 され た 固 定 パ ター ン ・マ ス タ ー と、MTへ の 退 避 後 に発 生 す る固 定 パ ター ン修 正情 報

と を合 成 して最 新 版 の 固 定 パ タ ー ン ・フ ァイル を デ ィス ク上 に 復 元 す る。

(6)管 理 資 料 出 力

当 シ ス テ ム を円 滑 に運 営 して い くた め に 、 下 記 の管 理 資 料 をELPへ 出力 す る。 いず れ の 資 料 も

フ ォ ー ム 付 き で 漢 字 を 主 体 と して い る。

(i)固 定 パ タ ー ン ・フ ァ イル利 用 状 況

(ii)固 定 パ ター ンー 覧

(iii)固 定 パ ター ン管 理 台 帳 パ タ ー ン に対 応 す るキ ー番 号/漢 字 コー ド列/デ ィス ク ・ア ド

.レス な どか らな る 。

(7)そ の 他

以 下 の よ うな サ ポー ト機 能 が 用 意 され て い る。

(D用 紙 合 わ せ一 宛 名札 印 刷 時 に用 紙 切 れ や ジ ャ ムが 発 生 した 場 合 に 位 置 合 わ せ を行 うた め に

利 用 され る。

(の 裏 印刷 一 販 売 店 に対 す る通 知 な どの 目的 で 利 用 さ れ 、IEよ り読 み込 ん だ イ メ ー ジ そ の ま

ま をELPへ 出力 す る。 宛 名 札 連 続 用 紙 の 裏 面 へ 事 前 印 刷 す る形 で使 用 され る。

㈹ 小 パ タ ー ン登 録 一 「新 聞 種 類 」 お よ び 「版 名 」 に つ い て は パ タ ー ン変 更 の み可 能 と して お

り、IEよ り入 力 す る。

Cシ ステム構 成

当システムの構成図を6-2-3図 に示す。

当システムは1系 、2系 の2系 統 よりな り、通常朝 ・夕刊の宛名札印刷時には双方 とも稼動 され

るが、これ らの間は切 り離 されている。

Dシ ス テ ム の 特 徴

当 シ ス テ ムの 特 徴 と して以 下 の点 が あ げ られ る。

(1)宛 名 札 印 刷 機 と して高 速 の ノ ン イ ンパ ク ト・プ リ ン タ ー で あ るELPを 採 用 して お り、宛 名 札1

枚 当 た り約1.1秒 とい うス ピー ドで 印刷 して い る 。

(2)普 通 紙 に印 刷 可 能 で あ り、静 電 記 録 紙 な どの特 殊 用 紙 を必 要 とせ ず 、 ま た トナ ー な ど も使 用 し

て いな いた め、 安 価 な ラ ンニ ン グ ・コ ス トです む 。
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6-2-3図 シス テ ム構 成 図

(1系)
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(漢 字 フ ォ ン ト・
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(漢 字デ ィスプ
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(3)ELPは 縦横 とも約4本/mmの 密度で出力 し、かつIEも ほぼ同等の密度で固定 パターンを入力

す るように設計 されてお り、毛筆で描かれたそのままを読取 って印刷す るため、従来 どお りの見

やすい宛名札が出力可能である。

(4}マ ンマシン・インタフェースを重視するとい う立場か ら漢字 システムとして構築 し、発送台帳・

管理資料は見やすい罫線っ き漢字主体の帳票で出力 し、 さらに漢字 タブレットつ きKCRT(漢 字

■
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デ ィス プ レ イ)を 採 用 して操 作 性 の 向 上 を図 っ て い る。

E今 後 の展 開

(1)ソ フトウェアの拡張により週刊誌 ・月刊誌な ど、新聞以外の一般出版物のための宛名札 を当シ

ステムにて出力する(こ の件に関 しては昭和56年 秋よ り運用開始)。

② また今後の大 きな課題 としては、発送業務全体の自動化への対応 という点である。具体的には

このシステムでは実現 し得なかったが、発送部数の自動仕分け・新聞紙束の自動荷分 けに対応する

ことであり、現 システムにおいて も宛名村上に機械認識のためのバーコー ドを印刷するなど、ソ

フ トウェアの拡張により、十分対応可能である。

(3)さ らに当システムはCPUに ミニコンビ。ユ一夕を採用 しており、汎用OSの もとで運用 されてい

るため、フ。ログラ ミングの開発により種々の業務拡張に も柔軟に対応できるものと思われる。

3住 友 セ メ ン ト㈱ の全 国販 売物 流 システ ム

Aシ ステ ム開発 の背 景

(1)オ イルショック以後の原価削減努力

電力、ガス、化学、鉄鋼に次 ぐ重油多消費産業であったセメン ト業界は、昭和48年 のオイルショ

ック以後、脱石油の"優 等生"と して、石炭転換を図 り、赤字転落を食い止 め、また新焼成方式で

あるニュー ・サスペンション・プレヒーター(NSP)化 を進め、省エネによるコス ト削減に努め

て きた。

しか しなが ら、たび重なる重油と電力、運賃の追い打ち値上げにより、コス トの高騰分を生産面

での努力だけでは吸収 し切れず、販売体制の強化 と、供給構造の改善による運搬 コス トの削減 を重

点課題 として 取 り組み中である。

② セメン トと物流

セメン ト産業は、かって地域需要に応 える供給範囲の限 られたローカル産業であったが、大量集

中生産 により工場は大規模化し、海送による遠距離輸送を可能 にしたため、全国各地に供給中継基

地 としてのサービス ・ステーション(SS)を 配備 す る全国的規模で行動する産業 として発展 して

きた。

セメントは嵩高な重量物で、風化しやす く、長期在庫に耐 えないため、在庫による市況対応力の

ない付加価値の低い商品である。
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したがって、ユーザーに安定供給するための輸送の果たす役割 と効果は きわめて大 きく、物流に

関連す る情報は、営業上欠かせないものとして迅速かつ正確 に提供 されることが強 く要求 されてい

る。

SSは それ ら諸情報発生の接点であり、以下に述べる物流オンライン・システム の基点 として位

置づけられる(6-3-1図)。

Bシ ステム の概 要

(2)内 容

本年4月 から稼動を始めた本 システムは、セメン トの生産か ら販売に至 る物流に関するすべての

6-3-1図 物流 と情 報の関連図
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データを対象 とし、本社、支店、営業所、工場 と主要なSSを 公衆通信 回線で結び、各場所の下記

機能に適 したコンピュータでそれぞれ必要な資料 を作成す る、分散型のオンライン ・システムであ

る。

〔本社のセンターマシン〕は主管部に全支店の日々、月次の出荷実績、運搬費の管理データを速

やかに提供 し、支店の業績を明確にするとともに、データの時系列的蓄積 と、次の4つ のサブシス

テムか ら生 じる金額 データを自動的に仕訳 し、会計 システムにリンクする機能を もつ。

サブシステムは、

① 日々の販売出荷実績データを収集し、日報 を作成する 「出荷実績管理サブシステム」

② 各出荷場所の日々の生産、出荷、受払、在庫の実績数量データを収集す る 「受払在庫管理サブ

シ ス テ ム」

③ 売約、売上げの数量、請求金額の実績を予算や過去の実績 と比較管理す る 「販売実績管理サブシ

ス テ ム」

④ 主 として運搬比例費を捉 え、運送業者か らの請求事務 もサポー トする 「運搬費管理サブシステ

ム 」

等により構成 されている。

〔支店営業所のオフィス ・コンピュータ〕は、営業マンが営業活動に専念で きるよう、机上の仕

事を軽減し、日々の営業活動に必要なデータを迅速に提供する上記4サ ブシステムの支店(営 業所)

レベルでの機能を果たす。

〔出荷現場の端末機〕には、工場 および海SSに 設置 した自動検貫の機能を持った ミニコンと、

主要陸SSの インテ リジェント簡易端末機 とがあり、 日次レベルの出荷、受払在庫の実績データを

集計 し、所管の支店にデータを伝送する機能 を果たす。本社各部の業務は、依然 としてコンピュー

タ室要員による集中処理 であるのに対 し、各支店はオフコンによる分散処理 であり、OA的 試 行 の

任 をになっている。

② システムの特徴

① 分散型の処理であること

本社のコンピュータを中心に、全国の支店、営業所、工場、SSな どの拠点 をオンライン ・ネッ

トワークで結び、データの発生現場である各拠点 ごとにクリーン ・データとして入力 され、それぞ

れの現場で必要な資料 が作成される。

したがって、本社センター ・マシンは各支店分の一括処理的作業がないため、負荷はきわめて少

ない。

② 階層型ネッ トワークであること

工場 ・SSで の出荷情報は一旦所管の支店に集 められ、それか ら本社に統合収集 される階層状の
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伝 送 網 とな って い る(6-3-2図)。

本 社 で デ ー タは 一 元 的 に管 理 され るの で 、 各 支 店 、営 業 所 め フ ァイ ル は本 社 側 で バ ッ クア ップ を

可 能 に して い る。

③ 自動 検 貫 装 置 の配 備

出荷 現 場 で あ る工 場 や 主 なSSに は 自動 検 貫 装 置 が設 置 され 、 トラ ッ クが セ メ ン トを積 み 、 ス ケ

ー ル に 乗 る だ け で積 荷 重 量 が計 量 され 、 自動 的 に ミニ コ ンへ 入 力 され る。 ミニ コ ンは トラ ック ご と

の 出荷 伝票 の作 成 と、 日 々の 出荷 受 払 在 庫 実 績 デ ー タの 集 計 を し、 さ らに それ らを支 店(営 業 所)

へ 伝 送 す る機 能 を もっ(6-3-3図)。

この シ ス テ ム に は 、 トラ ック ・ス ケ ー ル が積 込 口 の 直 下 に あ る直 下 型 と、 積 込 口 と離 れ て い る分

離 型 とが あ り、 さ らに バ ル ブ ・イ ン ター ロ ック積 込 制 御 っ きのA型 と、制 御 な しのB型 の 諸 タ イ プ が

あ る。

6-3-2図
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6-3-3図 自動検真装置機 器構成図
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Cシ ステム導入の効果と今後の課題

(1)導 入効果

本 システム稼動後わずか6ヵ 月の経過であり、評価するには時期尚早ではある。

一般的に強調 され るオンライン分散処理の管理的効果や省力的効果は、同口調で述べられること

が多いので割愛 し、ここでは本 システムの特徴 となっている出荷現場の 「自動検貫 システム」の導

入効果についてのみ述べる。

① 自動検貫側の効果

1.正 味重量計量入力の正確化

2.出 荷積込現場立合の省力化

3.積 込操作手続の簡素化(Aタ イプのみ)

4.ト ラック・ナンバー 別 トークンカー ド受付による誤納防止・、盗難防止および過積規制

② ミニコン側の効果

1.最 終 トラック出荷後20--30分 程度でその日の締切業務 が完了

2.出 荷の報告がユーザー、販売店、支店に正確迅速に行われ、信頼性が向上
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3.運 送業者向け トラック稼動管理資料作成 もサポー トで きる

(2)今 後の課題 と反省

本 システムの完成稼動までには、長い時間と多 くの人々の労力を費やしたが、特に現場のコンピ

ュータ操作教育や稼動後1、2ヵ 月間の トラブル ・バ ックアップには苦労が多かった。

出荷現場には、ハー ド、ソフトの機能にあま り多 くを期待せず、 もっと簡易な操作で対処できるよ

うな端末機を・次期の端末機 として、また陸SSの 新設端末機 として選定 してい きたい。

設置機械 も、同種事業所同一機種にこだわらず、場所の規模に応 じた選択が必要 であろう。

今後追加 されるアウ トプットの要求には、端末側ソフトに負担をかけず、本社ファイルによるRJE

で対処 したい。

導入後・当初予定 していた目標の第1ス テップを終 えたばか りであり、今後は第2ス テップである

本社 ホス ト・マシンを中心にしたシステムとして、最適輸送計画、予算編成モデル ・シミュレーシ

ョン等、企画管理 レベルの業務 を支援す るべ く、物流データベースの構築 も前提 にしつつ、本社各

部への端末分散によるOA推 進 も検討中である。

4千 代 田化工建設㈱の総合 エンジニア リング支援 システ ム

Aシ ステム化の必要性

エンジニアリング企業にとり、経営資源 として人材(人)、 資本(金)、 設備(物)と ともに知識 情

報)が 不可欠であ り、これらをまとめるシステムが優れていることが企業活動上重要である。

このため、 システム化は、技術水準の向上、管理水準の向上、生産性の向上を進 めなが ら競争力

強化に寄与す るものとして開発 ・運用 してゆくことが必要である。

このシステム化 を通 じて、研究開発、設計(エ ンジニア リング)、 プロジェクト管理、調達 ・ロジ

ステック、建設、運転、教育訓練、営業活動などに関す る業務の コンピュータの活用を推進 してい

る。

Bエ ンジニア リングのコンピュータ支援

エンジニアリングにおけるコンピュータの活用の発展は、設計技術の向上、設計品質 の向上の

ために行われている。

設計技術の向上の面か らは、各種技術計算、設計解析 ・設計計算 ・材量集計 ・積算などの機能を

含む総合設計計算 システム、設計業務管理 システム、設計情報管理システムなどの開発が行われて
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きた 。

設 計 品 質 の 向 上 か らは 、各 種 の シ ミュ レー シ ョン ・設 計 解 析 計 算 が 行 わ れ 、 コ ン ピ ュ ー タ に よ る

数 値 実 験 に よ り想 定 で き る種 々 の 条 件 下 で検 討 を加 え る と と もに、 各 方 面 か らの 検 討 結 果 を加 味 し

て設 計 を進 め る こ とが可 能 とな っ た。

一 方 、 コ ン ピ ュー タ ・グ ラ フ ィ ッ クス の技 術 も発 達 し、対 話 型 作 図 シス テ ム(IGS;Interactive

GraphicSystem)、 画 像 ・図 形 出 力 処 理 シス テ ム を活 用 し、 実 務 的 なCADシ ス テ ムの 機 能 と設 計

計 算 、 設 計 図 書 作 成 、 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・デ ー タ ベ ー ス な どの 機 能 を含 め た 、CAE(Computer

AidedEngineering)シ ス テ ム を開 発 す る こ とが 今後 の 目標 で あ る。

(1)エ ン ジ ニ ア リ ン グ用 の グ ラ フ ィ ッ ク ス

プ ラ ン ト設 計 の た め に は、 図形 情 報 を もと に し各 種 設 計 デ ー タを作 り出 す 方 式 と 、各 種 設 計 デ ー

タか ら図 形 を作 り出 す 方 式 が あ り、 これ らを組 み合 わせ た コ ン ピ ュー タ ・グ ラ フ ィ ッ クス の 機 能 を

活 用 し、 設 計 業 務 の 効 率 化 と品質 の 向 上 を はか る よ うに シ ス テ ム化 を 進 め て い る。

前 者 は 、6-4-1図 に示 す よ うに ロ ッキ ー ド社 が 開 発 し、IBM社 の 各 種 ソフ トウ ェ ア と結 合 し

て利 用 で き るCADAMをIGSと して 活 用 し、後 者 は 、IBM3277GASを 活 用 し図 形 処 理 を行 って い る。

CADAMLUP:ロ ッキード社の登録商標

GAS:グ ラフィック ・アタッチメント・サポー ト

これ らの方 式 を6-4-2図 に示 す よ うに結 合 し、 総 合 グ ラ フ ィ ッ ク ス ・シ ス テ ム と して設 計 図

書 に含 ま れ る図 面 、 文 書 の 処 理 シ ス テ ム を支 援 す る シス テ ム を、 順 次 開 発 し活 用 して ゆ く途 上 で あ

る。

現 在 の グ ラ フ ィ ッ クス ・シ ス テ ムの 応 用 は、 次 の設 計 図 面 に関 連 す る もの と して 、 各 種 の 設 計 デ

6-4-1図
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N/C

MACROS
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一 夕処 理 機 能 を組 み込 ん だ エ ン ジ ニ ア の設 計 業 務 の 支 援 シ ス テ ム が使 用 され て い る
。 これ らの シ ス

テ ムの た め6-4-3図 に 示 す ハ ー ドウ ェ ア を利 用 して い る。

(1)CADAM
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6-4-3図 グ ラ フ ィ ック ・シス テ ムの機 器構 成
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POWERWIRINGLAYOUT

UNDERGROUNDCOMPOSITE

ONELINEDIAGRAM

(2)IBM3277GAS(グ ラ フ ィ ッ ク ・シス テ ム ・サ ポー ト)

PROCESSFLOWDIAGRAM

EQUIPMENTSKELETONDWG

FEMPRE/POSTPROCESSOR

(2)総 合 エ ン ジ ニ ア リン グ支 援 シ ス テ ム

総 合 エ ン ジ ニ ア リン グ支 援 シス テ ムに は 、6-4-4図 に 示 す よ うに 、

(1)設 計 支 援 シ ス テ ム

② 設 計 仕 様 管 理 シス テ ム

6-4-4図
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(3)設 計 情 報 管 理 シ ス テ ム

(4)設 計 業 務 管 理 シ ス テ ム

の サ ブ シ ス テ ム に よ り体 系 化 され る。 既 存 の 各 種 設 計 計 算 シ ス テ ム を よ り有 効 に利 用 で き るよ う、

デ ー タ ベ ー ス化 、 オ ン ライ ン化 、 グ ラフ ィ ッ ク処 理 化 して ゆ く過 程 で 、 新 しい設 計 処 理 機 能 を拡 充

して ゆ き、 段 階 的 に総 合 シ ス テ ム と して完 成 して ゆ こ う とす る もの で あ る。

この た め 、コ ン ピ ュー タ・グ ラ フ ィ ック ス、 ワ ー ド ・プ ロセ ッ シ ン グ 、 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・ リ ト

リーバ ル な どの コ ン ヒ。ユ ー タ技 術 を共 通 シス テ ム と して 積 極 的 に活 用 して ゆ く途 上 で あ る 。

この 支 援 シ ス テ ムに お け る コ ン ピ ュー タの 役 割 は、 複 雑 で 高 度 な計 算 か ら、設 計 ・技 術 情 報 の 有

効 利 用 や 設 計 業 務 の生 産 性 の 向 上 を は か る こ とで あ り、 定 め られ た手 順 に よ る設 計 の 処 理 にCAD

を活 用 す る と と もに 、 定 め られ た知 識 を応 用 す る設 計 の シス テ ム を進 め、 エ ン ジ ニ ア が よ り創 造 性

と知 力 を発 揮 で き る よ うにす る こ とに あ る。

C期 待 と 効 果

総 合 エ ン ジ ニ ア リン グ支 援 シス テ ムの 開 発 に着 手 し、 部 分 的 に シス テ ム化 を進 めて い る段 階 で あ

り、 これ か らの コ ン ビ。ユー タ技 術 、 と りわ け エ ン ジ ニ ア リン グ ・デ ー タ ベ ー ス 、 イ ン テ リジ ェ ン ト

機 能 を有 す る エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・ワー クス テ ー シ ョンな どの 点 で 研 究 開 発 す べ き課 題 を か か えな が

ら行 って い る。

この シス テ ム に よ り、設 計 ・技 術 能 力 の 向 上 、設 計 情 報 の 質 の 向 上 、設 計 コス トの低 減 が は か れ

る こ とを 期 待 して い る。 ま た 、 エ ン ジ ニ ア リン グ企 業 に お け るオ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの 核 に

な る もの と して発 展 す る こ と を も期 待 して い る 。

5愛 工電 化㈱ の会話 型 フ.リン ト基板 自動設 計 システ ム

Aは じめ に

当社は、エレクトロニクス社会の中で、発展 しなが ら存続す るためには、次の2つ の課題がある

と思っている。

第一は、ユーザーのニーズを正確に受け止め、品質、納期、価格の上で必要十分な対応をして行

くこと。

第二は、基板回路設計、アー トワーク、基板製造、 さらに将来 マウンティングまでにおいて》常

に新技術を駆使 し、より高密度化、微細化、多層化に対応できる技術を開発蓄積 し、時代の要請に
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応 えて行 くことであると思 う。

近年、IC、LSIの 集積度の飛躍的向上 と印刷回路技術の進歩に伴い、プリント基板に搭載 され る電

子回路は、大規模化、複雑化の傾向を強めている。

そこで上記の2つ の課題 と、この傾向に応 えるために検討 した結果、プリント基板の設計におい

て、信頼性の向上 と設計期間の短縮 が最 も重要なことと認識 し、この実現を図 るためにCADシ ス

テムを導入することとなった。

Bシ ステム

一般に公表 されている数種のシステムを検討 した結果、当社の求めている機能、処理スピー ドを

持 ち、かつ発展性の高い新 しいCADシ ステムの概念 を持つ ものがなかったため、日本電気㈱に開発を

依 頼 し た 。 こ こにNEWCAD-PWBシ ス テ ムが 第 一 段 階 と して で きあ が り、 採 用 す る こ と と し た

(6-5-1図)。

Cハ ー ドウェア構成

(1)ホ ス ト ・コ ン ピュ ー タ

NEC-MS50(主 記 憶2MB)

(2)グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イ

ラ ンダ ム走 査 ・ リフ レ ッ シ ュ型 デ ィス プ レ イ(2台)

僕竺:隠1騰 り
メ モ リー を搭 載 して い るた め 、 図 形 操 作 に必 要 な デ ー タは 、 一 度 コ ン ビ。ユー タ側 か らデ ィス プ レ

6-5-1図 一 新 しいCADシ ス テ ムの 概 念

o。

届
人間の思考

デ ィス プ レイ装置

ガイ ド

指示

/、
判 断

㌧ ノ

指 示

原因 ・結果

表 示

コ ン ピ ュ ー タ

実 行

各種 自動処理

不適配置部品の究明

未結線原因の究明

etc.
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6-5-2図 システ ム構 成 図 カー ドリー ダー

__'[]霧 拓_,

亀懸㌣
↓

1～4層

パ ター ン
シルク実装図

'
'

1層,2層,共

通 ソ ル ダ一 図

穴 あけデ ー タ

外 形 デー タ

イへ転送 しておけば、再表示の際にはデータ転送は不要である。このため、縮小、拡大、移動に

伴 う図形表示 は、迅速に行われる。

(3)デ ィジタイザー(武 藤工業社製)

(4)ペ ン ・プロッター(武 藤工業社製)

(5)フ ォ ト・プロッター(武 藤工業社製)

(6)ド リリング ・マシン(日 立精工社製)

(7)ル ータ ・マシン(庄 田鉄工社製)

Dソ フ トウェアの構 成 と運 用方 法

(1)シ ステムの全体構成

システム全体は、データ管理機能(ラ イブラ リー登録、設計 ファイル作成、出力テープ作成)と

レイアウ ト設計機能(配 置設計、電源設計、配線設計)か ら構成 される。

② ライブラリー登録

設計すべ き種々のプ リン ト基板や実装部品の物理的データを、前 もってライブラ リーに登録して

おく。
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ライブラリーとして、以下の4つ がある。

① 基板 ライブラリー:プ リント基板の物理的共通データを登録

② 部品ライブラリー:実 装部品の物理的共通データを登録

③ 規格 ライブラ リー:ア パチァ ・ラレド径 等のデータを登録

④ 記号図形ライブラリー:シ ルク図、実装図、ソルダ一図等のデータを登録

(3)設 計ファイル作成

設計を行 う論理回路のデータを入力 し、レイアウ ト設計のデータを統一的に管理する設計 ファイ

ルを作成す る。

E部 品 配置 設計

部品配置 は、自動配置、またはグラフィック ・デ ィスプレイを介 して、会話方式で適正な位置 を

追求す る。

CADシ ステムは、仮想の総配線長 を表示する機能をもち、さらに配置不適部品の指摘、その適正

な移動位置 をも明確に示す。デ ィスプレイを介して容易に部品 を適正な位置に移動することができ、

また必要に応 じて部品相互の接続関係(ネ ット)を 、ディスプレイに表示 しなが ら会話処理で、数

次にわたる配置改良を行 う。この特徴によってマニュアル設計では困難な高密度設計が可能 となる。

F電 源設 計

電源線は、信号線と比較 してさま ざまな幅 を持 っており、かつ等電位にすべき電源ピン数はきわ

めて多いため、信号線の配線 と区別する必要がある。

CADシ ステムは、内層電源設計機能 と外層電源設計機能を準備 している。両機能とも、各電圧の

使用され るピンをデ ィスプレイに表示し、会話処理と自動結線処理によって電源設計 を処理する。

G信 号線 配線 設計

部品の配置場所と電源配線が決まった後、信号線を誤 りなく基板上に配線する。CADシ ステム

では、自動配線処理 と会話型配線処理機能を準備 している。

自動配線処理:PATTERNル ータ(1、L、Z－ パターンの単純な配線を行 う)、DFSル ータ(セ

ルマップ上で深 さ優先の探索を行 う)、BFSル ータ(セ ルマップ上で幅優先の探索を行 う。いわ

ゆる迷路法である)。

会話型配線処理:① 未結線原因の表示、② ラフなガイド指示 による結線実行、③ ラフなガイド指

示による配線径路の変更、④既配線の除去、⑤信号線の配線順序の変更、⑥ 配線径路の候補表示、

⑦ 不要 ビアホールの削除等。
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6-5-3図 プ リン ト基板設計概要
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計 す る ことが で き、効 率 よ く運 用す る こ とがで きる
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まず自動配線処理PATTERNル ータ(1一 パターン)を 実行 させ、その結果をデ ィスプレイに表

示 し、会話処理機能 を用いてパターンの修正(理 想的な配線になるよう自動配線の結果に一部修正

を加 える)を 行い、その後L－ パターンの自動配線、そして会話処理一 といったように自動配線

処理 と会話処理を繰 り返 し行 うことによ り、複雑なパターン設計 も短期間で100%結 線することが

で きる。

人手による会話処理での結線に対する電気的チェック、設計 ルール ・チェックも結線時同時に行

うので、後処理が不要 となり、即NCデ ータ出力を行 うことがで きる。

HNCデ ータ作成

今 ま で の 設 計 結 果 か ら、 各 層 の パ タ ー ン ・デ ー タ 、 シル ク実 装 図 デ ー タ、 ソル ダ図 デ ー タ、 穴 あ

け デ ー タ を紙 テ ー プ 出力 す る。

1効 果

このCADシ ステムを使用す ることにより、高密度化、微細化するプリン ト基板設計に十分対処

す る事ができ・また設計期間も従来の3分 の1に 短縮することができた。今後 もCADシ ステムの機

能や使 い勝手を充実 させ、設計期間をより一層短縮 させていきたいと思っている。

6東 芝EMI㈱ 全 国販売 オンライン ・システム

Aは じめに

本 シス テ ム は 、 レ コ ー ド、音 楽 テ ー プ、 ビデ オ テ ー プ の制 作 、 製 造 、 販 売 会 社 で あ る東 芝EM

I株 式 会 社 が 、本 社 ・全 国 の支 店 ・物 流 倉 庫 お よ び工 場 に設 置 した分 散 処 理端 末 機 と、情 報 処 理 サ

ー ビ ス企 業 で あ る ユ ニ バ ー サ ル 電 子 計 算 株 式 会 社 が そ の 計 算 セ ン ター に設 置 す る大 型 コ ン ピ
ュ_

タ ・シ ス テ ム と を特 定 通 信 回 線 で接 続 し、 日々 発 生 す る受 注 ・出 入 庫 ・返 品等 の物 流 デ ー タお よ び

販 売先 か らの 入金 等 の デ ー タの 大 部 分 を リアル タ イ ム に処 理 し、 ま た管 理 資 料 、需 要 予 測 資 料 お よ

び請 求 書 等 の 作 成 は夜 間 に バ ッチ処 理 し、 これ ら資 料 の必 要 な もの は翌 朝 オ ン ライ ンに て 所 要 の と

ころ に 伝 送 され る シ ス テ ム で あ る。

従 来 、 これ らの処 理 はす べ て ユ ニ バ ー サ ル電 子 計 算(株)の コ ン ビ。ユー タ等 に よ って バ ッチ処 理

す な わ ち事 後 処 理 され て い た もの で 、 月 間 の デ ー タ量 は 約100万 件 で あ った 。

こ こ に紹 介 す る オ ン ラ イ ン ・シス テ ム は、 両 社 お よ び 日電 東 芝 情 報 シス テ ム株 式 会 社 の3社 のS
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Eか らな る プ ロジ ェ ク ト ・チ ー ムが 約1年 半 に わ た って 開発 に あ た り、1979年11月 か ら シ ス テ ムの

大 部 分 を稼 動 開 始 し、 翌 年11月 に は売 掛 金 管 理 を含 め全 面稼 動 させ た 。

Bオ ンライン ・システム開発のね らい

低成長経済下における厳しい環境に対処す るための東芝EM,1(株)全 般の合理化施策の一部 と

して、情報処理面については、次の事項を開発のね らいとした。

(1)デ ータ発生か ら情報処理および伝達までの消費時間を大幅に短縮し、得意先サービスの向上 と適

切な判断処理による在庫回転率の向上ならびに機会損失の防止を図る。

② 商品の需要予測精度を向上 し、在庫補充および生産発注の 自動化を進め、品切れの防止 とあわ

せて過剰在庫の発生を防 ぐ。

(3)得 意先の特徴 と傾向を適切に把握す る資料をつ くり、営業努力 と売上 げの増進をマッチさせ る。

(4)販 売管理データと生産管理データの連接を図る。

(5)倉 庫等における現場作業の省力化を図る。

Cシ ステムの概要および特徴

(1)シ ステムの基本構想

上記開発のね らいとともに一般事務処理の改善施策をあわせ検討 し、システムの基本的構想を次

のとお りとした。

① ホス ト・コンピュータ・ACOS700シ ステムと接続で きる端末機 を所要の個所に設置 して特

定通信回線で結 び、全国的なオンライン化を行 う。

② 全国の在庫商品の現状 ・輸送中の状況 ・工場の生産状況および受注推移 ・後 日出荷予約状況ご得

意先情報等のすべてのデータは、ホス ト・コンピュータのデータベースに一元的に管理 し、受注 ・

出荷 ・在庫補充 ・生産等の商品管理および請求 ・入金等の売掛管理ならびに販売管理の総合的処理

を可能 とする。

③ 次にあげる機能 を端末機に分散 して処理 し、 ピーク時(1時 間当 り1万5,000件 の受注)に 対処

す るとともに、回線およびホス ト側に障害発生のあった時 に対処す る。

◎得意先番号、商品番号等のチェックおよび移行品(代替)、 廃盤等の案内

⑤CRT画 面およびプ リンター出力の制御

◎回線およびホス ト側の障害の発生および回復の検知な らびにローカル処理またはオンライン処

理への自動切 り換え

④ 大量の出荷伝票等の出力は端末機側 ラインプリンターによる非同期出力 とし、この間に、格納

エリア大区分 ごとの伝票分割 と同一伝票 内の棚番順ソー ト処理を行 って現場作業の省力化を図る。
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⑤ 得意先か らの注文等の当日修正は伝票差し換え方式 を採用 し、得意先における事務の円滑化を

図 る 。

6-6-1図 オ ンラ イ ン ・シス テ ムの 構成
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(2)オ ン ライ ン ・シ ス テ ム の構 成

上 記 構 想 を実 現 す る オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムの 構 成 は、.6-6-1図 の とお りで あ る。

(3)シ ス テ ムの 基本 構 造

この シ ス テ ムの処 理 機 能 の 分 散 状 況 を 図 で あ らわ す と、6-6-2図 の とお りで あ る。

(4)デ ー タベ ー ス の 概 要

この シ ス テ ム にお い て は 、 商 品 管 理 情 報 お よ び販 売 管理 情 報 な ら び に生 産 発 注 情 報 等 の 関 連 して

い る もの を デ ー タ ベ ー ス 上 で 結 び 、各 種 の 照 会 ・出荷 案 内 等 に対 し、 必 要 な各 種 の 情 報 を提 供 で き

る よ う配 慮 した 。 デ ー タ ベ ー ス は この た め相 当複 雑 な もの とな った が 、 そ の概 要 を示 す と6-6一

6-6-2図 シス テ ムの 基 本構 造
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器TC錫
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3図 の とお りで あ る 。

(5)そ の 他 の 特 徴

① この シ ス テ ムの メ イ ン部 分 は支 店 あ るい1ま受 注 セ ン タ ーに お け る電 話 受 注 の 即 時 処 理 で あ る。

こ の 受 注 処 理 ス ピー ドに は移 行 品 等 の 案 内 、在 庫 照 会 に対 す る応 答 も含 まれ るが 、 シス テ ム設 計 に

お い て最 も意 を注 い だ もの とな って い る。 特 に商 品 番 号 の 入 力 に つ い て 同 一 の番 号 体 系 が 続 く場 合
、

コ ピー機 能 を設 け て変 更 部 分 の み の 入 力 とす る こ とな ど、 入 力 タ ッチ を局 限 した 。

② 受 注 デ ー タ に基 づ く需 要 予 測 を細 密 に 行 い 、生 産 お よ び地 方 物 流 拠 点 に対 す る在 庫 補 充 は 、予 測

結 果 に応 じて 、 自動 ・半 自動 お よ び手 動 の いず れ か の方 法 に分 け て処 理 す る。 な お 、自動 処 理(商 品

点 数 の90%以 上)お よ び 受 注 時 に後 日出 荷 予 約 の な され た 商 品 は 、 出 荷 可 能 な 在 庫 が あ る時 、 夜 の

バ ッチ処 理 で 自動 的 に 伝票 が 作 成 され 、 出 荷 が 指 示 され る。

1.自 動処理では、コンピュータによる予測どおりに指示伝票を発行する。

2.半 自動処理ではコンピュータは予測を出力する。当日中に担当者が検討 し修正入力が可能であり、その結果により指

示伝票を発行する。

3.手 動処理ではコンピュータは予測に必要なデータを出力する。あと担当者が判断 し、指示を入力 したとき処理 される。

③ この システムで重要な役割をもつ各種の管理資料は、ホス ト側において毎夜間に整備 され、翌

朝オンラインにて所要の個所に伝送 される。このほか、端末起動型ではあるが、端末機のマス'ダー・

6-6-3図 デ ー タベ ー スの概 略 図
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ファイルの更新 等 はホス ト・コンピュータ側 で作成 されたものが伝送 されることとしてお り、端

末機運用のための特別な要員を配置する必要性はない。

④ 対象商品は物品税対象であ り、不符合については神経を使 う必要があるが、このシステムでは

棚卸 し処理が簡便化 されている。

Dお わりに

この シ ス テ ムは 、 端 末機 の 能 力 の い か ん に よ って 左 右 され る と こ ろが 多 い もの で あ っ た が 、 シス

テ ム開 発 ス ケ ジ ュー ル と並 行 して 東 京 芝 浦 電 気(株)に お い てDP/6端 末 機 が 開 発 中 とい う状 況 に

お か れ た 。幸 い細 部 の 機 能 追 加 に つ い て は有 利 で あ っ た が 、 詳細 設 計 に着 手 で きる時 点 か らの 開 発

期 間 は 厳 しい もの が あ っ た。

こ の情 況 を打 開 す るた め、DP/6用 プ ログ ラ ム お よ びACOS700シ ス テ ムの デ ー タベ ー ス ・

ア クセ ス 等 につ い て 徹 底 的 な標 準 化 を行 った が 、 こ の苦 労 は その 後 の プ ロ グ ラ ム ・メ ン テ ナ ン ス な

どに有 効 に作 用 して い る 。

この シ ス テ ム は、 業 務 処 理 の 中 央 集 権 を 必 要 とす る場 合 に適 用 可 能 で あ り、 か つ 、 企 業 の全 活動

を一 元 的 に管 理 す る こ と を可 能 とす る もの で あ る と考 え る。 この シ ス テ ム完 成 に 伴 い 、 数 々 の メ リ

ッ トを生 ん で い る が 、 さ ら に周 辺 の シス テ ム との 連 係 に努 力 した い 。

7商 工 組合 中央 金庫 にお け る第2次 総合 オ ンラ イ ン ・シス

テ ム

Aは じめに

1981年1月12日 、商工組合中央金庫の第2次 総合 オンライン ・システムが、約3年 半にわたる建

設を終 えて、移行 を開始 し、8月10日 か ら全面稼動に入 った。

このシステムは第1次 システムの物理的 、機能的限界の改善と、業務処理により蓄積 される情報

の有効活用を目的 とした情報オンライン ・システムの接続、吸収に関す る技術的な施策 を織 り込ん

だ80年 代を展望 した銀行総合オンライン ・システムである。

Bシ ステム開発の背景

商工組合中央金庫の第1次 オンライン ・システムは、1970年 の為替業務 のオンライン化を手始め

として、その後、預金、債券および貸付業務 を追加開発 した ものであった。
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そのため、

① 逐次開発による業務相互間の整合性の不備

② 新規業務の追加に対す る弾力性の欠如

③ 処理能力の限界

④ メンテナンス効率の低下

が目立 ち始め、ますます高度化 し多様化する経営ニーズの実現 と利用範囲の拡大や信頼性 ・効率性

の向上に応 えることが困難になって きた。

また、第1次 システムは省力化の追求 を第一義的な課題 としていたため、電算化によってかえっ

てサービスが低下 したと指摘 を受ける面 もあ り、そうした ものの復元や業務処理で蓄積できる情報

の有効活用等を図るため、 システム的な種々の対応策を準備する必要性か ら、今回の第2次 総合 オ

ンライン ・システムの開発が計画 された。

Cシ ステムの基本思想 と主な実施項 目

前述のような背景から、第2次 総合オンライン ・システムに関する具体的なニーズを検討 した。

以下、 システムの基本思想 とその主な実現施策について概略を述べる。

(1)省 力化 ・合理化の一層の推進

第1次 オンライン ・システムにおいて も相応の合理化効果 をあげたものの、今後 も業務の多様化、

量の増大に対応 していくため、より一層の省力化 ・合理化 を図る必要がある。

① 全科目オンライン化

外為、経費科 目等非オンライン科 目の吸収により、関連本部事務の電算化および営業店経理関係

作業 を省力化す る。

② 予約取引処理

ほとん どの取引について、10目 先までの取引予約を可能(オ ンライン通信時間帯)と する。

③ 打溜 ・一括送信処理

翌 日送信すべ き電文について前日に端末側のデ ィスクに打溜可能(オ ンライン終了後)と する。

④ 科 目間連動処理

最大5種 類の取引までの連動が可能。

⑤ 営業係サポー ト

稟議資料の一部が照会可能。

(2)積 極的 な顧客サービス

第1次 オンライン・システムは、ファイル容量、処理能力等、技術的 ・コス ト的に困難であった

点を改良し、顧客にとって より便利で親 しみやすい ものとす る。
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① 期日案内等の名寄せ ・漢字化 ・直送化

② 最大31日 間の取引経緯の即時照会

③ 最新鋭端末機の採用

印字の高速化、オペ レーションの効率化による客待 ち時間の短縮。

④ 振込案内のテレックス ・サービス

(3)障 害対策の充実

対象業務の拡大や、社会的要請か ら障害対策の充実は必須であるが、故障しないこと、故障 した

場合の障害範囲の極小化、万が一ダウンした場合は早急に回復す ることを念頭においた。

① 機器のバックアップ対策

●センター デュープレックス。

●端末制御装置 ・回線 センターに端末制御装置 を置 き公衆回線によりバックアップ。

② 障害範囲の極小化

特定の口座 ・取引 ・店等 に限定 されるよう、キメ細かに閉塞単位 を設定。またファイル設計上は、

店群単位に物理的にも論理的にも独立するようにした。

③ 障害時回復時間の短縮
■

OSのQSR機 能(QuickSystemRestart)を 用 い 、 回 復 過 程 に お け るIPL時 間 の 短 縮 、 ハ ン

ドリ ング の 減少 等 に よ り早 期 回 復 を実 現 。

④ 故 障 時 事務 処 理 対 策

セ ンタ ー の 回 復 が長 引 い た場 合 、特 定 の 取 引(普 通 預 金 入 出金 ・債 券 売 上 等)に つ い て 端 末 制 御

装 置 で オ ン ラ イ ン処 理 し、 回 復 後 取 引 内容 を セ ンタ ーへ 送 信 す る。

(4)セ ン ター 運 営 の 合 理 化

営 業 店 の 省 力 化 も さ る こ とな が ら、 セ ン タ ー の運 営 につ い て も正 確 で効 率 の よい 運 用 を 指 向 した 。

① セ ン タ ー運 営 の 自動 化

(i)運 用 管 理 シス テ ム採 用 に よ る、 ジ ョブ ・ス ケ ジ ュー リン グの 管 理 、 ジ ョブ起 動 の 自動 化 、

フ ァイ ル 管 理 を指 向 。

(IDMSS(MassStorageSystem)の 採 用 に よ り、 フ ァイ ル ・ハ ン ド リン グ を軽 減 す る。

㈹ 漢 字 プ リン タ ーの 書 式 オ ー バ ー レ イ機 能 の 利 用 と、定 型 用紙 の削 減 に よ る ハ ン ド リン グ を

軽 減 す る。

② バ ッチ運 用 の合 理 化

(i)障 害 対 策 の意 味 も含 め 、 日中 バ ッチ化 とBMP(BatchMessageProcessing)化 を推 進

し、 通 常 日の夜 間 バ ッチ に お け る フ ァイ ル 更 新 を極 力 減 らす 。

(iD店 群 バ ッチ方 式 に よ る大 型 マ シ ン の 効 率 使 用 を 図 る。
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(iii)オ ン ラ イ ン の開 局 時 限 が伸 び た場 合 の影 響 を少 な くす るた め 、店 別 閉 居 を可 能 とす る。
ぐ

③ 還 元 資 料 の 夜 間 伝 送

夜 間 バ ッチ 終 了 後 、特 定 の 資 料 に つ いて 端 末 制 御 装 置 の デ ィス クへ 配 布 し 、翌 朝 営 業 店 で出 力 す

る こ とに よ り、送 達 時 間 の 短 縮 と と もに送 付 作 業 を軽 減 す る。

な お 、 端 末 制 御 装 置 の電 源 は セ ン タ ー側 で コ ン トロ ール す る 。

④ 還 元 資 料 の 店 別 出 力

漢 字 プ リン タ ー の書 式 オ ー バ ー レ イ機 能 と還 元 資 料 ス プ ー リング ・シ ス テ ムに よ り、 還 元 資 料 を

店 ご とに 送 付 書 を付 け て 出 力 す るの で 、送 付 に 当 た って の 仕 分 け作 業 が 軽 減 され る。

(5)タ イ ム リー な情 報 の提 供

還 元 資 料 の早 期 還 元 の た め 、端 末 側 に高 速 プ リン タ ー を設 置 し、夜 間 伝 送 され た 営 業 店 管 理 資 料

を 出 力 す る 。

Dシ ス テ ム の 構 成 概 要

(1)シ ス テ ムの 概 略 構 成 は 、6-7-1図 に示 し て あ る。主 た るハ ー ド構 成 は 次 の とお り。

① 中 央 シス テ ム

(i)ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タM-200H×2セ ッ ト(日 立)

(ii)磁 気 デ ィス ク記 憶 装 置(200MB)(日 立)

●オ ン ラ イ ン、 バ ッチ ・フ ァ イル に使 用

(iii)大 容 量 記 憶 装 置(MSS)(日 立)

●M/Tハ ン ド リン グの 大 幅 な 軽 減

(iv)高 速 漢 字 プ リン タ ー(KPR)(日 立)

●営 業 店 還 元 資 料 ・顧 客 メ ール の漢 字 化

●帳 票 印字 時 間 の 短 縮

② 端 末 シス テ ム

(i)T-580/20銀 行 用 イ ン テ リ ジ ェ ン ト端 末 シ ス テ ム(日 立)

●制 御 装 置T-580/20

●共 用 端 末 業 務 オ ン ラ イ ン取 引

●送 受 信 用 端 末 … …(同 上)

● ラ イ ン フ。リン タ ー一… 一還 元 資 料

●FHDData-File

③ 通 信 回 線

(i)2400bps(特 定 通 信 回 線)
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(ii)1200bps(バ ッ ク ア ッ プ 用 公 衆 通 信 回 線)

(2)主 な ソ フ ト ウ ェ ア

①OS… …VOS3(Virtualst・rageOPeratingSystem3)

② 通 信 管 理 一ー一 営 業 店:VTAM(VirtualTelec。mmunicati・nAccessMethod)、 全 銀:BTAM

(BasicTelecommunicationAccessMethod)

③ デ ー タ 管 理 … …SVSAM(SpecialVirtualSt。rageAccessMeth。d)

④ 銀 行 向 け オ ン ラ イ ン ・サ ポ ー ト ・プ ・ グ ラ ム ・・-TMS-4V(T・ansacti。nManagement

System-4.V)

⑤ 銀 行 用 業 務 フ ァ イ ル 管 理 プ ・ グ ラ ム … …FMB(FileManagerf・rBanks)

⑥ 業 務 付 帯 フ ァ イ ル 管 理 プ ロ グ ラ ム … …AFM(AttachedFileManagementprogram)

⑦ 運 用 管 理 一ー －HOPSS(HitachiOPerati。nSupPortSystem)

⑧ デ ー タ ベ ー ス ー ー－ADM(AdaptableDataManager)

Eお わ り に

今 回 の 開 発 は 全 科 目 同 時 開 発 で あ り、 当 初 か ら大 規 模 な 開 発 が 予 想 さ れ た た め 、 開 発 ・保 守 効 率

を 考 え 、

① 標 準 化 ・文 書 化 の 推 進

② 標 準 パ ッ ケ ー ジ の 適 用

③ 高 級 言 語 の 採 用

④ 構 造 設 計/ス トラ ク チ ャ ー ド ・ コ ー デ ィ ン グ の 採 用

⑤TSSの 採 用 、 テ ス ト治 具 の 開 発

等 を 行 っ た 。

8聖 マ リアンナ医科大学病院の医事総合 システム

A既 要

病院の規模 とコンピュータのハー ド・システムとは大 きな関連があるので、当病院の概要を簡単

に述べる。

当病院は川崎市の北部にあ り、東京都 とは多摩川 を境にして接 している緑の多い住宅地の一角に

建築 された医科大学の付属病院である。
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診 療 科 は第 一 内 科 、第 二 内 科 、 第 三 内科 、神 経 精 神 科 、 小 児 科 、 第 一 外 科 、第 二 外科 、 第 三 外科 、

整 形 外 科 、形 成 外 科 、皮 膚 科 、 泌 尿 器 科 、 産婦 人 科 、 眼 科 、 耳 鼻 咽 喉 科 、 放 射 線 科 、 麻 酔 科 、歯 科

の18科 、許 可 病 床1,208床 で 、 昭 和49年2月 に開 院 した 。

この ほ か に 救 命 救 急 セ ン タ ー お よ び 腎 セ ン タ ー を有 して い る。

外 来 患 者 数 は1日 平 均1,257人(昭 和56年7月 実 績)、 入 院 患 者 数 は1日 平 均738人(同7月 実 績)

で年 々約3%の 増 加 をみ て い る。 ま た 、 外 来 レ セ プ ト件 数 は16,548件 、 入 院 レセ プ ト件 数 は1,390

件 で あ る。

医事 業 務 処 理 の コ ン ピ ュー タ化 は 開 院2年 後 の 昭 和51年2月 に始 ま った 。 当 初 は小 型 コ ン ピ ュ ー

タを使 用 し、 単 一 業 務 の 機 械 化 で あ っ た が 、昭 和53年9月 に 中 型 コ ン ピ ュー タ(B1870、B1955の2

セ ッ ト)に 切 り換 えて 総 合 機 械 化 を 目 ざ した もの で あ る。

次 に その 総 合 機 械 化 シ ス テ ム につ い て述 べ る。

Bコ ンピュータ機器構成

(6-8-1図,6-8-2図)

C総 合機械化システム設計における基本

(1)基 本理念

① 機械化により人員削減をはかるとともに将来の患者増に対処する

② 人手では不可能であった作業を可能にする

③ マネジメン ト情報の クイック・レスポンス化 を実施す る

④ コンピュータ投資は最小にし、最大の効果が出るようにする

⑤ メーカーとの共同開発を推進する

② コンピュータ化目標

① 医事課業務 を可能な限 り電算化する

② 病院増築後の事務処理に対処する

③ 病院 トータル ・システムの基盤を固める

(3)デ ータベース指向

① で きる限 り長期間多種類にわたる大量のデータをバンクす る

② 各データ群間の密接な連結を図る

③ 必要なデータを迅速 に取 り出せ るよ うにする

④ 大量のデータの把握、管理を容易に行えるよ うにする

⑤ システム開発時のファイル設計を容易にし、作業時間の短縮化 をはかる
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(4)マ ス タ ー管 理

患 者 の カ ル テ や デ ー タの 基 本 とな る患 者 マ ス タ ー、 医 療 費 計 算 の 基 礎 と な る点 数 マス タ ー
、薬 品、

等 物 品 の 在 庫 管 理 算 出基 礎 とな る物 品 マス タ ー等 を徹 底 管 理 す ることに よ って,、患 者 サ ー ビス お よ び

6-8-1図 機 器構 成(セ ン ター マ シン)
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システ ムズ

メモ リー
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1600
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524KB



6-8-2図 機 器構 成(端 末機)

BOO
9600

TD830

1200

聖 マ リアンナ医科大学病院の医事総合 システ ム

M

L
10

C

11

(No.1)

新患 フロ ン ト

9600

960012

13

MLC

(No.2)

265

再来 フロ ン ト

外 来会 計
フロ ン ト

病 歴 室

入 退 院 フ ロ ン ト

ベ ッ ド・

コ ン トロ ー ル

入院会計

栄 養 部

救命 セ ンター

、



266第6部 コ ン ピ ュー タ適 用 業 務 の 具 体 例

作業効率の向上、諸経費の節約ができるとともに、正 しいデータが作成 され、正確な経営情報の提供

を行 う。

⑤ 適応業務

① 医事関係業務

② 栄養関係業務

③ 資材関係業務

④ 経理関係業務

⑤ その他

D適 応 業務 の 詳細

ここにおいては医事関係業務の詳細についてのみ述べ る。

(1)外 来業務

① 新患業務

(a)新 患登録業務(b)カ ルテ、会計カード発行業務

(・)診 療券発行業務(d)患 者検索、番号確認業務

(e)保 険変更業務

② 再来業務

(a)再 来受付、カルテ出庫票発行業務(b)保 険証確認業務

(c)予 約票発行業務(d)外 来カルテ管理業務

③ 会計業務

(a)窓 口会計業務(b)保 険請求業務

(2)入 院業務

① フ・ン ト業務

(a)入 院予約業務(b)入 院登録業務

(c)カ ルテ、会計カー ド、診療券発行業務

② ベ ッド・コン トロール業務

(a)ベ ッド・コン トロール業務

③ 会計業務

(a)窓 口会計業務(b)保 険請求業務

(3)救 命センターおよび管理業務

(a)救 命センター業務(b)諸 法業務

(c)諸 統計業務
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E処 理 システムの基本フロー

(6-8-3図,6-8-4図)

6-8-3図 外 来 業務 処 理 システ ム基 本 フロ ー

〔新患 フロ ン ト〕

・新規 登録

・科 の追加

・保 険変更

・IDカ ー ド再 発行

・患 者検索

・患者マスター変更

・氏名,生年月日変更

・科別マスター変更

・会計 カー ド再発行

TCC
診療
M/T

会 計 チ ェ ッ ク

カー ド.

CPU
BATCH

CPU
ONLINE

各種
マ ス ター

デ ー タ

ファ イ ル

・救急 月報

・地区統 計 表

・諸法証 明書用 リス ト

・診療 デ ー タ・モ ニ ター

予約外
カルテ出庫票

会計チェック
カー ド

∫⑦

再診予約票
(負担のある
方)

外来領収書
薬引換券

〔再 来 フロ ン ト〕

・予 約外受 付

・予約 外保 険チ ェ ック

・予約 登録

・f呆険石窪認、

・予約 患者検 索

・診療 キ ャ ンセ ル

・プレカ ルテ情 報登 録

・診療依 頼情 報登録

〔外 来会計 フロ ン ト〕

}

・診 療 デー タ

・予 約登 録(負 担 の あ る方)

・診 療 デー タ ・キ ャ ンセ ル

・点 数 マ ス ター 変更
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6-8-4図 入院業務処理 システム基本 フロー

〔入退 院 フロ ン ト〕

・入 院 予約登録

・入 院 予約変更

・入院 登録

・入院 検索

・入金 ・返金 手続

・入院 請求 額

チ ェ ッ ク
・退 院手続

・病 名登録

・手術 登録

・退 院マ ス ター

検 索

TCC
診療
M/T

保険請求明細

書(レセプト)

入院 カルテ

入院会 計
カー ド

入院通知書

入院診療券

CPU

BATCH

CPU
ON-LINE
(B1870)

各 組
マ ス ター
デー タ
フ ァイ ル

科別入院患
者数日報

予約マスタ
ー登録一覧

表

〔ベ ッ ド・コ ン トロ ー ル〕

・入 院 予 約 管 理

・病 棟 別 管 理

・入 院 決 定 手 続

・退 院 決 定 手 続

・転 科 ・転 棟 ・転 室 手 続

・ベ ッ ド・マ ス ター 管 理

車云不斗・車云室

通 知書

請 求 書

∫ ⑦

・入院 デー タ・モニ ター

・入院 患者 名簿

・旬 次請 求 書

・地 区統 計 表

〔入 院保険請 求〕

・診療 デ ー タINPUT

・DO処 理

・診 療 デー タ変更
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Fマ ス タ ー と デ ー タ ベ ー ス ・ス トラ ク チ ュ ア

(6-8-5図)

Gシ ス テ ム の 特 徴 と 効 果

(1)医 事 業 務 の 総 合 機 械 化 の た め シ ス テ ム が立 体 的 に な って い る 。す な わ ち、 コ ン ピ ュー タの ス ピ

ー ドを生 か して 関 連 す るフ ァイ ルの 追 加 変 更 等 を ワ ン タ ッチ です べ て に行 きわ た るよ うに シ ス テ ム

を組 ん で あ る ・

6-8-5図 氏名 科,日付,NO

マ スター とデータベNONONONO

－ス ・ス トラクチ ュ

ア §
・ξ一
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§自要

保 険 科 。8概 ・一
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(2)オ ー トエ ン ボ ッサ ーに よ る診 療 券 の 自動 発 行 シ ス テ ム は セ ン タ ー マ シ ン と直 接 接 続 して い るた

め 、 小 ス ペ ー ス で 済 み 、 か つ トラ ブル が 少 な い。 ま た 人 員の 削 減 に な って い る 。

(3)外 来 カル テ所 在 管 理 を 行 っ て い るの で、 カ ル テ不 明 の トラ ブ ル が 防止 で きた
。

(4)保 険 証 確 認 シ ス テ ム は 患 者 との トラ ブル もな く レセ プ トの 返 戻 防 止 に 役立 っ た
。

⑤ 患 者 検 索 お よ び予 約 管 理 シス テ ム は 、 患 者 が 診 療 券 を忘 れ た 場 合 で も簡 単 に カル テの 抽 出 が 可

能 な た め 、 患 者 に と って 診 療 が 受 けや す くな って い る。 さ らに外 来 予 約 の 機 械 化 に よ り患 者 が 来 院

しや す くな って い る こ とは サ ー ビス の 向 上 と考 え る。

(6)TBA'-F解 析 に よ る ダ イ レ ク ト入 力 方 式 は オ ペ レー タ ー に とっ て作 業 が しや す い
。

(7)デ ィス プ レ イの ほか に プ リン タ ー端 末 を数 多 く と り入 れ 、手 作 業 に よ る ミス や ロス を防 止 して

い る。 こ れ はOAの 導 入 で あ る。

(8)手 作 業 に よ る保 険 請 求 の場 合 、 職 務 習 熟 に 約3年 を要 す るが 、 オ ペ レー ター の 養 成 に は数 週 間

で よ い 。 した が って 人 員の 配 置 換 えや 補 充 が容 易 で あ る。

(g)機 械 化 に よ り、 手 計 算 の時 に比 べ 収 入 が数 パ ー セ ン ト増 加 した 。 これ は シ ス テ ム が請 求 もれ を

防 止 した もの と考 え る(7劇 の3%の 増 収 は2 ,1・・朋 で 、 ハ ー ド、 ソ フ トの 縫 を超 え る)。

9東 京 大 学 大 型 計 算 機 セ ン タ ーの 疎 結 合 マ ル チ ・フ.ロ セ ッ

サ ー ・シ ス テ ム

Aま す ます巨大化する超大型 コンピュータ

コ ン ヒ。ユ一 夕技 術 の進 歩 に 伴 っ て、 コ ン ピ ュ三 夕 の機 種 は 、下 位 は 超 小 型 の マ イ コ ンへ 、上 位 は

ス ーパ ー ・コ ン ビ。ユー タへ と、・年 々多 様 化 し、 シ ス テ ムの もつ能 力 の 範 囲 も拡 大 しつ つ あ る
。 そ の

中 で 、 汎 用 の超 大 型 向 きの技 術 と して 発 達 して きたの が疎 結 合(loosely-coupled)方 式 で あ る。

これ は 、"主記 憶 装 置 を共 有 し 、 ひ とつ のOS(オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ム)の も とで 動 く密 結合

(tightly-coupled)マ ル チ ・フ。ロセ ッサ ー ・シス テ ム を複 数 台 ゆ るや か に つ な ぎ、 デ ィス ク(フ ァ

イ ル ・シ ス テ ム)や 入 出 力 装 置 や通 信 制 御 プ ロセ ッサ ー を共 用 で き るよ うにす る方 式"と いってよい
。

疎 結 合 方 式 は 超 大 型 シ ス テ ムを 構成 す る の に使 わ れ る が 、 そ の背 景 に は 、 コ ン ピ ュ ー タ の応 用 範

囲 とユ ーザ ー層 が近 年 急 速 に 拡 大 し、 一 方 で分 散 処 理 が進 む中 で、 大 企 業 や 大 学/研 究 所 の 大 型 計

算 セ ン ター で は 、集 中処 理 の 拡 大 へ の要 求 も相 変 わ らず 強 い とい う事 情 が あ る。分 散 処 理 に 比 べ た集

中 処 理 の 利 点 は 、 次 の よ うに整 理 で き よ う。

(1)高 速 な 演 算 能 力 、広 大 な 主 記 憶 お よ び フ ァイ ル を駆 使 して 、 巨大 計 算 が で きる。
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② 大 容 量 デ ィス クを利 用 し て 、多 種 多 様 な デ ー タベ ー ス が 共 用 で き る。

(3)内 容 の整 っ た プ ロ グ ラ ム ・ラ イ ブ ラ リー を含 め て 、多 種 多 様 な ソ フ トウ ェ アが 使 え る。

.(4}電 子 郵便 機 能 や端 末 間 交 信 機 能 を使 っ て 、多数 の ユ ーザ ーの 間 で オ ンライ ン の 交 信 ・連 絡 が で

き る。

B疎 結合 システムの例

疎 結 合 シス テ ムの 代 表 例 と して は 、1981年1月5日 か ら本 格 的 な稼 動 を開 始 した 東京 大 学 大 型 計

算 機 セ ン タ ーのHITACM-200Hシ ス テ ム が あ る。 これ は 、6-9-1図 の よ うな 構成 を もつ 世 界

最 大 級 の シス テ ム で あ り、 その 主 な構 成 要 素 は次 の よ うに な って い る。

フ。ロセ ッサ ーM-200H計8台(2台 ×4系)

内 蔵 型 ア レ イ ・プ ロセ ッサ ー6台

主 記 憶 計64メ ガバ イ ト(16MB×4系)

デ・ス・{3111⊇1::}計 ・6・・一 ・

マ ス ・ス トレー ジ(MSS)50MB×706本 二35ギ ガ バ イ ト

ドラ ム(TSS用)15MB×8=120MB

磁 気 テ ー プ12台

通 信 制 御 プ ロセ ッサ ー8台(う ち3台 は パ ケ ッ ト交 換 ネ ッ トワ ー ク用)

この シ ス テ ムで は 、VOS3と い う汎 用 の 巨大 なOSの も とに 、 疎 結 合 の制 御 が 実 現 され て い る

が 、 そ の 結 果 、 この シ ス テ ムは 次 の よ うな特 徴 を有 す る に至 って い る。

(1)全 体 が 単 一 シス テ ム と して運 用 で き る。 と くに運 転 は 中央 コ ン ソ ー ル か ら一元 的 に で き る。

(2)ユ ーザ ー ・フ ァイル は 全 シス テ ム で共 用 で きる。 あ る系 のTSSで 作 っ た フ ァイ ル を 、別 の系

の バ ッチ で使 う とい っ た こ とが可 能 で あ る。

(4)VTAMを 使 えば 、 通 信 制 御 プ ロ セ ッサ ー の共 用 もで きる 。 つ ま り、 あ る端 末 か ら任 意 の系 が

使 え る よ うに な る。

(5)負 荷 分 散 が で き る。 各 系 の負 荷 が バ ラ ンス よ くな る よ うにす るの は 、 グ ロー バ ル系 の 役 割 で あ

る。 東 大 シス テ ム で は 、 ひ とつ の 系 を、 巨大 計 算 専 用 に割 り当 て て い る
。

(6)各 系 が(ゆ る く結 合 され て い るだ け で)基 本 的 に は 独 立 で あ る た め 、 ひ とつ の系 が ダ ウ ン して も、

それ は切 り離 せ る こ とが 多 く、 シス テ ム全 体 の信 頼 性(可 用 性)が 高 くな る。

(7)拡 張 性 が 高 い。 各 系 中 の フ。ロセ ッサ 一致 は4台 ま で増 や せ 、 そ れ らは8系 ま で疎 結 合 で きるか

ら、 フ。ロセ ッサ 一散 は32台 ま で拡 張 可 能 で あ る。東 大 で は 、 将 来 ス ー パ ー ・コ ン ピ ュ ー タの よ う

な 異 機 種 を現 シ ス テ ムに 追 加 して疎 結 合 す る こ とを計 画 して い る。
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6-9-2図 グ ロ ーバ ル ・プ ロセ ッサー に よ る疎結 合 系 の制 御

ジ ョブの 入 力

LCMPの リモー ト
コ ン ソー ル バ

ッチ

用
ファイル

カタログ

SAFE

ロー カル ・プロセ ッサー

ロー カル プ

ロセ ッサ ー

(最大7台)

CVOS3に おける疎結合 システムの制御

以 上 述 べ た よ うな超 大 型 機 の疎 結 合 は 、 世 界 に も類 が な い わ が 国独 特 の 技 術 に な りつ つ あ る 。

HITACM-200H(VOS3)シ ス テ ムで の こ の方 式 は 、1979年 に北 海 道 大 学 大 型 計 算機 セ ンタ ー 向

け に 、3台 の系 で 実 用 化 さ れ 、 さ らに 多 くの改 良 を経 て 、東大 で4系 で の 疎 結 合 をみ る に至 っ た 。

VOS3で の そ の制 御 方 式 に つ い て、 以 下 に の べ る。

VOS3で は 、 疎 結 合 は 従 来 のOS機 能 との互 換 性 を失 うこ との な い よ うJSS4(J。bSpooling

Subsystem4)を 通 し て 実 現 され て い る。JSS4の も と で は、6-9-2図 に 示 す よ う に 、疎

結 合 シス テ ムの 中 の ひ とつ の 系 に 、 全 体 を 管理 す るた め の グ ロ ーバ ル ・プ ロセ ッサ ー と して の 役 割

を もた せ る。 こ の グ ロー バ ル 系 の 仕 事 は次 の よ うに 多様 で あ る。

(1)バ ッチ ・ジ ョブ(リ モ ー ト ・バ ッチ も含 む)の 入 力 と処 理 結 果 の ス プ ー ルか らの 出 力 。 これ は

東 大 で は セ ル フ ・サ ー ビス の オ ー プ ン ・バ ッチ方 式 で 行 わ れ て い る

(2)TSSジ ョブ の登 録 と起 動

(4)JSS4用 結 合 コ ン ソ ー ル の制 御

(5)他 系(v－ カ ル ・プ ロセ ッサ ー)と の チ ャ ネ ル 間結 合 装 置 に よ る交 信

(6)1個 の セ ン タ ー ・カ タ ロ グに よ る全 ユ ー ザ ー ・フ ァイ ル の共 用制 御

(7)ユ ー ザ ー ご との ジ ョブ のSAFE登 録 簿(ロ ー カル 系 と共 用)に よ る予 算 実 算 管 理

(8)余 裕 が あ れ ば、 バ ッチ ・ジ ョブやTSSジ ョブ の実 行

(9)MSS(マ ス ・ス トレー ジ)の ア ー カ イ ブ機 能 の 管 理
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(10)グ ローバル系が自分自身に障害が発生 したことを検出 したときは、他系のひとつ(あ らかじめ

交代 グローバル系 と指定 しておく)に 、グローバル系 としての機能を引 き渡 し、全系か ら自らを

切 り離す

以上がグローバル系独特の機能であるが、逆に他のローカル系には、ジョブ入出力およびジョブ

実行 スケジュー.リングのプログラムは入れておかな くてすむ。つま り他系のOSは この部分がない

だけ、身軽なOSで すむわけである。

一方、疎結合系 を実現する上で特に努力を要 した点をあげてみると、次のようにな る。

(1)巨 大なセンター ・カタログの管理

② 各系間でのファイルの排他制御

(3)各 系のダウン時の他系への仕事の肩代 り

(4)各 系から出るアカウン ト情報の統合

ここにのべた疎結合方式は、将来さらに巨大なが ら安全なシステムを作る道を開いた もの として
、

高く評価 されてよいであろう。

10東 海 大 学 に お・け る学 園 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム

Aは じめに

学校法人東海大学の教育機関には、3つ の大学(東 海大学、九州東海大学および北海道東海大学)

とその傘下に多数の諸学校(高 等学校、中学校、小学校および幼稚園)が 設置 されている。

ここに紹介する学園コンピュータ ・ネ ットワーク ・システムは研究教育用のシステムで、3っ の

大学(以 下本学)が 対象である。

本学の特徴の1っ に、全学生数(約3万5,000名)の 約70%を 占める理工系学部 と、北は北海道

から南は九州にいたる全国10カ 所に分散するキャンパス群 をあげることができ る。 このような大学

の性格 と現在の社会情勢から、コンピュータ ・システムの整備拡充には特に長期的 な展望と計画に

もとついて積極的 に取 り組んで きた。

現在、第1次 整備計画(昭 和50--55年)を 完了し、第2次 整備計画(昭 和56年 ～)に 着手 したば

かりである。以下、現 システムの概要にっいて紹介す る(第1 、2次 整備計画は6-10-1図 に示

す)。
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Bシ ステムの概要

(1)コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク構 築 の 背 景

前 述 の10ヵ 所 の キ ャ ンパ ス の うち、 メイ ン ・キ ャンパ スで あ る 湘 南 校 舎 に は6学 部(工 、理 、 文 、

政 経 、体 育 お よ び 教 養 学 部)約2万 名 の学 生 が 在 籍 し、 他 の キ ャ ンパ ス は各 々単 一 学 部 で 、700・-

1,500名 の規 模 で あ る 。大 学 は その 規 模(学 部 構 成 や 学 生 数)に よ って 研 究 教 育 の環 境 に質 的 な格

差 が あ って は な らな い こ とは 当然 で あ る。

しか し、残 念 な こ とな が ら、 予算 上 の 制 約 か ら大 型 の 実験 設 備 等 につ い て は校 舎 間 に お け る格 差

が 、 皆 無 で は な く、 そ の代 表 的 な設 備 に 図 書 館 と計 算 セ ン ター が あ る。

この よ うな背 景 か ら、次 の よ うな環 境 を備 え る手 段 と して コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 構 築 に

着 手 した。

① 校 舎 の 規 模 や 学 部構 成 に依存 しな い均 質 な研 究 教 育 の環 境

② コ ンピ ュ ー タ を介 した研 究者 間 の 交流(共 同 研 究)促 進

③ 教 材 の 共 同 開 発 と共 同 利 用

(2)シ ス テ ム の機 能 と構 成 、

この シス テ ム の構 築 に関 す る基 本 方 針 で は 、 次 の4点 を 目標 と した。

① 分 散 処 理 を指 向 した 学 園 全 体 の 総 合 シ ス テ ム とす る

② 各 校 舎 には フ ロ ン ト ・エ ン ド ・プ ロ セ ッサ ー と して 独 自 に バ ッチ処 理 、TSS処 理 が 可 能 な シス

テ ム を設 置 す る

③ 大 型 の 計算 あ るい は 大 型 機 の 能 力 ・機 能 を必 要 とす る ジ ョブ は 、通 信 回 線 を利 用 して転 送 しホ

ス ト ・コ ン ピ ュ ー タで 処 理 を行 う

④ 通 信 回線 は 、 比 較 的 近 距 離 に あ る校 舎 間 で は特 定 回線 と し、遠 隔 地 の校 舎 内1よDDX網(パ ケ ッ

ト)を 利 用 す る

した が っ て 、6-10-1図 で示 した よ うに研 究 教 育 用 の メ イ ン ・コ ンピ ュ ー タ(ホ ス ト)は 国 領

セ ンタ ー に 設置 したUNIVAC1100/80Bシ ス テ ム と、湘 南 校舎 の 同1108シ ス テ ムで あ る(昭 和56年

10月 よ り1108は1100/61に 変更 が 決 定 して い る)。 こ の 両 ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タは 、6-10-2図 で

示 す よ うに特 定 回 線(D-1、9600bps)で 対 等 に接 続 さ れ 、 さ ら に清 水 、伊 勢 原 校 舎 にはV77-

600、OUK9200、Data100お よ びUTS400等 のFEPと 端 末 が 接 続 さ れ て い る。

この シス テ ム の 特 徴 は 、6-10-3図 で示 す よ うに 、

①NAP-1に よ る両 ホ ス ト間 の ジ ョブ転 送 、 フ ァ イ ル転 送 機 能

②NAP-77に よ る デマ ン ド ・パ ス ・ス 」レー 機 能(マ ル チ ・ホ ス ト ・ア クセ ス機 能)

で あ る。 こ れ らの 機 能 に よ っ て 、 利 用 者 は ホ ス トIDの 指 定 の み で 任 意 の ホ ス トに ジ ョブ を転 送 した
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一10-3図 処 理 形 態 図
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り、 あ る い は各 研 究 室 に設 置 した デ マ ン ド端 末 を 自 由 に接 続 す る こ と がで き る。

他 校 舎(旭 川 、札 幌 、 福 岡 、熊 本)に 設 置 さ れて い る大 型 ミニ コ ンNEC-MS/50シ ス テ ム は 、

校 舎 の規 模 や 性 格 に よ って 多少 構 成 が 異 な って い る けれ ど も、 基 本 的 に は ほ ぼ 同 様 の シス テ ムで 、

ロ ー カ ル ・バ ッチ 用 の 周 辺 装 置(磁 気 デ ィス ク、 フ ロ ッ ピー ・デ ィス ク、 カー ドリー ダー お よ び ラ

イ ンプ リ ン タ ー装 置)と6--12台 のTSS端 末 装 置 で 構 成 さ れ て お り、第2次 整 備 計 画 で 予 定 して

い るDDX網 に よ るi接続 時 には フ ロ ン ト ・エ ン ド ・プ ロ セ ッサ ー と して の 機 能(TIP/REP;Ter・

minalInterfaceprocessor、RemotoJobEntoryProcessor)を 備 え て い る。

C利 用状況

シ ス テ ム の55年 度 利 用 実 績 を 、稼 動統 計 に よ って 、6-10-4図 ～6-10-7図 と6-10-1表

で 示 す 。

大 学 に お け る コ ン ピ ュー タの 利用 に は い くつ か の 特徴 が あ る。 そ の1つ は6-10-6図 、6-10

-7図 に 見 ら れ る季 節 変 動 で
、 教 育 実 習 の 課 題 提 出 の た め の 利 用 が急 増 す る前 後 期 の 各 学 期 末 に ジ
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ヨブ数 の ピー ク と して 現 れ る。 コ ン ピ ュー タの 負荷 で の 変 動 は 、 卒 業 研 究 の 提 出 期 限 と学 会 発 表

の た めの 研 究 利 用 に よ っ て秋 か ら年 度 末 に か け て急 増 す る。

統 計 表 に現 れて い な い も う1つ の特 徴 は 、 ジ ョブ の ほ とん ど が デバ ッ グ ・ジ ョブ で 、 正 しい結 果

6-10-4図 利用区分別登録者数(8,162人)6-10-5図 利用 区分別CPU時 間使用状況(1,195時 間)

大学院研究121教 科外教育25
ライブラリー開発106

教育情報処理53講 習会21
学術研究312そ の他112教 育情報処理10

教科外教育 その他224 学術研究263

711

教育実習3045

卒業研究877
教育実習66

ライブ ラリー開発 卒業研究256

152

講習会2825

大学院研究182
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6-10-6図
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6-10-1表

学 部 別利 用 状況

項目

学科名
ジ ョブ数 ランク CPU時 間 ラ ンク SUP時 間 ランク

通 信 工 学 科 19,562 1 71'1'1" 4 185。29'21" 2

海 洋 工 学 科 18,207 2 48。39'14" 9 153。13'5" 4

情報数理学科 14,791 3 25051'3" 13 119。10'34" 6

電 気 工 学 科 14,062 4 62。52'43" 6 124053'51" 5

物 理 学 科 13,807 5 125。23'49" 1 222。39'30" 1

経,営 工 学 科 11,282 6 43。8'51" 10 104。14'50" 9

原子力工学科 10,853 7 106。26/23" 2 175。48〃22" 3

光 学 工 学 科 9,801 8 64。39〃57" 5 112◎52〃28" 7

航空宇宙学科 9,190 9, 19。3'12" 18 48040'54" 15

動力機械工学科 8,186 10 60。0/24" 7 88。8'32" 12

(プ ログラムが完成)が 出た時点で利用が終 了することと、使用する言語の90%がFORTRANに

偏重 していることである。

D今 後の課題

最近は異常と思われる"OA"ブ ームである。大学におけるOA(LAを 含む)に は次 の諸機能 が

要求される。

①学務事務の処理(学 生、成績の管理およびCM1)

② 研究費、図書および備品等の管理(研 究室 を単位とした)

③ 文献 ・学術情報の検索

④ 論文作成用文書作成(英 文、日本語)

⑤計算(図 形処理を含む)

⑥ 実験機器の制御(LA)等 々

これらの諸機能が必要に応 じて取捨選択で きることが理想である。そのためには、コンピュータ・

システムの階層化(マ イクロー ミニーマキシ)が 不可欠となる。

理想的なシステムを構築するためには、通信回線の利用に伴 う法的な制約(特 定回線 とDDX網 の

接続や交換機のi接続等)と 異機種間でのOS(JCLや コマンドの違い)の 相違による問題点等、解

決 されねばならない多 くの課題が存在 している。
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11日 本 観 光 サ ー ビス㈱ のJTC会 員管 理 シス テ ム

A会 社概要

創 業

資 本 金

事業内容

昭 和50年5月

1億5,600万 円

レ ジ ャー お よ び健 康 ・教 育 事 業 開発 、 企 画 、 同建 設 事 業 、 同施 設 運 営 、 レ ジ ャ ー会

員権 販 売 業 ほ か

昭和50年10月 、 余 暇 需 要 の 増 大 、 福 祉 社 会 へ の 移 行 とい う大衆 ニ ー ズ に 応 え るべ く、豊 か な 人 生 、

真 の 生 きが い とい っ た人 間 生 活 の 質 的 向上 を願 う親 睦 団 体 と して 、会 員制 レ ジ ャー ク ラ ブ 「ジ ャパ

ン ・ トー タル ・ク ラ ブ」(JTC)を 設 立 。

現 在 の 余 暇 事 業 は 、 す で に保 養 や ス ポ ー ツの 場 を提 供 す る だ け で は そ の 役 割 を果 た し え な い と考

え、JTCで は教 育 ・健 康 ・コ ミュニ テ ィ とい う トー タ ラ イ ズ され た 社 会 福 祉 とい う視 点 か ら積 極

的 に余 暇 を と ら え、 その 具 現 化 を 目指 して い る。

「心 とか らだ の 健 康 」、 「創 造 的 能 力 の養 成 」、 「良 き友 を得 る」 の 三 大 テ ー マ で 開 発 され た す べ て

の プ ロ グ ラ ム を会 員 に提 供 し、 他 の 会 員制 事 業 の 追 従 を許 さな いJTCジ ュニ ア団 、DIY文 化 活

動 、 経 営 セ ミナ ーの 開催 をは じめ 、各 種 ス ポ ー ツ ・イ ベ ン トを実 施 して い る。 さ らに 、事 業 の 中枢

と な る施 設 事 業 は、 山 中 湖 、 稲 取 、榛 名高 原 、 芦 ノ湖 、 日光 な ど、 関東 一 円 の 景 勝 の 地 に リゾ ー ト

ホ テ ル を経 営 す る と と もに、 国 内外 の超 一 流 ホ テ ル や 健 康 ク リニ ッ ク との 業 務 提 携 が確 立 され 、会

員制 総 合 レ ジ ャー ・ク ラ ブの 雄 と して 成 長 躍 進 を続 け て い る。

BEDP化 の経緯

当 社 にお け る事 務 処 理 のEDP化 は 、将 来 の レ ジ ャー ラ イ フ ・ トー タル ・シス テ ム を志 向 す る な

か 、 会 員サ ー ビ スの 向上 を 目的 と して 昭和54年10月 よ り本 格 的 な導 入 検 討 を開 始 し、翌 昭和55年7

月 にMELCOM80モ デ ル38日 本 語 を導 入 した。 そ して 当 社 メ イ ン ・シ ス テ ム で あ る会 員 管 理 シ ス

テ ムを 同 年11月 に ス タ ー トさせ た 。 そ の 後 、 事 業 発 展 に伴 う業 務 量 の 増 大 、 適 用 業 務 の 拡 大 に応 え

るべ く、本 年5月 メ モ リー増 設 の た め同 機 モ デ ル48日 本 語 に 切 り換 え、 今 日 に至 って い る。

Cシ ステム概要

どのようなシステムで もその設計に当たって最 も留意するのは入力方法と出力帳票 であろ う。当

社においては、この2点 の うち入力 に最 も力点を置 き、出力帳票は、指定用紙などへの出力 は別 と
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6-11-1図

会 員管 理 シ ステ ム概

要

予 約 予 約 管 理

シ ス テ ム

『

一 施設利別 犬川

(・W・) ヰ ・べ・・参・・状況1

会 員
ヨ ぱ 会酬 司

ヨ 絵 具情報ll
(・W・)

契 約

○
多面索引
KEY-
FILE

)

会 員 管 理

シ ス テ ム

一セ 験 員欄nl

1契 約 情 報Il

(・W・)

財 務

寸 契 約情 馴1

■ 入 金 情 報1

寸 法人会員情司

(・W・) 年会費管理

シ ス テ ム

一
寸 登銅 座情司

ヨ 年会鮪 司

して 、基 本 的 に は正 規 の 帳票 と して 取 り扱 うよ うな帳 票 は 一 切 出 力 しな い とい うペ ー パ ー レス を 目

指 した 。

そ の た め 日本 語 ワ ー ク ・ス テ ー「シ ョンに よ る対 話 形 式 の画 面 設 計 と し、 入 力 表 示 レ イ ア ウ トは 、

デ ー タ入 力 と と もに即 台 帳 を兼 ね そ な え、 入 力 後 の確 認 を即 時 に で きる よ うにな って い る。

これ らの適 用 業 務 を 、契 約 、 予 約 、会 員 、 財 務 、 人 事 、経 営 の 各管 理 シス テ ム に大 別 し
、 お の お

の の シ ス テ ム化 が 図 られ て い る。 同時 に各 業 務 単 位 で分 散 入 力 され た デ ー タは リア ル タ イ ム処 理 さ

れ 、 どの セ ク シ ョンか らで も即 時 に問 い合 わ せ で きる よ うに 、 各 シ ス テ ム を ひ とっ の 問 い合 わ せ 用

多fiipt引KEY-FILEで 結 び 、統 合 され た複 合 情 報 が 索 引 で きる よ うに な って い る。

D会 員管理 システムにおける対話形式データ ・エン トリー

デ ー タ ・エ ン トリ ーで 最 も こわ い の が 、 入 力 原 票 へ の 誤 記 入 と、 入 力 の 際 の 誤 入 力 で あ ろ う
。 こ

の2っ を解 決 しな い 限 り、 どん な良 い シス テ ム も生 か され な い の は 当 然 で あ る。 そ の た め 当 社 に お
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いては、対話形式の入力方法をすべてのデータ ・エンドリーに用いた。

さらに各種チェック機能 も、日本語 ワーク ・ステーションの入力時に各マスターとチ ェックで き

る範囲のものはすべて行 っているので、誤入力は最小限にくい止める事に成功 した。

対話形式の長所は、契約書 ・入会申込書 ・各種変更届などの原紙自体を原票 として使 えるので、

入力原票への再記入は必要 とせず、従来の社内伝票 をそのまま活用で き、新たな作業や経費をまっ

たく必要としない点であろう。さらに現情報 を確認 しながらの入力処理であるため、従来の台帳へ

6-11-2図

シス テ ム構 成図

高速 日本 語
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高速 日本 語
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(3台)

シ リ ア ル ・

プ リ ン ター

(1台)

ディスク デ ィスク

300MB300MB

カ ー トリ ッ ジ ・

デ ィ ス ク

固 定 デ ィ ス ク
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の転 記 手 作 業 と同 じ タ イ ミン グ で処 理 で きる。 今 ま で各 セ ク シ ョン単位 で 保 管 し て い た台 帳 類 は
、

自然 と廃 止 され て し ま い 、 ペ ー パ ー レ スの 第 一 歩 が こ 乙に あ る よ うな気 が す る。

E会 員管理 システムにおける出力帳票

コ ン ピ ュ ー タ導 入 以 来 、 毎 月 出 力 され る各 種 台帳 の メ ン テ ナ ンス や チ
ェ ッ ク用 の見 に くい リス ト

が 洪 水 の よ う に出 て く る、 とい う話 は よ く聞 く事 で あ る。 当 社 に お い て は 、 前 述 した よ うに 、 対 話

形 式 の 長 所 を フル に生 か し、 社 内伝 票 を入 力 原 票 と して使 用 で きる と同時 に 、 出 力 帳票 を も最 小 限

に お さ え る事 が で き た 。

日本 語 ワ ー ク ・ス テ ー シ ョンへ の 表 示 が 、即 台 帳 レ イ ア ウ トと して の 機 能 を そ な えて い る た め
、

台 帳 と して の 出 力 帳 票 や 各 種 チ ェ ック リス トの 出力 は 必 要 と しな い 。

ま た、 ワー ク ・ス テ ー シ ョン上 に表 示 され た情 報 は 、 必 要 に応 じて 同一 イ メ ー ジで 日本語 シ リア

ル ・プ リ ン タ ーか らモ ニ タ ー ・ リス トと して 出 力 で き るの で 、 表 示 情 報 を メ モす る必 要 もな い 。 こ

の よ うな わ け で 、 当 社 で の 出 力 帳 票 は 、 指 定 用 紙 へ の 出力 と各 種 集 計 資料 、 ヒ。ック ア ップ資 料 な ど

に 限 られ て い る。

F多 面索引とオーバー レイ方式

当社 の 情 報 はす べ て 会 員 情 報 で あ る とい って も過 言 で は な い 。そ の た め 、そ の情 報 量 は 膨 大 で あ る 。

当然14イ ン チの ワー ク ・ス テ ー シ ョン の画 面 に は 、1回 の デ ィス プ レ イで は表 示 で きな い 。 その た

め、1人 の 会 員 デ ー タ を複 数 の 画 面 に分 け て表 示 して い る。 そ こで プ ログ ラ ム も複 数 本 に な る わ け

で あ るが 、 これ らを オ ーバ ー レイ に よ り一 本 化 し、 各 フ ァン ク シ ョ ン ・キ ーで 順 次 索 引 で き るよ う

設 計 され て い る。 そ こで1回 の キ ー入 力 に よ り膨 大 な 会 員 情 報 は す べ て 問 い合 わせ る事 が可 能 で あ

る 。

また 、1回 の キ ー入 力 で も、業 務 に よ って 主 た る索 引 キ ー は異 な る。 そ こで 索 引 キ ー を複 数 に 設

定 した 多面 索 引KEY-FILEが 必 要 とな っ た の で あ る。そ の 結 果 、会 員情 報 の ダ ブ リや欠 落 が 、

入 力 時 点 で 防止 され て い る と同 時 に 、 キ ー その もの の ダ ブ リは完 全 に 防 が れ て い る 。

G多 面 索 引KEY-FILEと プ ロテ ク ト機 能

各 セ ク シ ョンで 多 岐 に わ た る デ ー タ を入 力 す る た め 、前 述 した 多 面 索 引KEY-F'ILEで フ。ロテ

ク ト機 能 を もた せ て あ る。

同一 会 員 に対 して2つ 以 上 の ワー ク ・ス テ ー シ ョンか ら呼 び 出 し をか け る と、 一方 が 入 力 処 理 を

終 了す る ま で は 、他 方 で は 会 員情 報 が表 示 され な い よ うに な って い る。

これ は 、 ダ ブ ル入 力 や 他 セ ク シ ョ ンで の入 力 デ ー タ を保 護 す るた め で あ る と同時 に 、入 力 され た
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最新情報を活用 させ るためであ り、情報索引のタイム ・ラグは完全に防がれている。

H同 姓 同名会 員 への対 応

会員数か らいって同姓同名はかな りの数にのぼっている。そのため1回 の索引では該当データを

呼び出せない。そこでファンクション ・キーのひとつを用いて、順次、同姓同名会員を索引で きる

ように設計 されている。

また、データその ものがすべて漢字であるため、「カタカナ ・データ」とは違い、表示情報を見 る

事によ り判断で きる。読んで判断する時代か ら見て判断す る時代に移行 されつつあるように思われ

る。

1可 変 項 目 へ の 対 応

どの よ うな シ ス テ ムで も、 一 番 苦 労 す る の は 可変 項 目 の取 り扱 い 方 で あ る と思 う。 当社 に お いて

も可 変 項 目 、可 変 数 値 は か な りの 数 に の ぼ って い る 。変 更 が あ る た び に プ ロ グ ラ ム修 正 を して い た

の で は シ ス テ ムそ の もの が不 安 定 に な ら ざ る を得 な い 。 そ こで各 シス テ ム単 位 で可 変 項 目 を洗 い 出

し、 そ の す べ て を メ イ ン ・フ ァイ ル の 第 一 レ コー ドに登 録 した 。会 員管 理 シ ス テ ムに お い て は 、 第

一 レ コ ー ドか ら第 三 レ コ ー ドま で が 可 変 項 目 と可 変 数 値 に よ って 成 り立 って い る。 こ れ らを 日本 語

ワ ー ク ・ス テ ー シ ョ ンに表 示 させ る事 に よ り、 追 加 ・変 更 は容 易 に で き、 プ ロ グ ラ ムの変 更 を最 小

限 に お さ え る事 が で きた 。

J評 価 と 今 後 の 展 開

この よ うに、 現 在 で は ア ウ トプ 。 トの 主 流 とな っ た デ ・ス プ レ イ と・ 灘 情 報 とい う・ 単}げ ・

ジ タル 処 理 の枠 を越 えた新 しい コ ン ピ ュー タ ・テ ク ノ ロ ジ ー と を、 最 も効 果 的 に駆 使 す る事 に よ り

完 成 され た シ ス テ ムで あ る と思 って い る。

さ らに 、 これ らの シ ス テ ムの 展 開 と して は 、 各 施 設 と本 社 に お け る オ ン ラ イ ン ・シス テ ムの 検 討

を 開始 して い る。 ま た 、潜 在 顧 客 の 情 報 を包 含 した 、 余 暇 ・レジ ャー に関 す る総 合 情 報 シ ス テ ムに

強 化 す る事 に よ り、 よ り充 実 した会 員サ ー ビス の 向 上 を図 り、 レ ジ ャー産 業 の動 向 に イ ンパ ク トを

与 えて い きた い。
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12工 業技術院の研 究情報処理 システム

Aシ ステムの目的

高度な研究 ・教育の充実および首都圏の均衡 ある発展 を図るため10年 以上の歳月を費やして茨城

県南部に筑波研究学園都市の建設が進められたが、通産省工業技術院では、同院傘下の試験研究機

関の筑波移転 を契機に、同院筑波研究センター(計量研究所、機械技術研究所、化学技術研究所、微

生物工業技術研究所、繊維高分子材料研究所、地質調査所、電子技術総合研究所、製品科学研究所

および公害資源研究所の9試 験研究機関と筑波管理事務所 とで構成)に おける情報処理サービスを

統合 し、研究活 動 お よびその支援業務の高度化、効率化 を目的 とした 「研究情報管理 システム」

(RIPS:ResearchInformationProcessingSystem)を 開発 ・導入 した。

これ ら9試 験研究機関は、筑波移転前にはいずれ も東京都またはその周辺に所在 し
、それぞれの

機関が個別にコンピュータを所有 して研究活動等に利用 してきた。二1二業技術院筑波研究センターに設

置 された情報処理サー ビスの共同利用施設RIPSは 、2階 建ての専用建物 「情報計算センター」と試

験研究機関等 との間にネットワークを張 りめ ぐらし、オンライン ・サービスを行 うものである
。R

IPSは コンピュータにより研究活動等の高度化、効率化を図るもので、行政部門における行政情報

システム(AIS)、 また民間部門における経営情報 システム(MIS)に 相当す る
。 これにより工業技

術院傘下の研究者が先端的な情報やノウハウを相互利用 した り、膨大かつ複雑な科学技術計算を遅

滞な く行え、 さらには広 く次のような行政的意義を も見出すことができよう。

●創造的R&D活 動の飛躍的展開

●研究者間の相互交流の活発化

●先端技術分野等 における共同研究気運の醸成

●研究活動基盤の拡充強化

Bシ ステムの特徴と構成

RIPSの 中 核 とな る セ ン タ ー ・コ ン ピ ュ ー タ と してFACOMM-200を 選 定 し
、81年1月 よ りサ

ービスを齢 した調 辺端末難 やソフ トウ
・ア棚 次完備 させ・現在、ほぼ・・レ醐 に入 ・てい

る。

導 入 に 際 して は、 工 業 技 術 院 筑 波研 究 セ ン タ ーで 予 想 され る コ ン ピ ュ ー タの 利 用 形 態 、 コ ン ピ ュ

ー タ とネ ッ トワ ー クに係 わ る最 新 技 術 等 を考 慮 し
、 次 の特 徴 を持 た せ る こ と と した 。

(1)試 験 研 究 機 関 の 利 用 者 は 、高 度 か つ 多 様 な 各 種 サ ー ビス(バ ッチ処 理 、TSS処 理 、情 報 検 索 、
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ドキ ュメ ン ト作 成 等)を 利 用 す る こ とが で き る。

②24時 間 運 転 を 目標 に 、 可 能 な 限 り省 力 化 、 自動 化 され た運 用 形 態(集 中 監 視 機 能 の 採 用 、 セ ン

ター環 境 の 自動 管 理 化 、プ ロ グ ラ ム学 習 の 支 援 機 能 強 化等)を 実 現 す る。

(3)光 フ ァイ バ ー に よ る高 速 デ ー タ ・ハ イ ウ ェ イ を採 用 し、試 験 研 究 機 関 等 に 設 置 す る リモ ー ト ・

ス テ ー シ ョ ン と結 合 し た総 合 情 報 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム を形 成 す る。

(4)将 来 は衛 星 通 信 の 利 用 、 レ ーザ ーに よ る複 合情 報 の伝 送 、 外 部 ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム との 結

合 等 を図 る こ とに よ り、広 範 な ネ ッ トワー ク化 を 目指 す 。

RIPSは 、 情 報 計 算 セ ン タ ーに 置 か れ るセ ン タ ー ・シ ス テ ム 、試 験 研 究 機 関 等 に設 置 され る リモ

ー ト ・ステ ー シ ョン、お よびそれ らを結 ぶ ネ ッ トワ ー ク と で構 成 され る 。次 に それ らの概 要 を示 す

(6-12-1図 参 照)

(1)セ ン ター ・シ ス テ ム

ゼ ン ター ・シ ス テ ムは 、 高 性 能 か つ大 容 量 の 超 大 型 コ ン ピ ュー タ、FACOMM-200で あ り、情

報 計 算 セ ン タ ー 内 で稼 働 して い る(処 理 速 度11.8MIPS、 主 記 憶 容 量16MB、 バ ッ フ ァ ・ス トレ ー ジ

64KB、 ユ ーザ ー用 磁 気 デ ィス ク容 量4.2GB)。 これ は 基 本 的 な コ ン ピ ュー タ ・ユ ーテ ィ リテ ィお よ

び各 種 の 研 究 情 報 シ ス テ ム を提 供 す る もの で 、高 信 頼 化 され た ハ ー ドウ ェ ア と ソ フ トウ ェア を基 礎

に して 自動 運 転 を行 い 、 予 約 管 理 シ ス テ ム や 自動 電 源 切 断 シ ステ ム と一 体 とな って シ ス テ ム運 用 の

簡 素 化 、 省 力 化 が な され て い る。

さ らに、 情 報 計 算 セ ン タ ー に置 か れ る共 同利 用 シ ス テ ム と して 、RIPSを 本 格 的 に利 用 す るた め

の 高 性 能 周 辺 端 末 装 置 を用 意 し、 次 の6つ の サ ブ ・ス テ ー シ ョン に分 けて サ ー ビス を行 っ て い る。

① バ ッチ ・ス テ ー シ 。 ン

②TSSス テ ー シ 。ン

③ ドキ ュ メ ン ト ・ス テ ー シ ョン

④ 図形 ス テ ー シ 。ン

⑤ 画 像 ス テ ー シ 。ン

⑥ デ ザ イ ン ・ス テ ー シ 。ン

(2)リ モ ー ト ・ス テ ー シ ョ ン

リモ ー ト ・ス テ ー シ ョン は、9試 験研 究 機 関 と筑 波 管 理 事 務 所 に 置 かれ 、 そ れ ぞ れ の 機 関 の利 用

形 態 に応 じた構 成 とな って い る。利 用 者 は 、 リモ ー ト ・ス テ ー シ ョン の周 辺端 末 装置 等 を通 じて 、

居 な が らに してRIPSの 提 供 す る各 種 サ ー ビス を 利 用 す る こ とが で き る。利 用 形 態 は 次 に示 す とお

り。

① オ ー プ ン ・バ ッチ ・ス テ ー シ 。ン

周 辺 端 末 装 置(ラ イ ンプ リン タ ー 、 カ ー ド リー ダ ー等)か ら構 成 され 、 バ ッチ処 理 サ ー ビス を受
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け る こ とが で きる。

② イ ンテ リジ ェ ン ト ・ター ミナ ル ・シ ス テ ム

主 と して ミニ コ ン を中心 に 構 成 され 、 バ ッチ処 理 サ ー ビス を利 用 す る と同 時 に タ ー ミナ ル 自身 で

も情 報 処 理 サ ー ビス を行 う。

③ 端 末 機

タ イ プ ラ イ ター 、 キ ャラ ク ター ・デ ィス プ レ イ、 グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イ等 の多 様 な 端 末 機

で構 成 され 、TSS処 理 サ ー ビス を行 う。

④ 実 験 用 ミご コ ン

主 と して ミニ コ ンで構 成 され 、 実 験 リアル タ イ ム処 理 サ ー ビ ス を受 け る こ とが で きる。

(3)ネ ッ トワ ー ク

RIPSで は、 セ ン ター ・システ ム と リモ ー ト ・ス テ ー シ ョ ン と を接 続 す るた め 、全 長 約360kmの 光

フ ァイ バ ー を用 い た ネ ッ トワー クを導 入 して い る。 光 フ ァイバ ー ・ネ ッ トワ ー クは無 誘 導 性 ・ 広 帯

域 性 等 の特 徴 を有 し、 画 像 伝 送 等 多 様 な 情 報 処 理 サ ー ビス を可 能 と して い る(6-12-1表 参 照)。

ネ ッ トワ ー クは 、RIPSの 利 用 形 態 に 応 じて 、専 用 ネ ッ トワ ー ク、 共 用 ネ ッ トワー ク、 お よ び ビデ

オ ・ネ ッ トワー クの3種 類 を用 意 して い る。

① 専 用 ネ ッ トワ ー ク

セ ン ター ・シス テ ム とそ れ ぞれ の リモ ー ト・ス テ ー シ ョ ン との 間 を直 接 に接 続 す る ス タ ー状 の ネ ッ

トワ ー ク で 、12Mbpsの 高 速 デ ー タ転 送 を可 能 と し、4kmの 遠 隔 地 か ら無 中継 で利 用 す る こ とが で き

6-12-1表 光 フ ァイバ ー ・ネ ッ トワ ー クの 概 要

項 目 GradedIndexFiber StepIndexFiber

光

フ コ ア 直 径 50μmφ 85μmφ

ア ク ラ ッ ド 直 径 125μmφ 125μmφ

イ

バ
伝 送 損 失 3dB/km 6dB/km

1 伝 送 帯 域 200MHz・km 20MHz・ ㎞

全 長 280km 80km

ネ ッ トワー クの種 類 発光素子 受光素子 伝 送 速 度 光 フ ァイバ ーの 種類

発
光 専 用 ネ ッ トワ ー ク LED APD 33.3Mbit/sec GradedIndex

● (0.85μm)

受 共 用 ネ ッ トワ ー ク 同 上 同 上 16.9Mbit/sec GradedIndex

光

素
子

(ル ー プ)

共 用 ネ ッ トワ ー ク

(SN-TN)

同 上 PIN-PD 768Kbit/sec
GradedIndex/

StepIndex

ビデ オ ・ネ ッ トワ ー ク 同 上 APD 6MHz GradedIndex
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る。

② 共 用 ネ ッ トワー ク

セ ンタ ー ・システ ム とすべ ての リモ ー ト ・ス テ ー シ ョ ン と を ル ー プ状 に接 続 す る もの で
、 標 準9600

bps、 最 大48Kbpsの 伝 送 が可 能 で あ り、試 験 研 究機 関 等 に置 か れ て い る約300台 の周 辺 端 末 装 置 が・

同 時 に利 用 で き る。

③ ビデ オ ・ネ ッ トワ ー ク

専 用 ネ ッ トワー ク と同 様 の ス タ ー状 の ネ ッ トワー クで あ り、 画 像 情 報 の伝 送 を専 用 に行 う。

C情 報処理サービスの概要

RIPSが 行 うサ ー ビス は 、 イ ノ ベ ー シ ョン ・バ ン ク、 リサ ー チ ・オ ー トメ ー シ ョンお よ び リサ ー

チ ・サ ポ ー ト ・シ ス テ ム の3本 柱 か ら成 っ て い る。 次 に これ らの 概 要 を示 す(6-12-2表 参 照)
。

(1)イ ノ ベ ー シ ョ ン ・バ ン ク

イ ノベ ー シ ョ ン ・バ ン ク に お い て は 、 先 端 的 な情 報 、 ノ ウハ ウ等 を広 範 に収 集 ・蓄 積 し
、工 業 技

術 院 の研 究 者 に迅 速 に提 供 す る こ と を 目指 して い る 。収 集 す る情 報 は 、 特 許 、 文 献 等 一 般 の情 報 サ

ー ビス機 関 が 提 供 す る もの に加 え
、 そ れ ぞ れ の 研 究 者 の 日常 の研 究 活動 で生 まれ る各 種 の研 究 情 報 、

た と えば新 た に 得 られ た物 性 デ ー タ 、絶 えず 発 見 され る微 生 物 に 関 す る情 報 、 実 験 条 件 に関 す る ノ

ウハ ウ等 を も考 え て お り、 これ らの 情 報 を積 極 的 に 流 通 させ 、 研 究 者 の集 積 の メ リ ッ トを十 分 に生

か し て い く。

(2)リ サ ー チ ・オ ー トメ ー シ ョ ン

プ ロ セ ス ・コ ン トロ ー ル 、 オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョ ン等 、 多 くの 分 野 で 自動 化 が図 られ つ つ あ

るが 、RIPSで は、 超 大 型 コ ン ピ ュ ー タ の導 入 に よ り、 高 度 な研 究 活 動 を可 能 な限 り 自動 化 し た リ

サ ー チ ・オ ー トメ ー シ ョン の実 現 が 可 能 と な っ た 。 そ の 内容 は 、 建 屋 内 外 に お け る実 験 を リアル タ

イ ムで 管 理 す る シス テ ム、 現 実 に は 実 行 不 可 能 な 巨大 実 験 を コ ン ピュ ー タ で仮 想 的 に実 験 す る シ ス

テ ム な ど で構成 され る。

(3)リ サ ー チ ・サ ポ ー ト ・シ ス テ ム

リサ ー チ ・サ ポ ー ト ・シ ス テ ムは 、研 究 活 動 を間 接 的 に 支 援 し、 そ の基 盤 を強 化 す る た め の もの

で、 研 究 活 動 の 企 画 を支 援 す る シス テ ム と、 研 究 活 動 に付 帯 す る各 種 の管 理事 務 、 た と え ば予 算 管

理 、 図 書 情 報 事 務 を効 率 的 に処 理 す る研 究事 務 処 理 シス テ ム とに分 け られ る。

D今 後のRlPSの 課題

研 究 情 報 に係 わ る コン ヒ。ユ・一タ・シ ス テ ム と して はIBM社 サ ン タ テ レサ研 究 所 のSTAIRS、 バ ッテ

ル 社 コ ロ ンバ ス研 究 所 のBASIS等 、す で に い くつ か の シ ス テ ムの 運 用 例 が 認 め られ る
。 しか し、 わ
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情報処理サービス

(開発予定の ものを

含む)

工業技術院の研究情報処理 システム291

イ ノ ベ ー シ ョン ・バ デー タバ ン ク ● ス ペ ク トル ・デ 一 夕ベ ー ス

ン ク ●微生物 デ ータベース

●材料 デー タベース

●地質 デー タベース

●鉱物 資源 データベー ス

●一般 文献 データベー ス

●特殊 文献 データベー ス

(CAS,INSPEC,BDB)

●特許 デー タベー ス

ソ フ トバ ン ク ●回路 設計 ソフ ト

● メ ッ シ ュ解 析 ソ フ ト

●構造 解析 ソフ ト

● ス ペ.ク トル分 析 ソ フ ト

●分子構造決定 ソフト

ブ レイ ンパ ンク ●専 門情報登録 システム

●専門家所在案内システム
'

●研 究 ノウハウ流通 システ ム

●研 究活動 デー タベ ース

リサ ー チ ・オ ー トメ 実験管 理 システ ム ● コンピュータ応用計測 シス テム

ー シ ョ ン
● リアルタイ ム実験制御 シス テム

ドキ ュメン ト管 理 シ ●電 子 フ ァイ リ ン グ ・シス テ ム

ス テ ム ●機 械翻訳 シス テム

●日本語情報処理システム

巨大実 験 シ ミュレー ●分 子構造決 定 シミュレー ション ・システム

シ ョ ン ・シ ス テ ム ●核 融合実験 シ ミュ レー シ ョン ・シス テム

●物 質 拡 散 シ ミュ レ ー シ ョン ・シス テ ム

●極 低 温 現 象 シ ミ ュ レー シ ョン ・シス テ ム

● リモー トセ ンシング画 像処理 システ ム

リサ ー チ ・サ ポ ー ト 研究企画管理 システ ●研究計画書管理システム

・シ ス テ ム ム ●研究論文管理システム

●文献速報案内システム

●研究図書案内システム

・ ●研究交 流 メール システ ム

●研究 用品 カタ ログ案 内 システ ム

研究事務処理システ ●給与 計算 システム

ム
○予算実行管理 システム

一 ●研 究用品管理 システ ム

●図書情報管理 システム
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が国では、工業技術院筑波研究センターのRIPSが 初 めての大型 システムである。本 システムは81年

1月 か ら稼働を開始 したが、まだ前記情報処理サービスのすべてが運用 されてはおらず、必要なシ

ステムが100%完 備 したとは言いがたい。

80年代通産 ビジョンに示 されている技術立国を実現 してい くためには、一層の研究活動の高度化

が求 められ、また、筑波地域に集積 したメリットを十分に生か した研究活動の活発化が要請 される

が、このよ うな意味において も、必要な予算措置等を講 じて、その基盤 となるRIPSの 拡充強化 を

図ってい く必要がある。当面、画像情報 ・設計関係の ソフトウェアの開発やスペク トル ・データベ

ースの構築を進め、将来は、各種のデータベース ・ソフ トウェアを逐次整備 していくとともに、ネ

ットワークについて も、筑波研究学園都市にある他の機関への拡充、さらには工業技術院傘下の全

国にある試験研究機関とのオンライン ・ネットワークの確立などを検討する予定である。

13地 方 中枢気象資料 自動編集 中継装置(東 京 システム)

Aは じめに

年々複雑化、高度化する現代社会において、気象情報の重要性は高まる一方である。気象庁には

国内外の気象センターや端末等か ら多種多量のデータが送 られて くるが、これらのデータの国際間

における中継交換、ならびに国内地方気象官署への迅速な配布 を主目的 とする 「気象資料伝送網整

備計画」がこのほ ど実施 される運びとな った。

地方中枢気象資料自動編集中継装置はL-ADESS(Local-AutomatedDataEditingand

SwitchingSystem)と 呼ばれ、今年3月 に運用を開始 した東京 システム(東 京管区気象台管内を

対象 とす る)をはじめ として、全国5ヵ 所の管区気象台、および沖縄気象台に設置 される計画であ り、

中央のC-ADESS(セ ンターADESS)と 管 内端末 とを結んで、気象観測 データをはじめ、各種

の気象情報を交換するための システムである。

L-ADESSの 展開にあわせて地方官署 の低速(50bps)テ レタイプ。端末が200bpsの インテ リジ

ェン ト端末 となるほか、従来本庁か らアナログ無線ファクシ ミリ(FAX)放 送 で送画 されていた

天気図がデ ィジタル化 され、さらに人手作業による部分の多かった地震データ処理が大幅に自動化

されるなど、気象庁全体 として機能面、運用面での大幅な向上があり、予報業務等の改善が期待 さ

れている。

気象資料伝送網の全体ネ ットワーク図 を、6-13-1図 に示す。
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Bシ ステムの 目的

このシステムの導入 目的は、主 として次のようなものである。

(1)地 方官署、C-ADESS間 のデータ通信の向上

通信速度が速まるだけでな く、伝送制御手順の導入によ り、誤 りのないデータが端末やC-ADE

SSと の間で授受される。 さらに、'L-ADESS内 部でのデータ中継 ,編 集機能 により、端末気象

官署の特性に応じた気象報が配布 され る。

(2)FAX天 気図伝送の改善

FAXの ディジタル化により、天気図1枚 当た りの伝送所要時間の大幅な短縮、ならびに画質の向

上が図 られる。

(3)地 震データ処理の自動化

地震観測計 と直結 し、昼夜休みな く地震発生の有無 を自動監視するとともに、発生後の震源や規

模の計算、津波警報通知等の地震関連業務に係わる作業 を自動化することによって、所要時間が短縮

される。

(4)レ ーダー ・エコー ・データの伝送

デ ィジタル化 されたエコー ・データをレーダー ・サイ トか ら迅速に集め、C-ADESSに 転送する

ことによって・C-ADESSに おいて合成図が自動的、かつ短時間に作成 され、必要とする官署に配

信 される。

Cシ ステムの構成と特徴

L-ADESSは ・気象業務の特質か ら24時間連続 して動作する必要力ごある上、多数の通信回線が

接続 される、形態の異なる業務が同時に実行 され る等の条件があるため、機器構成は6-13-2図

に示すように大規模で複雑な もの となっている。

システム形態の面から見 ると、L-ADESSに は次のような特徴がある。

(1)機 器障害時のデータ紛失や遅延を最小限とするため、システムを構成す る機器の うち主要な も

のはすべて二重化 されている。障害発生時にぱただちに、かつ自動的に代替機に切 り換 えられ、処

理の継続が行 える構成 とな っている。

② 通信回線をはじめ、多数の機器 を監視、制御するための専用装置 を備 え、オペ レーション作業

の集中化、な らびに効率化が図 られている。

(3)通 信処理装置(FEP)に は通信制御や緊急度の高いデータ処理を、また、データ処理装置(H

OST)に はデータ編集等の処理ステップを多 く要す る業務を任せ、CPUの 機能分担を明確に打 ち

出 している。
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(4)緊 急を要する地震関連業務はデータ処理装置の副機 を通常使用するが、副機の障害時、あるい

は保守時にはデータ処理装置の主機 を用いて、オンライン・リアルタイム業務 と並行して実施する

こともできる。

Dシ ステム制御 とデータ処理

L-ADESSは4台 のCPUか ら成 る複 合 計 算 機 シス テ ム で あ り、 シス テ ムの 動 作 は マ ル チ ・コ ン

ビ。ユ ー タ ・サ ポ ー ト ・シス テ ム と称 す るOSに よ っ て 自動 制 御 され て い る。

通 信 回 線 か ら入 力 す るデ ー タ は回 線切 替 装 置 に よ って 分 岐 され 、2台 のFEPで 同 時 受 信 され る。

FEPは デ ュアル ・モ ー ドと して 主 機 が す べ て の オ ン ラ イ ン処 理 を扱 い、副 機 は 受信 デ ー タ の確 保 を

行 いつ つ、主 機 障 害 時 に はただ ちに 自 らが 主 機 とな る形態 を とる。FEP主 機 は また・ シ ス テ ム中枢 と

して他 のCPU、 周 辺 機 器 の監 視 、 切 り換 えや 、異 常 状 態 発 生 を シ ス テ ム ・コ ン ソ ー ル 、 ス ー パ ー

バ イ ザ ー席 等 を介 して オ ペ レ ー タ ー に通 知 す る役割 も担 っ て い る。

オ ン ラ イ ン ・デ ィス ク は二 重 化 され 、 デ ー タの 書 き込 み は常 に主/副 両 機 に行 わ れ る。

HOSTは デ ュー プ レ ッ ク ス ・モ ー ドと して 、 主 機 は デ ー タの識 別 、 中継 、編 集 、 な らび に デ ー タ

6-13-4図 気象 デ ー タ処 理
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6二13-5図FAXお よび レー ダ ー ・エコ ー ・デー タ処 理
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⇒
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6-13-1表L-ADESS収 容 回線

気

象

デ

|

タ

回

線

通 信
Nα 回 線 名

速度 単位 形式 手順

1

2

加入席A

〃B

200

〃

7

〃

全2重

〃

基本形
',

3

4

5

〃C

無線通信課

宇都宮

"

〃

〃

"

〃

'ノ

/'

〃

〃

〃

〃

〃

ρ
0

7

前 橋

熊 谷

"

,ノ

〃

"

〃

〃

〃

〃

8 水 戸 〃 〃 ,' 〃

9 銚 子 ノ' 〃 〃 〃

10 千 葉 〃 〃 〃 〃

11 館 山 /' 'ノ 〃 ',

12 大 島 〃 〃 " 〃

13 八丈島 ノ' 〃 " "

14 横 浜 'ノ 〃 ノノ 〃

15 長 野 〃 'ノ ノ' 〃

16 松 本 〃 〆' 〃 〃

17 飯 田. 'ノ ', 〃 /'

18 甲 府 〃 〃 〃 〃

19 館 野 〃 ,ノ 〃 "

20 予備 〃 〃 " 〃

21 名古屋A 'ノ 〃 〃 〃

22 〃B 〃 〃 'ノ 〃

23 静 岡 " ,ノ 〃 "

24 御前崎 〃 〃 〃 〃

25 浜 松 〃 〃 ,ノ 〃

26 岐 阜 'ノ 'ノ 〃 "

27 高 山 〃 〃 〃 〃

28 津 ノ' " 〃 〃

29 尾 鷲 〃 " 〃 〃

30 新 潟A 〃 〃 ,' 〃

31 〃B 〃 〃 ,' 〃

32 高 田 〃 〃 〃 〃

33 相 川 〃 〃 〃 'ノ

34 富 山 " 〃 〃 〃

35 金 沢 ,ノ 〃 〃 〃

36 輪 島 〃 〃 〃 /ノ

37 福 井 〃 〃 'ノ 〃

38 敦 賀 " 〃 〃 〃

39 予{桔 〃 〃 〃 〃

40 〃 ,ノ " 〃 ,ノ

通 信
Nα 回 線 名

速度 単位 形式 手順

41 新東航A 200 7 全2重 基本形

42・ 〃B 〃 〃 〃 〃

43 東 航A 〃 〃 〃 〃

44 〃B 〃 ', 〃 〃

45 管 制 〃 〃 〃 〃

'0

7

8444

名古屋航A

〃B

新潟航A

"

〃

〃

,'

〃

〃

〃

ノ'

〃

〃

〃

"

49 〃B 〃
「
〃 " 〃

50 調布空 〃 〃 〃 〃

51 東 京ヘ リポー ト 〃 〃 〃 "

52 佐渡空 〃 〃 〃 〃

53 富山空 〃 〃 〃 〃

54 小松空 〃 〃 〃 〃

55 福井空 ', 〃 〃 〃

56 大島空 〃 〃 ノ' 〃

57 三宅島 〃 〃 〃 "

58 八丈鳥 〃 〃 〃 〃

59 松本空 〃 〃 〃 〃

60 柏 〃 " 〃 〃

61 予備 〃 〃 〃 〃

62 ,' 〃 〃 'ノ 〃

63 〃 〃 " 〃 ,'

64 " 〃 〃 〃 〃

65 仙台 鱗 中) 〃 〃 〃 無手順

66 大阪(〃) 〃 〃 〃 〃

67 一 般 〃 〃 単向 〃

68 航 空 〃 〃 'ノ ',

69 報 道 " 'ノ 〃 〃

70 予備 〃 〃 〃 〃

71 TELEX1 50 6 半2重 〃

72 〃2 〃 〃 〃 〃

73 C-ADESS 4,800 8 全2重 HDLC

74 FAX同 報 〃 〃 単向 〃

75 東京 レーダー 〃 〃 半2重 'ノ

76 弥彦 〃 〃 ,' 'ノ 〃

77 東導坑 〃 〃 ,' 〃 〃

78 名古屋 〃 〃 〃 〃 〃

79 予備 'ノ 〃 全2重 〃

地
震

丁

`
線
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1
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3

4

5

6

7

8

9
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東

水

館

松

京
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[1J

代

新 潟1

金 沢

御 前 崎

津

予 備

OBS1

SIP#2

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

銚 子

宇 都 宮

秩

網

浜

飯

松

福

父

代

松

田

本

井

予備

OBS2

SIP#3

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

横

桁

前

輪

岐

静

高

浜

岡

橋

島

阜

岡

田

予備

新 潟2

0BS3

SIP#4

31熊 谷

32相 川

33高 山

34敦 賀

35尾 鷲

36鎌 田

37八 丈 島

38'予 備

39予 備

400BS4
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の再 送 ・ 問 合 せ等 の運 用 に関 す る処 理 を行 う。一 方 、 副 機 は地 震 処 理 、 一 般 バ ッチ 処 理 等 を対 象 と

す るが 、 緊 急 を要 す る地 震 処 理 は主 機 で行 うこ と もで き る。

地 震 処 理 用 デ ィス ク とオ フ ラ イ ン ・デ ィ ス クは 各 々1台 ず つ で あ るが 、 前 者 の 障 害 時 に は後 者 が

代 替 使 用 され る。

地 震 波 形 デ ー タ入 力 処 理 装 置(SIP)は4台 で構 成 され 、 回 線 を分 割 収 容 し(6-13-1表 のL

-ADESS収 容 回 線 を参 照)
、 地 震 波 形 デ ー タの 遅 延 、ペ ンレコーダ ーへ の 信 号 出 力 を行 う。 こ の 波

形 デ ー タはFEPに 送 られ 、地 震 の識 別 判 定 が行 わ れ る。

XYリ ー ダ ーー一・は 、 ペ ン レ コ ー ダ ー で記 録 され た地 震 波 形 を読 み取 る装 置 で あ り、 引 き続 い て グ ラ

フ ィ ック ・デ ィス プ レ イ を主 と して 用 い るこ とに よ り、 震 源 計 算 、津 波 判 定 業 務 が遂 行 され る。

以上 述 べ た各 機 器 の役 割 、 お よ び デ ー タ処 理 に つ い て 、 相 互 の関 連 を6-13-3図 か ら6-13-

6図 に示 す 。

Eあ とがき

L-ADESSは 今後残 り5ヵ 所すべてに設置 されることによって完結 し、中央と地方 とを結ぶ国

内気象資料伝送網の要 として、その役割はますます重要な ものとなろう。

14大 宮 市 にお け る住 民 票 オ ンラ イ ン ・シス テ ム

Aま えがき

埼玉県大宮市では、昭和56年3月 か ら、全国で初めての住民票 オンライン・システムの運用を開

始 した。

大宮市にコンビ。ユ一夕が導入されたのは昭和44年 であり、昭和52年 には従来のバッチ処理に加 え

てカナによるオンライン ・サー ビスを開始 し、総合的な住民情報 データベースの構築に一歩を踏み

出した。一方、窓 口事務の大半 を占める住民票、印鑑登録、戸籍 といった事務には漢字が必須であ

ることから、カナによる従来型 システムに限界があることはかねてか ら指摘されていた。

大宮市ではく昭和49年 頃から住民票 を中心にした漢字 システムの研究に着手、結局7年 有余の歳

月 を経てやっと具体化することがで きた。住民票の管理は、住民基本台帳法で定められており、こ

の住民票の コンピュータ ・システム化は前例がなかった。 このため、実施に伴 う法律面の検討や、

氏名、住所など住民票上の記載の実際の分析、さらに住民票 とい う特殊な分野を処理するコンビ。ユ

一夕 ・テクノロジーのあ り方な ど、 きわめて広範な課題の検討 を行った。
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現 在 、住 民票 シ ス テ ムは 順 調 に稼 働 し て お り、 全 国 で も初 め て の シス テ ムで あ る こ とか ら、100

以上 の 市 町 村 が 視 察 に訪 れ て お り、 多 大 の 反 響 を呼 ん で い る(6-14-1図 に本 シス テ ム で 出力 し

た住 民 票 を例 示 す る)。

6-14-1図

住 民 票 の例 埼玉県大宮市住 民 票
世
帯
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性

別 女

隻甲ε
月

え日
昭42.4.18

本

書

大宮市宮町2丁 目100番 地
箪

顕

者
高安 秀雄
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目 昭43.3.14
続

柄

長女
高 要"一・業 事

性

別 女

鮮ら
月

三日
昭43.3.14

奉大宮市宮町2丁 目100番 地

●

筆

頭

者

高安 秀雄

昭43.3.ユ4出 生
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Bシ ステム構成

ホス ト・コンピュータのFACOMM-160ADを 中心に ・6-14-2図 に示 す構成 でオンライン

処理 とバ ッチ処理を運用している。

住民票 を中心にした日本語処理は、大量出力用の日本語 ラインプリンター装置(NLP)と 、窓口

に配置 した日本語デ・スプレイ麺(NDP)と 日本語プリンター鑓(NPR)がli っている。

本庁、支所、出張所に設置 したNDPとNPRに より、住民異動処理、住民票写 し発行および税関係

の証明書の発行までを包含 した住民情報 システムが実施 されてい る。 このシステムにより、住民は

最寄 りの支所、出張所で本庁 と同一のサービスを受けることが可能になった。端末の設置状況を6
-14-3図 に示す

。

地方自治体のオンライン ・システムの特徴は呼量の多 さよりむしろその処理内容が多岐にわたっ

ている点にある。大宮市の場合、運用 コントロールの制御の下、51本 のオンライン・プログラムが

一種の部品的役割をもって処理形態に応 じた組み合わせで一連の処理を行 う構造になっている(6

-14-4図 参照)
。そのため、各種の処理に必要なモジュールを一括管理する運用コントP－ ルが、

重要な役割 をもっている。

6-14-2図 機器 構 成
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6-14-4図 オ ン ラ イン ・モ ジュ ール 一 覧
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Cシ ステムの運用

(1)住 民票 システム運用の特徴

大宮市では、昭和56年3月 か ら住民票システムの本運用を開始 した。4月 の各事由 ごとの処理時

間を6-14-1表 に示す。

転入などの新規登録処理は入力項目も多 く、職員の負荷 も高いが、他の処理は従来 と比 して作業

が軽減 され、システム化の効果が顕著である。

現在、住民票システムは次のような評価 を受けている。

① 住民票システムはきわめて安定稼働 している。これは約9ヵ 月の運用テス ト期間を設定 したこ

とによる。このテス トであらゆる異動形態への対処が可能 となった。

② 応答時間の一層の向上 と、端末機の操作性の改善 が市民課か ら要望 されている。特に3～4月

の ピーク時への対応が課題である。

③ 障害対策が重要 となっている。住民票 システムの場合、住民票原本が保存 されているため、障

害時には手作業による対応はできるものの、影響が多大 であることは否めない。今後、コンピュ

ータの二重化な ど具体的検討の必要性 を痛感 している。

④ 大宮市の日本語住民情報 システムは、住民票を中核に、印鑑登録番号、選挙資格、福祉、税な

どの情報が リンケージされている。このため、情報の機密保護に も十分の注意 をは らう必要があ

る。具体的には、各職員が保有するIDカ ードにより処理の開始ができる機能や、IDカ ー ド上の資

格 コー ドによる画面の表示制限機能な どを設けている。

(2)住 民票 システムのデータベース構造

住民票 システムの実施にあたって、オンラインによる即時更新 とデータの履歴性の配慮 という2

つの主な理由から、データベース形態 をとった。その論理構造を6-14-5図 に示す。

大宮市の人口は35万 人であり、DASD容 量は約850Mバ イ トになっている。

(3)住 民票システムで扱 う文字の考察

住民票のシステム化は、ある意味でわが国の漢字が有す る複雑 さとあいまいさに直面した作業の

連続であった とい える。特に、住民票の氏名の表現は戸籍 と同一 でなければいけないことから、旧

字、異体字、誤字なども原則的にそのままの形で表示す る必要があった。

6-14-6図 に大宮市で作成 したユーザー定義文字(外 字)の 例を示す。この例でわかるように、

明確 に誤字 と思われるものや、パターン情報 としか判断できない変体仮名が含まれてお り、氏名の

漢字表現の複雑性が うかがえる。

また、住民情報 データベース中の文字種 を6-14-2表 に示す。

本妻の4,979と いう文字種は、地方 自治体で漢字で何文字用意すればよいのかとい う従来か らの
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6-14-5図 日本語住 民情報データベースの論理構造
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308第6部 コ ン ピュ ー タ適 用 業 務 の具体 例

6-14 ,・-6図 大宮 市 で作 成 したユ ーザ ー定義 文 字 の例
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疑問に重要な示唆を与える。つまり、

① 地方自治体の住民情報 システムで使用す る文字は、5,000～6,000文 字である。これは当初あっ

た数万文字を必要とするとい う説に対 して一つの回答 といえる。

② ユーザー定義文字(外 字)は 全体で1,018字 あるが、その使用頻度は、0.4%と きわめて低い。

③ 氏名を中心 としたユーザー定義文字(外 字)が 、新規転入の住民を中心に日々発生 し、その文

字管理が課題になっている。

Dお わりに

地方 自治体の コンピュータ利用の中で、住民票のシステム化が最重要の課題であることはだれ も

が認めるところであろう。大宮市では、昭和49年 に半ば夢 に近いレベルで検討を開始 して以来、さ

ま ざまな苦労があり、思 えば険 しく長い道の りであった。
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6-14-2表 日本語住民情 報ベータベース中の文字の種類

分 類 a
使用文字数b

b/
a

b/
C

のべ使用文字数d
d/

e

JIS非 漢 字(453) 224 49.4% 4.5% 3,305,411 23.4%

JIS第1水 準(2,965) 2,394 80.7% 48.1% 10,602,209 75.1%

JIS第2水 準(3,384) 822 24.3% 16.5% 80,283 0.6%

JEF拡 張 漢 字(3,737) 375 10.0% 7.5% 49,367 0.4%

JEF拡 張非漢字(530) 146 27.5% 2.9% 9,076 0.1%

ユーザー定義文字(3,102) 1,018 32.8% 20.5% 49,694 0.4%

計(14,171) 4,97gc 35.1% 100% 14,096,040e 100%

その間、本稿ではふれ得なかったが、大宮市35万 住民の住民票セットアップ。作業があり、市民課

を中心に休 日返上の住民票照合作業が半年近 く続 くな ど、 文字 どお り市をあげての大事業 であった。

住民票 システムは、人間の作業にコンピュータを近づけるとい う点で、従来の システム開発とは

異質な側面があった。本運用が始ま り、窓口における住民 との応対を目のあたりにす ると、ようや

く出発点に立 った との感が深い。システムとしての一層の充実を期 している。

また、住民票の次には、印鑑、戸籍 とい う課題 も控 えている。今後 も精一杯努力を傾注する所存

である。

15共 同利用型音声照会通知 システム

Aま えが き 。

人が電話 を通 して計算機 と音声で通信で きるシステムとしては、これまで、すでに電話計算 シス

テムや国鉄の座席予約システム等が実用化 され利用 されている。 これ らの システムはフ。ッシュホン

を端末 として電話機から押 ボタン信号の形で情報を受信 し、情報処理装置の処理結果 を音声の形に

変換 して電話機に出力するものであり、音声によるマンマシン ・インタフェースを実現す るもので

ある。この情報処理装置での処理結果の音声への変換には音声応答装置が使用 されているが、従来

の方式では記憶容量の面か ら出力できる語 い数が少な く、適用分野は限 られた ものであった。

しかし、最近の音声を対象 とする情報処理技術(PARCOR等 の音声情報圧縮、VCVに よる任意語

い合成等)お よび半導体技術の著 しい進歩により、音声応答装置 を用いたこの種のシステムはすで

に広 く普及 した電話機 をデータ通信端末 として利用できるサービスの簡便性の点で、今後広範な分
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野での利用が想定 され る。現在すでに、バンキング分野において、機械化か ら取 り残 された観があ

った振込通知や残高照会などの営業店業務を対象 としてシステム化の要求が顕在化 しており、昭和

55年 から一部の都市銀行で利用 されはじめているほか、電電公社に対 して多数の金融機関か らサー

ビス提供の要望が寄せ られている。

このよ うな状況に電電公社 として も積極的に対応することが必要との観点か ら、すでに横浜銀行

向けの個別利用型 システムを昭和56年4月 にサービス開始 し、引 き続 き 「音声照会通知 システム」

(略称ANSER:AutomaticAnswerNetworkSystemforElectricalRequest)と 称する共同

利用型のシステムを開発 し、8月 に東京で最初のサービスを開始した。

この共同利用型 システムは、当面は顕在需要のあるバンキング分野を対象としてサービス提供 し

ているが、将来的には多様な分野での適用 も可能 とす るよう考慮 している。

以下に本 システムの概要や音声応答装置の概要を紹介するとともに、将来の展望について述べる。

Bシ ステムの概要

本 システムは、全国主要都市に音声応答装置(ARE)等 を設置 し、これ らを介 して多数のユーザ

ーのオンライン ・センターと電話網 とを接続 し
、各ユーザーとその取引先(顧 客)が 設備を共同で

利用 しあうものである。また、全国規模のサービスを可能とするため、主要都市に設置 された音声

応答制御装置(ARC)相 互間は通信回線により接続 し、ネッ トワークを構築する予定である。こ・れ

が実現するとユーザーのオンライン ・センターから遠隔の顧客 も、 もよ りの音声応答装置 との間の

通話料でサービスが受けられ、ユーザーも顧客の少ない地域へのサービス拡大が経済的に図れるほ

か、設備共用による経済効果 をも期待 できる。

本 システムの将来構成概念 を6-15-1図 に示す。

(1)シ ステム構成

本 システムは当面、全国を約10ブ ロック(地 区)程 度に分け、その中心 に音声応答制御装置(以

下ARCと 略称)を 設置 し、これ らに音声応答装置(以 下AREと 略称)を 接続する。ARCに は各地区

内の自行網センターを接続 し、AREに はその地区をサービス対象 とす る銀行 ごとに個別の加入電話

回線を収容す る。本 システムを構成する各地区の標準的なシステム構成 を6-15-2図 に示す。

AREは 電話の自動 呼出と着信に対する自動応答やARCか らの通知電文および各種照会応答電

文の受信、さらに端末への音声出力または印字出力を行う。ARCは 自行網のホス ト・コンピュータ

(以下HOSTと 略称)お よびAREと の通知電文や各種照会応答電文の送受信等 を行 う。

①ARCの 設備構成

ARC設 備の中心 となる本体装置には、J2095形 情報処理装置(PANAFACOMU-1500相 当)を

使用 している。また主な周辺装置はそれぞれ、現用 と切替予備を装備 している。ARCの 標準的な設
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6-15-1図 システ ムの将 来 構 成(概 念図)
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備構成を6-15-3図 に示す。

②AREの 設備構成

AREに は電電公社が新 しく開発 した、JS6110形 音声応答装置を使用している。その設備構成

は大 きく分けて主制御装置、音声応答編集部、VCV部(任 意語い生成部)お よび回線制御部 とか ら

なる。

主制御装置は各部の制御、ARCと の電文の送受信のほか受信電文や入力データの分析 ・チェック、

音声応答文などの処理をプログラム制御の もとに行 う。音声応答編集部は発着信時の応待、顧客に

対するガイダンス、HOSTか ら受信 した電文などを音声の形で送出するために、・あらかじめ記憶し

た多種類の応答文や単語 を合成する。VCV部 は通常HOSTか らカナ文字の形式で送 られてくる人名
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6-15-2図ANSER各 地 区 シ ステ ム構成
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(注)ARE:音 声応 答装置

ARC:音 声応 答制 御装 置

ANSER:音 声照会通 知 シス テム

*は 追 加予定

や会社名の部分を、VCVの 手法を用いて音声に変換する。回線制御部は発着信 トランク、自動呼出

ユニ ットおよびプッシュホンか らの多周波信号 を受信するMF受 信器 などか らな り
、電話網 とのイ

ンタフェース制御 を行 う。

AREの 設備構成(概 念図)を6-15-4図 に示す。

(2)サ ービス概要

① サービスの内容

本 システムが提供する当初のサービスは、6-15-1表 に示すとおりバンキング業務の うち入金

通知 および 残高照会 を主体 としてお り・通知サービスと照会サービスの2っ に大別できる。

② サービスの流れ

(D通 知サービス

通知サービスの処理は、HOSTか らの顧客に対する通知 データの受信によ り起動 される。AN-

SERは 受信データ中の電話番号によ り、当該顧客の電話を呼出し本人確認のうえ、取引内容を

HOSTの 指示に従い音声または印字に変換 して通知するものである。

通知サー ビスのうち、振込通知の流れを6-15-5図 に、またその音声出力メッセージを6-

15-6図 に示す。
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6-15-3図ARC設 備構 成
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■
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6-15-4図ARE設 備構 成(概 念図)
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L通 知データファイル

顧客管理 ファイル①取引通知 データを回線経由でHOSTよ り受信する
。

②HOSTよ り受信 した取 引通知データを編 集 し、AREに 通知電文 を送信す る。

③AREは 、通知電文 を音声出力 した後、.ARCに 完了報告 を送信する。
④ARCは 、AREの 完了報告電文 を受け、完/未 完の情報 を付加 してHOST側 に取 引通知の完 了報告を行う

。以下①
～④ の繰 り返 しとなる

。
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㈲ 照会サービス

照会サービスの処理は、顧客力≧らのANSERへ の着信により起動 され る。ANSERは 照会に必

要な入力情報をすべて受信後、照会電文をHOSTへ 送信する'。HOSTで は受信データのチェック

や暗証番号によ り本人確認を行い、照会応答電文を作成 しANSERに 送信する。ANSERは 電文の

妥当性をチェックし、顧客の指示に従い音声 または印字に変換 して顧客に通知する。

照会サービスの うち、振込照会の流れを6-15-7図 に、またその音声出力 メッセージを6-

15-8図 に示す。

(3)自 行システムとの接続条件

ANSERと 自行網センター間の接続条件の種類は、電気的規格を規定 した制御仕様および機能設計

条件 を規定 した機能仕様の2種 であ り、次の とおり統一を図っている。

制御条件のうち、本 システムで現在採用 している基本形伝送制御手順の仕様 を6-1ら 一2表 に示

6-15二6図 通 知 サ ー ビス の音 声 出 力 メ ッセ ー ジ

HOST ARC ARE 顧 客 応 答 出 力 音 声

こ ち らは○ ○ 銀 行 テ レホ ン ・サ ー ビス ・セ ン タ ーで す。,

毎度 あ りがとうございます。只今か ら 〔○○様 に〕一

〔麟 翻 ××××××(・座番号)の 〕

振込入金の連絡を致 します。

暗証番号を どうぞ

( 輪

(暗証番号入力)

振込入金は××件 です。

〔 〔× ×月 〕 × × 日分 〕

×××番○○○ 〔様か ら〕〔小切手で〕×××円

〔〔× ×月 〕 × × 日扱 い〕

〔振 込 銀行 は△ △△ △ △ △ △ △△ です 〕
～

× × ×番 ○ ○○ ×× × 円

以上××件の合計 は×××円です。

確 認 コー ドを ど うぞ 。

(確 認 コー ド入 力)司

( ● あ りが と うご ざい ま した 。

*

*

*

*

振込通知の場合 を示す

〔 〕内はホス トか らの指示があれば出力する項 目

下線部分 はVCV出 力対象項目(連 絡先名、振込人名、振込銀行 ・支店名)
・{}内 はいずれか ひとつ を選択出力す る項目
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す。これは銀行間CD提 携 システムで使用している伝送制御手順 を基にした ものである。

C音 声応答装置の概要

本 システムで使用 しているJS6110形 音声応答装置の主要装置の概要を6-15・-3表 に示す。本

装置の最 も大 きな特徴は、音声応答方式 としてパラメーター編集合成方式の1つ であるパーコ=ル

方式を用いていることである。これによりメモ リーに記憶 している音声情報は、PCM方 式による場

合の約6分 の1に 圧縮 され、大容量語いの蓄積が経済的に実現で きる6も う1つ の特徴 は、上記方

式のみでは記憶装置の容量面から出力で きる語数に制限があるので、 これを解消するため使用頻度

の高い定形語は登録語 を用いて出力 し、人名や会社名等の不特定の語いはVCV方 式 による任意語

い生成装置か ら出力することとしている点である。

6-15-7図 照 会 サ ー ビスの処 理 電 文 の流 れ
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① 顧客か らの照会要 求をARCに 送信す る。

②ARCで は、照会電文 をHOST側 に送信する。

③HOST側 では、顧客 の要求内容 によ り照会応答電文 を作成し、ARCに 送信す る。

④ARCで は、照会応答電文を編集後、AREに 電文送信を行う。

⑤⑥AREか らの完 了報告によりARCは 、HOSTに 対 し完了報告 を送信す る。照会応

答 デー タが引 き続 きある場合は、③ ～⑥の繰 り返 しとなる。

⑦照会応 答データをすべて送信 した ら、HOST側 では、ARCに 対 して完了確認報告

を送信す る。

通知 デー タフ ァイル

顧客 管理 フ ァイ ル
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(1)パ ー コ ー ル 方 式

パ ー コー ル(PARCOR;PartialAutoCorrelation)方 式 は電 電 公 社 が 開 発 した 、音 声 を特 徴 パ

ラ メ ー タ ーの 形 で圧 縮 表 現 す る音 声 情 報圧 縮方 式 で あ る。特 徴 パ ラ メ ー タ ー と して は、 声 道 の形 を

精 度 よ く表 す パ ー コ ー ル ・パ ラ メ ー タ ー と、声 帯 の振 動 数 や 振 幅 を表 す 音 源 パ ラ メ ー ター を 用 い る。

出 力 時 に は この パ ラ メ ー タ ー を用 いて 音 声 を合 成 す る。

(2)VCV方 式

本 方 式 は あ らか じ め装 置 に蓄 えて お い たVCV形(Vowel-Consonant-Vowel;母 音 一子 音 一母 音)、

CV形(Consonant-Vowel;子 音 一母 音)、 ま た はVV形(Vowel-Vowel;母 音 一 母 音)等 の 音

声 単 位 を結 合 し、 連 続 音 声 と して 組 み立 て る方 式 で あ る。 た と えば 、 横 浜(YOKOHAMA)と い う

6-15-8図 照 会 サ ー ビスの 音 声 出 力 メ ッセ ー ジ

HOST ARC ARE 顧 客 応 答 出 力 音 声

(
(セ ン ター 呼 出)

こ ち らは ○○ 銀 行 テ レホ ン ・サ ー ビス ・セ ン ター です 。

サ ー ビス ・コ ー ドを ど うぞ。

(サ ー ビス ・コー ド入力)

振 込 入金 の ご照会 で す ね。 支 店番 号 を ど うぞ。

(支 店番 号 入 力)

預 金 の種 類 と口座 番 号 を ど うぞ。

(預 金 種類 、 口座番 号 入力)

暗 証 番 号 を ど うぞ 。

(暗 証 番号 入 力)

・

(
■

(

(

仁
( ←

そ の ま まお待 ち下 さい。 ピ ッ ピ ッピ ッ

振 込 入 金 は ××件 です 。

〔 〔×× 月 〕 ×× 日分 〕

え

× × ×番 ○ ○○ 〔様 か ら〕〔小 切 手 で 〕 ×× × 円

〔 〔× ×月〕 × × 日ア ツ カ イ〕

〔振 込銀 行 は △△ △ △△ です 。〕

×× ×番 ○○ ○ × × ×円

以 上 × ×件 の 合計 は× × ×円 で す。

確 認 コ ー ドを ど うぞ。

(確 認 コ ー ド入力)

あ りが と うご ざい ま した。●

*

*

*

〔 〕内はHOSTか らの指示があれば出力す る項 目

振込入金照会の場合 を示す

下線部分 はVCV出 力対象項目
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6-15-1表 サー ビス の概 要

区分 サ ー ビ ス 種 別 サ ー ビ ス 概 要
端 末 の 入 出 力 項 目 起動

入 力 出 力 形式

(1)暗証 番 号 (1)振 込番 号

顧客 の預金口座(注1) ② 確認 コー ド (2)振込 人 名

振 込 通 知
に対す る振込入金の内 〔押釦入力〕 (3}金額

通

容 を通知 す る
(D準 備確認

②確認 コー ド

(注4)〔 音声入力〕

(4)振込入金 日

(5)総件数

㈲総金額(注2)
シ

取 同上預金 口座に対 す (D取 引番号 ス

知 る取立入金の内容 を通 ②取立番号(注3)
知 す る または取立合計枚数

テ

サ 弓1 取 立 通 知 同 上
(3)金額

(4取 立入金 日

ム

(5総 件数

| 通
(6総 金額

同上預金 口座に対 す (1)取引 番号

ピ る自動引落 しの内容 を ②引落し摘要 顧

知 自動引落 し通知
通知 する

同 上
(3)金 額

(4)取 引 日付
ス ㈲総件数

⑥ 総金額(注2) 客

振込入金 、取立入金 上記各取引通知の場合

取引明細通知
および自動引落 しの現

在取引の内容 を通知 す

る

同 上
に準ず る

同上預金口座(注1) (Dサ ー ビ ス コ ー ド 各取引通知の場合に準
に対す る振込入金 、 ②加入者番号 ずる
取立入金 および自動引 (3)暗証番号

取 引 照 会 落 し等の取引内容 を顧 (4)確 認 コー ド 顧

照 客か らの要求 によ り通

知す る

会 客

同上預金口座 に対 す (1)サ ー ビ ス コ ー ド 各取引通知の場合に準
サ る振込入金、取立入金 ②加入者番号 ず る

および自動引落 し等の (3)暗証番号
1 取 引 再 照 会 取引内容の うち、すで (4)振込番号 または取引 u

に通知 済 となってい る 番号
ビ データを顧客か らの要 ⑤ 確 認 コー ド

シ

求によ り再通知する ス

ス
同上預金 口座に対す (1)サ ー ビ ス コ ー ド (D日 付 テ

る当日残高、前 日残高 ②加入者番号 (2)残高

預 金 残 高 照 会 および前月末残高等 に (3)暗証番号
ム

ついて顧客か らの要求 (4確 認 コー ド

によ り回答す る

(注1)預 金口座 の種類は、普通預金 および当座預金 とする

(注2)通 知データが複数件ある場合 には、総金額 も出力す る

(注3)個 別記帳の場合「取立番号」、合計記帳の場合は「取立合計枚数」と出力す る'

(注4)追 加予定



共同利用型音声照会通知 システム31g

6-15-2表

ANSER用 基本形

伝送制御手順の仕様

項番 項 目 規 格

1 使用回数 専用回線(符 号品目)

2 通信速度 2400bps、4800bps

3 通信方式 半二重

4 同期方式 SYNキ ャラ ク タ ーに よ る同期

5 系統制御方式 コ ン テ ン シ ョ ン

6 応答監視形式 DLE-ACK/DLE・NAKの 交 互監 視

7 デー タ伝送回線上の文字長 8ビ ッ ト

8 伝 送 ブ ロ ック
先頭、中間ブロック固定長
最終 ブロック可変長

9 誤 り制御方式 CRC

10 使 用 コー ド JIS7単 位+1パ リテ ィ

6-15-3表

JS6110形 音 声 応答

装置 の 概 要

項 目 内 容

収容回線

種 別 公衆電話回線

回 線 数 最 大128回 線

端末 種 別 押 ボ タ ン ・ダイ ヤル 電話 機 、 デ ー タ テ レホ ン、 回転 ダイ ヤル 電

話 機(予 定)

編集装置

応答 方 式 パ ラ メー タ ー編集 合 成方 式

合成 方 式 パ ー コー ル方 式

登録語 い数 2048語

基本 語 長 0.64秒/語

音声情報量 9.6キ ロ ビ ッ ト/秒

記憶 素 子 ICメ モ リ ー

任意語い
生成装置

.

生成 方 式 VCV方 式

登録音韻数 約900音 韻

記憶 素 子 ICメ モ リ ー

単語を合成するには、(YQ)+(oKo)+(oHA)+(AMA)+(A)と い う5つ の音声単位を一定の法

則にしたがって結合する。

VCV方 式は日本語の音節は必ず母音を伴 うこと、母音→子音→母音 と移 り変 る部分が音声の滑 ら

かさを もた らす うえで重要であること等に着目して開発 された ものであり、アクセントやイン トネ

ーションな ども自由に変 えることができ、従来方式に比 し自然性、了解性の高い音声出力が得 られ

るのが特徴である。

D将 来の展望

音声照会通知 システムは昭和56年8月 にサービス開始の東京地区を皮切 りに、56年 度中に大阪、
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千葉、札幌にサービス地域 を拡×す ることが決まっている。今後、需要動向に応 じ順次その他の地

区へのサービス ・エ リアの拡張を進め、これに合わせて全国規模でのサービスを提供するため、ネ

ットワーク化 を図 ってい く計画である。また音声応答だけでなく、音声認識技術の導入 を検討中で

あ り、実際に音声認識装置(SRU)をAREに 接続 して試験を行 っている。SRUを 用いたサービスは、

56年11月 から試行的に行 う予定であるが、これによ り顧客は回転 ダイヤル電話機を使 ってサービス

が受 けられ る。

本 システムは現在、銀行が取扱 うすべての照会通知業務 を対象 としているわけではなく、対象業

務の拡大は今後の課題である。同時にバンキング分野だけでな く、他の分野へ もサービス範囲を拡

大す ることが期待 されている。

16電 電 公 社 の デ ー タ通信 サ ー ビス の現 状

Aは じめに

電 電 公 社 が昭 和43年 に最 初 の デ ー タ通 信 サ ー ビス を開始 し て か ら13年 の 年 月 が経 過 し よ うと して

い る が 、 この 間 に お け るデ ー タ通 信 に対 す る社 会 的 ニ ー ズ の 高 ま り と電 気 通 信 技 術 の進 歩 が 相 ま っ

て 、今 日で は 社 会 の 隅 々 に ま で サ ー ビス の 浸 透 が進 ん で きた 。 経 済 ・社 会 の 発 展 お よ び国民 生 活 の

一 層 の充 実 を図 る手 段 と して
、 デ ー タ通 信 サ ー ビス は今 後 ま す ます 重 要 性 が増 して く る もの と考 え

られ て い る。

電 電 公 社 は 、 全 国 的 、公 共 的 、 開発 先 導 的 な シ ス テ ム に つ い て 、 積 極 的 に需 要 の 開 拓 、喚 起 に努

め る と して い る。 電 電 公 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス に は 、 デ ー タ通 信 回 線 サ ー ビス とデ ー タ通 信 設 備

サ ー ビス の2つ が あ るが 、 以下 こ こ で は デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス につ い て述 べ る。

デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス は 、 電 電 公 社 が通 信 回 線 、 セ ンタ ー設 備 、 端 末 機 、 な らび に ソフ トウ ェ

アな どを一 体 と して 提 供 して い るサ ー ビス で あ り、 シ ス テ ム の 性格 、 利 用 態 様 な どか ら、「公 衆 デー

タ通 信 サ ー ビス 」 と「各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス」に 分 類 され る 。 昭和56年3月 末 現 在 で、 前 者 は17シ

ス テ ム、 後 者 は55シ ス テ ム が稼 働 す るに至 っ て い る。

B公 衆 データ通信サービス

公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス は 、通 信 回 線 を介 して電 電 公 社 の セ ン ター に あ る大 型 コ ン ピ ュー タ を共

同 利 用 す る こ とに よ り、 高 度 な情 報 処 理 機 能 を手 軽 で 経 済 的 に利 用 で きる レデ ィメ ー ド型 の オ ン ラ

イ ン ・サ ー ビス で あ る。
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このサービスには、「科学技術計算サービス」 と 「販売在庫管理サービス」の2種 類が用意 されて

いる。

(1)科 学 技 術 計 算 サ ー ビス(DEMOS-E;旦 竺ndenkosha!Y!ultiaccessgn-line旦ystem-1x-

tended)

科 学 技 術 計 算 サ ー ビス は、 利 用 者 の事 務 所 等 に設 置 した端 末 機 とDEMOS-Eセ ンタ ー に あ る大

型 コ ン ピ ュー タ を通 信 回 線 で結 ん だ オ ン ラ イ ン処 理 に よ り、建 築 構 造 設 計 、電 気 回 路 解 析 な どの 各

種 技 術 計 算 やLP(線 形計 画 法)、 シ ミュ レ ー シ ョンな どの 経 営 科 学 計 算 あ るい は 財 務 会 計 な どの

事務 計 算 か らデ ー タ検 索 ま で行 うこ との で き るサ ー ビス で あ る。

こ の サ ー ビス は 、 タ イ ム シ ェ ア リン グ方 式(TSS)で あ る た め 、多 くの 利 用 者 は あ た か も 自分

一 人 で コ ン ピ ュ ー タ を 占有 して い るか の よ うに 利 用 で き、 か つ 経 済 的 に も優 れ た 内容 とな って い る。

ま た 、 利 用 者 の プ ログ ラ ム作 成 の 労 力 を省 くた め 、利 用 頻 度 が高 く、 汎 用 性 の あ る プ ロ グ ラ ム ・

ラ イ ブ ラ リー を多 数 用 意 して お り(現 在 、 約800本)、 利 用 者 は 自 由 に 使 用 す る こ とが で き る。

DEMOS-Eサ ー ビス は、 昭 和46年3月 、東 京 で サ ー ビス を開 始 し た が 、 そ の 後 サ ー ビス ・エ

リア を逐 次拡 大 し、 昭和56年3月 末 現 在 、 全 国65の 主 要 都 市 に セ ン タ ー ま た は サ ブセ ンタ ー を設 置

し、 全 国 的 に サ ー ビス の提 供 を行 っ て お り(6-16-1表 参 照)、 中小 企業 か ら大 企 業 に至 るまで広 範

な業 種 に わ た っ て 、約1,800ユ ーザ ー の利 便 に 供 され て い る。

(2)販 売 在 庫 管 理 サ ー ビス(DRESS;DendenkoshaRealtimeSaies-managementSystem)

販 売在 庫 管 理 サ ー ビス は 、 利 用 者 の事 業 所 等 に設 置 し た端 末 機 とDRESSセ ン ター に設 置 して あ

る大 型 コ ン ピ ュー タ を通信 回 線 で結 び 、 オ ン ラ イ ン処 理 に よ り 日々 の 営 業 活 動 に お い て発 生 す る売

上 げ 、 仕 入 れ 、入 出金 業務 を初 め と して経 理 、 生 産 管 理 、倉 庫 管 理 等 に至 るま で 業 種 、企 業 規 模 を

問 わ ず 幅 広 い分 野 で利 用 で きる サ ー ビス で あ る 。

ま た 、 最 近 の傾 向 と して 、 広 い地 域 に わ だ っ て支 社 、 営 業 所 、 工 場 な どを持 つ 企 業 が 、各 地 の 事

業 所 に 端 末 機 を設 置 し全 国 的 規 模 の ネ ッ トワ ー ク を組 ん で全 社 的 に 業 務 の一 元 化 を図 る例 が増 えて

きて い る 。

DRESSサ ー ビ ス は、 昭 和45年9月 、 東 京 に お いて サ ー ビス を開 始 した が 、 逐 次 、全 国 の主 要 都

市 に サ ー ビス ・エ リア を拡 大 し、 昭和56年3月 末 現 在 、64都 市 にセ ン タ ー ま た は サ ブ セ ン タ ー を設

置 し、 全 国 的 に サ ー ビス を提 供 す るに至 っ て い る(6-16-1表 参 照)。

ま た 、利 用 状 況 に つ いて は 、卸 売 業 、 製 造 業 、不 動 産 業 な ど中 小 企 業 を 中 心 に 昭 和56年3月 で 、

約1,500ユ ー ザ ー に及 ん で い る。

C各 種データ通信サービス

各種データ通信サービスは、電電公社が企業や団体など特定の利用者の注文に応 じて、その対象
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6-16-1表 セ ン タ 一-sサ ブセ ン タ ー設 置状 況(昭 和56年3月 末現 在)

通 信 局
科学技術計算 システム 販売在庫管理 システム

セ ン ター 名 サ ブ セ ン タ ー 名 セ ン ター名 サ プ セ ン タ ー 名

東 京

東 京 第 田

東 京 第W

国分寺 、三鷹、相模原、立川

東 京 第H

東 京 第 皿
東 京 第V

関 東
横浜、川崎、千葉、前橋、浦和

宇都宮、水戸
横 浜

水戸 、 前橋 、 宇都 宮 、千葉 、

甲府 、 浦和

信 越 新潟、長野 、長岡、松本 新潟、長野、長岡、松本

東 海
名古 屋 、静 岡、 岐阜 、 浜松 、

四 日市 、沼 津

名 古 屋 第n

名 古 屋 第m

岐 阜 、一 宮 、静 岡 、 浜松 、

豊 橋 、沼 津 、 四 日市

北 陸 金沢、福井、富山 金沢、福井、富山

近 畿
大 阪 第n

大 阪 第 田

京 都 、神 戸 、 八尾 、 西宮 、

姫 路 、和 歌 山 、堺 、 寝屋 川

大 阪 第H

大 阪 第 田

京都、神戸、姫路、八尾

和歌山
'

中 国
広 島 、岡 山 、倉 敷 、福 山、 下 関

松 江 、徳 山
広 島

岡 山 、下 関 、倉 敷 、福 山、松 江

鳥取 、 徳 山

四 国 高松 、松 山 、高 知 、徳 島 松 山、 高松 、 高知 、 徳 島

九 州 福 岡
北 九州 、 熊本 、 大 分 、鹿 児 島 、

長 崎 、佐賀 、宮 崎
福 岡 第n

北九州、熊本、長崎、大分、

鹿児島、佐賀、宮崎、佐世保、

久留米

東 北
.仙台 、福 島 、盛 岡 、 山形 、青 森

秋 田
仙 台

盛 岡 、福 島 、 山形 、秋 田、 青森

郡 山 、八 戸

北 海 道
札幌、旭川、釧路 、函館、帯広

室蘭
札 幌 旭 川 、函 館 、釧 路 、帯 広

計 6 62 11 56

業務に適したシステムを設計 しサービスを提供す る、いわばオーダーメード型のデータ通信サービ

スである。

電電公社は従来か ら社会福祉 ・社会開発型の公共的システム、全国的なネットワーク ・システム、

先導的技術開発に資するシステムに積極的に取 り組んで きている。その結果、昭和56年3月 末現在

でサー ビス提供中のシステムは55に のぼっている(6-16-2表 参照)。

この うち、昭和55年 度 にサービスを開始 したシステムとしては、公共福祉 プロジェク トである救

急医療情報 システム(栃 木、兵庫、山口の3県)お よび共同利用型の産業 ・経済 システムである都

銀現金 自動支払 システム、地方銀行現金自動支払システムなどがある。

D今 後 の課 題

情報化社会の進展 とともに、その中心 となるデータ通信に対す るニーズは急速に高ま り、経済社
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会活動は もとより、国民の日常生活の面において も、データ通信は重要な役割を果たすようになっ

て きている。このような状況において、電電公社のデータ通信サービスを充実 させてい くための課

題について触れてみる。

(1)公 衆データ通信サービスの充実

公衆データ通信サービスは、個人を含む多様な社会階層を対象とした、いわば全国民に開かれた

サービスへ と発展 させていく必要がある。このため、電電公社 としてはDRESSとDEMOSの サ

ービスの統合化、日本語 情報処理、画像情報処理等大衆化 を促進する技術の導入、自営端末の接続、

あるいは分散処理機能、データベースの検索機能、ソフトウェア流通のための諸機能拡充等による

サービスの向上、そしてDDX網 との結合による通信 と処理の有機的結合等の施策 を引 き続 き推進

してい くことが必要であろう。

(2)各 種データ通信システムの充実

国民生活の質的充実、利便の向上等 を指向 した社会開発 ・福祉向上型の公共的システムの開発に

6-16-2表 サ ー ビス中 の 各種 デ ー タ通 信 シス テ ム(昭 和56年3月 末現 在)

区 分 シ ス テ ム 名 シ ス テ ム 数

農林水産省生鮮食料品流通情報 システム

航空貨物通関情報処理 システム

共 同 利 用 型
救 急 医 療 情 報 シス テ ム(14)
'神 奈 川

、 千葉 、愛 知 、宮 城 、大 阪 、奈 良'
16

広 島 、 滋賀 、長 崎 、熊 本 、新 潟 、栃 木 、

公 共 ・ 行 政

ム
、兵庫、山 口.

シ ス テ

運輸省 自動車登録検査 システム

地域気象観測 システム

個 別 型 環境情報 システム 5

官庁会計 システム

社会保険 システム

共 同利用型病院情報 システム

全国銀行 システム

税理士 システム

全国信用金庫 システム

共 同 利 用 型 相銀九州 システム 21

全国信用組合 システム

産 業 ・ 経 済 信用金庫協会 システム(8)

シ ス テ ム 農業協同組合 システム(2)

現金 自動支払 システム(5)

東亜 国内航空 システム

広島信用金庫 システム

個 別 型 日本信販 システム 13

地方銀行 システム(6)

相互銀行 システム(4)



324第6部 コ ン ピ ュー タ適 用 業 務 の具 体 例

ついては、 これまで も力を注いできたところであるが、今後 とも未開拓分野のシステム化に積極的

に努力す るとともに、官民一体 となったシステムについて、その開発 を支援 してい くことが要請 さ

れよう。

また、公共性の強 い金融、流通、座席予約等共同利用型の システム化 を推進すべき分野において

も、 さらに強力な取 り組みを展開 してい くことが期待 され る。

(3)高 度情報化社会の推進

電電公社は、既存のアナログ中心の電気通信網をディジタル化 し、電話のみな らずファクシミリ通

信、データ通信、画像通信などの非電話系サービスを含め、あらゆる電気通信サービスが効率的 ・経

済的に提供 できる高度情報通信システム(lnformationNetworkSystem=INS)の 形成に積

極的に取 り組むことにより経済 ・社会の発展に貢献 しようとしている。

INSが 実現する高度情報化社会においては、各家庭や事務所に置かれた端末を通 じ、だ れ も が

必要に応 じ、情報資源 を随意 に取 り出す ことができ、これ らの端末はいわば社会活動への能動的な

参加の窓口として積極的に活用されるようになることが想定されている。

今後のデータ通信 システムの発展傾向 としては、ネットワークと情報処理 システムが複合化 し、

さらに高度 に発展 した形態 を指向していくものと思われ、わが国のデータ通信 システムが個々の特

徴を生か しつつ も全体的に整合のとれた発展 を遂 げるうえで、INSの 構築など電電公社に期待され

る役割 は大 きい。

Eお わ りに

以上、電電公社のデータ通信サー ビスの現状 と課題 について述べて きた。今後 も、従来か ら培っ

てきた電気通信技術ならびに保有するネットワークを活用 し、民間との協調の下に経済 ・社会の効

率化、情報格差の解消、情報の大衆化に寄与するサービスを提供することが、電電公社データ通信

事業の基本的課題であろう。



第7部 最 近 の コ ンピュー タ

技 術 の動 向

1ハ ー ドウェアの最 近 の動 向

2日 本 語 情 報処 理 とオ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン

3第5世 代 の コ ン ピュー タ



326第7部 最 近 の コ ン ピ ュー タ技術 の動 向

第1章 ハ ー ドウ ェ ア の 最 近 の 動.向

1情 報処理技術の潮流

最 近 の情 報 処 理 技 術 全 般 を な が め る と、 そ れ が 大 きな 曲 が り角 に 来 て い る こ とが 感 じ られ る。

まず 第1に 、 社 会 的 な現 象 と して コ ン ピュ ー タの大 衆 化 が は じ ま っ て い る こ とが あ げ られ る。 そ

れ は ハ ー ドウ ェ アの 低 価 格 化 、小 型 化 とい った 要 因 が 当然 最 も大 き い が 、 それ だ け で は な く、 社 会

全 体 に お け る情 報 処 理 の 比 重 が増 す こ とに よ って 生 じ るニ ー ズ の増 大 とい う面 も見 逃 せ な い。 また 、

コ ン ピ ュー タの 作 り手 側 か らす れ ば 、 そ の大 衆 化 を図 る こ と 以 外 に 活 路 は 見 出せ な い 。 これ まで

の よ うに 、 ご く専 門 的 な 集 団 の み が コ ン ピ ュ ー タ を あ つ か って い る よ うな 形 態 を と って い て は 、 市

場 規 模 は価 格 低 下 と と もに縮 小 して行 か ざ る を得 な か い か らで あ る 。 そ こ で問 題 と な る の が 、 メ ー

カ ー(の 提 供 す る もの)と 一 般 ユ ー ザ ー(の 技 能)と が うま く整 合 す る か ど うか 、 整 合 させ るた め

の 技 術 を ど う開 発 して 行 くか 、 と い う点 で あ る。 もし この 整 合 が う ま く とれ な い とす れ ば 、両 者 に

と って 不 幸 な事 態 で あ る。 この整 合 性 を見 抜 き、 そ の た め の バ ッ ク ア ップ技 術 を十 分 育 成 した メ ー

カ ーの みが 今 後 生 き残 って 行 くこ と に な ろ う。 しか し、 こ れ は 言 わ れ る ま で もな くメ ー カ ー 側 で も

十 分承 知 して お り、 そ の た め の ソ フ トウ ェア技 術 とハ ー ドウ ェ ア技 術 が 新 しい展 開 を は じめ て い る。

第2の 大 きな潮 流 は 、 ハ ー ドウ ェ アの ソ フ ト化 と ソ フ トウ ェ アの ハ ー ド化 で あ る。

この両 者 の 最 大 の原 因 はVLSIに あ る。1チ ップ に何 十 万 素 子 が 詰 め られ る よ うに な る と、 ラン

ダ ム ・ロ ジ ッ ク回 路 の た め の設 計 に は 膨 大 な マ ン パ ワ ーが必 要 とな る。 そ れ を避 け る、 あ る いは 緩

和 す るた め に は、 一 様 構 造 の ハ ー ドウ ェ ア を作 っ て お い て 、 そ れ を"プ ロ グ ラ ム"化 す る こ とで あ

る。 た と えば フ ァー ム ウ ェ ア部 分 をCPUチ ップ内 に お く とか 、あ る い は ゲ ー トア レ イを作 って お い

て 、 セ ミカ ス タ ム化 す る こ とな どが代 表 例 で あ る。 こ れ は 、 い わ ば ハ ー ドウ ェ ア の ソ フ ト化 と言 え

よ う。 逆 に 、 ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジ をチ ッ プ化 す る こ と も進 ん で い る。 ソ フ トウ ェ アで は ス ピ

ー ドが 遅 い か らで あ る
。 これ もLSI技 術 やCAD技 術 が 進 ん だ か ら こ そ 、 で き る こ とで あ る。

以 上 の2大 潮 流 に 沿 っ たか た ち で、 ハ ー ドウ ェ アの 各 部 分 が 変 化 し出 して い る。 こ うい った観 点

か らハ ー ドウ ェ ア技 術 の最 近 の 傾 向 に つ い て 、以 下 に も う少 し詳 し く見 て行 く こ と に しよ う
。
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2使 いやす さの追求

コ ン ピ ュー タの 大 衆 化 路 線 を進 め るに は 、 ひ と口 で い うな らば 「使 い や す さ」 を持 たせ る こ とが

肝要 で あ る。 しか し 「使 い やす さ」 とい うこ と ば は多 義 性 に 富 み 、 か つ 、 あ い ま いで あ るた め に、

その こ とば を使 う人 の主 観 に よ って 意 味 合 い が か わ って くる。 こ こで は そ れ を若 干 分 析 的 に検 討 し、

そ れ に伴 うハ ー ドウ ェ ア技 術 を見 る こ とに しよ う。

Aイ ンテ リジ ェ ンス

使 用機 器 が イ ンテ リジ ェ ンス で あ れ ば ユ ーザ ー は使 い や す くな る。 ハ ー ドウ ェ アの 場 合 は 、 プ ロ

グ ラ マ ー が ユ ー ザ ー で あ るか ら、 プ ロ グ ラ ム しやす い よ うな"イ ン テ リジ ェ ン ト"な アー キ テ ク チ

ュア が もとめ られ る。 こ こで"イ ン テ リジ ェ ン ト"と い って い る の は"高 機 能"と い うことと、ほ ぼ

同意 義 で あ る。

"高 機 能 性"の ひ とつ の 表 し方 と して は 、 これ ま で に ソ フ トウ ェ ア で行 っ て い た こ と を ハ ー ドウ

ェ ア化 す る こ とで あ る。 つ ま りソ フ トウ ェ アの ハ ー ド化 で あ る。 周 辺 装 置 管 理 モ ジ ュー ル 、 メモ リ

ー管 理 モ ジ ュー ル な どの チ ッ プ化 、 さ らに ぱ言 語 プ ロ セ ッサ ーの チ ッ プ化 、OSの チ ッ プ内 へ の収

容 な どが特 に マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ関 係 で 盛 ん に行 わ れ て い る。 これ らは単 な る フ ァー ム ウ ェア化

の み な らず 、 ラ ンダ ム ・ロジ ッ ク化 した もの もあ る。

第 乞には 、 これ は特 に重 要 な こ とで あ るが 、 ソ フ トウ ェ ア構 成 上 の概 念 と思 わ れ た もの の 、 ハ ー

ドウ ェア ・ア ー キ テ クチ ュアへ の導 入 で あ る。 あ る基 本 概 念 を もと に して ア ー キ テ クチ ュア を構 成

す る こ とに よ って 、 プ ロ グ ラ マ ーか ら見 て ハ ー ドウ ェ ア が わ か りや す く透 明 に 見 え る。 も し、 そ の

よ うな基 本 概 念 が欠 如 して い る と、 ハ ー ドウ ェ ア構 成 に一 貫 性 が欠 け、 ユ 丁 ザ ー(プ ロ グ ラ マ ー)

に わ か りに くい もの にな り、 その 結 果 、 ソ フ トウ ェ ア が作 りに く く な る 。

この よ うな 基 本 概 念 と して 最 近 最 も注 目 され るの は 、 オ ブ ジ ェ ク ト志 向 概 念 で あ ろ う。 この概 念

を基 礎 に お く実 機 と して は 、IBMシ ス テ ム/38お よ びINTEL432が あ る。

オ ブジ ェ ク ト概 念 は シ ミュ レ ー シ ョン用 言 語SIMULAに お け るCLASSを 元 祖 に して い る。これ

は 、 そ の後 ソ フ トウ ェ ア工 学 の方 で 誕 生 した抽 象 デ ー タ型 の 概 念 と も類 似 す る もの が あ る。 さ らに、

人 工 知 能 研 究 の過 程 で生 まれ た フ レー ム概 念 と もよ く似 て い る 。 これ らを総 合 して オ ブ ジ ェク ト志

向 概 念 と呼 ぶ こ とが で きよ う。70年 代 後 半 に 開発 され た実 験 用 プ ロ グ ラ ム言 語 の大 半 は オ ブ ジ ェ ク

ト志 向 型 で あ っ た。 最 終 的 に はADAの 中 に も、こ の概 念 が 導 入 され た 。

あ るオ ブジ ェ ク ト(任 意 の対 象)は あ る属 性 を持 つ 。 属 性 同 士 は何 らか の関 係 が あ る 。 さ ら に こ

の オ ブ ジ ェ ク トに対 す る操 作 が 何通 りか あ る だ ろ う。 オ ブ ジ ェ ク ト志 向 概 念 と い うの は 、 この よ う
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な オ ブ ジ ェ ク トの属 性 、 お よ び その オ ブ ジ ェ ク トに対 す る操 作 手 順 群 を ひ とま とめ に して モ ジ
ュー

ル化 す る。 ハ ー ドウ ェ アで い え ば、 メ モ リー、 デ ー タ、 命 令 等 々 、 や は りあ らゆ る もの が オ ブ ジ ェ

ク トとみ な す こ とが で き る。 こ うい った オ ブ ジ ェ ク ト概 念 を ア ー キ テ クチ ュ ア構 成 の基 礎 に 置 き
、

それ に よ って ア ー キ テ クチ ュ ア を構 成 し、 さ らに ユ ー ザ ーが オ ブ ジ ェ ク ト ・モ ジ ュー ル を作 成 す る

等 、 そ れ が効 率 よ く働 くよ うな工 夫 を ア ーキ テ クチ ュア に組 み 込 ん だ もの が 、 オ ブジ ェ ク ト志 向 型

ア ー キ テ クチ ュ アで あ る。 この概 念 を使 う と、分 散 並 列 処 理 シ ス テ ムが 、 比 較 的 作 りや す い とい う

利 点 もあ る。 並 行 処 理 は オ ブ ジ ェ ク ト同 士の ミ会 話"で 進 行 す る と い う形 で 表 せ るか らで あ る。

プ ログ ラム の作 りや す さ、 間 違 い の 作 りに く さ と発 見 しや す さ と い った 様 々 な利 点 を持 っ た め
、

80年 代 ア ー キ テ クチ ュ アの主 流 にな る可 能 性 を十 分 秘 め た もの で あ る とい え よ う
。

一 方
、 これ よ り さ らに進 ん だ考 え方 もあ る。 オ ブ ジ ェ ク ト志 向型 に お ける プ ロ グ ラ ムの表 現 形 式

は 、 モ ジ ュ ー ルが 一 般 化 され使 い や す くな った と い っ て も、手 続 性 が 主 体 に あ る
。 そ の意 味 で は過

去 の プ ロ グ ラ ム言 語 表 現 の 延 長 線 上 に あ り、 した が っ て 、 そ の ハ ー ドウ ェ ア化 に もそ れ が影 響 して

い る。 と ころ が 、使 い や す さを さ らに追 求 す る と、非 手 続 的 表 現 を も解 釈 して くれ る マ シン が望 ま

れ る。 真 に非 手 続 性 を実 現 した プ ロ グ ラ ム言 語 は ま だ な い が 、 そ うい う傾 向 を 示 す もの は い くつ か

出現 して い る 。問 題 は 、 そ の よ うな 言 語 を こ れ ま で の よ うな ハ ー ドウ ェ ア上 で稼 動 させ るな らば き

わ め て 効 率 が悪 い こ とが 、 容 易 に想 像 で きる点 に あ る。非 手 続 的表 現 を 解 釈 ・実 行 す るに は非 決定

性 が強 く、 探 索 を含 む こ と にな る。 こ れ は 裏 返 せ ば 、 マ ル チ ・プ ロセ ッサ ー ・シス テ ムに 向 い て

い る と もい え る。

この新 し い課 題 を技 術 的 に解 決 して い くに は 、 今 後10年 程度 が必 要 で あ ろ う。 しか し、 そ うい う

ア ー キ テ ク チ ュ ア こ そ マ シ ンの イ ンテ リジ ェ ンス の レベ ル 向 上 に新 し い展 望 を 与 え る もの で あ る と

い え る。 この点 に着 目 して大 規 模 な研 究 を 開始 し出 し たの が 、 い わ ゆ る第5世 代 コ ン ピ ュー タの フ。

ロ ジ ェ ク トで あ り、 世 界 的 に見 て もユ ニ ー クな もの で あ る
。 今 後 の 成 果 に期 待 した い。

B速 い こと

演算 速 度 の 大 きい こ と 自体 が 使 いや す さの 大 きな要 素 に な り、 ま た 、 使 い や ず くす るた め に ソ フ

トウ ェ ア を イ ン テ リジ ェ ン ト化 す る と、 それ が ハ ー ドウ ェ アの 処 理 速 度 を要 求 す る よ うに な る
。 た

と えば 音声 理 解 や 画 像 理 解 を実 用 的 に行 うため には 、 毎 秒100～10,000メ ガ命 令 程 度 の処 理 速 度 が

必 要 に な ろ う。

高 速 演 算 を窮 極 まで 達 成 す る もの と して 、 い わ ゆ る ス ー パ ー ・コ ン ピ ュー タが 考 え られ て い る。

一 般 に ス ー パ ー ・コ ン ヒ。ユー タ とい う場 合 、 そ の用 途 は科 学 技 術 計 算 で あ る 。 こ こで 科学 技 術 計 算

と い うの は 、物 理 系 を シ ミュ レー トす る もの を指 す場 合 が 多 い 。 た と え ば有 限 要 素 法 に よ る計 算 な

ど を行 う。 これ らは主 と して ベ ク トル量 の計 算 が 多 い と考 え られ て い る た め 、種 々 の ベ ク トル 計 算
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を、で きるだ け速 く行 う工 夫 を ア ー キ テ クチ ュ アに組 み込 ん で い る。パ イ プ ラ イ ン方 式 や 、SIMD型

(SingleInstructionStream-MultipleData)、MIMD型(MultipleInstructionStream-Multiple

Data)の 並 列 処 理 方 式 な どが そ の例 で あ る。 ま た 、 デ ー タ ・フ ロ ー計 算 機 も、ベ クトル や マ ト リ ッ

クス 計 算 の よ うな一 様 な 計 算 に 向 い て い る。

計 算 速 度 を速 くす る た め に は 、素 子 を速 くす る 、回 路 を速 くす る 、 ア ー キ テ ク チ ュア を工 夫 す る、

ア ル ゴ リズ ム を工 夫 す る 、 とい った各 レベ ル で の 向 上 が考 え られ る 。 ア ー キ テ ク チ ュア上 の工 夫 と

して は 、安 くな っ た ハ ー ドウ ェ アを豊 富 に使 っ た分 散 並 列 処 理 を考 え る こ とに な り、 ス ー パ ー ・コ

ン ピ ュ ー タ に見 られ るよ うな ア ーキ テ クチ ュ アが 考 え られ て い る が 、課 題 も多 い 。

並 列 処 理 を可 能 に す る、 とい って も、 並 列 実 行 の程 度 が少 な け れ ば 当 然 ス ピ ー ドは あ が らな い。

並 列 実 行 の 程 度 を あ げ るの に最 も手 っ取 り早 い方 法 は 、 問 題 向 き ア ー キ テ クチ ュア を作 る こ とで あ

る。 つ ま り専 用 機 で あ るが 、 専 用 の 程 度 が 問 題 で 、 あ ま りに も特 殊 な 問 題 に しか 向 い て な い コ ン ピ

ュー タ を作 っ て も市 場性 が な く、 高価 に な りす ぎ、意 味 が な い 。 そ こ で当 然 あ る程 度 の 汎 用 性 を も

持 た ざ る を得 な い が 、 そ うす る と並 列 実 行 程 度 を あ げ る こ と が む ず か し くな る。 ス ーパ ー ・コ ン ビ。

ユー タを構 築 す る際 の 悩 み の た ね の ひ とつ で あ る。

第2の 悩 み は ソ フ トウ ェ ア作 りで あ る。 す で に 原子 力 コ ー ドや有 限 要 素 法 パ ッケ ー ジ な ど逐 次 処

理 コ ン ピ ュー タ向 けの 膨 大 な ソ フ・トウ ェ アの蓄 積 が あ る。 分 散 並 列 処 理 の よ うに ア ー キ テ クチ ュ ア

をす っか り変 えて しま っ た時 、 これ らの蓄 積 を ど うす るか が問 題 とな る。 これ ら を ま っ た く無 視 し

得 た一と じて 、 で は 分 散 並 列 処 理 の機 能 を うま く使 い こな す プ ロ グ ラ ム を ど う開 発 す れ ば よ い か 、 一

般 に は逐 次 処 理 プ ログ ラム の場 合 よ りフ。ロ グ ラ ミング が 困 難 に な る だ ろ う。

この ほ か 、 ハ ー ドウ ェア を構 築 す る実 装 技 術 上 の問 題 、 高 速 イ ン プ ッ トー 高 速 処 理 一 高 速 ア

ウ トプ ッ トの シ ス テ ムに お け る ヒュ ーマ ン ・イ ン タ フ ェー ス の 問 題 な ど、 課 題 が 山 積 して い る。

素子 レ ベ ル の技 術 動 向 と して は 、 こ こ当 分VLSI路 線 が続 く こ とが 予 想 され る 。高 集 積 化 の み な

らず 、 高 速 化 の面 で も着 実 に進 歩 しつ づ けて い る 。 シ リ コ ン素 子 の 王 座 は 当 分 ゆ る が な い で あ ろ う。

GaAsやHEMT(HiElectronMobilityTransistor)、 あ る い は ジ ョセ ブ ソ ン接 合 素 子 な ど

の 研 究 も活 発 化 し出 して い るが 、 今 の 所 は実 験 室 レ ベ ル の段 階 に と ど ま って い る。 シ リコ ン素 子 に

比 べ て素 性 の良 さ を持 つ と い われ て い る が(数 倍 か ら数 十 倍 速 い)、 いず れ も技 術 的 に 克 服 す べ き

点 が 多 く、一 方 シ リコ ン素 子 自体 が研 究 開 発 に よ って 進 化 し て い る た め 、 シ リコ ン素 子 に とっ てか

わ る 、 あ るい は 、 肩 を並 べ る段 階 に な る の は 、 もし あ り得 た と して も、 だ い ぶ 先 に な るで あ ろ う。

C低 価格

使 うた め に は購 入 せ ね ば な らな い か ら、安 い と い う こ とが 使 い や す さの 大 前 提 で あ る。 これ ま で

多数 の人 々が コ ン ピ ュー タの劇 的 な低 価 格 化 につ い て言 及 して き た。 っ い に最 近 で は マ イ ク ロ プ ロ
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セ ッサ ー や メモ リー ・チ ップな どは 目方 で買 う とい う冗 談 が 出 る ほ どで あ る 。

低 価 格 化 傾 向 は連 続 的 で は な く、 節 目が あ る。第1は ミニ コ ン ピ ュ ー タの 出現 、 第2が マ イ ク ロ

コ ン ピ ュー タの 出現 で あ る。 これ らに よ っ て、 同機 能 の もの を1桁 も2桁 も低 い 値 段 で 手 に入 れ ら

れ るよ うに な っ た。

81年 は じめ に32ビ ット・マ イク ロ プ ロセ ッサ ー が い くつ か発 表 され た。 これ ら は機 能 的 に 見 て ス ー

パ ー ・ ミニ コ ン ピ ュー タのCPUよ り少 し劣 る程 度 で あ りな が ら
、 価 格(大 量 生 産 時 の予 想)は2桁

以 上 安 い 。 とい うこ とは80年 代 後 半 に は現 在 の ス ー パ ー ・ ミニ コ ン ・シ ス テ ム程 度 の機 能 をパ ー ソ

ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ と して使 用 可 能 に な る こ と を意 味 して い る。 も ち ろん 、 そ れ を使 い こな せ る人

が 十 分 存 在 す る とい う仮 定 が必 要 で あ る。 も しそ うな る と、 パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュー タ の イ メー ジ

が変 わ り、 お そ ら く プ ロ グ ラ ミン グの方 法 自体 も変 わ る(変 え ざ る を得 な い)だ ろ う。 こ うな る と、

そ の 社 会 に対 す るイ ンパ ク ト も、現 在 の マ イ コ ンの比 で は な くな る。 純 粋 に 技 術 的 な 見 地 の みか ら

見 れ ば 、 その 可 能 性 はす で に確 実 に な った と い えよ う。

メ モ リー価 格 は もはや 技 術 で は な く、市 場 の 論 理 で動 い て い る 。 つ ま り、他 の 多 くの商 品 と同様 、

需 要 と供 給 の 関係 で 値 段 が 決 ま る。 しか しVLSI技 術 が さ らに進 み 、 ま た社 会 の ニ ー ズ が あ るな ら

ば 、1ビ ッ トあ た りの 価格 は ま だ低 下 し続 け るだ ろ う。

D小 さいこと

情 報 処 理 機 械 は 、 ヒューマン ・イ ン タ フ ェ ー ス部 を別 にす るな らば 、 小 さ け れ ば小 さい程 よ く、

そ れ が 使 いや す さを生 む 。

高 集 積 化 の 技 術 は相 変 らず続 行 して お り、 市 販 品 で は な い が45万 素 子 を 含 む チ ップ も現 れ た。 お

そ ら く、 こ こ数 年 の うち に百 万 素 子 の もの が 出 る で あ ろ う。 とい う こ とは70年 代 後 半 の予 測 が いま

の と ころ 、 そ して 当 分 は当 た って い る と見 る こ とが で き る。

しか し、 技 術 的 な難 問 が な い わ け で は な い 。 チ ッ プ上 の線 幅(ル ー ル)を 小 さ くす る こ とに よ っ

て 生 じ る新 し い物 理現 象 が 阻 害 要 因 に な り得 る し、 ま た 阻害 に は な らな く と も設 計 上 で の新 しい配

慮 が 必 要 に な ろ う。製 作 技 術 の 上 で も光 か ら電 子 ビ ー ム に よ る焼 付 け に 変 え た 時 、 製 作 時 間 が かか

りす ぎ る こ とに よ って 大 幅 な コ ス トア ップ に つ な が る よ うな らば 、 高 集 積 化 の 魅 力 は うす れ る。

さ らに高 集 積 化 す るほ ど に・ チ ップの 開 発 費 が膨 れ あ が る。設 計 上 の 虫 の手 直 しは簡単 に はいか な

い か ら、 そ れ を ど う処 置 す るか が 問 題 と な る 。 虫 を作 らな い よ うに設 計 時 に気 を つ け るの は当 然 で

あ るが 、 何 十 万 素 子 とい う よ うな複 雑 な もの に対 して 虫 を完 全 に な くす とい うの は きわ め て むず か

し く、 ま た テ ス トも十 分 に は行 えな い。結 局 、最 終 手 段 と して は 、 ソ フ トウ ェ ア で カバ ーす る よ り

ほ か な い だ ろ う。 つ ま り、 チ ッ プ ・メ ー カ ー側 は チ ッ プ十 ソ フ トウ ェ ア を提 供 し 、 そ の ソ フ トウ ェ

ア込 み の 仕 様 を ユ ー ザ ー に提 示 す る。 チ ッ プ に虫 が発 見 され た時 に は 、 ソ フ トウ ェ アで そ れ を解 消
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させ る手 段 を講 じ る。 す で に そ うい う傾 向 が ぼ っ ぼ っ 出 始 め て い るの で あ る。 この意 味 で も、 今 後

の マ イ ク ロ プ ロセ ッサ ーは高 級 言 語 マ シ ン化 して行 く こ とが 予 想 され る 。高 級 言 語 マ シ ン化 す る た

め に は チ ッ プ内 の 素 子 数 を増 や さね ば な らな い が 、 増 や した こ とに よ って生 じ る虫 の 手 直 しの余 地

を ソ フ トウ ェ ア(コ ンパ イ ラ ー)に 与 える こ と にな るの で あ る。 そ して チ ッ プ ・メ ー カ ー は マ シ ン

語 を公 開 せ ず 、 高 級 言 語 レベ ル の仕 様 の み を公 開 す る。

小 型 化 に よ っ て使 い や す さ を直 接 発 揮 す る方 法 は 、 ポ ー タ ブ ル な もの を作 る こ とで あ る。 その た

め に は 、3つ の大 きな課 題 が あ る。第1は 電 源 を ど うす る か 。 まず 消 費 電 力 の 小 さい もの を作 る。

しか し高 速 性 を発 揮 させ るた め に は むず か しい 。容 量 の大 き く、 しか も小 さ くて 軽 い電 池 を開 発 す

る。 第2は ヒ ュ ー マ ン ・イ ン タフ ェー スの 問 題 。高 解 像 度 を持 つ平 面 デ ィス プ レ イが 望 まれ る。 現

在 のCRTを 用 い る限 り、ポ ー タブ ル化 は無 理 で あ ろ う。 第3は フ ァイ ル装 置 。 デ ィス クで は 、 メ カ

部 分 が あ るた め に ど う して も重 く大 き くな る。 バ ブ ル が 発 達 す れ ば有 力 な 候 補 に な ろ う。

E身 近 にあること

ポ ー タブ ル ほ どで な くて も、 パ ー ソ ナル ・ユ ー ズに 便 利 な よ うに 身近 に あ って ア クセ ス しや す い

と い う こ と も、 使 い や す さの 大 きな要 件 で あ る。TSSは この 考 え方 で 端 末 を ユ ー ザ ー の手 もと に、

コ ン ピ ュー タは セ ン タ ー に、 とい う形 式 を発 達 させ た 。

しか し、 これ だ け ハ ー ドウ ェ アが安 くな って くる と、 コ ン ピ ュ ー タ 自体 を手 も と に置 きた くな る。

た しか に端 末 で は な く コ ン ピ ュー タを ま る ご と1人 で使 うとい うの は、 い ろい ろな面 で使 いC－こちが

良 い 。 ひ と口 で い うな らば 、小 回 りが利 くの で あ る。

と こ ろが 、組 織 の な か で パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タが ス タ ン ドア ロ ー ン と して バ ラバ ラに配 置 さ

れ て い る の み で は 、 フ ァイル の 共有 や相 互 の 通 信 に不 便 で あ る。 そ こで 、 これ らを構 内通 信 網(ロ

ー カ ル ・ネ ッ トワ ー ク)で 結 びつ け よ う とい う考 えが 出 て く る 。 こ う して 分 散 処 理 シス テ ムが 出 現

す る。

米 国 に お い て は ロー カ ル ・ネ ッ トワー クが す で に十 数 社 か ら発 売 され て い る 。 ロ ー カ ル ・ネ ッ ト

ワー ク 自体 は プ ラ ン トな どに も使 え るが 、 そ の ね らい は 、 む しろ オ フ ィス に あ る。 オ フ ィス に ワー

ド ・フ。ロセ ッサ ー やSBC、 そ の他 の機 器 が は い っ た時 、 た と え ば社 内電 子 メ ー ル を実 現 しよ うと

す れ ば何 らか の ネ ッ トワ ー クが い る。

交 換 機 方 式 、 リン グ状 、 ス タ ー状 な ど様 々 な ネ ッ トワ ー ク方 式 が あ る が 、 バ ス状 の もの が 拡 張 性

や 信 頼 性 に富 ん で い るた め 主 力 にな りつ つ あ る。特 にXerox社 の イ ーサ ネ ッ ト方 式 が 注 目 され て

い る 。

問 題 は標 準 化 で あ る。IEEEそ の 他 で 作 業 が開 始 され て い るが 、 コ ン ピ ュー タ と通 信 の 双 方 に絡

む た め、 むず か しい 。
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一 方 ・ オ フ ・ ス 向 け のSBC(ス モ ー ・レ ・ ビ ジ ネ ス ・ ・ ン ヒ.a－ 夕) 、 オ 。,ス.。 ン ピ 。 一 夕 、

あ る い は パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ の 進 展 も著 し い
。 グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィ ス プ レ イ 、 音 声 入 出 力 な

ど の ヒ ・ 一 マ ン'イ ン タ フ ・ 一 磁 器 の 機 能 を 巧 み に 活 用 し た もの が
、 ユ ー ザ ー に 受(ナ て 行 く こ と

が 予 想 さ れ る 。

Fそ の他

この ほ か 、 信 頼 性 、低 消費 エ ネル ギ ー、 静 か さ、 見 ば え の 良 さな どが 、 使 い や す さの 要 因 に な る
。

特 に信 頼 性 の 向 上 は、 コ ン ピ ュー タの大 衆 化 に伴 い 、 ます ま す 重 要 に な って きて い る
。 コ ン ピ ュ

ー タ の進 化 の 歴 史 の なか で
、 その 信 頼 性 もま た 、 着 実 に 向 上 して きて い る もの の 、 大 型 コ ン ピ ュー

タで は相 変 らず保 守 要 員 を必 要 と して い る。 ま た パ ー ソ ナル ・コ ン ピ
ュー タで も本 体 そ の もの の故

障 は まず な い とい って よ い く らい(LSI技 術 の お か げ で あ る)で あ る が
、 フ ロ ッ ピ ー ・デ ィス ク

な ど メ カ を含 む部 分 は ど う して も故 障 しや す い
。

集 中大 型 シ ス テ ム の故 障 は 、社 会 的 な影 響 力 が 大 きい 。 ま た 、小 型 コン ピ ュ ー タの 故 障 は、 保 守

要 員 を配 置 す る こ と に よ る メ ー カ ー側 の 負 担 を大 き くす る。 とい う こ と は
、 そ れ が コ ス トに は ね返

る。 高信 頼 性 の た め の 技 術 努 力 が 、 今 後 も必 要 で あ ろ う
。

3ハ ー ドウ ェ アの ソ フ ト化 と ソ フ トウ ェ ア の ハ ー ド化

コンピュータの技術的進化は、材料レベルから応用 レベルまで、技術の分業体制の確立に負 うと

ころが大 きい。これまでは、物性技術者による材料の研究、論理回路技術者による回路の改善、ア

ーキテクチュア、OSな どのソフ トウェア、それに各種の応用プログラムの開発など、それぞれが

独立 した技術 として、自分の専門分野のみを考慮 して技術を向上 させて行けばよかった。 これが も

し、ひとりが何でもかんで も考 えなければならないとすれば、 コンヒ。三で タのこれほどの進歩はな

か った で あ ろ う。

と ころ が この原 則 が 、最 近 、 徐 々 に くず れ 始 め て い る 。 ハ ー ドウ ェ ア設 計 者 は ソ フ トにつ い て も

知 らな け れ ば な らず 、 ソ フ トウ ェ ア技 術 者 もま た ハ ー ドの設 計 ・製 作 法 を知 る必 要 が強 ま っ て い る
。

この よ うな技 術 の融 合 化 を 図 らな い 限 り、 これ 以 上 の進 歩 が次 第 に むず か し くな りつ つ あ るの で あ

る 。'

た と えば 、高 機 能 化 したOSを 効 率 良 く稼 動 させ る た め に は 、OSの 核 部 分 は 少 な くと もハ ー ドウ

ェ ア に反 映 させ る必 要 が生 じる。 高 級 言 語 マ シ ンの 場 合 に は な お さ らで あ る
。 一 方 、 ソ フ トウ ェ ア

側 で も、特 に 汎 用 性 の 高 い パ ッケ ー ジ は、 そ の速 度 を あ げ よ うとす れ ば ハ ー ドウ ェ ア化 せ ざ るを得

な い 。 そ の場 合 は ハ ー ドウ ェ ア化 しや す い ア ル ゴ リズ ム を考 えね ば な らず 、 その た め に ハ ー ド技 術

●
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をよく知っている必要が生 じる。

コンピュ_タ の初期の頃の技術者は、もちろん関係技術の多 くを知 っていたが、いつの間にか分業

が進んでいた。この意味で最近の傾向は一種の先祖返 りとみることもで きる。 しかし単純 な先祖返

りではなく、各分野での技術 レベルはこの間にそれでも相当向上 しているためにこそ ういった技術

レベルの上に立 っての先祖返 りになる。いくつかの例を見てみよ う。

Aシ リコンOS

チ ッ プに載 せ られ る素 子 数 が増 大 した場 合 、 そ れ ら を ラ ン ダ ム ・ロ ジ ッ クで 全 部 使 い切 るの は至

難 の技 で あ り、開 発 費 が か か りす ぎる。 そ こで チ ップ上 の 一 部 を フ ァー ム ウ ェ ア と して 用 い 、OS

の 核 の部 分 を こ こに載 せ る。 これ に よ って チ ップ を使 う ソ フ トウ ェ ア の負 荷 を軽 減 す ることに もつ な

が る。

フ ァー ム ウ ェア とい うの は時 に誤 解 され るが 、 ソ フ トウ ェ ア作 りを楽 にす るた め の もの で は な く、

む しろ ハ ー ドウ ェア を高 機 能 化 す るの を助 け る便 宜 的 手 段 で あ る。 フ ァー ム ウ ェ ア化 す る こ とだ け

で は ソ フ トウ ェ ア作 りを楽 に す る こ とは な い。 プ ロ グ ラ ム作 りが楽 に な っ た 分 だ け フ ァー ム ウ ェ ア

の プ ロ グ ラ ム作 りの作 業 が増 えた こ とに な る か らで あ る。 しか し、 うま い フ ァー ム ウ ェ ア を作 る こ

と に よ って す ぐれ た ハ ー ドウ ェ ア ・ア ー キ テ クチ ュ アが 実 現 され る な らば 、 そ の 効 果 に よ って ソ フ

トウ ェ ア作 りが容 易 に な る、 とい うこ とは あ り得 る。 ソ フ トウ ェア作 りを容 易 に す る ア ー キ テ クチ

ュ アを作 る とい う意 味 で 、 今 後 も シ リコ ンOSの よ うな形 の フ ァー ム ウ ェ アが 進 展 す るだ ろ う。

Bゲ ー トア レイ

チ ッ プ内 に 多数 の ゲ ー トを ア レ イ上 に配 置 す る。 こ うい う チ ッ プ 自体 は大 量 生 産 で き る。 次 に ゲ

ー ト間 の結 線 は ユ ーザ ーが 与 え る。 これ で特 殊 目的 の チ ッ プが で き あ が る。結 線 を最 終 的 に決 め る

に は 、CADシ ス テ ム を利 用 す る。 こ うす る こ とに よ っ て 、 それ ほ ど多 数 は い らな いLSIを 比 較 的

安 価 に作 る こ とが で きる。

回 路 に高 速 性 が 要 求 され る と、 プ リン ト基 板 上 で の配 線 で は無 理 に な って きて い る。 ラ イ ン上 で

の信 号 伝達 遅 延 時 間 、 ノ イズ の混 入 な どが 問 題 に な るか らで あ る。 しか しカ ス タ ムLSIを 作 る に

は製 造 初 期 経 費 が大 き く、大 量 に 製 造 しな い と1個 あ た りの コ ス トが 大 き くな りす ぎ る。 そ こ で考

え られ た の が ゲ ー トア レ イやPLAの よ うな セ ミカス タ ムLSIで あ る 。 これ は い わ ば ハ ー ドウ ェア

の ソ フ ト化 の一 例 で あ る と見 る こ とが で きよ う。

大 型 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー は 自社 内 で こ うい う もの を使 っ て い た が 、最 近 は そ れ ら を市 販 す る

よ うに な って きた 。 これ を使 うベ ンチ ャ ー ・ビ ジ ネ ス が 今 後 増 えて く る こ と が予 想 され る 。 ち ょ う

ど マ イ ク ロ プ ロセ ッサ ー を使 って パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュー タを組 み 立 て る会 社 や、 さらにそれを使 っ
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て ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ を作 る会 社 と同 じよ うに な ろ う
。 この よ うに し て今 後 は特 殊 目的 のL

SIが ます ます 増加 す る こ とが考 え られ る。

Cソ フ トウ ェア ・,パッケ ー ジのハ ー ド化

'比 較 的 汎 用 性
の高 い ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジ は ハ ー ド化 す る こ とに よ って 速 度 を 向 上 で き

、 ま

た セ ミカ ス タ ムLSIな どの 使 用 に よ って製 造 コス ト(コ ピ ー費 用)も そ れ ほ ど大 き くな らな い
。

そ の た め に は・ まず ハ ー ドウ ・ アの利 点 を生 か した ア ル ゴ リズ ・ 鶴 え る必 要
.カ・あ る.逐 次性 が

強 く、 かっ 複 雑 怪 奇 な ア ル ゴ リズ ム で は 、 ハ ー ドウ ェ ア化 に 向 か な い
。

次 に、 ア ル ゴ リズ ム とハ ー ドウ ェ アの論 理 回 路 お よびその物 理 的 実 現 を結 びつ け る強 力 なCADが 必

要 で あ る。CADに はさまざまな層 が ある。 アル ゴ リズ ムか ら論 理 回 路 へ の 変 換
、論 理 回 路 の シ ミュ レ_

シ ョン、 物 理 的 配 置(図 形 パ ター ンへ の展 開) 、そ の 時 に生 じ る浮 遊 容 量 の 影 響 な どの チ ェ ッ クな ど

で あ る。 さ ら に もう一 歩 進 ん でCAMま で つ な が る と、 アル ゴ リズ ムの 作 成 か ら実 際 の チ ッ プが で き

あ が るま で が一 貫 した シ ス テ ム とな る。 この一 連 の作 業 す べ て を 自動 化 す るの は む ず か しい が
、 も

し可 能 に な れ ば 、人 間 が あ る 目的 を仕 様 と して与 え るだ け で チ ッ プ が で きあ が る
。 この夢 は 技 術 の

ひ とつ の 目標 に な ろ う。現 実 に この 目標 に向 か って の ス テ ップ が す で に始 ま って い る
。 ま さに ソ フ

トウ ェ アの ハ ー ド化 の極 致 で あ る。

4多 様化 おわ りにかえて

80年代は多様化の時代であるといわれる。多様化は情報処理量の増大 を招 く
。 これがコンピュー

タ市 場 を大 き くす る最 大 の動 因 とな ろ う。 また 、 コ ン ピ ュ ー タ技 術 その もの の 多 様 化 も考 え られ る
。

大 衆 化 とい い 、ハ ー ドの ソ フ ト化 、ソ フ トの ハ ー ド化 とい い 、いず れ も多 様 化 の 観点 か ら見 な お す こ

と もで き る。最 近 の コン ピ ュー タ技 術 の傾 向 は 、 この よ うに 多 様 化 とい う観 点 か ら見 るな らば 、 い

よ い よ、 そ の第1歩 を踏 み 出 しは じめ た とい う段 階 で あ ろ う。

しか し・ そ れ は 単純 に朝 ・ ン ピ ・一 夕 が増 える こ と を意 味 しな い
.・ ン ピ_タ の 技 術体 系 に

お い て 、 根 も との材 料(シ リコ ン単 結 晶 な ど)レ ベ ル か らエ ン ド ・ユ ー ザ ーの 応 用 レベ ル まで が
、

多 種 化 に よ って末 広 が りに な っ て い る が 、 そ の広 が り具 合 が ます ま す 増 え る こ と を意 味 しよ う
。 そ

うい う体 系 に よ って エ ン ド ・ユ ー ザ ー側 の ニ ー ズ を満 た し、 か つ 低 価 格 を維 持
、 促 進 で き るこ とに

な る。 この観 点 を忘 れ て い たず らに専 用 コ ン ピ ュー タ を考 え るの は
、 長 期 的 に見 て疑 問 で あ る。 む

し ろ逆 に ユ ー ザ ー ・ニ ー ズ に対 す る深 い洞 察 に よ って 、新 しい 仕 組 み を持 つ 汎 用 コ ン ピュ ー タ を考

え出 す 必 要 が あ る 。 そ して 、 そ れ こ そが コン ピ ュー タ ・ハ ー ドウ ェ ア の真 の 新 しい展 開 を切 り開 く

こ とに な ろ う。
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第2章 日本 語情 報 処 理 とオ フィス ・オ ー トメ ー ション

1は じめ に

1980年 代のコンピュータ業界における最大の焦点は、「日本語情報処理」と「オフィス ・オー トメ

ーション」であろ うと予測 され る。特に、オフィス ・オー トメーションを真に 日本の経営風土に定

着 させるためには 「日本語情報処理 」、とりわけ 「漢字カナまじり文の情報処理」が根付 くことが不

可欠である。

日本語情報処理の本題に入 る前に、1980年 代にコンピュータ業界が直面 している環境 について触

れてお くことにす る。

(1)VLSIで 代表 される半導体技術の発展 と関連する各種新製品開発の促進

(2)通 信技術の急速な展開、特に光通信(半 導体 レーザーを用いたファイバー通信)な どの伝送技

術の進歩、それに伴 うコンピュータ ・ネッ トワークや ファクシ ミリ、CATVな どの普及

(3)レ ーザー ビームを利用 した電子写真やインクジェット・プ リンターな どに代表 される非フォン

ト系(ド ット画素を利用 した)印 刷技術の技術革新

(4)人 工知能の研究の促進により、文字認識技術、音声認識技術 を利用 した、簡単な入力手段に関

する研究開発の期待

(5)広 義のデータベース構築の技術、方法論の発展 と実用化への試み

以上を踏まえた情報化の推進 と、それに焦点を合わせたオフィス ・オー トメーションの普及が最

大の課題であろう。

2日 本語情報処理の世代論

日本語情報処理の歴史は古 く、コンピュータが利用できるようになるとただちに開始 されている。

しか し、最近まで、コンピュータ、特に汎用大型機は著 しく高価てあったため、誰で も手軽 に 「日

本語によりコンピュータを利用すること」には限界があった。 これを、市場形成の面か ら分析 し、

世代に分けてみると、その間の事情がいっそう明白になる。

(1)第1世 代 日本語情報処理を業 とする分野が日本語情報処理 を推進 した時代



336第7部 最 近 の コ ン ピ ュー タ技術 の動 向

代表的な ものでは、新聞社、出版社な どがその例であり、いずれ も経営体質の強化につながって

おり、相当なレベルに達 している。官公庁 では、外務省や防衛庁なども漢字 データの集配信処理、

分析処理を行 った。また、国立国語研究所の文字調査集計処理は、以後の計量国語学 に大 きな影響

を与 えた。一方、ハー ドウェア技術としての第1世 代の主役は「漢字電信機器」、いわゆる「漢テ レ」

であった。

(2)第2世 代 日本語情報処理の投資効果が十分期待できる分野、特に人名、地名、企業名な どの

漢字処理が望 ましく、それを推進 した時代

代表的な ものでは、信託銀行、証券代行各社が先陣を切 った顧客宛名の漢字処理がその例であり、

証券会社、保険会社、デパー ト等がそれに引きつづいた。最近 では公共団体、地方 自治体などで も

住民の宛名を片仮名か ら漢字へ変 えるところが出て来ている。第2世 代のハー ドウェア技術は、そ

の使用環境がバッチ処理的性格から、高速の漢字 ラインプリンターが主役であった
。

(3)第3世 代 オフィス ・オー トメーションの一環 として、 一般事務処理の中に「漢字カナま じり

文のテキス ト」の処理を部分的に採用 した時代

代表的な例では、文書作成作業 を対象にした日本文 ワー ド・プロセッサーなどがあ り、実現手段

として、汎用大型計算機の端末処理機能の拡大 とい うアプローチ と、スタンドアローン型のワー ド

・プロセ ッサーや、漢字処理機能付オフィスコンピュータな どのアプローチがある。第2世 代の宛

名の漢字化 と異な り、文書作成はオフィスの事務職員個人個人を対象とするため、端末機的色彩が

強 いのは当然であり、ハー ドウェア技術の中心は、端末用漢字プ リンターや漢字ディスフ。レイであ

る。ここでは特に、字母を自由に作 り出せる非 フォント系印刷方式が各種開発 された
。

(4)第4世 代 コンピュータ秘書 という概念が定着 し、一般のオフィスにとどまらず、個人でも、

電子写真方式の複写機を利用す るよ うな手軽 さで、日本語情報処理の広範囲にわたるユーティリテ

ィを利用す る時代

第4世 代は、まさに、オフィス ・オー トメーションが目的 とするターゲ ットとみることもできる。、

これを実現するための問題点は、ハー ドウェア技術よ りは、むしろソフ トウェアに多い。特に、人

工知能に関連する研究が、よりいっそ う重要 になろ う。なん らかのブレークスルーが必要な段階に

さしかかっている。希望的な応用例 としては、機械翻訳 システムや、,日本語による質疑応答 システ

ムな どがあろう。

3オ フ ィス ・オー トメー シ ョンの見地 か ら見 た

日米 経 営風 土 の ちが い

コンビ.ユ一夕の保有台数や金額がGNPと 同様に世界第2位 に もかかわらず
、自国の文化的基盤で
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ある 「国語」を手段 として使 い、コンビ。ユータか らの出力を 「国語」で表現 したいとい う願望はほ

とんど満たされていなか ったといって も過言ではない。

1970年 前後のMISの 導入熱 とその失敗を経験 した企業は数多 く存在す る。失敗の原因の本質的な

側面 として、

(1)日 本の経営風土、経営の方式に起因す る問題点の分析が不足したため

(2)「 漢字」の出力ができなかったため

の2点 を指摘することができる。

もちろん、当時の汎用コンピュータの性能不足やバッチ中心のオペ レーテ ィング ・システムとい

った供給側の体制が未熟であったことも事実ではあるが、上記の本質的な課題 を避けて通っていた

の も事実である。

ここで、オフィス ・オー トメーションに関して も、「オフィスをエレク トロニスクで重装備はした

が、投資に見合った効果が得 られなかった」 ということにならないように、上述の本質的な問題を

検討 しておくことは無駄ではあるまい。

オフィス ・オー トメーションの トリガとなったのは、1977年 の米国SRI社 の調査報告に起因す る。

その報告では、「製造業の生産性は10年 間で90%向 上 したのに、オフィスはたったの4%で ある」 と

述べている。当然そこでは、ホワイ トカラーの生産性向上 を意図 してお り、ホワイ トカラーの生産

性向上 とは、約70%の 非数値処理をどう改善するか とい う問題に転換することができる。この精神

は生かすことは可能であるが、これが即刻、日本のオフィス ・オー トメーションのターゲットにな

るとは考 えに くい。その理由は、上述の2つ の本質的な問題にあると考えられ る。

ここで、日米の経営風土の相違に関して論じておこう。

まず、マネージメン トの基本である責任 と権限意識について考 えてみよう。

(1)責 任意識に関 しては、米国(米 国型の経営)が 「個人」に、 日本(日 本型の経営)は 「集団」

に置 いている。したがって、米国では、 トップの責任 と リーダーシップが強調 されるし、経営組織

もそれを前提 として構築 されている。一方、日本では、協調性が重視 され、運命共同体的な性格 を

持ち、経営組織 も 「会社としての責任」体制になっている。

(2)権 限意識に関 しては、米国が明確に 「職務規定」(jobdescription)を して、それに依存 してい

るのに対 し、 日本では 「人」に依存 している。したがって、米国では、上司 といえども、部下の権

限に属することは立ち入れない場合が多い。一方、 日本の場合は、経営のラインとして、部長一調

長一係長に相当する管理体系はあるが、権限は、その中で自他 ともに許すエ リー ト(幹 部候補生)

が持つ場合が多い。

以上の責任 と権限意識の差により、以下の管理者 と被管理者間の問題が派生する。

(3)管 理者の部下(ホ ワイ トカラー)の 見方に関しては、米国が実力主義であ り、日本が能力(ポ



338第7部 最 近 の コ ン ピ ュー タ技 術 の動 向

テンシャル重視)主 義である。前者では、部下が どれだけ、管理者の現在の業績に寄与するかが問

題であ り、後者では、部下がどれだけ協力 して頑張 る姿勢 をとるかが問題である。当然、前者では

必要 とあらば 「人材のスカウ ト」が行われ るが、後者では、OJTな どによる 「部下の育成」が重要

になる。

(4)部 下(ホ ワイ トカラー)の 管理者 を見る目に関しては、米国においては 「論理的な関係」が重

視 され るのに対 し、日本においては 「心情的な関係」が重視 される。 したがって、前者では リーダ

ーシップを持つボスが好 まれ、部下は自分の仕事 をどのようにボスに認めさせるかに思いを巡 らす

ことになる。後者では、全人格的に尊敬できる上司が望まれ、部下は自分の仕事 を上司がよく理解

して くれることを期待 している。

(5)新 入社員の採用に関する考 え方に関 しても、大 きな差が存在す る。米国型経営においては、社

員は即戦力としてである。一方、日本型経営においては、新入社員の採用は、将来の企業の担い手

(素 材)・としてである。当然、前者においては職務により給料が異な り、実力を証明する資格が重

視 され る。 したがって、大学卒よりは修士卒、修士卒よりはPh.D取 得者が重視される。また、個

人個人 も、実力主義による会社間移動が行われる。一方、後者においては、長期的な評価の視点に

立った新入社員の採用であり、大学卒 と修士、博士課程修了者 との給料の格差や、資格に対する重

視はさほど存在 しない。社内教育(OJTな ど)に よる社内 ローテーション方式 を採用 している。

(6)労 働者(ブ ルーカラー)に 対する考 え方に関しては、米国型経営においては、部品 としての役

割が重視され、日本型経営においては組織人 としての役割が重視 される。前者では、大集団の管理

に重点が置かれ、後者においては、終身雇用、年功序列に支えられた小集団のヤル気や、TQC運 動

が重視 される。

(7)経 営、人事に関す る評価に関 しては、米国型の経営では、科学的経営指向に立脚 し「量的評価」

を重視 している。一方、 日本型の経営では 「質的(心 的)評 価」 を重視 している。前者では、いわ

ゆるナンバービジネスが強調 され るあま り、社長と言 えども経営指標が悪 くなれば解雇される。量

的評価は数値化 されやす く、コンピュータに乗せやすい。当然MIS的 な発想が重視される。後者で

は、いわゆる人間関係 ビジネスであり、長期的な評価が重視 される。このよ うな評価の情報は、非

数値情報であり、コンピュータに乗せがたい。したがって、MISの 効果は少なかった。

以上、米国型経営方式 と日本型経営方式 との差を、ややオーバーに表現 したが、日米の優良企業

は、いずれ も、双方の利点をある程度取 り入れているのは当然である。

さて、オフィス ・オー トメーションの観点からホワイ トカラー(事 務職)に 限 って、米国型経営

方式 と日本型経営方式の現状 について分析 してみよう。

(1)オ フィス(事 務室)の 環境に関しては米国型は小部屋方式であり、管理者 と秘者 と電話 という

組み合わせで1セ ットとなっている。小部屋は一－Ptのステータス ・シンボルであり、個室の数 と秘
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書の数は日本に比べて、約1桁 多い'。一方、日本では大部屋方式を採 る所が多い。中間管理者が大

部屋の全員を管理する方式である。したがって、「文書」による意志の疎通 よりも直接 「口頭」によ

るものが圧倒的に多い。前者の方式では、意志の明示 は文書化によることが重要なのに対 し、後者

の方式では以心伝心 を含めた根回しが重要になる。

② 経営の意志の伝達方式に関して も大 きな差 が存在す る。米国のそれは トップダウン方式 と呼ば

れ、 日本のそれはボ トムアップ方式 と呼ばれている。前者の方式 を採 る以上、意志 を明確 に伝 える

ために、口述録音→ タイプライターによる文書作成→ゼロックスによる複写 ・配布、とい う仕事の

流れが存在する。後者の方式 では、担当者による伺書の作成→女子職員等による清書→青焼/ゼ ロ

ックスによる写 しの作成→上司へ提出、 という仕事の流れが存在す る。

(3)秘 書の役割の演 じ方に関 しても大 きな差が存在する。 日本の中間管理層や担 当者が海外出張や

海外留学をして、最 も感心して帰国するものの1つ に秘書の働 き振 りがある。タイプライター文明

に追いつけないのではないか と絶望感す ら抱 く場合す らあった。米国方式では、文書作成、ファイ

ル ・メインテナンス(文 書の更新維持)は 代表的な仕事であり、米国型の企業では、まさに典型的

な定型業務である。当然、省力化機器 も誕生する。一方、日本型の企業 では、「米国型の秘書」は、
りら

ご く一 部 を 除 き存 在 しな い。 日本 の 女 子 事 務 員 の 仕 事 の代 表 的 な もの は 、 清 書 作 業 を は じめ とす る、

い わ ゆ る 「雑 用 」 で あ る 。

(4)フ ァイル の シ ス テ ム化 に 関 し て も、 日米 の 経 営 方 式 に 大 きな差 が あ る。 米 国型 経 営 で は 、 経 営

の トッ プで す ら、 競 争 相 手 の 企 業 に引 き抜 か れ る こ と さ え あ る 。 し たが っ て 、「文書 化 」 と と もに 、

「フ ァイ リン グ ・シス テ ム」 が 必 須 で あ り、 コ ー ド化 が 進 ん で お り、 デ ー タ ベ ー ス へ の移 行 が 日本 ・

型 に 比 べ て 容 易 で あ る。一 方 、 日本 型 経 営 で は 、 フ ァイ ル よ り 「人 」 を呼 ん で重 要 な こ とを判 断 す

る こ と が多 い。 した が って 、 有 能 な男 子 事 務 職 員 は 、 個 人 と して 良 質 の デ ー タベ ニ スや フ ァ イル ・

シ ス テ ム を持 つ こ とに な る。 こ の結 果 、 重 要 な情 報 ほ ど文 書 化 され ず 、 コー ド化 が 難 し く、 デ ー タ

ベ ー ス の構 築 が な か な か で きな い とい う側 面 を持 つ 。

以 上 、「米 国 的企 業 経営 」 と 「日本 的企 業 経 営 」の 相 違 に つ い て 論 じた が 、 日本 的 企 業 経 営 の各 種

の 長 所 は認 め る と して も、 米 国 的 企 業 経 営 の長 所 を生 か し、 エ レ ク トロニ ク ス 技 術 を有 効 に 活 用 し

た オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ンへ と進 む必 要 が あ ろ う。

米 国 で 、 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンの必 要 性 が叫 ば れ て以 来 、具 体 的 に い ろ い ろ と実 現 され つ

つ あ る。 す な わ ち、 文 書 作 成 に 関 して は イ ン テ リジ ェ ン ト ・ワー ド ・プ ロセ ッサ ー が 、 複写 に関 し

て は 、 イ ン テ リジ ェ ン トPPC、 ま た コ ン ピ ュ ー タ と通 信(電 子 交 換)を 結 びつ け た電 子 郵便 、 電 話

会 議 、 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク等 の 実 用 化 に 向 か っ て進 ん で い る。 一 方 、 日本 で は 、 ホ ワ イ ト

カ ラ ーの 生 産 性 向上 とい うよ りは 、 経 営 の 合 理 化 、 間 接 人 員 の 削 減 とい う見 地 か らの 発 想 もあ り、

オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン とい う言 葉 の方 が先 行 し、 具 体 的 タ ーゲ ッ トが 暗 中模 索 の と こ ろ もあ
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る。単なる事務機器の導入がオフィス ・オー トメーションとは考えにくい。

特に、日本の場合、真のオフィス ・オー トメーションを実現す るには、「漢字カナまじり文」の文

書が自由にコンピュータで取 り扱 えることが最大の前提であ り難問であろ う。文書化の習慣 を定着

させることなしに、日本の企業が国際的な企業へと脱皮をはかることは難 しい。

以下の章では、「日本語情報処理」の諸問題の うち、「漢字カナまじり文のテキス ト」の入力法の現

状 と問題点を論じる。

4オ フ ィス ・オー トメー シ ョンの見 地 か らみ た

日本 文 入 力法 の現状 と課 題

オフィス ・オー トメーシ ョンの主役になるには 「漢字カナまじり文の文書」がコンピュータの技

術 を利用 して取 り扱 えることが先決である。

現在、日本語の入力方式には、大別すれば、

① 漢テ レ方式

② ペンタッチ方式

③ タッチ ・タイプ方式

④ カナ漢字変換方式

と、将来期待 される方式 として、

⑤ 人工知能 を利用した方式、たとえば、オンライン手書 き文字認識方式

な どがある。① と③が専門家向けであり、②、⑤が素人用であ り、④がその中間 といえよう。しか

し、狙いは素人用 と考 えられ る。

どの方式を採用す るかに関 しては、「何を処理 したいか」を十分考慮する必要がある。すなわち、

具体的な入力情報量や、出力情報を誰が読むかなどをよく検討 して決定することが大切であろう。

たとえば、商売で入力 してい るところは、オペ レーター当た りの1日 の入力字数の多いものを選ぶ

べ きであろ う。したがって、漢字の入力テープの作業などを担 当している計算センター業な どは、

タッチ ・タイプ方式が最 もよい方式であることは明 らかである。一方、少量の(1～2頁 の)定 型

文書の作成であれば、訓練時間のかからぬ素人用の入力方式でよい。 この場合、スタンドアローン

型のワー ド・フ。ロセ ッサーにするべ きか、大型汎用計算機の日本語端末を利用すべきかは、企業全

体の立場から考慮する必要があろう。特に、日本のオフィスは大部屋であり、スタンドアローン型

について も、TSSの 端末方式にして も、騒音の発生源になるよ うな ものは好ましくない。 ちょうど、

一昔前のタイプ室やパンチ室
、複写室 といった状況になっては、誰で も手軽に利用す る機器にはな

り得ない。その意味で、高性能のデ ィスプレイの開発は重要 である。
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こ こで 、 各 入 力 方 式 に つ い て 、 そ の特 徴 と問 題 を述 べ る。

A漢 テレ方式

新 聞 社 な どの 先 端 的 ユ ーザ ー が利 用 して い る。 も っ と も歴 史 の あ る入 力 方 式 で あ る。 フ ル キ ー ボ

ー ド方 式 で、 専 任 の オ ペ レー タ ー に よ る打 鍵 方 式 で あ る が 、漢 テ レで は タ ッチ ・タ イ プ方 式 の英 文

タ イ フ。ラ イ タ ー と異 な り、 入 力 速 度 の 向 上 は あ ま り望 め な か った 。 今 後 と も、 一 定 量 は使 用 され る

が 、 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ンの 主 役 とは な り得 な い と思 わ れ る。

Bペ ンタッチ方式

素人用の入力装置 として、最 も単純な方式である。 これはペンタッチ式のタブレットを用いた入

力方式で、すべての漢字がタブレット上に配置 してあり、それをペ ンで探 してタッチして入力する

方式である。 この方式では、視線は原稿 と文字盤の間を行 き来す る。 したがって、 リズム感がない

ため、心理的負担は大 きい。また訓練をして も、そ うスヒ。一 ドは上がらない。習 うより慣れよとい

う指導方針 となる。作業速度は、20～30字/分 くらいが実用的な限度 と考 えられ る。 しかし、特別

な訓練を受けることな く使用できるメリッ トのため、かな り使用 されている。おそらく、素朴な方

式であるが、入力方式に決め手 を欠 く現状から考え、当分使用されよう。

Cタ ッチ ・タイプ方式

タッチ ・タイプ方式のメ リットは、その打鍵速度にある。従来フ。ロ用の漢字入力装置 として、漢

テレが用いられて来た。1972年 日米コンピュータ会議でラインフ。ットとい うタッチ ・タィフ。方式の

漢字入力方式が提案 された。その打鍵速度は英文 タイプ並みの速度であったため、漢字の入力は字

種が多いので、英文タイプのようなタッチ ・タイプ法(原 稿 を見 るだけで文字盤は見ない打鍵法)

は無理であるといった固定観念が打 ち破 られた。現在、JISカ ナ鍵盤 を用いた、カナ2字 で漢字を

コー ド化 したものをはじめ、数種類の方式が存在す る。いずれの方式で も、打鍵速度の面では、十

分な速度が得 られている。サイ ト法 と異な り、初期か ら計画的な訓練が必須であるが、実際数十人

のオペレーターの訓練結果 によれば、新聞社の漢テレ鍵盤の標準作業(1日8,000字)に くらべて、

2～3倍 の速度が得 られている。この方式の問題点は、鍵盤上のキーの配列、漢字のコー ド化が各

企業のノウハ ウに属するため、標準化 されていないことにある。したがって、計画的な人材教育が

なされない。「標準化」と 「教育」の面で・産学の コンセンサスの一致 を期待 したい。

Dカ ナ漢字 変 換方 式

上述3方 式は、いずれ も、 日本文を直接入力す る方法であるのに対し、一旦、ローマ字またはカ
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ナで原文を入力 し、計算機に貯 えてある辞書 を用いて、カナを漢字に変換す る方式である1方 式自

体のアィデァはかな り古 くから存在 したし、実用化 もされていた。たとえば、共同通信社では海外

か らのニュースをローマ字テレックスで受け、これをカナ漢字変換方式を用いて、日本文に変換す

る作業を1976年 より行っていた。しか し、1978年 秋に東芝 よりJW-10が 発売 され、 これが日本文

のワー ド・プロセ ッサーの事実上第1号 となったばか りか、商品 としてのカナ漢字変換方式の実用

化の先鞭をつけた。それ以降、カナ漢字変換方式の ワー ド・プロセ ッサー、および汎用大型計算機

端末は多数発売 された。

この方式の技術的問題点 としては、分かち書 き方式、辞書の構成方式、辞書の参照方式、同音異

義語の処理方式、のどれを取 り上げても完全な ものはなく、研 究課題を含んでいる点にある。 した

がって、これらの処理の程度の相違により、例文によっては変換率に大 きな差が生ずる。また、変

換操作から編集操作等の指令に関する特殊キーの操作系がすべて異なっており、将来 「標準化」が

重要な課題 となるであろう。

この方式は、素人に も、ある程度の専門家に も適合す る素地 を持ってい る方式であるが、まだ、

変換率、使い勝手の両面で改良の余地が多分に存在する。

E文 字認識方式

現在、研究ベースの ものではあるが、近い将来、素人用の入力方式として、漢字 カナまじり文を

対象にしたオンライン手書 き文字認識方式が試験的に先端的ユーザーで実用化 されよう。この方式

の特徴は、筆順情報を認識に利用で きるため、OCRに 比べて実用化が容易である点にある。

この方式が意味を持つのは、原稿の作成過程で使用することにあり、書かれた 「文書」を手書 き

で入力する、つま り清書作業 と同等な作業 をするのでは、そのメリットは半減 してしま う。その意

味で人間の思考の リズムに適合するような配慮がシステム設計には不可欠 とな る。

以上、日本語情報処理の入口であ り、 しか も、現実的な意味で問題点の多い入力方式について述

べたが、入力方式には、 このほかに も字形合成法に属する願解採字法や三角線号法などもある。ま

た、音声認識に関する研究 も盛んに行われており、音声タイプライターも夢ではないかの印象を受

ける発表 もあるが、一字一字区切 って発音 したり、連続音の場合には登録 した数十語か ら数百語の

認識 しかできない現状か らして、オフィスの主役になるには当分時間がかかると思われる。

5お わ りに

1980年 代 は オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン化 の 推 進 の 時代 とな ろ う。 日本 の事 務 作 業 の 改 善 は パ ン

チ カ ー ドの 時 代 、EDPSの 時 代 、 デ ー タベ ー ス を活 用 した オ ン ラ イ ン化 の 時 代 を経 て 、 着 実 に オ フ
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イスの改革に取 り組んで来た。いずれの時代 も計数データの処理が中心であったが、今後はオフィ

スに働 くすべての 「人間」 とのコミュニケ ーションの効率化時代なのである。その意味で、日本の

文化的風土に適 したシステムの開発が不可欠 となる。オフ ィス ・オー トメーションを単に、エレク

トロニクス化 したオフィスの推進 として考 えるのではな く、オフィスの生産活動を発展 させるため

に、新 しい文化的創造の見地か ら取 り組む必要があろう。そのためには、日本の伝統的な経営方式

に、新たな創造 を加えることが必要 となろ う。そのためには、「日本語」で考 え、「日本語」で行動す

ることが基本であり、その意味か らも、コンピュータのあらゆる分野で日本語情報処理の推進が望

まれる。
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第3章 第5世 代 の コン ピュー タ

1調 査研 究の 目的

わが国の コンピュータ技術はこれまで、常に外国のコンピュータ技術に追 いつ き追い越すことを

目標 として発展 して きた。そしてコンピュータ業界の育成と技術開発の結果、超LSI開 発の成果に

みられるように、デバイス技術は飛躍的な進歩を遂げ、世界で もトップクラスの技術 レベルに達 し

たといってよい。また、昭和54年 度か らはオペレーティング・システムや周辺 ・端末機器を強化す

るプロジェク トが開始 されて、その成長が期待 されている。

このような技術開発は1980年 代に実現する第4世 代機種に向けての ものであるが、ソフ トウェア

危機 に代表 されるよ うに現在のコンピュータの構造では将来に行 きづま りが生ず る可能性が強 い。

このため、以下に示すような問題意識に基づ き、第4世 代機種のライフサイクルが終わると想定

される1990年 代に実用化 され るべ きコンピュータ ・システム、すなわち第5世 代機種に関する研究

開発 を積極的に推進す る必要がある。

こめような背景か ら、真の意味で世界をリー ドするコンピュータ ・システム技術の育成 とコンヒ。

ユータ産業の発展 を目指 し、1990年 を目標年 として,第5世 代 コンヒ。ユ一夕の研究開発を行 うため

の調査研究を開始 した。

調査研究は昭和54--55年 度の2カ 年にわたって行い、第5世 代 コンピュータの調査研究委員会を

設置 して必要な研究開発課題を明 らかにす るとともに、開発方針、開発計画 を策定 し、開発体制 を

確立するための基礎的調査研究を行 うことを目標 とした。

A問 題意識

(1)ハ ー ドウ ェア に 関 す る問 題 意 識

半 導 体 技 術 の 目 ざ ま しい進 歩 に よ っ て 、10年 後 に は数 メ ガ ビ ッ ト・チ ップ や 数 万 ～ 数 十 万 ゲ ー ト・

チ ップ の実 現 も夢 で は な くな りつ つ あ る。

しか しな が ら、現 在 の コ ン ビ。ユ ー タ の設 計 思 想 は 、 ハ ー ドウ ェア ・コ ス トが 高 くか つ あ ま り複 雑

な こ とま で は ハ ー ドウ ェア で は 実現 で きな い と い う考 え方 を前 提 に した もの で あ り、最 近 の技 術 進

歩 とハ ー ドウ ェア ・コ ス トの低 下 と い う新 た な 要 素 を踏 ま えて 、 コ ン ピ ュー タ構 造 を根 本 的 に見 直
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し、1990年 代 に お け る望 ま しい コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ムに 関 す る研 究 を 行 う必 要 が あ る と思 わ れ る。

(2)ソ フ トウ ェア に 関 す る問 題 意 識

社 会 の情 報 化 が 進 む に つ れ コ ン ピ ュ ー タ の果 た す 役 割 は 大 き くな る一 方 で あ り、 ま た要 求 され る

機 能 も年 々 高 度 化 、 複 雑 化 し て い る。

この よ うな 動 向 に対 し、 現 在 の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムで は 、 ハ ー ドウ ェ アは で き るだ け シ ン プ

ル に して 、 応 用 分 野 の拡 大 等 の機 能 に対 す る要 求 は 、大 部 分 ソ フ トウ ェ アで カバ ー す る と い うソ フ

トウ ェア依 存 型 で あ る。したが って ソ フ トウェ アは巨大 化 ・複雑 化 し・ また生 産 向上 も望 めな いた め・

その 作 成 、 維 持 管理 に は膨 大 な 労 力 を 要 す る こ と とな る。 この こ とは人 件 費 の上 昇 と も相 ま って 、

シ ス テ込 全 体 に 占 め る ソ フ トウ ェア ・コ ス トの割 合 を大 幅 に増 加 させ る こ とに な り、1985年 に は80

～90%を 占 め る と も言 わ れ て い る。

以上 の よ うな 問 題 を解 決 す るた め に は 、 コ ン ピ ュー タの 構 造 や基 本 思想 お よび言 語 理 論 にまで 立 ち

返 って 、1990年 代 に お け る ソ フ トウ ェア の あ り方 を究 明す る必 要 が あ る と思 わ れ る 。

(3)基 礎 理 論 に関 す る問 題 意 識

1990年 代 に要 求 され るコ ン ピ ュー タ ・シス テ ム技 術 を想 定 す る と き、 自然 言 語 の解 析 、 知 識 情 報

処 理 、学 習 や推 論 の メ カニズ ムの 研 究 、 あるい は プ ログラ ミン グ言 語 の研 究 な ど、現 時 点 で は基 礎 的

研 究 段 階 に あ る理 論 が 、 将 来 は情 報 処 理 の分 野 に 大 きな イ ン パ ク トを与 え る技 術 とな る こ とが予 想

され る。 この よ うな基 礎 理 論 研 究 に 着 目 し、新 た な概 念 の導 入 や研 究 成 果 の実 用 化 に よ り、 コ ン ピ

ュ ー タ ・シ ス テ ム技 術 の 新 た な展 開 を は か る と と もに 、 そ の結 果 、 さ らに必 要 とな る基 礎 的研 究 課

題 を明 確 に して研 究 開 発 の進 展 をは か る必要 が あ る と思 わ れ る。

(4)社 会 ニ ー ズ に 関 す る問 題 意 識

今 後10年 間 に コ ン ピ ュー タ を と りま く政 治 、経 済 、 産 業 構 造 、社 会 生 活 は大 き く変 化 す る もの と

予 想 され 、コ ン ピ ュ ー タ の利 用 分 野 も急速 に、しか も広 範 囲 に拡 大 して い く もの と考 え られ る。.

した が って1990年 代 の社 会 を可 能 な 限 り正 確 に展 望 し、 そ の 中 で 情 報 処 理 分 野 に対 す る ニ ー ズ お

よ び解 決 す べ き問 題事 項 、 コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム技 術 に対 す る要 求 条 件 を分析 す る こ と に よ り、

利 用 者 サ イ ドか らみ て1990年 代 に お い て望 ま し い コ ン ヒ。ユ ー タ ・シ ス テ ム を検 討 す る必 要 が あ る 。

匝
A背 景と意義

(1)社 会 的 要 請

第5世 代 コ ン ピ ュ ー タ が活 躍 す る と想 定 され る1990年 代 に お い て は 、情 報 処 理 シス テ ム は社 会 ・
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経済 ・産業 ・学術 ・行政 ・国際 ・教育 ・文化 ・生活等のあ らゆる社会活動における中心的なツール

となっており、その環境変化による新たなニーズに追従 してい くことが要求 されるとともに、その

機能 を有効に活用することによって、予想 される社会的ボ トルネックを回避 し、よ り望 ましい方向

へ進展せしめる積極的な役割 を果たす ことが期待 される。

1990年 代における情報処理 システムに期待 される役割 としては、次のよ うな ものがある。

① 低生産性分野の生産性向上

プロセスや製造 ラインの計算機制御な どによって、第2次 産業の製品品質と生産性が大 きく高ま

っているのに対 して、農業 ・漁業等の第1次 産業や流通業、公共サービスを含む第3次 産業の生産

性はほとんど向上 してお らず、社会的に大 きな不均衡を もた らしている。

これ らの分野のコンピュータ利用による、工業やオフ ィス ・オー トメーションに代表 される業務

の効率化によるコス トの低減等が、大 きく期待 される。

② 国際競争力の確保 と国際的貢献

狭い国土と自然資源の乏 しいわが国は、食糧の完全自給すら不可能であり、エネルギーや石油の

自給率の低さは、他の先進国にその例を見ない。一方、高学力で勤勉かつ良質な労働力 と人的資源

は、わが国の貴重な財産 である。これを活かすことにより、情報 自体 を食糧やエネルギーに匹敵す

る新 しい 資源に育て あげることが必要であり、この情報 の自在な処理 ・管理を可能にする情報関

連の知識集約産業を強力に推進すべ きである。

この ことが、.わ が国の国際競争力の確保に役立つだけでな く、知識集約技術は、国際的に も大 き

く貢献す るものと期待 される。

③ 省エネルギー、省資源問題の解決への援助

有限の資源をこれか らの世界でいかに有効 に使ってゆくかは、人類にとって今世紀最大の課題の

1っ である。コンピュータ技術の活用によるエネルギー消費の最少化 ・最適化制御、エネルギー変

換効率向上、新エネルギー源開発用 シミュレータの実現等 とともに、産業構造自体 も、典型的なエ

ネルギー非消費型産業 である知識集約型の情報産業に、その重点 を移行 していく事が望まれる。

④ 高齢化社会への移行

わが国における社会高齢化の急速な変動は、他に例 を見ない現象 という。これに伴 う医療費や福

祉負担の急増、労働人口の相対的減少は、大 きな社会問題 とな る可能性がある。したがって、医療

関連情報処理システムおよび健康管理システムの充実、高齢者生涯教育用 システム等を初め、この

分野への積極的貢献 を考 える必要がある。

(2)技 術面からの背景

従来のコンピュータ技術は、その誕生か らほとん ど一貫 して高速 ・大容量化を目指 し、かっ数値計

算 を主体 として発展 してきた。その結果、入出力機能の制約が大 きく、これが利用面や活用方法を
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限定し、・ンピ_タ の利便性の大 きな制約 とな・ていた・醐 の技術分野のみの利用から事務処

理分野への利用の拡大 につれ、近年とみに燗 の自然な情報健 形態 である音声や画像・図1瀦 の

自由な入出力機能が強 く要望 され るようになった。

また当初はハー ドウェアが高価であったため、機能 を最小限に留めて、しか も利用効率を高める

ために次第にソフ トウェアの比率が増大 し、その開発量 も上昇 し、ソフ トウェア危機 と呼ばれる状

態 を招 くに至った。 この問題はさらに既存 ソフ トウェア資産の持続性を欲す るあまりアーキテクチ

ュアが硬直化 し、従来路線を進む限 りではもはや今後の新 しいアプ リケーションに対処 し得ないの

ではないかという副作用をもた らすこととなった。

一方、新技術発展のシーズ的要素 としては、ここ数年来急速に前進 したVLSI技 術、メモ リーの

熔 量化の実現、高速素子醗 可能性の増大、人工知能やパタ⇒ 識 技術の研雛 進・通信 と情

報処理技術の融合など、いろいろな角度か ら新 アーキテクチ ュア、あるいはコンピュータのインテ

リジェンスの向上等の新 しい機能の実現を可能 とす る技術基盤 の熟成が もた らされて来た。

このようなニーズとシーズ双方の対応を勘案す ると、今後10年 余の間に、おそらく過去30年 来の

コンピュータ技術の歴史に大 きな飛躍を もた らす と予'想される新構想 に もとつ く情報処理 システム

が出現することは、きわめて必然的な要求であると言 える。

(3)プ ロジェク トの意義

経済掴 といわれるまでに成長したわが国産業の画 べき方向を考 える時・先進国追従型の従来

の開発体制 を脱却して、先導的かつ独創的な研究開発目標 を設定 し、それを世界に先がけて推進す

る意義は大 きい。

第5世 代。ンピ_タ 研究開発プ・ジ・クトの議 とその効果は・以下のよう礁 約 され よう・

① このフ.・ジェク トを通 して、コンピュータ技術の開発面でわが国が世界で先導的な役割 を果た

すことが期待 され る。

このことは、わが国 コンピュータ産業にとって創造的技術 を育成するだけでな く・わが国のバー

ゲニング.パ ワーとな り得 るものである。また先導的分野における開発投資は国際分業の面で も経

済大国としての義務を果たすことになる。

②1990年 代の社会を豊かな ものにする上に大 きな波及効果がある。

第5世 代 コンピュータは、エネルギー問題、高齢化問題など予想 され る社会のボ トルネックの解

消に役立つ ものであると期待され る。生産性向上が困難であった分野の効率向上に役立 って産業全

般の活力の原動力 となることが期待 されるほか、社会の新分野にコンピュータ活用が可能 となるこ

とにより、豊かな社会の実現が期待され る。

③ 未踏分野の開拓 を通 じて人類社会の進歩へ積極的に貢献すること。

人工知能の研究を促進することにより、今後の研究展開が注目され る生物の離 など1こついても
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より良 く理解がで きる可能性がある。多国語に対する自動翻訳の実現に近づ くことは
、言語を異に

す る人類相互の理解 を促進 し、誤解 や無知に基づ く紛糾 を減 らす効果がある
。

知識ベースの構築が可能にならば、人類が得た知識を蓄積 し有効に活用できることになり
、人類

にとって新 しい知覚や知見をコンピュータを使ってより容易に獲得で きることになる
。

④ 先導的研究開発体制の実験

長期的視野に立 った本格的な研究開発体制 を国家レベルで試みることの意義は大 きい
。今後の国

家プロジェク トの大部分がこのような先導的研究開発体制をとることを要請 されると考 えられ
、そ

れ らに対す る実験 プ・ジ・外 として も随 づけることができる.こ のようなプ・ジ.ク トの雌

はその周辺に独創的な研究 を生み出す環境 を作ることになる
。

B機 能に対する要求

現在のコンビ。ユ一夕がかかえる種々の問題を解決 し、 コンピュータの活用分野が さらに広範にわ

たると予想 される1990年 代の社会的ニーズに応 え得るためには、きわめて多様な、かっ高度な機能

が、第5世 代 コンピュータ ・システムに求められる。

総合的立場からみた第5世 代 コンピュータの機能に対する要求は、以下のような もの となろう。

(1)マ シンのインテリジェンスを向上 し、人間のよきアシスタン トとなり得る使いやすいコンピ
ュ

ータ

① 音声、図形、画像、文書などによる入出力機能

人間 とマシンのインタフェースをつかさどる入出力機能の向上は、使いやす さを改善する上の大

きな要素の1っ である。

特に現在のコンピュータでは入出力機能が きわめて制約 されており、人間が日常生活の中で情報伝

達の手段 として用いている音声、図形、画像、文書等の多様な形態の情報が容易に入出力 し得 る機

能が求め られる。

② 自然言語による会話型処理能力

今後、社会のあらゆる分野にコンピュータがさらに浸透 してゆき
、非専門家が直接 コンピュータ

を操作 し・必要鯖 靴 アクセスす 機 会が増大す る
.そ のよ う場 合には、われわれカ・日常使用

している自給 語がほぼそのまま通用 し、それによ・て・ンピ.一 夕 ・システ。と自趣 舗 をし

つつ目的 とす る処理が行われる事が望 ましい
。

③ 知識 を蓄積 し、それを活用す る能力

前述のような音声、図形あるいは自然言語等の扱いは単なる入力機能に留 まらず、入力された情

報 を理解す るのに必要な知識に裏付けされて初めてその目的を果たす。

またコンピュータが、各種の問題解決のツールとしてよ り有効に利用 されるためには
、対象 とす
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る各分野の、専門知識すなわち知識ベースをコンピュータ自身が保有 し、それを活用す る能力を持

つことにより人間の負荷 を軽減す るとともに、 さらに積極的に、人間に対す るコンサルタン ト・シ

ステムとしての役割を も果たす事が期待 される。

④ 学習 ・連想 ・推論機能

コンピュータが知識を保有 し目的に応 じて十分それを活用 し得 るためには、人間と同様になんら

かの形で、学習 ・連想 ・推論等の能力をコンピュータに も付与す ることが要求 される。それによっ

て人間の与 えた漠然たる要求の明確化を可能とし、また、 コンピュータ本来の膨大な情報記憶能力

と相まって、コンヒ。ユ一夕自身による新たな判断機能が達成 され、人間の能力の拡大につながる。

(2)ソ フトウェア作成負荷の軽減

① 要求仕様記述による処理の自動化

ソフ トウェアとハードウェアの開発費が逆転 し、今後 さらに増大するソフトウェア・ニーズに対処

するには、ソフ トウェア作成の自動化率の向上が必要不可欠である。

たとえば自然言語による要求仕様の記述から、直接 コンヒ。ユータの処理手続 きが合成 され、ジェネ

レー トされ、処理が遂行 され るというプロセスが可能 となることが理想である。

② プ・グラムの検証 を可能 ≒する言語の実現 と適合す るアーキテクチュア

ソフ トウェア作成 を行 う場合の人間とマシンの直接のインタフェースはフ。ログラ ミング言語であ

る。フ。ログラ ミング言語の使いやすさや言語仕様の持つ機能が、ソフ トウェア作成の難易に大 きな

影響 を与えるのみな らず、今後はソフ トウェアの信頼性 を高めるための検証性の高い超高級言語が

出現 し、 さらにそれ らの言語の処理に適合 したアーキテクチュアを持つマシンが実現することが望

まれる。

③ プログラ ミング環境の改善 と知的インタフェースの実現

フ。ログラミングの生産性を向上するためには、言語の改良のみならず、プログラミング環境 自体 も

大幅に改善 され、システムとの知的インタフェースが実現 されねばな らない。そしてこの要求は、

大量情報の中か ら、目的とす る情報 を検索す るデータベース ・アクセス、あるいは未知の問題に対

処する新しい知見 を得るための知識ベース ・アクセス等、あ らゆるコンピュータ ・アクセスの際に

共通す る要求である。

④ 既存 ソフトウェア資産の活用

コンピュータの機能 ・性能の向上につれ、従来のコンピュータでは処理不可能であった新 しいア

プリケーションも大幅に増加 してゆくことになるが、一方現在 までに、開発 したソフ トウェアも可

能な限 り活用 し得る事が望まれる。

そのためには、従来 のアーキテクチュアにもとつ くソフトウェアの実行 も可能な、融通性のあるシ

ステム構成が求 められ る。
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(3)社 会的ニーズに対応する総合的機能 ・性能の向上

① コス ト・パフォーマンスの向上

技術的進歩が、製品のコス ト・パフォーマンスを向上 させる事はあ らゆる工業製品に共通の原則

である。特に1990年 代 にはハー ドウェアとソフ トウェアを総合した大幅なコス ト・パフォーマンス

の向上が期待 され る。

② 軽量コンパク トなコンピュータ

素子の集積化技術の向上による、いっそうの軽量小型化が期待 される。 とくに1990年 代にはポー

タブルな高機能 コンピュータや、多国語間翻訳機、あるいはあらゆる工業製品に高性能マシンを組

み込むことが要求 されよ う。

③ 新しいアプ リケーションに対処 しうる高速 ・大容量なコンピュータ

コンヒ。ユータの基本能力である演算処理速度 と記憶容量に対す る要求は無限であると言ってよい。

従来のマシンでは処理不可能 とあきらめていた多 くの諸問題が、コンピュータの処理速度や容量の

増大にともなって新 しいアプリケーションとして登場 して くることになる。また前述のようなイン

テリジェン ト・システムの実現 もこれら基本性能の大幅改善が必須条件 となるとともに、未知の状

況の高精度のシ ミュレーションが可能 とな り、人間の問題解決能力の拡大に大 きく貢献 しよう。

④ 多様化 と適応性の向上

従来 のコンビ三一タはハー ドウェア固定型の汎用 コンピュータが主流 であったが、90年 代には大

幅な多様化 と目的指向の適応性や柔軟性がコツ ピュ一夕 ・システムに求め られ るであろう。ハー ド

ウェアもソフトウェアも各々の基本要素がモジュール化 され、目的別の自在 なシステムの適応化や

再構成が行われねばな らない。

⑤ 高信頼 圏三機能

コンヒ。ユータが社会のあ らゆる分野に浸透する度合いが深まるにつれ、その障害の及ぼす影響は

ますます甚大 とな り、システムの高信頼化は社会的に絶対条件となる。 これには単なる障害の自動

検出や 自己修復 にとどまらず、障害の予防措置および前述のようなマシンのインテ リジェンスの向

上 により、常識外の コンピュータの暴走による危険をくい止める能力等 も有することが期待 される。

⑥ 高度な機密保護機能

社会的ユーテ ィリテ ィとして今後大 きな期待がかけられ る社会 システムに おいては、高度な機密

保護機能が完備 されなければならない。またコンピュータ犯罪や不正使用の防止検出機構 もシステ

ムに内蔵 させることが要求 され る。

C目 標 とイ メー ジ

第5世 代 コ ン ピ ュrタ ・シ ス テ ムは 、従 来 の コ ン ピ ュー タの技 術 的 制 約 を克 服 し、1990年 代 に要
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求され るであろ う高度な機能に対応 し得 る革新的な理論 と技術に基づ く知識情報処理指向のコンピ

ュータである。

(1)基 本 概 念

第5世 代コンピュータ ・システムは高度の問題解決機能を持つ知識情報処理 システムである。す

なわち、システムのインテリジェンスが大 きく向上 して人間に歩み寄 り、人間 とシステム間のインタフ

ェースが従来 システムに比べ、大幅に人間側に近づ く事 となる。7-3-1図 に第5世 代 コンピュ

ータ ・システムの概念図を示す。この図に示す如 く、人間系 と、第4世 代マシンすなわち従来型 マシ

ン機能 との間に、問題理解、推論、および知識ベース等に基づ く強力な問題解決機構を有する。モ

デル系は主 としてソフ トウェア、機械系は主としてハー ドウェアで実現 されることとなるが、総合

した能力 として、以下のような機能を果たす。

① 問題の記述 あるいは要求仕様の理解

② 処理手続 きの合成

③ 機械系 と処理手続 き間の最適化

④ 機械系か らの出力にもとつ く応答合成

⑤ 音声、図形、自然言語等 を理解す る知的インタフェース機能

これ らの機能をサポー トする知識ベースには以下のよ うな知識 を有する。

① 人間 との会話の手段 として用いられる言語の知識

② 解決すべき問題領域に関す る知識

7-3-1図 第5世 代 コ ン ピ ュー タ ・システ ムの 概 念図
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③ 機 械 系 に 関 す る知 識

(2)ソ フ トウ ェ ア ・シ ステ ム の構 成 要 素

7-3-2図 に シ ス テ ム の構 成 イ メ ー ジ を示 す 。

各 構 成 要素 は 、そ れ ぞ れ 、 以 下 の よ うな 機 能 を果 た す 。

① 基 礎 ソ フ トウ ェア ・シ ス テ ム

ソ フ トウ ェ ア ・シス テ ムの 核 とな る部 分 で あ る。 第5世 代 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の基 本 機 能 で

あ る問 題 解 決 ・推 論 シス テ ム、 知 識 ベ ース 管 理 シ ス テ ム 、知 的 イ ン タ フ ェー ス ・シ ス テ ム の3つ か

らな る。

② 知 的 シス テ ム化 支 援 シス テ ム

知 識 ベ ー ス に も とづ き、 人 間 の シ ス テ ム化 作 業 を強 力 に 支援 す る知 的 機 能 を持 つ 。知 的 プ ロ グ ラ

ミン グ ・シス テ ム 、知 識 ベ ー ス設 計 シス テ ム 、知 的VLSI設 計 シス テ ムの3つ の サ ブシス テムか らな る
。

③ 知 的 ユ ー テ ィ リテ ィ ・シス テ ム

シ ス テ ムの 利 用 を容 易 に し、 高 信 頼 化 をは か る機 能 を持 つ 。

た と え ば 、他 の マ シンの ソフ トウ ェア や デ ー タベ ー スの 移 植 の サ ポ ー ト
、 利 用 者 へ の ガ イ ダ ン ス機

能 、 障 害 防 止 ・検 出 の た め の 自動 検 査 ・自動 修 復機 能 な どが あ る。

7-3-2図
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④ 基本知識ベース

この基本知識ベースは、システム自体の働 きを支援す るとともに、利用者に有効な、普遍的知識の

集積で もある。体系 としては、主 として自然言語理解にかかわる一般知識ベース、システム自体に

対するシステム知識ベース、および応用分野の専門知識 を集めた応用知識ベースの3種 類 に大別 さ

れ る。

⑤ 基本応用 システム

以下のような種類の基本応用 システムがあげ られ る。

●

●

■

■

■

機械翻訳 システム

質問応答システム

音声応用システム

図形 ・画像応用 システム

応用問題解決システム

⑥ 応用 システム

知識情報処理応用システム例 としては、以下のような ものが考 えられる。

●

●

知的CAE/CADシ ステム

知的CAIシ ステム

知的OAシ ステ ム

CAE:ComputerAidedEnglneering

CAD:ComputerA|dedDesign

GAl:ComputerAssistedlnstruction

OA:OfficeAutomation

(3)ハ ー ドウ ェア ・シ ステ ム の構 成 イ メ ー ジ

第5世 代 コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム は 、 そ の 応 用 の多 様 化 に 対 処 す るた め 、 小 型 か ら大 型 に至 る各

種 の レベ ル が望 ま れ る。 各 レベ ル の マ シ ンは 、 共 通 の言 語 を持 ち、 ま た 、 以下 の3つ の基 本 機 能 を

持 つ 。 な お 、 カ ッ コ内 は、 現 在 の コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム との 対 応 を示 した もの で あ る。

① 問 題 解 決 ・推 論 マ シ ン(中 央 演 算 処 理 装 置)

② 知 識 ベ ース 管理 マ シ ン(仮 想 メ モ リー機 構 っ きの 主 記 憶 と フ ァイ ル ・シ ス テ ム)

③ 知 的 イ ン タ フ ェ ー ス ・マ シ ン(入 出 力 チ ャネ ノ吐 入 出 力 デバ イ ス)

これ らの マ シ ン に は 、 そ れ ぞ れ い くつ か の機 能 レベ ル の もの が 存 在 し、目的 に合 わ せ て 、どれ か

の機 能 を強 調 した シス テ ム構 成 を可 能 とす る 。

7-3-3図 は 、 第5世 代 コ ン ビ。ユー タ ・シ ス テ ムの 構成 イ メ ー ジ を 示 す 。 機 能 別 マ シ ン は 、

VLSIア ー キ テ ク チ ュア を ベ ース と した、 デ ー タ フ ロー ・マ シ ン等 を含 む各 種 の 新 ア ー キ テ クチ ュ

ア を有 し、 そ れ ぞれ の 目 的 に応 じ種 々 の組 み合 わせ に よ る複 合 体 と して シ ス テ ムが構 成 され る。
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7-3-3図 第5世 代 コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの基 本構 造 概 念 図
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ま た 、 さ らに マ ク ロな構 成 と して は 、 この 図 に示 す よ うな シス テ ム を1つ の 要素 と し、 これ を ロ

ー カ ル あ る い は広 域 の ネ ッ トワー クに 複 数 接 続 し
、 大 規 模 分 散 処 理 シ ス テ ム と して 使 用 す る・形も想

定 され る。

D研 究開発課題

第5世 代 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの研 究 開 発 課 題 の一 覧 を7-3-1表 に示 す 。 全 体 は7グ ル ー

プ、26課 題 か らな る 。 これ らの 研 究 開 発 は 、7-3-4図 に示 す よ うに4つ に 体系 化 され 、前 期 、 中

期 、 後 期 の各 ス テ ップ で 、研 究 開 発 成 果 お よ び 新 技 術 の 動 向 等 を ふ ま えて 、 評 価 を繰 り返 しつ つ 、

1990年 を 目標 年 と し て 、第5世 代 コ ン ピ ュ ー タ ・システ ムの プ ロ トタ イ プ を完 成 す る。

ま た 、本 研 究 開 発 を 円滑 に 遂 行 す るに は 、 ソ フ トウ ェ ア開 発 ツー ル、 高 機 能 パ ー ソ ナル ・コ ン ピ

ュ ー タ 、VLSI-CAD、.コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム等 の 強 力 な開 発 支 援 シ ス テ ム の整

備 が 必 要 不 可 欠 で あ り、 これ らの 支 援 シス テ ム もあ わ せ て 早 期 に 開 発 す る。
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7-3-1表 第5世 代 コン ピ ュー タ ・シス テ ム研 究 開発 課 題 概要

課 題 説 明

1.基 本 応 用 シ ス テ ム
聞 く、話す、見 る、描 く、考 える、解 くな どの機能 を代表す る基本的な応用 シ

ステ ムを研究開発す る

(1)機 械 翻 訳 シ ス テ ム

ドキュメンテーシ ョン技術の研究、知識利用 に関する人工知能研究等の成果 を

総合 し、多国語間翻訳 を行 う総合 システムの研究開発

② 質 問 応 答 シ ス テ ム
知 的CAE/CADシ ス テ ム、DSS(DecisionSupportSystem)、 知能 ロボ ッ

ト等 の各 種専 門分 野 に共 通 の 質 問応 答 シス テ ムの研 究 開発

(3)音 声 応 用 シ ス テ ム

機械翻訳の入出力 として用 いられ る汎用音声応答 システ ム、音声 タイプライタ

ー、電話を用いた問合せ等 で重要 な話者認識 システムの研 究開発

{4)図 形 ・画像応用 システ ム

大量の図形 ・画像情報 を構成 的に蓄 積し、知識情報処理に効果的に利用す るた
・

めに高速で検索す るシステムの研究開発

(5)応 用 問 題解 決 シス テ ム

一般的で高度 な問題解決 を目指 し、"問題"の 記述 を入力す るとその'解 答"を

出力す る数式理解 システム、碁 プ レイィング ・システムの研究開発

2.基 礎 ソ フ トウ ェ ア ・シ ス テ ム

知識情報処理システムの中核 とな る部分で、情報処理基本機能(管 理、処理、

対話)に 対応するモジュール群を研究開発する

(1)知 識 ベース管理 システム

人間の持 つ知識 を一定の形式で表現 して コンピュータ内に蓄積 し、利用す るこ

とによって、問題解決プ ロセスにおいて人を援助す る知的 システム管理技術の

研究開発

(2)問 題解決 ・推論 システム

第5世 代 コンピュータの処理機能の中核 をなす もので、問題解決 ・推論 システ

ムの処理モデルの設定によ りその処理能力 を理論 的に明 らかに し、問題解決 シ

ステムの実現に向 けての基本技 術の研究開発

(3)知 的 インタフェース・システム

柔軟な会話機能 を実現 し、人間 とコン ピュータとの間の使用言語(自 然言語 や

音声、図形、画像 も含まれ る)の 相違 に基づ くギャップの解消 を目指 した技術

の研究開発
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3.新 ア ー キ テ ク チ ュ ア
知識情報処理 システムか らの要求 を満たす第5世 代コンピュータのアーキテ ク

チュアの研究開発 を行 う

(1)述 語 論 理 マ シ ン
推 論の基本 とな り、また自然言語 に近い表現力を有す る述語論理の計算モデル

お よび プ ログ ラ ミン グ言 語 をサ ポ ー トす る アー キ テ クチ ュアの 研 究開発

② 関 数 型 マ シ ン
言己号処理 に適 し、理論的基盤 に基づ く関数型のモデルおよびプログラ ミング言

語 を サ ポ ー トす る アー キ テ クチ ュ アの 研 究開 発

(3)関 係 代 数 マ シ ン
将 来 の デ ー タベ ー ス ・シ ステ ムの 中核 と考 え られ る関 係 代数 を イン タフ ェース

言 語 と し、集 合 演算 等 を処理 す るマ シ ン ・ア ーキ テ ク チ ュアの研 究 開発

巨大 で 複雑 な ソ フ トウ ェ アのモ ジ ュール化 を アー キ テ クチュア側か らサ ポートす

(4)抽 象 デ ー タ型 マ シ ン るための技術としての将来の計算機のメモリー構造やプロセ ッサーの機能の研究開

発

(5)デ ー タ フ ロ ー ・マ シ ン
高度 な並列処理の実行を目的 とし、並列処理を基本的に含むデータフロー ・モ

デル に基 づ くア ー キテ ク チュアの 研究 開 発

(6)新 ノ イ マ ン ・マ シ ン

ノ イマ ン型 マ シ ンの改 良 、 な らびに高 度 のVLSI化 に よ りノ イマ ン型 マ シ ンの

利点 を生かすアーキテクチ ュアの研究開発

VLSIを 前 提 と し、漸 進 的 アーキテクチ ュアの側面 を重 視 して、新 ア ーキ テ クチ

4.機 能 分散 ア ーキ テ ク チ ュア ユアとVLSIア ーキテクチュ アの融合 を具 象化 す るた め のアーキテクチュアの 研 究 開

発 を行 う

一貫 した理念の もとに高効率
、高信頼で使 いやすく、構築 しやす く、将来の技術

(1}機 能分散 アーキテ クチュア 改良に対応 しやす く、高機能で各種マシン/シ ステム ・レベルに対応で きる機

能分散 アーキテクチュアの研究開発

地域 的 に離 れ た コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム を疎 結 合 す るため のアーキテクチュ ア。
ネ ッ トワ ー ク ・(2)

ア ー キ テ ク チ ュ ア
第5世 代 で想 定 して い る高速 の ロ ーカ ル ・ネ ッ トワー クに よ る分散 情報 シ ステ

ム実 現 の た めの グ ロー バル ・ネ ッ トワ ー ク との 融合 利 用技 術 の 開発

(3)デ ー タ ベ ー ス ・マ シ ン

デ ー タベ ー スの 処理 に適 したアーキテクチ ュア を持 ち、 大容 量 デ ー タベ ー スに高

速 アクセスで きる専用 マシンの研究開発
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(4)高 速 演 算 マ シ ン
実験 に替わ る数値 シ ミュレーション等のための科学技術計算 を高速処理す る専

用マシンの研究

高 度 マ ン マ シ ン ・ 人間向 きの対話能力(イ ンテ リジ ェンス)を 計算機 システムに付与す るための
(5)

コ ミュニ ケ ー シ ョン ・シス テ ム 技術 としての文字、音声、図形 ・画像入出力 システムの研究開発

構成 素 子 か らの第5世 代 コ ン ピ ュー タ ・アーキテ クチュアへ の アプ ロ ーチ として
5.VLSI技 術

VLSIを 最大限 に利用するアーキテクチュアの研究開発を行 う

1990年 頃 に登 場 す る と予 想 され る1,000万 トラ ンジ ス タ/チ ップ程度 のVLSI
(1)VLSIア ー キ テ クチ ュ ア

特質 を最大限 に生かす ことを目的としたアーキテクチュアの研 究開発

設計の ノウハウを蓄積す ることがで き、それ を有効利用できるVLSI-CAD
(2}知 的VLSI-CAD

総合 システムの研 究開発

素子 、 アー キ テ クチ ュア、基 礎 ソ フ トウェ ア、応 用 ソ フ トウ ェア の一貫 した体系

6.シ ス テ ム 化 技 術 での シス テ ム化 、 お よ び シス テ ムの設 計 開発 、保 守 ・管理 の ライ フサ イ クル に

関する技術を研究開発する

ユ ーザ ーの要 求 にした が ってアルゴ リズ ム ・バ ンク(知 識 ベ ー ス)か ら必 要 な機

能 をもつプログラムを取 り出 し、推論 をしなが ら要求 に合 うよ うに合成す ると
(1)知 的 プログラ ミング・システム

ともに、作 られたプログラムが要求 を最適に満足 していることを容易 に検証 で

きるシステムの研究開発

知識情報処理 システムを設計 ・開発 ・運用す るのに必要な種 々の技術 と知識 を

(2)知 識 ベース設計 システ ム 知 識 ベ ー スの 中 に組 織 的 に所 有 し、 その 知識 ベース ・シス テ ムを構築 しよ う とす

る者を支援す るシステムの研究開発

第5世 代 コ ン ピ ュー タ を シス テ ム と してま とめ上 げ る技 術 で あ り、 ア ニキ テ ク
アーキテ クチ ュア 関 連

(3) チュア構築法 を中心とし仮想化 とシステム構成技術、融合化 と負荷配分の最適化
シ ス テ ム 化 技 術

技術、大規模 システム設計開発技術 、高信頼化技術等の研究開発

第5世 代 と して の デ ー タベ ー ス ・シ ス テムの 研 究 開発 と複数 の 種 々の デ 一 夕ベ
デ ー タ ベ ー ス お よ び

(4) 分散 デ
ー タベ ース ・シス テム

一ス ・シ ステ ムを統 合利 用 す る分散 デー タベ ー ス技 術 、 さ らに知 識 ベ ー ス ・シ

ステムを統合利用す ることを目指 したシステムの研究開発
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7.開 発 支 援 技 術

(1)開 発 支 援 シ ス テ ム

ハ ー ドウ ェア、 ソフ トウ ェア、全 体 シス テ ムの 開発 に適 した開発 支 援用 の 各種

システムの研究開発 を行 う

VLSI-CAD、 パ ー ソ ナ ル ・ コ ン ピ ュ ー タ 、 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク 、 ソ

フ トウ ェア/知 識 ペ ース開 発 支援 シ ス テ ム等 を プ ロジ ェ ク トの前 段 階 で準 備 す

る

7-3-4図 研究開発 のすすめ方概念図
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1産 業構造審議会情報産業部会答申

第1部 現状 と展望

第1章 情報化の意義 と役割,

第1節 情報化の意義

① 情報化 とは、情報を物質、エネルギーに次 く"第三の要 素 として認 識し、その生成 、加工、伝

達、蓄積、利用 を意識的に行お うとする活動の総体である。

② 情報化は単に産業面における生産性の向上、省資源、省エネルギーに寄与するばか りでなく、

社会的問題の解決に も役立 ち、人間の活動領域 を広 める効果をもつ。さらに個 々人の生活を通じて

国民の文化的価値意識にまで影響 を与える。

③ したがって、情報化の社会全般におよぼす影響は、産業革命にも匹敵するひろがりと深 さをも

っており、これぺの対応いかんが人間社会の明 日を決定するといっても過言ではない。

④ わが国の情報化は、60年 代か ら70年代にかけて産業界を中心として拠点的に展開してきた(第

1次 情報革命)が 、現在、半導体技術の驚異的進歩、ニーズの多様化などの環境変化により、わが国

の情報化は新 しい段階(第2次 情報革命)に 入ろうとしている。今後、情報化の波は社会、家庭へ

と面的ひろが りをもって全般的におよんでい くと考 えられる。

⑤ 情報化は21世紀の 日本を方向づける国民すべての課題である。世界的視野に立 って、官民の叡

智 を結集 して、実 りある人間中心の情報化社会の構築に適進ずることが望 まれる。

第2節 国民的課題 と情報化の役割

①80年 代におけるわが国の課題は、(i)「経済大国」 としての国際的貢献、(ii)「資源ノ」・国」の制約

の克服、㈲ 「活力」と「ゆとり」の両立 、の3つ があげられる。この国民的課題に対 して情報化は き

わめて大 きな役割を果たす ものである。

② 情報関連技術の国際共同開発、わが国データベースの整理による情報の内外への提供、発展途

上国に対する情報化協力、情報産業の国際協力などにより、わが国は、国際的な貢献を積極的に果

たしてい くことができる。

③ 情報産業は、産業構造の省資源、省エネルギー化 をはかるための中核的役割 を担 う産業であり、
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情報関連技術の活用は産業、社会の様々な分野での省資源、省エネルギー化の推進を可能 とする。

また、情報関連技術は技術立国の中心的担 い手である。このように情報化の資源制約の克服に果た

す役割はきわめて大きい。

④ 情報化は、生産性の向上、流通の合理化、経営の高度化 を促すなど産業の活力を維持、向上 さ

せるために重要な役割を果たす。一方、医療サービスの向上、生涯教育への対応など社会的な問題

の解決にも役立ち、また、家庭の情報化により、生活の質の向上などに も大 きく寄与するものであ

る。

したがって情報化は、 「活力」 と 「ゆとり」の両立をはか ることを可能 とす る。

第2章 わが国情報化の現状 と問題点

第1節70年 代情報化の概要

①70年 代のわが国の情報化は、半導体集積回路技術などコンピュータ ・テクノロジーの著 しい進

歩 に支 えられて、産業界 を中心に進展 した。

② 一方、情報化の急速な進展に対 し、既存の社会諸制度な どが+分 に対応しきれず、種々の摩擦

的現象 も生 じることとなった。

第2節 産業分野における情報化の進展

①70年 代における製造部門の情報化は大 きく進展した。1つ は生産現場における自動化、無人化

への進展であ り、1つ は生産管理、製品開発の効率的運用の進展である。設計、開発部門において

はCADシ ステムが導入されたが、まだ一般化はみていない。

② 事務管理部門においては、数値情報処理 を中心 とした反復的定型的業務の コンピュータ化は一

般的なものとな り、また、利用形態はオフライン・バッチ処理中心か らオンライン ・リアルタイム

処理への移行が顕著であった。 さらに、オフィス ・コンピュータが登場 し、コンヒ。ユ一夕利用の裾

野 を拡大した。

③ 流通、販売部門では、従来の会計処理中心か ら、商品の数量管理、 これによる自動発注システ

ム構築への志向が高まった。さらに、物流情報システムの構築 も行われた。また、POSシ ステム

普及のための社会的基盤整備が整 い、80年 代への本格的普及を準備 した。

④70年 代における中小企業は比較的情報化の遅れたグループにあげ られて きた。しかし、最近の

技術革新の進展によるマイクロコンピュータの普及、オフィス ・コンピュータの登場な どがインパ

クトを与え、中小企業において もコンビ。ユ一夕利用の気運が高まって きている。

⑤ 農林水産業などの第一次産業 も、70年 代においては情報化の最 も遅れた分野の1つ にあげ られ

る。 とくに農業分野における情報化はこれまで、農協中心に展開されてきたが、生産管理などのよ

り高度なコンピュータ利用はほとん ど普及せず、今後の課題 として残 されている。
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第3節 社会分野における情報化の進展

① 行政諸機関のコンピュータ導入は、行政事務の迅速な処理、行政の質の向上、国民へのサービ

スの向上などの観点から、大量データ処理業務、管理業務中心に進展 し、さらにこれ らのオンライ

ン化がはか られた。

②70年 代の医療分野の情報化は、患者登録、窓口会計などの事務処理、薬品在庫管理、診療 ・ベ

ッド予約な どの院内医療情報 システムを中心に進展 した。また、地域医療情報 システムも次第に普

及 しつつある。 しかし医療情報機器 ・サービスの面では実験段階にあるものが多い。

③ 教育の情報化は、CAIに 代表されるが、機器 ・システムが高額であったこと、プ・グラムの

開発が十分 でなかったことなどの理由か らまだ一般化をみていない。

④70年 代の交通、その他社会 システムにおける情報化については、一部1こかな り進んでいるもの

もあるが、実験段階にあるものが多い。

第4節 生活分野における情報化の進展

① コンピュータの利用 を中心 とした情報化は、生活の面 においては当初、企業、行政諸機関な ど

における情報化の反射効果 としてあらわれた。

② しかし、70年 代においては各種オンライン情報処理 システムの進展などにより、情報化は直接

生活面に便益を もた らす ようになってきている。

第5節70年 代情報化の評価 と問題点

① わが国の情報化 を促進 した要因 としては、第1に 情報関連技術の進展、第2に 国民の知的水準

の高 さなどのわが国の社会的環境、第3に 進取の気性に富んだわが国の民族的特質、第4に わが国

政府の諸施策があげ られよう。

②60年 代末期からわが国で論議 をよんだMIS(経 営情報 システム)に ついては、その意図す る

ところが各産業で実現 したとは言いがたい。しかし、MIS構 築 をめざした試行錯誤がわが国の コ

ンピュータ利用の定着に結びついた点は評価できよう。

③70年 代のわが国の情報化は大企業 を中心に急速に進展 したことから、産業間格差および都市 と

地方の地域間格差を生 じさせ ることとなった。

④ 情報化の急速な進展はまた、これに既存の社会諸制度が+分 対応 しきれず、ソフ トウェアの法

的保護、プライバシー保護、コンピュータ犯罪、通信回線の利用制度の問題など種々の摩擦的現象

を生じさせることとなった。

第3章80年 代の情報化社会の展望

第1節 めざすべ き情報化社会の展望

①80年 代にわれわれがめざすべ き情報化社会は、 「国際社会の主要な一員 としての責任を果たし
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っっ、生 き生 きとした経済活動に支 えられた、個性ある人間性豊かな情報化社会」である。

② 国際社会の主要な一員としての責任を果たすためには情報関連技術の開発、情報の整備 ・提供、

技術交流および人材交流による情報化協力などにより、国際社会に貢献す る情報化社会 を構築して

いかなければならない。

③ 産業活力の維持向上を可能とす る情報化社会を実現す るためには、産業の情報化を促進 し、高

次の知識集約化と高付加価値化の実現、創造的自主技術開発力の強化 をはか っていかなければな ら

なしぷ

④ 情報を活用す ることによって、個性 と主体性の発揮で きる人間性豊かな、ゆとりある情報化社会

を形成 し、国民福祉の向上 をはかっていかなければな らない。

第2節 産業分野の展望

① 製品の設計、加工組立など直接生産を行 う製造部門では、情報化の促進による一層の知識集約

化をはかるとともに、ニーズの多様化に対応す るため多品種少量生産の自動化を可能 とする技術開

発が求められる。これ らの課題を実現 させるためには、受注か ら設計、製造、製品納入までを トー

タル ・システム化 し、一貫 した情報管理を行 うことが必要である。

② サービス業や企業における間接部門である事務管理部門では、日本語処理、電子 ファイリング

な どの新技術を取 り入れながら、日本の特質 にあった快適なオフィス環境 と、知識集約化された機

能的なオフィス ・インフォメーション ・システムを構築することが望まれる。

③ 流通販売部門では情報化の推進によって、多様化す る消費者ニーズに対応 しながら、流通産業

の一層の機能高度化 をはか ることが望まれる。このためには、製造業、運輸業、金融業、卸売業、

小売業を有効に結ぶ流通情報 システムの確立が今後の重要な課題 となろう。
'

④ 中小企業の発展は、今後のわが国経済社会の発展に とって不可欠な要素である。80年 代を通 じ

て中小企業がその活力 を維持向上 させてい くためには、情報化の推進によって、生産工程全体の省

力化 ・自動化をはかるとともに、高度な技術を活用 して、消費者 ニーズに対応 した製品の高級化、

高品質化、高付加価値化をはか ってい く必要がある。

⑤ 農業 ・水産業などの第一次産業では、情報化の進展により装置産業化が進むと同時に、これ ら

のシステムと貯蔵 ・出荷管理を行 うシステムを結んだ総合 システムを開発す ることにより、大幅に

省力化および効率化がはかれ るもの と期待 される。

第3節 社会分野の展望

① 行政分野においては、多様化する行政ニーズに的確 に対応 し、行政事務の効率化、高度化 をは

かっていくため、日本語情報処理 システムなどを活用 したオフ ィス ・オー トメーションが導入され

る。また、地方 自治体においては、漢字情報処理システムなどを活用す ることによ り、住民票の発

行などの窓口業務が効率化 され る。
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② 医療分野においては、医療費の増大、病院の混雑化などの諸問題 を解決 してい くため、コツ ピ

ュ一夕を活用した高度な医療情報 システム ・機器が導入され、外来患者の受付け、カルテ管理な ど

が行われるとともに、診療の補助および検査、検診の自動化がはか られる。

また、通信 システムを利用して遠隔地 および地域間をネットワークで結ぶヘルスケァ ・ネ
ットワ

ーク ・システムの開発 ・普及が望 まれる
。

③ 交通分野においては、自動車な どによる交通公害、交通事故の増大、交通渋滞の激化な どの問

題を解決するため、情報関連技術 と通信技術 を活用した中量軌道輸送 システムの導入が望 まれる。

また、今後、地方都市の整備、ニ ュータウンの建設にともなって、交通需要にマッチした輸送手

段 としてCVSシ ステムな どの導入が期待される。

④ 教育分野においては、コンピュータを活用したCAIの 導入が期待 される。CAIの 導入によ

り、生徒の能力に応 じた個人指導的な教育、場所 ・時間を選ばない教育が可能 となろう。 さらに生

涯教育、継続教育などの社会教育の充実のために も、情報化の推進が必要である。

第4節 生活分野の展望

① ホーム ・コンピュータが家庭に普及す ることにより、家庭電気製品、住宅機器などがシステム

化 され、ホーム ・オー トメーシ ョンによる情報化が進展 し、 「生活の合理化」がはかられる。

② 週休2日 制の実施や情報化にともな う生活の合理化により、余暇時間が増大 し、ホーム ・コン

ビ。ユ一夕を利用した生涯教育な どが可能になるとともに、趣味情報、ショッ.ヒ。ング情報など多彩な

情報が提供 され、 「生活の充実」 に寄与する。

③ また、地域 コミュニティをカバーする情報ネットワークが形成 され、映像情報サービスなどの

新 しい情報サービスが行われることにより、心の通い合 うコミュニティがつ くられ、「生活環境の改

善」がはかられ る

第4章80年 代情報産業の展望 と課題

第1節 コンピュータ産業の展望 と課題

① コンピュータ産業は、省資源 ・省エネルギー型の典型的な知識集約産業であ り、他産業に対す

る技術的波及効果 も大 きい。

今後のわが国産業構造の創造的知識集約化 を担 う中核的産業であ り、21世 紀への展望 を切 り拓い

てい くリーデ ィング ・インダス トリーとしての役割が期待される。

② コンピュータ産業は、規模か らすればさほど大 きい産業ではないが、その成長率は常にGNP

の伸びを上回っており、今後 とも引き続 き高い成長が期待 される。80年 代においては、需要の多様

化に ともなって、コンピュータ産業は汎用コンピュータを頂点 とした裾野の広い基幹産業 として定

着することが期待 され る。
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③80年 代においてコンピュータ産業は、(i)独創性 ・先進的技術開発への取 り組み、(iD多様化する

ニーズへの的確な対応、(1iD有効競争の実現、(fiV)円滑な国際的展開、などがその主要な課題 となろう。

第2節 情報処理産業の展望 と課題

① 情報処理産業は、多様化 し複雑化する情報処理ニーズにこたえ、情報処理技術の提供によって

産業および社会の情報化 を促進す る産業である。わが国の情報化の進展にともなって、情報処理産

業に対す る期待は今後ますます大 きくなって くる。

② 情報処理産業は、年々高い成長 をとげているものの、1970年 以降に設立 された企業がその大半

を占めるな ど産業 としての歴史が浅 く、企業規模 も他産業に比べて小さいなど、まだ未成熟の段階

にある。

情報処理産業の今後の発展の方向としては、ユーザー ・ニーズに直結 した専門性の発揮、汎用的

なソフ トウェア ・プロダク トの開発促進、オンライン化の促進、データベース ・サー ビスの展開な

どが期待 されている。

③ このためには、財務体質 を強化 して企業基盤を整備するとともに、ソフ トウェアの生産性 をあ

げるための技術開発力の強化 をはか る必要がある。

また、情報処理産業の社会的責任体制の確立につとめ、あわせてソフ トウェアに関す る権利の確

立、通信回線利用の自由化など、外的環境条件の整備を行 う必要がある。

第II部80年 代 に講ずべ き施策

第1章 情報化および情報産業施策の基本的方向

第1節 政策の必要性

① 情報化を効果的に進めてい くためには、民間の創意 と活力を基本 としつつ も、政府自らがめざ

すべ き情報化の方向を明示 し、国民の理解 と協力を求めなが ら必要な施策 を展開 していかなければ

な らない。

② 新たな施策を展開す るにあたっては、従来の施策をもう一度見直 し、戦略的に重要な分野に絞

って積極的果敢に施策を講 じていくことが肝要である。

③ 情報化および情報産業に対す る施策は一種の社会基盤投資である。 これ を単 に短期的財政事情

などか ら躊躇す るならば、将来に大 きな禍根を残すことになる。なお、施策の展開にあたっては、

安定的に財源の確保 をはかる途 も検討してい く必要がある。

第2節 政策の基本的方向

① 今後の情報化および情報産業 にかかる政策の基本的方向は、基盤の整備、技術開発の推進、国
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際的展開の3つ である。

② 基盤の整備 としては、通信回線利用の制約な どの制度的制約条件の除去、ソフ トウエアの流通

促進などの環境の整備 をはかるとともに、 コンピュータ ・セキュリテ ィの確保など情報化にともな

う諸問題に的確に対応 しなければな らない。

③ 技術開発の推進にあたっては、長期的な展望にたち、官 ・学 ・民の役割分担 を+分 考慮したう

えで、総合技術開発プログラムに基づいて先進的、創造的な技術開発を行 っていかなければな らな

い。

④ 国際的展開をはか るためには、先進国との間で技術交流、国際協力を行 うとともに、発展途上

国に対する情報化協力を推進するな ど、世界の情報化の進展に積極的に貢献 していかなければな ら

ない。

第2章 情報化および情報産業の基盤の整備

第1節 通信回線利用制度の見直 し

① オンライン情報処理は、情報処理 と通信の結合 した高度なコンピュータ利用の一形態であ り、

これに公衆電気通信の秩序の維持の観点か ら、電信 ・電話 と同 じような種々の規制 を課す ることに

ついては問題がある。

② したがって、オンライン情報処理に対する通信回線の利用制約は、社会経済の変化、技術の進

展に即応させ るよ う見直 し、実態にあわなくなった規制は撤廃すべきである。

③ オンライン情報処理用の回線利用料金は、電話料金 と切 り離した別体系の料金 とすべ きであり、

技術革新の成果を踏まえて、極力遠近格差を縮小 した合理的なものとすべ きである。

④ 日本電信電話公社の行 うデータ通信設備サービスについては、民間のサービスとの競合などの

問題があるが、その多 くは通信回線の利用規制に起因するところが大 きい。このため通信回線利用

規制の撤廃が急務であ り、これによって民間側が不利 とならないような環境条件の整備をはかる必

要がある。

第2節 情報処理 と通信の結合への対応

① 情報処理 と通信の結合の進展に ともなって、 ビデオテックスやテレテキス トなどの画像通信、

CATVや 光ファイバーを活用 した広帯域画像情報 システムなどの新 しい情報サービ1が 生 まれて

い る。また、通信衛星 を介 した情報処理 も出現 している。

② 今後、通信 ネットワークのディジタル化が進め}ま、音声、データ、画像などを一元的にサー ビ

スする「デ ィジタル総合サービス網(ISDN)」 が実現 し、従来 の通信の概念をこえた新 しいサー ビ

スが可能 となろ う。

③ これ らに対応す るためには、種々の技術開発を進めるとともに、ディジタル通信回線網の整備 を
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はか ることが重要である。

④ また、現在の通信関連法制は、こうした新 しい情報サー ビスの 出現に対 して十分対応 していな

い。現行の通信関連法制が、新しい情報サービスの実現 を阻害 した り技術開発の芽 をつみ とること

のないよう、早急に関連法制の改正を行 う必要がある。

第3節 情報化にともな う諸問題への対応

① コンピュータ ・セキュリテ ィを確保するためには、 「電子計算機 システム安全対策基準」の充

実、システムダウンやエラーの発生を回避す るためのガイ ドラインの設定、犯罪防止のための技術

開発および現行法制の見直 しなど行 う心要がある。

② プライバシーの保護のためには、まず公的機関の保有する個人情報について、法制の整備を含

めた早急な対策 が必要であ り、民間機関の保有す る個人情報については、今後なお検討すべ き課題

が多い。

なお、行政情報の公開については、プライバシーや国家機密の保護な どのための除外事項の取扱

いなどについて慎重な配慮が必要である。

③ マイクロコンピュータの広汎な導入にともなって、その雇用に与 える影響力懸 念 されているが、

マイクロコンピュータも技術革新の1つ であ り、長期的にみれば新 しい産業や雇用の創出によって

この問題は吸収される。しかし、その動向については十分な調査 と再教育や再訓練の場の整備が必

要である。

④ 急速な情報化の進展に対 し 「情報公害論」や 「管理社会」の弊害な ど情報化 に対す る否定的見

解 も提起 されている。これらについては、情報化に関す る広報活動の推進、教育の充実、プライバシ

ー保護のため制度的対応などの措置 を講 じ、情報化に対するパブリック・アクセプタンスを形成す

る必要がある。

⑤ 情報処理機器 ・システムの標準化については、今後一層重要になって くると考 えられ るため、

政府 としては、国際標準の動向に準拠 しつつ、ハー ドウェア、ソフ トウェアを含めたシステム全体

としての標準化を推進する必要がある。

第4節 ソフトウェアの流通の促進 と価値の確立

① ソフ トウェアの重複開発 を避け、開発 コス トの低減をはかるため、汎用的なソフ トウェア ・プ

ロダク ト(汎 用プログラム)の 開発および流通市場の整備に対す る期待が高まっている。

② 政府 としては、ソフ トウェアの価値の確立、アンバン ドリングの推進、法的保護な どソフ トウ

ェアの流通の基盤の整備をはかるとともに、汎用的なソフ トウェア ・プロダクト開発の助成、流通

促進のための税制などの誘導政策を一層強化 してい く必要がある。

第5節 データベース ・サービスの整備および促進

① 情報の氾濫 と呼ばれる現象のなかで情報 を的確に選択 しようとするニーズを充足するため、デ
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一夕ベース ・サービスへの期待が高ま
っているが、 このような背景の もとで、情報処理産業に対 して

データベース構築 とい う困難な初期投資を乗 りこえ、オンラインを最 も有効な武器 としてデータベ

ース・サービスに積極的に挑戦してい くことが求め られている
。

② 政府 としては、先行投資的性格の強いデータベースの開発および維持に対する資金面、プ・グ

ラム開発面での助成を行 うなど、積極的な振興策をはかることが必要である。

第6節 情報産業の基盤の整備

① コンピュータ産業は、巨大な外国企業が世界市場をガ リバー型に寡占しているという特殊な構

造にあるため市場を補完 して有効競争率を維持するための措置は引 き続 き重要である。また、今後

コンピュータ産業の裾野の広がりに対応 してユーザー対策が必要になってくるが、政府 として もこ

れに対 し適切な指導を行 っていくことが要請 される。さらに、コンピュータ産業 を支 える人材を円

滑に供給するため、情報関連教育を一層体系的に行 うための措置 をとることが必要である。

② 情報処理産業が・80年代においてわが国の健全な情報化を推進 し、飛躍的発展 をとげるために

は、経営基盤の強化が何よりも重要である。

このため、政府 としては、情報処理産業の高度化に資するための資金供給の円滑化、情報処理技

術者の資質向上、人材の確保などの基盤の整備 をはかる必要がある。

第3章 社会 システムの開発

第1節 社会 システムの必要性

① 都市、交通、医療などの社会問題に対 しては、 コンピュータ ・テクノロジーとシステム化技術

を活用し、社会ニーズに対応 した幅広いサービスの提供を行 う 「社会 システム」の開発が必要であ

る。

②80年 代の生活の質的向上を求めるニーズにこたえるためには、情報系社会 システムの開発導入

が必要である。

第2節 情報社会 システム と開発 ・普及

① 情報系社会 システムの特徴 は、各地域のシステムを通信ネットワークで結合することによ り全

国的 システムとす ることが可能となることであ り、これにより地震防災などのわが国の脆弱性 を克

服す るシステムを開発することが期待で きる。

② 情報系社会 システムとしては、生活映像情報 システム、医療情報 システムの開発が行われてい

るが、今後はエネルギー問題の解決のための代替エネルギー利用型コ ミュニテ ィ・エネルギー ・シ

ステムや地下街防災 システムの開発 を推進 してい くことが望まれる
。

③ .社 会システムの導入 と普及には、巨額の投資 と長い期間が必要である。 しか も、公共的性格 に

より高い収益性は期待 しに くい。 このため、初期の資金回転が円滑に行われ るよう公的資金による



1産 業構造審議会情報産業部会答申369

助成 が必要である。

第4章 情報関連技術開発の推進

第1節 研究開発体制の整備

① か ぎられた研究開発資源を効果的に活用す るためには、長期を見通 した、総合的な技術開発プ

ログラム ・戦略 を確立す る必要がある。

② 技術立国の柱ともいうべき情報関連技術については、創意 と工夫に富む技術開発、未踏先端技

術への挑戦などにとくに積極的に取 り組む必要があり、このためには、官 ・学 ・民の連携をはかる

とともに、民間の活用などの施策を講 じる必要がある。

③ 効率的に研究開発 を実施していくためには、研究管理、推進体制などの整備が必要であ り、ハ

ー ド・ソフト両面にわたる総合的な研究開発機構の創設について検討する必要がある。また、国際

協力について もそのあ り方について検討する必要がある。

第2節 ソフ トウェア関連技術の重点的開発

① ハードウェアの高性能化、低価格化の潮流のなかで情報処理 コス トに占めるソフ トウェア ・コ

ス トが上昇 しているため、ソフトウェア ・コス トの低減をはかる技術開発やオフィス ・オー トメー

ションの進展などコンピュータ利用の大衆化にともない、操作性の容易なソフ トウェアに対する開発

の必要性が高まっている。

② このためソフ トウェアの生産性を大幅に向上 させ るソフ トウェア生産技術、増大す るソフ トウ

ェア保守コス トの低減をはかるソフ トウェア保守技術、操作性の向上 をめざした次世代 コンピュー

タ用基本ソフ トウェア技術、先進的な情報処理技術を具体的分野に応用する複合的な先進的情報処

理技術、大規模 ソフトウェア技術など・ソフトウェア関連技術の開発を推進する必要があ る。

第3節 先導的革新的技術の開発

① 科学技術の分野では、気象予測、核融合研究、宇宙開発などにおいて、膨大な計算処理が必要

となる。しか しながら、汎用コンピュータはこうした計算処理には適さない。このため政府は、ジ

ョセブソン接合素子な どの新 しい素子と超並列処理方式を採用 した科学技術用高速計算 システムを

開発することとしているが、今後一層これを促進する必要がある。

② 今後情報化の進展にともない、専門知識がな くて もコンピュータの高度な機能を利用で きるよ

うな使いやすいコンピュータが要請 され ると考 えられ る。しかしながら、従来のコンピュータでは

ソフ トウェアが複雑化、巨大化するなどの問題があり、こうした要請には必ず しも十分 にこたえら

れない。このため1990年 代 に実現が予想 される新しい設計思想に基づいた第5世 代のコンビ。ユータの

開発に着手する必要がある。
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第4節 基礎的研究開発の充実

① 技術先端産業の確立 をはかるためには、その基盤 となる基礎的な先端技術の研究開発を推進 し

なければな らない。 これら基盤技術は先端的な技術であるため、開発の リスクも大 きく、民間だけ

では十分な成果が期待できない。このため政府は次世代産業基盤技術開発制度 を発足 させたが、新

機能素子 など情報産業に関連の深い技術の開発を一層推進する必要がある。

② 光産業技術は、今後の電子工業 を担 う先端的技術であ り、わが国が独立で世界の トップレベル

の技術を切 り拓 きつつある数少ない技術のひとつである。 しかしながら光産業技術はきわめて幅広

い裾野 をもってお り、基礎か ら開発、実用化までの総合的な研究開発を進める必要がある。政府 と

して も光応用計測制御 システムな どの基礎的な分野の開発に着手 しているが、今後 とも一層その拡

充が望まれる。

③ センサーは、情報処理を行 う場合の有力な入力手段であ り、今後の情報化にはその開発が不可

欠である。しか しなが らセンサーはさまざまな種類があり、そのすべてを開発す るには開発投 資が

膨大なものとなる。このため、とくに先端的、かつ、応用範囲の広いセンサーにつき、政府が主体

とな って開発 を推進する必要がある。

第5節 応用技術の研究開発

① 悪影響下の作業や単調な作業から労働者を解放するためには、自由に動 き回れ る知能 ロボット

が必要 とされる。 このよ うな知能 ロボッ トの開発のためには、情報関連技術、センサー技術な どい

ずれ も高度な技術を総合的に開発 しなければならず、その開発対象 もきわめて広範にわたっている。

このため民間にゆだねるのみではその効率的な開発は期待 しがたく、政府が主体 となって基礎技術

の開発を進める必要がある。

② 社会の国際化の進展にともない、わが国の意見や資料などの大量の情報を海外に速やかに伝達

するとともに、海外の情報 も迅速に処理す る必要性が増大 している。日本語の翻訳作業には多大の

労力 と時間を要するが、これを解決するため、情報関連技術を駆使 した自動翻訳 システムを開発す

る必要がある。この実現は、わが国がおかれた国際環境を勘案すれば、国家的プロジェク トとして

推進する必要がある。

③ コンビ三一タを利用したメデ ィカル ・エレク ト・ニクス(ME)の 出現により、従来困難であ

った治療が可能 となっている。しかしなが ら、さらに高性能のME機 器の開発が望まれてお り、こ

のようなME機 器は大規模なシステムとなることが多い。

また、研究開発には多額の資金を要する。 このため民間のみでは開発は困難であり、政府が積極

的に研究開発 を推進す ることが望 まれる。
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第5章 国際的展開の推進

第1節 世界の情報化への積極的寄与

①80年 代は国際情報 ネットワークの本格的な形成の時代を迎 えると考 えられ、わが国として も対

応を誤 らないよ う周到な検討、準備が必要である。

② わが国が もっている情報 をデータベース化 し、これを国際的に提供することは、わが国の情報

に関す るバーゲニング ・パワーの確保に資することとなる。

③ 情報化施策 にかかわる国際的な政策調整や国際標準化な どについては、わが国 も積極的に提言

してい く必要がある。

第2節 先進国 との協調体制の推進

① 先進国 との協調体制 を推進す るためには、情報関連技術の分野 で、わが国が率先して先端的、

革新的技術課題に取 り組むことが基本的に重要である。

② 情報関連技術について情報交換、人材交流な どにより積極的に国際的交流をはか るとともに、

国際共同開発のあり方、体制などについて検討する必要がある。

③ わが国情報産業は、産業協力の推進など国際協調 を念頭におきつつ国際的展開をはかっていく

べ きである。

第3節 発展途上国に対する情報化協力の推進

① 発展途上国の情報化努力に対 し、経済協力、技術協力の一環 として、発展途上国の情報化推進

の担い手たる技術者、専門家の養成に協力す るとともに、社会 システムの構築、現地適合化技術開

発な どについて も積極的に協力 していく必要がある。

② このため政府ベースの情報化協力の充実 をはか るとともに、民間ベースの情報化協力を促進す

ることも重要であ り、協力体制の整備も含め、その拡充強化をはか る必要がある。
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亘
80年代 の情報化、情報産業 ビジョンの政策体系図

現状と展望

1情 報化の意義と役割 情報化の推進により、21世紀へ向けて新しい日本を建設

「情報化とは、情報を物資、エネルギーに次 ぐ第三の要素 と

して認識し、その生成、加工、伝達、蓄積、利用を意識的

に行お うとする活動の総体である」

産業面における生産性の向上、省資源 ・省エネルギ

ーに寄与

教育、医療、環境、行政などの社会的問題の解決に

寄与

人間の活動領域に新 しいフロンテ ィアを開拓 ,

人間活動 における労働や余暇のあ り方、国民の文化

的価値意識に影響

国際的広が り一 一国の情報化は他国のそれに も影

響をおよぼす

～情報化にともなう問題への配慮

情報化の環境変化と第二次情報革命

第一次情報革命

コンピュータの導入本格化～産業分野(と くに製造業)

中心、情報化格差、急激

な情報化に対す る制度的

対応の遅れ

～大量生産 された情報が一

方的に流通 し、氾濫

半導体技術の驚異的進歩

マイクロコンピュータの出現

情報処理 と通信の一層の結合
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各種制約条件 を打開 し、人間の活動領域

を押 し広げ、生 き生 きとした経済社会、

ゆとりのある生活を実現

80年 代の情報化 点から面へ 第二次情報革命

① コ ン ピ ュ ー タの 広 範 な普 及 、稠 密 な コ ン ピ ュ ー タ ・

ネ ッ トワ ー ク

a情 報 化 の 波 は社 会 あ る い は個 人 の家 庭 生 活 へ

b人 間 の 活 動 領 域 に新 し い フ ロ ンテ ィア を開 拓

c誰 もが 容 易 に コ ン ピ ュ ー タ を使 え る時 代

② 適 時 、 適 切 な情 報(デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス、 双 方

向 の 情 報 シ ス テ ム)

1-4 国民的課題 と情報化の役割
国民的課題解決に資する情報化

「経済大国」としての国際的貢献 と情報化

技術開発と国際協調

情報の国際的交流

発展途上国に対する情報化協力

情報産業の国際協力

「資源小国」の制約の克服 と情報化

産業構造の省資源、省エネルギー化

情報関連技術の活用による省資源、省エネルギー化

技術立国の中心的担い手一 情報関連技術

「活力」と「ゆとり」の両立 と情報化

産 業 界 と 情 報 化→生産性の向上、流通の合理化、経営の

高度化 を促すなど産業の活力維持、向

上に重要な役割

高齢化社会 と情報 化→ 医療サービスの向上、生涯教育への対

応など社会的な問題の解決に寄与

ゆとりの増進と情報化→生活の質向上、生活環境の保全などに

寄与(ホ ーム ・コンピュータ、CAI、
ニューメデ ィアなど)

1-5 豊かな情報化社会の構築 情報化は明日のわが国を方向づける国民すべての課題
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llわ が国情報化の現状 と問題点

産業分野における情報化の進展

製 造

事務管理部門

流通販売部門

社会分野における情報化の進展

教 育

交 通 、その他社 会 シス テ ム

II-3 生活分野における情報化の進展

70年 代情報化の進展 とその評価

情報化が大 きく前進

① 生産現場の自動化、無人化

② 品質管理の情報化

③CADシ ステムはいまだ一般化 してい
ない

反 復 的 定 型 業 務 のコン ピュー タ化 が一 般 化

オ フ ラ イ ン、 バ ッチ処 理 中 心ら オ ン ラ イ ン、

リアル タ イ ム処 理

オ フ ィス ・コ ン ピ ュ ー タ の登 場

会計処理中心→商品の数量管理、自動発注
システム構築への志向

(POSシ ステム普及のための社会的基盤
整備)

中 小 企 業 、 第 一 次産 業 の 情 報 化 は比 較 的 遅
れ て い る

(マ イ クロコ ンピ ュー タの 普 及 、 オ フ ィス ・
コ ン ピ ュ ー タ の 登 場一 → 中小 企 業 に お け

る コ ン ピ ュー タ利 用 の 気 運 高 ま る)

統計など大量データ処理業務、管理業務な
どを中心に拡大、多様化/オ ンライン化

(1978年 には全都道府県がコンピュータ導
入団体に)

院内医療情報システム中心にコンピュータ
化が進展
医療情報機器、サービスの面では実用化を
めざした実験段階の ものが多い

情報化はまだそれほど進展をみていない

広域交通信号制御システム、公害監視シス
テムは利用 されている(実 験段階の ものが
多い)

各種オンライン情報処理 システムの進展→
コンピュータの利用効果 は広 く国民の生活

に浸透
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田 80年 代情報化社会の展望

1皿一1 めざすべ き情報化社会の展望
「国際社会の主要な一員としての責任 を果 た
しつつ、生 き生 きとした経済活動に支 えられ
た、個性 ある人間性豊かな情報化社会」

国際社会に貢献ずる情報化社会 先進的情報関連技術開
発の推進
情報の整備、提供
技術交流および人材交
流による情報化協力

産業活力の維持向上を可能とする情報化社会 生産の自動化 ・無人化、

多品種少量生産の自動

化、第一次産業、事務
管理部門な どについて

情報化促進

創造的自主技術力強化

個性の生かされる人間性重視の情報化社会

皿一2 産業分野の展望

個人生活の充実に役立
つ情報を個人が主体的

に選択できる情報シス

テムの確立
一↑吉報イヒによる地域コ ミ

ュニティの形成(双 方

向の情報 システム)、情

報化による医療問題の

解決
生活の安全性確保(情

報系社会システム)

製 造 部 門 生 産 工 程 の トー タ ル シ ス テ ム化

産 業 用 知 能 ロボ ッ トの 開 発 → 生 産 工 程 の整 理 ・統 合

産 業 用知 能 ロ ボ ッ トとCAMシ ス テ ム の有 機 的 結 合

多 品 種 少 量 生 産 の 自動 化 、 品 質 管 理 の 向 上 、

生 産 性 の 上 昇

CADシ ス テ ム の 開発 → 設 計 作 業 に お い て 大 幅 な生

産 性 向 上 が可 能 に
CADシ ス テ ム とCAMシ ス テ ム が デ ー タ ベ ー ス を

介 して結 合→CAD/CAMシ ス テ ム→ 設 計 か ら生
産 に い た る一 貫 した シ ス テ ム化 が進 展
エ ン ジニ ア リン グ技 術 の 向 上一－CAEシ ス テ ム、

デ ー タベ ース 管理 技 術 な どに よ り、 エ ン ジ ニ ア リン

グ ・オー トメ ー シ ョン と して実 現

事務管理部門 日本 型 オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョ ンの 実 現

電 子 フ ァイ リン グ ・シ ス テ ム、 マ イ ク ロ フ ィル ム を

用 い た 保 管 、 検 索 シ ス テ ム技 術 の 進 歩一 定 型 業 務

の一 層 の 効 率 化
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流通販売部門 流通産業の機能高度化

流通情報システムの確立
POSシ ステムの普及

EFTS(電 子的資金振

替システム)の 普及

その他の特徴的な分野

社会分野の展望

オフィス ・コンピュータ、マイクロコンピュータの

活用一 デザイン、設計、加工、検査の各生産工程
の システム化一 生産工程全体の省力化、自動化

データベース、情報処理 ネットワークの整備など幅

広い経営情報の収集、高度な技術の導入、基盤的な
技術の蓄積一 経営の高度化

コンピュータを利用 した装置産業化一→省力化、効率

化一 →生産性大幅上昇

総合的行政情報 システムの確立一→ 行政事務の効率

化 ・高度化

〔オフィス ・オー トメーションの導入、省庁間および省庁 と地方自治体間の情報ネットワークの構築など 〕

行政サービスの質的向上
プライバシー保護などの問題への慎重な対応

高度 医 療 情報 機 器 シ ス

テ ム の 開 発

高 度 医療 用 デ ー タベ ー

スの 開 発

ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワ

ー ク ・シ ス テ ム の普 及

カル テ管 理 、 入 院 患 者

の病 状監 視 、 外 来 患 者

の受 付 に コ ン ピ ュー タ

導 入

医療費の増大、病院の
混雑化、医療の地域格

差などの医療に関す る

問題を解決
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生活分野の展望

新交通 システム 運行管理、電力管理、
保守管理、防災業務の
管理が可能

CVS(PRT)シ ステムー →安価かつ頻度の高 いサ
ービス

交通管制 システム 交通渋滞などの解消

学校業務の情報化
新しい教育情報 システム、

余暇教育 システム

Hi-OVIS,CAPTAINシ

ス テ ム ・ ニ ュ ー メ デ ィ ア

能力に応 じた個人指導

的教育、場所 ・時間を
選ばない教育

学校業務の効率化

生涯教育、多様なニー
ズに応 じた教育

ホ ー ム ・コ ン ビ。ユ 一 夕、 マ

イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の普 及→ ホ ー ム ・オ ー トメ ー シ

ョン→ 生 活 の 合 理 化

オ ン ラ イ ン あ る い は ス タ ン

ドアローン型 の 在 宅 会 話 型 学

習 シス テ ム、CATVシ ス

テ ム 生 活 充 実

地 域 コ ミュニ テ ィを カ バ ー

す る情 報 ネ ッ トワー クの 形

成 生 活 環 境 の改 善 《心 の
か よ い あ うニ ュー コ ミ

ュニ テ ィ》

1・・年代情難 業の鍵 と酬

IV-1 180年 代 コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 展望 と課 題1
1

1・ ンピー タ麟 の議 と役割 ト

._

① 技術の集約性が高 く、高付加
価値産業

② 他産業に対する技術的波及効
果大

③ 省資源、省 エネルギー型産業
④ 周辺産業 に強いインパクトを

与 え、これ らの産業の拡大を

促進
21世 紀 へ の 展 望 を切 り拓 い て い

く リーデ ィン グ ・イ ン ダ ス トリ
ー 《わ が 国 の基 幹 産 業 》



378第8部 資 料

コン ピ ュー タ産 業の現 状 と展望

生産額で1兆3,000億 円

成長率は、常にGNPの 伸び率を上
回 る高成長産業

汎用コンピュータを頂点 とした裾野
の広い基幹産業 として定着

独創的、先進的技術開発へ
の取 り組み

多 様 化 す る コ ン ビ。ユー タ ・
ニ ー ズへ の 的 確 な対 応

有効競争の実現
円滑な国際的展開

80年 代情報処理産業の展望 と課題

情報処理産業の意義と役割

情報処理産業の現状と展望

導入技術依存か ら独創的、

先進的な情報関連技術の開

発へ

超大型～超小型、汎用機～

専用機、周辺端末機のイン
テ リジェン ト化、オールラ

ウンド企業～特化企業、他

産業か らの参入

情報処理 をサービスする専門
家

す ぐれた技術 と生産性向上に
よるユーザーの情報処理 コス

トの低減

異企業間、異業種間の情報シ
ステムの コーデ ィネーターと

しての役割

売上高で6,000億 円
ここ5年間、年率平均20%程 度の成長
～ しか し、産業 をとりまく環境条件
の不備 もあり、なお未成熟な段階

専 門 性 の 発 揮

オ ン ラ イ ン化 、 ネ ッ トワ ー ク化

デ ー タベ ース ・サ ー ビス へ の 展 開

市 場商 品 化 へ の 指 向

シス テ ム提 供 機 一→ ソ フ トウ ェ ア と

能 の確 立 ハ ー ドウ ェ ア を
一 体 化 した シ ス

テ ム商 品 の生 産
・販 売

国 際 的 展 開
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ll 麟 処醜 業の課割

下請業務か
生産性向上
への戦略的

情報処理の
社会的責任
外的環境条

下請業務か ら脱却していくための企業基盤の整備
生産性向上、先進的情報処理技術の実用化、専門的技術分野
への戦略的時化のための技術開発の強化

情報処理の大規模化、広域化 影響力の増大

社会的責任体制の確立
外的環境条件の整備(ソ フ トウェアに関す る権利の確立、標

準化、通信回線利用規制の撤廃)

80年代に講ずべ き施策

1 情報化および情報産業施策の基本的方向

1-1 政策の必要性

政府助成の必要性

『 を効果的に進めていくためには'[1:繋 ㌘ 誉

報化の方向を明示(ビ ジ
ョン)し 、必要な施策 を

展開

戦略的施策の展開 新たな施策を展開す るにあたっては、従来の

施策 をもう1度 見直 し、戦略的に重要な分野
に絞って施策を講ずる

情報関連施策は社会基盤投資

将来において産業、社会、国民生活の全般にわたって直接、間接に大 き
な利益 をもたらす。長期的視点か ら着実かつ計画的に実施 されなければ

ならない工 ㌶ 驚 識:1:巖 鷹 二

1-2 政策の基本的方向

情報化および情報産業の基盤の盤備

望ましい情報化社会に向けての種々の制約条件などを取除 く(通

信回線利用の制約の撤廃など)
情報化の進展にともなって生ずるおそれのある弊害などを未然に

防止(コ ンピュータ・セキ子 リテ ィの確保など)

情報産業の存立基盤の脆弱性を克服 し速やかな自主的発展をめざ
す
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技術開発の推進 長期的な展望にたち、官 ・学 ・民の役割分担を十

分考慮したうえで、総合的技術開発プログラムに

基づいて先進的 ・創造的な技術開発を行 う

く政府が積極的に開発を推進すべ き戦略的技術分野〉

① 鑑 欝 麟 への大きな波及効果を持ちな・糎 用化に長

ぽ 纏 罪 竪 誓雛 瓢 覧霊 亀㌘ て
いる分野

国際的展開 世界全体のバランスの とれた情報化の進展に貢献

先進国との間では技術交流、国際協力の推進

発展途上国に対す る情報化協力を推進

u 情報化および情報産業の基盤の整備

ll-1 通 信 回 線 利 用 制度
の 見直 し

H-2 情報処理 と通信の結合
への対応

① オンライン情報処理に対する通信
回線の利用制約は、社会経済の変

化、技術の進展に即応 させ るよ う
見直 し、実態にあわなくなった規

制は撤廃一 必要最小限の規制は、
その範囲を明定しそれ以外の場合
は自由な利用を認めるネガリス ト

方式に(規 制の範囲は、伝送 ・交
換 ・課金などにおける技術的障害
の除去、電信 ・電話的業務の排除

に限定)

② オンライン情報処理用の回線利
用料金制度の改善(電 話の料金体

系 と切 り離 した別体系の ものとし、
技術進歩の成果を踏まえて、極力

遠近格差を縮小 した合理的な もの
に)

③ 日本電信電話公社のデータ通信

設備サービスについての問題一
通信回線利用規制の撤廃、これに
よって民間側が不利にならないよ

うな環境条件の整備(民 間との競
合の回避、官民の的確な役割分担)

① 技術開発の推進

② デ ィジタル通信回線網の整備
③ 現行の通信関連法制が、新 しい

情報サービスの実現を阻害 した り

技術開発の芽をつみとることのな
いよう、早急に関連法制の改正 が

必要
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II-3 情報化にともな う諸問題への対応

コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リ テ ィ

プライバシー保護 と情報公開

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 雇 用

に与 え る影 響

情 報 化 に対 す るパ ブ リ ッ ク ・

ア クセ プ タ ン ス の 形 成

① 電子計算機 システム安全対策基

準の充実

② システムダウンやエラーの発生
を回避す るためのガイ ドラインの

設定

③ 犯罪防止のための技術開発およ
び現行法制の再検討

④ システム監査の定着化

① 公騰 関の有する臥 儲F－ 法制
の整備 を含めて早急な対応が必要
民間機関の有す る個人情報→業②

種業態 により多種多様であり、制
度的対応のあ り方については慎重
に検討

① 長期的視点の必要性(マ イクロ
コンピュータ=技 術革新のうね り

の1つ →長期的に見れば新たな産

業や雇用を創出)

② 動向の調査

③ 再教育、再訓練の体制の整備

標準化の推進

① 情報化に関する広報事業の推進

② 教育の充実
③ プライバシー保護のための制度

的対応などの措置

④ わが国の情報化に対する確た る
ビジョンの提示

国 際標 準 の 動 向 に準 拠 しつ つ 、 ハ ー ドウ ェア 、 ソ フ

トウ ェ ア両 面 に わ た り、 統 一 的 な標 準 化 を推 進

H-4 ソフ トウエアの流通の促進
と価値の確立

1

2

3

三当 饗
の法的保護

汎用的なソフ トウェア ・プロダク ト開発の
助成
ソフ トウェア流通促進のための税制などの

誘導政策
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H-5 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の

整 備 お よ び促 進

一
① デ ー タ ベ ー ス ・サ ー 資 金 面 、 技 術 開 発

ビス の 振 興 面 で の 助 成

政 府 ・公 共 機 関 に

よ る民 間 デ ー タベ
ー ス ・サ ー ビス の

積 極 的利 用

専 用 デ ー タ検 索 シ

ス テ ム に対 す る開

発 助 成

② デ ィス ト リビ ュ ー タ ー と プ ・デ ュー サ ーの

機 能 の 有 機 的 結 合

③ デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス をめ ぐる官 民 協 力

皿 情報産業の基盤の整備

皿 一1
コ ン ピ ュ ー タ 産 業

皿一2 情報処理産業

W社 会システムの開発

W-1 社 会
シ ス テ ム の 開 発

①有効競争の維町 議 礫 麟

備金制度②
ユーザー対策 販売責任体制、苦情処

理体制の整備
③ 情報関連専門技術者の育成

① 情報処理産業高度化に資する資金供給の円
滑化

② 情報処理技術者の資質の向上、人材の確保

lV-2
社 会 シス テ ム の普 及

生活映像情報 システム、医療情報システムの

開発
災害、エネルギー、食糧などわが国社会の脆

弱性に関する問題解決型大規模社会システム
の開発(代 替エネルギー利用型 コミュニテ ィ
・エネルギー・システム、地下街防災 システム)

実現可能性の確認、開発に地域ニーズを十分

反映
政府、地方公共団体、民間企業が一致協力で

きる開発体制

初期投資が円滑に行われるよう公的資金によ
り助成

社会 システムの導入がスムーズにい くよう現
行の法律制度の見直 し、改善

第三セクター方式などの新 しい運営主体に対
し、金融面、税制面か らの助成
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V情 報関連技術開発の推進

研 究 開発体 制 の整 備
一総合的な技術開発 プログラム ・戦略の確立

各種試験研究機関、組織の有機的連携の推進、

未踏 ・先端技術への積極的挑戦
ハー ド、ソフ ト両面にわたる総合的な研究開

発機構の創設 を検討

海外との国際協力のあり方につき検討

ソフ トウェア関連技術の重点的開発

先導的革新的技術の開発

応 用 技 術 の研 究開発

次世代 コンピュータ用基本ソフ トウェア技術
の開発促進

ソフトウェアの開発および保守技術の開発促

進

先進的情報処理技術の開発促進
大規模 ソフ トウェア技術の開発

汎用性、操作性の高いソフ トウェアの開発

科学技術用高速計算システムの研究開発

第5世 代コンピュータの研究開発

次世代産業基盤技術の開発(新 機能素子の開

発)

光情報技術の開発
センサー技術の開発

知 能 ロボ ッ トの 開 発

自動 翻 訳 シス テ ムの 開 発

メ デ ィカ ル ・エ レク トロニ ク ス(ME)の 開 発

ll国際的醐 の酬

口1牌 の情靴 への飾 的寄倒

=

w-2曄 国との蹴 体制の難1

=
一

w-3曄 途上副 ・対す・情靴 協力
1
=
一

国際的ネットワーク整備への対応

国際データベースの整備

情報化施策にかかわる国際的な政策調整や国
際標準化について積極的に提言

自主技術の培養
技術交流の推進
国際共同開発への対応
産業協力の推進

人材の養成への協力

社会システムの構築などへの協力
特殊言語情報処理技術の開発協力
情報化協力体制の整備
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2 電気通信政策懇談会提言

(80年代の電気通信政策のあ り方)

〈内

第1部80年 代の電気通信政策

第1章 社会環境 の変化 と電気通信の動 向

第1節 技術の進歩 とニーズの高度化 ・多様化

第2節 、.安定成長への移行

第3節 社会 の情報化の進展

第4節 国際的相互依存関係の進展

第2章 政策策定 に当たっての基本的 な考 え方

第1節 政策の総合的な推進

第2節 政策の柔軟化

第3節 民間能力の活用

第4節 電気通信網の整備 と公衆電気通信事業体

の役割

第5節 最終需要者の利益保護

第6節 国民的 コンセ ンサスの形成

第2部 主要課題に対する政策の あり方

第1章 霞気通信におけ る新秩序の確立

第1節 総合的電気通信政策 の推進

第2節 市場原理の導入

第3節 市場原理が導入 されない分野 における課

題

第4節 当面 の緊急課題 データ通信回線利用 の

自由化

第2章 公衆電気通信事業体のあ り方'

第1節 民間情報通信業のあ り方

第2節 競合分野の調整 と公正競争条件の設定

第3節 経営の改善

容〉

第4節 電電公社の経営形態のあ り方等 について

第3章 電気通信の高度化の推進 とそれに伴 う問題

点に対す る対応

第1節 電気通信網 の高度化 ・高信頼化

第2節 技術開発 の推進

第3節 通信方式 の標準化

第4節 データペースの振興

第5節 画像通信の普及発展

第6節 衛星通信の利用分野の明確化及 び利用制

度の確立

第7節 電気通信の高度化 に伴 う閥題点への対応

第4章 国際化への対応 と国際社会へ の貢献

第1節 国際化への対応の あ り方

第2節 国際協力のあ り方

第5章 政策審議機関の拡充強化

第3部 緊急課題

第1章 データ通信回線利用の自由化

第1節 共同使用

第2節 他人使用

第3節 相互接続

第2章 デー タ通信 回線利用の自由化に関連する諸

問題

第1節 民間情報通信業のあ り方

第2節 競合分野の調整 と公正競争条件の策定

第3節 データ端末市場発展のための環境整備

第4節 データ通信回線利用 に係 る料金のあ り方

第1部80年 代の電気通信政策(略)
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第2部 主要課題 に対す る政策 のあ り方

第1章 電気通信における新秩序の確立

第1節 総合的電気通信政策の推進

1.総 合的電気通信政策の必要性

エレクトロニクス技術 、電気通信及びその関連技術の著 しい発展は、データ通信・画像通信・CATV

等多様なメディアの出現を もた らした。また、これらのメディアは、互いに技術的に融合化 して き

ている。すなわち、電気通信 と情報処理の融合化、CATVと データ通信の結合、衛星通信 ・光通信

の導入により、電話 ・画像通信 ・データ通信等の総合的サービスの実現の可能性が増した。その結

果、放送 と電気通信、郵便 と電気通信等の境界の入 り込み現象、無線通信と有線通信の統一的規律

の必要性、公衆電気通信の概念及び公衆電気通信業務の範囲の再検討、電電公社 ・国際電電が提供

すべ き分野 とその他の分野の調整の必要性等、多 くの問題が生 じている。

このような状況に対 し、電気通信に対する現在の行政の基本的枠組(法 制)は 、歴史的経緯 もあ

り、いわゆる有線 ・無線 という伝送手段の差異に着 目し、それぞれ別個に切 り離 されて存在 してい

る。 さらに、仔細にみると、固定通信、移動通信、放送、公衆通信、自営通信等、形態別 ・方式別 ・

用途別によって も、多かれ少なかれ別個の行政が行われており、総合性 ・統一性に欠 けるところが

見 られ る。

80年代の電気通信政策は、これらの行政が総合化 され、統一の とれた一貫性のある総合的電気通

信政策 として推進 されなければならない。

2.総 合的電気通信政策の推進

(1)総 合的計画の策定 と計画的行政の確立

総合的電気通信政策の推進に当たっては、電気通信が、今後のわが国の情報化の進展にとって

の基軸 とな り、わが国の社会 ・経済 ・文化の発展 に大 きな影響を与 えるとの観 点か ら、長期的視

点に立つ電気通信の総合的計画の策定及びこれを実現す る計画的行政が確立 される必要がある。

② 基本的枠組(法 制)の 再検討

電気通信サービスの高度化 ・多様化、ニーズの多様化 ・複合化、メデ ィアの融合化現象等に対

して、総合的電気通信政策を推進するためには、有線、無線に対する個別的な規制に立つ現在の

行政の基本的枠組(法 制)に ついて再検討す る必要がある。

(3)公 衆電気通信業務の範囲の再検討

公衆電気通信サービス、すなわち 「電気通信設備を用いて他人の通信 を媒介 し、その他その電
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気通信設備を他人の通信の用に供す る」公衆電気通信役務を提供する業務(公 衆電気通信業務)

は、電電公社 ・国際電電の独占的領域 と定められている。この 「公衆電気通信業務」は、従来は

電信電話サービスが中心であった。 しかしながら、現在は 「公衆電気通信業務」の枠組の中で電

電公社 ・国際電電が提供す る公衆電気通信サービスは、単なる電信 ・電話サービス以外に、デー

タ通信回線サービス、ディジタル ・データ交換網サービス、データ通信設備サービス等が登場す る

など、その内容は著 しく多様化 してきた。一方、データ通信回線サービスの創設(昭 和46年)の

結果、一定の制約の下ではあるが、民間において もデータ通信回線を用いて電電公社の提供する

データ通信設備サービスとほぼ同様のサービスを提供す る情報通信業 を生むこととなり、すでに

多くの民間企業の参入がみ られる。その結果、民間情報通信業の行 うこのような業務 と電電公社

が独占的に行 っている公衆電気通信業務 との境界が、次第に不明確な ものになって きている。

今後、データ通信回線利用の自由化が一層進められ ることとなれば、この分野における境界の

不明確 さは、 さらに増す結果を招来する。

また、今後はCATV施 設を利用するデータ通信、放送 とファクシ ミリとが結合 したサービス等、

これまで別個のメデ ィアとして位置づけられていたものが総合 されたサー ビスとして出現するこ

とも予想 される。

このような状況において、80年 代 を展望すると、従来の公衆電気通信業務の どの範囲までが独

占であり、どの範囲を競争的範囲とするかについて検討を進める必要がある。

第2節 市場原理の導入

1.市 場原理導入の必要性

情報通信業は昭和46年 の公衆法改正による出現以来順調に成長を続 け、55年 度末で約130社 、年

間売上げ約2,200億 円の産業規模 にまで発展 し、その傾向はなお継続することが予想 されている。

さらに、この拡大 ・発展がよ り一層社会のニーズに合致す る形で着実に定着 してい くために、現在

の回線利用制度上の制約を大幅に緩和するよう、改善要求が多方面か ら提起 されている。このよう

な要望に応えるためには、公衆電気通信業務の分野の中で、データ通信等 について、より幅広 く市

場原理の導入を図ることが必要である。

市場原理の導入は、80年 代における社会の情報化の推進、産業構造の高度化等に大 きな役割を果

たす ことが期待 される電気通信及び情報通信業を活性化す るとともに、民間の活力の導入による電

気通信に対する社会の多彩な要求に応え得る体制の確立等に資するものであり、80年 代の政策的視

点か らみて も、高い重要度を有す るものである。

また、多様なニーズに応えるため端末機器についても、従来以上に、市場原理の導入を促進する

ことが必要である。

2.市 場原理導入の基本的考え方
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市場原理 を導入する場合、情報通信の最終需要者、特に家庭における利用者の利益を擁護する消

費者保護及び電気通信 システムの要求す る統一性の確保等の視点に立って、競争分野 と独占分野を

明確にし、それぞれの分野の発展が可能 となるよ うな政策のあり方についての検討が必要である。

そ うした中で端末機器の接続等にっいては、より一層の自由化を進めることが適当であ り、その

検討を早急に進 めるべ きである。

また、電電公社や国際電電が提供する市場原理の働 く分野におけるサービスの料金設定方式につ

いては、公正競争条件の設定の中で、そのあ り方を検討する必要がある。

なお、衛星通信等の新 しい技術に基づ く種々の特色を有する新 しい電気通信の導入に当たって も、

市場原理の適用の是非 について検討 を行 う必要がある。

第3節 市場原理が導入されない分野における課題

1.基 本的考え方

公衆電気通信サービスの うち、電信電話のような国の基本的電気通信サービスとして位置づけら

れ る必要のある分野は、電電公社 ・国際電電がこれを一元的に提供することが適当である。

この場合、 この分野における電気通信サービスについては、その利用制度の一層の改善について、

利用者 ・国民の声を反映 させつつ、早急に着手する必要がある。特に料金水準、料金体系等のあ り

方 について検討 を進める必要がある。

2.電 気通信サービス料金のあり方

(1)料 金のあり方

電気通信サービスの料金は、経済社会活動、国民生活に大 きな影響を及ぼす ものであるが、独

占的に提供 されているため、市場 において形成 されるものではない。 したがって、料金決定の基

本的考 え方、料金水準、料金体系等料金のあり方は、明確かつ適正 なものとなっていなければな

らない。

料金の決定原則を明確にす る場合、独占採算の立場か ら適正な原価を補償す るものであること、

基幹的なインフラス トラクチュアとしての役割に対する国民的要請に十分応えられ、かつ、事業

経営の安定化に資するために、一定の内部資金を留保することが必要であり、適正な余剰が適正

な原価に加 えられた料金水準 となるものでなければな らない。

サー ビス種別ごとの料金の設定 に当たっても、政策的観点に も配慮 しっつ、この考 え方に沿っ

て設定することが、負担の公平の見地からも望ま しい。

(2)料 金決定の仕組み

国内の電信電話料金は、事業の沿革的事情等か ら法定 されているものであるが、電気通信事業

が、今後のわが国の経済社会の発展、国民生活の向上のためのインフラス トクラチ ュァとしての

役割を的確に果たす とともに、技術の急速な進歩 とサービスの多様化に機動的に即応する責務を
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有す るという事業の性格、内容をも考慮 して、現在の法定制のあ り方を見直す必要がある。

第4節 当面の緊急課題 データ通信回線利用の自由化

現在、各方面か ら強 い要望の出 されているデータ通信回線利用の 自由化の問題は、80年 代におけ

る電気通信政策の視点か らも高い重要度をもち、また、国民経済的にみて も、自由化を図ることは、

きわめて有効な措置 と認め られるので、直接関連す る諸問題 をも含め、当面の緊急課題として、次

によ り対処することが必要である。

1.自 由化の基本的考 え方

データ通信 については、その回線設備は、重複投資の防止、設備の有効利用等の観点から、電電

公社 ・国際電電が提供することが適当であるが、その利用制度については、民間能力が生かされ、

民間企業の参入による創意工夫によって、多彩なサービスの提供が実現 されることが重要である。

このためには、データ通信回線の利用制度は、で きるだけ自由な もの とされなければならない。

2.デ ータ通信回線利用の自由化に伴 う諸問題

データ通信回線の料金体系の是正を図るとともに、端末機器の認定制度等について検討 し、デー

タ端末市場発展のための環境を整備する必要がある。

また、回線利用の 自由化 に伴って、多彩な電気通信サービスを提供する情報通信業の位置づけを

明確に し、その振興を図るとともに、電電公社 と民間企業 との間の競合分野の調整、公正競争条件の

策定 を行 う必要がある。

第2章 公衆電気通信事業体のあり方

第1節 民間情報通信業のあり方

L民 間情報通信業の位置づけ

情報通信業は、多彩 ・多様なデータ通信サービスを、電気通信サービスとして、広 く、企業、国

民等に提供す る事業であ り、データ通信回線利用の自由化に伴い、今後、急速に発展することが見

込まれる。

情報通信業の提供するサービスについては、民間企業の活力、創意工夫 を生か し得るものでなけ

ればならないが、一方、この電気通信サービスが、顧客の情報の送受 ・媒介を行 うものである場合

には、電電公社 ・国際電電が提供するサービスと類似 したサービスとなるものであ り、通信の秘密

の確保等、このサービスの公益的側面にっいて十分な配慮が必要である。

したがって、データ通信回線の自由化 に伴って、メッセージ ・スイッチングを含むデータ通信サ

ービスを提供 しようとする民間情報通信業者については
、「公衆電気通信事業者」として位置づけら

れることが必要である。

公衆電気通信事業体 としての電電公社 ・国際電電については、通信回線及び電信・電話サービスを
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独占的に提供 しているため、その高い公益性、公共性、独占性等か ら種々の規制が設けられている

が、民間情報通信業 について もこれらと同様の規制が必要 となるものではない。

しか し、公衆電気通信事業者 としての民間情報通信業者に対 して も、その公益的側面等の視点か

ら通信の秘密の確保、他の通信に支障を及ぼ さないための技術的不具合の排除、ユーザー保護、健

全な経営下での安定 したサービス提供の必要性等についての配慮が必要 となるので、これらに関す

る法制等の所要の措置 について検討する必要がある。

2.民 間情報通信業の振興

わが国の民間情報通信業は、今後発展が見込まれ る分野ではあるが、今日いまだその経営基盤、技

術力等が必ず しも十分であるとはいえず、その振興のため、税制、金融面における関係諸制度の整

備を図るとともに、技術者の養成、電電公社 ・国際電電の もつ技術の民間への移転の促進等の施策

を進めてい く必要がある。

第2節 競合分野の調整と公正競争条件の設定

1.競 合分野の調整

データ通信を中心とする新 しい電気通信分野では、電電公社 と民間情報通信業者 とが競合するこ

ととなるが、わが国における情報通信の健全で調和 ある発展を図るためには、電電公社及び民間情

報通信業者がそれぞれに特徴を生かしつつ、秩序 ある競合関係を保つ ことにより、社会のニーズに

応えていくことが必要である。

電電公社のデータ通信設備サービスの提供分野は、従来か ら、全国的、公共的、技術先導的とい

う、いわゆる三原則に則って きたところであるが、今後において も、これに基づいていくことが適当

であり、さらに、民間情報通信業者 との協調関係の確立について も配慮する必要がある。

2.公 正競争条件の設定

電電公社がいわゆる三原則に基づいてサービスを提供 していくとして も、発展段階の分野である

ことか ら電電公社 と民間情報通信業者 とが競合する分野が想定 され、両者が秩序ある競合関係を保

ち、調和ある発展をしてい くためには、両者の間で公正な競争がで きるような条件 を設定する必要

がある。

この場合、電 電公社 は、通信回線及び電信電話サービス等 を独占的に提供 していること、その経

営規模が巨大であること等から、民間情報通信業者 と基本的に経営基盤 を異にするので、電電公社

にっいて、次のような点に留意 し、公正な競争が可能 となるよう配慮する必要がある。

(1)会 計制度

独立採算制の確保のため、競合分野 と独占分野の収支帰属を明確にす る区分経理の確立と、 こ

れを担保するための経理の公開が必要である。

電電公社 は現在、電報、電話、加入電信、データ通信及び専用 という5事 業別に事業収支を分
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計 しているが、分計方法について一層の精度向上を図ることによって、データ通信設備サービス

にかかる経理を明確にす る必要がある。

また、経理の公開の方法、内容等についても検討する必要がある。

(2)内 部相互補助

独占分野の収益 を競合分野に投入することは原則として避けるべ きであるが、国民の強い要望

があ り、技術先導的でかつ大規模な投資を要す る分野であって、やがて黒字に転化する見通 しの

あるものについては、その創設期の赤字補てんが行われ ることが認められる。 しかしなが ら、 こ

の場合に も、早期に収支を改善す る努力を払い、事業の健全化を図ることが必要である。

(3)経 営組織

会計を区分するとともに、経営責任をより明確化するため、組織的に独立性の高い事業部制の

ような考え方の導入を検討する必要がある。

なお、その検討に当たって、将来、発展が見込まれる分野を電電公社が引 き続 き実施す ること

は、技術力の向上に寄与す るとともに、組織に活力を与 え、効率化を促進 し、職員の意欲を向上

させ る等、経営に好ましい影響 を与えるものであることに配慮する必要がある。

(4}料 金設定方式

競合分野のサービスの提供に当たって、利用者の多様なニーズに応 えていくため、機動的かっ

柔軟な対応が可能となることが望ましい。そのため公正な競争が行われるよう料金設定方式のあ

り方を検討す る必要がある。

3.国 際電気通信の特殊性

国際電気通信について も、上記2の 考え方を取 り入れることについて考慮すべ きである。この場

合、国際電気通信の特殊性、たとえば、関係国の情報 ・通信政策、国際機関の取 り決め、通信に関す

る国家主権の確保等にも配慮 して検討 していく必要がある。

第3節 経 営の改善

1.電 電公社は発足以来、旺盛な電話需要に応 えるため、設備の拡充 ・整備にあわせて、電話の自

動化等、合理化 ・効率化施策を実施 して、これまで比較的順調な経営 を行 って きた。

しか しなが ら、今 日、経営を一層開かれたもの とす ること、組織 を活性化 して経営効率を高める

ことなど種々の要請があるほか、臨時国庫納付、収入の伸び悩み傾向、債務負担 の増大など経営上

の重要な課題をかかえていることから、電電公社 自らが経営の改善 を図る必要がある。

(1)利 用者の声を経営 に反映 させ る方策

利用者の高度化 ・多様化 したニーズに即応 し得 るサービスの実現 を図 る見地か ら責任の明確化

と経営効率に配慮 しつつ、利用者の声を一層経営に反映 させ る実効 あるシステムを確立する必要

がある。
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(2)効 率性、生産性向上の見地 からの見直 し

事業運営の一層の効率化、生産性向上のため、事業の現状の見直 しを行い、経営の主体性を発

揮 しつつ、企業意識の高揚、要員管理の適正化等の諸施策を推進す ることが必要である。

(3)効 率的投資政策の展開

電気通信は、情報化社会における国のインフラス トラクチ ュアとして重要な役割を果たす もの

であるとともに、国民生活の質的充実、社会 ・経済活動の効率化、省資源、省エネルギーに寄与

するものであるとの観点から、電電公社の投資は必要なものについては積極的に進め られ るべ き

である。その場合、長期的視点に立って投資計画を策定 し、実施に当たっては、費用 ・効果分析

を十分に行い、効率的及び選択的に行われるように配慮す る必要がある。

2.国 際電電については、国際化時代にあって、よ り積極的な経営 と料金体系の適正化が要請され

ているので、利用者の要望、適正な要員配置、効率的な投資等に配慮しつつ、一層能率的な経営を

推進 し、その要請に応えるべ きである。

第4節 電電公社の経営形態のあり方等について

1.現 行経営形態の もとでの諸制度の見直 し

電電公社は、今後の経営環境の変化、市場原理を導入す る分野の拡大等、時代の要請に適切に対

応 してい くためには、さらに一層の経営の効率化、合理化 を図る必要がある。

そのための具体的施策を推進 してい くに当たって、自主的かっ弾力的な経営が可能 となるよ う、

当事者能力の拡大の適否を含めて、現行諸制度の見直 しが求められている。

この場合、電電公社が国民生活に密着 したサービスを全国的かつ独占的に提供 しているために、

必然的に生 じる公共性及び財政民主主義の要請と経営の自主性 ・弾力性 との適切な調和 にっいて配

慮する必要がある。

2.経 営形態のあ り方

現行諸制度を見直すこととも関連 し、より基本的な問題 として、電電公社の経営形態のあ り方に

ついて検討す る必要がある。

電電公社は現在、職員数33万 人、年間売上高4兆 円(昭 和55年 度末)の 巨大企業 となっているこ

と、事業 を独占的に運営 していることもあって、その運営の実態に対する批判的意見があるほか、

電気通信をとりま く社会、経済環境の変化に伴い、経営の一層の活性化が要請 されている。

したが って、電気通信の地域社会への貢献、公共的役割の確保、当事者能力の付与、技術的諸問

題等をも考慮しっつ、民営化等を含む電電公社の経営形態のあ り方について検討す る必要がある。

しか しなが ら、 これは国の電気通信政策の根幹にかかわ り、また、その変革が もた らす社会的影響

が大 きい等、重要な問題であるので、慎重に検討する必要がある。
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第3章 電気通信の高度化の推進とそれに伴 う問題点に対する対応

第1節 電気通信網の高度化 ・高信頼化

1.電 気通信網の基盤の整備

(1)デ ィジタル化の推進

デ ィジタル通信網は、従来のアナログ網 に比べて、経済性、サービス提供の柔軟性、通信晶質

等に優れているので、データ交換網やファクシ ミリ網等、非電話系 サービスのための新 しい網 をデ

ィジタル技術を用いて構築 してい くとともに、電話網は、既設設備の有効利用に配慮 しつっ、デ

ィジタル化を段階的に進めていくことが望 まれる。

(2)信 頼性の向上

通信網の高信頼化 を確保するため、通信網 を構成する個々の設備の信頼性向上、信頼性の高い

網構成の採用、 り障時の影響範囲を局限化する技術や早期復旧の技術の開発を進めることが必要

である。なお、確保すべ き信頼性の程度、範囲については、その経済性に配慮 しつつ、広 く利用

者の理解を得て進 めていくことが必要である。

(3)衛 星回線の導入

地上系の回線 とは異なった技術的特性を もち、異なる利用形態が可能な衛星回線を公衆通信系

に積極的に導入 し、その特質 を有効に生かした利用を進めていくことが望まれる。

2.公 衆電気通信網の高度化

(1)電 話サービスの充実

電話サービスにっいては社会の進展に応 じて、よ り便利で経済的な新 しい電話サービスの開発、

福祉社会の増進に役立っ機器の開発及び自動車電話や各種の移動通信の充実等 、引 き続 き質的向

上 を図ることが重要である。また、「電話公害」ともいうべき トラブルへの対策、電話の使い方に起

因して発生するふ くそうの緩和、料金苦情に対する料金明細記録などのための通信網機能の整備

拡充 も必要である。

(2)非 電話系サー ビスの推進

近年開始 されたディジタル ・データ交換網(DDX)は 、データ通信サービスの高品質化 ・経済

化は もとよ り、コンピュータ間接続に適 しているので、全国的導入 とともに電話網 との接続によ

り、早急にサービス地域を全国的に拡大する必要がある。また、国際通信におけるデータ通信需

要に応 えるため、国際データ交換サービスを早期に開始する必要がある。

一方、視覚情報に対する要望 が強まってお り、画像通信の充実が必要である。このため、まずフ

ァクシミリ通信に適 した新 しい通信網を実現 し、 さらに、このファクシミリ通信網の全国的拡大、

異機種端末間での通信を可能にする等 、通信網機の拡充を図 ってい く必要がある。
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3.回 線サービスの拡充

回線利用の多様化に対応 して、利用者の使用形態に適合 した各種特性の異なる回線の提供や提供

形態の多様化を進めるため技術開発を行い、回線サー ビスの拡充 を図る必要がある。

4.電 気通信網の将来像の確立

これまでの電気通信網は、電報中継網、電話網、加入電信網、ディジタル ・データ交換網、専用

線網等 、サ_ビ ス・用途 ごとに構築 されてきた。このように個々に通信網 を建設 してきたのは・技術

的ならびに経済的に適 していたためである。

しかしながら、エレクトロニクスの進歩により、既存の個々の通信網及び需要の増大が予想 され

る各種の非電話系サービスをデ ィジタル信号により総合化す ることが技術的、経済的に可能 となっ

てきた。

このようなことを背景にして、欧米の先進諸国においてはデ ィジタル総合サービス網(ISDN:

IntegratedServicesDigitalNetwork)の 具体的な検討が行われて、また、電電公社においては

これをさらに発展 させた高度情報通信 システム(INS:InfomationNetworkSystem)の 検 討 が

進められている。

このように、通信網の高度化によ り電電公社、国際電電及び民間情報通信業者それぞれが創意工

夫を生かして各種の情報通信サービスを提供することが可能 とな り、家庭、地域、職場 を有機的に

結合 した高度情報化社会が実現されると予想 され る。

したがって、わが国の電気通信網の将来像にっいて、多方面か ら幅広い検討を進め、広 く国民の

コンセンサスを得て早急に長期的 ビジョンを確立 し、段階的にそQ推 進を図 る必要がある。

第2節 技術開発の推進

1.電 気通信技術の役割

基幹的な通信メデ ィアである電話網は、長期にわたる技術開発に基づいて整備 されてきてお り、

その品質や信頼性 において世界の最高水準に達している。また、データ通信やファクシミリ通信に

おいては、急速な技術開発が進め られている。

今後、ますます多様化、高度化す るニーズに対 して経済的、効率的に電気通信サービスを提供 し

てい くために、革新的な技術開発が強 く求め られている。また、電気通信技術は他の分野への波及

効果が大 きく、わが国の技術立国を支える重要な要素である。したがって、電気通信分野の自主技

術の開発及び蓄積に努めることが必要であり、このためには自由な競争原理に基づ く技術開発 を進

めるとともに、長期的展望 に立 った国家的観点か らの技術開発(R&D)政 策の確立が重要である。

2.開 発体制の整備

今後、ますます多岐にわたる技術分野の開発、長期間を要する基礎分野の開発及び世界に先駆け

ての先導的分野の開発に当たっては、開発費用及び開発 リスクの増大が予想 される。 したがって、
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これらに対応するには、開発の中核 として従来大 きな役割 を果たしてきた公衆電気通信事業体の研

究機関が今後 もその中心 となって推進を図 るほか、従来以上に効率的な研究開発体制が必要である
。

また、電気通信技術の今後の研究開発プロジェクトの中には、従来に比較 して大規模なプロジェ

クトの出現が予想 され、そのためには国、公衆電気通信事業体及び民間が、それぞれの役割 を分担

して共同研究開発を行 うことにより、人的、物的な研究資源の有効活用を図っていくことが必要で

ある。

一方、電気通信技術の高度化に伴い、「サービスの総合化」「メデ ィアの融合化」現象が生じ、既存

の制度や法体系の枠組 を超 えるサービスが出現しつつあるので、国のイニシアチブの下に、ニーズ

や社会に及ぼす影響を配慮 して、開発を行うことが必要である。

3.技 術移転の推進

公的研究機関において得 られた技術開発の成果を広 く民間へ技術移転 し、,その活用を促進 して、

広範な分野において波及効果を享受で きるようにす ることが望ましい。

第3節 通信方式の標準化

1・ 標準化の目的 ・範囲

電気通信技術の進歩 と利用形態の多様化に伴い、高度な機能を備 えた各種の端末機器が出現 して

お り、端末相互間の円滑な通信 を可能 とするため、通信方式を標準化す ることが必要になって きて

いる。

通信方式の標準化は、電気通信の利用者相互の通信 を容易にす ることにより、電気通信の利便の

向上を目指す ものである。 したがって、一般 に広 く利用 される通信機器である端末機器について、

それ らの相互間の通信方式を対象に標準化を行 うことが望 ましい。

2.標 準化の進 め方

標準化は、利用者 ・通信事業者 ・製造業者等、各界の意見を十分反映 して進めることが必要である。

また、標準方式 は推奨 とし、技術革新や新 しい通信サービス導入の支障とな らないよう配慮が必要

である。

通信方式の規定に当たっては、機器のインタフェースでの規定とし、内部の仕様は技術の進歩を

取 り入れた自由な設計が可能 となるように配慮することが望まれる。

さらに、国際標準化活動への協力 と協調、技術の進歩や ニーズの変化に対応 した適切な既存標準

の更新、新方式に対す る時宜 を得た標準化への取組等にっいて、十分配慮することが必要である。

3.推 進体制の整備

上記に沿 って標準化を推進するための体制(審 議機関、認証制度等)に っいて検討が必要である。

第4節 データベースの振興

1.デ ータベース振興政策の意義 と諸課題
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データベースは知的な資源であり、良質豊富なデータベースが便利かっ安価に利用で きることは

科学、技術、経済社会等の発展 に大 きな影響を及ぼす。現状では、この分野においてわが国と米国

との間に大 きな格差があり、わが国 としては、データベースの作成から利用に至る総合的な振興策

の推進が必要である。

情報分野でのわが国の独自性の確保及び産業の育成等の観点か ら、わが国独自のデータベースの

形成が望まれるが、データベースの作成には多額の資金 と多数の要員が必要であるほか、商業ベー

スに乗 りに くい分野 もあり、政府の助成が望まれる。また、国及び地方公共団体の所有する情報の
ア

データベース化を行い利用 を促進すること、データベースに関す る各種の案内を行うクリアリング・

サービスの実現、データベースの安全対策及び信頼性向上対策、データベースにかかわる諸権利の

保護な らびに国際データ流通問題等 について も、適切な対策が必要 である。

2.電 気通信政策の一環 としてのデータベース振興政策

データベースの振興に当だっては、通信政策の観点か ら、次の施策の実施が必要である。

(1)デ ータベースの利用に適す る公衆 データ網の全国拡大及び公衆データ網 と加入電話網の相互

接続の実施

(2)デ ータベース'ア クセス手順の統一及び簡易化ならびに分散データベース技術の開発の推進

(3)地 域による格差の解消及び分散 データベースの実現を可能 とするような利用制度及び料金体

系の整備

(4)デ ータベース ・アクセスの信頼性の確保及びデータベース内容の保護 に関するシステム技術

の開発の推進

(5)デ ータベースの国際利用を容易かっ経済的に実現するための国際電気通信網の充実の推進

第5節 画像通信の普及発展

1.フ ァクシ ミリ通信の基盤整備

ファクシ ミリ通信は、近年急成長を遂げっっある。また、今後利用の多様化、高度化等 、発展が見

込 まれる。

ファクシ ミリ通信の今後の発展を促進するために、利用者の要望 に応 えられるよう通信網の機能

のあり方を検討 し、その整備拡充 を図 り、 さらに、端末装置の開発及び標準化にっいて適切な施策

を進める必要がある。

2.ビ デオテックスの円滑な導入

ビデオテ ックスは、電話網 とテレビ受像機によりコンピュータの効用を広 く普及 させ ることがで

きるものであ り、諸外国において もその開発 ・普及に積極的な取 り組みがなされている。

ビデオテックスの社会的受容性、制度的位置づけ等 について明確 にするとともに、サービスの提

供形態及び国際的対応のあり方について検討する必要がある。また、現在実験 を進めているキャブ
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テン・システムについては、制度 ・料金体系の整備、情報サー ビスの内容の充実を図る等 によ り、

円滑に実用化 を推進す る必要がある。

3.総 合的観点か らの取組

今後、テレビ会議、テレビ電話等、多様な画像通信サービスの普及が予測 されるが、このためには、

画像通信に適 した広帯域通信網の建設の促進が必要である。また、画像通信の今後の発展形態とし

て、データ通信等 との融合により総合的なサービスとして発展す ることが見込まれるため、通信網

の機能や複合化 した端末のあり方にっいて検討する必要がある。

第6節 衛星通信の利用分野の明確化及び利用制度の確立

わが国では、昭和57年 度に地上通信系の補完的利用を主な目的 とした最初の実用通信衛星(CS-

2)が 打 ち上げられ、60年代以降には第二世代の実用衛星が利用に供 されることとなっている
。こ

の通信衛星の導入に当たり、国情 に応じた衛星通信の利用分野を確立 し、これが円滑に利用できる

制度を検討 していくことが必要である。

これ らの検討に当たっては、わが国の通信衛星の開発が、自主技術による開発を基調 とする宇宙

開発政策の一環に組み込まれていることを考慮する必要がある。一方、急速に進展 している世界の

衛星通信の利用動向にかんがみ、国際的な面にも視点を置 き、将来国益を損 うことのないよ う留意

す る必要がある。

1.衛 星通信の利用分野の明確化

衛星通信の主な利用分野 として、衛星通信の特徴を有効に生かした同報通信網の構築等、新 しい

通信 システムへの利用1ら びに非常災害時等の通信の確保等、地上通信網の補完的な利用の2っ の

分野が考 えられるが、多様な電気通信 の需要を満たす観点か ら、特 に前者の利用分野に関連 した施

策を進める必要がある。

2.衛 星通信の利用制度の確立

利用制度 としては、衛星通信の特質の活用及び地上通信系 との調和を図るとの観点に立 って、当

面、その大枠 を決めることで対処する必要がある。

その大枠の検討事項として、衛星通信における公衆電気通信事業体のあ り方、提供サービス、料

金体系等があ り、また、衛星通信における自営電気通信のあり方について も検討する必要がある。

なお、衛星通信 を普及発展 させ るためには、長期的な観点に立 った研究開発及び施策を進める必

要がある。特に、衛星通信の初期の段階か らこれが定着するまでの施策が重要であり、国、電電公

社等関係機関の果 たす役割について検討を進める必要がある。

第7節 電気通信の高度化に伴 う問題点への対応

最近のエレクトロニクス関連の技術の発達、特に電気通信と情報処理の融合は、さまざまな形で

社会に影響をもた らしている。電気通信は、情報流通や意思の疎通 とい う面で特に人間性とのかか
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わ りが深いので、その高度化を図ってい く場合には、それが もた らす影響にっいて十分な配慮が必

要である。

1.情 報化社会の脆弱性の克服

データ通信 システムが、社会、経済活動はもとよ り、個人生活にまで浸透す るなど電気通信の高

度化が進展 した結果、情報が正常 に伝達、処理 されない事態が発生した場合の影響はきわめて重大

かっ広範囲に及ぶ'こととなった。

データ通信 システムの場合、運用管理面の対策や技術的対策が講 じられているが、自然災害や人

為災害に対する安全対策を総合的に検討、実施する必要がある。また、電気通信 ネットワークに関

しては、伝送路の多ルー ト化等の対策が講 じられているが、今後 さらに推進 していく必要がある。

(1)デ ータ通信における総合安全対策

(ア)デ ータ通信における安全対策は、システム設置者の自主的な努力によるだけでな く、データ

保 護の見地か ら適切な指導、援助が必要である。このため、安全対策の水準及 び何 らかの義務づ

け等について検討を進める必要がある。

(イ)デ ータの盗取等の犯罪を防止するため、制度 ・技術の両面から総合的な施策を講 じる必要が

ある。安全対策の具体的な手法については、共通的 ・標準的な手法で実施する方が国家的にみて

経済的、効果的である場合が多いため、暗号化に関する標準手法の確立や、共通に使用で きるバ

ックアップ ・システムの開発等 を推進す る必要がある。

(2)電 気通信 ネットワークの信頼性向上対策

通信の途絶防止対策として、伝送路の多ルー ト化、ルー トの自動切替、被災地域の孤立防止用

の移動無線機の配備等、技術面、運用面の対策 を引 き続 き推進す るとともに地上 の災害の影響が

少な く、安定 した通信網 を確保することので きる衛星通信の利用 を図る必要 がある。

また、通信網の高度化、多様な利用形態の普及に伴い、一蔀の設備や装置の障害が通信網全体

の信頼性 に影響す る危険が増大 しているので、 これに対応する通信網の保護措置 について検討 を

進める必要がある。

2.プ ライバシーの保護

コンピュータ及び電気通信の発展 ・普及に伴い、個人に関す るデータ(個 人データ)の 収集及び

利用が個人のプライバ シーを侵害する危険があるとの認識が強 くなってきてお り、プライバシーの

保護 は、情報化の推進に当たって措置 しなければならない重要な課題の一つ となっている。

わが国において も、昭和40年 代中頃から関係機関において、種々検討が行われているところであ

り、 これまで、政府機関におけるコンピュータ利用についての自主基準の制定、国家公務員法等値

別法による特定の身分あるいは特定業務従事者の守秘義務規定の再評価、一部地方 自治体によるコ

ンピュータ処理に関す る条例の制定等が行われている。
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先進国の多 くが プライバシー保護に関する法律を制定 してお り、ことに情報の国際間流通が活発

になる中でOECD(経 済協力開発機構)は 、1980年9月 にプライバシー保護に関するガイ ドライン

勧告を採択 した。わが国において、これに対応す るプライバシー保護のための立法はいまだ行われ

ていないが、プライバシー保護に関する国民の意識、国際的な動向 を十分に踏まえなが ら、今後、

積極的に検討を進める必要がある。

プライバ シー保護 との関連において、通信の秘密法制(憲 法
、有線法、電波法、公衆法による通

信の秘密の保護)は 、通信 とコンピュータの融合が進む80年代において もプライバシー保護対策上

重要な役割を果たすと考えられるが、電気通信の高度化に伴 う、新サービスの出現やデータ通信の

飛躍的発展 に対応 して、現行の通信の秘密法制の機能にっいて、たえず見直 しを加えてい く必要が

ある。

3.情 報流通の仕組みの不整合への対策

今 日、多様な情報通信 メデ ィアが高度に発達 ・普及 し、情報の氾濫といわれる時代にありながら
、

個々のニーズに見合 った情報を安価に提供するためには、既存のメデ ィアでは必ず しも十分これに

応えることができない。

このような問題を解決す るため、次の事項について検討 し、必要な施策を講ず る必要がある。

(1)既 存の電話やテレビジョン受像機を利用 したビデオテックス等、情報の受け手主導型の情報

通信メデ ィアの開発及び普及を図ること。

(2).電 気通信技術の成果を生か し、CATV等 を高度利用することにより、双方向機能を持ち、利

用者のニーズに密着 した生活、教育、行政等の情報を提供できる地域情報 システムの開発及び普

及を図ること。

第4章 国際化 へ の対応 と国際 社会 への貢 献(略)

第5章 政 策審 議 機 関の 拡充 強化

電話は、ほとん どの家庭に普及 し国民生活に欠 くことので きないものとな
った。また、社会のあ

らゆる分野 においてデータ通信が広範に利用 され、社会 システムの重要な一部分として組み込まれ

ている。一方、安定成長経済への移行の中で電気通信 は、産業構造の高度化への先導的役割 を果 た

す ことが期待 されている。このように電気通信の役割 はいっそう大 きくなろうとしている
。

また、電気通信技術の急速な発展 とあいまって、利用者のニーズの多様化 ・高度化が進み
、自ら

のニーズに合 った情報通信 システムを構築 しようとす るようになった。一方、供給サイ ドを見て も、

電電公社、国際電電 に加え、データ通信等における民間の参入 も増加 しようとしている
。国際化の

進展に伴 い、一国の電気通信政策に国際的な配慮 も欠かせなくなっている。

電気通信は・ このようにその役割の増大 と多様化の進展等に伴い、経済 ・産業 ・社会 ・文化等広
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い分野に大 きな影響 を及ぼす ようにな り、80年 代 における課題 も、電気通信の基本的枠組みの見直

し ・新秩序の確立、民間能力の活用等 、幅広 く、奥深 く、かつ、相互に密接に関連するもの となっ

ている。

このような状況の中で、電気通信の課題について整理す ると、
0

1.デ ータ通信回線の利用のあ り方等緊急に対処すべ きもの

2.衛 星通信の本格的実用化、電気通信 に関する料金のあ り方、電気通信網の高度化 ・高信頼化の

基本方針 とその進め方等早急に対処すべ きもの

3.公 衆電気通信事業体のあり方、国家的研究開発(R&D)の あ り方、国際化への対応等基本的

な方向を常に見直 し検討すべ きもの

等 とな り、これ らの課題については第2部 第1章 か ら第4章 において、それぞれ具体的に問題点 を

指摘 し、検討すべ き方向等をとりまとめたところである。 、

また、これ らの課題に関する政策の策定に当たっては、第1部 第2章 で指摘 したとおり、長期的

な視点に立って、既存の概念 ・体系にとらわれず、柔軟に、かつ、制度 ・技術等の専門的視点 を総

合した広い視野の もとに、最終需要者の利益に も配慮 しながら、国民のコンセンサスを得つつ対応

することが必要 となっている。

すでにみてきたとお り電気通信の課題は、電気通信に関する基本的な枠組み、公衆電気通信事業

体のあ り方、料金、技術、国際問題等、広範多岐にわたる専門的分野に及んでおり、また、相互に関連

しつつ、経済 ・産業 ・社会 ・文化等の広い分野に影響 を及ぼす ものとなっている。したがって今後

の電気通信に関する総合的な政策 を策定するためには、制度的分野や技術的分野等の専門的見地か

ら、十分調査審議 を深めるとともにこれ らの審議 を統合することによ り、はじめて総合的な万全の

電気通信政策の策定が可能 となるものである。

現在、郵政省には、郵政省設置法に基づ く公的審議機関として郵政審議会があり、同審議会には

郵便部会、為替貯金部会、保険年金部会及 び電気通信部会が設 けられてお り、電気通信に関する諮

問事項は、「電波及び放送(有 線放送を含 む)の 規律に関する事務以外の電気通信に関する事務 に

ついて重要な事項 を調査審議する」電気通信部会に諮 ることとされている。電気通信に関 して郵政

審議会に諮 られるのは、情報処理振興事業協会等に関する法律に基づ く 「電子計算機利用高度化計

画」 を定める場合及び行政的観点から国民生活に関係の深い公衆電気通信サービスに関する主な料

金を定める場合 となっているのが現状である。

今後の電気通信の発展に期待する国民の要請に応え得る総合的な電気通信政策の策定及び各種施

策の展開を図 るためには、すでに述べたように専門的見地に立った調査 ・審議 を行 うとともに、それ

ぞれの専門領域における調査 ・審議 の成果 を総合す ることが必要である。このような機能 を現在の

電気通信部会に求めることは、委員の増加、部会の分割等の必要を生 じ、郵政三事業に関する調査
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・審議、建議を行 うべき郵政審議会の基本的な機能等に重大な支障をもたらすこととなるので、電

気通信部会 を郵政審議会か ら切 り離 し、独立 した公的審議機関 とすることが最 も適当であると認め

られる。

この新 たな公的審議機関は、電気通信サービスの最終需要者、電気通信制度 ・技術等に関する専

門家、電気通信分野に係 る産業界等多 くの分野か らの有識者等をも三て構成することが必要である。

また、国民生活に直接重要な関係を有す る事項については、消費者保護の視点 に立 ち、最終需要

者である国民の声を十分反映 させるためにも、公的審議機関の義務的諮問事項 とすることが必要で

ある。

なお、この公的審議機関の設置については、現在、行政制度の改革についての各般の努力がなさ

れている中ではあるが、今後のわが国の社会における電気通信の果たす役割の重要性 にかんがみ、

その早急な実現について格段の配慮 を要望するものである。

第3部 緊急課題

80年代を展望すると、以上述べてきたよ うに、電気通信はいっそう進展する社会の情報化、産業

構造 の高度化等を推進する、国の重要なインフラス トラクチュアとしての役割を担 うこととなり、あ

わせ て多 くの課題の解決が必要 とされる。その中でも80年代の初頭に立 った現在において特に早急

な解決が必要 とされるのは、データ通信回線利用の自由化問題 と認められる。

したがって、データ通信回線利用の自由化問題については、当面の緊急課題 としてその解決の方

向等につ き具体的に提言することとす る。

第1章 データ通信回線利用の 自由化

データ通信 を中心 とす る新 しい電気通信分野 は、電電公社 ・国際電電の もつ高い技術力に支 えら

れた電話網等の基幹的ネッ トワークを利用す る形態において著 しい発展を遂げてきた。その高度で

多様ないっそ うの発展は・わが国の経済 ・社会の情報化・効率化 に大 きく貢献するものと期待 されてい

る。そうした過程において、電電公社 ・国際電電め果たす役割は大きい。

しかしながら新 しい分野において利用者か ら求 められ る種々のサービスに対応す るためには、新

しい電気通信サー ビスの提供において、電電公社 ・国際電電の努力 も必要 であるが、電電公社 ・国

際電電が このすべてを提供 することは可能ではな く、民間能力が活用 され、民間企業の参入による

創意工夫によって多様なサービスへの対応が実現 されることが必要 となる。このためには、電電公

社 ・国際電電が提供するデータ通信回線 の利用制度は、民間企業の創意工夫が十分に生かされるよ

う、より自由な ものとなっていなければな らない。
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また、データ通信回線利用の自由化が推 し進められた後において も、電電公社 ・国際電電が、急

速に開花することが見込まれる新 しい電気通信の分野において、データ通信回線 を提供することは、

国民経済的にみても適当であると同時に新たに発生する需要に応 え得 る電気通信設備の整備、拡充

とい う重要な責務を担 っている。 さらに、民間情報通信業者が提供することが困難な、全国的 ・公

共的 ・技術先導的分野において、電電公社 ・国際電電が果たすべ き役割が今後 とも大 きいことはい

うまでもない。

このような観点にたってデータ通信回線利用の自由化 を次のとおり行 うことが適当 と認め られる。、

なお、国際通信 に関する分野については、関係国際条約、相手国の同意の必要性等国際通信が有

す る特殊性についての配慮が必要である。

第1節 共同使用

現在、電電公社 ・国際電電が提供するデータ通信回線を、2人 以上の者が共同で使用する場合、

その範囲を無制限に認めることは、電電公社 ・国際電電の業務範囲をおかすおそれがあるとの観点

か ら、一定の制限が課せ られている。たとえばその範囲については、製造業者 と卸売業者相互間 と

か普通銀行相互間等のように、原則 として一定 の業務上の関係を有す る企業同等 についてのみしか

共同使用は認め られていない。

また、認められた場合において も、その回線を使用してメッセージ ・スイ ッチングを行 うことは

許されていない。

メッセージ・スイッチング:内容を変更することなく情報を媒介する電子計算機の本体の使用

このような制約が、企業等のデータ通信の分散処理化、関連業務のシステム化の拡大、 コンピュ

ータ ・ネットワーク化の促進等の動向 を抑制する結果 を招来 していると考えられ るので、これを次

のように改める必要がある。

(1)「 一定の業務上の関係」の範囲 を拡大 して、業務上の関係を有する企業間等については、ほと

ん どの企業等がデータ通信回線の共同使用が自由にできるようにする。

② さらに、ある特定の業務上の関係を有する企業間等の場合には、そのデータ通信回線の共同

使用に当たり、メッセージ ・スイッチングも行 えることとす る。

第2節 他人使用

電電公社 ・国際電電の提供するデータ通信回線の使用契約を締結 した者が、その回線を他人の通

信 の用に供す る場合(他 人使用)は 、電電公社 ・国際電電 と類似の業務を行 うこととな らないよう

メッセージ・スイッチングの禁止のほか、たとえば電子計算機で処理 した情報 を通信回線を介 して別

の端末に出力 させることができない等の使用上の態様について一定の制限が課せ られている。今後、

電気通信 と情報処理の融合がますます進 む中で生ず る多様 なニーズに対応 し得 るために、 このよう

な制約を次のように改める必要がある。
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第2章 データ通信 回線利用の自由化に関連 する諸問題

第1節 民間情 .報通信業のあり方

データ通信を中心 とする新 しい電気通信分野の発展を図 るための一方策 として、電電公社 ・国際

電電が提供する基幹的通信網 ・基幹サービスをベースとし、経済社会の多様なニーズに対し、 きめ

細か く、かつ、高度なサービスを提供 し得 る新 しい情報通信事業体の出現基盤が整備 されなければ

ならない。

データ通信回線利用の自由化に伴 って、データ通信は、さらに多様かつ高度に利用す ることが可

能 となり、また、利用者にとって も種々の新しいデータ通信サービスの提供 を受けることが可能 と

なる。

情報通信業 とは、このような多彩なデータ通信 を、電気通信サービスとして、広 く企業 ・社会 ・

(1}情 報処理 と結合 した多彩な電気通信サービスの提供 が可能 となるようにするため
、メッセー

ジ ・スイッチングを含 む使用の態様 を次により自由に行 えることとする
。

① 民間企業の創意工夫が生かされ、顧客の多様なニーズに適合する高度で多彩なデータ通信サ

ービスの提供ができるよ う回線利用の制度はで きるだけ自由であることが必要である
。

② 民間の情報通信業 としては、加入電信電話等 メッセージ ・スイッチングのみを行 うような使

用態様及び電気通信に関す る国家的なインフラス トラクチュアとして位置づけられるようなもの

を除き、電気通信回線の自由な使用態様が認められるものでなければならない
。

③ この場合、通信の秘密の確保、最終需要者を含むユーザーの保護、技術的不具合の排除等情

報通信業が有する 「公衆電気通信事業」としての公益的側面か ら何 らかの措置が必要 となる
。

④ このため、許可制を含 む何 らかのチ ェックを行 うことは適当 と認められる。しかしなが ら、

チェックに当たっては、その基準が限定的かつ明確に定め られねばな らない。

(2)メ ッセージ ・スイッチングを含まない場合の使用については、届出のみによ り自由に行 える

こととする。

第3節 相互接続

特定通信回線 と公衆通信回線を電子計算機を介して接続することについては、現在、郵政大臣の

個別認可の対象となっているが、今後は次のような方向で対処することが必要である。馳

電子計算機 を介 して特定通信回線と公衆通信回線 を接続することは、原則 として自由とする。

ただし、電子計算機 を介 しての、公衆通信回線 ・特定通信回線 ・公衆通信回線の接続いわゆる公

一 特 一公 接続については
、今後の技術進歩等に伴 って種々の使用形態が出現し、いわゆる電信電

話的使用が行われることも予想 される。 これをチェックす るため、当分の間、個別認可により対処

することが適当である。
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国民等に提供す る事業であ り、データ通信回線利用の自由化 に伴い、今後、急速に発展することが

見込まれ る。

情報通信業のこのようなサービスの提供に当たっては、自由な競争市場において行われることが、

国民経済的にみて有益 と認められているが、一方、情報通信業が、電気通信サービスとして顧客の

情報を送受 ・媒介する場合には、通信の秘密の確保など事業の公益的側面について、十分な配慮が

求められる。

したがって、情報通信業者の うち、データ通信回線利用の自由化に伴 って、メッセージ ・スイッチ

ングを含 むデータ通信サービスを提供 しようとす る者については、許可制等の もとで高度多彩な電

気通信サービスを提供する新たな 「公衆電気通信事業者」として位置づけられる必要がある。

第2節 競合分野の調整と公正競争条件の策定

1.競 合分野の調整

データ通信回線利用の自由化に伴 い、民間情報通信業においては、いっそう多種多彩なサービス

の提供 が可能 となるが、この分野においては、電電公社 ・国際電電の同種の事業 との間において、

秩序ある競合関係 を保 ちながら、それぞれの特徴を生か しっつ、社会の多種多様なニーズに応 えて

い くことが今後いっそう必要 となって くる。

このために、特に電電公社のデータ通信設備サー ビスの提供に当たっては、全国性 ・公共性 ・技

術先導性という従来からの三原則に則 りつつ、さらに民間情報通信業者 との共同、協調関係の確立

を図ることについて も配慮す ることが必要である。

2.公 正競争条件の策定

このためには、電電公社については、次の点に留意することが必要である。

(1)会 計制度

独立採算制の確保に立 ち、競合分野 と独占分野 における収支帰属を明確 にする区分計理 システ

ムを確立し、 これを担保するために計理の公開が求められる。

(2)内 部相互補助

独占分野の収益を競合分野に投入す るような内部相互補助は、原則 として排除されるべ きであ

る。

(3)経 営組織

公正競争を確保す るためには、経営組織の面で もその改善が求 められ、たとえば組織的に独立

性の高い事業部制のような考 え方の導入を検討する必要がある。

(4)料 金設定方式

情報通信の分野において、電電公社 と民間情報通信業者 との間において秩序ある競合関係が成 り

立 ち、調和 ある発展が図 られるような公正競争条件が設定 され る必要がある。
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利用者の多様なニーズに応 えてい くため、競合分野においては、サービスの提供についていっ

そ う機動的かっ柔軟な対応が可能 となるよう、たとえば、料金決定手続の再検討等 を行 うことが

必要 である。

第3節 データ端末市場発展のための環境整備

利用者のデータ端末機器 については、公衆電気通信設備への接続に際 し、技術基準に適合 してい

るか否かについて、電電公社 ・国際電電の審査 ・検査 を受けることとなっている。

この技術基準は、公衆電気通信設備の損傷の防止や利用者 との責任分界点の明確化等のために必

要な技術的条件について、電電公社 ・国際電電が郵政大臣の認可 を受けて定めている。

また、技術の進歩 と利用形態の多様化に伴い、高度な機能 を備 えた各種の端末機器が出現 してい

ることか ら、端末相互間の円滑な通信を可能とするため、通信方式の標準化が必要 となってお り、

現在標準化 された ものについては 「推奨通信方式」 として郵政大臣が告示 している。

データ通信回線利用の自由化の動向に即 しつつ、データ端末機器及びその利用形態の多様化、コ

ス トの低廉化に対する経済 ・社会諸分野の要請 を実現 し、また、利用者の端末機器利用の容易性を

増大 させ、あわせてデータ通信機器産業の発展に も資するため、次の方策を講 じる必要がある。

1.技 術基準の制改定 に当たって広 く国民の声が反映できる仕組みの確立

2.審 査(個 別審査、型式審査)、 工事検査等の簡素化及 びそれ らのあり方に関する検討

3.推 奨通信方式に関する制度(審 議機関、認証制度等)の 検討

第4節 データ通信回線に係 る料金のあり方

データ通信に専用的に利用できる特定通信回線の料金は、遠近格差が大 きく、また、技術開発の

現行の特定通信回線の料金は、専用回線の料金 との均衡を図って定められてお り、その専用回線

の料金は、電話の通話料(法 定料金)と の均衡を図 っているが、電話の通話料は、遠近格差が大 き

く、是正が要請されている。しかし、電話の通話料 は、国民 が広 く利用するものであって、抜本的

な是正が、特に近距離区間の通話料の引 き上げを伴 うことから困難な実情にある。

そこで、特定通信回線の料金体系において、遠近格差の是正を図るための方策 としては、回線料

金の原価(適 正な利潤 を含む)を 明確 にした上、電話の通話料及 び専用回線の料金の遠近格差の是

正の方向を見極めつつ、特定通信回線の料金体系 を別に確立 していく必要がある。また、適正な距

離段階の設定について も実現を図っていくことが望 ましい。

しかしながら、その実現に当たっては、料金の引 き上げを伴 う場合の利用者の急激な負担変動、

電電公社の収支状況 に及ぼす影響等 にも配慮 しつつ、漸進的に進 めることにっいて も考慮すること

が必要で ある。

推移か らみても特に遠距離区間の料金は高 いと考えられる。データ通信の振興を図 り、情報化社会

の進展に資す るため、適切な料金体系に改 める必要がある。
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3デ ータ通信 に関 する行政監察結 果 に基 づ く勧 告

(行政管理庁)

まえが き

わが国のデータ通信は、昭和39年 に日本国有鉄道が実施 した座席予約 システムから始ま り、昭和

46年 の公衆電気通信法(昭 和28年 法律第97号 。以下 「公衆法」 とい う)の 改正 において、日本電信

電話公社(以 下 「電電公社」 とい う)及 び国際電信電話株式会社(以 下 「国際電電」 とい う)の 電

気通信回線 を、データ通信に利用する場合の制限が緩和 されたこと等を契機 として、預金 ・為替な

どの金融業務及び製造業、商社等の生産 ・販売 ・在庫などの管理業務を中心に発展して きたが、近

年は公害監視、救急医療な どの公共的分野 を対象 とす るシステムも増加 して きている。

データ通信については、最近の情報処理及び電気通信の分野における急速な技術革新の進展等に

伴い、今後 も企業経営、行政、学術などの分野で多彩な発展が予想 され、国民の福祉の向上にとっ

てきわめて重要な役割 を果たす ものと考えられる。またデータ通信事業については、通信関連産業、

コンピュータ産業、ソフ トウェア業な どの技術先端的な分野 と密接 に関連 した付加価値性の高い産

業であることか ら、その将来 には大 きな期待がかけられている。

しか しなが ら、データ通信回線(以 下 「通信回線」 とい う)の 使用に関する現行の法制は、公衆

電気通信業務を電電公社または国際電電の独占とす る法体系の中で定められており、技術革新の進展

ど多様化す る需要に即応できない規制 となっていることか ら、データ通信の利用分野の拡大、新た

なシステムと効率的なネットワークの開発、形成 を進める上で、現在においては支障 となっている

面が認 められる。

また、電電公社は、データ通信に用いる電気通信回線の提供サービスを行 っているほか、データ

通信が揺 らん期にあった昭和43年 に全国地方銀行システムを手がけたのに始 まり、現在では販売在

庫管理、科学技術計算、自動車登録検査など広範囲な分野にわたってデータ通信設備サービスを行

っている。

ところが、電電公社は、競争分野であるデータ通信設備サービスで毎年度多額の欠損 を生 じてお

り、その業務運営の効率化が緊要 とされていることに加え、この欠損を電話等の収益で補てんして

いる上、民間情報処理サー ビス業者には許 されていない通信回線の使用形態によるサービスを行っ

ていること等か ら、公正な競争条件を欠いているとの指摘 もある。
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このような状況にかんがみ、データ通信に関する制度、業務運営等の実態を調査 した結果、次の

とおり改善を要する事項が認められた。

1通 信回線の利用の 自由化

通信回線の使用については、法令等で列挙されている範囲に原則 として限定されているため、次

のようにデータ通信に関する需要の多様化、高度化 と分散処理化の傾向に対応で きなくなって きて

いる面がある。

① 電気通信回線を複数の者がデータ通信のために共同して使用 似 下 「共同使用」 とい う)す る

には、使用者間の業務上の関係等が郵政省令で定める基準に該当する場合を除き、郵政大臣の個別

認可が必要 とされ、しか も、認可申請は通信回線の使用申込者でな く、電電公社または国際電電が行

うこととされ、また、具体的な認可基準 も明示 されていない。

ところが、データ通信のシステム開発のためには、相当の準備期間、費用等を要するものである

ことか ら、認可の見通 しが立たないままシステム開発を進めることがで きないとし、物流上あるい

は資本系列上密接 な関係にある企業な どにおいて もデータ通信の導入 を断念しているもの等がみら

れ る。

② 民間情報処理サービス業者相互間または民間情報処理サービス業者 と顧客 との間の電子計算機

にそれぞれ接続す る端末磯間のデータ通信は認められていない等のため、

⑦ 民間情報処理サービス業者が相互に提携できないでいるもの

④ 顧客が民間情報処理サービス業者か らデータを磁気テープに入力して もらい、その搬送を受

けて改 めて 自らの電子計算機に入力しデータ処理 を行 っているもの

等、顧客の需要に即応した効率的なデータ通信サー ビスが行えないものがみ られる。

③ メッセージ交換(情 報が内容を変更 されることな く電子計算機を通過することをいう)は 、原

則として認 められていないため

⑦ 最近急速に性能が向上 してきた ミニコンピュータを使 い分散処理化 を計画したが、この場合

一部情報が ミニコンピュータを素通 りしメッセージ交換に該当する等のため、効率的なデータ通

信 システムを構成できないでいるもの

④ メッセージ交換 を含む等のため、端末機の運用について相手方 と業務委託契約を締結 した り、

分室を設 けたりして単独使用の形をとっているもの

等がみられる。

データ通信 という名 目の下に不特定多数の者を対象に電信 ・電話的業務を行い、実質的に公衆電

気通信事業者 と差異がないような特定の ものについては、何 らかの規制を行 う必要があるにしても、
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これ以外の ものについては基本的に利用者の要望にこたえられるようにすべ きものと考えられ る。

データ通信はζ民間の自由な創意 と工夫により、技術革新の進展 と多様化す る需要に対応 して一

層の発展が期待 されるものであるので、通信回線の使用上の制約 については必要最小限度の ものに

とどめ、かつ、何 が許 されない使用形態かをあらか じめ明定してお くべ きものと考えられる。

したがって、郵政省は、電信 ・電話的業務 を行 うなどの公衆電気通信業務に重大な影響 を及ぼす

こととなる特定の場合 を除 き、通信回線の使用に関する現行の規制 を廃止す る必要がある。

2デ ータ通信設備 サー ビスの公正競争条件 の確 保 と経営一
データ通信は、昭和46年 の公衆法の改正により、電気通信回線をデータ通信に利用す る場合の制

限が緩和 されたこと等に伴い、電電公社のほか民間において もこれを業 として行 うことが可能 とな

った。

現在、電電公社及び民間情報処理サービス業者で競争が行われているが、電電公社におけるデー

タ通信設備サービスに関する制度及び運営 の状況をみると、次のよ うに公正競争条件が必ずしも確

保 されているとはみられないもの等がある。

① データ通信設備サービスの部門で昭和52年 度以降毎年度約500億 円の欠損 を出し、これを電話

等の収益で補てんしつつ民間情報処理サービス業者 と競争 してお り、 しか も、データ通信設備サー

ビスと電話等の公衆電気通信事業 との収支区分は、予算、決算上明確になっていない。

② データ通信設備サービスの回線費用は、内部取引で計上 されているものの、当該費用は、民間

情報処理サービス業者の場合支払 うべ き金額 を相当下回った ものとなっている。

③ システムの設計 ・建設費等を8年 間で回収するこ ととし料金を設定しているが、実態に合 って

いない面がある。

④ 現行の法令等では、民間情報処理サービス業者に認め られていないメッセージ交換 を含 むデー

タ通信サー ビスを提供 している。

また、電電公社は、通信回線の使用申込みを通 じて民間情報処理サービス業者の回線利用態様等

を知 り得る立場にある。

このような条件の下に電電公社は、公共企業体 として公共性の高 いシステム、全国的ネットワー

クを構成す るシステム及び開発先導的 システムを主体 として提供することとしているが、近年、民

間情報処理サービス業者が急速に成長 してきてお り、電電公社のシステムと類似す るものが多 くな

って きている。

したがって、郵政省は、データ通信設備サービスについては、当面、データ通信設備サービスの

＼
、
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独立採算性の確保、電話等の公衆電気通信事業との収支区分のいっそうの明確化等の措置を講ず る

ことについて電電公社を指導するとともに、そのあり方について も検討す る必要がある。

3デ ータ通信設備サー ビスの事業運営 の効率化

電電公社のデータ通信設備サービスについては、毎年度、顧客数は増加 し、経営規模 も拡大の一

途をたどってきているが、最近においては毎年度約500億 円の欠損 を生 じてお り、その経営の効率

化が緊要 とされている。

データ通信設備サービスの運営状況をみ ると、次のように効率性を欠 くとみられるものがあった。

① 販売在庫管理サー ビス及び科学技術計算サービスは、需要予測が過大であったため、収入総額

が減価償却費をも下回っているなど過剰投資 となっている。

② センターの中には、稼動率がきわめて低いに もかかわらず、近隣センターとの統廃合がいまだ行

われていない ものがある。

③ センターの要員数は、同規模の民間情報処理サービス業者 と比較し多 くなっているものがあ り、

また、同規模のセンター間で も要員数に格差が生じている。

したがって、郵政省は、電電公社に対 し、データ通信設備サービスの事業運営の効率化を図 るた

め、次の措置 を講ずるよう指導する必要がある。

① 既存センターを稼動率に照 らし最適規模に統廃合するとともに、今後のセンターの新設に当た

っては、需要予測 を的確に行い、過剰投資 とな らないよう努めること。

② 民間情報処理サー ビス業者の要員配置 を勘案する等により、要員配置の合理化 を図ること。
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4電 気通信 制度 の転換期 に際 し

新 たな情 報 ネ ッ トワーク化 社 会展望のための提言

(オンライン推進委員会改 め汎ネ ッ トワーク推進委員会)

提言項目

1.有 線、電波、公衆法等の統一見直 しによる自由、多彩な民間情報 ネットワークの建設

2.柔 軟な料金政策による自由活発な回線利用体制

3.付 加価値通信事業の許容によるわが国独自の民間ハイ・レベル ・ネットワークの実現

4.衛 星通信方式の自由利用による新宇宙ネットワーク産業の形成

5.VIDEOTEX、TELETEXT、CATV等 と、従来の情報サービスとの相互位置づけを明確化す

ることを含め、新時代の画像情報システムの実現

6.情 報サービス分野における官公民の役割分担 の明確化 と公正競争原理に基づ く市場形成

付 伝 えられる当面の回線自由化中心問題点 に関する当委員会意見

A新 た な情報 ネ ッ トワー ク化社会発展 のための提言

1.現 行の回線利用制限思想を根本的に転換 し、有線電気通信法、電波法、公衆電気通信法等を新

時代に即 した斉合性のあるものどす るための全面的な見直 しを行 って、自由で創意に満 ち、多彩な

諸種の民間情報ネットワークの建設 を容易にす ること。

2.こ れか らますます複雑化し多様化する情報処理サービスおよび新 しい情報サービスに対 しては、

電信電話料金 とは別個の料金体系を適用す るとともに、過渡期においては、ユーザーが利用 しやす

い柔軟な料金 を設定し、新 しい回線や網を多 くのユーザーが利用できるようにすること。

3.通 信回線の付加価値提供サー ビスを早急に認め、技術的に高度で効率的な、わが国独 自の民間

ハイレベル ・ネットワークを実現す ること。

4.衛 星通信の民間における効率的な利用に関す る基本方針 を早期に決定し、宇宙産業の一環 とし

ての新宇宙ネットワーク産業の形成 を実現す ること。

5.企 業情報 システムとしてのVIDEOTEX等 、新しいメデ ィアの諸条件を早期に検討 し、 これ ら

のシステムと通常のオンラインないしオンエア情報処理サービスのかかわ り、相互位置づけ もあわ
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せて検討の上明確 にし、新時代にふさわしい民間画像情報システムを実現すること
。

6.情 報サービス産業分野においては、官公民の役割分担 を明確 にし、民業が主体である分野では

競争原理に基づ く公正 な市場の形成 を実現すること。

付 伝えられる当面の回線自由化中心問題点に関する当委員会意見

頭 記 の 件 に関 し、次 の意 見 を表 明 しま す 。

1.メ ッセ ー ジ交 換 は 完 全 自 由 とす る こ と。

第1に メ ッセ ー ジ交 換 の 定 義 が そ もそ も困 難 で あり、規 制 基 準 作 成 の可 能 性 に も疑 問 が あ り
、想 定

され る実 害 は見 当 た らな い こ と を考 え る と き、 メ ッセ ー ジ交 換 は完 全 に 自由 とす べ きで あ ります
。

音 声 とか 、 いわ ゆ る内容 の変 更 を伴 わ な い 情 報 と して の メ ッセ ー ジや 、 デ ー タ、 画 像 な どの 伝 達 、

処 理 が す べ て デ ィジ タ ル化 の方 向 に あ り、 しか もそ れ らの 諸 情 報 が混 合
、融 合 して 利 用 され て ゆ く

と き、 な に が メ ッセ ー ジ で あ るか 、 あ る複 合 伝 達 情 報 の う ち メ ッセ ー ジの 占 め る割 合 は どの程 度 か

な どの 定 義 や判 定 は 不 可 能 とな っ て い ます 。 この よ うな現 実 の姿 を無 理 に 規 制 しよ うとす れ ば
、 メ

ー ル ボ ック ス の二 の舞 とな ります
。

い ず れ に し て もメ ッセ ー ジ通 信 とか メ ッセ ー ジ交 換 な どの是 否 を論 ず る時 代 は 過 ぎ去
って い ます 。

第2に 、 設 備 サ ー ビス との均 衡 論 もあ りま す 。 設 備 サ ー ビス は、 メ ッセ ー ジ交 換 が可 能 で 、民 間

の サ ー ビス ・シス テムは メ ッセ ー ジ交 換 は 可 能 で な い とい うこ とは 明 らか に不 公 平 で あ ります
。

2.相 互 接 続 の 自由 化 に伴 な い 、 い わ ゆ る 「公 一 特 一 公 」 接 続 は
、 一 定 の 明 示 の ネ ガテ ィブ ・ リス

トを前 提 の原 則 自由 とす る こ と。

第1に 、 公 一 特 一 公 の 実 現 に よ り、 あ る程 度 の ク リー ム ・ス キ ミン グは 発 生 す る か も しれ ま せ ん

が 、高 価 な コ ン ビ。ユー タ を使 って メ ッセ ー ジ交 換 を 目的 とす る よ うな こ とは考 え られ ませ ん
。 しか

し、 デ ー タ処 理 の 場 合 、 公 一特 一 公 に よ る シ ス テ ム ・メ リ ッ トは明 らか な もの が あ ります か ら
、 問

題 は誰 の利 益 を主 に 守 るべ きか と い う点 に か か ります 。 や は りこれ は ユ ーザ ー の利 益 が まず 考 え ら

れ 、少 な く と も、ユ ーザ ーの 利 益 とキ ャ リア の利 益 の 調 和 点 が 客観 的 に 求 め られ るべ きで あ る と思 い

ま す 。

上 の 趣 旨 に従 え ば 、公 一特 一 公 は原 則 自 由 と し、 た だ 明 示 の ネ ガ テ ィブ ・リス トを ユ ー ザ ー を含

め た 関係 者 の 合 意 の 下 に作 る こ と を提 言 し ます 。

た だ し、 公 一 特 一 公 を許 認 可 制 の 対 象 と して こ の 問題 の 解 決 を計 る方 向 に は賛 成 で きませ ん
。 な

ぜ な らば従 来 の個 別認 可 制 に つ い て は 、10年 の 運 用 の後 、 ユ ーザ ー と して 実 務 上 見 当 が つ か ず 、 時

間 が かか り、 自 由 申請 権 は な く、 あ ま りに も疑 問 の み の 多 い制 度 で あ っ たか らです
。
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B情 報と通信をめぐる諸情勢の変化と進展

1.現 実 に そ ぐわ な い現 行 回線 利 用 制 限

現 在 の 回線 利 用 制 度 は 、 その 内 容 が制 限 的 な もの で 、経 済 ・社 会 の 発 展 を著 し く阻害 して い ます 。

昭 和46年 公 衆 電 気 通 信 法 改 正 当 時 に比 べ れ ば 、 相 当 な業 務 関 係 な どの諸 条 件 が認 め られ な けれ ば複

数 の 者 が 一 緒 に 回 線 を使 えな い とい う共 同 使 用 制 限 な どの規 定 は、 産 業 組 織 ・構 造 の 急 速 な変 化 に

ます ます 対 応 で きな くな って い ます 。

ま た 、他 人 使 用 制 限 は 昭 和51年 に一 部 緩 和 され ま した が 、 この緩 和 で な お解 決 で きな い種 類 の コ

ン ビ。ユー タ/コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク実 現 の た め 、 メ ー ル ボ ッ クス ・シ ス テ ム が採 用 され る場

合 が あ りま す 。 この よ うな現 象 は制 度 の不 自然 さか ら生 ず る もの で 、好 ま し い もの とは思 わ れ ませ

ん 。

な お、 新 デ ー タ網 に お い て は 、 す べ て の 利 用 制 限 は 解 決 され る と い っ た誤 解 を招 く解 釈 が 一 部 に

行 われ て い ます 。 このDDXは 誰 もが誰 に で も通 信 で き る加 入 網 の 性 格 を持 って い ま す が 、 同 じ加

入 網 で あ るい ま の公 衆 通 信 回 線 と同 じ よ うに 、 制 度 の上 で は デ ー タ の や り と りに つ い て 特 定 通 信 回

線 に準 じた制 約 を受 けま す 。 この点 に誤 解 が あ る た め に ユ ーザ ー は困 却 し、 メ ー カ ー は対 応 に苦 慮

して い るケ ース もあ ります 。

(注)メ ー ル ボ ッ クス は 、 一 種 の 苦 肉 の 策 で 、制 度 上 困 難 な コ ン ピ ュー タ/コ ン ピ ュ ー タ ・不 ッ

トワー クー た と えば あ る コ ン ピ ュー タ に つ い て 情 報 の 通 りぬ け を許 さな い制 約 が あ る と き・ 甲

か ら コ ン ピ ュー タの メ モ リー(メ ー ル ボ ッ ク ス)に 情 報 を送 りこ み、 乙 か らあ らた め て そ の メモ リ

、一(メ ー ル ボ ッ ク ス)ま で 情 報 を と りに ゆ き、 結 果 と して 、 情 報 の通 りぬ けに 近 い効 果 を あ げ よ う

とい う もの で 、 メ ー ル ボ ッ クス が 意 味 を もつ シ ス テ ム もあ りま す が 、上 の よ うな 使 い か た は 、 効

率 の 良 い もの で は あ りま せ ん 。

2.ユ ーザ ー に お け る諸 技 術 の レベ ル の向 上

最 近 に お け る民 間 オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー の 技術 、 シ ス テ ム ・レベ ル の 発 展 に は め ざ ま しい もの が

あ ります 。 入 出力 す る情 報 は 、音 声 、 デ ー タ、 画 像 と多様 化 し、 そ れ らが 、融 合 して使 用 され るに

至 って い ます 。

もは や メ ッセ ー ジ通信 の 定 義 や可 否 を論 ず る時 代 で は な くな りま した 。 そ して 、提 供 回 線 あ る い

は網の種類の増加に伴い、ユーザーは諸種の制約に当惑 しながら対処を計 っている現状 です。さら

に、素子性能の向上と価格低下により、官 ・公 ・民 を通じ、情報の蓄積が急速に高まり、流通(伝

送)条 件さえ整 えば、データベースとしてより高度な社会的利用が可能な段階に立 ち至 っています。

3.国 際的外部条件の影響
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昭和55年 か ら実現 したICASの 利用は急増 しています。ICASに よって もちこまれたデータベー

ス ・サー ビスは、かつてアメ リカの政府資金によ り育成 されたデータベースが、 アメリカで許 され

たVAN(付 加価値通信網)と い う媒体によって進展 したものです。

標準的なVANと もいえるDDX時 代のわが国で も・特殊専門的なVANは 、依然 として必要である

と思われます。またFCC(連 邦通信委員会)の いわゆる第二次 コンピュータ調査め最終決定はわ

が国に も思想的に大 きな影響を投 げかけています。なおまた、ヨーロッパ諸国の回線規制はわが国

に比べ案外緩 く、逆にわが国のよ うに基幹通信業者が情報処理業務 を大規模に兼営 している例は他

にはあ りません。

(注1)VANと いうのは、通信回線で単純に情報を伝送するだけでな く、求めに応 じて情報を回

線網内に一時蓄積 した り通信速度を変更 した りすることのできる特殊な通信網(事 業)の ことで

す。

(注2)ア メリカFCCの 第二次コンピュータ調査最終決定では、回線設備を自分で持つ基幹通信

事業者に対 して も情報処理分野への進出を許す(た だし、ATTに ついては別会社で行 うことを要

求す る)一 方、情報処理事業に対 しては従来のような情報処理 ・通信処理な どの概念分類 とそれ

に基づ く規制を外 して自由な行動 を許 し・1976年 における回線再販売許可 と並んで、アメリカの

情報処理産業の急速な成長を約束 しています。

4.衛 星通信の発展

アメリカの民間衛星通信会社SBSは すでに本年1月 から試験的営業 を始めました。わが国におい

ても、 もし民間の創意 と工夫が十二分に活用できる体制になれば、す ぐれた衛星通信 システムが実

現す ると思われます。

技術的には、十分可能なわけですが、やは り電波法に基づ く制度的な問題のために、現在 自由な

双方向衛星通信を行 うことはで きません。国際的な関連 もありますが、この点の障壁を緩和 し、民

間でも経済的にも可能な関連情報システムが開発 される方向を期待 したいと思います。

5.新 情報 メデ ィアの出現

わが国でも先進的なCATV(双 方向有線テレビ網)都 市の実験が早 くか ら行われていますが、実

験を超え一般化する機運はまだ見 られません。それは、 これ らの実験においてユーザー側のコス ト

負担に関す る検討がまだ十分ではないのではないかと思われる点と、現行回線制限の下では、民間

で自由なCATV都 市の実現が困難 であるか らです。

一方、ビデオテックス(VIDEOTEX、 双方向有線画像情報 システム)や テレテキス ト(TELE

TEXT、 文字多重放送型画像情報 システム)と いった画像 システムがイギ リスで始まり、アメリ

カではペイ ・テ レビ(有 料/番 組呼出TV)が 商用化 し、わが国で もVRS(ビ デオ ・レスポンス ・

システム、電電公社の高度映像情報実験 システム)な どのシステムが実験 されています。
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光 フ ァイ バ ー技 術 や画 像 用 大 容 量 記 憶 媒 体 の 利 用 な どは す で に経 済 的 に 可 能 な 段 階 に達 して い ま

す か ら、民 間 で これ らの画 像 シス テムを将 来 実 現 す る こ とは 、不 可 能 で は ない と思 わ れ ま す 。 し か し、

その場 合 は 、 まず 、電 波 を含 む諸 種 の通 信 利 用 制 限 に 制 約 され ます 。 これ らの ニ ュー メ デ ィア 、 画

像 情 報 サ ー ビス の普 及 は 世 界 の大 勢 で す か ら、 わ が 国 で も遅 れ る こ とな く、民 間 の 創 意 工 夫 を発 揮

で きる場 を持 つ必 要 が あ ります 。

6.オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン

オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン(OA)の 定義 は ま だ は っ き りして い る とは い えま せ ん 。

少 な く と もい え る こ とは 、OAが 単 に 多 種 多 様 な オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タ、 ワ ー ドプ ロセ ッサ ー 、

フ ァク シ ミ リ、 イ ン テ リジ ェン ト ・コ ピアな どの ス タ ン ドア ロー ン機 器 の 陳 列 で は な い で あ ろ う と

い うこ とで あ ります.OAの 行 き つ く と,こ ろ は ・ これ らの 継 が ネ ・ ト・ 一 クでtgEに 接 続 され ・

分散 した情 報 処 理 機 能 と情 報 蓄 積 、 情 報 検 索 、情 報転 送 能 力 な ど を最 大 限 に発 揮 させ る こ と だ と思

い ます 。 そ して そ の よ うなOAネ ッ トワ ー クは 、現 在 す で に企 業 内 シ ス テ ム と して の萌 芽 が 見 られ

ます が 、 回 線 利 用 制 限 が な くな れ ば、 さ らに 開放 的 なOAの 輪 の 広 が り とつ な が りが期 待 で き る と

思 わ れ ま す 。

7.料 金 問 題

近 年 に お け る情 報 伝 送 技 術 の 革 新 に は め ざ ま しい もの が あ ります 。

特にデータ通信関係は、伝送技術革新の影響 を最 も大 きく受けている分野です。回線あた り、あ

るいは単位情報量 あた りのコス トは急速に低下 しています。また、データ通信回線サービス部門の

収支率は非常に良いと推定 されます。 したがって、データ通信については、通常の電話料金体系 と

切 り離 した別個の料金体系を適用すべ きだ、 とい う主張は、当委員会がくりか えし述べて きたとこ

ろです。

さらに現在において も、データ通信の場合、距離 の遠近による通信コス ト差は非常に少ない もの

と思われますし、今後さらに衛星通信や光通信が実用化 されるあかつきには、通信料金 と距離 とは

無関係になってゆ きます。これに上記のよ うなデータ通信回線サービス収支の収益状況をあわせる

ならば、データ通信においては、近距離料金の値上 げをしなくて も・遠距離料金の低減が可能だと思

われます。

以上のような諸点について、十分ユーザーの声 を反映する料金設定手続 と柔軟な料金政策が望ま

しいと思われます。
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1.情 報化促進貢献個人表彰(五 十音順)

氏 名 年齢 所 属 業 績

綾 日天彦 51

三井造船㈱

電算室長

造船設計のCADの 推進な どにより企業における情報処理の向上

に寄与 し、各種委員会、研究会、著作等 を通 じて、造船業界 のみ

ならず、運輸関係全般 の情報化 の推進 に多大な貢献 をした。

安 藤 馨 67
富士通㈱

顧 問

日本IBM㈱ 及 び富士通㈱ において、情報処理技術者の育成に尽力

したほか、從 日本データプロセシング協会の設立発起人 および理

事 として永年にわた りわが国情報処理 の向上に多大な貢 献をした
。

魚 木 五 夫 51
産業能率大学経営情

報学部 主任教授

昭和44年 度 の情報処理技 術者試験 の発足以来、試験委員 として本

制度の普及発展に尽力す るとともに、情報処理技術者の教育 ・研

修に多大 な貢献 をした。

岡 藤次郎 73
日本科学技術情報 セ

ンター 理事長

日本科学技術情報センター理事長 として科学技術情報 サービスの

推進 に努め、昭和51年 度以降 オンラインによる情報検索 システム

を実現す る等、科学技術情報流通 システ ムの近代化 に貢献 した
。

佐々木 正 66
シ ャープ㈱

代表専務取締役

.

シャープ㈱ において情報 システム機器 の研究 ・開発 を率先 して行

い、オフィス ・オー トメーションを進展 させ るとと もに永年にわた

り大阪大学の講師 として情報処理技術者の教育 ・育成 に努めた功

績 は顕著である。

田 中 幸 吉 61
大阪大学

基礎工学部教授

戦後一貫 して情報処理のハー ド・ソフ ト両面にわたる研究 を行い

パ ターン認識、人工知能の研究開発に多大の貢献 をす るとと もに

多数の情報処理技術者を育成 した功績 は顕著 である。

高 橋 茂 60
筑波大学

情報工学系教授

㈱ 日立製作所 において電子計算機の草創期 か ら研究開発に従事 し

国産電子計算機産業 の発展に尽 くすとともに、情報処理学会等にお

いて優れた知識、経験 をもとに研究、講演活動に努め る等 わが国

情報処理技術の向上 に尽力 した。

辻 井 重 夫 48
東京工業大学

教 授

日本電気㈱及 び東京工業大学において通信方式理論の構築に尽力

す るとともに、情報通信 システム等 に関す る知識の普及 および電

気通信技術者 の育成 に尽力 した。

中 村 幸 雄 64
インフ ォー コム技術

事務所 所 長

㈲ 日本 ドクメンテーシ ョン協会会長、ISO/TC46国 内対策専門委

員会委員長な どの要職 を勤 め、 ドクメンテーションおよび情報の標

準化、情報流通 の促進等 、わが国 の情報化に多大な貢献 をした。
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2.情 報化促進貢献企業等表 彰(五 十音順)

企 業 等 の 名 称 代表 者名 業 績

一般 日刊紙 として世界で も初めての新聞作成の システム化を行い、

㈱ 朝 日 新 聞 社
代表取締役社長

渡 辺 誠 毅

グーテンベルク以降の鉛活字による印刷方式 を全面的に改革 した

ことは、新聞業界 のみな らず印刷業界全般の情報化 に寄与す る も

のであ り、その省力化、作業環境改善等 の効果 も含め、わが国の

情報化の促進に多大の貢献 をした。

コンテナ ・ター ミナルの 自動 化 シス テ ム を初 め、 定 期船 関連 シス テ

川 崎 汽 船 ㈱
代表取締役社長

熊 谷 清
ム等各種業務の システム化 を広 く推i遣して きており、海運業 にお

けるシステム化 の推進 に多大の寄与 をした。

独立 した経済圏 を形成 している気仙沼市において、昭和50年 の コ

気 仙 沼 商 工 会 議 所
会 頭

佐 藤 正 二

ンピュ一夕導入以来、同市唯一の情報 センター として、記帳機械

化 システ ム、中小船舶 ・諸機械修理業 の原価計算 システム等の中

小企業向けの共同利用 システムを開発 し、中小企業の情報化の促

進 に貢献 した。

わが 国で初めて株価情報 をオンライン ・リアル タイムで全国的 に

㈱ 市 況 情 報 セ ン タ ー
取締役社長

志 場 喜徳郎

提 供 す る シス テ ム を開 発 、実 用化 し、 全 国 で6,000を 超 え る ユ ー

ザ ー を持 つ デー タベース ・サ ービス事 業者 として 、わ が国 産 業 界 全

体の情報化、 システム化の促進に貢献 した。

エアウェイビル、請求書の発行 を初 めとす る、航空混載貨物業務

㈱ ヂ ャパ ン フ レイ ト 代表取締役社長 を全般 に わ た りシス テ ム化 し、 しか も、 これ を本社 ・代 理店 間 の

コ ン ソ リデ 一 夕 ー ズ 阿 部 泰 一 共同利用型の システム として開発す ることによ り業務 の効果 的な

情報化に成功 した。

大手情報処理需要の少 ない宮崎県下 にあって、早 くか ら汎用 ソフ

取締役社長 トウ ェアを中心 とす るサービスを行い、中小企業の情報化 を促進
㈱ デ ン サ ン 小 山 俊 夫 す るとと もに、情報処理サ ービス業の安全対策を昭和50年 に率先

して実施する等、地域 の情報化 および安全対策の促進 に貢献 した。

わが国で初めてのPOSシ ステ ムの導入 を通商産業省の委託実験

取締役社長 により実施 したほか、独自にPOSシ ステ ムの開発 、導入 を促 進
㈱ 東 急 ス ト ア

中 原 功 してお り、同業他社 の店舗 におけ るPOSシ ステム導入の引 き金

とな る等 、小売業界の情報化の促進 に貢献 した。

複雑多岐にわたるラジオ ・コマーシャル業務 を正確、迅速に処理す

㈱ 東 京 放 送
代表取締役社長

小 西 由 之

る ラ ジオCM運 行 システムを開発 ・実用 化 す ると ともに、同 シス テ

ム を経営 情 報 シ ステ ムと して も活 用 し、著 しい成果 を あげ て お り、

放送業界の情報化の促進に貢献 した。

超高性能電子計算機技術研究組合、ソフトウェア ・モジュール研究

㈱ 三 菱 総 合 研 究 所
取締役社長

高 雄 靖

組合 、ソフ トウェア生産技術開発等に参画 し、ハー ド・ソフ トの

両面 にわた る先進的技術開発に多大の功績 をあげるとともに、出

版 ・セ ミナー等 を通 じて研究成果 を広 く一般 に普及するなど、わが

国の情報処理技術 の向上に著 しく貢献 した。
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3.優 秀情報処理システム表彰(五 十音順)

シ ス テ ム の 名 称 表 彰 対 象 者 表 彰 理 由

仮想 計 算機

マルチ ・オ ンライ ン ・シス テム ㈱ 日 本 興 業 銀 行

1台 の仮想計算機 で大規模なオンライン・システムの

複数運用を世界 で初めて実現 し、計算機 の世代 を超

えたシステム開発 を可能ならしめたもので、わが国の

情報処理技術の向上 に寄与 した。

健康保険組合業務処理

プログラム(HIND) ㈱ 第 一 ソ フ テ ッ ク

複雑な健康保険組合 の事務 を合理化す るだけではな

く、疾病予防対策に も役立つ汎用 プログラムで、多

くの健康保険組合で利用 されてお り、汎用 プログラ

ムの流通に先導的役割 を果たした。

CAIシ ステ ム

MILESTONE

筑波大学

学術情報処理 セ ンター

光 デ ィス ク、パー ソナル ・コ ンピ ュータ組 込 み端 末等

を採用 した 最 新 ・最 高機 能 のCAIシ ステムで、わが 国

の 教育 に お け る情 報 化 の 促進 に貢 献 した。

住 民 票 オ ンラ イ ン ・シ ス テム 大 宮 市 役 所

全国地方自治体に先がけて開発 された住民票 オンラ

イン ・システムで、これによ り最寄 りの支所 、出張所

か らの住民票等 の即時発行が可能 とな り住民 サー ビ

スの向上、行政の合理化に資す るとともに地方行政

における情報化に貢献 した。

総合臨床検査情報処理 システム

(LIS)

日本電信電話公社

関東逓信病院

生化学、血液学、血清学、生理学 、微生物学等の他

に例の見ない総合臨床検査 システムで、検査業務の

効率化、信頼性の向上 、患者サー ビスの向上等が図

られ るシステ ムであ り、わが国 医療業務 の情報化促

進 に貢献した。

ニ ッセ イ

新総 合 オンライン ・システム
日本生命保険相互会社

個別保険、企業保険、財務、人事、外務 、管理、顧

客情報等の一括 した大規模、広範なオンライン・シス

テムで、現地処理体制の確立、業務の合理化、顧客サ

ー ビスの向上 が可能 とな り、保険業務 の情報化の促

進に貢献 した。

FUNDAシ ス テ ム 日 本 鋼 管 ㈱

大量の データを必要 とする船舶の基本設計を、新 しい

蓄積 ・検索手法 を開発、CADシ ステム化 して設計

作業 を大幅に効率化 し業界において先駆的役割 を果

たした。

メ ッ シ ュ 医 療 情 報 シ ス テ ム 愛知県 医師会医療

システ ム委員会

人口、病院の分布等 の医療情報 を有 するプログラム

で、 これ を基本 として愛知県下の救急 医療情報 シス

テ ム等 が開発 されてお り、医療分野 における情報化

促進 に多大 な貢献を した。

旅 行 予 約 オ ン ラ イ ン

ネ ッ トワー ク ・シス テ ム

日 本 国 有 鉄 道

㈱ 日 本 交 通 公 社

㈱ 日 本 旅 行

㈱近 畿 日本 ツー リス ト

機種 の異なる4社 のシステムを、独立性を確保 しつ

つ、標準化 を図 るこ とによ り相互結合 し、大規模な

オンライン・ネットワーク・システムを完成、利用者の

利便 を図 った社会的波及効果は多大 である。
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4.情 報化週間標語、コンピュータ ・プログラム入選者

〔1)第1部 標語(佳 作 は五十音順)

氏 名 年 齢 職 業 作 品

特 選 西 森 茂 夫 57 無 職 情報 を 暮 らしに 地域 に ビジネスに

佳 作 今 村 繁 公 27 水道企業体職員 情報が 暮 らしに生 きる 生か され る

佳 作 佐 藤 允 昭 43 郵 便 局 員 情報で あなたの暮 らし 変 えてみませんか

佳 作 白 根 保 璋 53 無 職 情報で 確かな選択 豊かな創造

佳 作 平 平 盛 和 17 高 校 生 情報 で 明 るい将来 住みよい社会

(2)第2部 コ ン ピュー タ ・プ ロ グ ラム(優 秀 賞 は五 十 音 順)

作 品 名
作 成 者

作 品 の 概 要
学校 ・学科 ・学年 氏 名 年齢

最優秀賞

論理回路設計 プログラム

埼玉県立熊谷工業高
等学校

情報技術科3年

杉 山 武 信 17

NAND素 子 を中心 とす る論理回路の

設計 をXYプ ロッターで作図す るとと

もに真理値表 も出力す るプログラム。

2入 力か ら4入 力までいかな る条件 も

論理設計が可能 である。

優秀賞

帰 省 路出力 プ ログ ラ ム
ーPL学 園発、

我が故郷へ一

大阪府PL学 園高等学校

定時制普通科4年

4年

3年

3年

3年

2年

2年

2年

橘 香 澄

室 田 亜紀子

嬢 美 睦
山 野 栄 子

西 居 公 子

杉 木 千寿子

尊 田 展 子
田 村 佳 津

18

18

17

18

17

16

17

16

全寮制 をとるPL学 園の生徒が帰省す

る場合 の経路種別、乗 り換え駅の出発時

刻、運賃等を何通 りかにわけて出力し、

さらにそのなかか ら「より早 く」、または
「より安 く」の条件 を与 えて、それを

満たす コースを選択 して出力す るプロ

グラム。

優秀賞

進 路 統 計 プ ロ グ ラ ム

徳島県立徳島商業高等学校

商業科2年

商業科2年

商業科2年

情報処理科2年

情報処理科2年

情報処理科2年

佐 藤 規 正
佐 藤 政 裕

佐々木 真由美
川 瀬 隆 義

木 下 まゆみ

藤 岡 直 美

16

16

17

17

16

16

卒業生 を対象に過去の就職状況 を、自

己の性格判断か らみた適職 リス ト、学

科別 ・男女別 ・業種別の就職率一覧表 、

男女別 ・県 内外別基本給一覧表 に出力

するとともに就職理 由アンケー ト調査

結果お よび求人数 と就職率の動 向をグ

ラフ化す るプログラム。

優秀賞

生徒会会計管理 システム

千葉県立一宮商業高

等学校2年
鈴 木 敬 二 17

生徒会予算の原案作成か ら執行状況、

決算報告の作成 にいたる一連 の会計処

理を実績評価 を加味 して合理 的に行 う

ためのプログラム。

優秀賞

歯車の自動設計プログラム

群馬県立高崎工業高

等学校
情報技術科3年
情報技術科3年

斉 藤 修 二
伊 藤 俊 幸

17

17

与 えられ た設計条件に合 い、 しか もJ

ISで 定 められてい る機械要素のデー

タに も合 う歯車 の寸法を自動的に計算

し出力す るとともに、最終結果 の大歯

車については現尺でXYプ ロッターで作

図す るプログラム。参照 した表、説明

も出力可能であ る。
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第9部 コ ンピュー タ利用状況
お よび

オ ンライ ン化 調査集 計表



9-1-1表 業種 別 ・5年 後 予想規 模

5年 後規模
無 減 変 2 3 4 5 5 わ 合 平

わ か
倍 均

記 ら ら (

以 竃 倍
な な

`ε

入 少 い 倍 倍 倍 倍 上 し、 計△ 率
藁 棟 別

一 次 壇… 業 計 杜 数

%

1 0

0.0

2

22.2

4

44.4

0

0.0

.

0

0.0

00

0.0

0

0.0

3

33.3

9

100.0

L67

二 次 産 業 計
杜 数

%

7 1

0.2

134

24.8

293

54.3

52

9.6

7

1.3

3

0.6

2

0.4

48

8.9

540

100.0

1.89

三 次 産 業 計

'社 数

%

8 7

1.1

136
'21.5

308

48.7

59

9.3

9

1.4

3

0.5

9

L4

101

16.0

632

100.0

L93

公 務 計
社 数

%

2 1

L3

12

15.6

33

42.9

4

5.2

2

2.6

0

0.0

0

0.0

25

32.5

77

100.0

L87

全'産 業 計
社 数

%

18 9

0.7

284

22.6

638

50.7

1]5

9.1

18

1.4

6

0.5

11

0.9

177

14」

L258

100.0

L91

繊 維 工 藁
紙 数

%

0 0

0.0

9

27.3

16

48.5

3

9.】

0

0.0

1

3.O

0

0.0

4

12.1

33

100.0

L90

化 学 工 業
杜 数 2 0 21 34 6 1 o o 2 64 1.79

% O.0 32.8 53.1 9.4 1.6 0.(, 0.0 3.1 100.0

石油製品製造業
社 数 0 0 3 9 0 0 0 o 0 12 1.75

% 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.O 100.0

生t数 1 0 8 9 3 1 0 0 3 24 1.86
鉄 鋼 裳

% o.o 33.3 37.5 12.5 4.2 U.0 0.0 12.5 100.0
主

電気 機 械 器.具 杜 数 1 o 9 39 16 2 1 0 6 73 2.21

製 造 業 % 0.0 12.3 53.4 21.9 2.7 1.4 0.0 8.2 100.0

輸送用機械器具 社 数 0 0 12 25 3 0 0 0 5 45 L78

製 造 業 % 0.0 26.7 55.6 6.7 0.0 0.O 0.0 11」 聖00,0

な

訓 典 ・ 両 舷
仕 数 1 1 37 66 13 1 O 1 ll t30 1.82

% 0.8 28.5 50.8 10.0 0.8 〔,.0 0.8 8.5 100.0

小 売 築
杜 数 0 0 12 23 8 2 0 2 8 55 2」7

% 0.0 21.8 41.8 14.5 3.6 0.0 3.6 14.5 100.0
業 ・

金 線 業
紙 数 1 1 gl9 62 12 0 2 1 8 112 2.OO

% 0.9 17.0 55.4 10.7 0.0 |.8 0.9 13.4 100.0

生命保険業(含 代 杜 数 0 0 '1 5 {} 0 0 o 0 6 1.83

理瑛・サー ビス業) % O.0 16.7 83.3 0.0 0.0 o.o 0.O 0.0 100.O
桶

損害保険業 〔含代 杜 数 0 0 1 2 00 0 0 1 1 5 2.75

理藁・サービス葺り % 0=0 20.0 40." 0.0 0.0 1).0 20.0 20.0 100.0

電 力 ・ガ ス事 業
社 数 0 0 2 5 1 0 0 0 2 10 1.88

% 0.0 20.0 50.0 10.0 0.0 0.0 0.0 20.0 100.0

広告 ・調 査 ・情報 社 数 0 0 1 2 0 0 0 o 1 4 1.67

提 供 サー ビス藁 % 0.0 25.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 100.0

情報処理サービス 杜数 2 0 9 41 11 2 0 o 11 74 2.10

斯・ソフトウェア業 % 0.0 12.2 55.4 14.9 2.7 0.0 0.0 14.9 100.0

9-1-2(1)表 全 コン ピュー タの業種 別 ・型 別保有 社数{1)

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イタ

ζ
ン

ピ

ミ

2

夏
1
タ

そ

の

他

延
べ

回
答
社
数

一 次 産 業 計

国産
吐数

%

8

100.0

0

0.0

1

12.5

3

37.5

5

62.S

0

0.0

1

12.5

1

12.5

0

0.0

11

外国
社数

%

3.
100.0

1

33.3

0

0.0

1

33.3

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

計
社数

%

10

100.0

1

10.0

1

10.0

4

40.0

6

60.0

0

0.0

1

10.0

1

10.0

0

0.0

14

二 次 産 集 計

国産
杜数

96

456

100.0

6

L3

70

15.4

294

64.5

152

33.3

99

2L7

29

6.4

60

13.2

12

2.6

722

外国
杜数

%

159

100.0

13

8.2

図

34.0

78

49.1

62

39.0

22

13.8

7

4.4

17

10.7

3

L9

256

計
社数

%

544

100.0

17

3.1

114

21.0

361

66.4

203

37.3

n8

21.7

35

6.4

71

13.1

14

2.6

933

三 次 産 婁 計

国産
杜数

%

486

100.0

17

3.5

122

25.}

267

54.9

147

30.2

80

16.5

25

5」

74

}5.2

11

2.3

743

外国
吐数

%

246

100.0

23

9.3

96

39.0

118

48.0

53

21.5

18

7.3

10

4.1

27

11.0

1

0.4

346

計
吐数
%

634

100.0

37

5.8

209

33.0

371

58.5

192

30.3

94

14.8

誕

5.4

88

13.9

11

1.7

1,036

1国産|
↓t数

%

74

100.0

0

0.0

37

50.0

33

44.6

5

6.8

2

2.7

0

0.0

6

8.1

2

2.7

85

公 務 計 外国
仕数

%

9

】00.0

0

0.0

4

44.4

2

22.2

0

0.0

2

22.2

0

0.0

I

H.1

0

0.0

9

計
社数

%

78

100.0

0

0.0

40

51.3

35

44.9

5

6.4

4

5.}

0

0.0

6

7.7

2

2.6

92

全 尾.集 計

国廠
翫数

%

LO24

100.0

23

2.2

230

22.5

597

58.3

309

30.2

181

17.7

55

5.4

141

13.8

25

2.4

1561

・・ド穿 417

100.0

37

8.9 ,lllい1;;
U6

27.8

42

10コ

17

4」

45

10.8

4

1.0

614

計
社章

%

1,266

100.0

55

4.3

364

28.8

771

60.9

406

32.1

216

17.1

70

5.5

】66

13」

27

2」

2,075

主

な

業

種

組 緒 工 草

国産
紘数

%

25

100.0

0

0.0

3

12.0

15

60.0

7

28.0

6

24.0

218

8・0132・o

0

0.0

41

外国
社数

…%

14

100.0

0

0.0

5

35.7

7

5{⊃.0

5

35.7

412

田 ・6114・3

1

7.1

0

0.0

24

・ピ 33

100.0

0

0.0

7

21.2

21

63.6

12

36.4

8

24.2

3

9」

8

242

0

0.0

59

化 学 工 業

国産
吐数
%

58

100.0

0

0.0

7

12.1

46

79.3

18

31.0

16

27.6

3

5.2

9

15.5

2

3.4

101

外国
吐数

%

13

}00.0

1

7.7

7

53.8

3

23」

3

23.1

0

0.0

0

0.0

2

15.4

2

15.4

18

計
杜数

%

65

100.0

1

1.5

13

20.0

49

75.4

21

32.3

.
16

24.6

3

4.6

10

15.4

3

4.6

U6

石油製品製造業

国産
社数

%

8

100.0

0

0.0

3

37.5

5

62.5

2

25.0

1

12.5

3

37.5

0

0.0

0

0.0

"

外国
壮数

%

7

100.0

0

0.0

4

57.1

4

57.1

5.

71.4

1

14.3

0

0.0

1

14.3

0

0.0

15

計
{上数

%

12

100.0

0

0.0

7

58.3

8

66.7

7

58.3

2

16.7

3

25.0

1

8.3

0

0.0

28

－

u
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1

±

ふ

8
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u

＼

P
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9-1-2(2)表 全 コ ンピュー タの業種別 ・型 別保有 社数(2)

型 別1回

ll
業 種 別1数

超 大

1・-
lll

l型
11型1型

中 小

1|

1型

,i

超

小

型

引 …
;

ζi

〔
「
タ

そ

の

他

延
べ
回
答
社
数

ll
l

l
l鉄 鋼l

l

国産
}社数1

%

201

100.0 5.0

61

30.0

13

65.0 35.0

4

20.0

ll4

5.・1・ ・.・

1

5.0

37

・1・・巨 セ
10|

100・Ol

3|

30.0

8

80.0

7

・。.。1

4

40.0

1

10.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

23

主

な

業

種

1計1傾

[%

251

100.0

,111

、2,。i、4.。

181

72.0

9

36.0

5

20.0 1、 日

4

16.0

1

4.0

52

l

l電。機械。具

製 造 業

国産1凝
[%

62|

100・Ol

ll13|

L612LO

37

59.7

22

35.5

13

2LO

4

6.5

5

8.1

4199

、.,1

1杜数外国1

%

211

100.0

11

4.8

6

28.6

13

61.9

fO

47.6

1

4.8

1

4.8

1

4.8

0

0.0

33

計
社数
%

74

100.0

2

2.7

18

24.3

47

63.5

31

41.9

13

17.6

5

6.8

6

8.1

4

5.4

126

輸送用機械器具

製 造 業

国産
仕数

%

41

100.0

2

4.9

10

24.4

25

61.0

】2

29.3

6

14.6

2

4.9

8

19.5

2

4.9

67

外国
仕数

%

14

100.0

2

14.3

7

50.0

6

42.9

4

28.6

1

7.1

1

7.1

1

7」

0

0.0

22

計
杜数

%

44

100.0

3

6.8

14

31.8

30

68.2

14

31.8

7

15.9

3

6.8

8

18.2

2

4.5

81

即 婁 ・商 社

国産
社数

%

98

100.0

2

2.0

ll

l1.2

61

62.2

39

39.8

24

24.5

11

1L2

8

8.2

0

0.0

156

外国
杜数

%

49

100.0

1

2.0

8

16.3

26

53.1

15

30.6

9

18.4

4

8.2

2

4」

0

0.0

65

計
社数

%

130

100.0

2

1.5

18

13.8

85

65.4

51

39.2

31

23.8

14

10.8

10

7.7

0

0.0

211

小 売 業

国産
杜数

%

45

100.0

0

0.0

7

15.6

24

53.3

12

26.7

7

15.6

3

6.7

8

17.8

1

2.2

62

外国
社数

%

18

100.0

0

0.0

5

27.8

9

50.0

8

44.4

1

5.6

0

0.0

3

16.7

0

0.0

26

計
社数

%

54

100.0

0

0.0

12

22.2

32

59.3

19

35.2

7

13.0

3

5.6

9

16.7

1

1.9

83

金 融 業

国産
社数

%

63

100.0.

6

9.5

33

52.4

28

44.4

11

17.5

4

6.3

0

0.0

12

19.0

0

0.0

94

外国
杜数
%

75

100.0

9

12.0

41

54.7

38

50.7

11

14.7

2

2.7

2

2.7

6

8.0

0

0.0

109

計
杜数

%

112

100.0

14

12.5

71

63.4

62

55.4

21

18.8

6

5.4

2

L8

16

M.3

0

0.0

192

生 命 保 険 集

(含代理業・サー

ビス業)

国産
社数

%

3

100.0

0

0.0

3

100.0

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

66.7

0

0.0

6

外国
杜数

%

4

100.0

4

100.0

2

50.0

2

50.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

1

25.0

0

0.0

10

計
社数

%

6

100.0

4

66.7

5

83.3

3

50.0

1

16.7

0

0.0

0

0.0

2

33.3

0

0.0

15

損 害 保 険 婁

(含代理章・サー

ビス禽}

国産
社数

%

3

100.0

1

333

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

33.3

1

33.3

0

0.0

4

外国
吐数

%

4

100.0

1

25.0

3

75.0

0

0.0

0

0.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

計
社数

%

5

100.0

2

40.0

4

80.0

0

0.0

0

0.0

1

20.0

1

20.0

1

20.0

0

0.0

9

9-1-2(3)表 全 コ ンピ ュータの業種 別 ・型別 保有 社数 〔3)

型 別1[・■ 超i人l

l・ いi
l実ll
lll

∋1∋ 超ll

、'トll

オ ユ

フ1

イ タ
・ ス

コ

、ン

`
三1そ

引 の
ピ1
ユ

1

延
べ

回

答
村」

輿 種 別1数1型 …
⇒

型 馬'1 型 ビ タ 他 数
一
)
　

i
⇒㌻→

1。.;1、⊥ ⊥41。.:
O

o.〔}

0

0.0

0

0.0

0

0.0

8

1勒 ・カ.ス・牒

・i;1

外1ヒ1iト穿iloo
_;{14_二i85_;

当 、。 。
・.・1・,・i・.・

0

0.0

0

0.0

0

0.0

7

ー
I

I
層
-

計 トヒ数1101119
1%!1(刃.oい0,0190.0

4

40.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

14

な
1日産}t穿il

〔)o_;io_:
0

0.0

2

66.7

|

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

広;`i・・調査・情報

提供サービス業
外国聞1。 。.;い 、:

1

100.D

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

0

0.0

)

裳 計
トヒ数`

%

4!・

100,OlO.0

1

25.0

2

50.0 、5.;L遣
0

0.0

」

Olo
O・OlO・0

4

1社数
国産1%

6512

L≡ ⊥ ・.1

27

41.5

35

53.8

18

27.7

Ig

】3、8

2

3.1

9

13.R

4

6.2

106

穂.情報処理.サービ

ス業㍉ ソフトウ
杜数外[

.ピlI%

`

251
100.0

4

16.0

12

48.0

9

36.0

6

24.0

2

8.0

2

8.0

5

20.0

1

4.0

41

よ ア 業1

1杜数計1

%

75

100.Dl

5

6.7

38140

50.7153・3

23

30.7

10

13.3

4

5.3

nl4
14,715.3

135

〕

＼

P

l

va

望

蕩

心
N
」
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9-1-3fl}表 業 種別 ・回答 社保有 台数 合計(1)

'型 別

禽 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イタ

;
ン
ピ

三

;

三

↓

そ

の

他

合

計

第 一 次 虚 集 計

国産
台数
%

0

0.0

1

7.1

4

28.6

6

42.9

0

0.0

1

7.1

2

14.3

0

0.0

14

100.0

外国
台数

%

1

33.3

0

0.0

1

333

▲

333

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

計
台数

%

1

5.9

1

5.9

5

29.4

7

4L2

O

O.0

1

5.9

2

1L8

0

0.0

17

100.0

第 二 次 産 集 計

国産
台数

%

7

0.4

133

7.5

420

23.7

385

2】.7

469

26.4

155

8.7

167

9.4

38

2.1

L774
、

100.0

外国
台数

%

23

3.6

95

14.8

106

16.5

219

34.2

94

14.?

20

3.1

71

11.1

13

2.0

641

100.0

計
台数

%

30

1.2

228

9.4

526

2L8

脳

25.0

563

23.3

175

7.2

238

9.9

51

2.1

2,415

100.0

脇 三 次 産 矩 計

国産
台数

%

33

膓.8

213

1L7

402

22.2

318

17.5

206

11.4

2.9

13.3

329

18.1

70

3.9

L813

】00.0

外国
.

台数

%

38

5.3

180

25」

167

23.3

98

13.7

70

9.8

78

10.9

84

1L7

2

0.3

η7

100.0

計
台数

%

η

2.8

393

15.5

569

22.5

416

16.4

276

10.9

320

12.6

413

16.3

72

2.B

2,530

100.0

公 務 計

国産
台数

%

0

0.0

47

34.6

41

30」

10

7.4

2

L5

0

0.0

8

5.9

28

20.6

136

100.0

外国
吉数

%

0

0.0

5

38.5

2

15.4

0

0.0

2

15.4

0

0.0

4

30.8

0

0.0

13

100.0

計
台数

%

0

0.0

52

34.9

43

28.9

10

6.7

4

2.7

0

0.0

12

8.1

28

18.8

149

100.0

全 産 藁 計

国産
台数

%

40

1」

394

10.5

867

23.2

719

19.2

677

18.1

398

10.7

506

13.5

136

3.6

3,737

100.0

外国
台数

%

62

4.5

280

20.4

276

20」

318

23」

166

12.1

98

7.1

159

11.6

15

L1

1,374

100.0

計
吉数

%

102

2.0

674

13.2

L143

22.4

㌧037

20.3

843

15.5

496

9.7

665

13.0

151

3.0

5,111

100.0

主

な

貨

桶

幽 織 工 集

国産
台数

%

0

0.0

3

2.3

31

24.0

16

12.4

26

20.2

17

13.2

36

27.9

0.
0.0

129

100.0

外国
☆数

%

O

O.0

6

12.5

7

14.6

10

20.8

10

20.8

13

27.1

2

4.2

0

0.0

48

100.o

計
台数

%

0

0.0

9

5」

38

2L5.

26

14.7

36

20.3

30

16.9

ぷ

21.5

0

0.0

177

100.0

化 学 工 婁

国産
台数

%

0

0.0

7

3.3

58

27.6

26

12.4

図

30.5

29

13.8

田

11.O

3

L4

210

100.0

外国
台数
%

1

23

8

18.6

12

27.9

11

25.6

0

0.0

0

0.0

3

7.0

8

18.6

43

100.0

計
台数

%

1

0.4

15

5.9

70

27.7

37

14.6

64

25.3

29

1L5

26

10.3

11

4.3

253

100.0

石油製 品 製造黄

国産
台数

%

0

0.0

3

5.5

22

40.0
22

40.0

2

3.6

6

10.9

0

0.0

0

0.0

55

100.0

外国
台数

%

0

0.0

5

】2.2

7

17.1

25

61.0

3

7.3

0

0.0

1

2.4

0

0.0

41

100.0

計
台数

%

0

0.0

8

8.3

29

30.2

47

49.0

5

5.2

6

63

1

1.0

0 96

・.・い ・・,・

9-1-3(2)表 業 種別 ・回答 社保有 台数 合計(2) '^串 」

N

N

聖 別

査 種 別

超

大

型

大

型

中

型

'」・

型

超

小

型

オ ユ
71
イタ

:
ン
ピ

三

三

三

多

そ

の

他

合

計

主

な

婁

檀

鉄 鋼 集

国産
台数

%

2

L9

闘

35.2

18

16.7

15

13.9

10

93

13

12.0

10

9.3

2

L9

108

100.0

外国
台数

%

6

8.3

訂

5L4

12

16.7

16

222

1

L4

0

0.0

0

0.0

0

0.0

72

100.0

計
台数

%

8

4.4

75

4L7

30

16.7

3】

17.2

n

6.1

13

7.2

10

5.6

2

L1

180

100.0

電 気 機 械 器 具

製 造 章

国産
台数

%

1

0.4

37

13.5

57

20.7

41

14.9

105

38.2

6

2.2

8

2.9

20

7.3

275

100.0

外国
台数

%

2

3.7

7

13.0

19

35.2

19

35.2

】

L9

3

5.6

3

5.6

0

0.0

図

】00.0

計
台数

%

3

0.9

44

13.4

76

23.1

60

▲8.2

106

32.2

9

2.7

11

3.3

20

6.1

329

100.0

●送用 機 は器具

製 造 裁

国産
台数

%

2

L5

15

11.4

29

22.0

28

2L2

10

7.6

8

6.1

33

25.0

7

・5.3

132

】00.0

外国
台数

%

5

15.4

10

25.6

7

17.9

8

20.5

]

2.6

]

2.6

6

1s.4

0

0.0

39

100.0

計
台数

%

8

4.7

25

14.6

36

2L1

36

2LI

11

6.4

9

5.3

39

22.8

7

4.1

17】

100.0

卸 集 ・ 商 社

国産
台数

%

5

0.9

14

2.5

88

16.O

95

17.3

93

16.9

144

26.2

111

20.2

0

0.0

蜘

100.0

外国
台数

%

2

L1

15

8.4

42
7

23.6

33

18.5

29

16.3

55

30.9

2

L】

0

0.0

178

100.0

計
台数

%

7

LO

29

4.0

BO

l7..9

128

17.6

122

16.8

199

27.3

113

1S.5

0

0.O

728

100.0

小 売 薬

国産
台数
%

O

O.0

9

5.5

27

16.4

14

8.5

)3

7.9

76

46.1

25

15.2

1

0.6

165

100.0

外国
台数

%

0

0.0

7

16.7

11

26.2

19

45.2

1

2.4

0

0.0

4

9.5

0

0.0

42

100.0

計
台数

%

0

0.0

16

7.7

38

18.4

臼

15.9

14

6.8

76

36.7

29

14.0

1

0.5

207

100.0

金 融 婁

国産
台数

%

16

10.1

68

43.0

32

20.3

22

13.9

4

2.5

0

0.0

16

10.1

0

0.0

158

100.0

外国
台数

%

16

6.8

80

34.0

60

25.5

24

10.2

24

102

19

8」

12

5.1

0

0.0

235

100.0

計
台数

%

32

8」

】48

37.7

92

23.4

46

23.4

28

7.1

】9

4.8

28

7.1

0

0.0

393

100.0

生 命 保 険 業

(含 代理婁 ・サービス

剰

国産
台数

%

0

0.0

5

35.7

0

0.0

1

7.1

0

0.0

0

0.0

8

57.1

0

0.0

14

100.0

外国
台数

%

5

18.5

2

7.4

1

3.7

2

7.4

0

0.0

0

0.0

]7

63.0

0

0.0

27

100.0

計
台数

%

5

12.2

7

17.1

1

2.4

3

7.3

0

0.0

0

0.0

お

6LO

0

0.0

41

100.0

損 害 保 険 業

f含代理業・サービ ス

莫)

国産
台数
%

2

15.4

1

7.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

ハ

7.7

9

69.2

0

0.0

13

100.0

外国
台数

%

1

6.7

4

26.7

0
1

0.01

0

0,1)

Io

66・71

`)lolo
l.

叫0・OO・Ol

1S

IOO.0

計
台数

%

3

10.7

.
5

17.9

0

0.0

4}

0.n 当 」 訓
0

0.0

28

100.0

㊤

u

＼

U

l
>

望

ト

斗

＼』`

へ

＼

六

撃



9-1-3(3)表 業 種別 ・回答社 保有台 数合計{3}

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

'」・

型

オ ユ1ミ

ス引 言

;

ζ

ξ

「
タ

そ

の

他

合

計

`

主

な

業

種

電 力 ・ ガ ス 事 業

国産
台数
%

0

0.0

5

55.6

4

44.4

0

0.0

.0

0.0

O

O.0

0

0.0

.0

0.0

9

100.0

外国
台数

%

1

10.0

9

90.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

.0

0.0

}0

100.0

計
台数
%

1

5.3

14

73.7

4

21.1

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

19

100.O

国産
台数

%

0

0.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

。ご::[帽
台数

%

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

0

0.0

0

0.0

・1

100.0

・

計
台数

%

0

0.0

1

25.0

2

50.0

1

25.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

4

100.0

情報処理サービス業

ソフ トウ ェア 業

国産
台数

%

3

1.6

鵠

20.5

48

25.9

38

20.5

14

7.6

.3

1.6

30

16.2

11

5.9

185

100.0

外国
台数
%

7

9.3

29

38.7

9

12.0

6

8.0

3

4.0

2

2.7

17

22.7

2

2.7

75

100.0

計
台数

%

10

3.81

67

25.8

57

2L9

44

16.9

17

6.5

5

1.9

47

18.1

13

5.0

260

100.0

9-1-4表 主力機種別 ・外部補助 メモリ保有台数平均

・ 機 種 別

劫 機種別 ＼

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ
ブ

ド

ラ

ム

デ(ス

ィ ピ

雫ス ル

ク竺

そ

の

他

超 大 型 54 36.7 2.9 70.0 2.1

大 型 332 13.7 0.8 24.7 L7

中 型 629 3.0 0.2 6.0 0.8

小 型 185 0.7 0.2 2.6 2.2

超1ト 型 21 0.0 0.6 2.9 27.2

オフィスコンピュータ 0 0.0 0.0 0.0 0.0

ミニ コ ン ピ ュ ー タ 13 2.0 0.3 2.8 0.1

そ の 他 0 0.0 0.0 0.0 0.0

飽 平 均 L234 7.o

'

0.5 】3.2 1.7

9-1-5表 業 種別 ・入 力 システ ムの現状

(多重回答)

入肪 式1同

業 種 別

答

社

数

パ1

ン

チ

方

式

キ

1

イ
ン

方
式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

M

I
C

R

.方
式

そ

の

他

延

べ幽

回
答
社
数

一

一 次 産 業 計 計数

%

10

100.O

6

60.O

6

60.0

1

】0.0

1

10.0

0

0.0

0

0.0

14

140.0

二 次 産 業 計
社数

%

541

100.0

449

83.0

368

68.0

110

20.3

128

23.7

2

0.4

24

4.4

1,081

199.8

三 次 産 業 計
社数

%

631

100.0

488

77.3

413

65.5

114

18」

130

20.6

51

8.1

34

5.4

・1,230

194.9

公 務 計
社数
%

77

100.0

63

81.8

35

45.5

31

40.3

19

24.7

0

0.0

3

3.9

151

196」

生 産 業 計
社数

%

1,259

100.0

1,006

79.9

822

65.3

256

20.3

278

22.1

53

4.2

61

4.8

21476

196.7

繊 維 工 業
杜数

%

33

100.0

26

78.8

24

72.7

9

27.3

5

15.2

0

0.0

3

9.1

67

203.0

化 学:L業

.

社数

%

65

100.0

54

83.止

45

69.2

14

21.5

18

27.7

0

0.0

2

3.1

133

204.6

|

主1撒 製暇 麟L
社数

% い 。。il
l

10

83.3

10

83.3

5

4L7

3

25.0

0

0.0

2

16.7

30

250.0

な

業

種

..一.一.

鉄 鋼 業
社数

%

25

100.0

z3

92.O

18

72.0

12

48.o

9'

36.0

G

l).o

1

4.o

63

252.0

電気機械器具
製 造 業

社数

%

74

1UG.0

64

86.5

53

71.6

】5

20.3

19

25.7

0

0.0

3

4.1

154

2n8.1

輸送用機械器具

製 造 業

杜数

%

44

100.0

42

95.5

30

68.2

12

27.3

13

29.5

1

2.3

5

11.4

m3

234.1

即 実 ・商 社
社数

%

129

400.0

73

56.6

100

77.5

11

8.5

20

15.5

0

0.0

6

4.7

210

162.8

小 売 業
社数
%

54

100.0

38

70.4

38

70.4

16

29.6

6

1L1

5

9.3

0
0.0

103

190.7

金 融 業
社数

%

113

100.0

100

88.5

81

7L7

23

20.4

16

14.2

44

38.9

7

6.2

27L

239.8

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サ

ー ビス藁)

社数

%

6

100.0

5

83.3

5

83.3

5

83.3

4

56.7

0

0.0

0

0.0

19

316.7

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サ

ー ビス業)

社数

%

5

100.0

5

100.0

3

60.0

2

40.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0
10

200.0

電 力 ・ガス事業 社数

%

10

100.O

9

90.0

6

60.0

9

90.0

3

30.0

0

0.0

3

30.0

30

300.0

広告 ・調査 ・情報

提供サービス業
社数
%

4'

100.0

4

100.0

0

0.0

0

0.0

2

50.0

0

0.0

0

0.0

6

150.0

情報処理サービ
ス藁 ・ソフ ト.ウ
ェア案

社数

%

75

100.0

67

89.3

44

58.7

23

30.7

20

26.7

2

2.7

5

6.7

161

214.7

u

＼

P

l
w

望

鴬

《
N
ω

`



9-1-6表 業種 別 ・入 力 シス テム5年 後 の予 想

〔多重回答}

入力方 式 回 'ぐ キ O 0 M そ 抵

答
ン 1 C M 1 べ

イ C 回
チ R R

社 ン R の 答

1
方 方 方 方

方 杜
‥ ・1・1・ 式 式 式 式 他 数

1杜 数
一 次 席 裳 副

1%

lo

100.0

1

,。:i,。:

3

30.0

0

0.0

1

10.0

1

10.0

17

170.0

1杜 数
二 次 産 業 計1

534 250 466 268 93 4 47 1,128

% 100.0 46.8 87.3 50.2 17.4 0.? 8.8 211.2

三 次 産 業 計
"数 611 311 519 252 110 78 59 1,329

% 100.0 50.9 84.9 41.2 】8.0 12.8 9.7 217.5

公 務 計
社 数 74 51 54 53 21 1 7 187

% 100.0 68.9 73.0 7L6 28.4 L4 9.5 252.7

全 産 業 計
社 数 1,229 617 1,046・ 576 224 84 ll4 2,661

% 100.0 50.2 85.1 46.9 18.2 6.8 9.3 216.5

杜 数 33 11 31 13 4 0 4 63
繊 維 工 業

% 100.0 33.3 93.9 39.4 12.1 0.0 12.1 lgo.9

化 学 工 業
社 数 65 30 60 30 12 0 5 137

L % 100.0 46.2 92.3 46.2 18.5 0.0 7.7 210.8

、、㌦ 。製。瓢1社
「.　

数

μ
12

100ρ

5

41.7

12

100.0

6

50.0

1

8.3

0

0.O

4

33.3

28

233.3

…1
____]」..__

社 数

%

25
Loo.ol

13123

・ 　巴
16

64.o

8

32.O

0

0.0

1

4.0

61

244.0
1

,い 機脳 川t数1
製 巡 業%

74!

100.0

34
t

45.9

65

87.8

401
54.1

I
I2

16.2

2

2.7

7

9.5

】60

2162

輸送用機械器民 社 数 43 29 37 27 10 1 9 113
な

製 造 業 % 100.0 67.4 86.0 62.8 23.3 2.3 20.9 262.8

訓 藁 ・ 商 社
社 数 129 31 U7 41 13 1 11 214

% 100.0 24.0 90.7 3L8 10.1 0.8 8.5 165.9

小 売 業
社 数 53 20 47 26 6 7 4 110

% 100.0 37.7 88.7 49.1 11.3 13.2 7.5 207.5

業 金 融 業
社 数 P7 68 92 37 11 64 10 282

% ]OG.0 63.6 86.0 34.6 10.3 59.8 9.3 263.6

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サ

トt数 6 4 6 5 4 0 1 20

一ビス.業) % 100.0 66.7 100.0 83.3 66.7 0.0 16.7 333.3

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サ

社 数 4 3 4 3 0 0 1 11

一ビス) % 100.O 75.0 100.0 75.0 0.0 0.0 25.0 275.0

樟 電力 ・ガス」1横
社 数 10

「9
8 】0 2 0 2 31

% 100.0 90.0 80.0 100.0 20.0 0.0 20.0 310.0

広告 ・調査 ・情報 杜 数 4 2 4 2 2 0 0 10

提供サー ビス匙 % 100.0 50.0 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 250.0

喉 鷲てξ
!エ ア業

㌦数1司
53

74.61
`

60

84.5

42

59.2

18

25.4

3

4.2

8

1卍3

184

259.2

ラン ・

タイム
回

収

杜

数

集
計
村家

セ

r
数

回

.蕃

社

数

δ
O
H

未

1満

一 一

〇五
〇〇
以H
上

未

満

三
〇
|
二
〇
〇
H

二
〇
〇
1
二
五
〇
H

二
五
〇
1
三
〇
〇
H

三
〇
〇1

三
五
〇
H

三
五
〇
1四

〇
〇
H

四
〇
〇
|
四
五
〇

・H

四
五
〇
|
五
〇〇

H

五
〇
〇
1
五
五
〇
H

五五

〇
H
以
上

総

平

均

時

間

11,276

1
1

3,953 L206

100・ol

仕数

9ρ

i
225

18.7

246

20.4

217

18.O

206

17.1

ll2

9.3
|

67

5.6

35

2・91

38

3.2

17

1・彗

19

L6

24

2.O
2{〕2、3

《
N
ふ

o

u

＼

P

l
w

謹

完

山

斗

＼
"
べ

＼

六

堅
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9-1-8(1)表 業 種別 ・コ ンピ ュータ経 費月 額平均(1)

〔|ll.位:二 丁・F]1)

.業 種、 別

1竃 費 名l
l
…
1
1

次 産 某 計
金額

%

回

答

数

1㌫ ÷着 帯 曇二
障 譲 ジ

費 琴曲 置道 も

二 次 産 業
i金額1計

{%

討寸聴1尋

93、OS7.82.143,3Y52.8

23.916.67A・

},1・il・.・62.・1・.….511、 ….・i

竺

1.755.5

3.8

1.

).753.7

£ll・

9{11.e49.3.6

7.03.8
　 プ 　 　　

s当

4.490.7

34.7

τ丁「ぷ.・1・.硲

28,3

三 次 産 業 計

公 務

全.産 業

繊 維..工

化 学 工

計

計

業

業

石油製品製造業
　

「-
1鉄 鋼5

11.52y,t)

24.9

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金納

%

耳
31

59

6.422・oい.814・y

l・.・9・可 ス1%・S.9'

27・518・7

11,iliii-iiiiltts;;ii
35.6112,7

2.{}71.gi
10.0

].603,6

4,4

1,091.2

5.4

LOO5.3

L625・Ol

78

1.4649

40

1.537.4

7.6

6Y5.9

4.1

72

8

3.45

93

089,7

10.3

194.2

7.1

8302.0

4U.e

9.744.7

26.6

7、462.4

36,8

5.035,9

29.9

　

業1
!

・ ・斗 一一 ・ ・一 一 ー 一 －L-一 一 ・一 ・

1

1・ い5、6・ ・14・ ・…6

133・7`|D・0

2416B、272.7i7.787.:l

l32.313.7

ニ

124
、n皇

|

7'957'51

5・gI

τnl:斗 ㌘:1

12.931.

28、625.3

46.250.7

20,748、4

36、642.6

20、294.3

16,S50.5

6・Ol

3二翌 翌 溺 三=
.1.:6㌻

、.、`:i・4{li・:1・…i:.il・ … 烈2"・1:iil:1▲
:6メ)ls

.oi29:06L、i

/1・r・・)16・
.一_.i:.71._-2017!i_」)O・ 竺

:S,747.79.427.531.064.6

12.13U.3100.0

総 、

計

再

掲

1

)Do』0

1{]v.0

100.[)

100.O

leo.0

100、0

100.0

主t-一 一

1

i電 気 機 械 器 具1金 額,
　 エ

.製 造 業!%1

ナc㌫'r⊇ 『∴、二:1二1硲1'、.,、7:.1

な

業

種

輸送用機械器具.

製 造 業

卸 業 商 社

小 売 業

金 融 業

生命保険業(含 代

理業・サービス業)

損害保険業(含 代

理業・サー ビス業)

電 力 ・ガ ス事 業

広告 ・調査 ・情報

提供 サ ービ ス業

情報処理サービス

業・ソフトウェア葉

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

念願

%

金額

%

43

117

52

95

3

5

10

4

69

9.gOO.8

31.9

4.660.3

23.6

5,133.8

25.0

16,221,5

17,6

25.473,3

23.2

21.159.8

13,3

25,518.8

16.1

2.048.8

22.6

21,726.8

32.4

z.940.7

9,5

2.450,1

12.4

1.705.4

8,3

7.332.7

8.0

874.0

0.8

4.924.0

3,1

20.245,3

】2.8

1.265.8

14.0

4.407.5

6.6

915.3

4.6

989.4

4.8

3.560.2

3.9

1.637.3

L5

5、445.4

3.4

9,177.3

5.8

418.5

4.6

2,323,0

3.5

1,041.5

5.3

771.0

3.8

3.344.5

3.6

374.3

0.3

4,552.2

2,9

12.267.4

7,7

226.3

2.5

2,534..0

3.8

2.556.2

13,0

2.395.1

1L7

7、283.9

7.9

137.0

0.1

23.447.2

14.7

9.342.9

5.9

0,0

0.01

4,17L7

6.2

6.963.1

35.3

5.860.9

29.6

21,52].3

23.3

3、022,7

2.8

38,368,8

24.1

51.032.9

32.2

1、910.5

21.1

13,436.2

20,0

19.729.7

100.0

20.521.4

100.0

92,233.0

100,0

109,809,3

100.O

159.188.4

100.0

158.569.1

100.O

9,050、0

100.O

67,080.4

100,0

9-1-8(2)表 業種別 ・コン ピュー タ経 費月額 平均(2}

(単位:千 円)

＼ 、 逗 費 名＼

＼＼

業 種 別

機 械 設 備 関 係 姑

計

毒

巴

償 却 費 保
守

費

保

険

費

機

械

設

備

合

計

C主 装
P記 置
u憶 〕

彌蓄

鞠

周(
除

辺記
憶

装装
置

置)

周

辺

記

憶
装

置

(端

オ
ン末

ラ'

イ装

ン
ー置

A
機'卜

械

償

却

費計
}

一 次 産 業 計
金額

%

349.0

2.7

15.0

0.1

13.9

0.1

12.9

0.}

390.9

3.0

424.7

3.3

5,306.2

41.0

12193L1

}00.0

二 次 産 業 計
金額

%

543.6

1.9

129.8

0.5

107.5

0.4

789.5

2.8.

1,570.5

5.5・

3,614.4

12.6

13,272.1

46.4

28,625.3

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

1,731.6

3.7

518.6

1.1

513.2

1.1

3,207.8

6.9

6,003.5

13.0

2,685.4

5.8

20,221.4

43.7

46,250.7

100.0

公 務 計
金額

%

135.5

0.7

53.9

0.3

30.9

0.1

162.6

0.8

382.8

1.8

676.7

3.3

9,361.5

45.1

20,748.4

100.0

全 産 業 計
金額

%

LO97.6

3.0

313.9

0.9

299.9

0.8

1.9252

5.3

3,652.2

10.0

2,976.8

8.1

16,375.1

44.7

36,642.6

100.0

主

な

集

繊 維 工 業
金額

%

425.3

2.1

24.4

0.L

27.8

0.1

113.0

0.6

590.5

2.9

1,334.8

6.6

9β87.6

46.3

20,294.3

100.0

化 学 工 業
金額

%

220.4

1.3

55.5

0.3

51.6

0.3

196.8

L2

524.3

3.1

L327.6

7.9

6,887.8

40.9

16」850・5

100.0

石油製品製造業
金額

%

879.l

L9

1,405.8

3.0

715.1

1.5

L155.9

2.5

4,155.9

8.9

2,748.3

5.9

}9,677.6

42.3

46,556.4

100.0

鉄 鋼 婁
金額

%

3,167.2

1.5

21.0

0.0

16.0

0.0

270.2

0.1

3,474.5

1.6

48,716.8

23.0

96,868.2

45.8

211,635.1

100.0

電 気 機械 器 具

製 造 業

金額

%

356.6

1.2

335.9

1.2

280.3

1.0

3,560.0

12.2

4,532.7

15.6

2,113.2

7.3

12,660.9

43.6

29,062.4

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

548.7

1.8

68.6

0.2

42.3

0.1

162.9

0.5

822.5

2.6

41710.4

】5.2

M,960.5

48.2

3LO64.6

100.0

卸 業 ・ 商 社
金額

%

663.9

3.4

77.1

0.4

86.1

0.4

273.6

1.4

Lloo.8

5.6

976.9

5.0

9,040.8

45.8

19,729.7

100.0

小 売 業
金額

%

450.1

2.2

107.3

0.5

73.5

0.4

332.9

L6

963.8

4.7

1,850.2

9.0

8,674.9

423

20.52L4

100.0

金 融 業
金額

%

4,886.3

5.3

2,054.8

2.2

1,283.4

1.4

16,304.9

17.7

24,529.4

26.6

7,547.1

8.2

53,597.8

58.1

92,233.0

100.0

生命保険業 〔含代

理業・サービス業)

金額

%

14,721.7

13.4

3,285.3

3.0

8,083.7

7.4

8,628.0

7.9

34,718.7

31.6

25,199.7

22.9

62,941.0

57.3

10θ,809.3

、

100.0

枝匡
繋 駕

金額

%

4,141.0

2.6

3]5.8

0.2

0.0

0.0

715.0

0.4

5,171.8

3.2

12,435.8

7.8

55,976.4

35.2

159」88.4

100.0

電 力 ・ガ ス事 業
金額

%

0.0

0.0

700.0

0.4

200.0

0」

1,074.1

0.7

1,974.l

L2

1,902.7

L2

54,909.7

」

34.6

158,569.1

100.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サー ビ ス業

金額

%

1,770.5

19.6

10.5

0.1

616.8

6.8

55.0

0.6

21452.8

27.1

563.0

6.2

4,926.3

54.4

9,050.0

100.0

情報処理サービス

1鋲 ・ソフ ト・・礫

金額

%

2,544.3

3.8

478.5

0.7

1,300.1

L9

556.8

0.8

4,879.8

7.3

2,225.7

3.3

20,541.7

30.6

67,080.4

100.0

u
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☆
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9-1-8{3}表 業種 別 ・コ ンピ ュー タ経 費月 額平均(3)

(単位:千 円)

経 費 名 消 新 品 な ど 総

カ
|

磁写 プ 1電 1 消

ド 気1 リ 力
耕

. テr
ン .

計
紙
テ 1デイ

ト

用

冷
暖

品

茜

婁 棟 別

1
プ
費

プス

費ど

紙

費
房
費

合

計 邑

一 .次 産 業 計
金額 59.3 109.6 518.4 670.1 1,357.4 12,931.1

% 0.5 0.8 4.0 5.2 10.5 100.0

二 次 産 集 計
金額 190.1 136.8 992.9 1,228.9 2,548.7 28,625.3

% 0.7 0.5 3.5 4.3 8.9 Ioo.o

三 次 産 業 計
金額 134.7 278.1 2,023.4 2,090.7 4,531.7 46,250.7

% 0.3 0.6 4.4 4.5 9.8 100.0

公 務 計
金額 36.9 110.8 773.6 295」 1,216.3 20,748.4

% 0.2 0.5 3.7 1.4 5.9 100.0

金 歯 其 許
金額 153.7 203.9 L478.3 L592,6 3,430.9 36,642.6

% 0.4 0.6 4.0 4.3 9.4 100.0

繊 維 工 業
金額 102.8 92.0 L138.3 418.2 1,751.2 20,294.3

% 0.5 0.5 5.6 2」 8.6 100.0

化 学 工 業
金額 63.4 68.3 840.7 346.6 1,3]9.1 16,850.5

% 0.4 0.4 5.0 2.1 ・7 .8 100.0

石油製品製造業
金額 250.2 79.5 L988.5 720.1 3,038.3 46,556.4

% 0.5 0.2 4.3 L5 6.5 100.0

鉄 鋼 業
金額 2,044.9 776.5 3,676.0 12,637.5 19,134.9 211.635」

% 1.0 0.4 L7 6.0 9.0 100.0
主

電 気機 械 器具 金額 183.4 218.6 1,221.5 2,383.6 4.007」 29,062.4

製 造 業 % 0.6 0.8 4.2 8.2 13.8 100.0

輸送用機械器具 金額 200.0 143」 1,263.5 739.9 2β46.5 31,064.6

製 造 業 % 0.6 0.5 4.1 2.4 7.6 100.0
な

鄙 藁 ・ 商 社
金額 86.7 101.7 1,245.4 525.8 1,959.6 19,729.7

% o.4 0.5 6.3 2.7 9.9 100.0
一

小 売 業
金額 79.7 9L3 L278.0 764.8 2,213.8 20.52L4

% 0.4 0.4 6.2 3.7 10.8 100.0
藁

金 融 業
4～額 197.1 681.5 2,874.3 4,511.3 8,264.1 92,233.0

% 0.2 0.7 3.1 4.9 9.0 】00.0

生命保険藁 〔含代 金額 408.0 988.7 4,696.3 4,963.0 11,056.0 109,809.3

理業・サービス.業) % 0.4 O.9 43 4.5 10.1 100.0
樽

損害保険藁(合 従 金額 189.2 1,012.4 16,06D.4 6,653.4 23,915.4 159,188.4

理業・サービス案) % 0.1 0.6 10.1 4.2 15.0 100.0
　

電 力 ・ガス 撰 集
金額 168.3 319.0 151953.2 4,194.1 20,634.6 158,569.1

% 0.1 0.2 10」 2.6 13.0 100.0

広告 ・調査 ・情報 金蘭 85.8 29.3 338.5 71.5 525.0 9,050.0

提供 サー ビ ス 業 % 0.9 0.3 3.7 0.8 5.8 100.0

情報処理サービス 金額 157.9 424.3 3勺35.3 2,449.9 6,467.4 67,080.4
.

藁・ソフトウェア業 % 0.2 0.6 5:1 3.7 9.6
L

100.0

9-1-8(4}表 業 種別 ・コ ンピュー タ経 費月 額平均 〔4)

ぴt位:F円)
'社 費 名

吟

9、

,

。。.＼
・一 　

外 注 費 総

計

青

空

1委

1・ ほ

1
>一 「

一「
さ

計1費
}'

算 検
孔

貸 費

7.作

ロ成

■
グ.3s

ラ託

ムn

プ
ロ

グ
ラ
ム

問
入

費

そ

の

他

外

注

費

合

計

一 ー

三

公

一 次 巌 粟 計i

。
.

亨.「

二 次
.

ヤ{

'』… 『「 εi♂「w亘

。1麟 寒 司

%

』..s_._一_

闇1漂
1

幽 一7i鎚 一1iII9-7「m-1←

1・・LLエ 」 ・・92・ ・

2,043.4

15.8

12.93Ll

lOO.0
ム.・

678,61436.211

1,:《・2.411.5
・,

.

63.9

0.21

ト179.5

4.1

2,727.3

95

28,625.3

}00.0

・一 雨 「'

。 。闇
{'ρ1

U68.42.08L6

__.__一_三 ユ_三 三

527.41L986.6

一型 ∵
川.9121.2

.
0,50.1

___」 一,1

2,812.2

6」

745.5

3.6

7,095.5

15.3

46,250.7

100.0

2.5

1

・・L
3,392.5

16.4

20,748.4

100.0

金額全 産 集 計

%
・

772.1

2.1

ハ.428.gl胸.256,9

3,・11、9・.2

1,⑨43.5

53

4,882.7

}3.3

36,642.6

|00.0

i繊 216.5 2723

L3

100.7

b.5

15.9

0」

364.5

い8

969.9

4.8

20,294.3

100.0

金蘭緒 工 業

1%←.'--一^}.

1化 学1:業,

に...%
`、∫楠製品製造 裳畑1

A－ 一 一

1金 額

1
-「^一 一..1.

■ 金 額
}

l

l

1・ 「

… 可 ・7・,7

1.4}
.、⊥__.._、

1、239コ1

-一..已L..三fL-一 ,
口45.21

%・ ・51

157.2

0.9
__.L__,__

53.31473.9「
o・312・8

L403.8

8.3

)6,850.5

}oo.o

主

な

某

棟

2.8]

1,987.71

… ⊥
1㌻閤 …

2.6

5.50L9

11.8

46,556.4

100.0

鉄 鋼 草

一.　 .

3,627.O

L7

4,346.5

2.1

193.2

0」

13,078.8

6.2

22,390.7

10.6

211,635.1

100.0

電 気 機械 器 具

製 造 業

金額876.8

%3.0

877.2

3.0

525」

1.8

19.9

0.1

2,079.9

7.2

4,379.0

15.)

29,062.4

100.0

輸送月1機械器具

製 造 藁

金額

%

423.1

1.4

㌧074.4

3.5
プ

393.4

1.3

78」

0.3

668.4

2.2

2,637.4

8.5

31,064.6

100.0

剤〕 業 ・ 商 社
金額

%

一
379.2

L9

L230.5

5.2

730.4

3.7

27.7

0」

915.9

4.6

3,283.7

15.6

19,729.7

100.0

小 売 業
金額

%

65L7

3.2

L570.4

7.7

377.2

L8

51」

0.2

1.n4.7

、5.4

3,765.O

I8.3

20,521.4

100.0
某 「' －A・1

1金 融 業
金額

%

,.

2,213.1

2.4

1.100」

1.2

LO71.8

L2

64.9

0」

3,092.8

3.4

7,542.8

8.2

92,233.O

IOO.0

生命保険鮒 含代

理業・サービス剰
「

金額

%

415.0

0.4

1,672.O

L5

亨

52.7

0.0

70.0

0.1

3,3δ4.7

3.1

5,594.3

5」

109,809.3

100.0

囎 熊 劇 合川 金額

殿 ・サ・一ビ・酬 司
一-「 一 」

4,235.4

2・71

28,594.O

I8.0

7,708.2

4.8

78.4

0.0

)0,315.0

5.5

50.93LO

32.0

159」88.4

100.0

電 力 ・∀ス 事 業
金額

%

22,605.0

14.3

15,410.7

9.7

5,047.5

3.2

0.0

0.0

9,569.6

6.O

52,632.8

33.2

158,569.1

100.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サー ビ ス 案

金額

%

34.3
}o .4

L4083

15.6
1

0.0

0.0

33.O

o.4

3・.811、 部.3

0.3{16.6
1

9,050.0

}oo.o

情報処理サービス

業 ・ソフトウェア業
,

金額

% L3

854,115,999.8

8・gl

2,046.7

3」

90.1

0.1

.

5・2部・'い 撫 ・8

7・8121・2

67,080.4

100.0

《
N
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9-1-8{5}表 業種別 ・コ ンピ ュー タ経 費月・額 平均(5)

iii_tL、1:「-111

.∨

業

経 費
.

＼
＼＼

＼

＼ 「、

棟 別

名|

l
l
l

|

i

＼

そ
「一 ヂ'一.・'...丁

埴:

偲i

回1

線i

使1

用i
|料

の 他
「 「

:
'えl

l
の;

`

他1

i:

.

u36.2i

R.8:
一 ●___1

総'
` 撃今'"τ

Ti
タ}

翰1

送

費

417.6.

3.21

←
77.,1

　

0.31

元丁
Ｔi
三皇1
絡l

l費1ム

已 ↓昌_三532.Ol .

4.li

312.5i.
1斗

1

ト ー.量_,}

栖

芸

亘

£
四

川
層

一 次 産 業 ・園
.

186.7

11

.4・

12.931.口

1。o、ol

.一 ㌫ ∋ 一.一'"

w.{}1
_.⊥.

0."

o』

204.3

{'・エ二 次 産 業

`

・,塁
824.11

・!

2・9;

1.21、 、3「

14
.2!

.」一

三 次 産 業 計
金額

%

T

L938.と);

[4
.21

.

→

3】6.61

iO
,・71

._↓.一 、

382.6

…L
2.64・.1[

5.7{
幽

暗.-一 デ

・6・25…l

ll)(▲,〈 川

－P,.

467.5

LO

・1.一.一 一ー ー 一・ 十

公 修 辞

「

金額

%

l

l65.3l

o・81

6.71

0.0

184.0

0.9

…"|『

356・Ol

l.7

20,748.4

100.u .

20.9

0.1

全 産 業 計
金額

%

1,325.3

3.6

192.7

0.5

3413

0.9

L860.2

5.1

36.白鳳

100.0

320.6

0.9

-王

な

業

種

.

繊 縄.工 業
金額

%

967.9

L…
70.8

。.31
1

1928.7

4.6

L967.5

当
20,294.3

1〈x}.o

241.9

1三

]6,85・.51

il(x).o

230.O

ll・4
化 学 工 業

金額1

% 」

「

886.21

11!5
.31

⇒
0.51

'一

277.9
'

!.61
L247

7.4
一4

石油製品製造業 釧
%

⌒-
1・520・91

3・31

1
435.9

0.9

169L7
iL5
1

12
.臼8.51

5.7

46,556.4

}L・x}.・↓_一.

12.2

0.0

]一 　 一一

〇.O

l…L…鉄 鋼 業
金額

%

2,541.6

L2

229.81

0.1

2,197.3

1.《,

4,968.7

2.3

2】1,635.1

,一 一

電 気 機 械 器具

製 造 業

金額

%

85L3

2.9

}06.7

0.4

92.7

0.3

1,050.7

3.6

29,062.4

100.O

200.9

0.7

槍遵用機械器具

製 造 業

金額

%

922.7

3.0

90.4

0.3

206.2

0.7

1,219.3

3.9

31,064.6

100.0.

266.9

0.9

卸 業 ・ 商 社
金額

%

622.2

3.2

52.9

0.3

110.2

0.6

785.3

4.0

19,729.7

100.0

436.6

2.2

小 売 業
金額

%

552.0

2.7

98.2

0.5

83.7

0.4

733.9

3.6

20,521.4

1lW.0

-.一}一.姪 一 一.

92,Z33.O

i1。0.0

282.8

L4
.一ー一.

379.8

0・!金 融 業
金額

%

5,685.9

6.2

569.6

0.6

35L4

0.4

6.6《〕6.9

7.2
」 ・L..

2,472.7

23

●ラ^－L-w-.『 ・一.　

生命保険剰 含代

理業・サービス業}

金額

%

4,467.0

4.1

0.0

0.0

277.7

0二3

、.翔1ラ†

4.3

109.8{}9,3

11・ ・.・一.「.

損害保険業}含 代

理業・サー ビス業)

金額

%

4,213.2

⇒
i2・087・41

L3

19・5.2
L

o・日
_

、7,205.811
4.5

159」88.4

100.o

U.0

0.0
一.'

電 力 ・ガ ス事 業
金額

%

1,022.2

0.6

3,686.5

2.3

164.5

0.1

4,873.2

31.1

158,569.1

100.0

2,320.O

l.5

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ービ ス 桑

金額

%

16.3

0.2

0.0

0.0

27.5

0.3

43.8

0.5

9,050.0

100.0

0.O

O.0

情 報処理サービス

婁・ソフ トウェア業

金額

%

1,266.2

1.9

837.9

12

1,99L6

3.0

4,095.7

6.1

67,080.4

1(め.0

1,752.2

2.6

9-1-9表 業種別 ・機械設備費構成

(単位:千 円)

`呈費項目

i

C 周

.

周 オ 保 合 回

辺
辺

記

;
イ

守
費 答

P ン .

装
憶

装

端
末装

保

険

社

惣純 別 u 置 置 置 費 計 数

金額 2,492.3 967.9 914.9 506.4 424.7 5β06.2 9
一 次 産 業 計

% 47.0 18.2 17.2 9.5 8.0 100.0

二 次 産 主 計
金額

%

3,224.1

24.3

L524.3

111・5

L25L6

9.4

3,657.6

27.6

3,614.4

27.2

13,272.1

100.0

512

金額 5,359.4 2,274.1 2,266.9 7,483.9 2,685.4 20,221.4 552
三 次 産 業 計

% 26.5 lL2 ll,237.0 13.3 100.0

、

金杏頁 3,950.3 2,125.8 L655.9952.8 676.7 9,361.5 62

公 務 計
% 42.2 22.7 17.7110.2: 7.2 100.0

全 産 業 計
金額

%

4,296.5

262

1,917,411,764.8

11.7!1・.8

1、 .M,.7
`

32.6

2,976.8

18.2

16.375」

mO.0

L135

金額 3,169.4 1,115.6 1,565.2 2,202.7 1,334.8 9,387.6 31

繊 維 工 業
% 33.8 1L9 16.7 23.5 14.2 100.0

金額 2,360.8 LO60.8 747.5 1391.0 1β27.6 6,887.8 59

化 学 工 案
% 34.3 15.4 10.9 20.2 19.3 100.0

金額 5,526.7 4,821.4 3,059.6 3,521.6 2,748.3 19,677.6 10

石油製品製造業
% 28.1 24.5 15.5 17.9 14.0 100.0

金額 10,954.5 7,978.6 3,424.8 25,793.4 48,716.8 96,868.2 24

9

鉄 鋼 叢
% 1L3 8.2 3.5 26.6 503 100.0

』}…

電 気 機械 器 具 金額 2,069.9 1β43.1 1.3273 5,807.3 2,113.2 12,660.9 72

製 造 業 % 16.3 10.6 10.5 45.9 16.7 100.0

給送用機械器具 金額 3,489.4 1,480.6 1,369.4 3,910.6 41710.4 14,960.5 43

製 造 業 % 23.3 9.9 9.2 26.1 3L5 100.0

な
金額 3,ll4.0 992.4 1,127.6 2,829.8 976.9 9,040.8 117

卸 業 ・・商 社
% 34.4 11.0 12.5 31.3 10.8 100.0

金額 2,155.4 1,096.8 844.5 2,727.9 L850.2 8,674.9 52

小 売 集
% 24.8 12.6 9.7 3L4 2L3 100.0

宴
金額 12,219.1 5,615.0 4,627.9 23,588.7 71547.1 53,597.8 95

金 融 業
% 22.8

.
10.5 8.6 44.0 14.1 100.0

生命保険業(宮 代 金額 15,595.7 4,922.7 8,458.0 8,765.0 25,199.7 62,941.0 3

種
理 業・サービス業) % 24.8 7.8 13.4 13.9 40.0 100.0

損害保険業(含 代 金額 9,065.O 5,76L2 4,552.2 24,162.2 12,435.8 55,976.4 5

理業・サービス藁} % 16.2 10.3 8.1 432 22.2 100.0

金額 20,245.3 9,877.3 12,467.4 10,417.0 1,902.7 54,909.7 10

電 力 ・ガ ス事 業
% 36.9 18斗

一22'7
19.0 3.5 100.0

広告 ・調査 ・情報 金額 3,036.3 429.0 843.0 55.0 563.0 4,926.3 4

提供サービス 藁 % 61.6 8.7 17.1 1.1 11.4 100.0

情報処理サービス 金額 6,951.8 2,801.6 3,834.1 4,728.5 2,225.7 2054L7 69

業・ソフ トウェア藁 % 33.8 }3.6 18.7 23.0 】0.8 100.0

u
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|
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命
N
べ



9-1-10表(総 合) 業種 別 ・1社 当 り月 間経費対 月商 比平均

〔注}コ ンピュータ経費合計と月商の双方とも記入のあった回答についての集計である.

業 補 則

回

答

杜

数

1

社当

り
平^
均千
月
間円
4逢)
費

1

量

二言

寵
商

月桂費/月 商

平
.

均

1
-

1収め

上

限

1
-

1000

下

限

1
-

1㎜

一 次 産 業 計 8 13,226.3 12,305.2 1.07 7.14 0.59

二 次 産 業 計 510 28,7ハ5.2 7,488.7 3.83 868.44 0.26

三 次 産 集 計 377 38,603.7 15,594.6 2.48 9、07L24 0.04
1

公 務 計 0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00

全 席 桑 計 895 32,742.1 10,94G.2 2.99 9.07L24 o.04

主

な

藁

檀

姐 維 工 業 31 20,294.3 5,206.0 3.90 225.00 0.52

化 学 工 業 59 16,850.5 5,030.3 3.35 13.03 0.70

石油製品製造業 10 46,556.4 57,784.6 0.81 3.44 0.55

駄 鋼 業 23 220,455.1 32,202.8 6.85 9.67 0.87

電 気機 械 器 具

製 造 業
72 29,062.4 4,307.1 6.75' 73.76 L86

.
輸送用機械器具

製 造 業
43 3㌧064.6 9,939.7 3.13 91.49 0.26

卸 集 ・ 商 社 ll7 191729.7 34,504.4 0.57 27.42 0.04

'卜 売 業 52 20,521.4 4,550.7 4.51 40.28 0.96

金 融 業 (93) 〔94.068.2} (67.816,8) (1.39) (18.36) {0.10)

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
(3) 〔109.809.3) (526.206.8) (0.21} (L64) (0.08}

損害保険業(含 代

理業・サービス業}
〔4) (189.844.0) {L189.082.9) 〔0」6) {15.95) (0.04)

電 力 ・ガ ス事業 10 158,569.1 3LO85.6 5.10 15.24 2.67

広告'調 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス薬
4 9,050.0 3,001.4 3.02 199.33 0.89

情呼処理サービス

填・ソフトウエア案|
68

1

67,848.5 122.8 552.34 9.07L24 4.17

金融填.証 券業.生 命保険業.損 害保険業は年商{月 商}の 意味 がちが うので,産 業計の計算か ら除外してある。

9-1-11表 (総 合)業 種 別 ・従業員1人 当 り月 間経 費

【注)コ ンピュータ経費合計と従業員数の双方とも記入のあった回答についての集計である。

婁 種 別

回

答

社

数

1
社
当
り
平
均_
月手
間円経 }

費

1
吐
当
り
平
均_
従人
妻}
日
数

月間経費/1人(干 円)

平

均

上

限

下

限

一 次 産 業 計 8 13,226.3 1,456.1 9」 25.9 2.1

二 次 産 集 計 512 28,625.3 2,384.6 12.0 603.1 0.6

三 次 産 集 計 552 46,250.7 2.032」 22.8 10,775.0 0.6

公 務 計 61 20,978.9 5583.8 3.8 1,149.3 0.5

全 巌 婁 叶

公務 を除 く全産 婁

lJ33

LO72

36,692.0

37,586.2

2,378.6

2,196.2

15.4

17ぼ

10,775.0

10,775.0

0.5

0.6

主

な

業

種

繊 維 工 業 31 20,294.3 2.32L2 8.7 234.4 1.1

化 学 工 某 59 16,850.5 1、609」 10.5 42.9 3.0

石油製品製造真 10 46,556.4 2,807.4 16.6 33.5 4.3

鉄 鋼 真 24 211,635.1 9,734.1 2L7 35.0 3.4

電 気 機 械 器 具

製 造 業
72 29,062.4 2,275.1 12.8 95.7 2.1

輸送用楓械器具

製 造 業
43 31,064.6 4,282.7 7.3 74.4 0.6

卸 集 ・ 商 社 117 19,729.7 965.7 20.4 290.8 2.6

小 売 業 52 20.52L4 2,005.8 102 9L5 ぷ7

金 融 業 95 92,233.0 1.733」 53.2 61L7 L5

生命保険業 〔含代

理業・サービス婁)
3 109,809.3 9,199.7 11.9 12.6 9.3

損害保険婁(含 代

理 業・サービス婁)
5 159」88.4 3,372.4 47.2 6LO 18.3

電 力 ・ガ ス事 業 】0 158,569.1 8,663.0 18.3 37.3 9.8

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス婁
4 9,050.0 566.3 16.0 332.2 4.1

情報処理サー ビス

業 ・ソフトウエア藁
69 67,080.4 15L6 442.5 4,118.6 4.6
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9-1-12表 主力機種 別 ・1社 当 り要 員数平 均

＼ 職 種
庶 ,ぐ オ プ S 管 合 回

務 ン ぺ 口
計

答

そ

の

チ

ヤ

レ

1

グ

ラ
理 人

社

実

主力機種 他 1 タ マ E 職 数 数

1 社 内要 日記入社数1 45 26 30 46 37 46 48

1社 内 要 員 平 均 36.3 12.4 2L1 49.2 39.7 16.7 175.4

1ひ 現制 人に駕・[『8'る超 大 型
1地 堤袖人数割合"均

2.2 0.7 1.3 2.9 2.4 1.0 10.5

1派 遣要日記入社数 9 17 29 17 lO 4 34

1派 遣 要 員 平 均 10.2 13.5 19.8 17.4 10.| 0.9 7L8

戸 内馴 記入}斑
1社 内 要 員 平 均

284

9.3

171

8.1

180

9.5

291

20.9

228

14.7

319

7.5 70.0

326

1骨理れ 人に対'`'る大 判 爬 臥 数齢w

声 遣要員記入韻
派 遣 要 員 平 均

L2

13

1.0

Ll

115

5.8

1.3

164

8.0

2.8

67

3.1

2.0

45

2.9

1.O

I2

0.1

9.4

21.0

221

社内要員記入社数 277 406 334 567 342 510 623

社 内 要 員 平 均 L3 3.6 1.8 5.3 L9 1.5 15.4

中 型
代理 者`八 に吋† る
他項檀人数割イc'ト`均 0.9 2.5 L2 3.6 1.3 LO 10.4

派遣要員記入杜数 ll 110 79 45 28 6 177

派 遣 ・要 員 平 均 0ユ 2.8 1.3 L5 0.5 0.0 6.2

社内要員記入仕抜 35 99 92 147 54 103 186

社 内 要 員 平 均 0.3 L7 1.2 2.2 0.4 0.6 6.5

小 型
粁理者1八 に対する
他敬相人数潮合平均 0.5 2.6 .L9 3.5 0.7 1.0 10.1

派遣要 員証人社数 1 13 6 7 3 o 21

派 遣 要 員 平 均 0.0 L3 0.4 0.6 0.2 0.0 2.5

吐内妻.貝記入社数 3 10 15 18 4 12 24

社 内 要 員 平 均 0..5 1.0 1.0 1.2 0.2 0.5 4.5

超 小 型
脊理 れ1人 に吋†る
池殿樽人数割fT'ド均 1.0 2」 2.1 2.4' 0.3 LO 8.9

派遣要員記入社数 0 0 0 0 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社内要員記入社数 0 0 0 1 0 0 1

社 内 要 員 平 均 0.O 0.0 0.0 3.0 0.0 0.0 3.0

オフ ィスコンピュータ 管理 力1人 に灼†る
他項t怜人数割合平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

派遣要員記入杜数 o 0 0 0 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0

社内要員記入社数 3 5 4 11 5 6 f4

社 内 葵 貝 平 均 0.6 Ll 1.0 2.6 0.6 0.9 6.8

ミニ コ ン ピ ュ ー タ
管理者1人 に.,す る
他校槍大薮間合平均 0.7 L3 L2 3.1 0.8 LO 7.9

派遣要員記入杜数 0 2 0 0 0 0 2

派 遣 要 員 平 均 0.0 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 4.5

社内要員記入社数 0 0 0 1 0 0 1

社 内 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 4.0

そ の 他
管理者1人 に対† る
他職■人数割合平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

派遣要員記入社数 0 0 0 0 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.O

社内要員記入社数 647 717 655 1,082 670 996 1,223

社 内 要 員 平 均 4.6 4.8 4.5 10.6 6.5 3.5 34.6

総 平 均
管1塁者L人 に対†る
地境橿 人数割合平均 L3 1.4 L3 3.0 L9 1.0 9.8

派遣要員記入社数 誕 257 278 136 86 22 455

派 遣 要 員 平 均 L3 5.0 5.9 3.4 2.4 0.1 18.1

9-1-13表 業種別 ・従業員数規模別 ・コンピュータ要員平均 と対全従業員数比

企従業員数規模 無 五 五 一 三 四 五 「 三 五 一 合

○
○

～

O

O

○

○

O

O

O

O

o
o
O

○
○
○

O
O
O

○

○

記 入

来

九

九

～

二

九

九

～

三

九

九

～

四

九

九

～

九

九

九

～

三
九
九
九

～

四
九
九
九

～

九
九
九
九

O
o
人
以

業 種 別 入 満 人 人 人 人 人 人 人 人 上 計

要員数平均 8 7.0 0.0 9.0 4.0 0.0 0.0 25.0 0.O 23.o 0.0 13.3

一 次 産 業 計
比 協 ・. 291.67 O.00 55.73 11.32 0.OO O.00 )2.99 0.00 3.83 0.00 9.72

要員数平均 539 12.3 3.1 5.4 6.2 7.5 ]0.2 〕8」 37.1 67.3 361.5 29.2

二 次 産 業 計
比%.. 627.12 42.31 27.80 18.84 16.62 14.43 |0.93 9.91 9.97 13.60 )2.12

要員o平 均 605 12.9 24.3 30.8 26.5 28.3 32.7 42.7 80.6 64.0 24L3 40.7

三 次 産 業 計
比 泊`. 605.05 333.4L 171.56 75.62 65.47 48.11 24.04 20.59 lO.10 6.28 18.57

要員数平均 70 19.5 32.8 68.5 6.0 10.0 1LO 15.0 21コ 26.3 4L7 25.3

公 務 計
比 垢.. 79,054 500.00 331.32 18.46 21.28 15.75 8.75 5.69 3.63 1.61 4.39

要日数平均 1,222 13.3 22.6 23.8 16.5 】7.7 19.0 27.8 50.4 58.1 246.7 34.6

全 産 業 計
比%" 618.!9 31}..56 129.21 48.47 40.20 27.37 16.29 13.27 8.63 7.別 13.89

要日数平均 32 12.5 3.5 6.o 5.3 7.0 14.2 25.3 37.7 43.8 104.0 23.7

繊 維 工 業
蛇 石.. 531.91 42.94 30.35 16」6 15.02 21.50 M.26 9.77 7.48 7.54 〕o.43

要員数平均 65 0.0 0.0 6.0 6.4 7.0 8.8 19.2 45.7 75.6 0.0 19.5

化 学 工 業
比 泊.. 0.00 0.00 25.37 19.14 15.34 12.57 )L53 n、60 12.20 0.00 12.32

要日数平均 〕2 o.o 0.0 3.o 0.0 )LO 6.5 59.0 50.3 159.o 0.0 47.0

石油製品製造業
比 泊" o.oo O.00 15.71 O.OO 24.44 9.29 27.72 12.43 26.54 o.oo 18.44

要員数平均 24 0.0 0.0 5.5 3.0 0.0 11.6 18.3 35.7 243.0 759.6 18L2

鉄 鋼 業
比 垢4。 0.00 O.00 23.40 9.46 o.oo 15.15 10.76 10.28 26.76 19.22 18.61

主
電 気 機 械器 具 要日数平均 74 0.0 o.o 8.o 5.9 0.0 13.5 18.9 35.0 η.5 379.5 27.5

製 造 業 蛇 石` 0.00 0.00 40.57 18.17 o.oo 1836 10.59 10.16 6.36 15.63 12.32

輸送用機械器具 要員数平均 45 0.0 0.0 3.0 9.0 O.0 8」 μ.3 2?.1 82.2 180.0 41.4

製 造 業 地 文』.. 0.00 0.00 17.58 29.03 0.00 10.67 9.33 7.38 12.】4 6.39 7.93

な
要回数平均 |26 4.0 5.8 7.5 12.) 23.0 )5.4 22」 77.0 49.5 64.0 】6.2

卸 業 ・ 商 社
比 賄.. n4、94 84.83 43.85 35.12 52.96 23.72 14.75 19.23 7.24 5.75 17.09

要日数平均 54 2.0 6.7 5.9 7.2 7.o 13.5 58.6 33.0 53.2 46.5 28.7

小 売 業
地 放" !oo.oo 79.68 32.46 2】.54 15.23 21.67 JL95 8.4? 8.38 4.65 14.60

集
要u数平均 107 20.O 5.0 9」 15.0 23.8 28.7 57.6 123.5 157.5 448.0 54.7

金 融 業
比 狛" 1538.46 84.75 42.81 40.84 54.41 39.85 3D.68 3}.86 28.40 2L15 30.21

生命保険業(含 代 要日数平均 6 O.O 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 89.0 0.0 177.8 M8.2

理業 ・サー ビス業) 比 垢ll 0.DO 0.00 u.oo 0.00 o.oo 0.OO O.00 20.02 0.DO 6.】5 7.14

種
損害保険業(含 代 要員数平均 5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 69.0 114.o 123.0 o.o 88.8

理業・サービス業) 北 柏.. o.oo 0.00 O.OO 0.00 0.00 0.OO 27.56 3Lo8 2L54 0.00 26.33

要日数平均 10 0.0 O.0 0.0 0.0 O.0 11.5

.

60.0 83.O 70.0 ll9.2 83.2

電 力 ・ガ ス事 業
比 焔. o.oo 0.00 0.00 0.00 0.00 18.61 33.09 23.33 11.52 8.06 9.60

広告 ・調査 ・情報 要日数平均 4 0.O 7.o 0.O 6.0 8.O 0.O

.

11.0 O.0 0.0 0.0 8.0

提 供 サ ー ビス業 比 狛.. 0.00 140.00 o.oo 16.67 19.75 o.oo 7.59
.0・00

0.00 o.oo 14.口

情報処理サー ビス 要員数平均 73 18.2 61.6 154.5 237.o 435.0 390.3

.

170.0 O.O O.0 o.o 101.5

業ヴ フトウエア業 比 狛.. 940.61 836.86 840.97 686.96 10σ9.28 5鶉.10 141.67 0.00 O.00 O.00 686.27

u

＼

μ

1

、

世

心
N
㊤



9-1-14表 業種別 ・職種別 ・年齢平均および月額給与平均

(注)「 月額給与Jは.毎 月定額を支給せられる賃金の合計て㌧賞与.超過勤務手当を含 まない .

職 権

藁 種 別

'ぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

|
タ

プ

ロ

グ

ラ
マ

S

E

回

答

杜

数年
齢

A
給千与
円
)

年
齢

⌒
給千
与円

)

年
齢

(
拾子
与円

)

年
齢

A
給千
与円

)

一 次 産 業 計 21.5 112.0 22.5 127.5 27.8 188.0 31.0 246.8 9

二 次 産 集 計 22.6 114.0 25.9 138」 28.6 168.0 33.3 208.7 499

三 次 産 業 計 22.8 114.0 25.5 140.7 28.1 167.4 32.4 213.4 539

公 務 計 25.1 117.0 27.1 132.4 28.7 150.8
-

34.3 196.2 68

全 産 業 計 22.8 114.1 25.7 139.3 28.4 166.8 32.9 210.8 L105

主

な

薬

練

繊 維 工 業 22.9 99.9 25.1 126.5 29.2 159.4 33.9 206」 29

化 学 工 業 23.0 110.1 27.4 140.7 28.1 162.1 33.6 206.9 58

石油 製 品製造業 2L5 ll5.5 22.3 116.8 28.4 161.3 33.2 241.3 10

鉄 鋼 藁 22.4 113.7 27.2 162.2 29.4 173.6 3L8 206.6 19

電気機械器具製造業 22.8 117.8 27.7 138.7 27.9 169.1 33.1 202.8 66

輸 送 用機械 器具

製 造 業
22.6 109.5 27.4 137.8 28.9 159.8 31.9

「

192」 41

卸 叢 ・ 商 社 22.3 UL6 23.9 126.0 28.0 166.4 3L6 203.2 116

小 売 業 22.5 112.8 23.3 128.3 27.2 156.1 32.2 208.3 5)

金 融 業 21.2 107.8 25.9 154.1 28.0 173.2
1

32.9 23L9 98

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス叢)
23.5 117.5 0.0 0.0 25.3 1633 30.8 226.7 4

損害 保 険 業 〔含 代

理業 ・サー ビス業)
21.O 75.0 27.0 169.0 24.0 n8.3 31.0 210.3 3

電 気 ・ガ ス 事 彙 20.8 107.5 23.8 133.2 28」 157.9 32.3 204.0 9

広 告 ・餌壷 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
30.0 140.0 35.5 190.0 29.0 195.0 33.0 0.0 4

情 報処 理 サー ビス

業 ・ソフ トウェア藁
23.7 113.4 24.5 .134.0 263 140.7 3L1 194.3 63

9-1-15表 業種別 ・社内要員職務手当平均

「

職 樟

裳挿 別

答

数

1回|無|

記

入

数

1記{一

入

・

数

ン

チ

ャ享

1巴

オ

ベ

レ

1〒

タ巴

プ

ロ

グ

ラ♀

マ巴

S

♀

E巴

一 次 産 業 Io 9 1 3.0 3.o 5.0 6.0

二 次 産 業 計 s7 475 72 4.1 6.7 9.3 12」

三 次 産 文 辞 640 480 160 5.4 12.7 10.4 12.9

公 務 計 79 57 22 L9 4.0 2.8 2.s

全 産 業 計 1,276 1,021 2S5 4.6 IL5 9」 12.4

主

な

業

,

種

繊 緒 工 業 33 29 4 LO 5.0 6.O 10.0

化 学 工 業 66 60 6 2.6 2.0 6.0 5.0

石 油 製品製 造業 12 11 1 0.0 13.0 0.0 0.0

鉄 則 婁 25 22 3 Lo LO 5.0 LO

電気機械器具製造業 74 嗣 10 3.1 0.0 8.0 4.5

輸 送 用機械 器具
製 造 業

45 38 7 2.3 3.0 3.7 4.7

卸 業 ・ 商 社 131 97 誕 9.5 13.3 16」 18.9

小 売 業 55 37 }8
.

2.7 5.3 8.0 8.8

金 融 業 113 82 3} 2.2 2L1 6.9 8.5

生命保険業(含 代

理業 ・サービス剰
6 3 3 3.0 0.0 3.0 4.0

損 害 保険 業(含 代

理章 ・サ ー ビス剰
5 4 1 0.0 4.0 4.0 4.0

電 力 ・カ ス 事 業 10 7 3 2.0 IL3 0.0 0.0

広 告 ・酉査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 藁 4 3 1 0.0 2.0 3.0 0.0

情 報 処理サ ービ ス

婁 ・ソフトウェア婁
76 49 27 7」 10.0 10.8 1L3

小

ふ

8

0

u

＼

'
P

l

w

註

拓

斗

＼

".

へ

＼

書

竿



9-1-16表 業 種別 ・職種 別 ・残業 時間平 均

業 棟 別

そ
の

他

職 ∋ 庶1.、1。1プ

1・1・1ぺi・
チ

ヤ

1

lll

レ グ

1ラ

タ マ

S

E

1
箭1

理

職

回

答

吐

数

男'女 男 女 男 女 邪 女 ・1・ 男 女
ノ

一 次 産〔 業 計 1.0 6.5 o.o 7.0 M.7 5.0 18.1 6.0 27.5 0.0 0.0 0.0 9

二 次 産 業『 計 15.3 6.5 133 6.8 19.5 7.7 22.6 9.7 22.9 33.0 23.6 17.5 470

三 次 産 業 計 14.8 6.3 15.5 6.8 18.4 8.3 21.5 10.3 23.6 14.2 19.8 8.1 499

公 務 計 lL1 7.2 0.0 5.9 8.0 3.0 14.4 9.8 16.3 7.0 12.3 5.0 61

全 産 業'計 14.4 6.4 14.6 6.8 18.8 8.0 2L5 10.0 23.0 17.3 20.9 8.9 1,039

主

な

業

種

繊 緒 土 窯 10.0 7.9 0.0 5.9 17.7 7.8 18.0 7.0 】8.7 0.0 26.7 0.0 28

化 学 工 業' 5.7 5.7 0.0 7.4 16.0 8.7 18.8 10.5 19.5 30.0 20.3 20.0 54

石 油 製 品 製 造 業『 8.5 6.5 0.0 0.0 12.5 0.0 17.8 5.0 13.7 0.0 15.3 0.0 10

鉄 鋼 業 0.0 16.0 0.0 9.5 16.6 7.0 17.6 9.5 21.3 0.0 60.0 0.0 18

電気機械器具製造業' 10.1 5.7 10.0 6.8 2L7 6.6 24.8 9」 23.1 0.0 2L8 0.0 68

輸送 用機械 器'し

製 造 業
25.6 6.3 0.0 7.3 18.8 6.4 22.0 10.5 25.9 25.0 21.3 0.0 41

蓬P業 商 社 18.3 4.9 7.0 7.0 17.9 6.2 21.8 8.7 21.9 11.0 18.5 7.0 103

小 売 業 18.0 3.8 0.0 6.7 2L5 7.0 20.7 8.8 20.6 10.7 19.4 0.0 50

金 融 業 lL9 4.8 0.0 5.5 12.2 8.7 19.3 8.5 20.6 6.8 14.2 7.0 91

生 命 保 険業 〔含代

理業 ・サービス業)
6.0 5.0 0.0 5.0 10.0 0.0 20.0 1LO 18.0 20.0 0.0 0.0 4

損 害 保 険業(含 代

理業 ・サービス業)
0.0 1.0 0.0 10.0 LO 0.0 10.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 3

電 力 ・ガ ス 事 業 14.0 5.3 0.0 3.5 16.8 0.0 17.0 4.0 17.4 0.0 7.0 0.0 9

広 告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス業
0.0 10.0 0.0 15.0 15.0 7.5 10.5 12.5 20.0 0.0 45.0 0.0

'
4

情報 処 理サ ー ビス

業 ・ソ7ト ウェア業
15.7 8.3 17.5 7.8 26.5 8.6 28.7 lL8 32.9 12.5 23.2 6.5 68

9-1-17表 業種別 ・1社 当 り社内要員数平均 と被派遣要員数平均

胞 相 庄 ,ぐ オ プ S 管 合 目

● ン べ 口

そ チ レ 7 壇 答

の ヤ 1 ラ

他 1 ' ム E 口 計 吐

食 糧 男 女 計 男 女 計 男 女 叶 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 叶 敦

社内要員敏平均 o.4 0.8 L2 0.0 3.o 3.0 0.8 o.3 〕.〕 4.1 1.0 5.| 2.o 0.0 2.0 L3 0.0 1.3 8.7 5、} 13.8

一 次 産 皐 叶
被蹟遣宴日数平均 0.0 0.0 0.0 0.0 03 o.] 2.5 0.0 2.5 Oq 0.3 05 3.3 0.0 33 0.0 0.0 0.0 6.0 0.5 6.5 4

社内要員量平均 0.8 1.9 2.6 0.0 3.8 3.9 2.5 o.9 3.4 7.s 2.0 9.5 6.5 0.5 6.⑨ 2.8 O.0 2.8 初.〕 9.1 29.2 鵬

二 次`a計
笛濠遼嬰"平 均 0.2 0.2 0.` 0.O 6.9 6.9 4.9 o.4 5.3 3.2 0.2 3.4 3.o 0.0 30 0.0 o.o 0.0 u.4 7.6 19.] 176

社内要員敬平均 2.6 4.o 66 Ol 5.6 5.8 4.7 12 5.9 9.2 2.0 )12 66 0.2 6.7 4.2 0.| 4.3 27.4 13.2 ④、6 劔

三 次 度 鯉 計
被原直更日飯平均 o.9 1.4 2.3 o.1 3.9 工9 6.8 o.] 7.〕 38 o.3 4.2 2弓 O.0 2.3 0.2 o.o o.2 14.2 5.9 o.1 函

社内要員融平均 L8 ).0 2.8 oo 3.7 3.7 0.4 0.4 08 12.1 1.4 13.5 2.1 0.0 2.1 2.] 01 22 ]8.5 6.7 答.1 74

公 務 計
筒派遣要員敏平均 り.o 0.0 o」 0.0 3.o 3.o 23 0| 2.4 o.4 00 0.4 0.4 O.1 0.5 00 o.o o.o 3.2 3.2 6.4 駒

社内要目数平均 L7 2.9 4.6 oJ `.7 4.8 3.5 ).o 4.5 8.6 2.o 10.6 6.2 0.3 6.5 3.5 o」 3.5 臼5 〕Lo 34.5 L2圏

全 産 室 計
酋派遣顧 蝕平均 o.5 0.8 L3 0.0 4.9 5.0 5.6 03 59 3.2 o.2 34 24 0.0 2.` 01 0.0 0.1 11.8 6.2 旧」 ぷ

社内要買置平均 0.S L4 ).9 o.o 4.3 4.3 1.3 i.o 2.3 6.4 2.9 9.3 4.o 0.0 4.0 1.8 0.0 ).8 1`.0 97 23.7 泣

頃 抱 工 ●
被濠1書日蝕平均 o.o o.o 0.0 0.0 3.7 3.7 3.o o.o 3.o 1.7 o.6 2.3 03 0.0 0.3 co 0.0 O.0 5.0 4.3 9.3 7

社内要目叡平均 o.4 1.7 2.】 o.o 2.9 2.9 o.9 0.8 L7 4.3 L.5 、58 4.6 o.1 4.7 2.3 oo 2.3 12.5 7.o 195 65

化 学 工 禽
櫨艮遣要日数平均 0.0 0.2 o.2 0.0 3.1 3} 2.7 0.5 3」 2.0 o.3 2.4 L9 00 L9 0.0 0.0 O.0 6.6 4.1 10.8 22

社内要員融平均 ).〕 4.4 5.5 0.0 5.2 5.2 36 o.1 3.7 1L9 1.6 13.5 15.0 0.0 15、o 4.2 O.O 4.2 35.8 1L3 47.0 〕2

石棺製品製造竈
被濠遣要負数平均 00 0.0 0.O 0.0 37 3.7 3.0 0.) 3〕 07 00 0.7 0.] 0.0 o.t o.o 0.0 0.O 3.8 3.8 7.6 10

吐内書口数平均 7.6 n.5 】9」 0.2 8.5 8.7 23.0 1.3 24.3 ●.7 9.4 49】 ".5 9.8 鎮.3 2L7 0.0 21.7 1⑩.5 的.6 18L2 2`

銀 鏡 ●
被撮遺書日数平均 2.4 0.0 2.4 o.1 33.4 33.6 158 0.9 16.7 204 0.2 狛6 3Ll c.) 3〕.1 oo 00 0.0 臼8 54.6 10●` 1`

主
電気機筒日貝 社内嬰員数平均 o.4 1.8 23 0.O 4.5 4.5 L2 0.4 1.6 80 1.9 9.9 6.9 o.o 69 2.3 O.0 2.3 188 87 27.5 74

口 遭 貫 被舐遺要"平 均 0.0 O.5 0.6 0.0 7.o 7.o 9.8 L1 10.9 ユ、9 O.4 4.3 o.1 0.0 o.1 o.1 P.0 o.} 13.9 9.】 22.9 鵠

鎗適用機械口貝 社内要員薮平均 L2 21 3.3 0.0 8.9 89 52 LO 6.〕 9.2 2.9 〕2.1 7.7 O.0 7.8 5.3 00 3.3 25.5 14.9 4L4 45

製 造 自 櫨損連日日蝕平均 0.0 oJ 0.3 0.0 98 9.8 2.8 01 2.9 Lo 0.0 1.0 L2 0.1 L3 o.〕 0.0 o.1 51 〕03 15.3 12

な
社内要日敬平均 0.4 ).9 2.3 oo 3.3 3.3 0.4 1.O 1.` 2.9 |.| 4.O 3.2 o」 3.3 1.8 0.1 L9 8.7 7.5 16.～ 偽

姉貴 ・商社
蔵置遭要日数平均 0.3 Ol o.4 0」 3.2 3.3 61 0.3 6.4 2.4 0.D 2.4 2.9 o」 30 0.2 0.0 02 12.) 3.6 156 37

社内要員敦平均 o.2 2.2 2.4 o.o 5」 5.t LO 〕.2 2.2 4.1 08 4.9 1】. 05 12.4 1.8 O.0 1.8 】9.0 97 鵠.7 s

小 売 霞
筒濠遺書"平 均 0.0 o.1 o.1 o.2 5.9 6.2 2.6 o.5 32 o.8 0.2 〕.《, 0、 O.0 o.9 o.1 0.0 o.1 4.6 6.8 ll.4 19

貢
社内要口数平均 2.8 7.1 9.9 0.1 4.6 .4 .7 7.| 2.3 93 1・7 Z6 17.3 5.

.

0.2 59 7.3 0.2 7.5 3η 17.0 図、7 湖

金 融 嵩
被艮遭要口数平均 0.| o.o 0.1 0.0 2.5 2.5 5.2 0.3 5.5 4.o 卯 `」 2, 0.O 2.8 o.o 0.0 0.0 12.1 2.9 15.o Ω

生命保険自信 社内宴日蝕平均 7.0 15.o 22.0 0.O 23.7 23.7 7.7 43 】20 田.2 16.2 ↓4.3 35.8 0.7 36.5 97 o.o 9.7 規3 5'.8 〕砧、2 6

代理 裏 ・ヤー ピ

ス 劇 破滅遭要"平 均 s.8 8.8 〕5.5 0.0 15.3 )63 46.5 0.0 46.5 加、8 ].0 2L8 0.0 0.0 0.O o.5 0.O o.5 745 26.0 100.5 4

曽
損害保険霞恰 社内要員数平均 】0.6 17.4 捉.o O.O LO Lo 2.0 ).o 3.O 】6.6 9.8 加.4 19,

.

02 〕9.8 10.5 o.o 〕0.6 59.4 29.4 槌.8 5

代理婁・サービ
ス劃 箇損遺膜日蝕平均 ・54 29.4 論.8 0.0 )o.6 10.6 238 0.0 23.8 6.4 5.6 12.0 L6 0.0 1.6 〕.8 00 1.8 拍.0 45.6 路.6 5

社内要員数平均 7.5 42 】L7 o.o 8.o 8.o 7.5 o.3 7.8 15.0 】.9 16.9 24.7 0.0 24.7 )4.1 o.o 14.1 田.8 14.4 幻.2 10

電 力 ・∀ス亭 禽

被艮直書員数平均 6.0 0.0 6.0 0.0 〕.o Lo 7.7 o.7 8.3 50 0.0 5.o o. O.0 07 0.0 o.o 00 ]9.3 1.7 2|.0 6

広 告 ・■査 ・筒 口 社内要日蝕平均 00 0.3 0.3 00 O.5 o.5 LO 0.5 1.5 3.o 0.8 38 o,

.

o.o o.5 ).5 OD 1.5 6.o 2.0 8.o 4

提供サービス禽 貧原遺賢日蝕平均 o.o O.0 0.O 00 5.0 5.o o.o 0.0 oo o.o O.0 00 o. o.o

.

o.o O.0 0.0 o.o 0.0 5.o 5.0 1

情報処理サーピ 社内■日蝕平均 9.2 】2.0 2L2 0.3 胞.7 )9.0 10.7 1.o lL7 20.o 6.1 茄.1 15.c o.3 ]53 7.9 o.3 82 臼.1 漣.4 1m.5 73

ス集 ・ソ7ト ウ

ェア叢 笛援遼贋買置平均 3.1 3.7 6.8 0.O 63 63 9.6 0.6
1口・1

8.8 0.8 96 50 o.o 5.0 0.8 00 0.8 2?.2 11.4 38.6 "

Li

k'

P

l

w

蟄

鼻
ω
H



9-1-18表 派遣元に対する派遣要員1人 当 り日額換算支払費用平均

(千 円)

職 種

真 相 別

ノ{

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

「

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S
「

.

E

－ 次 産 業 計 10.0 12.5 48.0 32.0

二 次 産 集 計 12.2 15.6 19.6 22.8

三 次 産 業 計 11.1 145 17.8 25.5

公 務 計 12.9 15.4 15.7 20.9

全 産 業 計 11.8 15.0 18.7 243

主

な

短

簡

繊 維 工 業 1L3 14.0 17.0 19.0

化 学 工 業 11.0 15.3 18.0 24.0

石 油 製 品 製 造 集 12.6 15.8 26.0 20.0

鉄 鋼 藁 14.4 15.8 1メ.5 19.0

電 気 機 械 器 具 製 造 業 ll.0 15.5 17.8 25.0

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 16.9 15.3 ]8.3 27.0

卸 莫 ・ 商 社 1L1 14.8 19.1 28.8

小 ・ 売 業 10.5 13.3 13.3 25.8

金 融 業 】o.9 13.5 17.9 36.2

生命保険業(含 代理業 ・サービス剰 0.0 15.7 0.0 0.0

損害保険業(含 代理業 ・サービス業} 9.5 145 16.0 20.0

、

電'力 ・ ガ ス 事 業 9.0 15.7 17.3 20.0

広告 ・口査 ・情報提 供サー ビス婁 13.0 O.0 0.0 0.O

「

情報処理サービス藁・ソ7ト ウェア業 9.8 13.0 17.4 19.5

9-1-19表 業種別外注パンチ単価平均

(銭)

職 特

集 種 別

数

学

(A)

英

字

(B}

カ

ナ

(C}

左

の

ll

ド+i+c)

平 と均
さ単

価
で
外注

し

三
る

一 次 産 真 計 30.0 42.5 57.5 43.3 36.0

二 次 産 裏 書 3L2 393 5L3 40.6 35.4

三 次 産 題 辞 30.8 42.2 55.7 42.9 34.3

公 務 計 3L7 4L6 53.7 42.3 34.5

全 産 建 計 3LO 4Lo 53.9P 42.0 34.8

主

な

業

種

憤 維 工 業 '30
.8 37.8 46.3 38.3 43.2

化 学 工 業 34.0 4L6 5}.9 `2.5 35」

石 油 製品製造 業 3LO 4L7 54.6 42.4 30.0

鉄 鋼 寒 29.2 37.8 47.2 38」 36.3

電 気 機 械 器 具

製 造 業
33.2 43.9 60.7 45.9 ・35

.1

輸 送 用機 械器具

製 造 業
34.3 43.3 58.4 45.3 30.6

卸 黄 ・ 商 社 32.4 44.8 56.0 44.4 4LO

小 売 彙 3如1 44.3 60.8 45.4 30.7

金 融 藁 3L6 42.6 57.4 43.9 26.5

生 命保 険 業(含 代

理秦 ・サー ビス劇
33.8 50.3 65.0 49.7 0.0

損 害保 険 婁(含 代

理婁 ・サー ビス章)
3L5 49.5 69.0 50.0 32.S

電 気 ・カ ス 事 業 31.8 42.3 59.2 44.4 38.2

広告 ・頁 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 婁
30.0 50.0 50.0 43.3 54.0

情 報 処 理サ ー ビス

婁 ・ソフ トウェア婁
28.2 38.2 50.4 38.9 36.8

ふ

ぱ

¢

u

＼'

P

1

>

謹

＼
、Jl

へ

＼

盲

撃



9二1-20表 地 方別 ・外注 パ ンチ単価平 均

(銭)

字 種

地 方

数

字

(A)

英

.

字

〔B)

カ

ナ

〔C.)

左

の

:

(A+i+c)

平と
灼き
単
価
で
外
注
し

三
る

北 海 道 30.0 40.O 60.0 43.3 36.0

東 北 27」 36.1 46.5 36.6 35.6

、

北 陸 31.8 39.1 49.3 40.1 33.7

関 東 32.9 4L5 56.1 43.5 36.0

東 京 31.2 41.9 52.0 4L7 41.1

東 海 3L5 43.2 58.6 44.4 28.2

近 畿 33.0 46.0 6L6 46.9 38.2

中 国 28.7 39.0 50.7 39.5 37.3

四 国 29.3 38.6 51.2 39.7 32.9

九 州 沖 田 32.0 42.2 54.6 42.9 34.2

全 国 平 均 31.0 4LO 53.9 42.0 34.8

9-1-21表 業種別 ・コン ピュー タ関 連教 育費用

対 象

業 権

コンピュー タ部門要 員用 一 般 社 員 用

要

員

教

育

費

記

入

一

社
当
平
均

璽
千

里

敦 数育

R

要
員
数
双
記
入

一

人
当
平
均

墾
千

里

社
員

教
育

費
記
入
数

一

社
当
平'均

墾
千

巴

教 入
音 数

費

従業

員
数
双
記

《
当
敦
青

雲
千

里

一 次 産 業 計 4 925.0 4 46.3 0 0.0 0 0.0

二 次 産 集 計 273 738.5 272 23.8 132 1,221.9 132 0.4

三 次 産 業 計 247 1,159.9 245 23.5 120 1,837.8 120 L2

公 務 計 40 1,237.4 40 5L2 23 1,107.5 23 0.2

全 産 業 計 564 959.7 561 24.9 275 1、48L1 275 0.6

主

な

婁

務

繊 維 工 藁 14 552.4 14 16.6 9 754.6 9 0.2

化 学 工 業 34 609.3 34 27.3 9 ・355.6 9 0.2

石 地 製 品 製 造 業 8 L627.5 8 37.8 4 1,262.5 4 0.4

鉄 鋼 業 10 1,539.6 10 1L1 ll 11674.5 】1 0.2

電気機械器具製造業 43 786.4 43 23.0 22 318.9 22 0.2

輸送用機械器具製造業 24 706.9 24 16.8 19 466.6 19 0.1

卸 業 ・ 商 社 44 444.9 43 23.1 19 843.9 19 0.8

小 売 業 20 848.6 20 30.7 10 L436,5 10 LO

金 融 業 51 1,092.0 50 19.3 32 2,454.9 32 1.6

生 命保 険業(含 代理

業 ・サ ー ビ ス 業)
1 200.0 1 1.5 0 0.0 o 0.0

損 害 保険業(含 代 理

業 ・サ ー ビ ス 婁)
5 2,080.0 5 23.4 0 0.0 0 0.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 10 2,015.2 10 24.2 8 1,443.3 8 0.2

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 業
1 50.0 1 8.3 0 0.0 0 0.0

情報処理サービス集 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
41 2,639.6 41 2L8 18 4,174.0 18 26.7

u

＼'

b
』l

w

望

《
ωω



9-1-22表 適用業務項 目分布

(多コ回答)

適用 京務 生 在 営 嵯 人 枝 企 広 そ 回 小 合

理 事 術 画 告
答

㊨ . .
. . の

財 労 殴 調 宣 実

利用 水準 産 庫 集 務 務 計 査 伝 他 数 計 計

現

1979
年まで

鰯 645 676 734 796 174 166 38 別 3,679
.

.

.右
ま

% 9.9 17.5 18.4 20.0 2L6 4.7 4.5 1.0 2.3 100.0 4,727

で
に
コ

計算 ・集計
1980

年まで
116 .182 197 223 154 71 52 12 41 1,048 79.1

ン
ピ

% IL1 17.4 18.8 21.3 14.7 6.8 5.0 1.1 3.9 100.0
5,974

ユ

ー

タ

1979
年まで

123 119 159 117 105 87 96 4 17 827 100.0

化
し 解析 ・予測・ % 14.9 14.4 19.2 〕4.1 12.7 10.5 n.6 0.5 2.1 100.0

1,247
た
も
の

計画 1980
年

、

54 57 76 66 39 49 59 4 16 420
20.9

% 12.9 13.6 18.1 15.7 9.3 1L7 】4.0 LO 3.8 100.0

今の
後も 計 算 ・ 集 計

96 106 80 169 95 68 69 24 23 730 730

三の
年

13.2 14.5 1LO 23.2 13.0 9.3 9.5 3.3 3.2 100.0 30.7 2376

間
に
計 解析 ・予 測 ・計画

222 220 302 310 190 134 216 20 32 L646 1,646 100.0

画 13.5 13.4 18.3 18.8 11.5 8」 13.1 L2 1.9 100.0 69.3
9

延 べ 杜 数 977 1,329 L490 1,619 1,379 583 棚 102 21イ 8β50

% IL7 15.9 】7.8 19.4 16.5 7.0 7.9 1.2 2.6 100.0

9-1-23表 スルー プ ッ トタ イム別 ・1社1日 当 り平均 ジeブ 数 分布

スルー プット 回 ジ ジ

。。コ 自lll

一

分l

l以

1内

三

分

以

!内

五

分

以

内

以

内

一1三

;13

川

一

時

間

以

内

三

時

間

以

1内

五

時

間

以

内

五

時

間

以

上

合

1計

.。 ‥ 。い 。12 ・ドヂ い ・・
3.2

9.9

16.4

26」

43.9

8.8

14.7

'
…1…

、
1LSI6・1

L・1・.5

⊥ ⊥ …
L5

・.gls9.5

H則.O

二 次 産 業 計 547 93 454

'}t均

ジ ∋7『 数

%

34.1

25.4

25,622.2

19,915.6

22.8

17.O

19.1

14.3

5.6

4.2

2.2

L6

…1

・・51

1}.7134」

・・511")・ ・

三 次 産 業 計 640 159 481

gP均

ジ ョブ数

%

54.2

3L9

35.4

20.8

23」

13.6 13.9

・…123・2

13.6

5.8

3.4

2.7

|.6 0.3

・.6iL3117・.・

0.8 101}.o

公 務 計 79 22 57

'1〈 均

ジ ョ ブ 数

%

49.2

42.5

27.4

23.6

)2.8

1LO

10.8

9.3

9.3

9.0

3.7

3.2

L7

L5

0.5

0.5

05

0.4

115.9

100.O

全 産 集 計 L276 276 LOOO

s事 均
ジョブ数

%

44.4

29.6

3{[.7

20.5

22.2

14.8

22.4

1s.o

a,.4

B.6

5.6

3.7

2.4

1.6

O.6

0.4

Lo

O.6

149.8

1α}.0
'

主

な

哀

種

繊 祥 工 業 33 6 27

9ド 均

ジ ョr7.数

% 23.6

41.6143.6`

24.8

37.7

2L4

29.3

16.6

17.4

9.9

4.5

2.5

L6

0.9

…l

o・ol

0・4

1176・3

0・3i畑,・

化 学 工 哀 66 m 56

噛1《 均

ジ ョ ープ 数

%

30.0

1…

20.8

19.4

17.2

16」

15.2

14.2

17.O

▲5.9

.

4.4

4.1

L7

L6

一 一

。.3后:

0,310.3

ヨ ÷.

_↓ 一_

一 一

1')7.u

l(x).1)

.一.

1:1己:1
252.1

10u.o

硫 製品製造藁1 12 3 9
8.7豊 中

"%

75.8

2L5

20・71墨 ・4

5・gl 繋1淵
鉄 扇 婁 25 5 20 ジ ∋プ数

%

。已
24.4

5|η.7

30.8

45.4

18.0

34,3.8

13,68.6

8.4

3.3

2.6

LO

←

《}.4

0.2

o.3

0」

電気機械器具
製 造 業

74 14 60

'1《 均

ジ ョ7数

%

4L4

3L8

27.7

21.3

17.6

13.5

15,815.5

ハz.21L9

6.8

5.2

32

2.4

0.8

0.6

1.3

LO

130.1

100.0

槍法用機械器具製
造 業 45 8 37

'"均

ジョ7敏

%

37.3

ハ7.3

35.6

16.5

49.5

22.9

35,842.6

16,619.8

7.4

3・41

2.9

L3

L9

0.9

2.R

L3

215.8

100.0

卸 集 ・ 商 社 131 31 100

略4均
ジョブ数

%

17.6

25.0

14.2

20.2

12.2

17.2

13.17.4

18,610.5

2.3

3.3

1.5

2」

03i・ ・

【}・5|2.6

・..

71).5

100.{[

小 売 集 55 8 47

'1こ 均

ジ9ア 数

%

23.5

22.5

18」

17.4

25.6

24.5

20.6

19.7

9.8

9.4

3.1

3.O

1.2

Ll

0.2

0.2

2.3

2.2

104.4

100.0

金 融 業 113

.

27 86

平 均
ジ5プ 数

%

8L8

32.9

49.4

19.9

34.O

I3.7

33.7

13.S

35.6

14.3

9.4

3.4

3.9

L6

0.5

0.2

L3

0.5

248.6

100.0

生命保険業(含
代理業 ・サービ
ス剰

6 2 4

'}`均
ジ ∋プ数

%

283.3

33.4

251.5

29.7

92.8

10.9

go.3

10.6

48.0

5.7

32.0

3.8

25.3

3.O 2.4

20.05.0|

0.6

848.0

100.o

損害保険集(含
代理業 ・サービ
ス藁)

5 0 5

噂《 均
ジ ・7肚

%

283.0

56.0

83.6

16.5

46.4

9.2

39.4

7.8

29.4

5.8

12.4

2.5

7.4

Ls

2.0

0.4

2.0

0.4

9)5.6

100.0

電力 ・ガス事藁 10 2 8

寸t均
ジ ・プ数

%

14L6

29.4

103.9

2L5

59.8

12.4

69.6

14.4

78.0

16.2

18.3

3.8

9.5

2.0

0.6

0.〕

1.0

0.2

482.3

】00.0

広告・口査・情報提供
サー ビス案 4 z 2

平 均
ジ●プ敏

%

5.0

8.B

2.5

4.4

15.0

26.3

15.0

26.3

12.5

21.9

6.O

IO.5

0.5

0.9

0.5

0.9

0.0

0.0

57.0

100.0

情報処理サービ
ス篤 ・ソフトウ
ェア婁

76 20 56

'ド 均

ジ●プ数

%

44.2

19.2

36.5

15.9

29.3

12.8

40.4

17.5

58.4

25.4
、

13.0

5.7

5.4

23

1.0

0.4

L9

0.8

230.1

100.0

÷
ω《

q⊃

u

＼

P

|

唐

埜

拓

＼

"`

へ

＼'

六



9-1-24表 業 種別 ・システ ム監査 経験

＼

窯 棟

一 次

二 次 産 業 計

三 次 産 業 計

公 務 計

あ

杜 数

%

社 数

%

社 数

%

な

全

主

な

業

種

r駈 集 計

機 織 」=築

{ヒ;≠:「 ※

イ輌油製品製造業

鉄 鋼 業

電気機械器しト

製 造 業

輸送朋機械器具

製 造 業

JV業 ・商 社

小 売 婁

金 融 業

檎雀懸隅
ス業)

川W保 険 艇 〔含
代理 蹟 ・サービ
ス艇)

電力 ・ガ ス事案

広告 ・調査 ・情報

提供サー ビス叢

情報処坪.サービ
ス裳 ・ソフ トウ
ェア業

ト{=数

%

杜 数

%

杜 数

%

杜 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

杜 数

%

社 数

%

杜 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

10、0

115

2L3

no

l7.9

2.7

9

90,0

426

78,7

503

82.1

72

97,3

228

18.4

1.OIO

81.6

5

15.2

28

84.8

15

23」

50

76.9

66

50,050.0

6

24.0

19

76.0

17

23.6

55

76.4

]2

26.7

33

73.3

19

15.1

107

84.9

11

20.0

44

80.0

36

32.1

76

67,9

4

66.7

2

33.3

0

0.0

5

100.0

4.

40.0

6

60.0

0

0,0

4

100.0

11

15.7

59

84.3

合

計

10

1eo.0

541

100.0

613

100.O.

74

100.O

1.238

100.0

33

100.O

65

100.0

12

100,0

25

100.0

72

100.O

45

100.O

126

100,0

55

100,0

112

100,0

6

100.0

5

100,0

10

100.0

4

100.0

70

100.0

9-1-25表 業 種別 ・監査担 当者

{多1訴回答、

業 棟

1災

回

答

数

次 産 業 計

二 次 産 業 計

三 次 産 業1;卜

公 務 計

全 産 業 計

社数
%

杜数
%

杜数
%

吐数
%

粍数
%

t

lOO.O

1】3

1《M).O

1】]

100.0

2

100.O

Z27

100,0

内

部

監

.金

人

シ

ス

テ

ム

監

入

監

在

役

公

認

会

1廿

.t:

1
そ

繊 維 工 業

化 学 工 業

石 油 製品製造 業

杜数
%

社数
%

杜数

l

loe,O

35

31.O

56

50、5

1

50.0

93
41.0

主

510
UH,・vlo・o

i6

1{M.O

3

1S.8

%{
6

100.0

5

83.:s

… 悟

蹴 ㈱ ・郷1幣
1

6

10V.O

4

66.7

162

11)[).(1|2.5

の

O

e、o

他

べ

合

計`一 ー一

.10.0

fll

8・OI

12

!o.6
一 「7「 一『「「-r

、r

51

.6

15.3

1

50.0

27

11.9

1
20.n

:計二1「
訂 、、,

40.;「rT'

11
3].3

11

50.59.9|
.1

0
0.0

151

136.0

2

1c抑e

ig

I72

な

業

一⊥ 言「 二「
.;㍊3

5[).O

・㍑ll瀧
".l

a-:'「 一一 一9;

6v."1"・,'112(L"

731メ

.13.8:[8.メ111Ll.5

i

i

輸 送 用機械 器具
製 造 業

珂1業 商 ↑ヒ

社数
%

杜数
%

小 売 業

金 融 業

生 命 保 険業{含 代

理業 ・サー ビス業}

損 害 保 険 業 〔含 代
理 業 ・サ ー ビス業}

電 力 ・ガ ス 事 業

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

i杜数

情 報 処理 サー ビス

集 ・ソフ トウェア葉

%

仕数
%

社数%

社数
%

社数
%

十t数
%

社数
%

o川://S、/ls",alI
・1

-'"一 「 一 一 「

・・.1い ㍊1

「　一 ー

一
1

6.lt

12

100,U

3
250

1
8.3`1

o.

1,」.i

.日

i三

,4[2

11.8

可τ1

「 「「
3:1・3i

17

10).o

3

17.6

'一 一 「一

1

5.9
li82

・4i5・91

10

100.o

4

40.0

213

20.ole.vi30.《}

十
シ

1-t-一'"-m-… 「

.,塁

L・it4

116三

12、駕

L)12
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100.0
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__↓__

4

100.0

4

1〔x〕.o
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o
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9-2-1表 業 種別 ・オン ライ ンシステ ム形 態 の現 況

(昭和55年 度調 査よ1}}

システム形態

業 種

実

回

答

杜

数

デ

|

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ
ッ

セ

1

ジ

交

換

シ

ス

テ

ム・.

照

会

応
A

フ 答
ア
イ シ
ル

更 ス新
,

な ア

と ム

取

弓1

処
〔
7理
γ
イ シ
ル

更 ス
新,
あ ア
リ}ム

}i
・ ジ

づ 膓

〔 ・
エシ

シンろ
ス トア
テリと
ム ・

タ
イ
ム
シ

徹
り

〃

:
ス
テ
ム

そ

の

他

延

べ

回

答

社

数

_次 産 業 言†「・f数

%

2

100.0

1

50.0

1

50.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

、6

300.0

二 次 産 業 計
}ヒ 数

%

258

100.0

203

78.7

醒

24.8

172

66.7

157

60.9

n5

44.6

80

3LO

3

1.2

794

307.8

三 次 産 婁 計
社 数

%

342

100.0

1go

55.6

117

34.2

207

60.5

240

70.2

97

28.4

92

26.9

5

1.5

948

277.2

公 務 計
祉 数

%

25

100.0

11

44.0

3

12.0

16

64.0

8

32.0

3

12.0

8

32.0

0

0.0

49

196.0

全 産 購 計
社 数

%

627

100.0

405

64.6

185

29.5

397

63.3

406

64.8

216

34.4

180

28.7

8

1.3

L797

286.6

主

な

驚

桶

績 維 工 業
杜 数

%

19

100.0

15

78.9

6

3L6

13

68.4

13

68.4

6

3L6

3

15.8

0

0.0

56

294.7

化 学 玉 章
社 数

%

35

100.0

27

77.1

8

22.9

18

5L4

16

45.7

11

3L4

7

20.0

0

0.0

87

248.6

石 油 製 品 製 造 婁
社 数

%

8

100.0

6

75.0

1

12.5

5

62.5

4

50.0

7

87.5

2

25.0

0

0.0

25

3i2.5

鉄 鋼 業
社 数

%

14

100.0

11

78.6

.

、,.;157.1

12

85.7

9

64.3

7

50.0

1

7.1

53

378.6

電気機械器具製造業
杜 数

%

37

100.0

30

81.1

6

]6.2

26

70.3

24

64.9

15

40.5

10

27.0

1

2.7

112

302.7

輸送用機械器具製造婁
社 数

%

24

100.0 司己
20

83.3

20

83.3

17

70.8

15

62.5

0

0.0

101

420.8

」口 業 ・ 商 社
社 殿

%

66

100.0

55

83.3

19

28.8

41

62」 、。1:已

一

司 品
187

283.3

小 売 業
仕 数

%

26

100.01

20

76・91

4

15.4

14

53.8

10

38.5 卜5:
1

2

7.7

0

00

騨

207.7

トi
金 融 業

i

社 数
% ご嘉1" 67.7

64

64.6

95115

・・.・115.2 23.2

2311
LO

297

300.0

1生 命保険業(含 代理業・

己 ビ ス 業}

杜 数

% 冨「: 1

20.0

4
80・o!

512

1・・.・1・ ・.・

4

80.0

0

0.0

18

360.0

保険業(含 代理業・l
lサ ー ビ ス 業)ト

杜 数

%一

4}3

1・…175・ ・

司
0.0

4111・1・

1・…125・ ・1…1

0

・ヨ_…

8

200.0

23

383.3
電が 似 ぱ1

社 数

% ぷi∋ 謡
514～

83・3166・7

613[0

1・・,・1・ ・,・1・.・

㌍ 坪 提自社数%

ll・

100・010・0

0

0.0 。.:1

0

0.0

o!1
0,0hOO.0

1

0

0.0

1

100.0

情鞭 理サー・・婁出 土 数
ソ フ ト ウ ェ ア 業1%

45132
100.oi7Lll

13

28.9

333511gl19

・3・377・ ∋ ・2・・142・ ・1

1

2.2

152

337.8

9-2-2表 業種 別 ・オ ンライ ンシ ステ ム形態 の5年 後 の予定

(昭和55年1賀詞査 より)

システム形態

某 撤

実

回

答

社

数

デ

|

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ

ッ

セ、
|

ジ

交

換

シ

ス

テ

ム

照

会

応

;答
ア

イ シ
ル
更 ス
新 一
な ア

と ム

取

引

処
A
フ 理
丁

イ シ
ル

哩 ス新
_

あ ア
1}
)ム

詩
・ ジ

づ ・

チ プ

ニ 三

1妻

タ
イ
ム

ζ
ア
リ

参

シ

季
ム

そ

の

他

抵

ぺ

回

答

社

殿

一'次 産 章 計 社 数

%

2

100.0

2

100.0

1

50.0

2

100.0

1

50.0

2

100.0

1

50.0

0

0.0

9

450.0

二 次 産 震 計
社 数

% 蒜聴1 97

42.7

161

70.9

167

73.6

;臼
72.2

】38

60.8

3

L3

B74

385.0

三 次 産 蕪 辞
杜 数

%

297

100.0

164

55.2

156

52.5

197

66.3

230

77.4

141

47.5

146

49.2

4

L3

1,038

349.5

公 務 計
社%数

%

23

100.0

10

43.5

2

8.7

}5

65.2

6

26.1

10

43.5

13

56.S

1

4.3

5叱

247.8

全 産 業 計
社 数
%

549

100.0

320

58.3

256

46.6

375

683

404

73.6

317

57.7

298

54.3

B

L5

L97R

360.3

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

%

17

100.0

u

64.7

7

4L2

11

64.7

10

58.8

14

82.4

10

58.8

0

0.0

63

370.6

化 学 工 婁
社 数

%

31

100.o

13

41.9

10

32.3

)9

6L3 認L,三
20

65.5

1

3.2

ユ06

34L9

石 油 製 品 製 造 婁
社 数

%

8

100.0

6

75.0

2

25.0

7

87.5

7

87.5

一 一

7

87.5

一

7

87.5

一 一

〇

〇.0

36

450.0

鉄 鋼 業
吐 数

%

11

100.0

9

8L8

5

45.5

8

72.7

・1・

8LRI81・8

8

72.7

1

9」

49

44S.5

電気機械器具製造婁
吐 数

%

32

100.0

23

7L9

13

40.6

24

75.0 87.5

副22
68.8

.21

65.6

1

3」

132

412.5

輸送用機械器具製造莫
社 数

%

19

100.0

17

89.5

14

73.7

.
17

89.5

16

84.2

15

7R.9

15

78.9

0

0.0

鮪

494.7

卸 婁 ・ 商 社
杜 数

%

55

100.0

33

60.0

19

34.5

35

63.6

39

70.9

33

60.o

21

38.2

0

0.0

180

327.3

小 売 業
社 数

%

27

100.0

19

70.4

13

48」

20

74.1

烈

85.2

13

48.1

10

37.0

0

0.0

98

363.0

金 融 集
社 数
%

85

100.0

35

4L2

65

76.5

60

70.6

78

91.R

23

27.1

頷

44.7

I

L2

300

35～.9

生命保険業(含 代理婁・

サ ー ビ ス 婁)

社 数

%

4

100.0

2

50.0

2

50.0

3

75.0

4

100.0

2

50.0

3

75.0

0

0.0

16

400.o

損害保険婁(含 代理婁・

サ ー ビ ス 婁)

吐 数

%

4

100.0

4

100.0

2

50.0

4

100.0

3

75.0

2

50.0

2

50.0

0

0.0

17

425.0

電 力 ・ ガ ス 事 婁
社 数

%

6

100.0

6

100.0・

3

50.0

4

66.7

4

66.7

5

83.3

6

100.0

0

0.0

28

466.7

広告 ・酉査 ・情報提供

サ ー ビ ス 婁

吐 数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

O

o.o

l

lOO.O

0

0.0

2

2α}.0

情報処理サービス哀 ・

ソ7ト ウ ェ ア 婁
社 数
%

38

100.0

29

76.3

21

55.3

31

81.6

31

8L6

28

73.7

26

68.4

2

5.3

168

442.】
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9-'2-3(1)表 業種 別 ・コ ン ピュータ/コ ンピ ュー タ ・ネ ッ トワークの現況 と5年 後 の予定(1)

〔昭和55年 度調査より)

C/Cネ ットワークの
有 無

業 穐

現 在 5年 後

も1い し
っ1

て1な つ
い1
る い て

計

も
つ

予

定

も1

た

な

い

未

定

☆

`

…

次

産

業

計

向}ヒ の み の

コンピュー タ・

ネッ トワー クを

杜 数

%

0

0.0

2

100.0

2

100.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

他 社 も 含 む

コンピュータ ・

ネ ットワー クを

杜 数

%

O
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0

0.0
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%

0

0.0
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0
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二
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計
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ネッ トワー クを
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%
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38.5

M4

6L5
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100.0
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55.9

24

12.3
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'3L8

L95

100.0

他 社 も 含 む

コンピュー タ ・

ネ ットワー クを

社 数

%

27
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100.0

46

28.0
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18.9
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100.0

計
社 数

%
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69.8
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100.0
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43.2
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15.3
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41.5
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100.0
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三

次

産

業

計

自 社 の み の

コンピュー タ・

ネッ トワー クを

社 数

%
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26.2

217

73.8
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100.0

93

38.3

36

14.8

n4

46.9

243

100.0
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%
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%
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計
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ネ ットワー クを

社 数

%
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100.o

2

9.5

6

28.6
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6L9

21

100.0
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コンピュー タ ・

ネットワー クを
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%

2

1L8

15

88.2

ll
100.0

1

6.7

6

40.0

8

53.3

15

100.0
一
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社 数

%

4
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100.0

3

8.3
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33.3

21

58.3
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100.0

実 社 数 3 21
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2 8 13
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9-2-3(2}表 業 種別 ・コン ピュー タ/コ ン ピュータ ・ネ ッ トワー クの現況 と5年 後の予 定(2)

(昭和55年 度調査 より)
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つ
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計
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社 数169

%30,6
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社 数.259
計

%27.1

実 社 数 231

自thの み の 杜va7
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|
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計
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100.0

.27
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業
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9-2-3〔3)表 業種 別 ・コン ピュータ/コ ンt・ユータ ・ネ ッ トワー クの現況 と5年 後の予 定{3)

(昭和55年度調査より}

陰 種一「

C/Cネ ・ントワー クの
有 無

現 在 5年 後

も

つ

て

L、

る

自 社 の み の 杜 数

コンピュータ ・鉄

ネッ トワー クを%

9

64.3

他 社 も 含 む 社 数3

コンピュー タ ・

頒 ネッ トワー クを%27.3
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計

%

い も
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い て

も
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定

5145

35.7100.062.5

も
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未

定

計
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な

欝

樽

218

25.012.5100 .0

81111157
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叢

実 社 数 当 一,

13 2563615

100.040.020,040,0100 .0

5 2 5

社 数

%

32

100.0

16

55.2

1

3.4

1

12

4L4

.L

電

気

機

械

器

具

製
〉
祖

業

11社 の み の

コンピュータ ・

ネットワークを

12

37.5

20

62.5
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コンピュー タ ・
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%

3

15.8
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19

100.0
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20.0

一
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社 数

%

一ご「 訂
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51

100.0

20

40.8

3

6.1

26
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一 一

3 19
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送

用
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械
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製

造
※
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21

100.0

8
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2

14.3

4
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7

4L2

2
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8

47.1

一

計
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%
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1
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39.6
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商
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10.3

鵠
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100.0
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100.0
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100.0
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100.0
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100.0
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100.0
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100.0
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100.0

9-2-3(4)表 業 種別 ・コ ン ピュータ/コ ンピ ュータ ・ネ ッ トワー クの現況 と5年 後 の予定{4}C

(昭 和55年 度調査より)
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9-2-3(5)表 業種 別 ・コ ンピ ュータ/コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワークの現況 と5年 後の予 定(5)

〔U召和55年度開.査より)
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9-2-4表 業 種別 ・通信 回線数 ・特 定回線 ・帯域 品 目 現況/オ ンライ ン

(昭和55年・度副査より)

業 種

1回線種別1特 定 通 信 回 線

帯 域 品 目

＼

1
険 特

[同 定
1答 回
l
l社 線

数 の

実 帯
同 域答

品
社 日
数 の

D
l

D
l
S

1

即
l
i

ll

D

l9l

li

1
Dl
I31

1 !

1卜i・
l

l
I

一 次 産 業 計
各 記 入 抜
裏種別合計日原数
1社 平 均

2 2 2
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9.0

1
00
00

0.00.0

0
0

0.0

0
0

0.0

100

00
0.00.0 祀 §1調

二 次 産 業 計
各 記 入 教
室馴 合計回縁数
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票目腐合計回髄
1社 平 均
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5
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3.0
;il,脚

2.3L・134.3

公 務 計
各 記 入 数
度種別合計回船
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意種別合計回腿
】社 平 均

27 25 20
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2
3

L5

2
4

2.0

1
1

1.0
295
7.2

小 売 業

一 一

各 記 入 数
真槍別合緬 服
1社 平 均

18 15 12
47

3.9

O
O

O.0

1
8

8.0

2
5

2.5

l
l

LO

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

61
4」

金 融 業
各 記 入 教
室箇別合計回田数
1社 平 均

96 67 34
1,815
53.4

2
14

7.0

39
1,255
32.2

24
1,544
64.3

7
14L

20」

2
17

8.5

0
0

0.0

1
4

4.0

0
0

0.0
4,790
71.5

生命保険業(含 代

理藁 ・サー ビス業)

各 記 入 数
婁種別合計即 数
1社 平 均

5 4 4
139

34.8

0
0

0.0

1
4

4.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
11

1LO

0
0

0.0

0
0

0.0
154

38.5

損害保険業(含 代

理業 ・サー ビス集)

各 記 入 数
表8別合計回田置
1社 平 均

4 3 3
25
8.3

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

O
o

O.0

0
0

0.0

O
O

O.0

25
8.3

電 力 ・ガ ス 事 業
各 記 入 数
錨 別合計回"
1社 平 均

4 2 1
7

7.0

0
0

0.0

0
0

0.0

10
110

11.00.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
18
9.0

広告 ・円蓋 ・情報

提 供 サ ー ビ ス業

各 記 入 教
室朋 合計回顧
1社 平 均

1 1 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

10
10

1.00.0

0
0

0.0

1
0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
1

LO

情報処理サービス

業・ソフトウェア婁

各 記 入 敷草檀刷合計回田蝕

!1社 平 均

39 34 32
528
16.5

1
7

7.0

2
61

30.5

42
104
2.52.0

2
5

2.5

.
1
1

LO

1
1

LO

0
0

0.0
617
18.1

＼
"
へ

＼

文

《
ω
o



9-2-5表 業 種別 ・通信 回線 数 ・特 定通信 回線 ・符号 品 目 現況/オ ン ライ ン

(昭和55年度調査より)

回線種別

業 種

特 定 通 信 回 線

符 号 品 目
合 特

定
通
fコ
回
線

計 の

実 符
回号答

品
社 目
数 の

五
〇 δ

○

二
〇
〇

三
〇
〇

「

二
〇
〇

二

四
〇
〇

四

八
〇
〇

九

六
〇
〇

四
八
K 計

一 次 産 集 計
記 入 数
貴種贋合計同日薮
1社 平 均

0 0
0

0.0

00
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

00
0

0.O

0
0

0.0

11
9.0

二 次 産 業 計
記 入 激
震種別合計回髄1

祉 平 均

84 6
76

12.7

4
26
6.5

馴

285

8.4

2
44

22.0

3438

164173

4.84.6
→

19
80
4.2

6
6

1.0

2
3

L5
857
10.2

219
2,615
1L9

三 次 産 業 計
配 人 数

!相鯉 増
138

.

7
74

10.6

3
218

72.7

26
902
34.7

1
2

2.0 曇麹i3
6
11
L8

5,822
42.2

290
13,705
47.3

公 砺 計
配 人 数
婁日別合計画題
1社 平 均

11 2
60

30.0

0
0

0.0

6
98

16.3

O
o

O.0

4
23

5.8
11

1.8

1
1

LO

0
0

0.0

0
0

0.0
193

17.5

23
547
23.8

全 産 業 計
記 入 数
観 閲合計自敬
1社 平 均

233 15
210
14.0

7
244
34.9

66
1,285
19.5

3
46

15.3

103
2,521
24.5

116
2,202
19.0

57
250
4.4

19
100
5.3

1『
L8

6,872
29.5

534
16,895

3L6

主

な

業

種

繊 維 工 業
記 入 数
"別 合計自敬
1社 平 均

8 0
0

0.0
8

0.0

4
11

2.8

0
0

0.0

3
22

73

3
6

2.0

3
18

6.0

1

1.;
0
0

0.0
58
7.3

19
143
7.5

化 学 工 業
記 入 数
嵩種別合計回線数
1杜 平 均

13 3
43

14.3
⑪

0.0

9
59

6.6

1
34

34.0

5
10

2.0

2
3

1.5

0
0

0.0
}

1.0

0
0

0.0

一

150

H,5

　 -

30
292
9.7

石油製品製造業
記 入 数
婁箇別合計回"
1社 平 均

4 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

l
l

ピ0

2
6

3.0

1
3

3.0

0
0

0.0

一

〇

〇

〇.0

一 　

10
2.5

了
49
6.

鉄 鋼 業
記 入 激
震権別合計画龍
1杜 平 均

7 0
0

0.0
8

0.0

5
38

7.6
8

0.0
§

L7

3
34

1L3

4
15

3.8
}

LO

1
2

2.0
95

13.6

13
247
19.0

電 気 機 械 器具

製 造 業

記 入 数

馴合糟
8 0

0
0.0

0
0

0.0

3
36

12.0

0
0

0.0

4
57

14.3

5
)3

2.6

2
3

L5

10
10

LOO,0
llO
l3.8

27
629
23.3

輸送川機械器具

製 造 業

宮己 人 数
"即 合計回母数
1社 平 均

7
. 8

0.0

0
0

0.0

5
54

10.8

0
0

0.0
2】
5.3

4
37

9.3

4
16

4.c

01
01

0.OLO
129
}8.4

20
263
13.2

創 業 ・商 ‡ヒ
記 入 教
宣種別合計回線散
1社 平 均

22 0
0

0.0
8

0.0

4
44

1LO

0
0

0.0

5
22

4.4

10
35
3.5

6
16
2.7 1蓮 ll8

5.4

45
413
9.2

'卜 売 業
記 入 薮
"腐 合計回顧
1社 平 均

5 0
0

0.0

0

0
0.0

1
2

2.0

0
0

0.0

2
3

L5
ll

3.0

←1。
510

L3LOO.0
23

4.6

18

脳

4.7

金 融 業
記 入 数
鮒別合計回顧
1社 平 均

56 4
56

14.0
▲

4.0

6
238
39.7

0
0

0.0

38
1,614
42.5

27
1,486
55.01

1041
8293

8.22.33,0
3,492
62.4

96

8,282

柘.3

生命保険業(含 代

理 業・サービス業)

記 入 数
日樽駒合計同職
]社 平 均

2 0
0

0.0

0
0

0.0
茎

2.0

0
0

0.0

1

66

ψ5.0

0
0

0.0
8

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
68

34.0

5
222

44.4

損害保険業 〔含代

理業 ・サ ービス業}

記 入 数
9種別合計回田蝕
1杜 平 均

3 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
17

8.5

2110

1,1;1,.言 。,⑪.

0
043

0,014.3
-

l
llo6

35.3

4

68

17.0
.一 一.

4
匡24

3LO

電 力 ・カ ス4`裳
記 入 数
量種別合計回線数
1牝 平 均

3 0
0

0.0

0
0

0.01

l
ll

lLO

0
0

0.0

0
0

0.0 週患 LO

広汁 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業

言己 人 数
婁特別合計目縁数
】 社 平 均

0 0
0

0.0

0
0

0.0

り

0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

00
00

0.00.0

一 一冨一一「「

0 .0.
0,010.0

Ol
LO

情報処理サー ビス

業・ソフトウェア業

記 入 激
震種別合計同職
1社 平 均

19 0
0

0.0

l
l14

n4,0

9
524

58,2i

0
0

0.0

8
125
L5.6

n
83
7.5

7
29

}4」

4

1.;i
1

1.1灘

39

仁500

38.5

9-2-6表 業種別 ・通信回線数 ・公衆通信回線 ・私設回線 現況/オ ンライン

(昭 和S5年 度調査よ り)

回線種別

・ ・ ＼

公 衆 通 偲 回 線

私

註

回

縁

1

実 公1冠

回 遼l

I引 括
数 の1型

電.

旧

型

計

一 次 産 窺 計 記 入 数婁種別合計
回線数

1社 平 均

1 1
1

LO

0
0

0.0
l

LO

0
0

0.0

二 次 産 業 計
記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

160 151

L362
9.0

22
195
8.9

1,557
9.7

66
4,030
61」

三 次 産 集 計
記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

142 }27
3,509
27.6

24
744
31.0

4,2S3
30.0

69
1,097
15.9

公 務 計
記 入 敷
藁種別合計回線数
」 社 平 均

4』. 3
46

15.3
i

2.0
50

12.5

5
48
9.6

全 産 黄 計
記 入 数業
種馴合計回線数

1杜 平 均

307 282
4,918
17.4

48
943
19.6

5,861

19」

140
5,175
37.0

主

な

業

種

憤 維 工 婁
記 入 数
婁種別合計回線数
1吐 平 均

11 lo13

,剖13努
77
7.o

6
44
7.3

化 学 工 業
記 入 数
填穂別合計回線数
1社 平 均

24 23
142
6.2

5
52

10.4
194
8.|

7
49
7.0

石 油 製 品 製 造 業
記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

6 6
186

3LO

0
0

0.0
186

3LO

3
63

2LO

1鉄 鋼 婁
記 入 数
業撞別合計回線数
1社 平 均

10 10
55
5.5

O
O

O.0
55

5.5

10
1,856
185.6

電気機械器具製造業
記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均、

21 21
183
8.7

2
4

2.0
187
8.9

6
㌧570
26L7

輸送用機械器具製造業 瓢別命回議
1社 平 均

9 6
17

2.8

4
60

15.0
77

8.6

13
302
23.2

卸 業 ・ 商 社
記 入 散
薬棟別合計回線数
1社 平 均

38 37
385
10.4

3
171

57.0
556
14.6

7
74

10.6

小 売 業
記 入 数

秤竿鞭鴫
16

25.6

1610
410・0

0.0

410
25.6

2
5

2.5

金 融 業
記 入 敷
藁種別合計回線数
1社 平 均

24 }5

、{1§!

11
420
38.2

898
37.4

26
202
7.8

生命保険婁(含 代理業・

サ ー ビ ス 業)

記 入 教
案種別合計回線数
1仕 平 均

31講 }
1.'1 .0

9
647

215.7

2
21

10.5

1賂 保険業{含 代理業 ・

サ ー ビ ス 業)

記 入 教
案種別合計回縁数
1社 平 均

0
8

0.Ol

0
0

0.0
0

0.0

1
2

2.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
3己 人 数
業種別合計回線数
1吐 平 均

1 110

6.81。.8
6

6.0

4
84

2LO

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 婁

記 入 教案
種別合計回線数

1社 ・平 均

0

0.0

oio
O・0

0.0

0
0.0

0
0

0.0

情報処理サービス藁 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業11

記 入 教
案種別合計回線数

社 平 均

22 22
458'

20.8

1
4

4.0
462

2LO

10

餌

6.4

‥
心
o

Φ

u

＼

P

l

>

謹

＼

Klt

へ

＼

六

摯



9-2-7表 業種 別 ・通 信回 線数 ・特定 回線 ・帯 域品 目 5年 後予 定/オ ンライ ン

(日召和55qζ∫変調.査より)

業 樟

回線種別1特 定 通II}回 線

ト … 一 。 。 。 、
実特ト
同 定

善因

社線

数 の

実 帯
同域答

品
持n
数 の

、l
l

D
5

D
5

1

D
7

D
9

1呂 I
l

1
3

J
l

計

一一 次 産 業 計
各 記 入 数
莫種別合計回"
1社 平 均

2 2 2

35

117・5

00
00

0.00.0

0
0

0.0

0
0

0.0

00
00

0,00.0

0
0

0.0

0
00
0.0

35
17.5

一 ー ー

二 次 産.業 計
各 記 入 数
業種別合計回雛
1社 平 均

166

墾 §
2
9

45

7

、鷺

18
56
3.1

18
50
2.8

8】7

2733

3.4[.9

;
2.0

4
12

3.0
2,108
14.2

三 次 産 業 計
各 記 入 数
輩翻1佳詩自敬
1社 平 均

206 16glU4
5,504
48.3

6
84

14.0

2i32
631Lll7
30,034.9

17
336
19.8

11
]26
iL5

7
16

2.3

4
7

L8

1
1

1.0
7,822
46.3

公 務 計
各 記 入 散
薬種別合計回線数
1社 平 均

14 9 7
473
67.6

0
0

0.0

02
016

0.08.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

489
54.3

全 産 業 計
各 記 入 数
莫種別合計回雛
1社 平 均

迎 328 2398

7β9793

33,011.6

2852
6651,i89

23,822.9

35
386
1LO
-一

19
153
8」

24
49

2.0

5
9

L8

5
]3

2.6
10,454

31.9

2
17

8.5

0
0

0.0

1
2

2.0

1
1

1.0
132
7.8

主

な

業

種

繊 維 工 業
各 記 入 数鮒 別合計回線数

1社 平 均

18 17 140

1000

7.正0.0

03
05

0.OL7

2
7

3.5

化 学 工 業
各 記 入 数
集権別合計回線数
1杜 平 均

24 23
160
8.4

191
3

3.0

3
9

3.0

3

1』

0
0

0.0

0
0

0.0

3
8

2.7

0
0

0.0

0
0

0.0
184
8.0

石油製品製造業
各 記 入 数
婁綱恰計回顧
1社 平 均

6 5
3;

8.3
8

0.0
1日i6

・,・14,・1・.・

0
0

0.0

1
1

LO

0
0

0.0

0
0

0.0

38
7.6

鉄 鋼 業
各 記 入 数貴
種自合計回顧
1社 平 均

9 7 5
54

10.8

1
6

6.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
5

5.0

1
2

2.0

00
00

0.00.0
67
9.6

電 気 機 械器 具

製 造 業

各 記 入 数
婁橿膚合計回線数
1社 平 均

21 18 15
873
58.2

0
0

0.G

0
0

0.0

0
0

0.0

2
2

1.0

0
0

0.0

6
12

2.0
0

0.0

01
5

5.0
892
49.6

輸送用機械器具

製 造 業

各 記 入 数
婁種別合計回顧
1桂 平 均

15 15 14
99
7.1

0
0

0.0

2
6

3.0

1
1

1.0

3
8

2.7

1
1

LO

3
4

L3

0
0

0.0

0
0

0.0
ll9
7.9

却 業 ・商 社
各 記 入 数
"冑 合計回"
1社 平 均

33 2922
207
9.4

2
44

22.0

0
0

0.0

1
1

LO

2
6

3.0

2
17

8.5

2
2

LO

2
4

2.0

1
1

LO
282
9.7

小 売 業
各 記 入 数婁醐 合計順 薮

1社 平 均

11 9 8
78

9.8

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
5

2.5

1
1

LO

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
84
9.3

金 融 業
各 記 入 敷
藁種別合計同韻
1社 平 均

75 55 30
2,435
8L2

2
25

12.5

16
548

34.3

18
924
51.3

6
235
39.2

3
83

27.7

0
0

0.O

0
0

0.0

0
0

0.0
4,250
77.3

生命保険業(含 代

理 業・サービス業)

各 記 入 数
鉋 屑合計回顧
1社 平 均

1 1 1
11

11.0 0.0

00
00

0.0

0
0

0.0

O
O

O.0

1
0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
11

1LO

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

各 記 入 数
婁種別合計回口数
1社 平 均

1 1 1
30

30.0 0.0

00
00

0.0

0
0

0.0
1}8;

0.00.02,0

0
0

0.0

0
0

0.0
32

32.0

電 力 ・ガ ス事 業
各 記 入 数
婁種別合計回紺
1社 平 均

3 2 1
7

7.0 n.0

00
00

0.0

1
9

9.0

1
4

4.0

00
00

0.00.0

0
0

0.0

0
0

0.0
20

10.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業

各 記 入 敷
藁種別合計回恒数
1社 平 均1

1 1 0
0

0.0 0.0

00
00

0.0

1

3.0

0
30

0.0

00
00

0.00.0

0
0

0.0

0
0

0.0
3

3.0

情報処理サービス}各 記 入 数

業ヴフ・ウ.⇒ 粋 職

30 27 22
952
43.3 7.5

21
1560

60.0 2.0

3
273

24.3

22
136

6.53.0
1

1.0

0
0

0.0
1,122
4L6

〔昭和55年 度調査 より)

特 定 通 信 回 線

符 サ 品 n

蕊 目;i
。。 霞

↓

三

〇
〇[

1
|

二

二
〇
〇

○
0

1

`i

二1囲 い ≒'
1四1八 六

〇 〇
〇 〇

四
八

'K

－・ 次 席 文 話

一 丁一
散

頴 別合計回顧
1杜 平 均

00
0

0.0
lll

O・010・0

OlolO

,。 』[。.⑪1。,8

00
000
0,00.0 0

二 次 産 業 計
記 入 教
案種別合計回"
1杜 平 均

50 1
30

30.O 、』 劔,溺
24
208
8.7

2511
18442
7.43.8 2

一..一.

,.次 産 業 計
記 入 数
宴種別倍旧髄
1社 平 均

88101

1。 .8⊥

0`6

・.瞳 ・.1

11
1,、ill,.。1;
4L6143.2 講 鳳 、

一一一.

記 入 画
公 務 計 婁種別合計回線数

1続 平 均

笥 ヒ

15

]5.0

d30

。.81g劉 。,⑪

122

8015
40.07.5

10
40

4,00.0 0

記 入 数
全 産 業 計1婁 檀》1合計回日数

1社 平 均

145
冨}、;;1;

22.5・.・18.・1 4.0132.9
1.6;;1、、、昆

30.8

5131
575161
11.35.2 2

一 一「一ー 一 一..

已 緒・ 工 業

記 入 数
婁種別合計回日数
i吐 平 均

500
00

0.00.0

`
10
40

4.00.0

13
218

2LO2,7

31
201

6.71.0 0
－

i ヒ 学 工 業

L二一一 一

品別壽f回議1381⑪ と9
1社 平 均10,010.02・00・Ol

0
0

0.0

1
1

1.0

02
02

0,01.0 0

1・油川 醜 繭48ぱ 漏
2
6

3.0

10
30

3.00.00
一__-
l

i鉄 鋼 業

1。.数60'iド 司」1。 、
婁種別合計回線数0102503
]ト ヒ3P均0.0,0,025,00,01.5

5
82

16・吐

51
415

8.25.02

・㎞ 。。。具

製 造 業

』己 人 数7001'04
文種別合計回線薮0010075
1～ ヒ 平 均0.00.OlO.00.018,8

232
141012

7.03,36.00
一 ・一一.

輸送用機械器具

製 造 業
なl

l卸 噺 柏 上

記 入 数200111
黛種別合計回線数0015510
1ト ヒ 平 均0,00.015.05.OlO.0

120
20160

20,08,00,00

記 入 数1400102
業種別合計回線数001104
)社 平 均0,00.OLLOO.02.0

365
362717

12,04.53,40

顯
1

0

。.8[

;
2.0

4
9

2,3

0
0

0.0

5
11

2.2

0
0

0.0

0
0

0,0

0
0

0,0

1
2

2.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

業

種

記 入 数4

小 売 業 婁種別合計同原薮
1杜 平 均

000013220
000021522100

0.00,00,00.02.05.011,05.00.0

記 入 数41
金 融 業 叢種別合計回日数

1社 平 均

00202326640

0014201.0261,83173渕0

0,00.071,00.044.670,412.28,50.0

生絹癬(含 代 詣 別緬 轟1
理業・サービス業)1社 平 均

000010000
0000700000

0.00.00,00.070.00.00,00.00.0

損害保険業(含鴫 、別細 讃o

理業・サー ビス業)1社 平 均

00000
000000

0,00.00,00.00.0

記 入 数2
電 力 ・ガ ス事 業 婁櫨別合計回目薮

1社 平 均

00100
001100

0.00,01LOO.00.0

広告・調査欄 撫 嘉同義o
提 供 サ ー ビ ス業1社 平 均

00000
00000

0.00.00.00.00.0

榊 腿 サービ禰 朋 合議15
業・ソフ トウェア藁1社 平 均

00215
00113133

0.00.05.53.026,6

0000
00000
0,00.00.00,0

0

0、0

681

13,6

4.179

47.5

171

24.4

5、031

34.7

10.8

5

1.7

10

2,5

158

263

d21

17.3

合 特

定

通

日

回

`線
.計 の

2

35

17.5

166

2,789

16.8

206

12.OO1

58.3

14

66
33,0

95
6,8

49
12.3

3.106
75,8

70
70,0

0
0,0

2211
632761108

31,513.56.Ol.054,0

0000
00000

0,00.00.00.00.0

877
6723546
8.433.66.6

2
7502

3.533.5

660
47,1

388
15,485

39.9

18
186

10.3

24
189
7,9

6
48
8.0

9
225
25.0

21
1,013
48.2

15
185

12.3

33
377
1L4

11
133
12.1

75

?β56

98.1

1
81

81.0

1
32

32.0

3
128
42.7

1
3

3.0

30
1,624
54.1

斗

＼'

xSl

べ

＼'

六

命
中
H

'



9-2-9表 ・業種別 ・通 信回線 数 ・公衆通 信回 線 ・私 設回線5年 後予定/オ ンライ ン

(昭和55年 度調査よ り)

回線種別

藁 積

公 衆 通fl}回 線

私

設

回
.

線

実 公

回 護
答 櫃1

回社
線

数 の

電

話

型

電

も1

型

　
1

計

一 次 廠 黛 計 記 入 散
文種別合計回線数
1社 平 均

1 1
3

3.0

0
0

0.0
3

3.0

0
0

0.0

二 次 産 業 計
記 入 数
業種別合計回線数
1批 平 均

111 97
1,633
16.8

22
188
8.5

46

㌧8215.284

16.4114.9

三 次 廠 巽 計
記 入叢種別合計

回線数
1杜 平 均

数「96 89
4,661
52.4 翌 翌L劔

公 務 計
i肥 人 数

轡P哩1線馴
2 2

118
59.0

1
2

2.0
12。rli

6・,・14.7

全 席 彰 計
記 入 数
業種別合計回線数
1社 平 均

210 189
6,415
33.9

35{

6397,054

】8、333.6

90
6,459
7L8

l
l繊 維 主 文
|
ト

記 入 数
.業種別イ}計回線数
】 杜 平 均

11 10316

週_品 ・ 週 ・1;
トヒ 学 ・・ 業

記 入 数
.業種別合計回線数
】 杜 平 均

22

1

19
199
10.5 訂 『 ∋10.6

己_業
」 酬 　 再 再亙ll遡

58

5

139

27.8

2

202

10|.0
-一 一

6

LO37

172.8

`

「鉄 鋼 某
1

『-
r{己 人 数{3io

轡 脚|矧|19;§i。,⑪ 竺⊥十
1電 気機械徽 襲踏

蚤滅1正 鵠Lコ 己Ll、 葦ll
輸送用機械器」し製造業

】 杜 平 均1
㌔llぷ 回線劃8}・1『 一 一 ー|・

1、 引 、21111。1;11;誓.一」_____一___ .-31
.9111
15.Rl5.0

主

な

菜

種

1卸 業 .商 社 斐。別論,回。劃
】 杜`ド 均'

・「 二葱一
。1

ト14'7122'Ol
小'充 填

ト
ご 塑 情 「軽 口

金 融 衰

一

記 ・ 。1計 ≡ 計,、㌍ オ

酬 鴨ll、1;;{、 漂!57 ,4
.◆.一一

〇,

1}Ol

lレ,0
二w-一,一._一.→.:-

01

01

〈).0|

ol

Ol

O.0

{189761151

i8.4
i:協 保険草{含 代理 裳・

サ ー ビ ス 業) 榊 圃 ㍗ 講1
,l

o.20

0,020.o
-一 「-

0

010

0.0.0.0
-一 一〕r甲____,一 」_ .一.___

19}6]
9.512LO.

　 一

那 呼保険裳(含 代理 耽・

サ ー ビ ス ※1

:!c人 数i〔}r()

ト樟響111叫1鴨i　 。.81

電 ノ」 ・ ガ ス ・ド 業
記 入 司 テ「21

㌍ 糟:1鴨ll,!1!
広告 ・調査 ・情鮒 是供

サ ー ビ ス 業 榊 粛1工 亙 匡[■
情 報処理サービス業 ・

1ソ フ ト ウ ェ ア.粟
.

0
0

0.0

榊 嚇}"i創 成iぽ;8

9-2-10表 業 種別 ・通信 回線 数 ・DDX・ 回線 交換5年 後 予定/オ ン ライ ン

(昭和55年 度ロ査よ り)

速度 クラス

、

業 種

DDX

実D

回

答D

社

数x

CS

実C

回S
答 の
社 み
数 の

二
〇〇

b

:

三
〇〇

「

二
〇〇

二

四
〇
〇

四

八
〇
〇

九

六
〇
〇

四
八
K

C

S

合

計

一 次 産 業 計 各 記 入 数
婁種別合計回田数
1社 平 均

ハ 1 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
15

15.0

0
0

0.0
ls

15.0

二 次 産 業 計
各 記 入 激
震種別合計回日数
1社 平 均

58 42 0
0

0.0

O
o

O.0

4
13

3.3

17
80
4.7

20
110
5.5

17
84
4.9

3
15

5.0
302
7.2

三 次 産 集 計
書 紀 人 数
婁目腐合計回田数
1社 平 均

40 31 0
0

0.0

3
55

18.3

4
242

60.5

15
1,038
69.2

16
212
13.3

14
104
7.4

21
6.5

L677
54.1

公 務 計
各 記 入 数
婁祖駕合計回田数
1社 平 均

2 1 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
50

50.0

O
o

O.0

O
o

O.0

0
0

0.0
50

50.0

全 産 業 計
書 記 人 数
業種冑合計回縁数
1社 平 均

101 75 0
0

0.0

3
55

18.3

8
255
3L9

詔

1,168

35.4

36
322
8.9

32
203
6.3

7
41

5.9
2,044
27.3

主

な

婁

種

甑 維 工 業
書 紀 人 数
室種別合計回田数
1杜 平 均

3 2 O
o

O.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
4

2.0

1
2

2.0

0
0

0.0
6

3.0

化 学 工 業
各 記 入 数
婁種別合計回線敏
1社 平 均

8 2 0
0

0.0

0
0

0.0

2
3

L5

1
2

2.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
5

2.5

石油製品製造業
各 記 入 数
業種闘合計回線薮
1吐 平 均

4 2 0

。.8

0
0

0.0

0
0

0.0

2
7

3.5

1
3

3.0

0
0

0.0

0
0

0.0
kO

5.0

鉄 鋼 婁
各 記 入 数
婁醐給計回日数
1杜 平 均

5 4 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
6

3.0

2
7

3.5

1
10

10.0

1
1

LO
24

6.0

電 気 機 械 器具

製 造 業

各 記 入 数婁
種閲合計回目薮
1杜 平 均

9 8 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
益

5.0

3
渕

1L3

5
30
6.0

0
0

0.0
84

10.5

槍畳用機械器具

製 造 業

各 記 入 敗
兵箇別合計回線数
1社 平 均

5 4 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
5

5.0

2
6

3.0

2
3

L5

0.
0

0.0
14

3.5

卸 業 ・ 商 社
各 記 入 散
緒 別合計回線薮
1杜 平 均

8 6 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
12

6.0

s
25
5.0

1
2

2.0

0
0

0.0
39

6.5

小 売 業
各 記 入 数
婁種賀合計回田薮
1杜 平 均

3 2 0
0

0.0

0

。.8

0

0

0・Ol

1
2

2.0

1
2

2.0

1
2

2.0

1
5

5.0
ll

S.5

金 融 業
各 記 入 数
婁種別合計回田数
1社 平 均

7 6 0
0

0.0

0
0

0.0

4
242

60.5

.

1ぷi
0

00
0.0

0

。.81

0
0

0.0
626

104.3

生命保険業(含 代

理婁 ・サー ビス剰

各 記 入 数
婁捜団合計回田数
1社 平 均

1 1 O
o

O.0

0
0

0.0

`

818
0・010・0

0
0

0.0

1
10

}0.0

1
1

LO
11

U.0

損害保険 業(含 代

理藁・サービス業)

各 記 入 数
婁種別合計回線薮
1杜 平 均

1 0 O
o

O.0

0
0

0.0 。£1・

010
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
00

0.0

電 力 ・ガ ス事 業
各 記 入 数
婁種別合計回線薮
1社 平 均

0 0 0
0

0.0

0
0

0.0
8i8

0,OlO.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス婁

各 肥 人 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

0 0

・

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

情 報処理サービス

婁・ソフ トウェア案

書 記 人 数
嚢腫廟合計目障数
1吐 平 均

14 12 0
0

0.0

2
25

12.5

0〔4

。8h。i⑪
}.1

20.6

9
50

5.6

2
加

10.O
2?9
23.3

《
A
N

Φ

u

＼

P

|

涛

望

ト

＼
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書
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9-2-11表 業種 別 ・通 信回線 数 ・DDX・ パ ケ ッ ト交 換5年 後予定/オ ンライ ン

(昭和55年度調査よr「))

速度 クラス

業 種

DDX

PS

D

D

X

合

計

実P

回S

答 の
杜 み

数 の

二
〇
〇
b

:

三
〇
〇

「

二
〇
〇

≡

四
〇
〇

四

八
〇
〇

九

六
〇
〇

四
八
K

P

S

合

計

一 次 産 業 計
1各 記 入 数

鑓種別合計回日数
1社 平 均

0 O
o

O.0

O
o

O.0

O
o

O.0

O
o

O.0

O
o

O.0

0
0

0.0
⑪1。

0.00.0

1;
15.0

二 次 産 業 計
各 記 入 教
案種別合計回線数
1社 平 均

34 1
2

2.0

1
15

15.0

3
19

6.3

11
189

17.2

15
297
19.8

14
80

5.7

7
56

8.0
658
19.4

58
960
16.6

三 次 産 業 計
各 記 入 敬
老種別合計回線敷
1社 平 均

22 0
0

0.0

1
50

50.0

5
267

53.4

14
367
26.2

10
132
13.2

6
21
3.5

3
13

4.3
850
38.6

40

2,527
63.2

公 務 計
各 記 入 教
室種別合計回線数
1社 平 均

1 0
0

0.0

0
0

0.0

o

o
O.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
2

2.0
2

2.0

2
52

26.0

全 産 業 計
各 記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

57 1
2

2.0
6i

32.5

8
286

35.8

25
556
22.2

25
429
17.2

20
101
5.1

11
71
6.5

1,510
26.5

101
3,554
35.2

繊 維 工 業
各 記 入 数
集種別合計回線数
1社 平 均

3
、1

2.0

0.
0

0.0

1
4

4.0

oi1
0[1

0.OILO

1
1

LO

0
0

0.0
8

2.7

3

、ll

化 学 工 業
各 記 入 数婁
種別合計回線数
1社 平 均

6 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

3
78

26.0

2
16

8.0

3
10

3.3

0
0

0.0
104

17.3

8
109
13.6

石油製品製造業
各 記 入 数
集種別合計回線数
1社 平 均

3 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0,0|

1

6

と
3.0

1
2

2.0

1
40

40.0
】05

35.0

11(
28.8

鉄 鋼 業
各 記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

3 「
0,00.0

品i;
10.03.0

1
5

5.0

2
2

LO
22
7.3

5
46
92

電 気機 械 器 具

製 造 婁

各 記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

6 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

2
19

9.5

5
138
27.6

4
36
9.0

0
0

0.0
193

32.2

9
277
30.8

輸送用機械器具

製 造 業

各 記 入 数
婁種別合計回縁数
1社 平 均

2 0
0

0.0

1
15

15.0

1
5

5.0

1
5

5.0

1
5

5.0

0
0

0.0

2
2

LO

塁

16.0

5
46
9.2

卸 藁 ・商 社
各 記 入 敷
藁種別合計回線数
1社 平 均

4 0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

ol l;
5.0

2
42

21.0

2
3

15

,0
0

0.0
55

13.8

8
94

1L8

小 売 業
各 記 入 数
婁種別合計回線数
1社 平 均

2 0
0

0.0

0
0

0.0

2
7

3.5

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

7
3.5

3
18

6.0

金 融 業
各 記 入 教
室種別合計回口数
1社 平 均

2 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1

7
7.0

l
lO

10.0

0
0

0.0

O
O

O.0
17

8.5

7
643
91.9

生命保険婁(含 代

理藁 サービス集)

各 記 入 数鑓種別合計回日数

1社 平 均

0 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

1
11

11.0

損害保険藁(含 代

理業・サービス婁)

各 記 入 数婁
種別合計回田ほ
1社 平 均

1 0
0

0.0

O
O

O.0

0
0

0.0

1
150

150.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
150

150.0

11
150

150.0

電 力 ・カ ス事 業
各 記 入 数

↑種暫聾蠕
0 0

0
0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0:0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
、0

0.0

広告 ・餌壷 ・情報

提 供 サ ー ビス業

各 記 入 敷
藁種別合計回田数
1杜 平 均

0 0
00
0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0
0

0.0

0
0

0.0

情報処理サービス

桑・ソフ トウェア業

各 記 入 数
婁種別合計回田敦
1社 平 均

10 O
O

O.0

1
50

500

3
260
声.フ

8
145
18.1

7
80

11.4

4
18

4.5

1
10

10.0
563

56.3

14
842

60.1

9-2-12表 業種 別 ・回線数 総括表5年 後 予定/オ ン ライ ン

(8召和55年 度調査 よ」))

回線棟別

業 種 ＼ ＼

実

回

答

社

数

特定 回線 公衆 回線 DDX
合

計

私

設

回

線

総

計

....1

帯

域

品

目

符

号

品

目

電

話

型

電

信

型

回

線
.交

換

'ぐ

ケ

ッ

ト

交
換

一 次 産 業 計
各 回 古 墳 数
宴博刷くト計1嚇臼数
岡 ヒ.'∫分 比日}

.ご毛利鍬"}}x均

2 2
35

66.0

17.5

0
0

0.0

0.{}

1
3

5.7

3.0

0

0

0.0

0.0

1

15

28.3

15.0

0

0

0.0

0.0

53

100.0

26.5

0

0

0.O

O.O

53

26.5

二 次 産 業 計
各 【1可答 実 数文樽 》`}r間I

I・1口論

1司i=白'分 比

]トtllj回埠 数・'ド均

199 "8

2,108

37.8

14.2

50

681

12.2

13.6

97

L633

29.3
16.8

22

188

3.4
8.5

42

302

5.4
7.2

誕

658
U,8

19.4

5,570

100.0

28.O

46
5,284

100.0

114.9

10,854

54.5
一 ー

三.次 産 業 計

各 回 芥 実 数宴
棟 別 ζF`r同 級 数

r「分 比同 卜.

1,[・li回線 数 ・陶

240 169

7,822

39.8

46.3

88

4,179

2L3

47.5

89

4,661

23.7

52.4

12

449

2.3

37.4

31

L677

8.5

54.1

22

850

4.3
38.6

19,638

100.0
81.8

41

1」61

100.0
28.3

201799

刷5.7

公 務 計
各 回 答 與 数業
種別〈}計回線数

同 上 百 分 比
1社.♪し回線薮〉トZ均

16 9

489

58.8

54.3

7

171

20.6

24.4

2

n8

14.2

59.0

1

2

《〕.2

2.0

、1
50

6.0

50.0

1

2

0.2

2.0

832

100.0

52.0

3

14

100.0

4.7

846

52.9

全 産 業2†

各 回 答実 数
葉挿.割く}計回線数
同 上 百 分 比
]社、当同線駈平均

457 328

10,454

40.1
31.9

145

5,031

193
34.7

189

6,415
24.6

33..9

35

639
2.4

18.3

75

2,044
7.8

27.3

57

L510
5.8

26.5

26,093

100.0

57.|

90

6,459

100.0

7い8

32,552

7L2
一一

主

な

業

種

一

繊 維 工 業
行 回 答'庭 敬重樽精伶二嗣 総数

同 上 百 分 比
1,ヒ`iln旧穀〕ド均

18 17

132

433
7.8

5

54

17.7
10.8

10

66

2L6
6.6

3

39

12.8
13.0

2

6

2.0
3.0

3

8
2.6

2.7

305
100.0

16.9

6

71

100.0

11.8

376

20.9

1芥 回 答 実 数

化 学 工 業聞!響 嘘
〕社11洞鳳数平均

31 23

184

34.6

8.0

3

5

0.9

L7

19

199

37.4

10.5

5

35

6.6

7.0

2

5

0.9

2.5

6

104

19.5

17.3

532

100.0

17.2

5

L39

100.0

27.8

671

2L6
一ー一

石油製品製造.業
各 回 答 実 敵莫同旨

1恰;嗣 句数
比r「同 卜 分

lnL加 線数・鞠

7 5

38

8.1

7.6

4

10

2.1

2.5

5

304

65.1

60.8

0

0
0.O

o.o

2

10
2.1

5.O

3

105
22.5

35.0

467
100.0

66.7

2
202

100.O

LOいO

669

95.6
一 ー一

鉄 鋼 業

各 回 答 実 数
竿特別合計回板数
回.L百 分 比
i社当伺田数ちF均

9 7

67
20.4

9.6

6
158

48.0

26.3

3

58

17.6

19.3

0

0

0.0

0.0

4

24

7.3

6.O

3

22

6.7

7.3

329

100.0

36.6'

6

LO37

100.0

172.8

1,366

151.8

電 気機 械 器具

製 造 業

各 回 答:真 数
宴箇別イ丁計回日数
同 上.百 分 比
1廿.誉鋼 線数iP均

28 18

892

55.9

49.6

7

121

7.6

17.3

16

299

18.7

18.7

3

6

0.4

2.0

8

與

5.3

10.5

6

193

12.1

32.2

1,595
100.0

57.O

5

3,572
100.0

714.4

5」67

184.5

輸送用機械器具

製 造 業

各 回 答 実 数皇権利個 個錦数

回L'百 分 比
1η.当回田数平均

16 15

119

37.4

7.9

2

66
20.8

33.0

5
21

6.6

4.2

3
66

20.8

22.0

4

14

4.4

3.5

2

32

10.1

16.0

318

100.0

19.9

7

131

100.o

l8.?

449

28.1

卸 業 ・商 社

各 回 答 実 数
宴特別綿t回 線数
同 上'百 分 比
)セヒ当回線数平均

47 29

282

29.3

9.7

14

95

9.9

6.8

29

425

44.2

14.7

3

66

6.9

22.0

6

39

4.1

6.5

4

55

5.7

13.8

962

100.0
20.5

1

5

100.0

5.0

967

20.6

小 売 業

各 回 答 実 数
婁種別fト叶回線数
同 上.百 分 比
)}上部回錦数平均

19 9

別

6.0

9.3

4

49

3.5

12.3

L2

1,249

89.2

104.1

0

0

0.0
0.0

2
11

0.8

5.5

2

7

0.5

3.5

1,400

100.0

73.7

2

7

100.0

3.5

L407

74.】

金 融 業
各 回 答 実 数婁鳳馴合計綱領数

同 上 百 分 比
1吐当回線数平均

77 55

4,250

47.4
77.3

41
3JO6
34.6
75.8

12

668

7.4

55.7

7

308

3.4

44.0

6

626

7.0

104.3

2

17

0.2
8.5

8,975

100.0
116.6

18

151

100.0

8.4

9」26

118.5

生 命保険業(含 代

理業・サービス業)

各 回 答 実 数
婁H別命計回報鼓
筒 上 百 分 比日t当風埠数平均

2 1

11

12.O

U.0

1

70

76.1

70.0

O

o

O.O
O.0

0
0

0.0

0.O

1

11

12.0

1LO

0

0

0.0

0.0

92

100.0

46.O

1

20

100.0
20.0

112

56.0

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

答 実 数㍊合計同日数
問 上 百 分 比
1吐当国線数平均

1 1

32

17.6

32.0

0

0

0.0

0.0

O

o

O.O

O.O

0

0

0.0
0.0

0

0
0.0

0.0

1

150
82.4

150.0

182

100.0

182.0

O

o

O.0

0.O

182

1臣,0

電 力 ・ガ ス事 業

各 回 答 実 数腐種別合計回線数

同 上 百 分 比
〕社当回線数平均

4 2

20
13.6

10.0

2

LO8
73.5

54.0

2

19

12.9

9.5

O

O

O.0

0.0

O

o

O.0
0.0

0

0

0.O
O.0

U7
100.0

36.8

3

63

100.0

21.0

210

52.5

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業

鍋 答 実 数合計固練数

回 上 石 分 比
1吐出回線敷平均

1

3

100.0
3.O

0

0
0.O

o.o

O
O

O.0

0.0

0

0

0.0

0.O

0

0

0.O

O.0

0

0

0.0

0.O

3

100.0

3.0

O

o
o.o

O.0

3

3.o

情報処理サービス

婁・ソフトウェア業

実 数鍋 為回日数
同 上 百 分 比
1社台回日数平均

30 27

1,122

訓5.1

41.6

15

502
15.7

33.5

16

731
22.9

45.7

o
O

O.0

0.0

12
.279.
8.7

23.3

10

563

17.6

56.3

3,197

100.0

106.6

7

67
100.0

9.6

3,264

108.8

斗

＼'

su+

べ

＼'

大

古
心
ω



9-2-13表 業種別 ・特定通信回線利用態様現況

(多重回答}

区 別|・ 回

1
自

己

共 他

人

他

人

`

延

＼
[答

単 同 偵 使
べ

実
訂虫

使 用 用
合

使 の の

集 純 数 用 用 主 客 計
＼

一・・ 次 廠 矩 計 社 数 2 2 0 1 0 3

% 100.0 100.0 0.0 50.0 0.0 正50.0

一 次 痛 貰 計 杜 数 218 206 47 10 9 272
% luo.o 94.5 21.6 4.6 4」 124.8

二 次 商 業 計
社 数 300 259 52 47 14 372

% 100.0 86.3 17.3 15.7 4.7 124.0

公 務 計
祉 数 25 25 2 1 0 28

% loo.o 100.0 8.0 4.0 0.0 112.0

全 席 震 計
社 数 545 492 101 59 23 675

% 100.0 90.3 18.5 10.8 4.2 123.9

L・ ・
社 数

%

19

100.0

18

94.7

5

26.3

1

5.3

1

5.3

25

13L6

化 学 工 業
社 数 27 24 6 2 2 誕
% 1(x),0 88.9 22.2 7.4 7.4 125.9

主 石 油 製`品 製 造.業
トヒ 数 8 8 3 0 0 11

% loo.o 100.0 37.5 、 0.0 0.0 137.5

鉄 鋼 業
社 数 14 13 5 1 2 21
% 100.0 92.9 35.7 7.1 14.3 }50.0

電気機械器具製造業
吐 数 29 27 7 2 1 37

% 100.0 93.1 24.1 6.9 3.4 1275

な
輸 送 用 機 械 杜 数 20 19 7 0 1 27

器'具 製 造 填 % 100.0 95.0 35.0 0.0 5.0 135.0

卸 案 ・ 商 トヒ
社 数 48 47 5 0 2 54

% 100.0 97.9 10.4 0.0 ・4 ,2 112.5

小 売 業
仕 数 20 18 3 1 1 23

% 100.0 90.0 15.0 5.0 5.0 115.0

叢 金 融 業
杜 数 99 95 18 12 4 129

% 100.0 96.0 18.2 12」 4.0 130.3

生命保険瑛 〔含代理 社 数 5 5 2 0 0 7

蕪 ・サービス蒸} % 100.0 100.0 40.0 0.0 0.0 140.0

姐響F保険藁(含 代理 社 数 4 4 0 0 0 4

瑛 ・サービス鋤 % 正00.0 100.0 0.0 0.0 0.0 fbo.0

桶 電 力 ・ガ ス 那 業 社 数 5 5 1 0 0 6

% 100.0 100.0 20.0 0.0 0.0 120.0

広告 ・胴:査 ・情報提 社 数 1 1 0 0 0 1

供サー ビス藁 % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

情報処理サービス窯・ 杜 数 41 20 5 29 4 58
ソフトウェア婁 % 100.0 48.8 12.2 70.7 9.8 14L5

9-2-14表 業種別 ・5年 後の特定通信回線利用態様予定

(多爪回答)

業 種

区 別 回

答

実

一一 次 産 業 計

二 次 産 業 計

三「.次 産.業 計

公 務 計

金 座.裳 計

ttttl

%

仕 数

%

打 数

%

{'t,数

%

2

100.O

191

100.O

262

1bO.o

22

100.O

tEtt1
%1

ta

使
'
用

2

100.O

共・

同

使

用

0

0.0

17sl66

91.634、6

217

82.8

22

100.O

、;lll,ll:

73

27.9

2

9」

他

人

使

用

の

主

1

50.0

16

8.4

56

21.4

O

O.o

if,ttl
%

141173
'tg

.615"3

ifi16・ ・1・
1〔x}094135 .3111.s

I

他

人

使

用

の

べ

合

計

敏 捷 コ二 業i

|

化 学.1'

ロ

ゴ・liiithivEG-vfisc、

1

03

0.Ol50.0

11268

5.8140.3

23369

8.8140.8

024

0.0109.L

26123杜 数1

司 ・11・x・ ・ 、、,5

1十 ヒ 数)5、5

346"

7.Il39.2

LO

:州.5

1.1い521:

%
!鉄sugelttrtl

l%i

－}
べ21

ltX}・"i!,!Liy
.x,"L、 旦 ・・}

2

7・717、7
　}

o

OOO.O

121川7
)♪

ICM)o十91.7品3
・1 、..lll、.7

な

.業

種

・・… 蹴 ・いL。散 272511021)37

1cx).e92.6137 .e7.4e,0137 .o

輸 送 用 機 械

器 具 製 造 業

日 数

%
;}4
11α},0
1

13 ,

92.9

,8

:57 .1

Il

7,ll－
ー一

《)

n.0

22

157.1

珂」 業 ・商 ～ヒ
}ヒ 数

% 1

i431

}1α).。

37`.

1郎.。1
.

Inl

125・61

1
3

7.o

2

、↓.7

53

123.3

1・ 一
杜 数i

%

18

1α).1,

15i

田 ・31

7.

⇒

`
ll.

5.61 `

2

u」.

三
13メ.9[

[

金 融 業
打 数1

%;

9り
100.0

86

194・5

2411
26.41

`14

|15
.4

↓1

61
6.6

130

"2.9

喰命保険業(含 代理

婁 ・サー ビス慾[

1社 薮;

1%1

41
100.0

.o

l1α ・.・

;2

1⇒

・

t}1

1).《)[

n

(、.1)

6

15t▲.0

‡n割又隣業{含 代理

業・サービス剰

日 数1

%1

4

1(xLn

41
100.([ 1当

ll
25.Oll

,

o

I).o

6

151).o

電 力 ・ガ ス'ド 莫
社 数1

%1
5

1α〕.《}

4

80.01

1

20.o

ll
2([.Ol

{

oll

o.《)

}

6

120,1)

広告 ・調査 ・情賓1提.

1供 サー・矯1

杜 数1

%{
「

h

loo.o

11

ux,.oll

・1

・・叫

ol
O,`)1

ol

o・《ハ1

「
)00.0

1情趣 理サぜ 繰1

レ フト主 情1

社 数1

%1
37

100.`)
伽

・り

56・81

ni

・9.71

27}1

73・Ol

Rl

2L6

67

18}.1

鼻

±

⑰

u

＼

P

|
、

蟄

升

＼
"`

へ

＼

六

摯



9-2-15表 業種 別 ・態 様別 ・特定 通信 回線数

単 共 自 自
態 様 杜 合 社 総

が が

独 同 主 客
で で
あ あ
る る

使 使 他 他
人 人

業 種 用 用
使
用

計 使
用

計

記 入 数 2 0 o 2 1 3

一・・ 次 産 業 計 業純 毎回 線数 計 12 0 0 12 6 .18

% 100.0 0.0 0.0 100.0 50.0

記 入 数 203 39 13 255 9 264

二 次 産 業 計 業種 毎回 線数 計
%

2,053
82.2

383
15.3

61
2.4

2,497
100.0

226
9.1

2,723

記 入 数 238 56 52 346 14 360

三 次 罷 業 計 業種 毎 回線 数計 9,004 2,095 2,268 13,367 138 ]31505

% 67.4 15.7 17.0 100.0 1.0

記 入 数 23 2 0 25 1 26

公 務 計 葉 挿毎 回 線数計 522 2 0 524 9 533

% 99.6 0.4 0.0 100.0 L7
.

記 入 数 466 97 65 628 25 653

全 産 業 計 業種毎 回 線数計
%

11,591
70.7

2,480
15.1

2,329
14.2

16,400
100.0

379
2.3

16,779

記 入 数 17 3 1 21 1 22

繊 維 工 業 業種毎 回 線数計 116 17 1 134 6 140

% 86.6 12.7 0.7 100.0 4.5

記 入 数 26 5 3 M 2 36

化 学 工 業 業純毎 回 線数 計
%

260
90.0

24
8.3

5
1.7

289
100.0

2
0.7

291

1}己 人 数 8 3 0 11 1 12

主 石油 製品製造 業 業種 毎 回線 数計
%

43
84.3

8
15.7

0
0.0

51
100.0

2
3.9

53

記 入 数 12 4 1 17 1 18

鉄 鋼 業 業種 毎 回線 数計 233 27 5 265 1 266

% 87.9 10.2 L9 100.0 0.4

記 入 数 27 5 3 35 2 37

電気機械器具製造業 業 種毎 回 線数計
%

391
65.5

175
29.3

31
5.2

597
100.0

185
31.0

782

な
輸 送 用 機 械 言己 人 数

業種毎 回 線数計
[8

207
7

34

1

6

26
247

.0
0

26
247

器 具 製 造 業 % 83.8 13.8 z.4 100.0 0.0

記 入 数 45 5 O 50 1 51

卸 業 ・ 商 社 業種毎 回 線数計 360 29 o 389 54 443

% 92.5 7.5 0.0 100.0 13.9

記 入 数 17 2 1 20 2 22

小 売 業 美様毎 回 線数 計% 102
95.3

4
3.7

1
0.9

107
100.0

2
L9

109

記 入 数 90 27 14 131 2 133

業 金 融 業 業種 毎回 線 数計% 7,191
89.0

349
4.3

538
6.7

8,078
100.0

2
0.0

8,080

生命保険業 〔含代理 記 入 数.業種 毎 回線 数計
5

219
1
1

1
2

7
222

0
0

7
222

業 ・サー ビス業) % 98.6 0.5 0.9 100.0 0.0

}貝害保険業(含 代理 記 入 数業
種毎 回線数計

4
68

0
0

0
0

4
68

0
0

4
68

業 ・サー ビス業) % 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

記 入 数 3 1 0 4 0 4

種 電 力 ・ガ ス 事 業 業種毎 回 線 数計
%

U5
92.0

10
8.0

0
0.0

125
100.0

0
0.0

125

広告 ・調査 ・情報提 記 入 数 1 0 0 1 0 1

業種毎 回 線数計 1 0 0 1 0 1

供サービス業 % 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

情報処理サービス業・ 記 入 数
業種毎 回線 数計

14
58

4
201

31

1.2(衿

49
1,463

4

16

53
1,479

ソフトウェア業 % 4.0 13.7 82.3 100.0 L1

、

9-2-16表 業種 別 ・態 様別 ・公衆 通信 回線数

共 ピ1 自
態 様

単1
トヒ 合 社 総
が が

独 同 註…
で

客
で

あ あ

る る
使 使 他 他

人 人

業 種 用 用
使
用

計 使
用

計

記 入 数 1 o 0 1 0 1

一 次 産 業 計 業種毎 回 線数計% l
loo.o

0
0.0

0
0.0

1
100.0

0
0.0

1

記 入 数 ]47 11 4 162 7 169

二 次 産 業 計 業種毎 回 線数計
%

1,321
91.0

1(H
7.2

26
1.8

1,451
100.0

]2
0.8

],463

三 ・次 産 業 計
記 入 数
業種毎 回 線数計%

123
2,840
75.5

15

il}
17

669
17.8

155
3,760
100.0

5
39
1.0

160
3,799

記 入 数 2 o 1 3 o 3

公 務 計 業挿毎回 線数 計% ll
26.2

0
0.0

31
73.8

42
100.0

0
0.0

42

全 産 業 計
記 入 数
葉挿 毎 回線 数計

%

273
4,173
79.4

26
355
6.8

22
726
13.8

321
5,254
100.0

12
51
Lo

333
5,305

繊 維 工 業
記 入 数
業種 毎 回 線数計

%
.

10
26

37.7

3
43

62.3

0
0

0.0

13

69
100.O

8
0.0

[3
69

記 入 数 20 1 0 21 4 25

化 学 工 業 業種毎 回 線数計
%

]26
99.2

1
0.8

0
0.0

127
100.0

9
7.1

136

記 入 数 6 0 0 6 1 7

主 石 油 製品製造 業 業種毎 回 線数計%
.

187
100.0

0
0.0

0
0.0

187
100.o

1
0.5

188

記 入 数 9 1 0 10 0 10

鉄 鋼 業 業権 毎回 線数 計
%

50
96.2

2
3.8

0
0.0

52
100.0

0
0.0

52

記 入 数 19 1 2 22 0 22

電気機械器具製造業 業種 毎 回線 数計
%

139
76.4

34
18.7

9
4.9

182
100.0

0
0.0

182

な
輸 送 用 機 械

器 具 製 造 業

記 入 数
業種毎 回 線数計%

11
77

100.0

0
0

0.0

0
0

0.0

11
77

100.0

l
l

l.3

12
78

卸 業 ・ 商 社
.

記 入 数
業種毎 回 線数計

%

34
493
97.0

4
13

2.6

1
2

0.4

39
508

100.0

2
22
4.3

41
530

記 入 数 膓7 3 1 21 0 21

小 売 業 業種毎、回 線数計
%

304
72.6

91
21.7

24
5.7

419
100.0

0
0.0

419

記 入 数 29 1 0 30 1 31

藁 金 融 業 業種毎 回 線数 計% 932
91.7

路

8.3

0
0.0

LOI6
100.0

11
L1

LO27

生命保険業(含 代理 記 入 数
業種毎 回線数 計

3
547

0
0

0
0

3
547

0
0

3
547

業 ・サービス業) % 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

損害保険業 〔含代理 記 入 数業種 毎 回線 数計 0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

業 ・サー ビス藁) % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 数 1 1 0 2 0 2

檀 電 力 ・ガ ス 事 業 業種 毎 回 線数計% 4
66.7

2
33.3

0
0.0

6
100.0

0
0.0

6

広告 ・調査 ・情報提 記 入 数
業種毎 回 線数計

0`0 0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

供サービス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス業・ 記 入 数
業種毎 回 線数計

11
138

O
o

13
338

24
476

1
5

25
481

ソフトウェア集 % 29.0 0.0 7LO 100.0 1.1

＼'
w
べ

＼

六

宮
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9-2-17表 業種 別 ・セ ンターCPUの 所 在(現 在)
・

接 続 別

意 種 別

回

答

実

数

C

P

u

な

き

社

オ ン ラ イ ンfヒ 社

靖Uム'末
に

機 接
が 続
目 †
社 る
の シ
Cス
Pテ

靖Uム
末 に
抱 接
が 縫
地 †
仕 る
の シ
Cス
Pテ

靖Cス
末Pテ
機Uム
が に
電 横
雪 続
公 す
社 る
の シ

延

べ

合

計

一 次 産 藁 計 杜 数
%

2

100.0

0

0.0

2

100.0
0

0.0

0

0.0

2

100.0

二 次 産 業 計 社 数
%

253

100.0

0

0.0

あ0

閲.8

29

1L5

15

5.9

2曳

116.2

三 次 産 室 叶 社 数
%

338

100.0

2

0.6

323

95.6

35

10.4

25

7.4
383

1133

公 務 叶 社 数
%

24

100.0

0

0.0

24

ioO.O

0

0.0

0

0.0

24

100.0

全 産 集 計 社 数
%

617

100.0

2

0.3

599

97.1

64

10.4

40

6.5

703

113.9

主

な

藁

禎

白 維 玉 章 社 数
%

19

100.0

0

0.0

19

100.0
2

10.5

0

0.0

21

110.5

化 学 工 裏 社 数
%

33

100.0

0

0.0

32

97.0

4

12.1

2

6」

38

115.2

石 油 製 品 製 造 素 杜 数

%

8

100.0

0

0.0

8

100.0

2

25.O

0

0.0

10

125.0

鉄 鋼 婁 社 数
%

}4

100.0

0

0.0

14

100.0

4

28.6

0

0.0

18

128.6

電気機械器具製造藁 杜 数
%

34

100.0

0

0.0

33

97.1

4

1L8

1

2.9

38

111.8

始送用機械器具製造章 社 数

%

22

100.O

0

0.0

21

955

5

22.7

2

9.1

28

127.3

師 範 ・ 商 社 社 数
%

65

100.0

0

0.0

63

96.9

8

12.3
3

4.6

74

113.8

小 売 業 社 数
%

26

100.0

0

0.0

25

100.0

3

1L5

1

3.8

30

115.4

金 融 哀 社 数
%

98

100.0

1

1.0

91

92.9

9

9.2

19

19.4

"9

12L4

生命保険業(含 代理業・

サービス童)
社 数
%

5

100.0

0

0.0

5

100.0

1

20.0

0

0.0

6

120.0

損害保険章(含 代理窺・

サービス婁)
社 数
%

4

100.0

0

0.0

4

100.0

0

0.0

0

0.0

4

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 案 杜 数
%

6

100.0

0

0.0

6

100.O

0

0.0

0

0.0

6

100.0

広告 ・■査 ・情報提供

サービス案

吐 数

%

1

100.0
0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

情報処理サー ビス婁 ・
ソフ トウエア集

社 数

%

42

100.0

0

0.0

42

100.0

2

4.8

1

2.4

45

107」

9-2-18表 業 種別 ・セ ンタ ーCPUの 所在(5年 後)

接 続 別 回 C オ ン ラ イ ンfヒ 杜

答

P

u

端Uム末
に

機 掩

靖Uム
末 に
貴 校

嬬Cス
末Pテ
機Uム

抵

実 な

さ

が 縫
自 †
社 る
の シ

が 岐
飽 す
仕 る
の シ

が に
電 接尾 枝

分 †

べ

全

集 種 別 数 社
Cス
Pテ

Cス
Pテ

仕 る
の シ 計

一 次 産 業 計 社 数
%

2

100.0

0

0.0
2

100.0
0

0.0

1

50.0

3

150.0

「二 次 産 集 計 社 数 210 0 209 29 8 袈6
% 100.0 0.0 99.5 13.8 3.8 U7.1

三 次 産 業 計 社 数 247 0 229 29 20 278
% 100.0 0.0 92.7 lL7 8」 112.6

公 務 計 社 数 12 0 12 0 0 12
% 100.0 0.0 100.o 0.0 0.0 100.0

全 産 業 計 吐 数 471 0 452 58 29 539
% 100.0 0.0 96.0 12.3 6.2 114.4

繊 繕 工 業 杜 数 18 0 18 3 0 21
% 100.O 0.0 100.0 16.7 0.0 116.7

化 学 工 裳 杜 数 29 0 29 4 1 詞
% 100.O 0.0 100.0 13.8 3.4 117.2

τr油 製 品 製 造 案 杜 数 8 0 8 2 0 10
% 100.0 0.0 100.0 25.0 0.0 125.0

鉄 鋼 婁 社 数 9 0 9 2 o 11
% 100.0 0.0 100.0 222 0.0 122.2

.i…

電気機械器1↓製造 裳 杜 数 29 0 29 4 0 臼
% 100.0 0.0 loo.o B.8 0.0 ll3.8

輸送用機械器具ち品 婁 社 数 15 0 15 3 1 19
% !oo・o 0.0 100.0 20.0 6.7 126.7

な
卸 業 ・ぷ 社 社 数 46 0 42 5 1 48

% 100.o 0.0 91.3 10.9 2.2 1043

小 売 業 社 数 19 0 19 3 0 22
% 100.0 0.0 100.0 15.8 0.0 U5.8

集
金 融 業 社 数 74 O 66 7 17 go

% 100.0 0.0 89.2 9.5 23.0 12L6

生命保険業ほ 代現業・ 仕 数 3 0 3 1 0 4

サービス婁}・ % 100.0 0.0 100.0 333 0.0 }33.3
純

↓賠 保険鋪 代願1社 数
サー・衡1%

1

100.0

0

0.0

1

100.0
0

0.0

0

0.0

I

lOO.0

電 力 ・ ヴ ス 事 業 社 数: 4 o 4 0 0 4

%1100・o 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

広告 ・調査 ・情報提供 吐 数 1 0 1 1 o 2
サービ ス婁 % 100.0 0.0 】00.0 100.0 0.0 200.0

情報処理サー ビス瑛 ・ 社 数 鍵 0 31 3 1 35
ソ7ト ウエア某 % }oo.o 0.0 96.9 9.4 3.1 109.4

ふ
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o

u

＼

μ

l
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浬
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9-2-19表 接続 す る他 の セ ンター(自 社 、公社 以外)の 細分 類(現 在)

(多.取回和

センター別

業 種 別

回

答

実

数

親

会

社

子

会

社

系

列

共

同

セ

ン

タ

1

同

業

共

「司

セ

ン

タ

|

独

立

営

業

セ

ン

タ

|

そ

の

他

延

べ

合

計

一 次 産 集 計 社数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

二 次 産 集 計
社数

% ,

80

100.0

8

10.0

43

53.8

7

8.8

2

2.5

18

22.5

13

16.3

91

113.8

三 次 産 業 計
社数

%

119

100.0

24

20.2

18

15.1

13

10.9

田

23.5

15

12.6

41

34.5

139

U6.8

公 務 計
杜数

%

4

100.0

0

0.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

75.0

4

100.0

全 産 業 計
社数

%

204

100.0

32

15.7

62

30.4

21

10.3

30

14.7

33

16.2

57

27.9

235

115.2

主

な

婁

種

繊 維 工 業
社数

%

9

100.0

1

u.1

6

66.7

2

22.2

0

0.0

0

0.0

3

33.3

12

133.3

化 学 工 類
社数
%

11

100.0

0

0.0

7

63.6

1

9.1

0

0.0

1

9.1

・2

18.2

11

100.0

石油製品製造業
社数

%

6

100.0

l

l6.7

5

臼.3

0

0.0

0

0.0

1

16.7

l

l6.7

8

133.3

鉄 鋼 集
社数
%

7

100.O

0

0.0

4

57.1

0

0.0

0

0.0

1

14.3

2

28.6

7

100.0

電気機械器具製造

業

社数

%

11

100.0

0

0.0

7

63.6

2

18.2

0

0.0

4

36.4

0

0.0

13

118.2

翰送用機械器具製

造察

社数

%

8

100.0

3

37.5

1

12.5

2

25.0

0

0.0

3

37.5

l

l2.5

10

125.0

卸 哀 ・商 社
社数
%

15

100.0

3

20.0

8

53.3

3

20.0

0

0.0

3

20.0

3

200

20

133.3

小 売 案
社数

%

11

100.0

3

27.3

2

18.2

2

18.2

0

0.0

2

18.2

2

18.2

ll

100.0

金 融 業
社数

%

.27

100.0

0

0.0

0

0.0

2

7.4

23

85.2

1

3.7

2

7.4

28

103.7

生命保険章(含 代

理 業・サービス窮)

社数

%

2

100.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

損害保険婁(含 代

理 婁・サービス業)

社数
%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ガス 事 象
社敏

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

広告 ・■査 ・情報

提供サ ービス婁

社数

%

1

100.0

0

0.0

一

〇

〇.0

0

0.O

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.0

情報処理サービス

叢・ソフトウエア震

社数
%

26

100.0

15

57.7

2

7.7

1

3.8

3

1L5

3

115

13

50.0

37

142.3

9-2-20表 接続 す る他 の セ ンター(自 社 、公社 以外)の 細 分類(5年 後)

(多重回答)

セ ンター別

業 棟 別

回

答

実

数

親.

会

社

子

会

社

系

列

共

同

セ

ン

タ

1

回

章

共

同

セ

ン

タ

1

独

立

営

婁

セ

ン

タ

1

そ

の

他

延

べ

合

計

一 次 産 業 計 社数
%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

二 次 産 業 計
社数

%

104

100.0

10

9.6

69

66.3

15

14.4

8

7.7

20

19.2

13

12.5

135

129.8

二 次 産 業 計
社数
%

133

100.o

20

15.0

26

195

19

14.3

38

28.6

16

12.0

38

28.6

157

118.0

公 務 計
社数
%

4

100.0

0

0.0

2

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

50.0

4

100.0

全 産 業 計
社数

%

242

100.0

30

12.4

97

40.1

M

14.0

46

19.0

36

14.9

54

22.3

297

122.7

.

主

な

篇

檀

繊 維 工 業
社数

%

9

100.0

1

n」

5

56.6

2

22.2

1

1L1

0

0.0

3

33.3

12

133.3

化 学 工 業
杜数
%

17

100.0

1

5.9

13

76.5

1

5.9

0

0.0

2

11.8

3

17.6

20

117.6

石油製品製造業
社数

%

6

100.0

2

33.3

3

50.0

1

16.7

0

0.0

1

16.7

2

33.3

9

150.0

鉄 鋼 業
社数

%

8

100.0

0

0.0

5

62.5

2

25.0

1

12.5

1

12.5

l

l2.5

10

125.0

冠気機械器具製造
業

社数

%

10

100.0

0

0.0

7

70.0

1

10.0

l

lO.0

3

30.0

0

0.0

12

.120.0

輸送用機械器具製

造業

社数
%

14

100.0

3

2L4

9

64.3

4

28.6

1

7.1

5

35.7

1

7.1

23

164.3

卸 章 ・商 社
社数

%

23

100.0

5

2L7

11

47.8

3

13.0

0

0.0

3

13.0

4

17.4

26

113.0

小 売 業
社数

%

11

100.0

2

18.2

5

45.5

2

18.2

1

9.1

1

9.1

3

27.3

14

127.3

金 融 業
社数
%

35

100.0

0

0.0

1

2.9

5
'14 .3

28

80.0

1

2.9

3

8.6

38

108.6

生命保険業 〔含代

理業・サービス剰

社数

%

2

100.0

0

0.O

.1

50.0

0

0.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

損害保険業(含 代

理婁・サービス章)

社数
%

2

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

1

50.0

2

100.0

電 力 ・ガス 事 業
日数
%

2

100.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

50.O

2

100.0
一

広告 ・■査 ・情報

提供サービス集

社数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.O

情報処理サービス

婁・ソフトウエア章

社数

%

25

100.0

11

44.0

1

4.0

4

16.0

6

24.0

3

12.0

11

44.0

36

144.0
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9-2-21表CPU所 在 別 ・ノン インテ リジ ェン ト端末機 保有現 況

機 穐 実 Kン C 金 紙 キス 出_ P 予 漢 F 複 そ 合

回

答

社

Bタ
P/
_タ
キイ
1プ
ポラ
1イ
ドタ
.)
プ

R
T
そ
の

他
の
デ
ィ
ス
プ
レ

触

機

関

用

端

テ
1
プ

リ
!
ダ
/
パ

ン

1ク
.
A

ツ カ

1セ

.7

テ}

1を

プ 含

/む

デ)

一

力z

専ンプ

用リ

プンタ

リも
含ン
む

O

S

増

杓

用

特

殊

抱

牢

篭

A

x

靖

合

端

末

制

御

装

の

全 座 食 数 り イ 末 チ イ タ) 末 末 末 末 置 他 計

配 入 社 数 475 |95 346 56 69 40 229 10 8 14 1 37 65

自吐CPU 婁穐毎合計吉数 ・ 5,091 12,749 211463 801 迎 5,074 411 2,993 的 2 651 1.5鴎 51,493
一社当平均台数 26.1 36.8 383.3 Il.6 】4.6 22.2 41.1 374」 6.4 2.0 17.6 24.4 108.4

記 入 吐 数 45 26 22 4 2 0 5 0 0 1 0 4 9

他社CPU 震穐毎合計台数 265 467 616 6 0 gs 0 o 2 0 70 臼 L5図
一吐豊平均台数 [0.2 21.2 1～4.0 3.0 0.0 19.0 0.0 0.0 2.0 o.o |7,5 3.7 誕,5

髭 入 社 数 3) 19 2 5 7 0 3 0 0 0 0 1 1

公吐CPU 集権毎合計台数 299 5 L595 】7 o 7 0 0 0 0 S8 】 L982
一社当平均台数

】5、7 2.5 265.8 2.4 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.O 58.0 1.0 63.9

肥 人}土 数 491 2!7 350 62 76 40 231 】0 8 15 1 42 71

小 計 粟特電合計台数 5,655 】3.221 23,674 824 田 5,]76 411 2,993 91 2 779 L620 55,029
一}t当平均台数 26.1 37.8 38L8 10.8 】4.6 22.4 4u 374.1 6.1 2.0 18.5 22.8 U2.1

9-2-22表CPU所 在 別 ・ノ ンイ ンテ リジェ ン ト端 末機5年 後 保有予 定

閲 樽 実 Kン C 金 紙 キス 出_ P 子 漢 F 複 z 合

回

Bタ
P/
^タ
キイ

R

王あ
融

魔

テ

|

プ

,

1ク
.A

ツ カ

k

F

力草

専ンプ
0

杓

用 字
A

合

嬬

、

答

社

1プ'

ポ フ

「 イ

ド タ
)

プ

他
の
デ
ィ
ス
プ
レ

関

用

端

り
1
ダ
/
パ

ン

.ソ

テ ト

1も

プ 含

/L・

デ》

用リ

プンタ

リも
.含
/む

S

端

特

殊

緒

嬬

x

靖

京

劇

筒

装

の

全 産 集 数 り イ 末 チ イ タ) 末 末 末 末 置 他 計

配 入 社 数 332 102 251 25 30 27 165 〕2 6 51 2 】8 41

自社CPU 婁穐毎合計台数 5,050 17,228 5,293 事7 382 5,969 2,394 3,988 782 3 糾3 1,369 43」48
一吐当平均台融 49.5 68.6 2]1.7 lL6 14.1 362 |99.5 66ξ.7 |5.3 聖.5 19.1 33.4 130.0

髭 入 吐 数 31 15 …9 1 0 o 8 o 0 ] 0 2 4

他吐CPU 霞筒毎合}胎教 69 237 3】0 0 0 47 0 0 2 0 26 42 733
一…1当平均台数 4.6 12.5 310.0 0.0 0.0 5.9 0.0 0.0 2.0 0.0 13.0 Io.5 23.6

髭 入 社 数 16 8 2 3 4 0 3 o o 0 0 1 1

公社CPU 集権毎合計台数 227 7 1.㎜ 12 0 8 0 0 0 0 63 1 2,ll8
一吐当平均台数 28.4 3.5 600.0 3.0 0.0 2.7 0.0 0.0 0.0 0=0 63.0 1.0 132.4

記 入 社 数 346 】19 257 跨 33 27 169 ]2 6 52 2 21 44

小 計 嵩穐毎合計台数 5,346 17,472 7,403 359 382 6,024 2,394 3,988 784 3 432 !.4】2 45,999
一社当平均台数 44.9 68.0 255.3 10.9 工4」 35.6 |99.5 664.7 15.1 L5 20.6 32.1 132.9

9-2-23表CPU所 在 別 ・イ ンテ リジ ェン ト端末 機保有 現況

寓 目 実 Kン C 金 敏 キス 出_ P 干 漢 F 傾 そ 合

回

答

社

Bタ
P/
_タ
キイ
1プ
ポラ
1イ
ドタ
.)

プ

R
T
そ
の
他
の
デ
ィ
ス
プ
レ

畠

魔

闇

闇

端

テ

1

プ
.

|1

1

ダ

/
パ

ン

|ク
.A

ツカ
1セ
・ツ

テ}
1も
プ含
/む
←

,

カ2

専ンプ

用リ

プンタ

`}も

・喜

O

S

竣

約

用

特

殊

鵡

字

配

A

X

嬉

合

端

末

翻

窃

装

の

全 産 婁 数 `1 イ 末 チ { タ) 末 末 末 末 置 箆 計

配 入 社 薮 319 85 127 η 19 15 30 7 1 8 0 73 30

自社CPU 婁種毎合計台数 2,302 2,934 15,992 L92 105 720 434 4 13} 0 2,325 2.2馴 27、37ユ

一吐含平均台数 27』 23」 225.2 10」 7.0 24.0 62.0 4.0 16.4 0.0 31.8 74.5 85.8

記 入 日 数 25 6 7 0 0 0 3 0 0 2 0 8 s

他社CPU 婁種痘合計台数 196 179 0 0 0 134 0 0 3 0 }o 6 528
一社当平均台数 32.7 25.6 0.0 0.0 0.0 44.7 0.0 0.0 1.5 0.0 L3 L2 2LI

記 入 社 数 14 2 1 7 1 0 1 0 0 0 0 t 2

公社CPU 婁樽毎合計台数 2 1 727 2 o 25 0 0 0 0 3 2鵠 986
一&当 平均台数 LO LO 103.9 2.0 0.0 25.0 0.0 0.0 O.0 o.o 3.0 ll3.O 70.4

記 入 社 薮 335 9】 131 78 20 】5 32 7 1 8 0 75 3s

小 計 業種毎合計台数 2,500 3.n4 16,7】9 194 105 879 434 4 134 0 2,338 2,466 28、卸

一社当平均台数 27.5 23.8 214.3 9.7 7.0 27.5 62.0 4.0 16.8 0.0 31.2 70.5 86.2

9-2-24表CPU所 在別 ・インテ リジェン ト端 末機5年 後保 有予 定

＼ ‥ 実

回

答

吐

Kン
Bタ
P/
_タ
キイ
lz
ポフ
1イ
ドタ

C
RT

そ
の

他
の
デ
{
ス

金

地

魔

間

用

竺
T
l
プ

ll

l
ダ
/

キス
1ク
.A

ツカ
け
ツ

テト

1も
プ含

出_
'

カ7

専ンプ

用II

プンタ

リも

P

O

S

冶

予

約

用

特

殊

漢

字

口

F

A

x

嬬

捜

合

宿

末

制

御

そ

の

☆

}

÷
プ
レ

嬬 'こ

ン

/む
←

含ン
む

嬬 装

全 産 業 数 り イ 末 チ イ タ》 末 末 宗 末 1 他 計

記 入 杜 薮 孤 72 149 59 10 18 拍 17 0 37 1 78 32

自社CPU 貴種毎合計台数 22go 6,695 18,856 57 251 L372 2,866 0 ㎜ 1 3,4so L376 33,017
一社当平均台数 3L8 44.9 319.6 5.7 }3.9 35.2 168.6 0.0 21.7 1.0 44.2 43.0 12工4

記 入 筐 蝕 34 6 13 3 | o 3 0 0 | 0 96

箆社CPU 婁笹縁合計台数 319 珊 371 2 0 272 0 0 50 0 6520 L4鴎
一社当平均台数 53.2 29.9 123.7 2.0 0.0 go.7 0.0 0.0 図.0 0.0 7.23.3 43.8

記 入 杜 数 19 3 2 9 00 2 0 0 0 0 2 3

公社CPU 妻権毎合計台数 4 171 1,447 0」O 243 0 0 0 0 13 26 Lgo4
一社当平均台数 L3 85.5 160.8 O.0 0.0 12L5 0.0 0.0 0.0 00.0 6.5 8.7 105.8

配 入 社 数 326 78 156 68 11 19 4z 17 0 37 1 81 筑

小 計 業種毎合計台数 2,613 7,255 20,674 59 2Sl L887 2,866 0 酎 1 3,S28 1,422 4L409
一社当平均台数 33.5 46.5 304.o 5.4 t3.9 44.9』 168.6 o.o 麗.1 LO 43.6 39.s 127.0

《
心
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u

＼

P
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へ

＼

合
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9-2-25(1}表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末機合計数保有現況(1)

機 穐
実1 1社 当 り 平 均 台 数 合

回 1了116Z
金 紙ン

テチ

1キデ含

1{む
出イ
カン

pl予

約

漢 F 複

合

そ

Pン ー Tイ
飴

1 ・ス》 専プ 0 A 靖
,タ そ 機 プ ツク 用リ 用 字

答 キ/
1タ

の

他
関 11

1(
・カ

プ ン

llト s 特 X
木

割
の

婁 挿

社

数

ポ イ

1プ

ドラ

・イ

の
デ
イ

1ス

用

期

末

1
ダ
/
パ

テセ
1"
プト
/を

ンを
タ含
(む
ラ》

端

末

殊

嬬

末

端

末

端

末

御

装

置 他 計

,

記 入 社 数 2 0 2 0 0 n 2 0 0 0 0 0 0

自社CPU 叢穐毎合計台数 0 62 0 0 0 3了 o 0 o 0
'
0 0 99

一

一社当平均台数 0.0
.

31.0 0.0 0.0 0.0 】8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 49.5

:兵 記 入 社 数 00 0 olo 0 0 0 0 0 0 0 o

他社CPU 婁穐毎合計台数
一)土当平均台数

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

0

0.0

0

0.0

o

G.G

0

0.0

0

0.O

0

0.G

0

0.0

0

0.O

産 、

記 入 社 数 o 0 o 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0

公社CPU 哀種苗合計台数 0 o 0 o 0 0 0 0 o 0 o 0 0

婁 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0・010』 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 2 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0

計 小 計 章程毎合計台数 0 62 0 0 0 37 0 0 0 0 0 0 99

一社当平均台数 0.0 31.o o.o 0.0 0.0 18.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 49.5

記 入 社 数 250 120 203 2 鴉 21 ll8 4 0 6 o 46 41

自社CPU 宴穐毎合計台数 L922 7,322 6159 156 2,938 97 o 69 0 867 980 14,516

二
一社当平均台数 16.0 36.1 3.0 5.7 7.4 24.9 24.3 0.0 】L5 0.0 18.8 23.9 58」

次 記 入 杜 数 29 15 14 Ol 0 4 0 o o o 9 3

他社CPU 業種毎合計台数 237 n9 04 o 22 0 0 0 0 18 4 404

一社当平均台数 15.8 8.5 0.0 4.0 0.O 5.5 0.0 o.o o.o 0.0 2.0 1.3 13.9

産

記 入 社 数 15 12 3 o} 0 1 0 0 o 0 0 2

公社CPU 婁種毎合計台数 97 6 Ol 0 2 0 0 0 0 0 2 108

集 一社当平均台数 8.1 2.0 0.0 Lo 0.0 2.o 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 1.0 7.2

記 入 杜 数 253 133 加 230 21 118 4 0 6 o 田 45

計 小 計 婁種毎合計台数 2,256 7,447 6164 156 2,962 97 0 69 0 885 986 151028

一社当平均台数 17.0 36.3 3.G 5.5 7.4 25」 243 0.0 lL5 0.0 17.7 21.9 59.4

配 入 社 数 323 125 205 98駒 拍 121 12 9 12 1 54 45

= 帥ヒCPU 宴目録合計台数 5,327 8.1些0 37,449 鵬 527 2,720 7偲 2.的7 148 2 2ρ99 2,761 63,726
}

一社当平均台数 42.6 39.7 382」 16.2 18.2 22.S 62.3 333.0 12.3 2.0 鵠,9 6L4 】97.3

次 配 入 社 数 35 1615 41 0 4 0 0 3 0 3 ll

他社CPU 貴種毎合計台数
一社豊平均台数

224

14.0

527

35.1

616

154.0

2

2.0

0

0.0

207

51.8

0

0.O

O

o.o

5

L7

0

0.0

62

20.7

35

3.2

1,678

47.9

産

紀 入 社 数 25 80 127 0 3 0 0 0 0 2 1

公社CPU 食糧毎合計台数 抱 0 2,322 18 0 30 0 0 o o 61 225 2,860

婁 一社当平均台数 25.5 0.0 1935 2.6 0.0 10.O 0.0 0.0 0.0 0.0 ⑳o.5 225.0 114.4

叶 小.計
配 .入 社 教

室種毎合計台数

ぷ

5,755

B7210

8,667

109

40.3肪

弱

鵬

29

527

125

2,957

12

7"

9

2.的7

13

153

1

2

57

2,222

52

3,021 田.264

一社当平均台数 42.0 41.3 370.5 14.8 18.2 23.7 62.3 333.0 1L8 2.0 39.0 襲.1 202.0

9-2-25(2}表 業種別 ・CPU所 在 別 ・端末機 合計数 保有 現況 〔2)

機 種
実 1社 当 り 平 均 台 数 合

Kブ タ Cプ 金 紙ン キテ含 出イ P 予 漢 F腹 そ
回 Bりl

Pン 〉

(タ

Rレ
Tイ
そ

與

機

テチ
1
プ

1'イむ
・ス)

ツ ク

カン
専プ
用リ

0
釣

用 字
A

合

端

答 キ/
1タ

の
他

関 li 1_
・カ

プ ン

リ ト
s 特 x 末

制
の

婁 樟

杜

数

ポ イ

1プ

ド ラ

・ イ

の
ヂ
イ
ス

用

端

末

1
ダ
/
パ

一ア七

十ノ
プト

/を

ン亭s

タ含
_む
一
フー

措

末

殊

端

末

嬬

末

靖

末

御

装

置 他 計

記 入 社 数 24 14 19 0 8 3 12 0 0 2 0 2 5

公 自社CPU 婁種毎合計台数
一社当平均台数

144

10.3

159

8.4

0

0.0

26

3.3

5

1.7

99

8.3

0

0.0

0

0.0

3

1.5

0

0.0

10

5.0

79

15.8

525

2L9

記 入 吐 数 0 0 0 o 0 0 0 o o 0 o 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 o 0 o 0 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0

務
記 入 杜 数 o 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 o o 0 0

一社当平均台数 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 24 14 19 0 8 3 12 0 0 2 0 2 5

計 ・卜 辞 業種毎合計台数 144 159 0 26 5 99 0 0 3 0 )o 79 525

一社当平均台数 10.3 8.4 0.0 3.3 1.7 8.3 0.0 0.0 1.5 0.0 5.0 15.8 21.9

記 入 社 数 599 259 429 !oo 部 53 253 16 9 20 1 102 91

全 自社CPU 菜種毎合計台数
一社当平均台数

.
7,393

28.5

15.6田

36.6

37,455

374.6

993

1L5

醐

】3.o

5,794

22.9

別5

52.8

2,997

333.0

220

11.0

2

2.0

2,976

29.2

3.8加

42.0

78,866

131.7

記 入 傾 数 図 31 29 4 2 0 8 0 0 3 o 12 14

産 他社CPU 業種毎合計台数 461 "6 616 6 0 229 0 0 5 0 80 39 2,082

一社当平均台数 14.9 22.3 154.0 3.0 0.0 28.6 0.0 0.O 1.7 0.0 6.7 2.8 32.5

記 入 社 数 40 20 3 12 8 0 4 G o 0 0 2 3

婁 公社CPU 業種毎合計台数 301 6 2,322 】9 o 32 0 0 0 0 61 227 2,968

一社当平均台数 15」 2.o 193.5 2.4 0.0 8.0 o.o 0.0 0.0 O.0 30.5 75.7 74.2

記 入 社 数 617 脳 436 川 94 53 257 16 9 21 1 109 102

計 小 計 婁種毎合計台数 8」55 16,335 40,393 LOI8 醐 6,055 M5 2,99? 225 2 3,117 4,086 83,916

一社当平均台数 28.7 37.5 363.9 10.8 13.0 23.6 ・52 .8 333.0 10.7 2.0 28.6 40.1 136.0

[
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9-2-26(1}表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末機合計数5年 後保有予定〔1}

概 筒
実 1社 当 り 平 均 台 数 合

Kブ タ Cプ 食 敏ン キア含 出イ P 予 漢 F 複 そ
回 Bりl

Pン)
Rレ
Tイ

融 テチ
1

Bむ
・スH

カン
専ブ 0

的
A

合

答
^タ そ 良 ブ ツク 用リ 用 字 嬬

キ/
1タ

の

他
関

.

り

1(

・カ

プン

料
S 詩 x

末

葡
の

嵩 憧

吐

数

ポ イ

1プ

ドラ

・イ

の
デ
ィ
ス

用

嫡

末

1
ダ
/
パ

テセ
1ツ
プト
/を

ンを
タ含
^む
ラ》

靖

末

殊

壇

家

端

末

端

末

御

銭

■ 他 計

髭 入 社 数 2 0 2 0 0 0 2 o 0 0 0 o 0

一 自社CPU 怠慢毎合計台数 0 '75 0 0 0 47 o 0 0 0 o 0 122
一社当平均台数 0.0 37.5 0.0 0.0 0.0 23.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 61.0

次 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 o o 0 o 0 0 0

他社CPU 婁抱篭合計台数 0 o o o 0 0 0 0 0 o 0 0 0
一社当平均台数 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O

産

配 入 社 数 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 o 0

公社CPU 案筒毎合計台数 0 168 0 0 o 168 o 0 0 0 0 0 336

婁 一社当平均台数 0.0 168.O 0.0 0.O 0.0 168.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 臼6.0

妃 入 社 数 2 0 2 0 0 0 2 o o 0 0 o 0
計 小 計 婁植傷合計台数 o 243 0 0 0 215 0 o 0 0 o 0 458

一社±平均台数 0.0 12L5 0.0 O.0 0.0 107.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 229.0

紀 入 社 数 209 77 172 1 lo 19 107 5 o 44 1 偲 34

二 剖tCPU 室屋毎会「拍数 2β53 10,311 5 57 166 3」76 177 0 485 1 1,778 1,四 19,613
一社当平均台数 30.6 59.9 5.0 5.7 8.7 箆.7 35.4 0.0 11.0 LO 37.0 32.5 93.8

次 配 入 社 数 29 13 16 0 0 0 8 0 0 0 o 6 1

他社CPU 禽■毎合計台数 75 169 0 0 0 砧 0 o 0 0 15 10 蜘
一社当平均台数 5.8 10.6 0.O 0.0 0.O 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 10.0 n.6

産
配 入 社 数 8 5 3 o o 0 1 0 0 0 o 0 2 、

公社CPU 婁日毎合計台数 n 10 0 o 0 3 0 0 0 b 0 21 45

禽 一社当平均台数 2.2 3.3 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.O 105 5.6

配 入 社 数 210 89 174 1 10 19 109 5 o " 1 51 路
計 小 計 禽田舟合計台数 2,439 10,490 5 57 1柘 3,245 1η 0 概 1 1,793 U35 19,993

一社当平均台置 27.4 60.3 5.0 5.7 8.7 29.8 35.4 0.0 11.0 LO 35.2 32.4 95.2

£ 入 社 数 229 " 151 71 25 ⑳ 80 22 6 35 2 42 馴

= 自社CPU 婁種蒔合計台数 41財6 13,447 為」" 測 442 4,091 5,083 3、9田 1.0祖 3 2.白5 L640 61,068一
一社当事均台数 75.7 89」 340.1 13.6 22.1 51」 23LO 蘭4.7 29.4 L5 48.O 48.2 266.7

次 配 入 社 数 拍 7 14 4 1 0 3 o 0 2 o 5 9

他社CPU 震種毎合計台数 313 457 681 2 0 剤 0 0 52 0 76 駆 L8肪

産

一社当平均台数 ".7 32.6 170.3 2.0 0.0 聞.3 O.0 0.0 26.0 0.0 152 5.8 65.0

記 入 社 数 20 5 0 n 4 0 3 0 0 0 o 3 2

公社CPU 禽檀毎合計台数 加 0 3,247 12 o 80 o 0 0 0 76 6 3,641

館 一社当平均台数 ".0 0.0 凶5.2 3.0 0.0 26.7 0.0 0.0 0.0 0.0 25.3 3.o 1皮.1

配 入 社 蝕 247 72 157 鴎 四 20 凹 22 6 舗 2 45 40
針 小 計 霞目毎合計台数 5,379 13.9H 田,072 355 442 4,4刎 5ρ83 3.9田 11080 3 21167 1,698 66,595

一社当平均台数 74.7 関.6 3鵠,2 12.2 22.1 52.7 231.0 6図,7 幻.o L5 48.2 42.5 路9.6

9-2r26(2)表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末機合計数5年 後保有予定{2)

但 種 実 1日 当 り 平 均 台 数 合

薬

回

答

社

数

Kプ タ
Bり|
Pン)
^タ
キ/
1タ
ポイ
|プ
ドラ
・イ

Cプ
Rレ
Tイ
そ
の
亀
の
デ
イ
叉

金

■

債

間

用

姻

家

紙ン
テチ
1
プ
.

り

1

ダ

/
'ぐ

1
キデ合
目 む
・ス)
ツク

1^
・カ

テセ
1ツ
プ}
/を

出イ
カン
専プ
用リ
プン
リ}
ンを
タ含
^む
ラ)

P

O

S

嫡

家

予

約

用

特

殊

嬬

東

漢

字

趨

末

F

A

x

商

家

複
合

●
末
餌
●
笹
書

そ

の

他 計

配 入 社 数 )2 8 9 0 4 3 5 0 0 1 0 0 1

公 自社CPU 婁祖毎合計台数 141 go 0 6 2S η 0 0 72 o 0 1 迎
一社当平均台数 1乳6 10.O 0.0 L5 8.3 5.4 0.0 0.0 18.0 0.0 0.0 ぶ0 30.2

配 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他社CPU 婁饅毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0
唇

配 入 社 数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

公社CPU 婁種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 ・0 0 0 o o 0 0
一社当平均台数 O.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0』 0.0 0.0 0.0 0.0

計 小 計

配 入 社 数

婁穐毎合計台数

}2 8

141

9

助

0

0

4

6

3

25

5

27

0

0

O

o

1

72

0

0

O

o

|

1 迎
一社当平均台数 17.6 10.0 0.0 L5 83 5.4 0.0 0.0 18.o 0.0 0.0 LO 30.2

記 入 社 薮 452 149 ぷ 72 39 42 1図 27 6 83 3 go 69

全 自社CPU 婁種毎合計台数 7,340 23,923 24」49 404 碩 7、3q s,260 3.9田 L585 4 3,793 2,745 8}.1臼

一社当平均台薮 493 71.6 335.4 10.4 15」 37.8 ぷ.8 6図,7 19」 L3 42.1 憩,8 179.6

記 入 社 数 駆 20 30 4 1 0 11 o 0 2 o II lo
産 他社CPU 集権縁合蹄台数 珊 626 681 2 0 319 0 0 52 o 91 62 2,221

一社当平均台数 19.4 ⑳.9 170.ユ 2.o 0.0 圏.0 o.o 0.0 26.0 O.0 8.3 6.2 鵠.3

記 入 吐 数 29 10 4 11 4 0 5 0 0 0 0 3 4

婁 公吐CPU 彙報毎合計台数 231 178 3,247 ハ2 0 251 0 o 0 0 76 η 4,022
一社当平均台数 23.i 44.5 295.2 3.0 0.0 50.2 0.0 0.0 O.0 O.0 25.3 6.8 138.7

紀 入 社 数 471 169 "2 図 43 42 200 刀 6 84 3 鮪 76
計 小 計 婁穐毎創始数 7,gs9 24,727 四.077 4|8 ㈹ 7,911 5,2ε0 3.曳8 L6訂 1 3,960 2.脳 87,408

一吐当平均台数
「

47」 72.3 ユ糾ぼ 9.7 15」 39.6 凶.8 6図.7 19.5 L3 41.3 3乳3 1関.6

《
a
o

⑩

u
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l
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9-2-27〔1)表 業種 別 ・速 度別 ・音'響カ プラ使 用現 況{1)

(昭和55年 度調査 よO)

使用台数分布 二 一 = 五 一

伝
送

o
台

o
l

δ
1

o
⊥

o
o
台 計

速 未 三 五 o 以
度

叢 種 別
満 o o o 上

社 数 0 0 0 0 0 0

一

300bps以 下
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0
次 300-1.200bps

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産 社 数 0 0 0 0 0 0

L200bps超
% 0.0 0.0 0.0

.

0.0 0.0 0.0

業
社 数 0 0 o 0 0 0

計
計

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実 社 数 0 0 0 0 0

社 数 34 4 1 0 0 39

二
300bps以 下

% 87.2 10.3 2.6 0.0 0.0 100.0
.

杜 数 16 o 2 0 1 19

次 300-1、 ●00bps

% 84.2 0.0 10.5 0.0 5.3
.

100.0

産 社 数 10 1 0 0 0 II
L200bps超

% 90.9 9」 0.0 0.0 0.0 100.0

套
社 数 60 5 3 0 1 69

計
計

% 87.0 7.2 4.3 0.0 L4 100.0

実 社 数 51 5 3 0 1

=

300bps以 下
杜 数

1%
125

61.0

7

}7.1 1、.: 1.: 1,.:
41

100.0
一 |

社 数 13 2 112 2 20

次 300-1、200bp〔
% 65.0 10.0 5.0 、10.0 10.0 100.0

産 杜 数 16 2 0 1 2 21

1,200bps超
% 76.2 9.5 0.0 4.8 9.5 100.0

業
社 数 54 11 3 7 7 82

計

'計

% 65.9 13.4 3.7 8.5 8.5 100.0

実 社 数 46 11 3 7 7

社 数 3 0 0 0 0 3

公
300bps以 下

% 100.0 0.0 0.0 0.0 O.0 100.0

社 数 1 0 0 0 0 1
300-L200bps

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

務 社 数 2 0 0 0 0 2
1.200bps超

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
.

社 数 6 0 0 0 0 6

計
計

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

実 社 数 . 3 0 0 0 O
L

9-2-27〔2}表 業 種別 ・速度 別 ・音響 カプ ラ使 用現況{2)

〔昭和55年 度調査より)

使用台数分布

伝
送
速
度業 棟 別

一

〇
台
未
満

一

〇

|

三

〇

三

〇

1

五

〇

五
〇

⊥

○○

δ
O
台
以
上

計

金

座

草

書

300bps以 下
社 数

%

62

74.7

11

13.3

3

3.6

4

4.8

3

3.6

83

100.0

300-1.200bps
社 数

%

30

75.0

2

5.0

3・

7.5

2

5.0

3

7.5

40

100.o

L20bps超
杜 数

%

田

82.4

3

8.8

0

0.0

1

2.9

2

5.9

34

100.0

計
社 数

%

120

76.4

16

10.2

6

3.8

7

4.5

8

5.1

157

100.0
.

実t土 数 100 16 6 7 8

＼
Ψ
べ

＼'

き

㌫
一



9-2-28(1)表 業種 別 ・速度 別 ・音響 カプ ラ5年 後使 用予定(1}

(昭 和55年 度倒査より)

使用台数分布 一 一 三 五 一

○ o o ○ o
伝
送 台 i 「 ⊥ 9 計
遠 未 三 五 ○ 鼠
度

章 種 別
満 ○ o o 上

社 数 0 0 0 0 0 0

一
300bp5以 下

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0
次 300-L200bps

% 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0

産 社 数 0 0 0 .0 0 0
1.200bps超

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

藁
社 数 0 0 0 0 0 0

計
計

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0

実 社 数 0 0 0 0 0!

社 数 21 6 5 0 1 33

二
300bps以 下

% 63.6 182 15.2 0.0 3.0 100.0

杜 数 19 8 2 0 0 29
次 300-1.200bps

% 65.5 27.6 6.9 0.0 0.0 100.0

産 社 数 11 2 0 1 0 14
L200bps超

% 78.6 14.3 0.0 7」 0.0 100.0

藁
杜 数 51 16 7 1 1 76

計
計

% 67.1 21」 9.2 1.3 L3 100.0

実 杜 数 42 15 7 1 1

三
鋤 … 以下1㌦ 数1

。lll。.;1

4

14.8

21

7.4

4

14.8

27

100.0

社 数 13 9 1 3 1 27
次 300-1.200bps

% 48」 33.3 3.7 11.1 3.7 100.0

産 杜 数 16 9 1 0 5 31
1.200bps超

% 5L6 29.0 3.2 。。1 16.L 100.0

婁

吐 数 39 25 6 5 10 85

計
計

% 45.9 29.4 7」 5.9 1L8 100.0

実 社 数 詞 24 6 5 10
..

杜 数 1 0 0 0 0 1

公
300bp5以 下

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 0 1 0 0 0 1
300-1,200bps

% 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

務 社 数 1 0 0 0 0 1
1.200bps超

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 2 '1 0 o 0 3

計
計

%
'66

.7 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0
.
実 社 数 1 1 0 0 0

9-2-28(2)表 業 種別 ・速度 別 ・音響 カプ ラ5年 後 使用予 定(2)

(昭 和55年 度調査より)

使用台数分布

伝送

速
度

業 種＼ 別

一

〇
台

未
満

一

〇
1
三
〇

三
〇
1
五

〇

五
〇

⊥
o
o

δ
o
台
以
上

計

全

産

集

計

300bps以 下
社 数

%

32

52.5

13

2L3

9

14.8

2

3.3

S

8.2

61

100.0

3DO-L200bps
社 数

%

32

56.】

18

3L6

3

5.3

3

5.3

1

L8

57

100.0

1.200bps超
社 数

%

28

60.9

11

23.9

1

2.2

1

2.2

5

ハ0.9

46

100.0

計
杜 敏

%

92

56」

42

25.6

13

7.9

6

3.7

11

5.7

164

100.0

実 社 数 77 40 13}6 11

ふ

認

o

u

＼

P

1

樽

＼

Ψ

へ

＼

六



9-2-29表 業種別 ・速度別 ・音響カプラ合計現有台数推定

(昭和55年 度調:査よ り)

速 度 別 三 三 「 合

O

O

メ ・

o
o

⊥
,

二

二

〇

〇
S ○

以
○ ヅ
タ s

業 棟
下 S 超 計

台 数 0 0 0 o
－ 次 産 業 計

% 0.0 0.0 0.0 0.0

台 数 290 360 70 720
二 次 産 業 計

% 40.3 50.0 9.7 100.0

台 数 1,245 695 595 2,535
三 次 産 業 計

% 49.1 27.4 23.5 100.0

台 数, 15 5 10 30
公 務 計

% 50.0 16.7 33.3 100.0

台 数 1,550 1,060 675 3,285

全 産 業 計
% 47.2 32.3 20.5 100.0

台 数 10 0 0 10

塩 維 工 業 % 100.0 0.0 0.0 100.0
「

台 数 35 10 5 50

化 学 工 業 % 70.0
・

20.0 10.0 100.0

台 数 5 5 5 15

石 油 製 品 製 造 業 % 333 33.3 33.3 100.0

台 数 40 5 0 45
鉄 鍋 業

% 88.91 1L1 0.0 100.0

主

1噺 酬 器具。造。ll
台 数

%
1`・

45.8

65

54.2
1・112・0

'01100'0

1… 一 ・・1∵
15

60.0

10

1・ …

Ol25

0.0シ100.0

な 台 数 1355 45 85
卸 業 ・ 商 社

% 4L2 5.9 52.9 100.0

台 数 5 45 5 55
小 売 活

% 9.1 8L8 9.1 100.0

台 数 5 210 415 630

集 金 融 業 % 0.8 33.3 65.9 100.0

生 命 保 険 業 〔含 代 台 数 210 0 0 210

理 婁 ・ サ ー ビ ス業) % 100.0 0.0 0.0 100.0

損 害 保 険 業(含 代 台 数 0 0 0 0

理 業 ・サ ー ビ ス業) % 0.0 0.0 0.0 0.0
種

台 数 20 0 5 25
電 力 ㌧ ガ ス 事 業

% 80.0 0.0 20.0 100.0

広 告 ・調 査 ・情 報 台 数 0 0 0 0

提 供 サ ー ビ ス 業 % 0.0 0.0 0.0 0.0

情 報 処理サ ービ ス業 ・ 台 数 375 35 5 415

ソ フ ト ウ ェ ア 婁 % 90.4 8.4 L2 100.0

9-2-30表 業種別 ・速度別 ・音響カプラ合計5年 後保有台数推定

(昭和55年 度調査より}

速 度 別

業 稲

三

〇

〇

カ
s

以

'ド

三
〇
〇
1
「

二

8

ぞ1

二

二

〇

〇

タ
S

超

合

計

一 次 産 業 計 台 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
fl数

%

625

55.3

335

29.6

170

15.0

い130

LOOO

三 次 産 業 計
台 数

%

L300

39.3

710

2L5

L,300

39.3

3,310

100.0

公 務 計
台 数

%

5

16.7

20

66.7

5

16.7

30

100.0

全 産 業 計
台 数

%

1,930

43.2

LO65

23.8

L475

33.0

4,470

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
台 数

%

80

88.9

5

5.6

5

5.6

90

100.0

化 学 工 業
台 数

%

25

22.7

80

72.7

5

4.5

110

100.0

石 油 製 品 製 造 業
台 数

%

0

0.0

10

66.7

5

333

15

100.0

鉄 鋼 業
台 数

1%

65

72.2

20

22.2

5

5.6

90

100.0
一

電気機 械器具 製造業i台 数・1㌃
75

i23.4` 1三1認1

輸送用機械器具製造業
%

台数1㌶]□ ぷ

卸 業 ・ 商 社 台 数

%

401

34.8

120

17.4

55

47.8

ll5

100.0

小 売 業
台 数

%

20

44.4

20

44.4

5

11.1

45

100.0

金 融 業
台 数

%

5

0.8

25

3.8

630

95.5

㈱

100.0

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サ ー ビス 婁}

台 数

%

205

91.9

0

0.0

20

8.9

225

100.0

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サ ー ビス 業}

台 数

%

0

0.0

20

9.1

200

90.9

220

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
台 数

%

25

83.3

0

0.0

5

16.7

30

100.0

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

台 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情 報処理 サー ビス業 ・
.

ソ フ ト ウ ェ ア 業

台 数

%

410

61.7

180

27.1

75

1L3

665

100.0

＼
Ψ
べ

＼

六

《
an
ω



9-2-31表 伝送方 式

(冬 瓜回答)

区 別 回 全 半 単 抵

答 二 二 ぺ

向
. 実 重 爪 合

裁 種 別 数 式 式 式 計

記入数 457 192 335 11 538
全 産 業

% 100.0 42.0 73.3 2.4 117.7

9-2-32表 通 信制 御方 式

(多魚回答}

＼,区 別
回

答

ポ

|
1;

テ

そ 抵

べ
り ン の

実 ン シ 合
ヨ

集 棟 別 数 グ ン 他 計

記入数 520 406 228 26 660
全 廠 業

% 100.0 78.1 43.8 5.0 126.9

9-2-33表 業種 別 ・伝送 コ ー ド方 式(テ レ ックス回 線の場 合)

(多爪回～勧

区 別

叢 棟 別

回

答'

,実

数

S

六

単

位

{1部
lI2

'「

T

.

そ

の

他

テ ド
レ 記
ツ 入
ク 抵

1 ス ベ

コ ノ、

1
《.

|計

全 産 業
記人数

%

183

100.0

156

85.2

33

18.0

7

3.8

196

107.}

9-2-34表 業 種別 ・伝送 コ ー ド方式(テ レ ックス回線以 外 の回線)

{受取回答}

＼ 区 別
回 1 B E

B
そ 抵

答 C
ぺ

S C の
D ム実 口

藁棟別 ＼ 、
、

数 0 D

l

C 他 計

記入数 483 193 35 293 32 553
全 産 業

% 100.0 40.0 7.2 60.7 6.6 114.5

9-2-35表 業 種別 ・トランザクション平 均字長 、平均 お よび最繁忙 時 の1日 トランザクション量

窺 種 別 1

記

入

数

一 次 産 。 計1 2

二 次 産 業 計 221

三 次 産 業 計 275

公 務 計 16

全 産 業 計 514

=i…

識 維 工 藁 16

化 学 工 藁

石油 製品 製造業

34

5

鉄 鋼 9

平

均

字

数

記

入

数

平 ト
ラ

均 尋

_ク

ζ
日 ン

1.050.0 2 13.OOO.O

350.9 221 25.002,7

340.4 296 61.300.3

536.5 18 3.547.S

358.1 537 44.246.5

305.6 15 7.607.3

154

4.604.6

32,69}.7

1、022.6 10 52.365.O

記

入

数

2

218

296

17

533

15

33

5

10

ピ 上

1フ ン

ク ザ

時 ク

フ
日 ン

25.000,0

49,535、7

107,191.9

5、697.8

80.064.6

17.288.0

9.132.1

51,240.0

97.975.0

1数鼠賊 ・具眼

「
輸 送用機械 器具
製 造 業な

pm婁 ・ 商 社

梓

30'1423」

1
|

133
1

3〃蜘1

21

`

|282層「21 22,966.4

一

55 360.7 58

一 一
3L922.gl

l

331

20

58

|

1・ 売 23 370.6 26 46.331.8 26

業 86 210.7 92 103,938.8 92

損 害保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス業}
5 418.0 5 55.211.6 5

電 力 ・ガ ス 事 業 4 978.8 4 6.600.0 4

電 力 ・ガ ス 事 業 5 410.2 5 51、693.4 5

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
1 60.0 1 200.0 1

情報処理サービス業
ソ フ ト ウ ェ ア 藁

37 504.7 38 52、540.1 認

52.953.1

24,336.8

60.241.6

77.343.6

!89,287辱9

137.005.4

13.OSO.e

72.306.2

1.000.0

94.926.1

《
or
ふ

Φ

u

＼

P

|

w

望

荒

＼

"1

べ

k'

宍

摯



9-2-36表 トラ ンザ ク シ ョン字長分 布

トランザ クション
平均字数 六 六 一 二 三 五 六 七 八一 一二 二三 三

四 二 五 八 一 四 六 九'
● 、 、 、 -

四 字一 八二
占=
ノ、一 四五 二六 〇七 八八 六〇 oo OO ○

字 以二 字五 手入 字一 字四 才六 手力L ,≒ 一・f・_ 二四 四七 七

未
上八
字

以六
上字

以西
上手

以二
上字

以○
上字

以爪
上字

以六
上字

以西
上字

四八
字字

八二
字字

二
字

計

未 未 未 未 未 未 未 未 以未 以来 以
満 満 満 満 満 満 満 満 満 上演 一ヒ満 上

業 種 別

社数 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2
一 次 産 業 計

% 0.0 ・0 .0 50.0 0.0 0.0
'

0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 100.0

社数 35 42 .57 34 25 5 4 3 7 6 0 3 221

二 次 産 業 計
% 15.8 19.0 25.8 15.4 11.3 2.3 1.8 L4 3.2 2.7 0.0 1.4 100.0

杜数 32 68 78 36 25 4 3 5 7 12 4 1 275

三 次 産 業 計
% 1L6 24.7 28.4 13.1 9.1 1.5 1.1 L8 2.5 4.4 L5 0.4 100.0

社数 3 1 1 1 4 1 0 0 3 2 0 o 16

公 務 計
% 18.8 6.3 63 6.3 25.0 6.3 0.0 0.0 18.8 12.5 0.0 o.o 100.0

社数 70 111 137 71 54 10 7 8 17 21 4 4 514

全 産 業 計
% 13.6 21.6 26.7 13.8 10.5 1.9 L4 1.6 3.3 4」 0.8 0.8 100.0

社数 2 3 3 3 1 2 1 0 1 0 0 0 16

績 維 工 業
% 12.5 18.8 18.8 18.8 6.3 12.5 6.3 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 8 12 5 2 5. 0 0 O 0 2 0 0 34

化 学 工 業
% 23.5 35.3 14.7 5.9 14.7 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 0.0 lOO.0

社数 2 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 5

主 石油製品製造量
% 40.0 0.0 40.0 20.0 0.0 0.O 0.0 O.O 0.0 0.0 0.0 O.0 100.0

社数 0 0 3 2 1 0 1 0 0 1 0 1 9

鉄 鋼 業
% 0.0 0.0 33.3 22.2 1Ll 0.0 11.1 0.0 0.0 1Ll 0.0 11.1 100.0

電 気機 械 器 具
1製 造 業

.社数

% 1ぷ1。.7

5

、。.漏1 、.ll,.;1、.;
1

011

。.。1,.、1、., 。:1、.二㌦

な 輸送用機械器具
製 造 業

社数

%

1
2

9.5

ざ

38」

4

19.0

1

4.8

3

14.3

1

4.8

1
0

0.0

0

0.0

|210
9.50.0

。1。

・,・1・.・

21

100.0
・}1

社数 3 13 16 9 7 0 llO 2 3 1 0 55

卸 婁 ・ 商 社
% 5.5 23.6 29.1 16.4 12.7 0.0 L8 1。 。 3.6 5.5 L8 0.0 lOO.0

社数 3 5 7 4 2 0 0 0 0 1 1 0 23

小 売 業
% 13.0 2L7 30.4 17.4 8.7 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 4.3 0.0 100.0

婁 金 融 業
社数

%

8

9.3

31

36.0

29

33.7

9

10.5

6

7.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

1.2

2

2.3

0

0.0

0

0.0

86

100.0

生命保険業(含 代 社数 1 0 0 0 3 0 0 1 0 0 0 0 5

理婁・サービス業} % 20.0 0.0 0.0 0.0 60.0 0:0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業 〔含代 社数 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 4

理業・サービス婁) % 25.0 0.0 0.0 25.O 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 100.0

社数 0 0 1 1 2 0 1 0 0 0 0 0 5
種 電 力 ・ガ ス事 藁

% 0.0 0.0 20.0 ⑳.0 40.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

広告 ・■査 ・情報 社数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

}
提 供 サー ビス 婁 % 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.o

●

情報処理サービス 社数 4 7 10 5 1 1 1 1 2 4 1 0 37

婁ヴ フ トウェア婁 % 10.8 18.9 27.0 13.5 2.7 2.7 2.7 2.7 5.4 10.8 2.7 0.0 100.0

9-2-37表 平常 日の1.日 トラ ンザ ク シ ョン数分 布

平均1日

トランザクション数

業 棟 別

三

〇
〇
〇
未
満

三

〇 五
〇'
oO'
以 ○
上o未

満

兵

O
O-
OO
l"

○
○
○

5
・

〇 三
〇 〇
〇'
lo

O
o

三

Q

O五
〇 〇
〇'
10
0
0

五
〇

、_

○OO
O

OO
、

o
O
O

δ

o

o
o
O
以
上

合

計

一 次 産 業 計 社数

%

0

0.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0.

0.0

2

100.0

二 次 産 業 計
杜数

%

96

43.4

29

13」

30

13.6

41

18.6

3

L4

7

3.2

15

6.8

221

100.0

三 次 産 業 計
杜数

%

90

30.4

18

6.1

28

9.5

46

15.5

41

13.9

32

10.8

41

13.9

296

100.0

,

公 務 計 社数

%

13

72.2

2

11.1

1

5.6

2

1L1

0

0.0

0

0.0

0

0.0

18

100.0

全 産 業 計
社数

%

199

37」

49

9.1

60

11.2

go

16.8

44

8.2

39

7.3

56

10.4

537

100.0

主

な

藁

積

.

繊 維 工 業
社数

%

5

33.3

2

133

2

.13.3

6

40.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

15

100.0

化 学 工 業
社数

%

18

52.9'

4

1L8

7

20.6

5

14.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

34

100.0

石油製品製造業
社数

%

1

16.7

0

0.0

1

16.7

2

33.3

0

0.0

1

16.7

1

16.7

6

100.0

鉄 鋼 業
社数

%

1

10.0

1

10.0

2

20.ρ

2

20.0

0

0.0

2

20.0

2

20.0

10

100.0

電 気機 械 器具
製 造 業

社数

%

14

42.4

6

18.2

2

6.1

7

2L2

1

3.0

0

0.0

3

'9 .1

33

100.0

輸送用機械器具
製 造 業

社数

%

10

47.6

2

9.5

2

9.5

4

19二 〇

0

0.0

1

4.8

2

9.5

21

100.0

卸 業 ・ 商 社
社数

%

25

43.1

6

10.3

5

8.6

9

15.5

10

17.2

1

L7

2

3.4

58

100.0

小 売 業
社数

%

12

46.2

1

3.8

5

19.2

5

19.2

2

7.7

0

0.0

1

3.8

26

100.0

金 融 業
社数

%

3

3.3

3

3.3

4

4.3

17

18.5

18

19.6

20

21.7

27

29.3

92

100.0

生命保険妾(含 代
理業 ・サー ビス案}

社数

%

1

20.0

1

20.0

1

20.0

0

0.0

0

0.0

1

20.0

1

20.0

5

100.0

損害保険藁(含 代
理業 ・サービス集)

社数

%

1

25.0

1

25.0

1

25.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

100.0

電 力 ・ガス 事 業
社数

%

0

0.0

0

・0 .0

1

20.0

2

40.0

1

20.0

0

0.0

1

20.0

5

100.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス集

社数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

情報処理サービス

婁・ソフ トウェア藁

社数

%

13

34.2

2

5.3

3

7.9

4

10.5

5

13.2

6

15.8

5

13.2

鵠

100.0

＼

"t

へ

＼

言

'中L

en
a



9-2-38表 平 常 日の1日 トランザ ク シ ョン量(字 ×数)分 布

(単位:百 万字)

平均1日
トランザクション量
(字x数:百 万字)

9
五

〇
五

二
〇

三
〇

五
〇

δ
.

三
.

二

〇
合 平

以 o o o 均

± 1 ' ' 1 |未

6 三 五 ≡5 三
二
〇

以 書

類 種 別
満

未
満 6 6 6 6 6 上 計

万
を

社数 0 0 1 0 0 0 0 1 2 19.6
一 次 産 集 計

% 00.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0

社数 95 29 34 13 12 9 3 17 212 25.7
二 次 産 業 計

% 44.8 13.7 16.0 6.1 5.7 4.2 1.4 8.0 100.0

社数 68 31 42 26 26 21 15 41 270 15.4

三 次 産 藁 計
% 25.2 11.5 15.6 9.6 9.6 7.8 5.6 15.2 100.0

仕敵 9 3 2 0 0 1 1 O 16 2.2
公 務 計

% 56.3 18.8 12.5 0.0 0.0 63 6.3 0.0 100.O

社数 L72 63 79 39 38 31 19 59 500 19.9
全 産 業 計

% 34.4 12.6 15.8 7.8 7.6 6.2 3.8 11.8 100.0

杜数 6 1 3 3 1 0 1 0 15 2.9
繊 維 工 業

% 40.0 6.7 20.0 20.0 6.7 0.0 6.7 0.0 100.0

杜数 20 3 7 0 1 2 0 0 33 1.5
化 学 工 鋲

% 60.6 9.1 2L2 0.0 3.0 6.1 0.0 0.0 100.0

社数 1 1 O 1 0 0 1 1 5 8.1
主 石油製品製遺業

% 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0 100.0

社数 1 1 O 0 3 1 0 3 9 119.9
鉄 鋼 婁

% 11.1 1Ll 0.0 0.0 33.3 11.1 0.0 33.3 100.0

1電 気 機械 器 具

1製 造 集

社数

%

14

、8..1

2

、.,1

4

13..1
3

10.3

1

3.4 1、,ll

11

3.4 。二1

29

100.0

10.0|

1

な 1縦 用鰍 糠
製 造 庭

社数

%

9

42.9

5

23.8

1

4.8

0

0.0

1

4.8

3

143

0

0.0

2

9.5

21

100.0

7.7

社数 23 5 9 2 2 4 2 6 53 16.5
卸 集 ・ 商 社

% 43,419.4 17.0 3.8 3.8 7.5 3.8 1L3 100.0

社数 10 4 4 1 0 2 0 2 23 7.1
小 売 章

% 43.5 17.4 17.4 4.3 0.0 8.7 0.0 8.7 100.0

社数 3 6 13 16 13 5 9 20 85 25.6
叢 金 融 藁

% 3.5 7.1 15.3, 18.8 15.3 5.9 10.6 23.5 100.0

生命保険業(含 代 吐数 0 0 3 1 0 0 0 1 5 19.3

理藁・サービス業) % 0.0 0.0 60.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 100.0

損害保険業(含 代 社数 1 1 0 0 1 0 O 1 4 9.1

理莫・サービス業} % 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 100.0

社数 0 0 1 0 1 2 0 1 5 28.5

檀 電力 つγス事業
% 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 40.0 0.0 20.O 100.O

広告 ・調査 ・情報 社数 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0.1

提 供 サー ビ ス集 % 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

情報処理 サー ビス 社数 10 5 1 1 5 6 2 6 36 14.3

藁 ・ソ7ト ウ ェ ア ・ % 27.8 13.9 2.8 2.8 13.9 16.7 5.6 16.7 100.0

」

9-2-39表 業種 別 ・5年 後 の平均 トラ ンザ クシ ョン量 の増大 予想

倍 率

婁 種 別

記

入

数

減

少

不

変

二

倍

三

倍

四

倍

五

倍

五

倍

以

上

わ

か

ら

な

い

平

均

倍

率

一 次 産 業 計 杜数

%

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

δ

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2.00

二 次 産 業 計
社数

%

236

100.0

3

1.3

10

4.2

103

43.6

52

22.0

13

5.5

11

4.7

6

2.5

駆

16.1

2.59

三 次 産 黄 計
社数

%

312

100.0

1

0.3

13

4.2

145

46.5

52

15.7

8

2.6

13

4.2

15

4.8

65

20.8

2.61

公 務 計
社数

%

21

100.0

0

0.0

4

19.0

「4

19.0

1

4.8

1

4.8

0

0.0

2

9.5

9

42.9

2.58

全 産 業 計
社数

%

571

100.0

4

0.7

27

4.7

254

44.5

105

18.4

22

3.9

24

4.2

23

4.0

U2

19.6

2.60

繊 維 工 集
社数

%

18

100.0

1

5.6

1

5.6

8

44.4

5

27.8

1

5.6

1

5.6

0

0.0

1

5.6

2.35

化 学 工 婁
社数

%

35

100.0

0

0.0

2

5.7

19

54.3

7

20.O

0

0.0

1

2.9

1

2.9

5

14.3

2.40

石油製品製造業
社数

%

6

100.0

0

0.0

0

0.0

3

50.0

2

33.3

0

0.0

O

O.0

0

0.0

1

ハ6.7

2.40

鉄 鋼 案
社数

%

11

100.0

0

0.0

0

0.0

3

27.3

2

18.2

0

0.0

2

18.2

0

0.0

4

36.4

3.14

「電 気 機 械 器具1杜 数

声 造 意 % 謡i∴1ぷ1∴ 煮1、,二
0

0.0
1

,,;1。,:12'ml
.

主

な

業

種

輸送用機械器具
製 造 業

社数

%

22

100.0

。1

0.0

|

二巨 ,i、

13.・い8.・

4

18.2

0

0.0

4

18.2

3.28

卸 婁 ・ 商 社
社数

%

58

100.0

0

0.0

6

10.3 5L7

30110

17.2

「1

1.7

3

5.2

1

L7 12.1

・12.37

小 売 業
吐数

%

25

100.0

0

0.0

O

O.0

7

28.0

6

24.0

1

4.0

1

4.0

4

16.0

6

24.0

3.42

金 融 業
社数

%

96

100.0

1

LO

0

0.0

60

62.5

17

17.7

2

2.1

3

3」

0

0.0

13

13.5

2.33

生 命保険業(含 代
理 業・サー ビス藁}

社数

%

5

100.0

0

0.O

0

0.0

1

20.0

2

40.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

40.0

2.67

損害保険業(含 代
理 業・サー ビス婁)

社数

%

4

100.0

0

0.0

0

0.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

25.0

2

50.0

4.oo

電 力 ・ガ ス 事業
社数

%

6

100.0

0

0.0

0

0.0

3

50.0

1

16.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

33.3

2.25

広告 ・調査 ・情報

提 供 サー ビ ス藁
杜数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

℃.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3.oo

情報処理サー ビス

錠・ソフ トウェア藁
社数

%

38

100.O

0

0.0

0

0.0

14

36.8

5

13.2

3

7.9

3

7.9

5

13.2

8

21.1

3.33

命
an

.o

o

u

＼

P

|

w

k'

＼Jl

へ

×

六



9-2-40表 フ ァクシ ミリ使 用の現 状 と5年 後 の予 定

菜 種 別

国 内 用 国 際 用(国 内共用を含む}

現在使用中の台数 5年 後使用予定 台数 5年 後使用予 定台数

公
衆
回
線
利
用

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利

;用

勾駆

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利
理完

鑓
線邑

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計
tt数

1社平均

5

16.6

0

0.0

2

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

二 次 産 業 計
杜 数

1杜平均

297

12.5

34

7.7

219

20.7

18

17.0

23

14.5

33

4.6

7

4.0

6

7.7

三 次 産 業 計
社 数

1社平均

188

9.4

27

17.9

147

12.7

】0

23.6

15

18.5

19

9.8

7

2.7

2

2.0

公 務 計
社 数

]杜平均

4

7.8

10

27.8

4

9.5

0

0.0

8

30.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
社 数

1社平均

494

1L4

71

14.4

372

】7.4

28

19.4

46

18.5

52

6.5

】4

3.4

8

6.3

主

な

兵

種

繊 維 工 業
社 数

1社平均

19

10.9

2

7.5

18

14.3

0

0.O

2

16.5

3

2.3

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業
社 数

1社平均

44

12.5

3

2.0

27

17.9

5

22.2

1

2.0

7

4.9

1

5.0

0

0.0

石油製品製造業
社 数

】辻平均

8

14.9

1

2.0

8

2L5

0

0.O

0

0.0

1

LO

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 集
社 数

1社平均

16

14.1

3

8.0

10

19.0

0

0.0

3

10.0

2

16.0

0

0.0

1

2.0

電気機械器具
製 造 業

社 数

1社平均

36

18.5

7

3.7
釦

35.9

6

13.7

4

4.5

7

2.4

3

3.7

4

6.0

輸送用機械器具
製 造 業

社 数

1社平均

21

6.6

6

4.8

17

85

1

10.0

2

1.5

2

5.5

1

5.0

0

0.0

卸 業 ・商 社
社 数

1社平均

53

11.4

5

1.8

50

15.2

2

6.0

5

4.o

8

18.0

2

LO

1

3.0

小 売 業
社 数

1社平均

20

8.5

2

1.0

13

23.4

0

0.0

l

LO

2

4.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
社 数

1社平均

41

12.0

8

16.8

30

13.9

2

12.5

4

23.3

3

9.3

2

4.5

0

0.0

生 命 保 険 集
(含代理靖 サー
ビス業)

社 数

1社平均

2

LO

1

113.0

2

5.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業(含代理業・サー

ビス業)

杜 数

1社平均

2

39.5

0

0.0

1

1.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
社 数

1社平均

1

2.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広告 ・調査 ・情報

提供サー ビス業

社 数

1社平均

1

3.O

0

0.0

2

19.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービ
ス婁 ・ソフトウ
ェア案

社 数

1社平均

18

L9

0

0.0

17

3.4

2

5.0

0

0.0

2

LO

2

L5

1

LO

9-2-41表 電信設備使用の現状 ど5年 後の予定

業 棟 別

国 内 用 国 際 用(国 内共用を含む}

現在使用中の台数 5年 後使用予定台数 現在使用中の台数 5年 後使用予定台数

公茄
飛

躍
匙

専

用

線

利

用

公苑
衆

雛
艶

デ利

:用

顧

専
用

線

利

用

公茄
衆
回入
線電
利
用邑

専

用

線

利

用

公茄
衆

晶

‖僅

デ利
イ用9,(
ンV
タE
ルN

回u
線邑

専
用

線

利

用

一 次 産 業 計 社 数

%

3

7.7

1

11.0

3

1LO

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
杜 数

%

243

6.9

72

1L5

129

8.7

35

13.1

50

15.2

199

2.2

14

L7

ll1

2.2

13

4.8

13

3.9

三 次 産 業 計
社 数

%

216

14.8

88

36.2

llg

l4.7

14

16.2

65

49.8

81

3.8

17

63.4

42

3.0

11

48.1

10

93.5

公 務 計
社 数

%

5

8.8

6

18.0

4

32.0

0

0.0

6

12.2

1

2.0

2

9.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
杜 数

%

467

10.6

167

24.8

255

1L9

49

14.0

121

33.6

281

2.7

33

33.9

153

2.4

24

24.7

23

42.9

主

な

集

種

冶 維 工 業
社 数

%

18

5.5

5

U.2

12

4.8

3

2.7

5

18.2

13

1.8

0

0.0

9

1.6

0

0.0

1

10.0

化 学 工 業
杜 数

%

31

6.8

7

18.1

13

10.1

6

1L8

4

14.0

37

1.6

0

0.0

21

1.7

2

2.0

0

0.0

石油製品製造業
杜 数

%

6

6.8

4

16.8

4

39.3

2

22.5

3

19.0

3

1.0

3

LO

3

LO

0

0.0

2

1.0

鉄 鋼 業
社 数

%

13

7.3

4

4.5

6

9.7

1

10.0

2

3.0

13

2.8

0

0.0

6

2.3

.

0

0.0
1

0

0.0

電気機械器具
製 造 業

杜 数

%

33

5.8

8

23.8

21

7.3

6

7.3

5

39.8

29

2.8

9

1.9

20

3.2

6

2.0

6

3.7

始送用機械器具
製 造 業

社 数

%

20

15.2

8

2.4

11

14.8

2

65.5

5

3.0

17

4.3

0

0.0

7

3.6

l

lO.0

0

0.0

卸 業 ・商 社
社 数

%

65

8.7

14

8.6

33

8.1

4

23.3

10

10.5

26

4.1

10

83.4

15

3.8

5

102.8

6

153.0

小 売 業
.

社 数

%

17

11.4

5

9.4

9

25.8

1

2.0

11

8.7

8

1.6

1

LO

3

2.3

1

5.0

0

0.0

金 融 業
社 数

%

57

19.2

23

46.7

31

14.0

0

0.0

14

85.7

14

7.8

1

3.0

5

2.0

2

3.0

0

0.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業}

社 数

%

3

209.3

2

64.5

2

2.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

社 数

%

1

26.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

2

1.5

0

0.0

1

1.0

1

2.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広告・調査・情報

提供サービス業

社 数

%

0

0.0

0

0.0

1

4.0

0

0.0

0

0.0

1

LO

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビ
ス薬'ソ フ トウ
ェア集

社 数

%

13

7.7

10

14.1

12

15.5

2

17.5

8

27.6

7

1.1

0

0.0

3

1.3

1

1.0

l

LO

＼'

NSi

へ

＼'

六

膳
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『



9-2-42表 業種 別 ・デー タベ ース ・サー ビス利 用現 況

(昭和55年 度輿査よ り}

利用情報 実
よ

数
値

画 映 音 抵

回
`'～轍 w"

報
べ

像 像 声

利
用
方

呑

吐

科

芋
技
術
分

特

許

分

産 そ藁
の

鵠他

柱分

科

芋
技
術
分

産 そ辛
の

艶
柱分

情 情 情

回

答

社

叢 檀 式 数 野 野 会野 野 金野 報 報 報 数

杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
バ ッ チ

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 ) 1 0 0 0 0 0 0 0 1一 次 産 集 計
オンライン

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0
.
0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 1 1 0 0 0 0 O 0 0 1
実 計

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

仕 数 36 16 21 7 6 8 1 0 0 59
パ ッ チ

% 100.0 44.4. 58.3 19.4 16.7 22.2 2.8 0.0 0.0 163.9

杜 数 67 35 32 7 14 20 4 0 0 112
二 次 産 集 計 オンライン

% 100.0 52.2 47.8 }0.4 20.9 29.9 6.0 0.0 0.0 167.2

杜 数 94 45 51 13 20 27 5 0 0 161
実 計

% 100.0 47.9 54.3 13.8 21.3 28.7 5.3 0.0 0.0 けL3

吐 数 42 6 1 7 7 26 2 0 0. 49
バ ・ソ チ

% 100.0 t4.3 2.4 16.7 16.7 6L9 4.8 0.0 0.0 116.7

杜 数 45 12 1 8 6 26 6 0 1 60
三 次 産 填 計 オンライン

% 100.0 26.7 2.2 17.8 13.3 57.8
噛13

.3 0.0 2.2 133.3

9

社 数 71 16 2 13 12 42 7 0 1 93
集 計

% 100.0 22.5 2.8 18.3 16.9 59.2 9.9 0.0 1.4 13LO

社 数 4 2 0 0 1 3 0 0 0 6
パ ・ア チ

% 100.0 50.0 0.0 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 150.0

社 数 3 2 0 0 1 2 ) 0 0 6
公 務 計 オンライン

% 100.0 66.7 0.0 0.0 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 200.0

社 数 5 2 0 0 2 4 1 o 0 9
実 計

% 100.0 40.0 0.0 0.0 40.0 80.O 20.0 0.O 0.0 180.0

社 数 82 24 22 14 14 37 3 0 0 114
バ ッ チ

% 100.0 29.3 26.8 17」 ・ 17」 45.1 3.7 0.0 0.0 139.0

社 数 116 50 33 15 21 48 1] 0 1 179
全 産 業 計 オンライン

% 100.0 43.1 28.4 12.9 18.} 4L4 9.5 0.0 0.9 154.3

社 数 171 図 53 26 34 73 13 0 1 264
実 計

% 100.0 37.4 3LO 15.2 19.9 42.7 7.6 0.0 0.6 154.4

9.-2-43表 業 種別 ・デー-Lタベ ース ・サ ー ビス5年 後利用 予定

(昭和5S年度ロ査より}

利用情報 実 文献
濫 画 峡 音 廷

回
情
報

情報 べ

利
用
方婁

檀 式

呑

吐

数

科

予
技
術
分
野

特

許

分

野

産 そ
文 の

撫
在分
会野

科

…
技術

分
野

産 そ

文 の

援 他

在 分
会野

像

情

報

像

情

報

声

情

報

回

答

社

数

社 数 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0パ ッ チ

% 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一 次 岳 哀 計 オンライン
杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実 計
社 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 o

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 42 24 21 15 14 17 6 1 1 99パ ッ チ

% 100.0 57.1 50.0 35.7 33.3 40.5 14.3 2.4 2.4 235.7

二 次'産 婁 計 オンライン
杜 数 85 47 49 28 31 詞 11 5 5 210

% 100.0 55.3 57.6 32.9 36.5 40.0 12.9 5.9 5.9 247.1

社 数 111 63 65 41 44 48 16 5 6 畑
実 計

% 100.0 56.8 58.6 36.9 39.6 43.2 14.4 4.s 5.4

、

259.5

杜 数 43 7 1 13 8 33 6 1 1 70
バ ・ソ チ

% 100.0 16.3 2.3. 30.2 18.6 76.7 14.0 2.3 2.3 )62.8

三 次 産 集 計 オンラfン

社 数 67 21 1 27 19 39 12 5 14 138

% 100.0 31.3 L5 40.3 28.4 58.2 17.9 75 20.9 206.0

社 数 88 24 2 35 23 58 15 6 14 177
実 計

% 100.0 27.3 2.3 39.8 26」 65.9 17.0 6.8 15.9 20L}

吐'数 5 2 0 0 2 2 1 ) 0 8パ ッ チ

% 100.0 40.0 0.0 0.0 40.0 40.0 20.0 20.0 0.0 160.o

公 携 計 フrンラ イ ン

吐 数 5 2 0 1 2 3 2 1 0 11

% 100ρ 40.0 0.0 20.0 40.0 60.0 40.0 20.0 0.0 220.0

社 数 6 3 o 1 3 3 2 1 0 13
実 計

% 100.0 50.0 0.0 16.7 50.0 50.0 33.3 16.7 0.0 216.7

社 数 90 33 22 28 24 52 は 3 2 177
バ ・ソ チ

、

% 100.0 36.7 24.4 3L1 26.7 57.8 14.4 3.3 2.2 196.7

全 音 食 酢 オンライン
杜 数 157 70 50 56 52 76 25 11 19 359

% 100.0 44.6 3L8 35.7 33.1 48.4 15.9 7.0 12」 228.7

実 計
社 数 205 90 67 η 70 109 33 12 20 478

% 100.0 43.9 32.7 37.6 34.1 53.2 16.1 5.9 9.8 233.2

ふ

留
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9-2-44表 業種別 ・デー タベ ー ス提供 可能 性の現 況

(昭和55年 度調査 より)

提供情報 実 よ
数
f'↓

画 映 音 延

情 w べ
回 報 報

像 像 声」

答
科
学

特

許

産 そ華
の

科

学
産 そ

業 の

回

答

提
供

ノ∫

社 在
術
分

分
讐他

柱分

技
術
分

諸他
枝分

情 情 情
枝

先 種 式 数 野 野 会野 野 全野 報 報 報 数

ト土 数 O 0 0 0 0 0 0 0 0 0

バ ッ チ

% O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 次 産 業 計 オンライン
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 O

実 計
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

吐 数 1 0 1 0 0 1 0 0 0 2

バ ッ チ

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 200.0

杜 数 2 0 1 0 o 1 1 0 0 3

二 次 産 業 計 オンライン
% 100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 150.0

吐 数 3 0 2 0 0 '2 1 0 0 5

実 計
% 100.o 0.0 66.7 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 166.7

吐 数 15 4 0 4 3 6 0 0 0 17

パ ッ チ

% 100.O 26.7 0.0 26.7 20.0 40.O 0.0 0.0 0.0 1B,3

社 数 15 8 0 1 5 8 0 0 0 22

三 次 産 業 計 オンライン
% 100.0 53.3 0.0 6.7 33.3 53.3 0.0 0.0 0.0 146.7

・

社 数 24 10 0 5 7 11 0 0 0 33

実 計
% 100.0 4L7 0.0 20.8 29.2 45.8 0.0 0.0 0.0 137.5

社 数 3 1 0 0 0 3 0 0 0 4

バ ・ノ チ

% 100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 133.3

社 数 2 1 0 0 0 2 .0 0 0 3

公 務 計 オンライン
% 100.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 150.0

社 数 3 1 0 0 0 3 0 0 0 4

集 計
% 100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 133.3

社 殿 19 5 1 4 3 10 0 0 0 23

パ ッ チ

、% lOO.0 26.3 5.3 2L1 15.8 .52.6 0.0 0.0 0.0 121」

仕 数 19 9 1 1 5 11 1 0 0 28

全 産 業 計 オンライン
% 100.0 47.4 5.3 5.3 26.3 57.9 5.3 0.0 0.0 147.4

社 数 30 11 2
』5

7 16 1 0 0 42

集 計
% 100.0 36.7 6.7 16.7 233 53.3 3.3 0.0 0.0 140.0

9-2-45表 業種 別 ・デー タベー ス提 供可能 性 の5年 後予想

(昭 和55年 度調査よd))

提供情報 実 よ 5 画 映 春 延

情 ↑1`1 べ
回 報 報

像 像 声

科 特 魔 そ 科 産 そ 回

提
供

方
業 種 式

答

}正

数

?
技
術
分
野

許

分

野

華 の

袋地
在分
会野

?
技
術
分野

警の

鵠他

在分
会野

情

報

情

報

情

報

呑

吐

数

杜 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0

バ ・ノ チ

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社 数 0 0 o o 0 0 o 0 0 0

一 次 産 業 計 オンライン
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

夷 講
% 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O

社 数 6 1 1 1 4 0 0 0 0 7

パ ッ チ

% 100.0 16.7 16.7 16.7 66.7 U.0 0.0 0.0 0.0 116.7

社 数 8 2 2 2 2 4 1 1 1 】5

二 次 産 集 計 オンライン
% 100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 12.5 12.5 12.5 187.5

杜 数 |3 3 3 3 6 4 1 1 1 22

累 計
% 100.0 23」 23」 23.1 46.2 30.8 7.7 7.7 7.7 169.2

社 数 24 7 0 5 9 12 2 1 0 36

.パ ・/チ

% 100.0 29.2 0.0 20.8 37.5 50.0 8.3 4.2 0.0 150.0

社 数 33 11 0 12 12 15 6 1 1 58

三 次 産 業 計 オンライン
% 100.0 33.3 0.0 36.4 36.4 45.5 18.2 3.0 3.0 175.8

社 数 46 14 0 14 16 24 6 1 1 76

実 計
% 100.0 30.4 0.0 30.4 34.8 52.2 13.0 2.2 2.2 165.2

杜 数 4 0 0 1 1 3 0 0 0 5

パ ・ソ チ

% 100.0 0.0 0.0 25.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 125.0

社 数 3 0 0 1 0 3 0 0 0 4

公 務 計 オンライン
% 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 133.3

社 数 4 0 0 1 1 3 0 0 0 5

実 計
% 100.0 0.0 0.0 25.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 125.0

社 数 34 8 1 7 14 15 2 1 0 48

パ ッ チ

% 100.0 23.5 2.9 20.6 4L2 44.1 5.9 2.9 0.0 141.2

社 数 44 13 2 15 14 22 7 2 2 77

全 廃 案 計 オンライン

% 100.0 29.5 4.5 34.1 3L8 50.0 15.9 4.5 4.5 175.0

社 数 63 17 3 10 23 31 7 2 2 103

実 計
% 100.0 27.O 4.8 28.6 36.5 49.2 1L1 3.2 3.2 1635

＼ノ
寸
べ

＼

言

ホ
㊤

亀



コ ン ピ ュー タ関 係 団体 名 簿(設 立年次順)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

日本商工会議所 東京都千代田区丸の 会頭 1922年6月 1.全 国商工 会 議所 の コ ン ピ ュー タ導 入 ・運

内3-2-2 永野 重雄 用指導
電283-7710 2.小 企業向共同利用 システムの開発 と普及

3.中 小企業に対す る情報処理相談、指導

4.企 業経営者に対する啓蒙教育

5.経 営改善の指導、標準 化の推進

6.行 政機関への建議要望 および協力

從経済団体連合 東京都千代田区大手 会長 1946年8月 1.国 内外にわた る情報化 の進展に即応 した

会 町1-9-4 稲山 嘉寛 関連法制の整備 の促進な らびに情報処理振
電279-1411 興政策の確立推進

・

從日本電子工業

振興協会
東京都港 区芝公園3

.

-5-8
会長

片山仁八郎

1958年4月 1.調 査

○情報処理装置 システムの新技 術開発調

機械振興会館内 査など

電434-8211 2.海 外調査団派遣

3.海 外とくに途上国の情報化への協力

4.講 演会の開催

5.出 版

○電子工業月報(月刊)、 日本の電子計算

機、各種調査報告書な ど

從情報処理学会 東京都港区芝公園3 会長 1960年4月 L調 査 ・研究
一5-8 猪瀬 博 ○ 自然言 語 処理 、 デ ー タベ ース管 理 シス

機械振興会館内 テム、人工知能 と対話技法 、記号処理、

電431-2808 ソ フ トウ ェ ア工 学 、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ

一 夕、計 算 機 アー キ テ クチ ュア、計算

機 システムの解析 と制御 、医療情報学 、

コ ンピ ュー タ ビジ ョン、電 子 装置 設計

技 術、分 散 処理 シ ステ ム 、 コ ン ビュー

タ ・グラ フ ィ ックス 、 日本 文入 力 方式

○情 報処 理教 育、 デ ー タ ベ ース工 学 、 ソ

フ トウェア基礎理論数値計算

2.国 際活動

OIFIPな ど国際会議への出席

OISO/TC97各SCの 審 議

3.出 版

○情報処理(月 刊)、論文誌(隔 月刊)、

JournalofInformationProcessing

(季 刊)

○情報処理叢書
○電子計算機 ユーザー調査年報

日本電子計算機 東京都千代田区丸の 社長 1961月8月 1.電 子計算機 レンタル業務
㈱ 内3-4-1 三上 太一 ○ハ ー ドウ ェアの レン タル

電216-3681 ○ ソ フ トウ ェアの レン タル

2.レ ン タル業 務 の支 援 ・電 子 計 算 機 のPR



コ ン ピ ュー タ関 係 団体 名 簿461

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

從行政情報 シス 東京都港区芝公園3 会長 1965年2月 1.行 政管理 および行政の システム開発 に関

テム研究所 一4-30 山ロ ー夫 ㈹行政事務 する調査研究

第32森 ビル 理事長 機械化研究 2.電 子計算機等の利用 による情報処理の開

電438-1678～9 清正 清 協会 として 発促進

発足 3.O&Mお よ びADPに 関 す るコ ン サル テ

1970年7月 イング業務

名称変更 4.海 外 行政ADP視 察 お よびADPSセ ミナ ー

の開催

5.内 外資料 の収集提供、出版物 「行政 とAD

P」の刊行および文献 の整備

㈱電気通信総合 東京都港区麻布台1 理事長 1967年11月 1,電 気通信に関す る社会科学 的、社会工学

研究所 一6-19 行廣 清美 的調査研究

電583-7101 2。 電気通信 に関する資料 の収集 ・整備

3.刊 行物の発行

4.セ ミナー ・講演 会 の 開 催

働日本情報処理 東京都港区芝公園3 会長 1967年12月 1.調 査

開発協会 一5-8 島田 喜仁 ○内外の情報処理 システム、情報産業 の

機械振興会館内 動向および情報化推進、基盤整備に関

電434-8211 す る各種調査

2.研 究 開発

○各種情報処理方式およびアプリケーシ

ヨン ・シ ステ ム等 の ソフ トウ ェアの 研

究 ・開発

3.コ ンサル テ ー シ ョンお よび デ ー タ処 理 サ

一 ビス等

○コ ン ピュー タお よ び ソ フ トウ ェ アの利

用 促進 の た めの コ ンサル テ ー シ ョン、

システ ム設 計 、 プ ログ ラ ミング、 設置

コンピュー タの利 用提供および情報処

理 に関す る情報の提供

4.教 育

○上級情報処理技術者、情報処理部門管

理者 、インス トラクター等 の養 成 お よび

情報処理技術者育成のための各種調査

5.普 及 ・広報
'

O情報処理 に関する知識 、技術の普及 をはか

るため講演会、特別研究会等の開催、各種

教材の作成・頒布、出版物の刊行等の活動

6.国 際交 流

○海外の情報処理関係機関 との提携 、調

査団の派遣等を通 じた国際交流



462

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

EDPユ ーザ ー団

体連 合会

東 京 都港 区三 田1-4

-28三 田国 際 ピル

㈱ 日立 製 作 所 内

HITACユ ー ザ研究 会

電455-2301

会長

鈴木 藤雄

1968年8月 1。 要望書の提出

O「データ通信振興 に関す る要望笹」郵政

大 臣に対 して

2.各 種JIS原 案作成への協力

㈹ ソ フ トウ ェア

産 業 振興 協会

/ソ フ トウ ェ、

ア流 通 促進

＼セ ン ター ノ

東京都港 区芝公園3

-5-8

機械振興会館内

電436-3938

傑 京都港 区芝公、

園3-5-8

機械振興会館内

＼電436-3938ノ

会長

服部 正

魔 正)

1970年6月

('9驚)

1.ソ フ トウ ェア ・コ ンベ ン シ ョンの開 催

2.技 術研 修 セ ミナー およ び ソ フ トウ ェア ・

シン ポジ ウ ムの開催

3.「 ソ フ トウ ェア ・ニ ュース」お よ び 「ソ フ

ト協 レポー ト」の 発行

4.調 査 研究 活 動

○ソ フ トウ ェアの 法的 保護 に関 す る調 査

研 究

○ソ フ トウ ェア開 発 技 術 に関 す る調 査 研

究

○ ソフ トウ ェアの ドキ ュメ ンテ ー シ ョン

技 術 に関 す る調 査 研究

○ ソフ トウ ェア ・エ ンジ ニ ア リン グに 関

す る調 査 研 究

1.ソ フ トウ ェ アの流通 促 進 を図 るた め の広

報 ・啓 蒙事 業

○ソ フ トウ ェア ・シ ョウの開 催

○ソ フ トウ ェア流通 の た めの 講演 会 の開

催

○ ソ フ トウ ェア商 品 化技 術 の た め の研 修

会 の開催

2.汎 用 ソ フ トウ ェア に関 す る情 報 提 供 事 業

○季 刊 「ソフ トウ ェア流通 」の発行

○「ソ フ トウ ェ ア ・プ ロダ ク ト」の発 行

(年4回)

○「ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ト年 鑑 」の 発

行(通 商 産業 省 機械 情 報産 業 局 編)

3.ソ フ トウ ェア流通 に関 す る調査 研究

○ユ ー ザー開 発 ソ フ トウェ アの パ ッケ ー

ジ化 に関 す る調 査 研 究 ⑳

Oユ ーザ ーの 汎用 ソ フ トウ ェ ア選 定 基 準

とその支 援情 報 に関 す る調 査 研 究

Oソ フ トウ ェ ア流通 機 能 の充 実 に関 す る

調 査研 究

4.国 お よび関 係機 関 の施 策 に対 す る協 力
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

翻地方自治情報 東京都千代田区一番 理事長 1970年5月 地方公共団体 に関す る

セ ン タ ー 町25 林 忠雄 ①情報処理 システムの研究開発

電264-0691～5 ②情報処理業務 についての国に対す る改善

要望

③教育研修 による要員等 の養成

④ コン ピ ュー タ利 用 につ いて の相 談 ・助 言

および技術的援助

⑤関係業務の情報処理

⑥電算職員等の表彰

⑦普及広報活動(月 刊「地方 自治 コン ビュー

,タ 」の発 行等)

㈹関西情報 セン 大阪市北区中之島5 会長 1970年6月 1.情 報 シ ステ ムの研 究 ・開発

タ ー
一3-51大 阪 国際 芦原i義 重 ○ ソ フ トウ ェ ア 、 デ ー タ バ ン ク 、 デ ー タ

貿 易 セ ン タ ー ビル 流通医療情報 システム、映像情報 シス

電448-6631 テム、消 費 者情 報 シ ステ ム

2.情 報処 理

O技 術計算 、統計解析

3.調 査 ・研 究

○地域計画、都市計画、社会経済、環境

問題
4.教 育 ・啓 蒙 ・広 報活 動

○ シニ ア ・プ ログ ラマ ー養成

5.建 議 ・活 動

從 日本情報 セ ン 東京都港 区虎 ノ門2 会長 1970年7月 情報処理サービス業 の業界団体 として一

ター協 会 一6-4 桑江 和夫 ①業界振興策の立案 ・提言

第11森 ビル ②情報処理技術の共同研究 ・共同開発

電501-4821 ③需要構造 ・将来動向等 に関す る各種調査

④ 会員 間 の情 報交 換 ・コ ミュ ニケ ー シ ョン

の促進等を実施

情報処理振興事 東京都港区芝公園3 理事長 1970年10月 1.先 進的、汎用的プ ログラムの委託開発

業協会 一1-38秀 和 芝 公 野見山 勉 2.先 進 的 、汎 用 的 プ ログ ラムの 販 売 お よ び

園3丁 目 ビル内 貸 し付け

電437-2301 3.プ ログラム開発等資金借 り入れに対 する

信用保証
4.情 報処理に関す る調査

5.プ ログラム調査簿作成のための調査

6.汎 用 プロ グ ラムの 登録

㊥日本特許情報 東京 都港 区虎 ノ門1 会長 1971年6月 i.特 許情報の機械検索 サービス(オ ンライ

セ ン タ ー 一5-16 土光 敏夫 ン ・シ ス デ ム 、 パ ッチ ・シ ス テ ム)

晩翠 ビル内 2.抄 録 誌 ・索 引 の発 行

電503二6181 3. 、特 許情 報 の 閲覧

4.INPADOCDATAの サ ー ビス
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

働映像情報 シス 東京都中央区銀座4 会長 1973年6月 1.映 像情報 システムに必要 な機器の研究お

テム開発 協会 一10-5 土光 敏夫 よび開発

三幸 ピル内 2.映 像情報 シス テ ムに必 要 な ソ フ トウ ェ ア

電541-2621 の研究 および開発

3.映 像情報 システムに関す る実験

4.映 像情報 システムに関す る調査

5.映 像情報 システムの開発成果 の普及促進

6.映 像情報 システムに関す る教育研修およ

び啓蒙

㈲ 日本デ ータ通 東京都港区麻布台1 理事長 1973年12月 Lデ ータ通信 に関する調査 、研究およひ開 発

信協会 一6-19 神山 文男 2.デ ータ通信 に関する意 見の提言

電586-1621 3.教 育 お よび研 修

○工事担当者資格試験の受託

○セ ミナー、 講演 会 の 開催 等

4.デ ー タ通信 回 線利 用 に関 す る コ ンサ ル タ

ン ト

5.自 営端末機器の認定

6.資 料 その他情報の収集 および提供

働 医療情報 シス 東京都港区赤坂2一 理事長 1974年7月 1.医 療情報システムの研究開発の実施

テ ム開発 セ ン タ 3-4 大島 正光 ○地域医療情報 システムの開発実験
一 ラ ンデ ィ ック赤 坂 ビ ○共同利用型病院情報 システム(SHISの

ル内 開発推進)

電586-6321 ○医療情 報 サ ー ビス ・シ ス テ ム

Oヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム

の開発

2.医 療情報システムの成果普及 な らびに広

報 の実施

3.医 療情 報 シス テ ムの指 導 ・研 修

協同 システム開 東京都港区虎 ノ門2 代表取締役 1976年4月 1,ソ フ トウ ェ ア生 産技 術 開 発計 画

発㈱ 一8-10 社長 2.ソ フ トウ ェ ア工学 、福 祉 工学 等 の 開発 事

第15森 ビル 内 近藤 勝 業を推進
電503-4981

從 システム総合 (東京本部) 理事長 1980年4月 システム科学 ・技術に関す る理論的 ・実 際的

研究所 東京都千代田区平河 椹木 義一 な ・

町2-16-15 ` ①調査 ・研究
IIASA(lnterna一 北野 ビル内 ②教育 ・啓蒙

tionalInStitute 電261-2250 ③国際交流
・

forApplied (京都本部) ④情報サービス
SystemAnaly一 京都市左京区吉田牛
sis)日 本 委 員 会 の宮町41

事務局 日本 ・イ タ リア京都

会館内

電751-7115



豊かなる情報化社会へ貢献する

情報化促進企業
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発iい たしま大

日本の企業のカめに

日本ユニノ㊦ツク)が新たに自生開発した

況用コンと
o 一 ～

b●pond
ピヨンドー それは新しい可能性への挑戦。

最新鋭の汎 用コンピュータ

UNIVACシIJ－ ズ80/65登 場◎

いま日本のビジネスに

新たな進歩への道 がひらかれた。

シリーズ…8◎165

しL_ 目

塞 〃

コンピュータで世界をひらく

日m==1竃yO
東京都港区赤坂2-17-51㊦107TELO3(585)4111

●価格/月 額200万 円 ～700万Fl

●現在 までOS/3で 開発されたシステムは一切

変更することなく、そっくりご使用いただけます、

資料請求は、貴社名 ・所在地 ・お名前 ・役職名

をご記入のうえ弊社販売促進室へどうぞ。

資料胴衣券:
SD/65



The L口5†Conversion

B5900

貴重なソフトウエアの資産を守り、より発展させます,

B5900は 中 ・大型 機種 として世界 初 の 本格 的マルチ ・プ ロ

セサー・システムを実現 しました。 さらに、同 システムの.ヒ位

機 種 である、大 型機B6000シ リーズ 超 大 型 機B7000シ リ

ー ズのすべ てのソフトウエ アがB5900で 使 用 で きます(B59

00専 用のソフトウエ アは ありません)。したが ってB5900で は

低 コストで、何 の コンバ ージョンもなく、処 理 能 力 を最 高50倍

のB7000大 規模 システムまで拡 大 で きるわけで 尤 多額 な

コストを必 要 とする開 発障 害 から解 放 され
、貴 重 なソフトウエ

ア資 産 を守 るB5900。 企 業 の悩 みを解 消 する新 鋭機 で 七

品 目 ザ ・ラス ト・コ ンバ ー ジ ョン■ ■■

B5900一 大型、超 大型機の機能まであわせ

持ったシステムの誕 生です。画期 的なBNA(パ

ロース・ネットワーク・アーキテクチャー)による分

散ネットワーク上でのリモート・データ・プロセサー

としても使えるように設 計されていまポ 革 新的

なアーキテクチャーを駆使 した高性 能のホスト・

コンピューターで尤

劃 バ・一ス株式会社
本社/東 京都 十代 田区 麹町rの7〒102tto3(263)32H

サービス・ス テー ション/全 国t50ヵ 所



無限の可能榔 端緒 。

インテ ック は、ヒ更いつでも、どこでも、だれ でも"

コン ピュー タを ご利用いただ ける ことをモ ッ トー

に、全国主 要都市 にコ ンピュー タ を設置 し、専 用

通信回線網(TecAceNet)で 結んで い ます 。

業務の 内容 も、 経営、行政 、医療 、科学技術 な

どさ まざまな情 報処 理、 各種 ソ フ トウェア開 発、

情報機器 の開 発 ・販売 ときわめて幅 広 く、 多岐に

わた ってお ります 。

インテ ックは最新の 技術によ つて、高品 質な成

果物 とサ ー ビスをよ リ速 く、よ り低価格で 、よ リ

安 全に提供 し社会 に貢献 する ことを使命 と してお

ります 。

∂ ・縮 合・エt=」 ≡F:yCコ
富 山本社/富 山市奥 田町2-II〒930●(0764)32-5511㈹

東京 本社/東 京都渋 谷区 幡 ケ谷3-37-18〒1519y(03)320-2111㈹

札 幌/仙 台/東 京/名 古 屋/大 阪/高 松/福 岡/新 潟!魚 津/富 山/高 岡/金 沢
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否

離離i－

1'f奏 珊

購
KOO籔 開発計算センター
〒100東 京都 千 代田区 丸 の内1-8-2(第 一鉄 鋼ピル)frO3-213-0921㈹

■TSS・RJEサ ービス ■経営事務 ・科学技術計算 ■ 日本語情報処理 ■モニターオープン

■システム設計 ・ソフ トウエア開発 ■社会環境 問題の解析 ■図形総合処理 ■情報処理 コンサル タン ト
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F・Mサ ー ビ ス
W漢 字 処 理 サ _ビ ス 川 崎 支 社●川 崎 市 川 崎 区駅 前 本町5-2

イ ンプ ットサ ー ビ ス

マンパ ワー 派 遣 サ ー ビス 渋 谷 支 社●東 京 都 渋 谷 区 道 玄 坂1 _22_IO見 真 ビルlF〒150/TEし(03)464 -6971

総合情報処理サービスめカテナ

テ ナ ピ5ネスサーピス
本 社●川 崎 市 川 崎 区 駅 前 本 町5-2大 星 ピル6F〒2|0/TEL(044)222-2641

大 星 ビル5F〒210/TEL.(044)222-512|

日本橋 支社●東 京 都 中央 区 日本 橋 小 伝 馬町16-8共 同 ピル7F〒103/TEL(03)663-2i9|

新 宿 支 社●東 京 都 新 宿 区 西 新 宿3-3-il第 二杉 本 ビル7F〒160/TEL(03)346-0961



スで名麟 を袖 でまい う。
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いい シ ステム 、誠 実 なア フ ター フ ォロー。

阜

NIXDORFSYSI1M8870
ニクス ドル フの姿勢に耳 を傾 けて下 さい。 7ル チソヨフ&マ ルチワー ク ステー ノヨン ンステム

、夕

汐 乙〆

'ぴ 〆

'〆

楽器の性 能はもちろん、完ぺ きなテクニック とす ぐれた

感性を持つ演奏 者、耳のこえた聴衆…どの要素が欠けて

も名演奏は成 り立ちません。 ビジネスとコンピュータの

関係 も同 じことがいえます。物事の本質をとことん問い

つめ、製品に生か しきるドイツ人。 そのガンコなまでの

姿鋤 彫 になったニ クスドル7の 各 システム。基本性能

の充実はもとより、使 い良さを細部にまで検討 して設計

されたハードウェア、豊富な経験 から生み出された幅広

いソフトウェア、 きめの細かいアフターフ』オローなど、

コンピュータを使いこなすために欠かせない条件がすべ

て揃っています。 このニクスドルフのシステムを駆使 し

て、私たちといっしょにビジネスで名演奏をかなでてみ

ませんか。世界でいち早 く現場 中心の分散処理システム

を提 唱したニクスドルフの思想と技術が 皆さまのビジ

ネスの大きな力 とな ります。

兼松
兼松ニクスドルフコンピュータ株 式 会社
本社/東京都品川区西五反出1-31-1日生五反田ピル〒141TEL(03)4Se-1351㈹
■大阪支店/名 古屋支店/札 幌営婁所/秋 田営巣所/仙 台営業所/横浜営婁所

浜松営巣所/岡 山営巣所/広 島営業所/福 岡営業所



コン ピュー タ ・ネ ッ トワ ー ク

NE
全 国拠 点網 に よ るサ ー ビス

ヒ ュ ー マ ン な デ ー タ プ ロ セ シ ン グ ・サ ー ビ ス… … … 。

こ れ を 原 点 に 、 協 栄 の エ ン ジ ニ ア リ ン グ集 団 は 筒 賀

な デ ー タ プ ロ セ ス を 目指 して い ます 。

fukuoka

hiroshimo

芦　
kitakari↑9'

ooyomo

γ。k。h。m・

膓"]

基
本

青 山営 業所 〒107東 京 都 港 区 南 青 山5-4-27TelO3(499)1381

システム開発 ラボラ トリ 〒231横 浜市 中区本 町4-38TelO45(211)0696

札 幌 支 社/仙 台 支 社/北 関 東 支 社/名 古 屋 支 社/大 阪 支 社

広 島 支 社/福 岡 支 社

エンジニア集団

欝描栄計算t三=」{ヨー
社 〒158東 京 都 世 田 谷 区 等 々 力1-5-12TelO3(703)4111

⊃



ユ ー ザー に根 をお ろす コアグループ

コ ン ピュ ー タを通 じて 社会 に貢 献 した い と考 え るコ アグ

ル ー プ は、ユ ーザ ーが 真 に求 める システ ム の 開発を 多面

的角 度か ら行 う、総合 的 なエ ン ジニ ア リング集 団です 。

ア プ リケ ー シ ョン ソ フ トウ エ ア ハ ウ ス

(株)応 用システム研 究所
〒150東 京 都 渋 谷区 渋 谷3-26-20三 鱗 ピルTEL(03)407-6581(代)・

ベ ー シ ッ ク ソ フ トウ エ ア ハ ウ ス

(株)シ ス テ ム コ ア
〒i60・ 東 京都 新 宿 区南 元 町19信 濃 町 外 苑 ピル

プ ロ セ ス制 御 シ ス テ ム ソ フ トウ エ ア ハ ウ ス

(株)デ ンケ イ
〒150東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20三 鱗 ビルTEL(03)407-6581(代)

シ ス テ ム ハ ウ ス ・情 報 機 器 販 売 一

(株鑑
〒150東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20三 鱗 ビルTEL(03)407-6581"C代)

関 西 地 区 ・シ ス テ ム ハ ウ ス

大 阪 コア(株)
〒541大 阪市 東 区 淡 路町3-37富 山化 学 ビルTEL(06)222-6581(代)

テ ク ノ ロ ジ 三 ア セ ス メ ン ト 羅.

西 日本 シ 肇 ク タ ンiク(株)蕎
〒739-06広 島県 大竹 市 南 栄3-4-|3TEL(082了5)3-3315(代)

ざ
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なって しまうということを"ラ

お伝 え したかったからです。

● この ソフ トウェアは コン

ピュー タに何 か仕 事を させ

るの に心要なあ らゆ る情報

を盛込んだ もので、すべ て

人間 によって作 られ る最 も

重要 なもので す● コン ピュ
ー ターサ ービス株 式会社(C

SK)は 、コン ピュー タに

関す るあ らゆ るサー ビス を

提供 す る会社であ り.、シス

テム開発か らプログラ ミン

グまで、質量 と もに業 界No.

1の 実 力を持 っています。

歴 歴 。醗 受、信,算、願 望、瀧 営甑 適 、、画・、制御分・予開発、・ンピ・一… キ・・テ・開発、

マ イ コ ン販 売 お よ び教 育 事 業 、 イ ンプ ッ ト、OCR、 コ ン ピュータ リー ス 、 設 備 リー ス 、シ ステ ム 販 売 、 オ ン ラ イ ン ネ ッ ト

ワ ー クサ ー ビス 、 コ ン ピュ ー タ ・ビジ ネ ス ・ア カ デ ミー

陪 ■]]ビ ューヨー廿一ビス株式会‡土

1難1灘i講 難撫 三㌃:lliiii|illil
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灘護澱1

1
o

32台のワークステーションを駆 使● デ ータ処理 はもち

ろん、イメー ジ処理 、データ通 信など多岐 にわたる適用

分野●大容量の固定デfス ク(2〔Y4〔MB)2台 までFl・]

蔵可能 、さらに100MBの 独立型ガ スクの接続も可能

●7色 カラーガ スプレイ、ファクシミリ、ワードプロセッサ

でイメージ情報処理が可能 ●漢字ガ スプ レイ、漢字

プリンタ、センサーパネルで日.本語処理に対応●基本

言語としτCOBOLを 採用

HAYnc
7000一

2つ の頭脳で、最大32種 類の業務を同時処理。

S、 ・… 合わせ・…

蟻 戸 ⊇も絃 舗 ㌶1霧 雲 蒜 ㌧ れ忽 忽::蒜::二:二≡:隠 味::



自然 との調和を求めて

一

で
=7-.._

b

'ヒ
竃七 口

科学技術の進歩によって築かれた現代文明は、

さまざまな形で社会環境に影響をおよぼしつ

つあります。

数理計画は、この現代文明による歪みから起

こる各種の問題を解決するため、的確な問題

把握と十分な技術力、豊富な経験による処理

手法を基に、自然との調和を求めて努力を続

けています。

一 と●

三 一り 　

違 二 一
二一ー ー二==二三ニー

=主 な業 務内 容=

一三三=二≡一

〇環 境 ア セ ス メ ン ト

大気 ・水質 ・騒音 ・振動等の現況把握 ・

予測 ・評価および総結合アセスメン ト

○ 出 版 情 報 シ ス テ ム

出版企業の事務情報 ・物流情報管理 ・事

典情報 ・漢字処理等

○ 医 療 情 報 シ ス テ ム

MUMPSシ ステム&ア プ リケ ーシ ョン ・

医 療デ ー タベ ース(文 献 ・副作 用 ・症例)等

一_

こ{

†

一 一_

T
RESEARCH,ANALYSIS&COMPUTING

本 社 〒112東 京都文京区後楽2-16-1ftO3(816)2121



情報処理の未来をひらく

m[の テ ーマ は不 変 で ー蓼。

高度の科学技術計算、 シ ミュレー ション、経

営 情報処理 、グ ラフィック処理 か ら、身近 か

な問題の解決 までこCRCは 経験豊かな情報処

理技術 と大規模な情報処理 システム《CRC複 合

システム》*を駆使 して、ユーザ の期待 に応 えま

す。昭和33年11月13日 発足以来、q青幸敗 と理の

未来 をひ らく」-CRCの テーマ は不変です。

*《CRC複 合 シ ス テ ム》は
、スー パ ー コン ピュー タCRAY-1を 核 に

CDC系 、IBM系 の超大 型 コンピュータ をフロン トエ ン ド ・コン

ピュー タ とす る世 界最高 水準の情報処理 システムです。

♂)… …問 題解 決 のご相 談 は、営 業 開発 グル ープへ …… 東京 呑(03)665-9876(直)/大 阪 智(06)241-4111(代)

i'驚慕纂盟爲念鷲鰭
■.大 阪轟 羅1跳 ～認 東海.筑㌶ 誌雀羅 ㌶

【R[Nεr胱■E字1}鷲 ぽ;〒報 酬 ㌶ 腸19;:;瓢;



一 般 計 算 受 託 COM

エ ンボ ス.エ ンコー ドカー ド

バ ー コ ー ドプ リ ン ト

オ ンライ ン受 託

OCR

カ ー ドパ ン チ

日本語情報処理

オ フ ラインプ リン ト

セ 「ン・←=ラ,レ 弓/ス 『デム ス"株 …武 合 ネ土

取締役社長 白 木 裕 泰

妄 営轟 名 古 屋 ・ti中区 錦 二 丁 目 ・喘 ・・号 大和 ・1・命 ビルft23'-8481〒460

営 業 部 名 古 屋 市 中 区 錦 三 丁 目20番27号 御 幸 ビ ル2r231-7611丁460

東 京 営 業 部 東 京 都 千 代 田 区 神 田・j・川 町 一 丁 目5番 地 神 田東 海 ビ ルfir293-3581T101

日 目 へ 。
DCCの プ レ/一ン が

あ なたの 問 題 を解 決 しま充

0[[主 客0])t…L-S－寸－t■株式会社
大和証券グループ

本 社/東 京都 中央 区新川1-28-38(東 京 ダイヤビル)〒1041r東 京(03)553-6011㈹

大阪 支店/大 阪市東区 博労町2-15(東 邦 生命 ビル♪ 〒54Str大 阪(06)261-1733㈹

違,

."i翼 翼'
/'"授 、'

濾露
盤 、 騒

ノ,、



〉 シち

'

o

ご

ω 、

ぐ.

.・r"t

〆 』ダ

済

.プ1望

弓/
・ジ遁

ジ 穎 の働 ・司z

.元

濾
㌘糊 ぼ ∵

,;、云 、."rt1

蓄/=・ κ ・三パ
・類'二 禰

ヌ ∪

馳
『

、、'
"膓'

/繍
一

㌧雀

'
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新しい技術へのたゆまぬ挑戦

●EDPシ ス テ ム ・コ ンサル テ ー シ ョン

○ソ フ トウ ェ ア開発

●事 務 計算 ・日本語 情 報 処理 サ ー ビス
●科 学 技術 計 算

●医 療 シ ステ ム販 売

●農協(信 用、経 済、共 済、ほか)シ ステム開 発 と販売

使用機種－UNIVAC-1100・FACOMM-150F
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コンピュータの世界 も

輝 く未 来 をめざして歩き

はじめたばかりです。
1945年 真 空 管 に よ る コン ピ ュー タが 登 場 して以 来 ・コ ン ピ ュー タ の 世

界 は 急 激 な進 歩 を とげて き ま した 。そ して 、い ま超LSIの 時 代 を迎 え

その 真 の 応 用 と展 開 が 問 わ れ て い ます 。

コ ン ピ ュ ー タ の 夜 明 け が 、 い ま は じま った の で す 。

oo"pu>

DPC
お問合せは宕03・567-5211㈹SべR

V、C◆

警備 糠竃 繍 　鞭 籔鷲㌶1悉 ㈹



汎 用コンビrタ の 性能 を誇 る32ピ ント・スーパ ー・ミニコンVAX・11/780

4.3GBの 仮 想 記t齢li域 、1ユーザ'」iり2GBの

ユーザ 空間は ミニコンというにはあ まりに高性 能。

リアルタイム、TSS、 マルチストリーム・パ ッチを

1昨if処 理 し、豊11::なCAD/CAMア プ リケー

ションをサ ポートしま七 複雑 .多 様 、大規 摸 化

するミニコン へのニーズに,的 確 にお応 えす る

ロー コスト・ハ イパ フォーマンスの スーパー ・

ミニコジ で 九 また、VAX-11/780の7ー キテ

クチャをそのままに、よりコンパクト、より低価 格な

VAX-】 〕/750も 至Jiたに登 ∫鯵。サイズは% .40%

のCPU価 洛て50%の 性 能を発壬軍しま七 ソフ

トウエアは もちろん 完 全]}:換 。高 級,泡} 、ユー

ティリテt200を 超 えるアプ リケー ションの 全て

が仙 川で きま七

宮 で使 いやす いソフトウエア

● 仮想 記憶 方式のOS:VAX/VMS● 仮想

配位 領 域4.3GBJユ ーザ'11り2GBの ユーザ空

間 ●高 級 言語:FORTRAN、COBOL、BA-

SICJＬL/1」 〕ASCAI{MUMPS 、CORAL

66、BLISS-32」 」SPτ?;● ネットワーク・ソフ

トウエア:DECnet、2780/3780プ ロトコル・エミュ

レー タ●アプ リケー ション:CAI)/CAMぴ

VAX・1|〃80の 優 れ た 特長

●実 メモリ実装 最 大12MB●256ユ ーザ をイ

ンタラクティブ・サオミート●キャッシュメモリ8KB

を標 準装 備 ●メモ リ実効 アクセスクィム290ナ

ノ秒 ●ユーザ ・コントロール ・ストア12KB● 大 容

jiζ磁 気 テ'aス ク装置64台 を接 続 ● フロッピー・
'コ ンソーソレ・サブ システム● 汎 用高 速 インター

フェイスが接 続 可能 ● マルチ ・コンビ〉一タの

構築 力「1'「「挺

聞開脚
デ ィジ タル ・イクイッ ■■ン ト・コーポ レ ーシHン ・イン9一 ナ ショナ ル

DEC日 本支社
東 京 都0島 区4〔池 袋3-1-1サ ン シrイ ン60・35F〒170

⑰03↓989)7】11(大 イt表}大 阪 青 菜 所 ⑰06〔364)2路4/多 占

片…営?1H肝 管052{211)1827/横 浜 背 某nttto45〔671}559】/

}=}市営 異F斤tte298↓24)]9ユ8/九 州 営 業'1庁舎092〔472　 6435

スーノ、〔」 ・ミニ コンのヌーノ、酬 気 。
発売以来3年 、世界で3.(〕00台 の信頼 。

80繰 は本 刷 な32ビ ・ト'・一パ ー ・ミニ・ン隙
・なt・・で もその優 れた':t""tでS.T三郎 ・・」な好 評 を・たノご・・(・るの・・VAX-ll/78。(t 。'ンピ

ュ一夕を常に身近 なm!!一 として追 ・kするDEC・{IH:?Fr・tJ
,1・Ilflniを輸 しているPDP-11フ ァミリーの 最」,繊 ω としてi醗 。

発売 以 来3年 間 で3,000台 を超 える出荷 実 績を誇っていま丸

VAX・11/780



ナンバー印刷の東洋紙業

ウェイテットチェック ディジット

コ ンピ ュー タ に入 力 され るデ ー タは 、い ろいろな

チ ェ ックが お こ なわ れ て お ります が、 あ ら か じめ

伝 票 に印 刷 され て い るナ ンバーにっい ては 、チェック

なしか、 チ ェ ッ ク精 度 の 低 い7DR、9DSRし か

ご利 用 に なれ ませ ん で した。当社 で は モジュラス10、

モ ジ ュ ラス11の チ ェ ック付 ナ ンバ ー が 可能 な印刷

装 置 の 開 発 に成 功 しま した 。

東洋紙業株式会社
ビジネスフォーム本 部

くBF専 門工 場〉

平 野工 場1大 阪市平 野 区平野 元町9-38e(06)791-3435(代)〒547

王子工 場:東 京 都北 区 堀 船1丁 目6番2号tt(03)927-0051(代)〒114

本 社:大 阪 市 浪 速 区 芦 原1-3a(06)568-0011(大 代)〒556

オールラウンドコンピュータセンター

コンピュータ利用に関することならなんでもご相談ください!

日科技研
電 子計 算 機 セ ン タ ー

(千駄ケ谷)

TOSBAC5600/160

(256KW)

筑 波情報 セ ン ター

霞 が 関情 報 セ ン タ ー

(霞が関ビル内)

旧M3033

漢 字 シ ス テ ムCOMシ ス テ ム

グ ラ フ ィ ッ クシ ス テ ム

プ ロ ッテ イ ン グ シ ス テ ム

電 算機 シ ステ ム の

使 用(ハ ー ド利用)

計算処理の スピー ド

化 ・正確化 ・経済的

ソ フ トウ ェ ア開 発

の 受注(技 術 計 算)

ペー シ・ソクソフ ト・

アプ リケーションプロ

グラムの開 発 ・NC

(数値制 御)な ど

受託 計 算処 理,

(事 務計 算)

医療情 報 システム ・

給与計 算 ・会計 シス

テム ・人事管理 シス

テ ムなど

デ ー タ処理

統計解析 ・数理 計画

等 のプ ログラム群の

有 効な利川

会 員 会 社関 係

会 員制 度 によるシス

テム開 発と計算処理

のサー ビス ・リモー

トバッチ方 式の利 用
・オンラインサー ビス

受 託 計 算処 理

(技 術 計 算)

温排水拡 散計算 ・気

象解析 ・大気拡散 ・

耐震計算 ・構造計算

化 学 工学 関 係
蒸留計算プ ログラム
・ダイナ ミックプ ロ

セスシ ミュレータ

漢 字情 報処 理

シ ステ ム

漢字 処理 プ リンター

の有効利川DM・ 技

術文献速報 ・名・簿の

作成

プ ロ グラ ム販 売

当社開発のプロ グラ
ム販売に加え.ユ ーザ

プ ログラムの委託販

売 を行って.ソフ ト流

通の ネッ トワーク形

成 につ とめてい ます。

㈱ 日本科学技術研修所
.電 子 計 算機 セ ン ター(03-352-2231)(代)

(〒151)東 京 都 渋 谷 区 千 駄 ヶ谷5-10-11

霞 が関 情 報 セ ン ター(03-580-4771)(代)

(〒100)東 京 都 千 代 田区 霞 が関3-2-5私 書 箱112(霞 が 関 ビル31階)

筑 波情 報セ ン タ ー(0298-51-3082)

(〒305)茨 城 県 新 治 郡 桜 村 大 角豆 字 名 兵2012-121(大 和 ビル3階)



'「OSHIBA

300メ ートルのシ　 トも数センチの・ぷ 丑 その配 〃・・
・… フの 醐 があ・.・・・… ン翻 ζ愉

.㌶ 瓢 晒.

フ玩 ρム
■金婚御副、最多仏川口、爵湛秀フレ_ヤ_の

∠〆 メ〃r
ニューモデルが加わって、さらにキメ細かな組み合わせができま

最もパワフルな東芝の漢字分散処理システム。

分 散 処 理 の ネッ トワー一・クを広 げるDP-4新 登 場
。

ボ ス}一 漢 ∫・処理 機 能 がなくて 鋲 漢 字か 使 える

分 散 処 理 システム として 好 評の 東芝DPシ リーズ

に、DP4が 新(f場
。ラ インアップを ますます充 実

させ まLた,例 えば ステーシ ョンの接 続 台 数 で は

DpSカt∫12一 ノ＼1～・lrヤ、DP'{Sカ ミ∫1{ごノ＼:32fr、DP・4

が1妹8台 お客 椥)眺3と1腿 にマ
。チ した 、

棚 ω ないキ ・こまかな システムを縦 ・こ とが で

きます.東 芝 はr)Aを 打 実 に現 実 の もの として

i「きます、

貰

一当ミミミ

〆

東芝 分 散 処理 システム'TOS■ ■A[

資 相;,†、ド券

1)EJ∈PIム6PP#

コン ビュ ー7-rl
,i:

!.DP/8DP/6DP/4

車 ぽ 勤 庶 〒tes…=・ ・都i琶区虎 ・門1.・6-・(ag17・・ビ・・)頁 ≡ 瀬 無 ≡+真 鱈 辮(。,)、 。,,、,31



ビジネ ス フォー ム は情 報 の「器」で す

JUSTＬPIT
システムとビジネスフォームの確 か な調和 をめざして

Sy ssForms

企 業 運 営 に必 要 な尾 大 な情 報 一 それ を運 用 す る

た め の 中心 媒 体 で あ る ビ ジ ネ ス フ ォー ム 。情 報

の高 度 化 ・シ ス テ ム化 と相 侯 っ て、 ビ ジ ネ ス フ

ォー ムが 果 す役 割 りは益 々 重 要 の 度 合 を深 め て

い ます 。 この よ うな ときに あ っ て、 わ た くし ども

トッパ ン ・ムー ア は 、 長 年 に わ た り蓄積 した 技

術 と実 績 を も とに 、 フ ォー ム とフ ォー ム シ ス テ

ム に関 す るあ らゆ る ご用 命 に応 じ、 各 方 面 か ら

ご好 評 をい た だ いて お ります。 トッパ ン ・ムー ア

は 、 フ ォー ム に 関 す る問 題 解 決 の コ ンサ ル タ ン

ト と して皆 様 の お役 に立 つ こ とを願 っ て お り ま

す。 いつ で もお気 軽 に ご相 談 ・ご用 命 くだ さい。

トッ ハ 『ン ・ム ー ア
本 社:東 京都千代田区神田駿河台1-6主婦の友ビル廿(03)295-2411

FDC〈未来開発センター〉:東京都新宿区西新宿2-6-1新宿住友ビル45階e(03}344-1611



信頼のソ7トウ=アハウス

システム開発で海外 に飛躍す る

Ilftrgressthrotrgh日 日班m血 ㎡ 限 りなき前進

日進月歩の技術革新に支 えられ,コ ンピュー タは

小型 ・低廉 ・高性能化の 一途 をた どってい ます 。

小型 コンピュー タの分野においても,そ の利用技

術の社会的ニー ズは拡大を続 け,特 に分散処理 に

お けるアプ リケー シ ョン ソフ トウェア開発技術

の充実はひ ときわ強 く求 め られ てい ます。

トッパ ン ・ムー ア ビジネス システムズは,昭 和

49年 よ りいち早 くこの分野に着 目し,小 型 コンピ

ュー タのアプ リケーシ ョン ソフ トウェア開発に

専念 し,現 状分析 か らシステム開発,メ ンテナン

ス まで一貫 したシステムサービスを提 供 し,ユ ー

ザー各位か らご信頼 とご好評 をいただいているソ

フ トウェアハ ウスです。

近年,ユ ーザーの海外 拠点 におけ る事務の コンピ

ュー タ化が さかんに行 われ てお りますが 弊社で

は,世 界的規模 でスタッフ活動で きるような体制

を整 え,ご 要望 にお応 え してお ります。国内とも

どもお気軽にご相談 くだ さい。

盟膨 享亮亥』ムズ籍
本 社 〒|07東 京 都 港 区 赤 坂8-5-32(赤 坂 山 勝 ピル)ttO3-403-3161(代)

ロン ドン駐 在所c/oBISSoftwarcLimired.YorkHouse.199WestminsrerBridgeRoad、

LondonSEI7UTENGLANDTEL:{Ot)928-3551

ホ ンコ ン駐 在所c!oTOPPANMOORE(HK)LTD.1604,WingOnCentre、Cannaughl

Road.Central、HoロgKongTEL=5-453388

ニュー ヨーク駐在所 近 く設置の予定

●弊社 は常にフレッシュな発想ができ,新 技

術の修得や新市場の開拓に果敢に挑戦 し,不

断の情熱 を燃や し続けることのできるバイタ

リティに溢れる人材 を求めています。 また,

海外ユーザー とのコミュニケーションを円滑

に行え,語 学力にたけた国際的視野を持った

ビジネスマンを目指す人材の参画 も期待 して

います。(問い合せ先TEL479-4437梅 沢)



システムの原点 にかえり、

1980年 代 に

対応 できるシステムを。

コンピュータシステム

クリエイターとして、

ユーザ ーとともに

価 値 あるシステムを。

ハード・ソフトの両面 から、

将来 システムの

ビジョンも提供 します6

1田0年代は、ソフトウエア ドリブンの時代。一 一
コンピュ一夕の利用技術が、

決定的ともいえる 差を生み出します6一
コンピュー タ システム クリエ イターNTISは 、

常 にみ なさまの お役 に立 つ システムの 創 造 を追 求 します。
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システム…っまり目に見えない組み立てば、

コンピューターの大切な道づくり。

同じシステムでも日本語を、どこに、どう使うか

メーカーのノウハ 「、ウでその 差」は大きく違いま充

日本語 システム、あるいは漢字 システムと呼ば

れるEl本語情報処理 システムは、いまオフィス

の花形的な存在。しかしこの日本語システムも

日本語 がついていればよいというものではなく、

情報の流れ、事務の流れ、経営機能の見直し

や体制づくりなど、日本語が生かせるだけのシス

テムがついていてはじめて本 当の価f直が発揮

されます、NCRは 、ビジネスのどこに、どう日本語

を使えば最も効果的力㌧長い実務経験の積重

ねから知り尽していま尤 そのため、日本語の文字

の読 み易さはどうカ、 ということをはじめ、ビジ

ネスにおける文字数の経済効 率はどうか、まで

徹底 して研究しておりま七NCRの 日本語情 報

処理 システムが他の日本語 システムとはハッキ

リと一線 を画 す理 由は、実にここにあるの貧

NCRな らではの、豊 富なシステム・パッケー

ジがついています5

せっかくの日本語システムもフルに活 用していた
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だけなくては何 にもなりません。NCRで は、そ

のためにシステム設計 にあたっては企 業の第

一線である各現場 がフルに活用できるように、

さらには トップ ・マネジメントが満足で きるよ

うに、をつねに基本に考えています。製造業向

け、卸売業向け、小売 業向けなど幅広い分野

の それぞれにNCRな らではのソフトウェアを

いち早くパッケージ化 し、実用化しています。字

種 もこのクラスで約9,000種 と多く、そのうえ各

企業独特 の文字の追加作字もできる余裕 を

兼 ね備 えた高性 能ぶりです。ハードからソフト

まで、あくまでもNCRの 日本語情報 処理 シス

テムは、ビジネス用にすみずみにまで使いや

すさに徹しきらた配慮 がほどこされています。

44,000台 の 実績をもつ世 界のベストセラー

のがNCRIシ リーズ。NCR日 本語情報処

理 システムは、このなによりも現場 からトップ・

マネジメントまでの使いやすさを大切 にした、

小型コンピューター1シ リー ズに装着 しまし

た。操 作はディスプレイに順次 あらわれてくる

コンピュー ターの質問 に答 えるかたちで、い

わばコンピ
ン'

ユーター と 』『
＼対 話 しなが

らだ れでも、

容 易 に使 え

ます。 シ ス

テム・ノウハウにしっかりと裏 づけられたNCR

日本語情報 処理 システム。同じ日本語 システ

ムでも、NCRだ けがもつ大 きな相違点です。

NCRI-8290コ ンピューター

アイ

機 、1シリーズに 装 着 。

使 いやすさは、ソフトウェア、拡張性は…。世

界のオフィスで こんな厳しい選択にパ スした

NCR 噛報魎囑
園因園圃

お問い合わせ・資料請求 は日本NCR広 告課H係 まで…東京・港区赤坂1-2-2㊥107ttO3(582)6111
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最 高 レベ ル1

型=ン ピュータACOSシ ス「Aloeo}

二山

コンピュFタは電算室から事務室へ。

NECな らで はのコンピュータ とコミュニ ケー

ションの融 合 による《C&C》 の 実 績 をもとに、

新 しい分 散 処 理 時 代 のご要望 にお応 えしま土

●分 散処 理の要 求 を先取 りした汎 用コンピュータ

ACOSシ ステム200～1000(小 型～超 大型)
コ

●分 散事 務処 理時 代の対 話 型日本語 処理

オ?フィスコンピュータNECシ ステム50/100/150

●分散 事 務処 理時 代の 手軽なパー トナー

ビジネスパーソナルコンピュータNECシ ステム20

●分散 処 理専 用 コンピュータのエース

N4700分 散処 理 システム

●分散 処 理、通 信制 御、産業制 御 のマルチサービス

NECMS'10/30/50/70
、、

廊 廟 ・小型 コンピュータ
ACOSシ ステム250

E
=

1ldi 愚,
-r

～^

オフィスコンピュータNECシ ステム100/85

●分散 処 理時代 に最適で豊 富な汎用・業種別 ターミナル

デ一夕エントリターミナル、インテリジェントターミナル、

業種 ・業 務別 専用 ターミナル

●情報 処理 ネットワーク体 系 くDINA》 を構成

ネットワーク構 成機 器

日本 語処理 ターミナル

N5300モ デル50N

ZVECコ ンピュータ 日本電気株式会社
お問 合せ は:情 報処理 ・宣伝

TEL(03)454-tll1(大 代 表)



あ

し

私 たちは新 しい時 代のニーズに、2つの情 報

処理 サー ビス、超 大 型コンピュータと多彩な

周辺機 器 を通 じ、先進 の英知 で対 応 しま竃

ビッグプロジェクトをお手伝 い

CYBERNETサ ービス

た

の

風
に

、

ぎ

麹

大規模な原子力計算や構造解析 など、

各種分野のプロジェクトの推進をお力添

えします。この科学技術情報処理サービス

は 最 新 のアプ リケー ション・プ ログ ラムを

に提 供 。CYBERI76サ ー ビスの超

処 理能 力 により、効 率 よく経 済 的 に、

分 野 での 問題 解 決 が可能 で す6

.ぼ

該§濠

あ
管理者の意思決定を助ける

し

た

の

ControlDataCALLサ ー ビス

＼.
、

・迅速な意思決定に役立っ、各部門

や管理 者 のためのマネジメント・タイムシェア

リング ・サ ー ビスで丸 このビジネ ス情 報 処

理 サ ー ビスは、計 画 の立 案 、情 報の分析 ・

予 測 、管 理 、収 集 、報 告 書 の作 成 な どの

ツールが コンピュー タに未 経 験 の方 でも

容 易 にご利 用 いただ けます。

高度技術化社会へのツール

英
知
で

0

超大型コンピュータと周辺機器の販売

COM「R()L
DATA

より大規 模な問題 解決 に適 した、世界最 高速

のスーパ ーコンピュータCDCCYBER205。

高精度 高速演 算 が可能 な、超大 型コンピュ

ー タCDCCYBERI70フ ァミリ。さらには、

磁 気 ディスク装 置 など 各種 周 辺 機 器 の

OEM販 売 、情 報 記 録 媒 体 の販 売 で も実

績 を重 ねています。

㊥ 日東 三「デ【三「麻 五斜1
東 京都豊 島区東 池袋3丁 目1番1号 サ ンシ ャイ ン60

電 話(03)982岬6211(代 表)〒170私 書箱 第1115号



MV/eamの ゾ『ワ一壷◆署の まま牢一プo

ズ リ冷媒姿 体 に◆

澄 れ るノ『フオー マ=ンズ看

ひ助炭=コンノ吻 ～ 謄◆

幻 ピ当㌧・ス ーノ『一・ε=コ ン

〃v/eee〃

32ビット・スーパー・ミニコンピュータ

ECLIPSE

MV/8000・MVA

MV/6000は 、 声望 の高 いMV/8000の 兄 弟機 種 として誕

生。コンパ クトなボディに、4.3キガ ・バ イトの広大 な仮 想 ア

ドレス空 間 をもち、64の ター ミナノレを同時 にサ ポ ー トします。

しか も、1.1MIPSと いう高速 処理 を実 現 。広 大 なアドレス空

間 と高 速 演算 が 必要 なCAD/CAM、 構 造解 析 、振 動 解

析 、回路 解析 、シミュレー ションなどのサ イエ ンティフィック

分 野、大規模 なデ ータベ ー ス、数 多い人 々が共 有 す るマ

ルチターミナル ・システム、信 頼性 が 不 可 欠の プ ロセス・コ

ントロール などに最 適。そのうえ、SNAネ ットワー クと水平 型

ネットワークXODIACで の 分散 処 理 を実現 しました。また、

日本調 音報 処理 システムIKIS 、日本 語 ワー ドプロセッシン

グ システムKEEPも 自由 に組込 め、ハイパ フォー マンスと使

いや すさを両 立。いま、スー パ ー ・ミニコンは、さらに身近 な

存在 となりました。

1日社名 日本ミニ・コンピュータ株式会社

日 限q.〒:■■7u3Slb
本社 東京都渋谷区神宮前6-12-20〒150冒(03)406-6451㈹

大阪〔06)365-7051・名古屋(052)203-5571・ 仙台(0222)23-812S

筑波(0298)24-1609・ 広島(0822)46-1020・ 福岡(092)472:5917



ナイス ネット

NEISNETサ ー ビス

オンラインにより

あなた自身の

コンピュータのように

ご自由に

お使 いください。

■ 事業 内容

●オ ン ライ ン処理 ・バ ッチ 処理 による経 営 ・事務

計算 および科学 ・技術計 算 な どの受託

● ソ フ トウ ェアの研 究 開発

●大 型 か ら小型 までの各種 コンピュータの時 間

利 用サ ー ビス

●コンピュータおよび端末 機器 など関連機 器の販売

●コンピュータ利 用 に関 するコンサルテ ーション

tVEC日 本電気情 報サービス株式
本社

分室

大 阪支 社 〒565大 阪 府豊 中市菊1千里 西 町1丁1≡|2番2号

(住友 コン ピュー タビル)fto6(833)2725(代 表)

会社
〒108東 京 都港 区 芝4丁 目14番2号(第2田 町 ビル)1:lrO3(454)5711(代 表)

〒105東 京 都港 区 芝1丁 目15番11号(芝 光 和 ビル)ftO3(452)5141(代 表)

名 古屋 支 社 〒460愛 知 県 名古 屋 市 中 区新栄2丁 目28番22号

(日本 電 気 名古 屋 ビル)sros2(261)8621(代 表)

思考の品質
日本電気 ソフトウェア株式会 社 は、情 報社 会 の拡 充のために、

たえず 高品質のソフトウエアを開発 しています。

● 主要営業 品目 アプリケーション・ソフトウェア ベーシック・ソフ トウェア システムズ・エンジニアリング 各種教育とコンサルテーション

情報 化 社 会 をリー ドする、NEACコ ン ピュータ ・クル ープ

NEC日 本電気ソフトウェア株式会社
〒105東 京 都 港 区 芝 二 丁 目i4-7TEL(03)454-6311
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自分 で守 る。
カメは、攻撃する武器を持たないかわりに丈夫な甲(設備)

をそなえていま硫どんな環境でも「自分の生命は自分で守

る」 これが長生きのひけつで硫

ニ ッセツのトークルセキュリティシステム
●電算機総合設備の企画・

設計・施工

●フリーアクセスフロアー

●ニッセツ式耐震ネガラミ

●間仕切 ・天井・吸音 ・防音

●耐火書庫室

●CDブ ース

●静電防止カーペット

●空調設備

● 水 冷 電 算 機 用 チラー

● 受 変 電 設 備

● エマソンUPS

(無 停 電 電 源 装 置)

●CVCF、AVR、MG、 トランス

● パ ワー プ ロテクター

● サ イリスターインバ ー ター

● 非 常 用 電 源 装 置

●端 末 機 用 発 電 装 置

●回線切替装置

●通信回線設イ蒲

●MODEM、MDF、lDF

●回軌アレスター

●CPS

●ハロン消火システム

●入出管理システム

●電源・電圧監視装置

●週間プログラム設定器

ぽ備株式会社
本 社/〒103東 京都 中央 区 日本 橋蛎 殻 町1-14-13nO3(666)5551

大阪 支 店/〒661尼 崎市 戸 ノ内町5-12-10f]rO6(499)5500

営 業 所/札 幌 、名 古屋 、福 岡 、四国 、大阪 工 場 、パ ンチ セ ン ター

コン ピュータの八一 モニゼーション

日本電算塾



独創 と豊富な実績 をもつ

NEDの ソフ トウェア開発技術 に ご注 目下 さい!

NED6つ の 主 要 プ ロ ジ ェ ク ト

構鱗
蕊

臨

■ ロケ ッ ト打上、人工衛星追跡システム

■ 地上機器運用管理 システム

蒜 ■ 外国企業 との連携

蕪
鷹

2蕪 嚢

3

■ 謹 ㌶ ‡ジュール研究組合の成果物 影・

■JSDか らの 委 託 され た"ソ フ トウ ェア'
工 学"に 関 す る調 査 研 究 ・

■JSDか らの 再 委託 に よ るソ フ トウ ェ ア 滋
生 産 技術 開 発5ヵ 年計 画

φ 齪

灘
■ コ ンピ ュー タ シ ステ ムの 設 計 開発

■ ナ シ ョナ ル プ ロ ジ ェク ト(通 産 、運 輸 、

奄 々公 社)の 推 進

■ 基 本 ソ フ トウ ェアの 開 発

4灘灘
鷲講

5

4

■ ソ フ トウェ ア プ ロダ ク トの輸 出 轍

■ 海 外 ユ ーザ ー に対 す るコ ンサ ル タ ン ト

■ 海 外 ユ ーザ ーに対 す る教育

鍵灘
■ システム販売

■ パ ッケ ージ販売

DYNAMO,PCMP,SKS

WAMS,EMS,CMS

6

冷

難難

き

治 淫 彩
冷 ・ 霧 議濠'

■ 電 子計算機専門学校の経営

(札幌、新潟、名古屋、大阪、福岡、小倉)

■ 卒業生数14,000人

目 地域社会の情 報化の促進

}擢 ∨

日本電子開発株式会社
NIPPONELECTRONICSDE>ELOPMENTCO,LTD.

本社/東 京都新宿 区西新宿7・7-30小 田急柏木 ビル 呑03(367)5021㈹
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●M/T、D/P、

フロッピーディスク

●カー ド、フォーム

● リボ ン他 電 算 室 用 品

コ ンピ ュー タサ'

●ソフトウェア・プロダクツ

●ソフトウェア・サー ビス

● マイクロコンピュータ・システム

営 業 所:

札 幌(221)5526

秋 田(63)6201

仙 台(27)6464

水 戸(24)9505

横 浜(3|4)1841

静 岡(53)2723

名 古 屋(261)718|

沢(21)4341

都(256)34D5

阪(203)576i

戸(351)2534

」](26)3371

山(24)5220

江(24)102|

● 小 型 コンピュータ・システム

の販 売 ・保 守 サービス

● 入 出 力 機 器(OCRDES

フ ァ ク シ ミリ)の 販 売 サ ー

ビ ス

.シ ステ ムハ ウi'

浜 田(3)ll55

高 松(33)5078

広 島(47)08|l

L]口(23)1828

福 岡(522)8031

鹿 児島(24)3630

小型電算

十算センタ

●コンピュータ室運用管理

●コンピュータ機器オペレーション

●システム、プログラムの開発・運 用

デー タエ ンド

F・Mサ ー ピ'

● 一 般 デ ー タ入 力

カードパンチ、キーツーディスク

● 漢 字 入 出 力

● 特 殊 機 器 入 力

OCR/POS/TELEX

●パ ッチサー ビス

コンピューティングサーピス

パッケージサービス

モ三夕ーサーピス

ネットワークサーピス

● オンラインサービス

リモートバッチ

リアルタイム

TSS
・ ● ・ ● ・.● ・ ● ・ ● ・ ・..・ ● ● … ● ・ ・.・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …...........................

籔 日本 ビジネス コンサル タント

開発研究所及 びFM・ コ ンピュー タ各事業部

東京都 渋谷区道玄坂1-16-5

情報 ・商品各事業部

東京都渋谷区道玄坂|-21-2

(476)280|

(464)5110
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OAの 主役 まさにここにあり。

、

O

漢字で入力漢 字で確認、漢字で出力。データの判読 ミスも解消。・…漢字オフコン処理。

漢字 、ひらがなまじりの文書も素早く作 成。 ワードプロセッシング機能。

売上状況や営業成績などの管理資料をひと目で把握。 グラフ処理 。

だれもが必要に応じて問 い合わせや、帳票を作 成。 対話型簡 易言語 。

業務に精通した現 場の方々が即時処理 。 ワークステーション・システム。
いろいろな角度からデータを多角的活用』 データベース・システム

。

営業所や工場、離れたところでもデータの相互活用ゴ… データコミュニケーション・システム。

国
　　の ビジネスを　える

日 本口三コi■【ス]=」 ヒr9一 額
〒150東 京都渋谷区渋谷2-17-3南 塚ビルTELO3・400-1221tて

蕊 鷲㌫蕊 鷲馴 ㍑:麟 謬1麟 ㌣`禁
052(2|1)1501大 阪支店06(311)1421広 島支店0822(48)439t關 支店092(431)COaS全33拠 点

,'81

私 たちは 、お 客 様(Customer)と の コ ミュニケ ー ション(Communication)を 大 切 に しま魂
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●

本社 ・工場:

営 業 本 部:

大 阪 支 店:

●営 業 所

1ヨ]載 ユ=∫W7β7・'サ 「7。=手4

東 京 都 世 田 谷 区 桜 新 町2-19-5Te1(03)426-3331

渋 谷 区 道 玄 坂2-29-20長 谷 川 ビ ルTel(03)463-7781

大 阪 府 吹 田 市 豊 津 町56-4Tel(06)385-6722

札 幌/仙 台/長 野/静 岡/名 古 屋/岡 山/広 島/福 岡



聾瓢汕 川
当社は,創 業以来 多数の優れた技術者と,長 年培ってきた質の高い技術
サ〒ビスにより,コ ンピュータに関するあらゆるニーズにお応えするととも

に,年 す々ばらしい業績 をあげてまいりました。

今後とも"コ スト・パ フォーマンスを追求する担 い手"を スローガンに,情報産業

の先駆者 として価値のある情 報サービスで 信頼と期待にお応えするよ
っ.最 大の 努力を重ねてゆ く所存であ ります。

Lコ ントロール ・システムの 設 計 とプ ログラム 開 発

■ビル・コントロールシステム●公害監視システム●鉄綱システム

●石油オフサイトシステム●防災システム●水処理システム●物

流合理化システム●パイプラインコントロールシステム●データ通

信システム●交通管制システム●ガス自動化システム■電力自動
化システム■拡散炉コントロールシステム●エンジン・コントロールシ

ステム創Cテ スターコントロールシステム●飼料入出荷管理システ

ム●図形処理システム●振動解析システム●音声解 析システム
●三次元測定システム●警備保障システム●移動交換機 システム

2.ビ ジネス・システムの 設 計 とプ ログラム 開 発

●銀行オンライン・システム●医療情報システム●会計情報シス

テム●予約情報システム●生産管理システム■資料管理システム

●運輸情報システム●被爆管理システム●人事・給与システム●維

持管理システム●各種データVくンクシステム●各種統計 技術計算

3.ベ ー シック・ソフトウェアとプ ログラム 開 発

●各種コンパイラー●クロス・アセンブラー●オペレーティング・シス

テム●デニプレックス・システム●各種⊇ントロール・システムのモニ

ター●各種ユーティリティ・システム●各種サービス・プログラム

本 社 東 京 都 新宿 区西 新 宿8-|9-3〒|60電 話(03)365-2621㈹

セ ンター ・営 業 所=新 宿 ・千 葉 ・仙 台

オペレーション委託 から電算

室の一括運用管理

3セ ン ター 連 携 に よ る 大 量 デ ー

タ処 理 お よ び 漢 字 情 報 処 理

東 京 セ ン タ ー 京 葉 セ ン タ ー

●キー・ツー・ディスク ●キー・ツー・ディスク

INFORFX330016ス テーションCMC1800102ス テーション

ENTREX48020● ディスク・ツー・カードパンチ2台
●フロッピー ・ティスクMELCOM7D/150シ ステb

東芝RT-4220ス テーション 東 北 営 業 所
●ディスク'ツ『'h－ドバンチ1台 ●キー・ツー.デ ィスク

CMC180064ス テーション

「暖かい手と冷たい手
」

あるベテランのお医者さん、患者の容態見るときに、

ます自分の手をあたためて、そして患者の手を握る。

医者の心がじわ じわと患者の心ににじみ入る、

さぞや完治も早かろう。

またある歌舞伎の役者さん＼おやまの演技する前に＼

氷の上で手を冷やし、そして相手の手を握る。

ドキリと感じるその瞬間、真にせまったその表情

さぞや迫真の名演技・

月冊

∠ ノ、

FMCは 、 コ ン ピュ ー タ に つ い て の 知

識 や 技術 とい う"サ ー ビ ス"を"製 造"

してll年 一 。 何 よ り も お 客 様 との

出 逢 い を大 切 に し、 ニ ー ズ に お 応 え

す る こ と に専 念 して お りま す 。

「WarmHeartbutCoolHead
」

株式会社ファシ リテ イ マネ ー ジ メ ン ト

資杢金7,000互 円 ○従業員260名 ○売上高20億 円 ○代表取締役社長 國清芳雄

興 業嬬 駕瓢 荒罐 差額 戦 訓 閤瀦 三㌶



インク技術 が生きている

パ イロットのラインプ リンタ用リボン
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品 質 の 高 さで、選 ばれ て い ます。
パ イ ロ ッ トの ラ イ ンプ リン タ 用 リボ ン は 、60年 に及 ぶ イ ン ク技 術 の 追 求 か ら生 まれ た 、

理 想 的 な リボ ン で す。イ ン ク塗 布 量 の 精 度 が 高 く、均 一 性 も抜 群 。そ の うえ 製 造 か ら納 品

ま で迅 速 な た め 、 各 方 面 で圧 倒 的 な納 入実 績 を重 ね て い ます 。

■ インクの特長

● 印 字 は鮮 明 。独 自の イ ン ク配 合 に よ り、 滲 み の な い シ ャー プ な 文 字 が 得 られ ます 。

● 耐 久 力 抜群 。使 い 始 め か ら最 後 ま で 、濃 度 差 が 少 な く、均 一 した文 字 を長 時 間 保 ち ます。

● 汚 れ を解 消 。不 快 な帳 票 の 汚 れ が きわめ て 少 なく,OCRな どで は 特 に 威 力 を発 揮 します。

● 堅 牢 そ の もの 。 耐 水 性 、耐 薬 品 性 、耐 候 性 に す ぐれ 、 デー タの 保 存 とい う点 か ら も、

安 心 です 。

■ 生地の特長
● リボ ン生 地 で は 最 もす ぐれ た ナ イ ロ ン66を 採 用 。ラ イ ンプ リン タ の 活 字 、ハ ンマ ー に

対 して ず ば 抜 け た強 度 を発 揮 し ます 。

〈扱品種 〉

● ライ ンプ リンタ リボ ン

●OCR用 リボ ン

● イ ンク ロール

●端 末機器 用 リボ ン

● マー ク リー ダベ ン

● フ ァイル ・バ イ ンダー

● フ ァイル保管用 品

●磁気テープ関連用品

●ディスクパック関連用品

●フロッピーディスク関連用品

●連続フォーム用紙事後処理機

●耐 火保管庫

●移動 ラ ック

● ビジネズマ シ ンスタ ン ド ・デ スク

● ター ミナ ルス タン ド

⇔〃畑 漏 轄 掘 舖
商事部印字用品販売課

東 京 〒104東 京都中央区八丁堀4丁 目6番9号 コパ リピルeO3-553-7368㈹

大 阪 〒564吹 田市南吹田5丁 目26番3号 江坂ビルeO6-338-330】 ㈹

商事部 〒104東 京都中央区八丁堀4丁 目6番9号 コパ`」ピルeO3-553-7361㈹
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コンピュータは、新 しい方 向 へ

新 しく登場 したM-260Hプ ロセッサは、M-280H、M-

240Hに 続 いて開発した最新 鋭の大形 プロセッサで、

高速 演算性 能と高い拡張 性を備えていま丸 このプロ

セッサ により、業務 処理能 力が大幅 に向上 し、応答性

能の高 い対話処理 が可能になるなど、高性能で使い

やすいシステムが実 現で きます。

●M・170の 約3.5～4倍 の高速処理 能力を備 えていま克 ●高 い拡

張性 を備えていま「む ★主 記憶容量 最大24MB★ チャネル数 最

大24チ ャネル ● 新しい半導体技 術、実装技術 を採用しました。★

1,500/550ゲ ートの高速LSI★ メモリつき論 理LSI★ 主記憶 用の64

Kビ ットNMOSメ モリ素子 ★バッファ記憶 用の高速バイポーラメモリ

素子 ●高 速演 算機構(HSA)を 付加することにより、科学技 術計

算性 能が 大幅に向上 しま工 ● コンソールサービスプロセッサの採

用により、システム操 作、保守/診 断が 容易で工

,麺H口[ifA◎M-260H
株式會冠 日 立 製 佗 所

●お問い合わせば=情 報システム営X本 部 電話〔03)455.2301ま たは最寄りの支店へ 関西(06)203.578い ∫L州〔092)741-583.1・
中部(052)251-3111・ 北海道(Oll}261-3131・ 東」ヒ{0222}23-0121・ 北陸(0764}33-S511・ 中国〔0822)21-6191・ 四1班0878)31-2111/

☆詳しい資料をご希望の方は、お手数ですが資料請求券をはがきに貼り、貴社名、所在地、電話番号、ご氏名を明記して下記へお送りください。/

〒10S東 京都港区三田1-4・28(三田国際ピル)㈱ 日立製作所コンピュータ事M本 部 技術本部/

/縫



信頼 と創造の富士通

世界水準をはるかに超えた

新時代を画すコンピュータ。

350ピ コセカンドLSI(大 規模集積回路)の採用により、超高速のコンピュータ頭脳部(CPU)を 実現!

か50セ ンチ立方に凝縮。

いま、富士通のデクノロジーカミ世界 の頂点を示す

最同速 ・最大規模 のシステムを実現 しました。

80年代の情報処理システムは、いままでのEDP資 産をベースとして

新し・展開を迎えようとして・ま計 宇… 規 模・・テ・・横 難

組織内から異業種間を結ぶネットワークシステムへ、さらに社会

生活 を包含するシステムへと拡大 しています。

・うした・社会システ・、と搬 べきネ・・ト・一・シ・テムの中枢として醗 馨

したコンピュー タが、FACOMM-380/382の2機 種 です。 これは 、FACOM

Mシ リーズの最 頂 点 を示 すと同時 に、処 理能 力、信頼 性 など世 界水 準 を

はるか に超 えた、新時 代 を画 す コンピュー タシステムです。

じ分の1秒 。350ピコセカンドは

7回り半.30万km)で.10.5cm

極小瞬間に、四則計算などの

本となる回路が1回 作動しiす。

超大形コンピュータ

FACOMM-380/382
●主E己憶容■=64MB(M・380)/12SMB(M・382)● チャネル接続台数:最 ×54■ チャネル転送速度:fiX96MB.t秒

－Ijll1|illl1Ellllllill11|il1|illlll|jllllll1El1111111il911|Ell11

富 士 通

‖IMIIII"illllilll1MilllllllillilllllllllMllllillMIM富士通株式会社 電算機販売推進部〒105東京都港区西新橋3.21'8`03)437-5'11
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● 省エネ時代 を先駆 ける、冷 媒再 熱 タイプ』

冷却 された空 気を 冷媒 ガスによる再熱 回路で、所定 の温

度に制 御 しますから、節 電効果 は抜群 で九

契約電力の比較

機 種 DC-10--DC・101W DC-15→DC・151W

契 約 電 力 25KW--15KW 34KW・ ◆20KW

低 減 率. 40% 41%

電力料金 は半減!

(hour)

月間 運転時 間

{55年4月 現在の東京電力・業務用電力従来機の電気ヒータ通電率平均67%)

1ヶ 月400時 間運 転 した場 合の年 間節減 額(電 力)は

年間電力料金の比較

機 種 節 減 額 節減電力量

DC・101W 152万 円 (50、000kwh)

OC・151W 209万 円 (70、000kwh)

およそ半 分ですみますb

●応 答性 に優れた、無段 階制御 。(実用 新案 出願 中)

新開 発の比 例+積 分 動作 コントローラで、絶 えず比例 式冷

媒 流量 制 御弁 に、空気温 度情報 をフィー ドバックしますから、

スムーズな無 段 階制 御を行 ない、安 定 した空 調をお約 束 し

ま丸

㊥ 高い信 頼性 、独立2系 統 の冷媒 回路 。

高効 率 コンプレッサ、ハイコップ(Hi-COP)2台 を、独 立

した2系 統 の冷媒 回路 に組 み込 み、広範 囲な運 転 と安 全
'性を確 保 しました

。

●確実で空気温度変化のない容量制御 。(実用新案 出願中)

再熱 量 に応 じて、比例 式冷媒 流量 制御弁 は開 閉しますが、

それに応 じてコンプレッサの1台 をONeOFFし ます6従 来

のサーモスタット=ス テップコントローラ方式 による 容量 制

御では、避 けられなかった空 気温 度変化 が殆んどありません。

●使 いやすく、見やすいコントローレ くネル。

遠方操 作 回路 、時 間計 および電 源、運 転、異 常を示す表

示灯 など、一 目で運転 状態 を把握 で きま七
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㊥ コン ピュー タとマッチ す る、ブル ー とアイボ リーの ツー トー

ンカラー

⑲ キメ細い保 護 ・警報装 置

クランクケースヒータ、アキュムレータ、液 ライン電磁 弁を装 備

していますから、クランクケースへの冷媒の寝込 みを防止 し、

コンプレッサの液圧 縮 、潤滑 不良 などに起 因する軸受 けの

焼 け付 き、弁割 れなどからコンプレッサ の故 障 を防 ぎます。

また漏 水検知 器(オ プション)を 装 備で きます。

●集 塵効 率の 高い、高性能 エア・フィルタ採 用

コンピュータ誤作 動の因、塵埃 を効 率よく取 り除いて、正常

な運転 を約束 しま七'し かも目詰 りした時 は、警報 ランプが

点灯 します。

空冷 式…・'DC
・101A,151A,201A,301A

水冷 式・…

DC・5,101W,151W,201W,301W

r-一 一 ■■一 ■■一 ■■ 一 一 ■■一 ー ー ー 一 一 ¶
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もちろん省 エネ ・タイプ
●冷却 水 の悩 みを一 挙 に解 決 、

●-15℃ の外 気 温度 でも、安 全 空調 、

(高圧 コントロール回路内蔵)

●比 例 式 冷媒 再 熱 回 路 システム採 用

L-___一___一 一 ー ー 一 一 ー 口■一 」
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㊧ 資 料 ご 希 望 の 方 は下 記 の住 所 までハガキで お 申 込 み くだ さい。

郵便番号、おところ、電話番号、貴社 名、担 当者 のお名前 をお忘れ なく。

ム 三 菱 重 工¥IMX會 元‡;麟 群・・一 ・噺田・畷 灘1…ll耀 繍 櫟1・釜1=

冷熱事業本部・東京冷熱営業部 大 飯 営 婁 所 冷 熱 部 面 ⑩ ε)3.3-3221
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情況変化に応える各種 のシステムづくりや情報処理サ ービスで

企 業 の経営 に役 立つ富士通エフ・アイ・ピー

無想 の境地 に見える太 公 望たち。実 は、水 中の魚 との

厳 しい知 恵 くらべ を続 け て いるの です。水 の流 れ を

読み 、底 石 を読 む。そのほか、天候 、水 温、水 の濁 り

具 合 など、刻 々変 化 す る情 報 を正 しく読 み取 らな け

れば 、決 して大 きな釣果 は約 束 され ません。

企 業 にとっても、市場 環境 や消 費者のニーズなど、状 況

変 化 をすばやく分 析 ・処理 し、それ にもとづ き的確 な決

断 をくだ すことが、明 日の発 展 につな が りま克

富 士通エ フ・アイ・ピー は、総 合情 報 処理 センター と

して、各 種の情 報 処 理サ ー ビスを軸 に、企 業 の経 営

管理 、環 境 ・土木 建 築 などの技術 開 発 に幅広 く貢献

し、企業 の信 頼 にお応 えしていま尤

PUグ1TSUE鳳CO1自11麗 陶RMJ闇F竃ONPROCE5SING

lllll川1111111111111111川lll川llllllll「書 禁2男:携 鞠 紅 こ認 聾莞

PlP竃 壬註;亮 毫冷灘
llllllll酬ll川lllllllllllll川lllll響姦賊 姦霊 幾1隠;.広{㌫鷺篇綴
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1刈栄

■まさに画期的な日本語処理ですb

我々日本 人にとっても難しいといわれる日本語 。この日本語処理 のための入力

を自在 にできるのが 丸栄計算センターが新たに開発した日本語 処理システ

ム、翔80で 七 基 本文字種だ けでも約7千 字。これ に拡張盤面機構 の採 用

で 実質的には約3万 字の字種 が使え、日本語はまったく自由自在で ℃ しか

も、追加、訂正、削除 ・検索 などの編集機 能を備え、かつ、ベリファイと目検 に

よる校jl三も効率よく行なえますから、日本 語による情報処理 はきわめてスムーズ

です』JIS・JEF・IBMの 各漢字コード・テープ=ルを内蔵 し、他コードへの変

換もカンタ%外 字の入力もオーケーで すから、ユ ー.ザーにとって、この上 なく

便利な翔80で す。最新鋭 の漢字 入力端末機100台 と優秀なオペレータを多

数そろえてのデビュー。ご期待に添える陣容で す』

、

■広範 囲な適用分野 にご注目くだ さい。

顧 客台帳 ・商品マスター・社員及 び会 員名簿・人事記録 ・レセプト・住民 台

帳 ・法 令集 ・技術ファイル・ドキュメント・申込書等 すべての日本語 ・漢字処

理が可能です1また、印刷、版 下等の出力処理 も受 託いたします。

＼「〉丸栄計算センクー株式会社
東 京 本 社 東 京 都港 区 赤"i3-3-3(住 友 生 命 赤 坂 ピル8F)〒 】07

TEL〔03)5S3-0】26{f℃)

札 幌 支 社 札 幌`li中 央 区 北 一 条 西9-3-14(第 一 ノー ス キ ャ ピ タ ル ピル)〒060

TEL(Oll)271-0259〔 代)

前 橋 支 社 前 橋 市 表 町21S-19《 第.百生 命 ピル2F)〒371

イリア ビし くロ　ア　ハ さつ 　 　

× 阪 本 社 大 阪 、li、"囎 町 通 一64(n本:1… 命 綱 筋 ピ ・・11F)〒542.

TEL〔06)24-9545《t,

名 古 屋 支 社 名 古[-IM中 村 区 名 駅 一17-19(カ ネボ ウ ピル6F,〒453

TEL〔D52)53-IS30fV

和 歌 山 支 社 和 歌 山 市 北 汀T3番 地 〔三 井 艦 愈 狛 江k山 ビ ル)〒640

TEL(0734)2-1831〔 代)

福 岡 支 社 福 岡ili博 多 区 博 多 駅t):14-14-1僻 見 ピ ノレ別 館)〒S14

TEL(OO.Z)473-126T(代)

〔仙 台.広 島 ネ ッ トワー ク構 築 中)

〔関 連 会 社 〕 ● 株 式 全 社 関 西 丸栄 計 算 セ ンタ ー ● 株 式 合 札 マ リテ ック

● 和 歌 山 丸 栄 曽t算 七 ン ター 株 式 全 社 ● 株 式 会 社 イ ンフラ ト研 究 所



締
オフ コ ン を柱 とした 麟 と共`二明日を築く

丸善のオ7イ 夫 オ■トメ■ション

データベース,BASICでOAを 身近に実現!

卓:

x㌶ 遥

丸善 コンピユータ

マイクロメイト

ヴ

1-/げ
鰯 一題 奪 謡 講

〔総発売元 〕

●低 価 格で手 軽に使えるオフコンで初 めて大型機 なみの機 能「データベース」を採 用

● データの一元化 により、必要 な時 に必 要 な情 報を自由に取 り出せ ます。

● パソコンに使われている最 も簡単 な言語BASICを さらに拡張 した「拡 張 ビジネス

BASIC」 によりデータベースを効率 よく運用 できま七

難懸盤 懸 垂 難 雛 聾 、嚢難錘 灘
《マルゼン'アプリケーションライブラリー》 ■ 販 売 ・在 庫 管 理 システム

潮齢 パラダイス:鴛 驚梁
●このほか、学校事務 、歯科 、土木建設、運送業 な ど各種業種専用システム'

■詳 しい資料 を送呈:お申込みは下記までどうぞ。

⑭丸善
〔電 子 計 算 機 部 〕 〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋3-9-2tt(03)272-0331

営業 所=札 幌呑(Ol1)241-7251/1山titt(0222)22-1131/eqiE}tt(0252)44-9333/横 浜呑(045)212-3171

名古屋 廿(052)261-2251/金 沢む(0762)31-3155/京 都呑(075)241-2161/大Vltt(06)251-2621

神 戸呑(078)391-6001/姫 路⑰(0792)22-2313/岡 山奮(0862)31-2261/広 島ft(0822)47-2251

福 岡呑(092)291-4831■ 各営業 所 のコン ピュータシ ョウルーム をお 気軽 に:'利 用 くだ さい。

資 料請求

コンピュータ
白 書

MM-1000



膨 大なサンプル ・デークから14種(第2

巻はり3種)の 指標 を抽出 し＼8段 階企業

規模別、38業種別にクラフ表示。コンピュ
ータを適正経費 で運用するための標準値.

危険値 を即座に読み取れる。自社の シス

テム監査.傘 下他社の適正値判定に最適。

システム ・パフォーマンスの経済効率 を

相対評価する上での判定尺度 を提供する

わ が国初の集成資料 。限定出版。
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霞 が関 ビ/レ30階 電話03(581)5201
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第巨]巻新情報社会の構想
Lコンピ ュータ・社会・経済

A5判264頁2,400円

田脱工業化社会の進展 と情報化

図案権化と分権化に対するコンピュ
ータの影響

圏コンピュータと世界事情

囚規制とコンピュータ・サービス

團コンピュータとモデル分析

⑥情報の経済学

第回 巻 新情 報社 会へ の展 望
.コン ピ ュ ー タ ・個 人 ・生 活

A5判258頁2,300円

匝家庭のコンピュータ

図 日曜画家の復活

国個人化オー トメーション

⑭親 しみやすいコンピュニタ利用に

向けて

固コンピュータと学習

⑥コンピューターと政府

回コンピュータの事務応用

團コンピュータの科学利用

執筆陣 ジェール ・モーゼス/ニ コ

ラス ・ネクロポ ンテ/マ イケル ・ダ
ーツーソ ス/テ リー ・ウイノク ラー

トこ/セ イモア ・パパ ート/'JC .リッ

クライダー/ビ クタ ー ・ヴ ィソ ツキ
ー/シ ドニー ・フ ァーンパ ック

翻訳陣 西野博二/月 尾嘉男/相 磯

秀夫/田 中穂積/坂 村健/岡 松壮三

郎/高 橋茂

第回春 新情報社会の推進
.コンピュータ・科学・技術'

A5半U220頁2,100円

田ハー ドウエアーその進歩の予測と

限界

図 コンピュータと通信

團高度なソフトウエア:科 学 とユー

トピア

團 コンピュータ・サイエンスと知識

表現
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